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この 10 年，我が国の地震学は非常に大きな試練にさらされた．2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方
太平洋沖地震は，多くの研究者が思ってもいなかったマグニチュード 9.0 の地震となり，発生した津波
は東北から関東地方の日本海溝側沿岸に大きな被害をもたらした．また福島第一原子力発電所も津波の
被害を受け，放射性物質の飛散によりいまだ帰宅できない方々もいる．

このような超巨大地震の発生とその被害を目の当たりにし，地震や地震防災に関する様々な方策が見
直された．地震のハザード予測や発生予測に関しては，従来から国が重点としてきた南海トラフ沿いの
巨大地震に関する大幅な見直しがされた．地震の想定については，駿河湾から日向灘沖に至る地域が一
度に破壊域となる最大クラスの地震モデルも想定することにされた．沿岸各自治体はこの想定を基に，
命を守るための対策を進めている．東海地震の予知に基づく応急対応についても，確実な地震の予測は
困難であるとし，代わりに南海トラフ全域を対象として，M7 から 8 クラスの地震が発生した場合およ
び従来観測したことがないようなスロースリップが発生した場合に次の大規模地震に備えるための防災
対応が検討された．気象庁も，東海地震に関する情報は発表せず，地震発生の可能性が高まった場合に
南海トラフ地震に関する臨時の情報が出すことになった．地震予知連絡会の設置根拠となっている科学
技術学術審議会測地学分科会の建議も「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」となり，
従来の地震予知よりも広く「災害の軽減」を前面に押し出すものとなった．

このような中，地震予知連絡会は，想定していなかった M9.0 の東北地方太平洋沖地震が発生したこ
とを重く受けとめ，臨時に会合を開催するなどあわせて 4 回の会合で東北地方太平洋沖地震について検
討した．さらに，われわれの持っている地震学的知見の再点検のために，南海トラフ，南西諸島海溝，
千島海溝，相模トラフなどの海溝型地震だけで無く，首都圏直下の地震や内陸地震，さらに日本海側の
地震など，国内で発生するあらゆる地震について改めて検討を行った．また，地震予知については，そ
の実力を常に確認し続けるために，「予測実験の試行」を重点検討課題として定期的にとりあげること
とし，2019 年度末までに 6 回開催された．2016 年の熊本地震に際しても，重点検討課題の対象課題を
急遽変更して検討を行うとともに，フォローアップとして 2 年後にも重点検討課題として取り上げ，課
題の整理を行った．

このように，地震予知連絡会は，我が国における地震活動や地殻変動，また地震発生予測にかかわる
最前線の研究を常にフォローし，関係研究機関の間で情報共有を行い，より高度な地震のモニタリング
手法の実現に貢献する努力を重ねている．毎回，委員による熱心な討議を行い，オブザーバ席も満席と
なるなど，注目すべき重要なテーマを選んで検討を行ってきた．地震予知連絡会は，このように充実し
た回を重ねてきているが，それに満足することなく，常に自己点検をおこなって新たな地震予知連を目
指して進んでいく必要がある．

最後に，貴重な原稿を寄せていただいた各機関と関係各位，また編集にあたられた事務局の皆様に心
から感謝を申し上げる．

　　令和 2 年 3 月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地震予知連絡会会長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山　岡　耕　春
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発刊に寄せて

地震予知連絡会は，昭和 44 年 4 月に発足し，令和元年 4 月で 50 周年を迎えた．この間に開催された
本会議は 220 回を数えている．これまで，地震予知連絡会に報告された資料は膨大なものであり，それ
らは地震予知連絡会会報としてまとめられ，昭和 44 年 8 月の第 1 巻の刊行以来，第 102 巻まで刊行さ
れている．会報は，過去のものを含め，すべて電子化し，地震予知連絡会ホームページにおいて閲覧で
きるようになっている．

地震予知連絡会では，こうした会報に加え，地震予知連絡会の設置から 10 年ごとの節目にそれまで
の活動をとりまとめて，「地震予知連絡会 10 年のあゆみ」（昭和 54 年），「地震予知連絡会 20 年のあゆみ」

（平成 2 年），「地震予知連絡会 30 年のあゆみ」（平成 12 年），そして「地震予知連絡会 40 年のあゆみ」（平
成 21 年）を刊行してきた．

近年の地震予知連絡会は，科学技術・学術審議会の建議（平成 25 年 11 月）に基づき，「地震活動・
地殻変動などに関するモニタリング結果や地震の予知・予測のための研究成果などに関する情報交換を
行うことにより，モニタリング手法の高度化に資する役割を担う」とともに，「地震活動の予測手法の
現状を報告，検討することで，地震発生の予知予測に関する研究の現状を社会に伝える」組織として，
社会への発信にも力をいれてきたところであり，今回の刊行は，地震予知連絡会に期待されている社会
への発信の取組みを更に推進させる意義があると考えている．

本書は，地震予知連絡会が発足してから 50 年を経たことを記念し，これまでの活動を振り返り，地
震予知連絡会の 50 年のあゆみについてとりまとめたものであり，そのなかでも，平成 21 年度から平成
30 年度までの最近 10 年間の記述に重点を置いた．特にこの 10 年は，平成 21 年の駿河湾の地震，平成
23 年の東北地方太平洋沖地震と一連の余震，長野県・新潟県県境付近の地震及び静岡県東部の地震，
平成 25 年の淡路島付近の地震，平成 26 年の長野県北部の地震，平成 28 年の熊本地震，鳥取県中部の
地震及び茨城県北部の地震，平成 30 年の大阪府北部の地震及び北海道胆振東部地震などの被害地震が
あった．

第 1 部では，地震予知連絡会とその構成機関の活動が記されている．第 2 部では，専門家の執筆による，
この 10 年間に発生した主な地震についての解説が掲載されている．その他，関連する事項の記述や参
考資料があり，また添付の CD-ROM には，本文に入れられなかった資料等も収録されている．

本書が，地震予知研究そして地震一般に関する調査研究並びに地震防災などに広く活用されることを
期待する．

本書の作成に当たっては，山岡会長を委員長とする編集委員会において，内容構成や執筆担当者が定
められ，地震予知連絡会委員及び委員以外の多くの方々に執筆いただいた．編集並びに執筆の労を執ら
れた各位に心から感謝申し上げる．

　　令和 2 年 3 月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土地理院長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　黒　川　純　一　良
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第　1　部

地震予知連絡会の活動



 
 



 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 1 章　地震予知連絡会発足から 40 年間の活動 1

戦後間もない 1946 年（昭和 21 年）12 月 21 日，中部
以西の日本各地に大きな被害をもたらした南海地震が発
生した．これに伴い中央気象台（現気象庁）は，1947 年（昭
和 22 年）6 月 10 日，連合軍第 43 気象隊に対し，地震
予知を可能にするため各種の観測施設の整備に必要な
予算を配慮してほしい旨を記した書簡を送った．これに
対して，第 43 気象隊から，地震予知に関して関係機関
で協力が得られるか否かを討議せよという回答が寄せら
れた．このため，中央気象台が中心となって地震予知研
究連絡委員会を設け，予知計画を検討することになった．
しかしながら，予知計画は実現せず，地震予知研究連
絡委員会の活動も連絡会的な性格となった．なお，その
実質的な活動期間は 1947 ～ 1949 年の短いものであった
が，終戦直後の状況下にあって，関係者の間で地震予知
研究を進めようとする動きが既にあったことを示してい
る．こうした動きは，十数年後に地震予知計画研究グルー
プの結成によって甦ることになる．

1960 年 5 月の地震学会春期総会において，和達清夫
会員から「学会の中に地震予知研究計画を作るための小
委員会のようなものを設けてはどうか」との提案がなさ
れた．これを受けて有志による準備会で検討された結果，
地震学会の外に有志の集まりである地震予知計画研究グ
ループが作られることになった．そして，昭和 1962 年 1
月，地震予知のブループリントといわれている「地震予
知－現状とその推進計画」が策定された．このブループ
リントは各方面で大きな関心を呼び，外国大使館からの
問い合わせもあり，英語版も印刷された．

1963 年春に地震予知計画の勧告案が日本学術会議に
提出され，同年秋の 11 月 8 日に日本学術会議から，「地
震予知研究の推進について」の勧告が出された．さらに
文部省の測地学審議会が，測地学審議会は地球物理現
象も取り扱うとされた上で，この勧告の具体化を担当す
ることとなった．このため，測地学審議会の中に地震予
知部会（部会長：萩原尊禮委員）が設けられ，1964 年
6 月から観測項目毎に実行計画が検討され，地震予知研
究計画がまとめられていった．1964 年 7 月 10 日の測地
学審議会の総会では「地震予知研究計画の実施につい
て」が承認され，即日，関係大臣に建議された．これを
うけて， 1965 年度予算から研究経費が認められるように
なり，ここに，ナショナルプロジェクトとしての地震予
知研究の第一歩が始まった．

1965 年 8 月頃から 1967 年 9 月頃まで，長野県長野市
松代周辺地域において，いわゆる松代群発地震が発生し

た．また，1968 年 5 月には十勝沖地震が発生した．こ
れらの地震災害で，地震予知に対する国民の関心は一層
高まった．そこで，5 月 24 日政府として今後更に計画
的に地震予知を強力に推進しその実用化を図るため，関
係諸機関の関係施設等の整備並びに地球物理学的観測
及び調査業務の強化拡充に努める旨が閣議了解された．

この閣議了解に続き 1968 年 7 月 16 日付けで測地学審
議会の第 2 次地震予知計画に関する建議が行われた．同
建議の「Ⅱ 6.　計画の総合的推進体制」には，連絡会
の設置に関して次のように述べられている．
「以上の諸計画の円滑かつ効率的な実施をはかり，総

合的かつすみやかな成果を期するためには，各分担機関
の密接な協力および各種観測資料の能率的な解析と総
合的判断が不可欠である．

このため，とりあえず次の措置により，計画の総合的
推進体制を確立する必要がある．
（1）各分担機関の情報交換を常時行なうとともに，そ

れらの情報の総合的判断を行なうため，地震予知に関す
る連絡会を設ける．（以下省略）」

これらの閣議了解及び測地学審議会建議を踏まえて，
1969 年 4 月，国土地理院に事務局を置く地震予知連絡
会が発足するに至った．

地震予知連絡会の性格は，国土地理院が編集・刊行
している地震予知連絡会会報の第 1 巻（1970 年）の発
刊の辞に次のように示されている．
「（前略）　今回作られた総合的計画推進のための体制

においては，測地的方法による資料から得られる地震予
知に必要な情報は地殻活動検知センター（国土地理院）
がとりまとめ，大・中・小地震に関する地震予知に必要
な情報は地震活動検測センター（気象庁）がとりまとめ，
また大学関係の観測結果から得られる地震予知に必要な
情報は地震予知観測センター（地震研究所）がとりまと
め，それぞれこの連絡会に送ることになっている．した
がって，地震予知に必要な情報はすべてこの連絡会に送
られるわけである．

地震予知研究計画はその発足以来，各担当機関の協
力によって成り立ってきたのであるが，この連絡会の委
員もまた各担当機関から出ており，この協力体制はさら
に強まるにちがいない．

この連絡会は，このようにして収集された地震予知に
必要な情報に基づき，ある地域の観測を強化したり，あ
るいはさらに観測を集中したりすることに対し，学術的
な判断を下だすことが大きな任務である．

第１章　地震予知連絡会発足から40年間の活動

１．地震予知連絡会発足までの背景と経緯
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この連絡会が「観測強化」や「観測集中」などの判
断を行った場合，各担当機関はこの判断に協力し，可能
な範囲で必要な観測作業を分担し，その後の適確な情報
を得るための作業を分担することになる．この連絡会は
ヘッド・クォーター的性格を持ってはいるが，各担当機

関に命令するわけではなく，分担決定は飽くまで各機関
の協力という形でそれぞれ自主的に行なわれる．（後略）」

地震予知連絡会の第 1 回会合は，1969 年 4 月 24 日，
日比谷公園の松本楼で開催され，萩原尊禮東京大学名
誉教授が会長に選出された．
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1969 年 4 月 24 日第 1 回地震予知連絡会（以下，全委
員による会議を「本会議」と略記する．）が開催され，
萩原尊禮委員を会長に選出（以後，第 6 期まで萩原委
員が続けて会長に選出された．）するとともに，地震予
知連絡会の目的，機構，運営要綱等の確認が行われた．

1969 年 5 月 9 日第 2 回本会議から，全国にわたる具
体的な観測データの報告と検討が行われた．

同年 6 月 27 日第 3 回本会議において，本会議で報告，
検討されたデータ等をとりまとめ，事務局である国土
地理院が編集して「地震予知連絡会会報」として刊行し，
関係者に配付することが定められた．同年 9 月 26 日第
4 回本会議において「地震予知連絡会会報第 1 巻」が
配付され，翌年からは，会報を 2 月及び 8 月の年 2 回
作成することになった．また，第 4 回本会議 3 日後の
9 月 29 日に初めて記者説明会が開かれ，第 4 回までの
報告，検討内容についてまとめて説明が行われた．第
5 回本会議以後は，毎回，会議終了後に記者説明を行
うことになった．

発足後数年間の連絡会の活動は，定例的な本会議
（1971 年度以後は 2 ～ 3 か月ごとに年間 4 回），臨時に
開かれる本会議及びその都度メンバーが指名される小委
員会で行われていた．しかし，1975 年 11 月 20 日第 31
回本会議において，必要に応じて緊急的に，かつ，より
詳細に討議するため，次の 4 つの作業部会が設けられる
ことになり，委員の中から各部会長及び部会委員が指名
された（括弧内の委員が部会長）．①特定部会（萩原尊
禮委員），②関東（首都圏及び伊豆を含む）部会（茂木
清夫委員），③東海部会（浅田敏委員），④北海道（根
室地方）部会（字津徳治委員）．

1976 年 8 月 23 日第 34 回本会議において，地震予知
連絡会の運営に関して討議が行われ，副会長を置くこと
等が定められた．その席上，副会長には，浅田敏委員と
力武常次委員とが指名された．

1976 年 12 月文部省測地学審議会は「第 3 次地震予知
計画の再度一部見直し」を建議した．同建議は主として
①東海地域の観測を強化し前兆現象捕捉の可能性を高
め，これら各種観測データを集中し常時監視体制を整備
する，②更に，観測データに異常が見出された場合，こ
れが大地震に結びつくかどうかを判定する組織を整備す
るという 2 項目について強調したものであった．この建
議の趣旨に沿って，1977 年 4 月地震予知推進本部は「東
海地域の地震予知体制の整備について」を決定した．そ
の主な項目は，①観測の強化，②監視体制の充実，③判
定組織の整備であった．この決定に基づき，判定組織の
整備のため，1977 年 4 月 18 日，地震予知連絡会の内部

組織として「東海地域判定会」が発足した．この判定会
の庶務は常時監視の重視ということで気象庁が担当する
ことになった．判定会そのものは開かれることはなかっ
たが，定例の打ち合せ会が続けられた．しかし，地震予
知連絡会に設置されたこの東海地域判定会は，1978 年 6
月「大規模地震対策特別措置法」の成立を受けて 1979
年 8 月 7 日気象庁に地震防災対策強化地域判定会が設
置されるに伴って廃止され，その機能は後者に引き継が
れることになった．

1981 年度から第 7 期に入ったが，萩原尊禮委員は第
6 期限りで辞任され，1981 年 4 月 2 日第 54 回本会議に
おいて浅田敏委員が第 7 期の地震予知連絡会会長に選
出された．副会長には力武常次委員及び茂木清夫委員
が指名された．第 54 回本会議では部会の再編成につい
ても討議が行われた．その結果，北海道部会を特定部
会に吸収するとともに，関東部会と東海部会とを統合
して新たに強化地域部会として発足させることになっ
た．新しい特定部会長には力武常次委員，強化地域部
会長には茂木清夫委員がそれぞれ指名された．また，
萩原尊禮前会長は，名誉会長に推戴された．以後，第
11 期（1989 ～ 1990 年度）まで会長に浅田敏委員が選
出され，力武常次委員及び茂木清夫委員がそれぞれ特
定部会長及び強化地域部会長に指名され，あわせて副
会長に指名されている．

1991 年 4 月 1 日第 95 回地震予知連絡会において，
茂木清夫委員が第 12 期（1991 ～ 1992 年度）の会長と
して選出され，以後，第 16 期（1999 ～ 2000 年度）ま
で継続して選出された . また , 浅田敏前会長 , 力武常次
前副会長が名誉委員として推薦された．第 12 期から第
16 期までの間，茂木清夫会長より副会長には , 宇津徳
治委員（第 12 期～第 14 期），高木章雄委員（第 12 期
～第 13 期），青木治三委員（第 14 期～第 15 期），大竹
政和委員（第 15 期～第 16 期）及び石井紘委員（第 16 期）
が指名され，また，特定部会長として宇津徳治副会長（第
12 期～第 14 期）, 大竹政和副会長（第 15 期～第 16 期）が，
強化部会長として高木章雄副会長（第 12 期～第 13 期）
及び青木治三副会長（第 14 期～第 16 期）がそれぞれ
兼任した．また，1995 年 4 月 6 日第 114 回地震予知連
絡会において，高木章雄前副会長が名誉委員に推薦さ
れた．

2001 年 4 月 13 日第 142 回地震予知連絡会では，大竹
政和委員が第 17 期（2001 年～ 2003 年度）の会長とし
て選出され，以後，第 20 期まで継続して選出された．
また，茂木清夫委員が名誉委員に推薦された．第 17 期

２．1969（昭和 44）年度から2008（平成 20）年度（第 1期～第 20期）までの活動
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から第 20 期までの間，大竹政和会長より副会長には，
島﨑邦彦委員（第 17 期～第 20 期），岡田義光委員（第
17 期～第 19 期），平原和朗委員（第 20 期）が指名された．

わが国の地震予知計画は，1995 年の阪神・淡路大震
災を契機に全面的な見直しが行われた．測地学審議会
の『地震予知計画の実施状況等のレビューについて（報
告）』（1997 年 6 月）は，「今後とも前兆現象に依拠して
経験的な「地震予知の実用化」を目指すならば，（中略）
地震予知の健全な発展と成果の社会への適切な還元は
望めない」と指摘している．また，これ以降の計画にお
いては「到達度の評価が可能な目標を設定して，それに
向かって逐次的に計画を推進」することの重要性が強調
された．

1999 年度から開始された新しい地震予知計画では，
地震サイクルの全過程を解明し，これに基づいて地震発
生の予測システムを構築することが目標に据えられた．
この目標を達成するために，地殻活動のモニタリングと
予測シミュレーションを車の両輪とする観測研究が展開
された．2009 年度からは，新計画は火山噴火予知計画
と統合され，「地震及び火山噴火予知のための観測研究
計画」に移行した．

2008 年 7 月，科学技術・学術審議会は『地震及び火
山噴火予知のための観測研究計画の推進について』を
建議した．同建議では，地震予知連絡会の「設立当初
からこれまでの活動を積極的に評価し，今後は，観測
研究推進委員会と適切に連携・協力しつつ（中略），地
震活動・地殻変動等に関するモニタリング結果を中心と
した情報交換を行い，モニタリング手法の高度化を検討
する場として，その役割を明確化した上で充実する」こ
ととされた．

一方，阪神・淡路大震災の後に「地震防災対策特別
措置法」が制定され，これに基づいて，総理府（当時）
に地震調査研究推進本部が設置された（後に文部科学
省に移管）．これ以後，地震に関する評価は同本部の地
震調査委員会が所掌している．このため，第 113 回会合

（1995 年 2 月）における兵庫県南部地震の余震活動に関
するコメントを最後に，これ以後，地震予知連絡会は地
殻活動の評価に関する「統一見解」及び「コメント」の
とりまとめは行っていない．

このような状況の変化を踏まえて，地震予知連絡会
は数次にわたってワーキンググループ（以下，WG）を
設け，その在り方と活動の改善方策について検討を進め
てきた．WG の報告に基づき，地震予知連絡会は，その
活動内容と運営スタイルを新しい時代に即応させるため
に幾つかの措置をとってきた．例えば，第 146 回定例会

（2002 年 2 月）から，「トピックス」セッションが新設され，
その運営を担当するトピックス部会が設置された．第

152 回定例会（2003 年 5 月）からは，会議のテレビカメ
ラによる公開が，2005 年 3 月からは会報の Web サイト
上での公開が実施された．一方，第 163 回定例会（2005
年 4 月）では，強化地域部会及び特定部会が廃止され，
東日本部会，中日本部会，西日本部会に再編された．第
176 回定例会（2008 年 2 月）では，1970 年に指定（1978
年に見直し）した観測強化地域及び特定観測地域が解
消された．第 179 回定例会（2008 年 11 月）では，「トピッ
クス」に代わり「重点検討課題」セッションが新設され，
その運営を担当する重点検討課題運営部会が設置され
た．重点検討課題運営部会のメンバーには，平田直委員

（部会長）ほか 8 名の委員が指名された．
地震予知連絡会は，日本全国の地震活動，地殻変動

等についての情報交換及び検討を行う本会議と，必要に
応じて個別的又は緊急的テーマについて検討する部会に
よって活動を続けてきた．

以下では，地震予知連絡会の本会議，トピックス部会，
特定部会，強化地域部会及び東日本，中日本，西日本の
各部会の活動について記述する．

（1）本会議
地震予知連絡会設置当初は年 5 回程度本会議を開催

していたが，第 2 期のころから年 4 回程度の開催となり，
第 4 期（1975 年）からは現在と同様に，大地震の発生
に伴う緊急な討論や組織運営にかかる議論のために開
催された臨時の会議を除き，年 4 回のペースでほぼ 3 か
月ごと（5 月，8 月，11 月，2 月）に定例的に開催され
るようになった．発足以来 2008 年 2 月までの 40 年間に
180 回の本会議が開催された．

本会議においては，北海道から沖縄までの陸域・海域
を含む日本周辺全域にわたる地震活動，地殻変動等に関
する関係機関による地震予知に必要な観測データ及び参
考資料の報告とそれらに関する専門的立場からの総合的
検討が行われ，必要に応じてコメント又は統一見解がま
とめられた．報告，検討結果等の主なものについて，毎
回本会議終了後の記者説明会で発表及び説明を行って
きた．また，本会議翌日には，事務局である国土地理院
によって関係地方公共団体等に対する説明も行われた．
なお，地震調査研究推進本部設置後は，コメント及び統
一見解の発表，並びに，関係地方公共団体等への説明は
行っていない．

（2）トピックス部会
トピックス部会は前述のように，2002 年に設置され，

本会議の「トピックス」セッションで検討すべき課題
の提案を行う部会となった．トピックス部会は 2007 年
までに 4 回開催されたが，「地震予知連絡会　今後の活
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動展開の検討 WG（その 2）」の報告を受けてトピック
スは重点検討課題へ統合され，トピックス部会は廃止
された．

（3）強化地域部会
強化地域部会は前述のように，1975 年に設置された

関東部会と東海部会が 1981 年に再編成されて発足した
ものであり，南関東及び東海地域の観測強化地域の地震
活動についての検討を担当した．

1980 年代に検討・議論された主なものに，掛川～御
前崎間の水準測量による御前崎側の地盤の上下変動，伊
豆半島東方沖群発地震及び千葉県東方沖の地震がある．
また，「首都及びその周辺の地震予知」及び「同（その 2）」
をとりまとめ，地震予知連絡会地域部会報告第 2 巻及び
第 3 巻として刊行した．

1989 年以後の活動の中では，特定部会と連携し，地
震予知観測の成果を，全国を「北海道・東北地域」，「関
東・中部地域」及び「近畿・中国・四国・九州・沖縄地域」
の 3 つに分割して，地震予知連絡会地域部会報告書（第
4 巻，第 5 巻，第 6 巻）にまとめた．報告書は 1994 年
11 月に公表された．これらの報告書は，一部未刊行の
資料を含め，地震予知連絡会会報の各巻に分割掲載さ
れている資料を地震活動，地殻変動，活断層・活構造，
地下構造，地磁気・地電流，地下水・地球化学，プレー
ト構造と地震活動の項目に分類して整理統合し，必要に
応じ最新の成果を加え，再解析の結果をまとめて編集し
た．なお，前述のとおり，強化地域部会は第 163 回定例
会（2005 年 4 月）において廃止され，東日本，中日本

部会，西日本部会に再編された．

（4）特定部会
特定部会は，1975 年に設置され，1981 年には北海道

部会を吸収して，全国 8 か所の特定観測地域の地震及
び地殻活動について検討する部会となった．

1980 年代に扱われた主な検討事項に，男鹿半島の地
殻変動，1982 年浦河沖地震，1983 年日本海中部地震，
1984 年長野県西部地震等がある．1989 年以後の活動と
しては，1992 年 2 月 17 日から全国の特定地域について
地域ごとにレビューを行った．特定観測地域の位置づけ
の検討も視野に入れながらの議論である．それらの検討
の結果は，強化地域部会の担当する南関東，東海地域を
含めて，全国を「北海道・東北地域」，「関東・中部地域」
及び「近畿・中国・四国・九州・沖縄地域」の 3 つに分
割した地震予知連絡会地域部会報告書（第 4 巻，第 5 巻，
第 6 巻）としてまとめられ，1994 年 11 月に公表された．
なお，前述のとおり，特定部会は第 163 回定例会（2005
年 4 月）において廃止され廃止され，東日本，中日本部
会，西日本部会に再編された．

（5）東日本部会，中日本部会，西日本部会
東日本部会，中日本部会，西日本部会は前述のように，

強化地域部会，特定部会が 2005 年 4 月に再編成されて
発足した．2008 年 6 月 14 日の岩手・宮城内陸地震の発
生を受けて，2008 年 7 月 2 日に第 1 回東日本部会が開
催された．2008 年までの期間に，中日本部会，西日本
部会の開催はなかった．
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第 2章　地震予知連絡会この10年間の活動

１．総括

1.1　はじめに
我が国における地震予知研究の状況は，本誌が発行さ

れる 2020 年始めの時点で，10 年前と比べて大きな変化
を遂げている．戦後の我が国の地震予知は 1962 年に公
表された地震予知のブループリントに始まる．1965 年
に国の地震予知計画が開始され，松代群発地震など多く
の地震が発生する中，災害軽減に関する国民の期待を背
景に計画が進められてきた．1970 年代には昭和の東南
海地震において駿河湾付近が破壊されずに残っているこ
とが注目され，その影響の大きさから大規模地震特別措
置法が制定されて，地震予知を前提とした想定東海地震
に対する応急対応策が進められてきた．

しかし，1995 年の阪神・淡路大震災を契機に，日本
列島全域の地震ハザードの評価と突発的に発生する地震
に対する防災対策が進められることになった．2011 年
に発生した東北地方太平洋沖地震を契機に，大規模地
震特別措置法による地震応急対応についても見直しが進
められ，確度の高い地震の予測は困難であり東海地震の
応急対応策に見合うだけの予測精度は見込めないとされ
た．気象庁も東海地震に関する情報の公開を停止した．
その一方で，ETAS に代表される地震の統計モデルの信
頼性は高いとして，地震の統計的性質に基づいた検討か
ら，地震発生の可能性が高まった場合には南海トラフ地
震に関する臨時の情報が発表されることとなった．それ
でも社会が応急的に対応することが可能な 1 週間程度の
間の地震が発生する推定確率はあまり高くないものの，
国・自治体・企業・住民がそのような不確実な情報を活
かすために検討を進めることとなった．

このように，戦後始まった地震予知にかかわる我が国
の活動が，過去 50 年の試行錯誤を経て，いま，改めて
現実的な対応として動き始めた．地震の予測に関する
地震学が蓄積してきた知見を改めて検討することによっ
て，社会の現実的な対応に切り替えたのである．地震予
知連絡会も社会のこのような対応に答えるべく今後も努
力していく必要がある．本章では，この私たちを取り巻
く環境の変化を踏まえつつ，地震予知連絡会の最近の
10 年間の活動状況をとりまとめる．

地震予知連絡会は第 21 期～第 25 期の 10 年間に，第
181 回（2009 年 4 月）から第 222 回（2019 年 2 月）まで，
合計 42 回の本会議を開催した．2009 年度から始まる第
21 期では島崎邦彦委員が会長として選出された．第 22
期の途中の 2012 年 11 月に島崎邦彦委員が会長を辞任さ
れ，第 197 回地震予知連絡会（2012 年 11 月 21 日）で

平原和朗委員が会長に選任された．各期の会長，副会長
等については，巻末の参考資料を参照されたい．

年 4 回の本会議においては，地殻活動モニタリング結
果に関する検討を行い，情報と意見の交換を行った．特
に知見の蓄積及び観測網の発達によってスロースリップ
などの動きを捉えることのできるようになったプレート
境界域に焦点を当てた検討が行われた．また，モニタリ
ング手法の高度化を目指し地震予知研究にとって特に検
討すべき課題を選定した「重点検討課題」の検討を第
21 期当初から実施し，地震予知研究にとって重要な諸
問題を集中的に議論した．検討課題に合わせて外部から
研究者を招き，延べ 181 人の方にそれぞれの専門的な立
場から課題に関する貴重な報告を頂いた．この間，大き
な被害地震として 2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0），
2016 年熊本地震（M7.3）があるが，これらについても，
本会議で重点検討課題として取り上げ議論を行った．

重点検討課題運営部会は，第 179 回本会議（2008 年
11 月）での決定に基づいて設置され，2008 年 12 月に第
1 回会合が開催された．以後，年 2 回，延べ 21 回開催し，
重点検討課題として取り上げるテーマ，担当委員の選定
を行った．また，大きな地震災害が発生した場合はメー
ルによる意見交換を通じて部会を開催し，次回のテーマ
を当該地震とする議題変更を決定したこともあった．

地震予知連絡会において各機関及び重点検討課題の
招へい者から報告された内容は，「地震予知連絡会会報」
に収録されている．この 10 年間には，年 2 回の頻度で
第 82 巻から 101 巻まで，計 20 巻の会報を刊行した．ま
た，同時に会報の電子ファイル（PDF ファイル）を作
成し，すべてを地震予知連絡会ホームページから公開し
ている．

報道機関に対しては，会議終了後に記者会見を行い，
議事内容の要点を説明した．また，第 193 回定例会（2011
年 11 月）からは記者会見の様子を映像資料化して，地
震予知連絡会ホームページで公開した．

1.2　我が国の地震予知計画の変遷
我が国の地震予知計画は 1965 年，当時の文部省測地

学審議会（現在の科学技術・学術審議会）が策定した
研究計画に沿って，全国の大学や関係機関が協力・連携
して推進してきた．2009 年度からの計画として，科学
技術・学術審議会測地学分科会により「地震及び火山
噴火予知のための観測研究計画の推進について（建議）」
が示され，地震予知計画は火山噴火予知計画と統合され，
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研究資源を地震現象と火山現象の観測研究に有効活用
することにより，効率的で効果的な研究を実施するとと
もに，「予測システムの開発」をより明瞭に志向した研
究に重点が置かれた．その後，2011 年に発生した東北
地方太平洋沖地震を受けて，測地学分科会は計画の見
直しを検討し，2012 年 11 月に「地震及び火山噴火予知
のための観測研究計画の見直し（建議）」がとりまとめ
られ，超巨大地震の発生機構とそれに起因する現象の解
明のための観測研究に重点を置くことが追加された．

2014 年からの計画である「災害の軽減に貢献するた
めの地震火山観測研究計画」では，計画の目的が地震，
津波及び火山災害による災害の軽減への貢献であること
を明確に打ち出し，地震や火山噴火予知の実現により災
害軽減に貢献するというこれまでの方針から，それらに
加え，地震や火山噴火が引き起こす災害を知り，研究成
果を災害の軽減につなげ，地震学や火山学を中核としつ
つ，災害や防災に関する各分野と協働して計画を推進す
る方針に転換された．

2019 年からは前期計画の災害の軽減に貢献すること
を目標とする考え方をさらに推し進めた，「災害の軽減
に貢献するための地震火山観測研究計画（第 2 次）」に
移行している．

このような研究戦略の変遷にともなって，地震予知連
絡会には，さらなる貢献が求められている．科学技術・
学術審議会の建議「災害の軽減に貢献するための地震
火山観測研究計画の推進について」（2013 年 11 月）では，
従来から示されている「地震活動・地殻変動などに関す
るモニタリング結果や地震の予知・予測のための研究成
果などに関する情報交換を行うことにより，モニタリン
グ手法の高度化に資する」ことに加え，社会との共通理
解の醸成と災害教育のため，「議事公開，重点検討課題
などの検討内容の Web 配信などを通じて，モニタリン
グによる地殻活動の理解の状況，関連する観測研究の現
状を社会に伝える．また，地震活動の予測手法の現状を
報告，検討することで，地震発生の予知予測に関する研
究の現状を社会に伝える」と述べられている．

1.3　東北地方太平洋沖地震への対応
地震予知連絡会では，平成 23 年（2011 年）東北地方

太平洋沖地震への対応として，第 190 回地震予知連絡会
を臨時的に開催し，その地震の解釈，意味するもの，前
兆現象の有無等の議論を行った．その後も，重点検討課
題として 3 回選定され，観測・研究結果の報告及び議論
を行った．

また，東北地方太平洋沖地震を契機とし，我が国の
地震予知の観測計画が見直されるのを踏まえ，地震予
知連絡会ではワーキンググループ（将来検討ワーキング

グループ，以下，WG）を設け，本連絡会の役割の再確
認と今後の方向性等について検討をすすめた．WG では
2011 ～ 2012 年度において計 5 回の会合のほか，随時メー
ルによる議論を行い，以下の内容を報告書にとりまとめ
た．
（1） 本連絡会の役割の再確認と今後の方向性について
（2）「予知」と「予測」の捉え方
（3） 組織名称の変更の必要性
WG での検討結果は，第 201 回定例会（2013 年 11 月）

で報告された．第 202 回定例会では，報告書に基づき，
地震予知連絡会運営要綱の前文を改正している．また，
検討結果をもとに，重点検討課題のテーマに「予測実験
の試行」に向けたレビューや「予測実験の試行」が加え
られ，定期的なテーマとされた．「予測実験の試行」に
ついては，この 10 年で 5 回の検討が行われた．

1.4　�この10年での地震モニタリングと科学的理解の状況
この 10 年間に，地震に関するモニタリング技術は大

きく向上した．地震のモニタリング技術とは，実際に発
生した地震のプロセスや地震後の変動だけでなく，地震
に至る様々なプロセスに関する知見を得るための，観測
データの取得や解析にかかわる技術である．

この 10 年を振り返ると，地震に関する最も大きな知
見をわれわれにもたらしたのは海底における観測技術
であろう．特に，海底の地殻変動に関する観測技術で
ある．陸上の地殻変動については，1999 年代以降，そ
れまでのひずみ計・伸縮計などによる計測に代わって
GPS（現在では GNSS と呼ばれている）が主役となり，
国土地理院が全国に約 1300 点設置した電子基準点によ
る GEONET が地震に関する様々な知見をもたらしてき
た．しかし，2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震
では海上保安庁が GNSS と音響測距を結合させる技術
で繰り返し測定を行ってきた海底地殻変動がこの地震
に関する重要な知見をもたらした．海上保安庁が設置し
ていた海底局の位置が最大 24m も海溝側に動いたこと
が明らかになったのである．その結果，東北地方太平洋
沖地震によるプレート間の滑りが最大で 50m を超えた
ことが明確になった．陸上の観測からでもそのような大
きな滑りを推定することは可能であったが，震源近傍に
おける測定結果があることで推定の信頼性が飛躍的に高
まったのである．この後も，海上保安庁の精力的な海底
測位計測によって，南海トラフ域の固着強度の空間分布
が推定されるなど，普段の状態に関する知見も飛躍的に
向上した．

海底における観測は GNSS・音響結合による測位にと
どまらず，海底ケーブルを用いた観測網の拡充も進めら
れている．南海トラフ域では Do-net と呼ばれる観測網
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が海洋研究開発機構によって設置され，陸上から捉える
ことが困難であったプレート境界域で発生する微小地震
や低周波地震の解明に貢献している．さらに海底下にひ
ずみ計を設置することに成功し，浅部のスロースリップ
に伴う間隙水圧変化も捉えている．また東北地方太平洋
沖地震後に日本海溝域に設置されたケーブル式の日本海
溝海底地震津波観測網（S-net）により陸から離れた場
所の低周波微動の活動が明らかになるなど，革新的な知
見が提供されつつある．

宇宙技術を用いたモニタリングも注目すべきであ
る．2014 年からデータ提供が開始されただいち 2 号は，
2011 年まで運用されたいただいちにくらべて合成開口
レーダの空間分解能が 3 倍以上向上し，3-10m の分解能
で変動を観測することが可能となった．その結果，だい
ち 2 号の提供するデータにより，地震や火山噴火に付随
する様々な現象が明らかになった．2016 年に発生した
熊本地震では，断層運動に伴う地殻変動を GEONET の
データに比べても圧倒的に詳細に捉えた．もはや M7 ク
ラスの地震の解析には人工衛星による合成開口レーダの
データが不可欠な時代となったことを感じさせる．また
それだけでなく，阿蘇山周辺域の広い範囲において短波
長の地形変動は阿蘇カルデラ内の地盤の大規模な移動
の詳細を明らかにした．これは地震の結果として我々が
観察する地表付近の変動が断層運動という地震本体とど
のように関係しているかを知るために非常に重要なデー
タとなっている．合成開口レーダの解析結果は，従来の
地表踏査では発見することが難しかった小さな断層変位
も明らかにしている．最近ではあらかじめ合成開口レー
ダのデータを入手することで効率的に地表に現れた断層
を発見することができるようになった．

このように，新たな技術の導入やデータの解析によっ
て地震に関する我々の知見は飛躍的に増加してきた．
そのことにより，発生した地震に関する詳細なしくみ
や地震に至るプロセスも次第に明らかになってきてい
る．さらに，1990 年代後半から運用されてきた Hi-net，
GEONET によるデータ，また一元化震源や発震機構な
どの地震に関する基本的なデータの公開とカタログは，
多くの重要な研究成果を生み出してきた．その詳細はこ
こでは書き切れないが，本誌の随所に記載されているの

で是非参照をしてほしい．
このような進歩が著しい地震モニタリングにもかかわ

らず，地震の短期的予測の確度向上につながる成果はな
かなか得られていない．そのような中でも地震予知連絡
会では，地震発生の確率利得など統計的性質に着目した
定量的な議論を行ってきた．今後も，地震発生について
確率的な定量的評価をもとに，より高い確率利得を持っ
た現象を探す努力が必要となる．そのためには，仕組み
の解明に基づく理論的推論，従来の観測で蓄積された
データの解析，新たな観測量を得るための技術の開発，
発生した地震の観測／解析による知見の蓄積など，継続
的な努力が今後も必要である．地震予知連絡会はそのよ
うな知見の整理と共有に加え，今後の方向性に関する議
論も継続的に行っていかなければならない．

1.5　むすび
この 10 年で我が国の人的被害を出した主な地震とし

ては平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（M9.0）
が筆頭に挙げられる．その余震と考えられる地震が
2011 年～ 2012 年に集中的に発生し，また同時期，2011
年長野県北部の地震（M6.7），2011 年静岡県東部の地震

（M6.4）など，余震域以外でも被害地震が発生している．
その後も平成 28 年（2016 年）熊本地震（M7.3），2016
年鳥取県中部の地震（M6.6），2018 年大阪府北部の地震

（M6.1），平成 30 年北海道胆振東部地震（M6.7）などが
発生し，多くの地震災害が発生した．

このように被害が発生する地震は日本のどこでも発生
する可能性があることから，突発的な地震発生に備えた
対策は日本の地震防災の大前提である．防災対策の前提
となるハザードを明らかにするためにも地震の発生プロ
セスのさらなる解明は必須である．それに加え，地震の
発生可能性の評価力を高めることは防災対策の効率的な
推進や，応急対応による災害軽減にも大きく貢献するこ
とから地震の予知に関する研究は今後も推進し，さらに
社会が効果的に利用できるように地震の発生に関する定
量的な確率評価につながる研究を今後も推進していかな
ければならない．

（山岡　耕春）
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１．本会議及び部会の活動
地震予知連絡会では，年 4 回（5 月，8 月，11 月，2 月）

の定例の本会議を開催している．本会議では，関係機関
から全国の地震活動，地殻変動等のモニタリングの報告
が行われた．また，重点検討課題運営部会で選定された
課題について，報告及び議論が行われた．これらの活動
の結果は，毎回会議終了後に記者説明会にて報告された．
この 10 年間では，定例の本会議を合計 39 回開催した．

定例の本会議のほか，組織運営に関わる議論のため
の会議，「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」
に伴う臨時会を，それぞれ 1 回開催した．

これらの本会議のほかに，年 2 回（5 月，11 月），重
点検討課題運営部会を開催した．この 10 年間では，こ
の部会を 22 回（打ち合わせ会 2 回を含む）開催した．

本会議の概要は，参考資料（P.270 ～）に掲載した．

２．地震等への対応
この 10 年間では多くの大地震が発生した．気象庁が

名称を定めた地震現象としては，平成 23 年（2011 年）
東北地方太平洋沖地震，平成 28 年（2016 年）熊本地震，
平成 30 年北海道胆振東部地震が挙げられる．

平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震では，本
会議を臨時会として開催し，その地震の解釈，意味する
もの，前兆現象の有無等の議論を行った．その後も，重
点検討課題として 4 回選定され，観測・研究結果の報告
及び議論を行った．

平成 28 年（2016 年）熊本地震では，重点検討課題とし
て 1 回選定され，観測・研究結果の報告及び議論を行った．

このほか，スロースリップや深部低周波微動・超低周
波地震等の現象も，その解釈や意味するもの，その影響
について議論した．

３．第 21期から第 25期までの人事・組織
第 21 期から第 25 期までの人事・組織は次のとおりで

ある．各期の委員は，委員名簿（P.267 ～ 269）に掲載した．
（1）第 21期

2009 年 4 月 10 日第 181 回地震予知連絡会において，
島﨑委員が会長に選出された．また，大竹前会長を名誉
委員とすることが承認された．

2009 年 5 月 15 日第 182 回地震予知連絡会において，
会長から平原委員と松澤委員が副会長に指名された．ま
た，東日本部会長には松澤副会長，中日本部会長には小
原委員，西日本部会長には平原副会長，重点検討課題
運営部会長には山岡委員がそれぞれ指名された．

2010 年 5 月 21 日第 186 回地震予知連絡会において，
中日本部会長に山岡委員が指名された．

（2）第 22期
2011 年 4 月 26 日第 190 回地震予知連絡会において，

島﨑委員が会長に選出され，会長から平原委員と松澤委
員が副会長に指名された．また，東日本部会長には松澤
副会長，中日本部会長には平田委員，西日本部会長には
平原副会長，重点検討課題運営部会長には山岡委員が
それぞれ指名された．

2012 年 9 月 11 日島﨑会長が原子力規制委員会の委員
就任により会長を辞任し，会長代理に松澤副会長が就い
た．2012 年 11 月 21 日第 197 回地震予知連絡会において，
平原委員が会長に選出され，会長から松澤委員と山岡委
員が副会長に指名された．また，東日本部会長には松澤
副会長，中日本部会長には平田委員，西日本部会長には
西上委員，重点検討課題運営部会長には山岡副会長が
それぞれ指名された．このほか，地震予知連絡会の「将
来検討ワーキンググループ」の設置が承認され，主査に
は松澤副会長が指名された．
（3）第 23期

2013 年 5 月 30 日第 199 回地震予知連絡会において，
平原委員が会長に選出され，会長から松澤委員と山岡委
員が副会長に指名された．また，東日本部会長には松澤
副会長，中日本部会長には平田委員，西日本部会長には
澁谷委員，重点検討課題運営部会長には山岡副会長が
それぞれ指名された．
（4）第 24期

2015 年 5 月 22 日第 207 回地震予知連絡会において，
平原委員が会長に選出され，会長から松澤委員と山岡委
員が副会長に指名された．また，東日本部会長には松澤
副会長，中日本部会長には平田委員，西日本部会長には
澁谷委員，重点検討課題運営部会長には山岡副会長が
それぞれ指名された．
（5）第 25期

2017 年 5 月 19 日第 215 回地震予知連絡会において，
平原委員が会長に選出され，会長から松澤委員と山岡委
員が副会長に指名された．また，東日本部会長には松澤
副会長，中日本部会長には平田委員，西日本部会長には
澁谷委員，重点検討課題運営部会長には山岡副会長が
それぞれ指名された．

４．地震予知連絡会会報
関係機関や大学から地震予知連絡会に報告された観

測・研究成果は，地震予知連絡会会報として年 2 回定
期的に発行している．この 10 年間では，第 82 巻から第
101 巻までを発行した．また，地震予知連絡会ホームペー
ジには会報の電子ファイルを公開している．

２．2009（平成 21）年度から2018（平成 30）年度（第 21期から第 25期）までの活動
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３．重点検討課題運営部会と選定課題

１．はじめに
第 179 回地震予知連絡会（第 20 期の 2008 年 11 月 17

日）では , 今後の活動展開の検討ワーキンググループ（そ
の 2）の報告（2008 年 11 月 17 日）を受け，モニタリン
グ手法の高度化の検討を目的に，地震予知研究にとって
興味深い現象や問題等を「重点検討課題」として選定し
集中的に検討すること，また，ここで検討する課題の選
定や円滑な運営を行うために重点検討課題運営部会（以
下「部会」という）の設置が決定した．

これにより，初回となる部会を 2008 年に開催し当面
の運営方針を以下のとおり定め，第 21 期（2009 年度）
から開始する重点検討課題の検討に備えた．

○ 2008 年度部会（2008 年 12 月 25 日）
部会長　平田
委員　　谷岡，山岡，橋本，小原，桑原，森，政春
会長　　島崎
当面の運営方針
①  1 回の地震予知連絡会では，一つの重点検討課題に

ついて検討する．
②部会は , 年 2 回の開催を標準とし 1 回の開催で少なく

とも 2 題の検討会題を選定する．
③地震予知連絡会では，次回に取り上げる重点検討課題

の趣旨説明を行う．
④重点検討課題の選定基準は当面以下のとおりとする．
　・地震予知研究に関するモニタリング
　・多くの委員や研究者が関心をもつ話題
　・最新の知見等のホットな話題
⑤趣旨説明者は，委員又は招聘者として進行を担当する．
⑥報告者は，説明資料と記者説明会資料を作成する．
⑦記者説明会は部会長が担当し，趣旨説明者も同席する．
⑧重点検討課題と招聘者の選定
　・第 182 回地震予知連絡会（2009 年 5 月）
　　プレート境界深部すべりに係る諸現象
　　小原委員
　・第 183 回地震予知連絡会（2009 年 8 月）
　　 プレート境界浅部の固着とすべりのモニタリング 

松澤委員
　・第 184 回地震予知連絡会（2009 年 11 月）
　　地震波干渉法によるモニタリング（仮題）
　　山岡委員
　・第 185 回地震予知連絡会（2010 年 2 月）
　　内陸地震のモニタリング（仮題）
　　桑原委員

２．部会開催
○ 2009 年度第 1 回部会
開催日　2009 年 6 月 9 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　 谷岡，松澤，篠原，小原，橋本，桑原，横田

政春
　会長　　島崎
概　要

第 182 回地震予知連絡会で行った重点検討課題の検
討を踏まえ，時間管理，進行担当等の運営に関する改善
策を検討した．また，課題選定については，長期的視野
も含めて系統性のある課題も選定することとした．

さらに，重点検討課題の資料は会報への掲載とホーム
ページで公開することを決定するとともに，以下の重点
検討課題及び趣旨説明者（以下，「検討課題等」という）
を選定した．
・第 186 回地震予知連絡会（2010 年 5 月）
　プレート境界について
　小原委員又は松澤委員
・第 187 回地震予知連絡会（2010 年 8 月）
　地震活動について
　尾形委員
・第 188 回地震予知連絡会（2010 年 11 月）
　プレート境界について
　小原委員又は松澤委員

○ 2009 年度第 2 回部会
開催日　2010 年 2 月 15 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　谷岡，松澤，篠原，小原，桑原，横田，政春
　会長　　島崎
　副会長　平原
概　要

島崎会長から部会に対し，地殻活動モニタリング結果
の新たな検討方法に関する指示を受け，地震予知連絡会
の役割をより明確にすることも念頭に地殻活動モニタリ
ングと重点検討課題の検討内容について精査し，記者説
明会を活用した社会からの地震予知連絡会に関する理解
促進につなげる方策を検討した．
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○ 2010 年度第 1 回部会
開催日　2010 年 8 月 20 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　 谷岡，松澤，篠原，小原，橋本，青井，桑原 

横田，政春
　趣旨説明者　尾形
　会長　　島崎
概　要

この間の重点検討課題の運営を踏まえ，趣旨説明者の
役割等について整理し，以下の検討課題等を選定した．

また，第 21 期（2009 年度から 2010 年度）に実施し
た重点検討課題の取りまとめについて検討を開始した．
・第 189 回地震予知連絡会（2011 年 2 月）
　海域のモニタリング技術の動向
　篠原委員
・第 190 回地震予知連絡会（2011 年 5 月）
　プレート境界のモニタリングのまとめ（仮）
　山岡部会長
・第 191 回地震予知連絡会（2011 年 8 月）
　地殻変動モニタリングに関する検討（仮）
　橋本委員

○ 2010 年度第 2 回部会
開催日　2011 年 2 月 18 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　 谷岡，松澤，篠原，小原，橋本，青井，桑原， 

舟崎（横田委員代理），政春
　会長　　島崎
概　要

第 21 期（2009 年度から 2010 年度）で検討した重点
検討課題のとりまとめ（案）と記者説明会での配付資料

（案）に関する内容を精査し，修正等の議論を行った．

○ 2011 年（平成 23 年）東北地方太平洋沖地震の対応
東北地方太平洋沖地震の発生により，第 190 回地震予

知連絡会（臨時）を開催し，当該地震について集中的な
検討を行った．さらに，次回の第 191 回地震予知連絡会
においても，当該地震について集中的に検討することを
決定した．

なお，検討する課題は 2010 年度第 1 回部会で選定し
た検討課題等から参加機関から提出された議題と差し替
えた．
・第 190 回地震予知連絡会（臨時）（2011 年 4 月 26 日）
　東北地方太平洋沖地震に関する検討
　－本震のすべり分布について

　－前兆について
　－ M9 になった理由について
　－余震と誘発地震について
　－余効変動について
　島崎会長
・第 191 回地震予知連絡会（2011 年 6 月）
　東北地方太平洋沖地震に関する検討（その 2）
　－ 第 190 回地震予知連絡会のまとめとそれ以降の新知

見について
　－海溝沿いの問題
　山岡部会長

○ 2011 年度第 1 回部会
開催日　2011 年 6 月 13 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　 谷岡，松澤，篠原，小原，遠田，青井，桑原，

内藤（土井委員代理），齋藤
概　要

以下の検討課題等を選定した．
・第 192 回地震予知連絡会（2011 年 8 月）
　プレート境界に関するわれわれのイメージは正しい

か？その 1（南海トラフ・南西諸島海溝）
　小原委員
・第 193 回地震予知連絡会（2011 年 11 月）
　東北地方太平洋沖地震に関する検討（その 3）
　松澤委員
・第 194 回地震予知連絡会（2012 年 2 月）
　プレート境界に関するわれわれのイメージは正しい

か？その 2（千島海溝）
　谷岡委員
・第 195 回地震予知連絡会（2012 年 5 月）
　プレート境界に関するわれわれのイメージは正しい

か？その 3（相模トラフ周辺・首都圏直下）
　遠田委員

○ 2011 年度第 2 回部会
開催日　2012 年 2 月 17 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　 谷岡，松澤，篠原，小原，遠田，青井，桑原，

内藤（土井委員代理），齋藤
　会長　　島崎

第 21 期で検討した重点検討課題の取りまとめ方針に
ついて議論した．また，以下の検討課題等を選定した．
・第 196 回地震予知連絡会（2012 年 8 月）
　内陸で発生する地震について



 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 2 章　地震予知連絡会この 10 年の活動 13

　島崎会長
・第 197 回地震予知連絡会（2012 年 11 月）
　世界で発生した超巨大地震について
　佐竹委員
・第 198 回地震予知連絡会（2013 年 2 月）
東北地方太平洋沖地震に関する検討（まとめ）
松澤副会長

○ 2012 年度第 1 回部会
開催日　2012 年 8 月 29 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　 谷岡，篠原，小原，遠田，青井，桑原，土井 , 

齋藤
　会長　　島崎
概　要

ホームページを介した重点検討課題の検討に関する周
知内容等を議論した．また，以下の検討課題等を選定し
た．
・第 199 回地震予知連絡会（2013 年 5 月）
　日本海で発生する地震と津波
　谷岡委員
・第 200 回地震予知連絡会（2013 年 8 月）
　短期直前予知手法の検討と評価について
　山岡部会長

○ 2012 年度第 2 回部会
開催日　2013 年 2 月 18 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　 谷岡，松澤，篠原，小原，青井，桑原，土井 , 

齋藤
　会長　　平原
概　要

以下の検討課題等を選定した．また，今後の重点検討
課題の運営に関係する将来検討ワーキンググループの中
間報告及び次期研究計画検討委員会での議論の概要を
事務局から報告し，これについて議論した．
・第 201 回地震予知連絡会（2013 年 11 月）
　地震・津波即時推定とモニタリング（仮）
　土井委員
・第 202 回地震予知連絡会（2014 年 2 月）
　物理モデルに基づいた地震発生予測について（仮）
　堀委員

○ 2013 年度第 1 回部会
開催日　2013 年 8 月 21 日

出席者
　部会長　山岡
　委員　　 谷岡，松澤，遠田，篠原，小原，青井，宍倉，

土井 , 齋藤
　会長　　平原
概　要

以下の検討課題等を選定した．また，将来検討ワーキ
ンググループの経過報告を受けて，今後の重点検討課題
の取り組みについて議論した．なお，趣旨説明者の都合
により，第 201 回と第 202 回の重点検討課題を入れ替え
ることとした．
・第 203 回地震予知連絡会（2014 年 5 月）
　日本列島の長期広域変動について（仮）
　松澤副会長
・第 204 回地震予知連絡会（2014 年 8 月）
　地震発生予測の評価について（仮）
　遠田委員

○ 2013 年度第 2 回部会
開催日　2014 年 2 月 17 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　 谷岡，松澤，遠田，篠原，小原，青井．宍倉，

土井 , 齋藤
　会長　　平原
概　要
　以下の検討課題等を選定した．また，将来検討ワーキ

ンググループで検討している「予測実験の試行」につ
いて，重点検討課題における検討方法を議論した．

・第 205 回地震予知連絡会（2014 年 11 月）
　物理モデルに基づいた地震発生予測研究その 2（仮）
　複数人の候補から調整
・第 206 回地震予知連絡会（2015 年 2 月）
　兵庫県南部地震から 20 年の内陸地震研究の進歩（仮）
　複数人の候補から調整

○ 2014 年度第 1 回部会
開催日　2014 年 8 月 22 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　 谷岡，松澤，遠田，篠原，小原，青井，宍倉，

橋本，今給黎
　会長　　平原
概　要

以下の検討課題等を選定した．また，予測実験の試行
に関する事前打ち合わせ会（2014 年 7 月 16 日）の報告
を事務局から報告し , 今後の重点検討課題の取り組みに
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ついて議論した．
・第 207 回地震予知連絡会（2015 年 5 月）
　予測の根拠となるモニタリングデータと処理方法（仮）
　堀委員（仮）
・第 208 回地震予知連絡会（2015 年 8 月）
　予測実験の試行に向けて（仮）
　今給黎委員（仮）

○ 2014 年度第 2 回部会
開催日　2015 年 2 月 16 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　 谷岡，松澤，遠田，篠原，小原，青井，宍倉，

橋本，今給黎
　会長　　平原
概　要

以下の検討課題等を選定した．また，今後，重点検討
課題で継続的に検討する「予測実験の試行」に関する
検討の内容や議事進行等について議論した．
・第 209 回地震予知連絡会（2015 年 11 月）
　東北地方太平洋沖地震の広域地殻活動への影響（仮）
　高橋委員（仮）
・第 210 回地震予知連絡会（2016 年 2 月）
　予測実験の試行 02（仮）
　今給黎委員（仮）

○ 2015 年度第 1 回部会
開催日　2015 年 8 月 21 日
出席者
　部会長代理　松澤
　委員　　　　 高橋，遠田，篠原，汐見（青井委員代理） 

宍倉，橋本，前田，今給黎 
　会長　　　　平原
概　要

以下の検討課題等を選定した．また，「予測実験の試行」
に関する今後の運営については，当面は評価手法の検討
等を 1 年程度継続し，これによる議論や検討を経て，ルー
チン化して本会議での議題とすることが決定した．
なお，趣旨説明者の呼称をコンビーナとすることを決定

した．
・第 211 回地震予知連絡会（2016 年 5 月）
　余効変動と粘弾性（仮）
　平原会長
・第 212 回地震予知連絡会（2016 年 8 月）
　予測実験の試行 03（仮）
　松澤副会長　

○ 2015 年度第 2 回部会
開催日　2016 年 2 月 22 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　高橋，松澤，遠田，篠原，青井，宍倉，橋本
　会長　　平原
概　要

以下の検討課題等を選定した．　
・第 213 回地震予知連絡会（2016 年 11 月）
　南海トラフ地震（仮）
　山岡部会長
・第 214 回地震予知連絡会（2017 年 2 月）
　海域モニタリング（仮）
　篠原委員（仮）
　
○ 2016 年熊本地震の対応（2016 年 4 月 27 日）

4 月 14 日に発生した熊本地震に伴い，メールによる
部会を開催し , 2015 年度第 1 回及び第 2 回部会で選定
した課題等を以下に変更することを決定した．
・第 211 回地震予知連絡会（2016 年 5 月）
　平成 28 年（2016 年）熊本地震
　平田委員
・第 212 回地震予知連絡会（2016 年 8 月）
　余効変動と粘弾性　－日本列島広域地殻活動予測に

むけて－
　平原会長
・第 213 回地震予知連絡会（2016 年 11 月）
　南海トラフ地震
　山岡部会長
・第 214 回地震予知連絡会（2017 年 2 月）
　予測実験の試行 03（仮）
　松澤副会長
・第 215 回地震予知連絡会（2017 年 5 月）
　海域のモニタリング（仮）
　篠原委員

○ 2016 年度第 1 回部会
開催日　2016 年 8 月 22 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　 高橋，松澤，遠田，篠原，青井，宍倉，橋本，

前田，今給黎
　会長　　平原
概　要

以下の検討課題等を選定した．
・第 216 回地震予知連絡会（2017 年 8 月）
　首都圏直下地震（仮）
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　平田委員

○ 2016 年度第 2 回部会
開催日　2017 年 2 月 20 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　 高橋，松澤，遠田，篠原，汐見（青井委員代理）

宍倉，橋本，前田，今給黎 
　会長　　平原
概　要

以下の検討課題等を選定した．
・第 217 回地震予知連絡会（2017 年 11 月）
　予測実験の試行 04
　堀委員（仮）
・第 218 回地震予知連絡会（2018 年 2 月）
　熊本地震で見えてきた課題
　遠田委員

○ 2017 年度第 1 回部会
開催日　2017 年 8 月 21 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　 松澤，遠田，篠原，青井，今西，青木，橋本，

矢来
　会長　　平原
概　要

以下の検討課題等を選定した．
・第 219 回地震予知連絡会（2018 年 5 月）
　地震と水
　今西委員
・第 220 回地震予知連絡会（2018 年 8 月）
　千島海溝・北海道東方沖・三陸北部
　佐竹委員（仮）

○ 2017 年度第 2 回部会
開催日　2018 年 2 月 23 日

出席者
　部会長　山岡
　委員　　 高橋，松澤，遠田，篠原，青井，今西，尾崎（青

木委員代理），橋本，矢来
　会長　　平原
概　要

以下の検討課題等を選定した．また，記者説明会で配
付する資料について，作成内容等を検討し理解促進を図
ることとした．
・第 221 回地震予知連絡会（2018 年 11 月）
　予測実験の試行 05
　橋本委員（仮）
・第 222 回地震予知連絡会（2019 年 2 月）
　九州南西諸島弧（仮）
　後藤委員（仮）

○ 2018 年度第 1 回部会
開催日　2018 年 8 月 24 日
出席者
　部会長　山岡
　委員　　篠原，青井，今西，青木，橋本，矢来
　会長　　平原
概　要

以下の検討課題等を選定した．また，一般を対象とし
た重点検討課題の周知を目的とした内容を確認し，これ
をもとにホームページに掲載することとした．
・第 223 回地震予知連絡会（2019 年 5 月）
　西南日本日本海側の地殻活動（仮）
　篠原委員
・第 223 回地震予知連絡会（2019 年 8 月）
　地殻レオロジーと地震活動（仮）
　松澤副会長（仮）

なお，重点検討課題一覧は，参考資料（P.333 ～）に
掲載した．
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地震予知連絡会では，平成 23 年（2011 年）東北地
方太平洋沖地震への対応として，第 190 回地震予知連
絡会を臨時会として開催し，その地震の解釈，意味す
るもの，前兆現象の有無等の議論を行った．その後も，
重点検討課題として 3 回選定され，観測・研究結果の
報告及び議論を行った．本項では，それぞれの概要に
ついて記述する．

１．第190回地震予知連絡会臨時会（2011年4月26日）
第 190 回地震予知連絡会は，臨時会として 2011 年 4

月 26 日に開催された．全国の地震活動，地殻変動等に
関するモニタリングの報告は行わず，重点検討課題「平
成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」に関して，（1）
本震のすべり分布，（2）前兆，（3）M9 になった理由，（4）
余震と誘発地震，（5）余効変動，の観点で観測・研究成
果の報告が行われ，議論された．

２．第191回地震予知連絡会（2011年 6月13日）
第 190 回に引き続き，重点検討課題「東北地方太平洋

沖地震に関する検討（その 2）」として，3 部に分けて検
討が行われた．第 1 部では，「第 190 回地震予知連絡会
のまとめとそれ以降の新知見について」の 1 題の報告が
あった．第 2 部では，海溝沿いの問題として，「津波地
震について」「海溝沿い浅部プレート境界について」の
2 題の報告があった．第 3 部では，短期から長期的影響
として，「今後の余震・誘発地震・余効変動について」「島

弧－海溝系における長期的ひずみ蓄積過程と超巨大ひず
み解放イベントの可能性」の 2 題の報告があった．

３．第193回地震予知連絡会（2011年 11月18日）
重点検討課題「東北地方太平洋沖地震に関する検討

（その 3）」として，今後の地殻活動の推移予測や将来に
おける巨大地震発生の予測の枠組みを検討するため，3
部に分けて検討が行われた．第 1 部では，「東北地方太
平洋岸の隆起と沈降の履歴についてのレクチャー」と題
して報告があった．第 2 部では「陸上モニタリング結果」
として 4 機関から，第 3 部では「海底観測結果」として
3 機関から報告があった．

４．第198回地震予知連絡会（2013年 2月18日）
過去 3 回にわたって検討されてきた東北地方太平洋沖

地震の議論や検討結果を踏まえ，このような地震がなぜ，
どのように発生したのか，また今後，このような巨大地
震の発生に備えるために何をどのようにモニタリングす
べきかについて，本震発生から 2 年を経過した時点で，
重点検討課題「東北地方太平洋沖地震に関する検討（ま
とめ）」として，3 部に分けて検討が行われた．第 1 部では，

「何が起こったのか？今後何をすべきか？」をテーマに
4 機関から報告があった．第 2 部では，「地震の前に異
常はなかったか？」をテーマに 1 機関から報告があった．
第 3 部では，「何故起こったのか？」をテーマに 1 機関
から報告があった．

４．平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震への対応

4.1　地震予知連絡会本会議での対応
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本項では，第 22 期（2011 ～ 2012 年度）に設置された「将
来検討ワーキンググループ」について，経緯，活動概要
及び検討結果を記述する．

１．設置経緯
地震予知連絡会（以下「本連絡会」という．）は，「地

震及び火山噴火予知のための観測研究計画の推進につ
いて（建議：2008 年 7 月）」において「地震活動・地殻
変動等に関するモニタリング結果を中心とした情報交換
を行い，モニタリング手法の高度化を検討する場」とし
て位置付けられ，平成 21 年には注目すべき地震や地震
予知研究に重要な問題等を「重点検討課題」として選定
し集中的な検討を行ってきた．しかし，日本海溝から沈
み込む太平洋プレートと上盤の境界で発生する巨大地震
に関する我々の考えは , 2011 年 3 月 11 日に発生した東
北地方太平洋沖地震によって，実際とは大きく異なって
いることが示された．

このため本連絡会では，プレート境界に関する我々の
イメージ，そこで発生する巨大地震の地震像等について
重点検討課題として，東北地方太平洋沖地震を踏まえ
た再検討を行ってきた．一方で，建議の見直し及び建議
に基づく次の 5 か年の計画（以下「次期計画」という．）
の検討が開始されつつある．

このような状況を踏まえ，本連絡会では「将来検討ワー
キンググループ」を設置し，

・本連絡会の役割の再確認と今後の方向性
・「予知」と「予測」の捉え方
・組織名称の変更の必要性
について検討することを，第 197 回地震予知連絡会

（2012 年 11 月 21 日）において決定した．

２．活動概要
（1）ワーキンググループの構成

　主査　松澤 暢
　委員　 平原 和朗，山岡 耕春，平田 直，堀 高峰 

小泉 尚嗣，土井 恵治，今給黎 哲郎

（2）第1回ワーキング（2012年 12月12日）
本連絡会の役割の再確認と今後の方向性を検討する

ために，本連絡会の発足経緯及び変遷を確認し , 学会と
の違いや地震調査研究推進本部等との関係・協力につい
て議論した．さらに，これまでの活動を振り返り，現在
の地震予測能力について等身大の実力を伝える必要性が
あるとの問題意識から「予測実験を試行し検証・評価す
る」という提案がされ，何が実施可能であるかについて

検討した．
また，本ワーキンググループ専用のメーリングリスト

を開設し，モニタリングのあり方及び地震調査研究推進
本部（以下「地震本部」という．）と本連絡会の役割分
担について随時メールによる議論（以下「メール会議」
という．）を行うこととした．

（3）第 2回ワーキング（2013年 2月 26日）
「予測実験を試行」の導入により，モニタリングとし

て何が重要なのかを検討していくことが確認された．ま
た，この手法として，重点検討課題で「予測実験の試行」
を議論し今後の方向性を示していくことが提案され，こ
れに関する具体的な検討を行った．

（4）第 3回ワーキング（2013年 4月 30日）
「予知」と「予測」の捉え方に関する言語学的位置付け，

地震本部での定義，用法等を整理した．さらに，社会か
らの本連絡会に対する期待について議論した．

その後のメール会議では，次期計画に関する測地学分
科会からのアンケートへの対応を議論し , 本連絡会の役
割の一つに，予知・予測に関する研究の現況を社会に伝
えることも記述すべきとして，回答することとした．

（5）第199回地震予知連絡会（2013年 5月 30日）
ワーキンググループの検討状況について中間報告し，

了承された．
その後のメール会議では，名称変更をした場合と継続

した場合のメリットとデメリットについて議論した．

（6）第 4回ワーキング（2013年 8月 6日）
本連絡会の名称変更の必要性について議論をしたが，

次期計画の全容が明らかになった後に再度議論すること
とした．

（7）第 5回ワーキング（2013年 10月 30日）
本連絡会の名称変更の必要性と今後の運営について

議論した．本連絡会の任務は，今後も地震の予知・予測
の現状を正しく社会に伝えることであると整理し，名称
変更の必要はないとした．また，モニタリングの高度化
については，次期計画で重視する災害誘因（地震動や津
波等）を考慮し，災害誘因や災害素因（自然環境や社会
の脆弱性）の重要性を確認した．

4.2　地震予知連絡会ワーキンググループの活動
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３．検討結果
（1）本連絡会の役割の再確認と今後の方向性について

本連絡会の役割は，
①地震発生の予知・予測を目指したモニタリング結果を

中心とした情報交換
②モニタリング手法の高度化
③社会に対して，地震発生の予知・予測に関する研究の

現状を伝えること
ことであり，次期計画に明示されている．
モニタリング結果を中心とした情報交換は，地震調査

研究推進本部地震調査委員会等でも行われているが，モ
ニタリングに関わる多くの機関の専門家と関連する分野
の専門家が定期的に一堂に会し，地震の予知・予測を目
指して公開で議論しているのは本連絡会以外には皆無で
あり，今後もこれを継続すべきである．また，モニタリ
ング手法の高度化の議論に際しては，次期計画で重要視
されている災害誘因を念頭に，この分野の専門家から情
報提供を受けることも検討すべきである．

一方，モニタリングとして何が重要かを検討し，また，
今の予測能力の実力を把握・提示するために，重点検討
課題で「予測実験の試行」を継続的に行うことが有効で
あり，加えて，これらの検証・評価手法の検討も進める
ことが必要である．

このような「予測実験の試行」を実施することで，現
在の予知・予測の実力が明らかになり，モニタリングの
高度化やモニタリング項目の見直しにおいて重要な役割
を果たすと期待される．

さらに，社会に対してその結果を示すことで，現状の
科学では「何ができて，何ができないのか」，地震予知・
予測に関する等身大の実力を明らかにすることができる
と期待される．

（2）「予知」と「予測」の捉え方
辞典を含む各種の文献等を調査すると，「予知」は感

覚的なものから感覚的でないものまで広く用いられてい
るのに対して，「予測」は感覚的なものは含まれず科学
的・統計的根拠に基づく定量的なものに対して用いられ
ることが多い．また，「予知」の用例は限られており，「地
震予知」を中心に，危険や災害に関することに使われる
ことが多い．「予知」は，現状の単純な外挿では推し量
ることが困難な現象の発生を YES か NO で言い当てる
場合に使われることが多く，このために「決定論的」と
いうニュアンスと「定性的で信頼度が低い」という二つ
のニュアンスが生まれたと思われる．一方，「予測」は，
誤差があることを前提にした科学的・統計的推定に用い
られることが多い．このために「予測」には，「統計論的」
というニュアンスと「定量的で信頼度が高い」というニュ

アンスがある．
地震学会の「行動計画 2012」の定義では，「予知」を

短期の確度の高いもの，「予測」は短期～長期にわたる
確率的なものとし，現状では「予測」はある程度可能か
もしれないが「予知」は極めて困難としている．

一方，一般の社会では，人それぞれに「予知」と「予測」
の捉え方は異なっており，双方を明確に区別している人
は少ないと思われる．社会が望んでいることは，自分の
行動の指針となるような情報（減災に役立つ情報）であ
ることを忘れてはならない．

（3）組織名称の変更の必要性
本連絡会は，測地学審議会の建議を踏まえて設置され

た組織であり，建議の方針に応じて，その役割について
自己点検し様々な改革を行ってきたが，「地震予知連絡
会」という名称は一貫して使用してきた．しかし，2011
年東北地方太平洋沖地震の後，前述の地震学会の「行
動計画 2012」における「予知」と「予測」の再定義等，

「予知」という用語を，短期の確度の高いものに限るべ
きであるとの意見が学界で表明されることが多くなって
きた．また，今回建議された次期計画のタイトルにおい
ては「予知」はおろか「予測」という用語も使われてい
ない．これらを踏まえ，組織の名称についても変更すべ
きかどうかについて，様々な角度から検討を行った．

今回の建議においては，災害軽減への貢献を目的とす
ることが明示され，これまでの理学に重点をおいたもの
からは方針を転換した．本連絡会は，最初の建議を踏ま
えて設立されたものであるという歴史を考えれば，その
名称についても，建議の目的に沿った名称にするのが本
来は適切であると考えられる．

しかし，本連絡会の名称を，例えば「地震発生予測連
絡会」，又は「予測」を使わず「地殻活動モニタリング
連絡会」とした場合，地震発生の予知・予測を目指した
モニタリング結果を中心とした情報交換を行うという，
次期計画で期待されている本連絡会の役割には近くなる
が，「災害の軽減に貢献する」という次期計画の目的か
らは，むしろ遠ざかってしまう印象を与える．一方，次
期計画全体の目的を前面に出した「地震災害軽減連絡
会」といった名称は，次期計画に示された本連絡会の役
割を超えており，これも適切とは考えられない．

また，一般市民は，自分の行動の指針となるような情
報（減災に役立つ情報）が得られるような研究を予知研
究と捉えており，ここで「予知」という名称をはずして
しまうことは，むしろ減災に役立つ情報を提供しようと
する努力を放棄したという誤ったメッセージとなりかね
ない．
「地震予知」という用語を使い続けることに対する主
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たる批判は，「避難行動に結び付くほどの確度の高い情
報が得られる可能性が高いという幻想を与えてしまっ
ている」ということにある．しかし，「予知」と「予測」
の前述のニュアンスの違いを考えると，「予測」という
用語を使った場合には，逆に，前より信頼度の高い推定
が可能になったとの誤解を与える可能性もある．

以上を総合的に判断すれば，組織の名称を変更するよ
りも，「予測実験の試行」を導入し，災害誘因や災害素
因に関する専門家の意見も考慮して，地震の予知・予測
の現状と能力を正しく社会に発信していくことを本連絡
会の任務の一つとするほうが，正しい方向性であると考
えられる．「予知」と「予測」の名称の問題にこだわっ
て名称の変更に多大なエネルギーを費やすよりは，中身
の変更にエネルギーを使うべきであり，それこそが社会
の期待に正しく応える道であろう．

（4）今後の課題
今回建議された計画では，災害軽減に貢献することが

求められており，本連絡会では，地震発生の予知・予測
がどのように災害軽減へ貢献できるのか，その道筋を把
握できるような活動を行う必要がある．このために，本
ワーキンググループでは，予測実験の試行と，災害誘因
も視野に入れたモニタリングの高度化の議論を提案した

が，今後も継続して改革を進める必要がある．
また，地震予知連絡会運営要綱にある本連絡会の役

割は，検討結果や次期計画の趣旨に沿うように改正すべ
きである．

４．検討結果の報告
ワーキンググループによる検討結果は，第 201 回地震

予知連絡会（2013 年 11 月 22 日）で報告し，これにつ
いて質疑が行われた．その後，意見照会の期間を第 202
回地震予知連絡会（2014 年 2 月 17 日）までとして設け
たが，特段の意見は寄せられず本報告書は正式に受領さ
れた．

また，本報告書を受け第 202 回地震予知連絡会では，
地震予知連絡会運営要綱の前文を改正した．改正後の
前文を以下に転載する．

「地震予知連絡会運営要綱（前文）
地震の予知・予測により震災軽減に貢献することを目

的とし，地震に関する観測・研究を実施している関係機
関等が提供する情報を交換するとともに，将来発生する
地震の予知・予測に関する学術的検討を行うため，地震
予知連絡会（以下「予知連」という．）の運営要綱を下
記のとおり定める．」
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１．設置の目的と経緯
「地震予知連絡会 SAR 解析ワーキンググループ（以下

「地震 SAR 解析 WG」という．）」は，地震予知連絡会に
おいて，国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構（以
下「JAXA」という．）の協力のもと陸域観測技術衛星 2
号「だいち 2 号」（以下「だいち 2 号」という．）及び陸
域観測技術衛星「だいち」（以下「だいち」という．）の
観測データを用いた防災利用実証実験を行い，SAR デー
タの有効性の調査・検討等を実施するために設置された
グループであり，2014 年 2 月の第 202 回地震予知連絡
会において設置が承認された．

地震 SAR 解析 WG の活動の目的は，次のとおりである．
①日本域及び海外を対象とした「だいち 2 号」の SAR

観測データによる詳細な地殻変動・地盤変状・災害状
況の把握，及びその手法の高度化に関する調査・検討

②地震発生時や異常な地殻活動が検出された場合にお
ける，地殻変動等の把握・解析を通した地震発生機構
の解明，及び災害対応・災害軽減への応用についての
SAR データの有効性の調査・検討

③「だいち 2 号」解析結果の地震予知連絡会や地震調
査委員会等に対する報告

地震予知連絡会の事務局を担当する国土地理院は，
2014 年 4 月に地震 SAR 解析 WG の活動に関することを
盛り込んだ「陸域観測技術衛星 2 号に関する国土地理
院と宇宙航空研究開発機構の間の協定書」を JAXA と
の間で締結した．2014 年 5 月の第 203 回地震予知連絡
会において実験協力者を募集し，同年 8 月に実験協力
者（9 機関）が決定した．2014 年 10 月には，「陸域観測
技術衛星 2 号（ALOS-2）に関する国土地理院と宇宙航
空研究開発機構の実施計画書」において，「だいち 2 号」
打上げから 3 年間（2014 年 5 月 24 日～ 2017 年 5 月 23
日）にわたる防災利用実証実験の実施計画を定め，地震
SAR 解析 WG の活動が本格的に開始した．3 年の期間
中に平成 28 年（2016 年）熊本地震，2015 年に発生した
ネパールの地震をはじめ，多数の地震において SAR デー
タから詳細な地殻変動が捉えられ，地震予知連絡会にお
いて報告と議論が行われた．また，解析結果は，政府の
地震調査研究推進本部地震調査委員会（以下「地震調
査委員会」という．）にも提出され，地震に伴う地殻変
動の評価に活用されている．

上述のとおり，地震 SAR 解析 WG において「だいち
2 号」打上げからの 3 年間に SAR データで得られた成
果は地震活動の評価等に活用され，防災利用において

有用なデータを提供できることが分かってきた．このこ
とを踏まえ，2017 年 2 月の第 214 回地震予知連絡会に
おいて，地震 SAR 解析 WG の活動の継続（2 年間）が
認められた．2 年間の延長期間中，平成 30 年北海道胆
振東部地震，2017 年に発生したイラン・イラク国境付
近の地震，台湾・花蓮の地震，2018 年に発生したキラ
ウェアの地震，インドネシア・ロンボク島の地震，イン
ドネシア・スラウェシ島の地震等，多数の地震において
SAR データから詳細な地殻変動が捉えられた．SAR デー
タは地震に伴う地殻変動の迅速な把握や評価において不
可欠なツールとなりつつあり，今後も地殻変動を議論す
る上で有益な数多くの成果が期待できる . このことから，
2019 年 2 月の第 222 回地震予知連絡会において，地震
SAR 解析 WG のさらなる活動の継続が認められ，地震
SAR 解析 WG の活動は，2019 年 5 月以降も継続されて
いる．

２．枠組み及び参加機関
地震 SAR 解析 WG 事務局（国土地理院）は，実験協

力者の観測要求や成果を取りまとめ，JAXA に報告する
役割を担う（図 1）．2019 年 12 月末時点での実験協力者
及び研究課題を表 1 に示す．

地震 SAR 解析 WG は，地震発生時に実験協力者から
の観測要求を取りまとめたうえで，JAXA に対して緊急
観測を提案することができる．JAXA は，地震 SAR 解析
WG からの提案を受けて競合する観測の有無を調査する
とともに提案された観測の実現可能性を検討し，可能と
判断した場合は緊急観測を実施し，観測データを実験協
力者に提供している．この際，SAR 干渉解析が可能と
なるよう，JAXA は必要な地震発生前の観測データも合
わせて提供する．実験協力者は，提供された観測データ
の解析を実施し，解析結果に基づいて検出された地殻変
動に関する議論を電子メールにより行う．その上で，有
意な解析結果が得られた場合には，地震予知連絡会や
地震調査委員会等に報告され，地震活動の評価，地震

５．地震予知連絡会SAR解析ワーキンググループの活動

図1　地震SAR解析WGの枠組み
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研究等に利用されることになる．
また，JAXA から配信される緊急観測データ以外に，

実験協力者は課題研究実施のため，「だいち 2 号」及び
「だいち」の観測データをそれぞれ年間最大 50 シーンま
で無償で取得できる．課題研究の成果は，緊急観測の解
析結果とともに課題別成果報告票及び成果報告書にまと
められ，地震 SAR 解析 WG のウェブページ

（https://www.gsi.go.jp/uchusokuchi/about_EQWG.html）
にて公開されている．

３．活動報告
地震 SAR 解析 WG は，原則として，地震予知連絡会

の関係機関で構成されており，「だいち 2 号」または「だ
いち」の観測データを用いて地震予知連絡会の活動に貢
献する課題研究を実施する．研究は，機関毎に課題を設
定して行われ，期間中に 9 課題が実施された（表 1）．

3.1　�「だいち2号」の改善による地震SAR解析WGの
成果

実験協力者にアンケート調査を実施したところ，2006
年から 2011 年まで運用された「だいち」から 2014 年に
運用を開始した「だいち 2 号」になったことで良くなっ
た点として下記が挙げられた．
・空間分解能の向上
・リピートパスの軌道間距離が短くなったことによる干

渉性の向上
・高分解能モードに加えて広域観測モードでも干渉処理

が可能
・左右両方向による観測
・緊急観測要求の受付時間の延長

そこで「だいち 2 号」の性能を生かして地震 SAR 解
析 WG の目的を達成するため，各研究課題を実施した．
また，「だいち」の運用中に得られたアーカイブデータ
を用いた研究課題も併せて実施した．

これらの取組によって得られた結果は，地震予知連絡
会及び地震調査委員会において地殻変動の検討及び評
価に活用された．

平成 28 年（2016 年）熊本地震をはじめ，長野県北部
の地震（2014 年 11 月 22 日，M6.7），鳥取県中部の地震

（2016 年 10 月 21 日，M6.6），茨城県北部の地震（2016
年 12 月 28 日，M6.3）といった内陸の活断層で発生す
る地震において，地震波形による解析や GNSS 観測網
からは把握できない局所的な詳細な変動を捉えた点で地
震 SAR 解析 WG の貢献は大きい．地震 SAR 解析 WG
の貢献が拡大した要因としては，「だいち 2 号」は，1）
回帰日数が短い，2）左右両方向の観測，3）広域観測
モードによる高品質な観測データの取得，を達成したこ
とで，「だいち」に比べて地震発生後により迅速かつ詳
細に SAR 干渉画像を得ることが可能となったことが挙
げられる．

表1　実験協力者一覧（2019年 12月末時点）

管理
番号 代表研究者 所属機関 研究課題名

01 矢来　博司 国土地理院 地殻活動に伴う地殻変動とその時空間変化の詳細把握

02 小澤　拓 防災科学
技術研究所 地震に伴う地殻変動の検出を目的とした緊急観測データの解析

03 原田　智史※ 1 気象庁 地殻変動の詳細把握

04 橋本　学 京都大学 ALOS-2/PALSAR-2 を用いた活断層帯周辺の地震前・時・後の地殻変
動の研究

05 古屋　正人 北海道大学 陸域プレート境界周辺の地殻変動様式の解明

06 中尾　茂 鹿児島大学 干渉 SAR 解析を用いた変位急変帯の地震発生ポテンシャルの評価に関
する研究

07 大木　真人※ 2 宇宙航空
研究開発機構 PALSAR-2 による地殻変動検出

08 田中　明子 産業技術
総合研究所 合成開口レーダを用いた地震活動に伴う地殻変動のモニタリング

09 福島　洋※ 3 東北大学 SAR 及び GNSS データ解析に基づく奥羽脊梁山脈沿いのひずみ集中機
構に関する研究

※ 1　気象庁の代表研究者は，中村浩二（2015 年度～ 2016 年度），尾崎友亮（2017 年度～ 2018 年度）から原田智史（2019 年度）に変更
※ 2　 宇宙航空研究開発機構の代表研究者は，島田政信（2014 年度），夏秋嶺（2015 年度～ 2016 年度）から大木真人に変更（2017 年度

～ 2019 年度）
※ 3　東北大学の代表研究者は，三浦哲（2014 年度～ 2016 年度）から福島洋（2017 年度～ 2019 年度）に変更
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以上から，地震 SAR 解析 WG の活動による成果は，
着実に増加してきたといえる .

その後，国内では平成 30 年北海道胆振東部地震（2018
年 9 月 6 日，M6.7）が発生した．この地震は内陸で発生し，
GNSS 観測網のみでは捉えきれない局所的な詳細な変動
を捉えることができた．また，この地震に伴って実施さ
れた緊急観測は，前回観測がいずれも 2 週間前（1 回帰）
という極めて近い時期に実施されたことで高い干渉性が
得られ，高精度な変動検出を捉えたことが特筆すべき点
である．「だいち 2 号」の後継機として 2020 年度に打ち
上げ予定の先進レーダ衛星（ALOS-4）では，観測頻度
が高くなるため，定常的に高い干渉性が確保されること
が期待される．

海外では 2017 年にイラン・イラク国境付近の地震
（Mw7.3），台 湾・ 花 蓮 の 地 震（Mw6.4），2018 年 に パ
プアニューギニアの地震（Mw7.5），キラウェアの地震

（Mw6.9），インドネシア・ロンボク島の地震（Mw6.4， 6.9， 
6.9），インドネシア・スラウェシ島の地震（Mw7.5）等，
多数の地震が発生した．これらの地震に伴う詳細な地殻
変動を捉えるとともに，震源断層モデルを推定すること
でメカニズムの解明に寄与することができた．特にキラ
ウェアの地震では，C バンド衛星である Sentinel-1 によ
る観測で非干渉であった領域でも変動を捉えることがで
き，植生を透過できる L バンド衛星の優位性が示された．
また，海外で発生した地震では現地の関係機関に情報が
提供され，特にイラン・イラク国境付近やインドネシア
の地震では災害対応に役立ったとして関係機関より感謝
の意が示された．

3.2　SAR解析手法の高度化
手法の高度化については，2.5 次元解析，MAI 法，ピ

クセルオフセット解析，干渉 SAR 時系列解析といった
高度な解析手法が定着しつつある．これらは SAR の解
析技術や知見の蓄積に加え，「だいち 2 号」の観測デー
タの蓄積によって実現されたものである．

一方，電離層擾乱・対流圏擾乱・RFI（Radio Frequency 
Interference）などに起因するノイズが地殻変動を詳細に
捉える際の障壁となる場合があった．例えば，2018 年
のパプアニューギニアの地震（Mw7.5）や大阪府北部の
地震（M6.1）では，電離層に起因すると見られる位相
変化が存在し，実際の地殻変動の有無や範囲を直ちに判
断することが困難であった．電離層起因のノイズは Split 
spectrum 法の適用が有効であり，ノイズの低減手法の
標準化に組み込まれつつある．

今後，「だいち 2 号」の観測データの利活用を拡大す
るためには，引き続き大規模な地震時における観測デー
タと解析事例を蓄積していくことが必要である．特に，

「だいち 2 号」の観測データの蓄積が進むことで，今後
は多数の観測データを使用して定常的な変動を検出する
干渉 SAR 時系列解析が重要な研究項目の 1 つとなると
考えられる．先進レーダ衛星（ALOS-4）は日本周辺で
年 20 回の観測が実施される予定であり，干渉 SAR 時系
列解析により余効変動のような変動速度の小さい変動を
継続的かつ高精度に捉える強力な手段となることが期待
される．

４．地震予知連絡会への報告
国内外で発生した地震について，地震 SAR 解析 WG

が「だいち 2 号」の観測データを用いた解析結果を地震
予知連絡会へ行った報告は，以下の表 2，表 3 のとおり
である．

表2　地震予知連絡会への解析結果報告一覧（国内）

No. 報告した事象 年月日 規模

01 長野県北部の地震 2014 年 11 月 22 日 M6.7

02 平成 28 年（2016 年）熊本地震 2016 年 4 月 最大 M7.3

03 鳥取県中部の地震 2016 年 10 月 21 日 M6.6

04 茨城県北部の地震 2016 年 12 月 28 日 M6.3

05 大阪府北部の地震 2018 年 6 月 18 日 M6.1

06 平成 30 年北海道胆振東部地震 2018 年 9 月 6 日 M6.7

07 北海道胆振地方中東部の地震 2019 年 2 月 21 日 M5.8

08 山形県沖の地震 2019 年 6 月 18 日 M6.7
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表3　地震予知連絡会への解析結果報告一覧（海外）

No. 報告した事象 年月日 規模

01 ネパールの地震 2015 年 4 月 25 日 Mw7.8

02 中国・新疆の地震 2015 年 7 月 3 日 Mw6.4

03 チリの地震 2015 年 9 月 17 日 Mw8.3

04 タジキスタン共和国の地震 2015 年 12 月 7 日 Mw7.2

05 台湾の地震 2016 年 2 月 6 日 Mw6.4

06 エクアドルの地震 2016 年 4 月 17 日 Mw7.8

07 イタリア中部の地震 2016 年 8 月 24 日 Mw6.2

08 イタリア中部の地震 2016 年 10 月 26 日 Mw6.1

09 イタリア中部の地震 2016 年 10 月 30 日 Mw6.6

10 ニュージーランドの地震 2016 年 11 月 13 日 Mw7.8

11 イラン・イラク国境付近の地震 2017 年 11 月 12 日 Mw7.3

12 台湾・花蓮の地震 2018 年 2 月 6 日 Mw6.4

13 パプアニューギニアの地震 2018 年 2 月 25 日 Mw7.5

14 ハワイ島の地震 2018 年 5 月 4 日 Mw6.9

15 インドネシア・ロンボク島の地震 2018 年 7 月 28 日 Mw6.4

16 インドネシア・ロンボク島の地震 2018 年 8 月 5 日 Mw6.9

17 インドネシア・ロンボク島の地震 2018 年 8 月 19 日 Mw6.9

18 インドネシア・スラウェシ島の地震 2018 年 9 月 28 日 最大 Mw7.5

19 インドネシア・クラカタウ火山の噴火 2018 年 12 月 22 日 -

20 米国・カリフォルニア州中部の地震 2019 年 7 月 6 日 最大 Mw7.1
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ポスター

１．ワーキンググループによる記念企画検討
地震予知連絡会が 2019 年 4 月に発足 50 周年を迎え

ることに先立ち，第 217 回地震予知連絡会（2017 年 11 月）
において 50 周年記念企画を検討することが決定された．

この決定を受け，第 219 回地震予知連絡会（2018 年 5
月）において「地震予知連絡会 50 周年記念企画ワーキ
ンググループ（以下，「WG」という．）」が設置された．
WG では，50 周年記念企画として，2018 年度内にシン
ポジウムを開催し，2019 年度内に「地震予知連絡会 50
年のあゆみ」を刊行することを決めた．

2018 年度内に開催するシンポジウムでは，地震予知
研究に関する社会の理解と関心を高めることを目的と
し，一般の方を対象とすることにした．テーマを「地震
予知研究の現状と今後の展望」とし , シンポジウム前半
では地震予知研究の成果や今後の方向性を示す基調講
演を行い，後半では地震予知研究に関する社会からの期
待や希望に対し，どのような貢献ができるか，などをテー
マにしたパネルディスカッションを行うこととした．

第一線で活躍する幅広い分野の有識者に登壇者とし
て参加をいただくとともに，共催機関として地震・火山
噴火予知協議会，後援機関として公益社団法人日本地
震学会の開催協力が得られた．さらに，東京都をはじめ
防災学術連携体，防災関連の NPO 法人などからは，シ
ンポジウムの開催周知に関わる協力が得られた．

２．シンポジウムの概要
2019 年 3 月 16 日（土）に東京大学武田先端知ビル武

田ホール（本郷キャンパス）において，地震予知連絡会
50 周年記念企画公開シンポジウム「地震予知研究の現
状と今後の展望」を開催した．登壇者 9 名，報道関係者
17 名を含む 211 名の来場者を迎えた．

冒頭では，平原会長から「地震予知研究における現在
の実力と今後の方向性に理解を得たうえで，社会の要請

にどう応えていくかを共有したい．また，この先 50 年
後に地震予知研究が大きく進歩したと評価されることを
一研究者として願っている．」との挨拶があった．

地震予知連絡会　平原会長挨拶

会場風景

６．50周年記念企画　公開シンポジウム「地震予知研究の現状と今後の展望」

地震予知連絡会事務局

役職 メンバー 所属

主査 山岡副会長 名古屋大学大学院
平原会長 京都大学
高橋委員 北海道大学大学院
遠田委員 東北大学災害科学国際研究所
篠原委員 東京大学地震研究所
青井委員 防災科学技術研究所
今西委員 産業技術総合研究所

表1　WGの構成
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1）基調講演
　「経験則による地震予知」－どの程度の予測なのか?－

　　　　　東京大学地震研究所　中谷正生　准教授
過去に発生した南海トラフの地震では，明らかな半割

れのケースが 2 回あり，その後，残りが割れたのは 30
時間後と 2 年後であった．経験回数は少ないが，半割れ
後の 3 日間と平常時の 3 日間の地震発生確率を比較する
と前者は後者よりも少なくとも 100 倍以上も地震の発生
する確率が高い．また，1946 年と 1854 年の地震では，
目撃記録や伝承から 2m 級の超大型 SSE を推測すること
が可能である．メートル級の超大型 SSE の発生には疑
問が残り，さらに，大地震は巨大な外部イベントの直後
に起きるわけでもないが，南海トラフ域に超大型の SSE
が発生した場合には，経験則による地震発生の確率は明
らかに高まる．

大地震はいつ発生するかは決まっていることだが，地
下の応力と強度の分布を詳細に把握することが困難であ
り，地震発生は経験則による確率を示すことしかできな
い．加えて，将来的にも 100 点満点で地震を予知するこ
とは不可能であり，現在の実力は 3 点程度でしかなく，
原理的限界により獲得可能な得点の上限は 20 点程度だ
と感じている．

地震発生の確率が 3 日で 10％とは，90% が空振りで
80％が安全とも表現することができるが，確率数字の意
味は文字どおりでしかない．この数字の意味を理解し，
個々の行動は個々の事情で判断をしてほしい．

　「地震予知連絡会の�これまでとこれから」
　　　　　　　東北大学大学院　松澤暢　教授
　　　　　　　（地震予知連絡会副会長）
地震予知連絡会は，1969 年第 2 次地震予知計画（建議）

に基づき，各分担機関による情報交換とそれらの情報の
総合的判断を行うことを目的に設置された．また，この
建議には，注視すべき地域を観測強化地域と特定観測地
域として指定し，当連絡会はこれらの地域を主な対象と
してきた．

しかし，1995 年阪神・淡路大震災の発生を踏まえ地

震調査研究推進本部が設置され，2008 年に日本全国を
一律に評価した地震予測地図を整備した．これにより，
当連絡会が指定した観測強化地域と特定観測地域が解
除された．また，建議から求められた当連絡会の役割は，
地震予知観測研究に関する情報交換と観測研究の質の
向上に努めることへと変わることになった．

さらに，その後に発生した 2011 年東日本大震災に関
する検討の結果，建議からは「予知」の言葉が消え，当
連絡会には，情報交換の場，モニタリング手法の高度化
に資する役割，観測研究の現状を社会に伝えること，が
求められることになった．このような大きな環境の変化
に対応すべく，「将来検討ワーキンググループ」を設置
し，当連絡会の役割と今後の活動方針，組織名称などの
検討に入った．この結果，当連絡会は予知予測に関する
研究の現状を社会に伝えることを重要視するとともに，
予測実験の試行を導入することを決定した．この試行で
は，群発的な活動を前震とした場合に宮城県や茨城県の
地震発生予測の的中率は 3 割程度となり，通常時に比べ
数倍高い的中率となった事例がある．また，組織名称の
検討では「予知」と「予測」が持つ意味や一般の捉え方
を分析し「予知」には災害軽減への願いが含まれるとの
結論が得られ，組織名称には「予知」の言葉を残したま
まで，地震予知研究の現状を社会に伝えることとした．

地震予知が困難な理由は，構造，応力，ひずみ分布，
摩擦パラメーターのすべてが不均一で相互作用も非常
に複雑であり，加えて，プレート運動の速度が遅く，大
地震の頻度も少ないためである．しかし，天気予報は，
150 年前には困難とされ 50 年前まで予報精度に激しい
批判を受けたが，現在では多くの人から高い信頼を得て
いる．地震予知は，将来的にも天気予想ほどの信頼度に
なりえないが，限定的な予知だとしても災害軽減に役立
てることは可能である．当連絡会の任務は，これを追究
していくことだと考えている．

2）パネルディスカッション
「南海トラフ地震の対応と地震予知研究への期待」
地震の短期予知に基づく対策は，地震予知に基づく応

東京大学地震研究所　中谷正生�准教授

東北大学大学院　松澤暢�教授（地震予知連絡会副会長）
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急対応から観測に基づく南海トラフの防災対応へと大き
く変わることから，ディスカッションでは「南海トラフ
地震に関して新たに発表される情報について」，「今後の
地震研究や地震予知・予測に関する展望・希望・要望」
に関して，それぞれの立場から発言を求めることを前提
に進行し，パネリストから多様な意見が出された．

パネリスト
　防災科学技術研究所　天野玲子 審議役（元鹿島建設）
　高知県　尾﨑正直 知事
　日本経済新聞　久保田啓介 編集委員兼論説委員
　東北大学　久利美和 講師
　京都大学　平原和朗 名誉教授（地震予知連絡会会長）
進行
　名古屋大学大学院　山岡耕春 教授（地震予知連絡会

副会長）

パネルディスカッションでは，国が主導する防災から
自治体主導，ひいては自己責任による地震防災対応に転
換していく中，何より重要となっていくのは情報であり，
地震予知研究の成果を積極的に発信していくことを求め
る意見が出された．また，情報発信の重要性についての
意見が出され，情報の受け手側である社会の地震予知の
現状認識・地震活動に関する理解，社会が「情報の空
振り」を許す環境の醸成が必要であることなどの意見が
示された．

３．シンポジウムを受けた対応
シンポジウムでは，来場者にアンケートを実施した．

その結果，地震や地震研究に関する知識が深まったなど，
好意的な意見が多数寄せられた．一方，当連絡会に対す
る意見，情報提供を望む声もあり，今後の活動の参考と
して活かしていく．シンポジウムで示された地震予知研
究への期待を受けて，今後も国民の期待に応えられるよ
うな活動が望まれる．

写真左から，名古屋大学山岡教授，高知県尾崎知事，防災科
学技術研究所天野審議役，日本経済新聞久保田編集委員兼論
説委員，東北大学久利講師，京都大学平原名誉教授
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１．はじめに
北海道大学では，国の地震予知計画に基づき整備され

た観測所群を統合改組して，1998 年に大学院理学研究
院附属地震火山研究観測センターが設置され，国の建議
に基づいた観測研究を実施してきている．国立大学の法
人化以降，教職員定員や施設経費の削減が続き，地震
観測網の維持管理に支障が出てきており，観測点の統廃
合を進めざるを得ない状況となっている．

千島海溝南部や北海道日本海東縁部では，この 10 年
間の地震活動は非常に静かな状態が続いている．地震本
部の「千島海溝南部」にあたる十勝沖から択捉島沖の領
域では，2008 年 9 月の十勝沖の M7.1 以降，M6.8 を超
える地震が 10 年以上発生していない（図 1）．十勝沖か
ら択捉島中部以西の領域を対象とした M4.5 以上の震源
による地震活動モデルでは，2008 年以降 7 年間にわた
り地震活動の静穏化が見られた 1）．ISC カタログを用い
た解析では，1994 年北海道東方沖地震と 2003 年十勝沖
地震の前に静穏化が検出されている 2）．

内陸部では，2018 年に北海道胆振東部地震が発生し，
北海道で観測史上初の震度７を記録した．本震の深さは
37km と内陸地震としては非常に深く，上部マントルで
発生したと考えられる 3）．この地震では，降下火砕堆積
物が厚く堆積する地域に強い揺れが作用し，明治以降最
大面積の同時多発斜面崩壊が発生した 4）．斜面崩壊によ
り厚真町を中心に多くの死傷者が出たほか，発送電網が
被災し北海道全域で広域同時停電（ブラックアウト）が
発生した．北海道大学等の地震観測点でも電源喪失のた
め欠測となった観測点があった．この地震については，
別途報告する．

２．千島海溝南部の超巨大地震津波に関する研究
北海道の太平洋沿岸では，北海道大学や産総研の研

究から，標高 20m を超える海岸段丘上や，湿原地帯の
内陸部など，複数の地域で津波堆積物が発見されている
5）, 6）．津波シミュレーションにより，古津波堆積物の分
布を統一的に再現可能な震源モデルの検討が進み，津
波高と浸水域を同時に説明可能な断層モデルの推定が
行われた．海溝軸付近のプレート境界浅部で 25m 程度
のすべり量が必要であること，Mw は 8.8 程度であるこ
とが明らかにされた 7）．また，古津波の規模推定を広域
比較から行うため，津波堆積物の調査を北海道本島から
北方四島域の太平洋沿岸で進めた 8）．

国では，千島海溝沿いの長期評価の第三版を 2017 年
12 月に公表した．十勝沖・根室沖・色丹島沖及び択捉
島沖に相当する千島海溝南部で，M8.8 程度以上の超巨
大震が今後 30 年以内に発生する確率は 7~40% であり，
前回の地震から 400 年程度が経過していることから，発
生が切迫している可能性が高いと評価した 9）．

想定超巨大地震の震源域に相当する十勝沖から根室
沖で発生した中規模地震から，応力降下量の空間不均質
性の存在が示された 10）．過去の巨大地震のすべり分布
との関連性が示唆されている．また，当該海域において，
海底地震計を用いた自然地震の観測も実施した．

この超巨大地震では，巨大津波が発生し，釧路市等の
太平洋沿岸部で大規模な浸水被害が予測されている 11）．
津波災害の軽減を目指し，S-net 等を用いた津波浸水即
時予測システムの開発や12），東北大と協力して根室沖に
新たに海底地殻変動観測網を設置するなどの観測研究

第３章　地震予知連絡会構成機関等の活動（この10年を振り返って）

１．大学等

（１）北海道大学大学院理学研究院

図1　�気象庁震源による1922 年以降の千島海溝南部（⼗勝沖
から択捉島沖にかけての領域）のM6.8 以上のMT分布図．
2008年以降地震が発生していない．
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を進めている．GIS を用いた津波避難経路の検討や，決
定精度が低下する北海道東方沖の震源について，北方四
島におけるロシア側のデータを用いた震源精度の評価な
ども実施した．

３．内陸及び日本海東縁部に関する研究
内陸地震活動が活発な屈斜路カルデラでの電磁気探

査や重力測定から地下構造が詳細に調査され，カルデラ
中心部にマグマ溜まりの可能性がある低比抵抗体が存在
することが明らかにされた 13）, 14）．この場所では，1994
年前後に群発地震とそれに同期する膨張収縮の地殻変
動の発生が知られている 15）．カルデラ内は周辺部より
ひずみ速度が大きいことや，弾性層厚が薄くなっている
可能性も明らかにされた．これらの構造情報を用いたシ
ミュレーションも行われ，ひずみや応力が集中する機構
の概念的な理解が進んだ．

断続的に群発的な地震活動が見られる渡島半島南東
部において，詳細な地震波速度構造が調査された．群発
地震が発生している高速度の上部地殻に，低速度と地殻
深部低周波地震で特徴づけられる中部地殻から流体が
供給されているモデルが提案された 16）．

北海道北部日本海側はアムール・オホーツクプレート
の境界域となっていて，地震活動が比較的高い状態にあ
る．2012 年に発生した群発地震に引き続き，スロー地
震が発生していたことを GNSS データから発見した 17）

（図 2）．また，この地域のプレート収束速度は 15mm/yr
程度と北海道以南の日本海東縁部やサハリン南部と同程
度であることが明らかなった 18）．

北海道南西部日本海沿岸では，津波堆積物の調査か
ら 1993 年北海道南西沖地震を上回る高さや浸水範囲
を示す古津波の存在が明らかになった 19）．津波堆積物
データを用いた断層モデルの検討から，12 世紀の地震
は 1983 年日本海中部地震と 1993 年北海道南西沖地震の
間を埋めるように発生していて，M は 7.9 程度であるこ

とが明らかになった（図 3）20）．また，1741 年渡島大島
の噴火に伴い発生した寛保津波を山体崩壊のシミュレー
ションから再現する手法の開発が行われた 21）．

４．東北地方太平洋沖地震による広域的地殻変動
ロシアや中国との国際共同研究を進め，東北地方太平

洋沖地震の地震時及び余効変動が大陸内部にまで及ん
でいることを GNSS データから明らかにした 22）．ロシア
沿海州や中国東北部では，現在も余効変動が続いており，
その大きさは地震時変動を上回っている（図 4）．広域
的な余効変動は上部マントルの粘弾性構造に大きく依存
する．余効変動データを用いて，日本海から大陸域に至
る島弧海溝系下の粘弾性構造の推定が行われた．

日本海溝や南海トラフで発生する巨大地震は，大陸域
まで長期にわたる地殻変動を引き起こすことが観測デー
タから明らかになった．当該地域のプレート運動モデル
による速度は年間数 mm 程度と見込まれている．GNSS
が登場して現在までの約 30 年近くの間に計測された地
殻変動場には，過去の複数の巨大地震の影響が畳み込ま
れている可能性があり，プレート運動モデルなどの広域
テクトニクスを検討する場合にはその影響を考慮する必
要がある．

図2　�2012年から2013年にかけて北海道北部の幌延町付近で
約5か月間に継続したスロー地震時の幌延（020851）と
中頓別（020850）間の基線長変化．

図3　�津波堆積物分布から再現された12世紀に発生した北海
道南西沖の地震の断層モデル（Ioki�and�Tanioka,�EPS,�
2019）．1993年北海道南西沖地震と1983年日本海中部
地震の間で発生したと推定された．
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５．地殻変動連続観測データの流通
国の地震予知計画等で大学等に整備された地殻変動

連続観測点のデータの流通公開一元化を進めた．歪計
や傾斜計等のデータについて，全国地震波形流通システ
ム（JDX 網）を用いたリアルタイム流通を実現し，北海
道大学が開発したデータベースサーバで一元的にアーカ
イブを開始した 23）．2011 年霧島新燃岳の噴火では，こ
のシステムを用いて気象庁や大学等の多機関の傾斜計
データが一元化され，噴火予知連霧島観測班で活用され
た．

南海トラフ等の監視や研究においては，地震計や
GNSS に加え，数日程度の地殻変動を高感度で観測可能
な歪計の利用が必要となる．データの流通を促進するこ
とで，多様な研究の推進が期待できる．

６．おわりに
千島海溝南部では，超巨大地震の発生確率が非常に

高く，発生が切迫した状態となっている．この 10 年間
は大地震が発生していないなど，地震活動の静穏化が検
出されている．一方，日本海溝や南海トラフに比べ，調
査観測が十分に行われていないのが現状である．海溝軸
付近のプレート境界の固着状況は津波被害予測を行う上
で重要な情報であるが，国による海底地殻変動観測も実
施されていない．

当該地域は，M9 クラスの超巨大地震の準備過程から
発生までを高性能・高密度な機器で観測が可能な世界
唯一の地域である．国による定期的な海底地殻変動観測
が実現すれば，防災上最も重要である津波予測の信頼性
評価が期待できる．国による総合的な調査研究の強化を
強く要望する．また，地震予知連等で継続的に長・短期
的な地殻活動の評価検討を行い，その情報を社会に発信
して頂くことを期待する．

（高橋　浩晃）
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IGS観測点の水平変位時系列．
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１．はじめに
東北大学では，地震予知研究計画に基づき，1965 年

度に秋田地殻変動観測所，1966 年度に本荘地震観測所，
1967 年度に三陸地殻変動観測所，1969 年に北上地震観
測所が設置された．青葉山地震観測所（1967 年に青葉
山移転に伴い改称）を含めたこれらの観測所からのデー
タは 1974 年に設置された地震予知観測センターにオン
ラインで伝送されるようになった．その後，何度かの改
組を経て，1997 年に理学部附属地震・噴火予知研究観
測センターが設置され，1998 年に大学院附属へと転換
して現在に至っている．これらの観測点からのデータや
基盤観測網のデータにより，地震の発生に至る過程の解
明が進んでおり，ここでは東北大学が中心となって明ら
かにしてきた最近 10 年間の成果について概要を報告す
る．なお，2011 年東北地方太平洋沖地震（以後，「東北
沖地震」と呼ぶ）に関する成果は別の章でさらに詳しく
報告する．

２．プレート境界型地震
小繰り返し地震の高周波成分の相関を調べてみたとこ

ろ，低周波側で得られた発生時刻差とは異なる発生時刻
差が得られる場合があることがわかった．これらの地震
では高周波を生み出すパッチが震源域の中で偏った位置
にあり，破壊の伝播方向が地震によって異なるために，
この高周波パッチの破壊されるタイミングが変化して，
このような現象が生じると解釈される 1）．

また，釜石沖の繰り返し地震も，2011 年東北地方太
平洋沖地震の余効滑りが押し寄せてきた時期には，普段
よりも再来間隔が短くなり，また規模が大きくなる現象
が観測された．これは，余効滑りによって応力レートが
増加したために，釜石沖のアスペリティの周りの条件付
き安定領域でも地震性すべりが起こり，普段よりも規模
が大きくなったと考えられる 2）．小繰り返し地震の中に
は，この余効滑り期間中にのみ生じたグループもあり（図
1），これも同様に条件付き安定領域のパッチが存在して
いたためと解釈できる 3）．

小繰り返し地震観測データからプレート境界の滑り速
度を計算して丹念に調べてみたところ，数年周期で，滑
り速度が周期的に変化しており，速度が大きい時期に
M5 以上の地震が多発している領域が存在していること
が分かった．この現象は陸上の GNSS 観測データから
も確認でき，東北沖でもスロースリップイベントが周期
的に発生している可能性が高いことが明らかになった 4）．

東北沖地震の主破壊域では，2008 年頃からプレート

境界の滑り速度が加速しており，この時期に固着が緩ん
でいたと考えられる 5）．

宮城県沖周辺では，東北沖地震の前から海底地殻変
動観測を実施していたので，本震のときの海底の変位分
布が詳細に捉えられ 6），これによって，本震時に海溝付
近が約 50m も滑ったことが明確になった 7）．

海底圧力計のデータ等により，2011 年 2 月に東北沖
地震の主破壊域のあたりでスロースリップイベントが生
じていたことが明らかになっており 8），これが 2 月の群
発地震を発生させたのちに 3 月 9 日の最大前震をトリガ
し，その前震の余効滑りが本震をトリガしたと考えられ
る 9）．

この地震の海域の余効変動も海底地殻変動観測に
よって捉えられ 10），余効滑りのみならず粘性緩和も大き
く生じていることが明らかになった 11）．

波形の相似性から推定されたプレート境界での余震活
動については，本震主破壊域では生じていない一方，本
震すべり域の周辺で非常に活発に生じていることがわ
かった 12）．さらに，GNSS 観測データと小繰り返し地震
データからも，余効滑り分布が地震時滑り分布と相補的
になることが確かめられた 13）．また，太平洋プレートの
みならず，フィリピン海プレートの表面でも，滑り速度
の加速が見られた 14）．

この地震の震源域周辺の構造を地震波トモグラフィで
詳細に調べたところ，主破壊域のあたりの岩盤の地震波
速度が高いことがわかった 15） 16）．これはアスペリティの
ところの岩盤が固いことを示唆しており，今後，S-net
のデータで地震波速度構造が詳細に調べられれば，将来
の大地震の発生域の候補を絞り込むことができると期待
される．

一方，本震の発生前と後の地震の発震機構解の変化

（２）　東北大学大学院理学研究科
松澤　暢（東北大学大学院理学研究科地震・噴火予知研究観測センター）

図1　�東北沖地震の余効滑りの時期にのみ観測された小繰り
返し地震の例3）．普段は存在しなかった場所で橙色や
緑色で示された地震が発生し，次第に小さくなって消
滅した．東北沖地震前から発生していた小繰り返し地
震（桃色）も普段より規模が大きくなった．
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から，プレート境界にかかっていた剪断応力がこの地震
によりほとんどすべて解消されたことがわかった 17） 18）．
これは，プレート境界の強度が数十 MPa 程度しかなく
ても，M9 の巨大地震を起こせることを意味しており，
巨大地震の発生ポテンシャルを評価するうえで，非常に
重要な知見である．

この地震を契機として，GNSS 観測データのリアルタ
イム処理が進み 19），海底津波観測データのリアルタイム
処理 20）とあわせて，将来的には津波予測が迅速かつ高
精度に行えるようになると期待される 21） 22）．

３．内陸地震とスラブ内地震
東北沖地震後に福島県から茨城県にかけての領域の地

震活動が活発化したが，わずか 5 年 9 ヶ月の間をおいた
だけで同じ活断層の同じ場所で M6 の地震が発生したこ
とがわかった 23）．これ以外にも東北地方内陸では東北沖
地震後に地震活動が活発化した場所が多数あり 24），その
多くは震源のマイグレーションが見られる 25）ことから，東
北沖地震の強震動によって地下のシールが破れて流体が
流入して地震活動をトリガしたと考えられる．

これらの観測事実や，発震機構解と地形に相関が見ら
れること 26）は，東北地方内陸で発生している地震は数十
MPa 程度の剪断応力で発生していることを示唆してい
る．実際，2003 年宮城県北部の地震 27），2008 年岩手 -
宮城内陸地震 28），2011 年福島県浜通り地震 29）等では本
震に伴う応力場の回転が生じており，これは本震前の剪
断応力が小さかったことを示している．

また東北沖地震後に仙台 30）や山形 - 福島県境 31）で群
発地震が生じたが，これらはいずれも震源分布が多数の
面状構造を示して深部から浅部へのマイグレーションが
見られること（図 2）や，地震活動や断層強度等が同期

して時間変化していること 32） 33）などから，深部からの水
の流入によって群発地震が生じたと考えられる．

これらの水は沈み込んだスラブから供給されているこ
とが地震波速度構造から示唆されていたが，地震波の減
衰構造 34）や比抵抗構造 35）からも，この仮説を支持する
結果が得られた．また二重深発地震面の上面の地震が活
発に生じている場所では，水が存在しない場合に期待さ
れる地震波速度よりも遅くなっている 36） 37）ことが明らか
となり，相転移に伴う脱水により地震活動が活発化して
いる可能性が高いことが確かめられた．

４．おわりに
東北沖地震の発生によって，建議による計画は災害軽

減をより一層志向したものに変わってきており，これら
の研究を社会にどう生かすのか，ということを深く考え
て研究を進めることが要請されている．今後は地震の基
礎研究のみならず，地震の発生予測の幅を狭め，またハ
ザードの予測に繋がる研究をさらに進展させる必要があ
り，それが今後 10 年の大きな課題である．
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東北大学災害科学国際研究所は，平成 23 年 3 月 11
日の東北地方太平洋地震（東日本大震災）を受け，11
年後の平成 24 年 4 月に設立された．研究所の基本理念
は，東日本大震災の経験と教訓を踏まえた上で，わが国
の自然災害対策・災害対応策や国民・社会の自然災害へ
の処し方そのものを刷新し，巨大災害科学国際研究所へ
の新たな備えへのパラダイムを作り上げることにある．
また，このことを通じて，国内外の巨大災害の被害軽減
に向けて社会の具体的な問題解決を志向する実践的防
災学の礎を気づくことを目標としている．

設立当初は 7 研究部門 36 分野（災害リスク研究部門，
人間・社会対応研究部門，地域・都市再生研究部門，災
害理学研究部門，災害医学研究部門，情報管理・社会
連携部門，寄附研究部門）から構成され，文理融合を特
徴として幅広く災害に関する専門家から構成された．こ
のうち，地震予知連絡会に直接関係する研究部門は，災
害リスク研究部門と災害理学研究部門である．前者は今
村文彦教授，越村俊一教授など津波工学研究を主体と
し，後者は理学研究科と地震・噴火予知観測センターの
複数教員が兼務し，同センターとの協力体制で研究を推
し進めてきた．災害理学研究部門には，専任として藤村
博己教授（現：東北大名誉教授），日野亮太教授（現：
東北大学理学研究科教授），木戸元之教授，遠田が所属
した．

過去 7 年間，研究所としては，日々の研究活動のほ
か，周辺自治体や国内外研究機関との連携，平成 27 年
3 月の第 3 回国連防災世界会議における「仙台防災枠組
2015-2030」の策定への貢献など，地震・津波防災に関
わるさまざまな対外活動を実施してきた．

地震予知連絡会へは，東北大学理学研究科からの報
告への協力の他に，重点検討課題の企画提案やコンビー
ナ役を務めた．特に，東北地方太平洋地震後の重点検討
課題「東北地方太平洋沖地震に関する検討」では，同
地震を踏まえた集中検討が続き，その中では理学研究科
と当研究所の津波，地震，測地観測のデータや知見が生
かされた．同地震の前後の地殻変動においては，当所の
海底地殻変動研究分野が海上保安庁など他機関との協
力で実施してきた海底観測データを提供し，前駆的変動
や余効変動のモデル化に貢献した．また，東北地方太平
洋地震後の広域余震活動や誘発地震に関しても，地震・
噴火予知観測センターとともに，予知連での議論を主導
してきた．平成 28 年熊本地震では，他大学とともに地
表地震断層に関する報告を行うとともに，同地震による
静的応力変化と広域余震活動に関する計算・分析結果を
いち早く公表した．さらに，同地震に関する重点検討課
題での議論を主導した．

（遠田　晋次）

（３）　東北大学災害科学国際研究所
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１．はじめに
筑波大学は，独自に地震観測網を有しておらず，組織

として地震学に関わる研究に取り組む体制にはなってい
ない．そこで，専ら解析手法の開発や，開発した解析手
法を実地震へ適用する研究に取り組んでいる．

この 10 年，我々は，震源過程解析において，グリー
ン関数の誤差の影響の軽減に取り組み，モデル誤差を
データの共分散行列に近似的に取り込む手法が有用で
あることを示した 1）．また，高周波を励起する領域を同
定する手法として Back-projection （BP） 法があるが，浅
い地震に適用すると震源近傍の反射波の影響により結果
が歪められ，得られる結果の意味も不明瞭となる問題が
あった．それらの問題を解決する Hybrid BP （HBP） 法
を開発した 2） ．

本震の破壊成長過程を理解するには，前震を含めた地
震群における一連の破壊現象を解明する必要がある．独
自に開発した手法を用いることにより，前震活動を伴っ
た本震の震源過程についても研究を行なっているので，
ここで紹介する．

２．震源過程解析手法の開発
2.1　グリーン関数の誤差を考慮した震源過程解析

地震波形は，グリーン関数と断層すべり速度関数の畳
み込み積分を断層面で面積分したものに対応する．グ
リーン関数を計算するには，単純化した地下構造を仮定
する必要がある．結果として，我々は真のグリーン関数
を得ることはできない．震源過程を解析する上で，グリー
ン関数の誤差は避けて通れない問題である．多くの研究
では，主に速度構造を工夫することによってグリーン関
数の改善を目指している．これに対して，我々は，解析
に使用するグリーン関数に誤差が含まれていることを前
提にした震源過程解析手法の開発に取り組んだ．

グリーン関数の誤差が仮定する地下構造モデルに起因
する場合は，多数の地下構造モデルを用いて解析を行い，
各地下構造モデルで得られた震源過程モデルの事後確
率密度関数を用いて，仮定した地下構造の誤差を考慮し
たモデルの事後確率密度関数を求めることができる．し
かし，このアプローチは莫大な計算コストが必要なため，
費用対効果が低いという問題がある．

一方で，グリーン関数にランダムな誤差が含まれてい
ると近似すれば，グリーン関数の誤差構造を，データの
共分散行列に組み込むことができる．Yagi and Fukahata 

（2011）1）は，モデル誤差をデータの共分散行列に組み込
み，震源過程では必須の強い拘束条件であった非負の拘
束条件を用いることなく，安定に解が得られることを示

した．
モデル誤差をデータの共分散行列に取り込む解決方

法は，他の研究グループによって，異なるデータの解析
にも導入され，その有用性が検証されている 3）．

2.2　Hybrid Back-projection 法
観測波形を波の到達時間を考慮して重合することによ

り，波の放出源の時空間分布を求める BP 法が開発され，
その簡便さと解析結果がロバストであることが評価され
多くの地震に適用されてきた．その一方で，得られる結
果の物理学的な意味が不明瞭であった．

そこで，Yagi et al. （2012） 2） は観測波形とグリーン関
数の相互相関関数を震源に逆投影する HBP 法を提案し
た．HBP で得られた結果は，すべり速度に対応づける
ことが可能であり，適用するフィルターによって高周波
を励起するすべり速度の時空間変化を抽出することが可
能である．Fukahata et al. （2013） 4） は，HBP 法を用いて
BP 法の理論背景を明らかにした．これによると BP 法
は，HBP 法においてグリーン関数をデルタ関数と近似
した場合に対応している．また HBP 法で得られる結果
は，Dumped Least Square でダンピングを無限大に持っ
ていた解に相当することになる．このように，HBP 法
の登場により，今まで不明瞭であった BP 法の理論的な
背景が明らかになった．

３．前震活動と本震の震源過程の関係
3.1　2014年イキケ地震

2014 年 4 月 1 日にチリ北部のイキケ沖で，モーメ
ントマグニチュード 8.2 の巨大地震が発生した．ここ
では，Yagi et al. （2014）5）の論文の内容について紹介す
る．この地震が発生する 16 日前から本震の震源から約
40 km 南で前震活動が開始し，本震に向かって約 5km/
day で前震域が拡大していった．Incorporated Research 
Institutions for Seismology-Data Management Center 

（IRIS-DMC）から入手した遠地実体波にグリーン関数
の不確定性を考慮した震源過程解析法を適用し，本震の
断層すべりの時空間分布を求めた．得られたモーメント
速度関数から，20 秒もの初期破壊が継続した後に，主
破壊が開始したことが明らかになった．初期破壊では，
前震域に沿って南に向かって高速で破壊が伝播している
こと，初期破壊が前震域を抜けた後に主破壊がスタート
していることが明らかになった．この結果は，本震の破
壊伝播が，前震活動による応力変化の影響を強く受けて
いることを示す結果である．またこのような前震活動を
含めた複雑な破壊伝播過程は，階層アスペリティモデル
を用いたシミュレーションで予測された破壊パターン 6）

（４）　筑波大学生命環境系
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に酷似しており，アスペリティの階層性を支持する結果
でもある．
3.2　2016年熊本地震

2014 年 4 月 15 日に熊本県で気象庁マグニチュード 7.3
の大地震が発生した．この地震前に活発な前震活動が
本震の震源付近で観測されている．ここでは，Yagi et al. 

（2016）7） の論文の内容について紹介する．IRIS-DMC か
ら入手した遠地実体波にグリーン関数の不確定性を考慮
した震源過程解析法を適用し，本震の断層すべりの時空
間分布を求めた．その結果，本震の破壊は日奈久断層帯
と布田川断層帯の接合部付近で開始し，開始から 5 秒間
は南西方向に伝播し日奈久断層帯で横ずれすべりが発生
した．その後破壊は北東方向に伝播し，布田川断層帯で
横ずれ成分と正断層成分を含む断層すべりが発生してい
る．破壊は，阿蘇カルデラ周辺のマグマ溜まりが存在す
ると推測されている領域で急激に減速し，停止している．
本震の震源過程は，断層の複雑な形状と火山活動の影
響を強く受けていることが明らかになった．

４．おわりに
この 10 年で，震源過程解析の分野は大きく変化して

いった．広く使用されている解析手法では考慮されてい
ないモデル誤差の問題が広く認知されるようになり，か
つ，Back-projection 法の理論背景が明瞭になったことは
大きかった．これらの結果を受けて，アメリカ地球物理
学会の秋季大会の特別セッション等で，活発な議論が行
われ続けている．また，遠地実体波は，巨大地震のみな
らず中規模の地震の成長過程や震源断層の形状の変化
等の情報を有している．さらなる解析手法の改善が必要
不可欠ではあるが，震源過程を理解するのに欠かせない
観測情報である．

（八木　勇治）
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１．はじめに
千葉大学大学院理学研究科では，地球科学教室にお

ける地球物理学分野が中心になって地震に隣接する分野
が共同して地震予知に関連した地震・地殻変動の観測と
研究を行ってきた．この 10 年は「房総を襲う巨大地震
サイクル解明のためのプロジェクト」（図 1）の下に，電
磁気観測から地震前兆現象の把握，海域地殻変動調査
から房総沖スロースリップ発生域の理解，陸統合地震探
査からプレート境界の構造解明，岩石実験から震源断層
の摩擦法則構築，変動地形から古地震復元に挑戦し，そ
の成果が顕著になってきた．本稿ではこれらの成果を紹
介する．

２．海溝型地震前兆現象予測のための電磁気観測
これまでに，日本付近について地上地球磁場変動や電

離圏総電子数の変動と地震活動について統計解析を実
施し，観測された異常と地震との間に統計的に有意な相
関があることを示した 1）2）．これらの異常出現には震央
距離依存性や地震規模依存性があり，因果関係の存在
も示唆している．また，Molchan Error Diagram（MED）
解析から上記の異常には前兆的な情報が含まれ，予測
のために有効なパラメータであることも示した．本プロ
ジェクトでは海溝型地震発生予測のための地震電磁気現
象の発生機構の観測学的調査を行い，房総地域における
陸海空シームレスな ULF 帯地球電磁場変動，電離圏電
子変動および陸域ラドン変動の連続ネットワーク観測の
確立とデータ蓄積を行い，地震準備段階における観測パ
ラメータの振る舞いを精確に把握し，地震関連前兆現象
の発生機構の解明に向けた観測・観測を継続している．

３．房総沖スロースリップ観測
スロースリップの観測を通じて，地震発生サイクルモ

デルの構築を進めてきた．海溝型巨大地震は通常百年以
上の長い間隔で発生し，全地震サイクルを観測し，その
サイクルを解明するには非常に長い時間が必要である．
一方房総沖で発生するスロースリップ現象は海溝型（プ
レート境界型）の激しい地震動を伴わない地殻変動であ
るが，数年に 1 回繰返しほぼ同じ地域で発生している．
地震の規模で表すと M6-7 クラスである．この地殻変動
量の正確な把握を陸上の GPS 変位データや地震観測等
とあわせて，プレート境界面でのすべり領域の発生やそ
の時空間的規模をモデル化（図 2）し，計算機シミュレー
ションによって検証を行ってきた 3）．

４．地震断層の挙動に関する物質科学的実験的研究
より現実に近い地震断層の摩擦法則構築のための物

質科学的・実験的研究を行ってきた．沈み込みプレート
境界面には，プレート間同士がしっかり固着している領
域（アスペリティ）と普段から安定的にすべる領域（非
アスペリティ）が分布し，特に大地震につながるプレー
ト境界型地震は “アスペリティの破壊によって起きる”
と指摘されている．アスペリティ形成のひとつの要因と
して海底地形の凹凸が挙げられ，最も代表的なものが「海
山」であり，海陸統合型探査により房総半島下に沈み込
んだ海山の存在の可能性（図 3）を指摘した 4）．

（５）　千葉大学大学院理学研究院

図1　�房総を襲う巨大地震サイクル解明のための地殻変動監視・
復元プロジェクトイメージ 図2　房総沖スロースリップ�（Sato�et�al.,�2017）

図 3　�房総半島下のフィリピン海プレート上面の凹
（Tsumura�et�al.,�2009）
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海山が摩擦特性に与える影響を評価するために，ガス
圧式高温高圧変形装置と回転式高速摩擦試験機を使用
し，海山周辺の断層物質及び海山を構成する緑色岩，石
灰岩の摩擦特性を定量的に調べた．沈み込みにおける岩
石と地震発生の関係性（図 4）が明らかになってきた 5）．

５．千年スケールの海溝型地震の多様性解明
相模トラフで発生する海溝型大地震・津波については，

これまでの数多くの研究によってある程度その発生時期

や発生間隔が解明された一方で，同じタイプ・規模の地
震が単純に繰り返しているわけではないことも明らかに
なりつつある．最近 10 年ほどの間に急速に発展・普及
した航空レーザー測量や UAV（無人航空機）写真撮影
による高解像度の地形データを用いるとともに，掘削等
の地質学的調査，地形変化シミュレーションを併用する
ことによって，地形解析を行った．その結果，従来地震
性隆起で形成したと考えられてきた南房総海岸は海溝型
地震の化石ではなく，定常隆起と海水準変動によって形
成される（図 5）ことを示した 6）．今後異なる手法で古
地震履歴を解明する必要性を指摘し，海溝型地震の多様
性研究の新たなフェーズに入った．

６．おわりに
千葉大学では，地震・測地・電磁気観測研究，地震

発生帯の物質科学的・実験的研究，地形・地質調査によ
る過去の地震履歴研究，の学際的な研究をさらに推進す
る予定である．最終的には房総沖で発生する海溝型巨大
地震の発生メカニズム解明に迫り，人材育成を含めて地
震予知研究に貢献する拠点形成を目指している．

（宮内　崇裕）
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１．はじめに
2009 年から，「地震及び火山噴火予知のための観測研

究計画」が始まり，中心的な役割を果たした．2010 年
には，地震火山科学に関する共同利用・共同研究拠点と
なるとともに，4 研究部門，5 研究プロジェクトセンター，
3 サイエンスマネジメントセンターに改組を実施した．
2012 年には，巨大地震・津波に関する理工学連携であ
る「巨大地震津波災害予測研究センター」を新設した．
2014 年からは「災害の軽減に貢献するための地震火山
観測研究計画」が始まり，2019 年からは，「災害の軽減
に貢献するための地震火山観測研究計画（第 2 次）」を
実施している．2017 年には，「地震火山史料連携研究機
構」を東京大学史料編纂所と連携して設置した．

２．地震観測
2.1　広域的地震観測

関東・甲信越，紀伊半島，瀬戸内海内帯西部に展開し
ている高感度地震計を用いた広域的地震観測網による観
測，および伊東沖と三陸沖に設置している光ケーブル式
海底地震・津波観測システムを用いた海陸境界域の観
測を継続し，地震活動と不均質構造との関係を明らかに
する研究を進めてきた．

全国の国立大学や研究機関等によって観測されている
地震波形データを収集し，本センターのデータと統合し
て処理している．これらのデータは，日本列島周辺で発
生する地震に対して行った臨時観測データと合わせるこ
とによって高密度な観測網となり，より詳細な地震活動
が明らかになった．
2.2　陸域機動地震観測
2.2.1　�内陸地震発生域における不均質構造と応力の蓄

積・集中過程の解明
2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震以

降，本震時のすべりと余効変動により内陸地震の震源断
層域の応力状態が変化し，東北地方を中心に地震活動が
変化した．阿武隈山地南部では，本震の 1 ヶ月後の 4 月
11 日に福島県浜通りの地震（マグニチュード 7.0）が発
生した．また，この地域では地震活動も活発化した．そ
のため，約 60 点の臨時稠密地震観測網を 2011 年 7 月に
展開し観測を続けている．これらのデータからトモグラ
フィー解析による精密速度構造，地殻内地震の S 波偏向
異方性などが求められた 1）．また，臨時観測点データと
周辺域の定常観測点のデータとの統合処理を行い，連続
波形記録に対して自動処理を施すことで地震活動を多数
検出した．茨城県北部側の地震活動度は，福島県南東部
に比べて高い状況にあり，南西傾斜と北東傾斜の複数の

断層面に沿って地震活動が継続している．
新潟 - 神戸歪集中帯の中に位置し 1891 年に発生した

国内最大規模の内陸地震である濃尾地震の断層域にお
いて，全国の大学・関係機関と共同で，2009 年から 5 年間，
地震観測，地球電磁気観測，GPS 観測等による地球物
理的総合観測を実施した．その結果，内陸地震の発生に
関しては地表近傍の構造だけでなく，下部地殻の構造や
地殻の下に沈み込んでいる海洋プレートから供給される
流体の影響が大きいことがわかってきた 2）．

2.2.2　�プレート境界域における不均質構造と地震活動
の解明

深部低周波微動活動度が異なる地域下での沈み込む
プレートやマントルウエッジの構造を高分解能で明らか
にし，それらを比較することで，スロースリップや深部
低周波微動等の多様なプレート間の滑り現象を規定する
地下構造異常を抽出する研究を進めた．

東海地方から紀伊半島を経て四国にいたる地域は，
フィリピン海プレートの沈み込みに伴い，低周波微動・
地震が発生し，構造的にもプレート境界域に強い反射面
が観測されており，この地域での観測研究を継続的に実
施した．2009 年から紀伊半島南部の低周波地震発生域
直上で稠密自然地震観測を行った．その結果，低周波地
震発生域近傍で P 波速度が低下し，Vp/Vs 値が大きくな
る傾向がみられた．また，2009 年は紀伊半島での地殻
構造探査を実施した．稠密地震計アレイ観測も実施した
3）．2015 年以降，深部低周波微動活動が明瞭な領域の紀
伊半島で稠密自然地震観測を実施し，深部低周波微動
活動度と沈み込むフィリピン海プレート内の構造不均質
との関連が議論されている．また，東海地域において約
80 点から成る稠密地震計アレイを展開し，固着域から
深部遷移領域における地下構造の深さ変化を明らかにし
た 4）．

2011 年東北地方太平洋沖地震前のおよそ 1 ヶ月間に
発生した地震活動を解析した結果，本震の破壊開始点へ
向かうゆっくりすべりの伝播が，ほぼ同じ領域で 2 度に
わたって起きていたことを明らかにした 5）．また，余震
分布の特徴と大滑り域の相補関係を東北地方太平洋沖
地震の余震活動に適用することで，本震発生時の大滑り
域の広がりを推定した．

2.3　海域地震観測
沈み込み帯における地震発生は，プレート境界面にお

ける摩擦によってひずみが蓄積し，地震時に蓄えられた
ひずみエネルギーが解放される現象である．地震発生に

（６）　東京大学地震研究所
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関するプレート境界の性質は，境界の形状および温度や
水の含有量といった物性によって決定されると考えられ
ている．低周波イベントからプレート境界型巨大地震ま
で，その発生メカニズムを理解する上で，プレート境界
の固着程度の把握，およびその周辺の構造や物性を詳細
に理解することは必要不可欠である．さらには，プレー
トの沈み込みに伴う脱水反応によって生成された水の挙
動が，上盤プレート内の内陸地震の発生に関与している
こともわかって来た．そこで，沈み込み帯の全体構造の
把握，およびプレートの沈み込みに伴う諸現象の理解を
通して地震発生メカニズムの解明をめざし，海域での地
震観測や制御震源地震波構造調査などによる研究をす
すめている．

房総半島東方沖では，首都圏直下地震発生領域の東
縁に接して，6 ～ 7 年の周期を持ってスロースリップが
発生している．房総沖での地震活動を把握し，構造との
対比から本領域の地震発生メカニズムを解明することを
目的として，2009 年から 2010 年にかけて長期観測型海
底地震計を用いた海域地震観測を行った．さらに短期
観測型海底地震計を加え，海溝軸並行測線で構造調査
も行った．ここで得られた観測データを用いて震源と速
度構造の同時決定インバージョン解析を進め，フィリピ
ン海プレートの沈み込む形状などを明らかにした 6）．ま
た構造調査からは，沈み込むフィリピン海プレートと太
平洋プレートの構造を明らかにした．相模トラフに沿っ
た測線は，房総沖スロースリップ発生域の南限を通って
おり，この発生域に対応するプレート境界からの反射波
振幅強度の増加が見られることを明らかにした 7）．有限
差分法による振幅評価を行った結果，スロースリップ発
生域周辺のプレート境界の速度は若干遅くする必要があ
り，水を豊富に含む物質あるいは粘土鉱物が多く含まれ
ている可能性を示した．

スロースリップ発生域周辺では 2012 年から海底圧力
計による海底上下変動連続観測を開始し，現在も観測を
継続中である．本観測中の 2014 年 1 月にはスロースリッ
プが発生し，海底での上下変動を検出した 8）．

茨城県の東方沖合～ 100 km では，太平洋プレートの
沈み込みに伴って，～ 20 年周期でマグニチュード 7 級
の地震が繰り返し発生してきた．2004 年の海域構造調
査，および 2005 年海域地震観測から，深さ 10 km に海
山が沈み込んでおり，繰り返し地震の断層がその沈み込
み前縁部に位置すること，また海山上のプレート境界で
は地震活動が見られないことを明らかにした 9）．2010 年
10 月から，この海山前縁部周辺領域に長期観測型海底
地震計を用いた高密度なアレイを構築し，およそ 1 年間
の地震観測を行った．またこの観測網を通る測線で，エ
アガンを人工震源とした構造調査を行った．本観測期間

中には東北地方太平洋沖地震が発生し，さらに本震震源
域南限に位置した本観測アレイの近傍で最大余震が発
生した．本震発生前後での地震活動を比較すると，本震
発生後は震源域南限全域で地震活動が活発化している
が，特に沈み込む海山の前縁部周辺域で非常に活発化
していることがわかった．また，海山沈み込み最前縁部
において，地震活動の空白領域が存在する可能性が示さ
れた．さらにこの地震活動と本震および最大余震の発生
との関連について詳細に調べたところ，本領域の活動が
本震よりも最大余震によって活発化したことを明らかに
し，本震のプレート境界面すべりが茨城県沖まで達しな
かった可能性について議論した．これまでの海山の沈み
込み前方で発生したマグニチュード 7 以上の地震の発生
様式を比較すると，海山の沈み込み前方基底部で地震が
発生し，その後にプレート境界面上の沈み込み深部を震
源としてマグニチュード 7 以上の地震が発生するという
パターンが見られる．

三陸沖の北緯 39 度には，南側の地震活動の活発な領
域と北側の非活発な領域の境界が存在することが知られ
ていた．2001 年に海域地震波構造調査を行い，地震活
動とプレート境界反射波の振幅の間に，良い反相関の関
係があることを明らかにしていた 10）．この境界領域は，
東北地方太平洋沖地震震源域の北限に当たると考えら
れ , 地震発生前後でプレート境界の反射強度に変化が見
られるか確認するために，2013 年 9 月に以前と同じ測
線上において構造調査を行った．2013 年構造調査の結
果，プレート境界の深さが変化しているように見え，反
射波強度の変化も見られた．

2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震発生直後より，
海底地震計を用いて日本海溝沿いで余震観測を続けて
いる．本震時にプレート境界が大きくすべった本震震源
付近では余震活動が低調であること，また福島県沖から
千葉県房総半島沖の震源域南部では余震が少ないこと
から，本震時の破壊がこの付近で停止したことを明らか
にした 11）．その後継続している東北地方太平洋沖地震
震源域における海底地震観測は，長期観測型海底地震
計を用いてモニタリング的観測を行っていることが特徴
である．

2009 年にチリ沖プレート三重会合点付近における海
底地震観測を行った．ニュージーランド北島ヒクランギ
沈み込み帯における海陸統合地殻構造調査や海域地球
物理観測を 2009 年以降継続的に実施している 12）．2017
年からは，メキシコ太平洋沿岸ゲレロ州の沖合において，
プレート間固着を明らかにするために，海底地震地殻変
動観測を実施している 13）．
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３．比抵抗構造探査
電気比抵抗は，温度，水・メルトなど間隙高電気伝導

度物質の存在とそのつながり方，化学組成に敏感な物理
量である．これらの岩石の物理的性質は，すべて，その
変形・流動特性を規定する重要なファクターであり，比
抵抗構造と地震学的諸情報をあわせることで，より詳細
かつ正確な情報を抽出できる．そこで，観測方法や解析
手法の開発を含め，探査を実施してきた．

2009 年には有田川非火山性微小地震域，2012 年には
福島県浜通り地震震源域で広帯域 MT 観測を実施し，
地震発生を駆動するメカニズム解明に資する構造を推定
してきた．2011-2013 年にかけては，濃尾地震断層域で
ネットワーク MT 観測を実施し，ひずみ集中や地震発
生の原因がスラブから供給される水である可能性を指摘
した．2002 年から 2012 年の数度にわたるキャンペーン
観測による富士山周辺域での MT 観測データや地球化
学的観測データ，2010 年から 2013 年に中部東北地方を
おおう地域で実施したメッシュ状超長周期 MT 観測デー
タをとりまとめ，それぞれの地域で 3 次元比抵抗構造を
推定した．2015 年からは，新潟県阿賀野市から福島県
鮫川村に至る 15 観測点での広帯域 MT 法観測を実施し
ている．2016 年からは，豊後水道スロースリップ域やそ
の北側に東西に分布する深部低周波微動域を含んだ広い
領域での深部比抵抗構造を決定する目的と，スロー地震
発生時の電磁気的信号の有無を検証するため，四国西部
においてネットワーク MT 法連続観測を実施している．

ネットワーク MT 法観測では，2015 年 6 月に愛媛県
御荘町，城川町の 2 観測点に 3 成分磁力計を設置して磁
場 3 成分観測を開始し，2016 年 3 月より，愛媛県から
高知県に至る 17 エリアでの長基線地電位差観測を行っ
ている．

2016 年 4 月に発生した熊本地震震源域を取り囲む九
州中部の広い領域での広帯域 MT 観測データから地域
の 3 次元的構造の特徴の抽出を図った．地殻内の地震活
動域と得られた構造との比較から，地震発生域は相対的
に高比抵抗域に分布し，その下部や側方に低比抵抗域が
分布する 14）．

４．�首都圏周辺でのプレート構造調査，震源断層モデル
の構築

首都直下地震は，切迫性が高く，推定される被害が甚
大であると指摘されている．そのため，首都圏下で発生
する地震の姿を明らかにするとともに，建物の耐震構造
技術の向上や災害対応体制の確立により被害軽減につな
げて行くことを目的として，2011 年度まで文部科学省
からの受託研究「首都直下地震防災・減災特別プロジェ
クト」が実施された．地震研究所では「首都圏周辺で

のプレート構造調査，震源断層モデル等の構築等」とし
て，首都圏で中感度地震観測網を構築して自然地震を観
測し，このデータに基づいてプレート構造を推定し，制
御震源等を用いた地殻構造探査の結果と合わせて首都
圏で発生する大地震の震源域の地震学的構造を明らか
にした．歴史地震等の記録の収集・整理・再評価を行
い，首都圏で発生する大地震の発生時系列を明らかにし
た．さらに，首都圏で発生する地震の震源断層モデル・
地下構造等のモデルを高度化した．フィリピン海プレー
ト等の構造を調査するための中感度地震観測点（MeSO-
net）約 300 箇所が関東地域に設置され，自然地震の観測
を行っている 15）．その結果，震源分布や地震波速度と
非弾性常数の三次元的分布，首都圏下のプレート境界面
の形状やプレート内における弱面の存在を把握した 16）．
2012 年度からは，受託研究「首都直下地震防災・減災
特別プロジェクト」が開始された．多くの機能が集中高
度化し，社会経済活動の中枢である首都圏は，災害に
対する脆弱性を内在しており，予期せぬ大災害へ発展す
るおそれがある．そこで，今後予想される首都直下地震
や，東海・東南海・南海地震等に対して，都市災害を軽
減することを目的としている．地震研究所は，「首都直
下地震の地震ハザード・リスク予測のための調査・研究」
として，東北地方太平洋沖地震以降の新たな地震像を首
都圏に展開した観測もデータから解明するとともに，大
規模シミュレーション数値解析法を開発し，災害軽減策
の検討に供する都市の詳細な地震被害評価技術を開発
した．引き続いて，2017 年度から受託研究「首都圏を
中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト」が開
始され， 「官民連携による超高密度地震動観測データの
収集・整備」の一部を地震研究所で担当している．これ
までに解明を進めてきた首都圏の地震像の精緻化や都市
の詳細な地震被害評価に資するものにするため，MeSO-
net と全国規模の地震観測網（K-NET，Hi-net 等）によ
り得られるリアルタイムの観測データ，民間が保有する
地震観測データを統合した超高密度地震動観測データ
を収集・整備して，首都圏の地震ハザード評価に資する．

５．活断層 -震源断層システム
内陸地震の長期評価や発生メカニズムを理解するに

は，地震発生層底部から表層に至る一つのシステムとし
て活断層 - 震源断層を理解する必要がある．このため，
地殻スケールから極浅層に至る反射法地震探査による活
断層の地下構造の解明に主眼をおいた研究を，文部科学
省からの受託研究として，全国の研究者と共同で進めて
いる．2009 年度以降，「神縄・国府津 - 松田断層帯の重
点的観測・研究」・「立川断層帯の重点的観測・研究」・「ひ
ずみ集中帯の重点的調査観測・研究」・「日本海地震・津
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波調査プロジェクト」・「富士川河口断層帯の重点的な調
査観測」・「断層帯深部形状の評価に関する活断層調査
研究」が実施された．相模湾 17），関東平野西部，奥尻
海盆から函館平野に至る区間と，樺戸山地東縁，駿河湾，
中央構造線活断層系（四国地域）18）などにおいて，海陸
統合地殻構造探査，高分解能反射法地震探査を実施し，
断層の地下形状を明らかにした．

全国規模での日本列島の震源断層のモデル化は，島弧
地殻の変形プロセス 19），内陸地震の長期予測，強震動
予測においても重要であり，2010 年から全国の研究者
と共同で，地質・変動地形・重力や地震活動などの地球
物理学データに基づいた総合的な日本列島の震源断層の
マッピングプロジェクトを進めている．

６．プレート境界型地震に関する海域調査観測
海洋プレートの日本列島下への沈み込みに伴い発生す

る巨大地震に関する調査観測として，主に長期観測型海
底地震計を用いた観測を実施した．2011 年東北地方太
平洋沖地震の発生を受けて，文部科学省からの受託研
究「東北地方太平洋沖で発生する地震・津波の調査観測」
を 2011 年から 3 カ年実施し，長期観測型海底地震計を
震源域に稠密展開して，地震直後の地殻活動を把握した
20）．受託研究「東海・東南海・ 南海地震の連動性評価
研究」では，長期観測型海底地震計および高精度水圧
計付広帯域海底地震計の稠密展開による自然地震，低周
波地震・微動及び上下変動のモニタリングを 2008 年か
ら 5 カ年実施した．観測域は，東南海地震と南海地震の
境界域である紀伊半島沖から紀伊水道のトラフよりの海
域である．得られたデータには，通常の地震とは異なる
低周波まで周波数成分をもつイベントが多数記録されて
おり，低周波イベントの特徴が明らかとなった 21）．2013
年から 8 カ年は，受託研究「南海トラフ広域地震防災研
究プロジェクト」により，南海トラフから南西諸島海溝
にかけて，広帯域海底地震観測を実施し，近年注目され
ているスロー地震の海底観測を実施した．2012 年まで
実施された受託研究「ひずみ集中帯の重点的調査観測・
研究」では，中越沖において長期観測型海底地震計によ
る観測を 1 年間実施し，詳細な地震活動を明らかにした．

７．巨大地震・津波及び古い地震・津波の研究
津波データや測地データ，地震データを用いて，世

界の巨大地震の断層運動の詳細や津波の発生過程につ
いて調査している．2011 年東北地方太平洋沖地震を始
め，中南米で発生した 1960 年チリ地震， 2015 年イヤペ
ル地震， 2017 年メキシコ地震やニュージーランド周辺で
2009 年，2016 年に発生した地震などについて，主に津
波データから断層面上のすべり分布の推定や太平洋を横

断する津波の特性の解明を行った 22）.　
津波の伝播速度は，弾性地球や海水の圧縮性の影響

を考慮すると長波速度より遅くなり，遠地津波で知られ
ていた津波到達時の遅延を説明できることを明らかにし
た 23）．また，津波観測点の最適化配置，津波波形の時
間逆転による解析，津波波形のインバージョン手法や
データ同化の改良など，津波波形を用いる解析手法の開
発をおこなった．

北海道・東北地方を中心とする日本海東縁部で津波の
発生が予測される断層モデルを抽出し，様々なパラメー
タに基づいたシナリオ型津波シミュレーションを行っ
た．日本海の自由振動について，その特性を調べて分類
したほか，日本海東縁部の断層について，モード解を用
いてそれらの津波励起特性を調べた．

2015 年に鳥島近海で発生した火山性津波地震につい
て，波源近郊（～ 100 km）に設置された海底水圧計ア
レイや，ケーブル式水圧計記録などに記録された津波波
形を解析し，海底カルデラ内部で大きな隆起現象を伴っ
ていたことを示した 24）．さらに，2009 年，2017 年にケ
ルマデック諸島で発生した火山性津波地震についても，
その発生機構を調べている．

地震研究所や気象庁などに保存されている古い地震
記録を用いて過去に発生した大地震の研究を行った．日
本海東縁部で 20 世紀に発生した大地震について地震・
津波波形記録を用いて断層パラメータの検証を行った．
また，1944 年東南海地震と 1945 年三河地震に対して，
地震後に東京帝国大学が行ったアンケート調査の資料か
ら，震度分布の検討を行った．最近の地震観測網による
地震学データとの比較に基づき古い地震の震源・メカニ
ズムを決定する新たな手法を構築し，明治・大正期の大
地震に適用した．

2017 年度から地震研究所と史料編纂所の部局間連携
機構として「地震火山史料連携機構」が設置された．こ
の機構では，地震研究所で刊行されてきた『新収日本
地震史料』等の史料集を電子化した上で，原本もしくは
翻刻した刊本を参照して点検する校訂作業を行っている
ほか，各地の日記などに書かれた被害を伴わない地震も
含めた「日記史料有感地震データベース」を作成してい
る．これらの史料・データベースに基づいた歴史地震の
研究を行っている．また，歴史地震の震源域を有感地震
の時空間分布から制約できる可能性を，気象庁震度デー
タベースを用いることで示した．

1855 年安政江戸地震に関して，関東地域で新たな史
料調査を行い，神奈川宿についての詳細な被害分布を明
らかにした．また，全国スケールでの震度分布を推定し
た．再検討した震度分布と三次元減衰構造を考慮した震
度計算との比較から，この地震は地殻内地震・太平洋プ



44 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 1 部　地震予知連絡会の活動

レート上面・太平洋プレート内部で発生した可能性は低
く，フィリピン海プレートに関連する地震であった可能
性が高いことを明らかにした．

三陸沿岸宮古市において津波堆積物の調査を行い，浜
堤背後の湿地で過去 2000 年間に発生した 17 層のイベン
ト堆積物を発見した．2011 年東北地方太平洋沖地震の
津波堆積物の特徴を考慮して，これらのイベント堆積物
の起源を推定した．福島県南相馬市でも 2011 年及び過
去に発生した津波堆積物を調査した．また，これらの津
波堆積物データを用いて，2011 年東北地方太平洋沖地
震・869 年貞観地震の震源モデルの検討を行った．

琉球海溝沿いのサンゴのマイクロアトールの形状・年
代から過去の水面変動を復元し，過去の地震による海面
変動を調べる目的で，与論島，沖縄本島，石垣島，宮古
島などで試料を採取し，解析を行っている．

８．スロー地震学プロジェクト
スロー地震とは，普通の地震に比べてゆっくりした断

層すべり現象の総称であり，揺れを生じない，または揺
れ方がゆっくりで振幅が小さい．このような特別な地震
が，2000 年前後に日本全国に展開された地震・GNSS
観測網によって発見され 25），その後，環太平洋の各沈
み込み帯でも次々と見つかってきた．スロー地震は巨大
地震震源域を取り囲むように分布し，種類の異なるス
ロー地震がしばしば同時に同じ場所，あるいは隣の場所
で起こる．つまり，スロー地震同士には，強い相互作用
が働いている．したがって，巨大地震震源域の周囲でス
ロー地震が頻発すると，地震発生の場が次第に変化し，
地震発生に繋がるかもしれない 26）．そのため，スロー地
震に対する理解を深めることは非常に重要である．そこ
で，スロー地震による低速変形と普通の地震つまり高速
すべりとの関係性を含め，これらの地震現象を統一的に
理解することを目指す目的で，科学研究費新学術領域研
究「スロー地震学」プロジェクトが 2016 年より 5 年計
画で開始した．スロー地震研究は，まだ 20 年にも満た
ない．基本的な発生様式も分からないことが多い．地下
深部にある発生場所の物質・物理条件はまだ不明である．
さらに，その支配物理法則は定性的にも分からないこと
ばかりである．そのようなスロー地震の謎を解き明かす
ため，旧来の地震学・測地学だけではなく，地質学，物
理学などのアプローチを結合し，スロー地震の発生様式，
発生環境，発生原理の解明に向けて，研究を進めている．
地震研究所では，超低周波地震の検出精度を向上させる
ため，四国西部・九州東部において広帯域地震計の観測
継続を行うとともに，南海トラフ近傍で発生する浅部ス
ロー地震を様々な帯域で捉えるため，日向灘において海
底圧力計・地震計の観測を行った．また，2019 年度に

は四国西部の陸域で制御震源を用いた地震波速度構造
調査を実施した．

９．大地震の震源過程解析と強震動の生成過程の研究
東日本大震災を引き起こした 2011 年の東北地方太平

洋沖地震は，世界で初めて強震と遠地，測地，津波の稠
密ネットワークによって観測された超巨大地震である．
しかし，個別データセット単独では限られた分解能しか
持っていないので，複数のデータセットに対して合同イ
ンバージョンを行い，統合震源モデルを構築した 27）．さ
らに，この地震以前の東北地方太平洋沖におけるすべり
欠損の状態や，地震時の強震動パルス源の特定，地震後
の余効変動の状況も併せて解析した．

震源過程解析の精度向上のために，三次元グリーン関
数の計算手法の研究を進めるとともに，1923 年関東地
震，1952 年と 2003 年の十勝沖地震，1995 年兵庫県南部
地震などに対して，三次元グリーン関数を用いた震源過
程解析を行った．

強震動研究は，地震の震源の破壊過程・地震波波動
伝播・震動といった一連の現象を理解することが目的で
ある．強震動をともなう地震は，他の自然災害に比べて
稀にしか起こらないため，起こった地震の詳細な震源モ
デルを着実に蓄積することに格別の重要性がある．これ
らの震源モデル群からは海溝型地震のスケーリング則
などが見出された．また，2007 年新潟県中越沖地震や
2009 年ラクイラ地震などでは広帯域の解析を行い強震
動の生成過程を検討した．

１０．地震活動予測実験（CSEP）
国際共同実験である「地震活動予測実験［Collaboratory 

for the Study of Earthquake Predictability（CSEP）］」に
日本も 2009 年から参加して，実験検証センターを地震
研究所に設置した．この実験では，事前に厳密な予測の
ルールを定め，真に将来の地震発生を予測する実験と，
その検証を統計的に厳密に行っている．日本の予測検証
実験では，対象領域を「海域を含む日本全域」，「陸域だ
けの全国」，「関東地方」の 3 つとし，予測対象期間を 1 日，
3 ヶ月，1 年，3 年とした 28）．提案されている地震予測
モデルは 160 を超え， CSEP に参加している研究機関の
中でも最多である．東北地方太平洋沖地震後においては，
CSEP ルールの枠にとらわれないテスト領域での評価や
新たな評価インデックスの開発などを進めた．

１１．地殻変動
房総半島沖では，群発地震活動を伴う Mw 6.6-6.7 のス

ロースリップが数年間隔で繰り返し発生してきた．これ
らのスロースリップのメカニズムの理解に向けて，千葉
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県の太平洋沿岸で 2011 年以来，GNSS 連続観測を実施
してきた．このデータと国土地理院 GEONET の GNSS
データを用いて，1996 年から 2014 年に発生した 5 個の
スロースリップのすべりの時空間変化を推定した 29）．ま
た，1996 年のスロースリップに対する推定結果を速度・
状態依存摩擦構成則を用いてモデル化し，すべり速度の
時空間変化が条件付安定の摩擦特性で良く説明できるこ
とを明らかにした．

地震研究所が東海地方で行ってきた GNSS 連続観測
で得られたデータ及び GEONET のデータを用いて，東
海地方でのプレート境界で 2013 年以降に発生した長期
及び短期 SSE のすべりの時空間発展を明らかにした

GEONET 及び京都大学の GNSS データから，八重
山諸島周辺のプレート境界で 2010 年から 2013 年に発
生した 5 個のスロースリップのすべり時空間変化を推
定した．

2011 年東北沖地震の余効変動のメカニズムの理解に
向けて，摩擦構成則に従う余効すべりとマントルの粘弾
性応力緩和を組み合わせた余効変動の物理モデルを構
築した．

１２．精密な重力観測
長野県松代において，超伝導重力計を用いた重力連続

観測を行っている．重力計の記録から，2011 年 3 月 11
日の東北地方太平洋沖地震のあと，年間およそ 10 マイ
クロガルという大きなレートで重力が減少を続けている
ことが明らかになった．この観測点は，地震の震源域か
らは 400km 以上離れており，GEONET によるGNSS デー
タから推定される上下変動は比較的小さいにもかかわら
ず，このように大きな重力変化が見られるのは，地震の
あと継続しているアフタースリップあるいは粘弾性緩和
による地下の密度変化をとらえていると考えられる．

沖縄県石垣島において，2012 年から超伝導重力計に
よる重力連続観測を行なっている．この地域の地下では，
約半年に一度，スロースリップが発生していることがわ
かっている．この観測では，地下の高圧流体がスロース
リップの発生にどのように関わっているかを，重力をと
おして解明することを目的としており，大気・海洋・地
下水が相互作用を及ぼしあい，重力に複雑な影響を及ぼ
していることがわかってきた．

１３．大地震の緊急臨時観測
2009 年以降，日本及び海外で大地震が発生した場合

には，緊急観測を実施した．
2010 年 10 月 2 日 12 時 35 分に新潟県上越市でマグ

ニチュード 4.0 の地震が発生した．震源域が高田平野東
縁断層帯の近傍に位置するため，10 月 4 日から 21 日ま

で臨時観測を行った．観測点は，1 Hz3 成分の地震計と
オフライン型のレコーダーの組み合わせで，震源域の直
上に 4 か所を選定した．

2011 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分頃に発生した東北地
方太平洋地震（M9.0）については，地震発生直後より，
海底地震計を用いて日本海溝沿いで余震観測を続けて
いる．また，東北地方太平洋沖地震にともない活発化し
た北茨城・いわき地域の誘発地震群を観測するために，
高密度な地震観測網を展開した．

2014 年 11 月に発生した長野県北部を震源とする
M6.7 の地震について，余震域を含む領域に臨時地震観
測点を約 1km 間隔で 163 箇所に設置し，独立型地震観
測システム（GSX-3 システム）を用いた稠密余震アレイ
観測を実施した．観測は ,2014 年 12 月 3 日から 2014 年
12 月 21 日まで実施した．

2015 年 4 月，ネパール国の首都カトマンズの約 80km
北西で，Mw7.8 のネパール・ゴルカ地震が発生した．
詳細な余震分布や地震波速度構造を明らかにすること
を目的とし，ネパール科学技術院（Nepal Academy of 
Science and Technology）とトリブバン大学トリチャン
ドラ校と共同で，ゴルカ地震の震源域を横切る稠密余震
観測を 2015 年 8 月と 11 月の 2 回，実施した 30）．

2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分頃，熊本県を震源とする
マグニチュード 6.5 の地震が発生し，震度 7 が観測され
た．震源地は，2000 年 6 月頃にマグニチュード 5.0 の地
震を含む群発地震が発生した地域であった．地震発生翌
日に現地入りして観測点の復旧と新たな臨時観測点を設
置した．その夜，4 月 16 日 1 時 25 分頃，マグニチュー
ド 7.3 の地震が発生して，再び震度 7 を観測したため，
全国の機関と共同して，臨時観測点を設置した 31）．

長野県北部では，2016 年 6 月 25 日 13 時 51 分頃，風
吹岳大池付近を震源とするマグニチュード 4.8（最大震
度 4）の地震が発生した．今回の活動は，非常に浅く，
やや活発なことと，徐々に活動域が広がっていることか
ら，震源地の近傍に臨時観測点を 4 点設置して，臨時観
測を実施した．

2016 年 10 月 21 日 14 時 7 分頃，倉吉市周辺でマグニ
チュード 6.6 の地震が発生し，最大震度 6 弱を観測し，
臨時地震観測点を展開した．

島根県東部では，2018 年 4 月 9 日 1 時 32 分に，M6.1
の地震が発生し，大田市では震度 5 強を観測した．そこ
で，京都大学防災研究所，九州大学等と共同で，臨時の
観測点を震源域周辺に展開した．

大 阪 府 北 部 で は，2018 年 6 月 18 日 8 時 30 分 に，
M6.1 の地震が発生し，高槻市や茨木市等では震度 6 強
を記録した．そのため，周辺の活断層との関係，今後の
地震活動の拡大，周辺の活断層に対する影響等を解明す
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るため，京都大学防災研，九州大学および関西大学と共
同で臨時観測を行った．臨時観測点としては，固有周期
1 秒の三成分地震計によるテレメータが 4 ヶ所，2Hz も
しくは 4.5Hz の上下動地震計による現地収録が約 50 ヶ
所であった．

北海道胆振地方東部では，2018 年 9 月 6 日 3 時ころ
に M6.7 の地震が発生した．そこで，全国の研究者によ
る合同余震観測が行われた．臨時観測点は，主として固
有周期 1 秒の三成分型地震計によるオフライン観測 25
点およびテレメータ観測点 3 点である．

2019 年 6 月 18 日 22 時 22 分頃に発生した山形県沖の
地震（Mw6.4）について，震源域直上において海底観測
を 7 月 5 日から 13 日まで実施した．対象海域が浅海で
あることから，本観測のために簡便な係留ブイ方式によ
る海底地震計を開発した．

１４．観測・計測技術開発
地震の予測のためには，地震発生に至る過程であら

われる地殻現象を観測によって把握することが必要であ
る．海域は地震地殻変動観測の空白域であるため，海底
における地震地殻変動の観測手法の確立をめざした技術
開発を行ってきた．

海底ケーブル式地震津波観測システムは，リアルタイ
ムでデータを陸上に伝送することが可能であり，海域に
おける観測研究に大きな役割を果たす．そこで，システ
ムの冗長性により信頼性を確保して，小型・軽量化によ
り，より低コストのインライン型海底ケーブル式地震津
波観測システムの開発を行った．開発したケーブル式観
測システムは，上記目的を達成するために，インターネッ
ト技術を用いていることが特長である．2010 年に 1 号
機を新潟県粟島近海 32）に，2015 年に 2 号機を岩手県釜
石市沖に設置した．

従来の長期観測型海底地震計 33）の高度化を行った，
海底上下変動観測のために広帯域海底地震計に精密水
圧計を搭載した．また，長期観測型海底地震計に小型
広帯域地震計を搭載した小型広帯域海底地震計を開発
した．

海底地震観測の高度化として，従来の広帯域海底地
震計の地震学的な雑微動雑音レベルを下げるためにセン
サー部をデータ記録部から独立させ海底面に埋設する構
造の新型広帯域海底地震計を開発し，陸上観測点と比
較可能な雑音レベルを確保した 34）．さらに機動的に広
帯域地震・傾斜同時観測を行う広帯域海底傾斜地震計
の開発を実施した．

海底において，短時間で広域にわたり詳細な重力を計
測することを目的として，自律型無人探査機に代表され
る海中移動体に搭載して，重力データを取得する移動体

搭載型海中重力計システムの開発を，2012 年から 2017
年まで行った 35）．沖縄トラフ伊是名海穴において，地下
の鉱物資源に起因すると思われる重力異常を検出し，地
下構造の推定を行った．

地震・火山現象を理解するためには地下深部の観測
が不可欠であるが，機器を設置できるのは地球全体の規
模からすると地表に近いごく一部の領域にすぎない．そ
のため観測機器の精度の向上や観測範囲の拡大を目指し
て，レーザー干渉計などの光計測を用いた新たな観測機
器の開発に取り組んでいる．レーザー干渉計は高精度・
低ドリフトの変位センサーであり，地震・地殻変動観測
機器へ組み込むことにより観測装置の高精度化や装置の
小型化ができる．また光を用いた計測手法は，半導体素
子では観測が難しい地下深部・惑星探査など極限環境
での高精度観測を可能にする．神岡で進められている重
力波望遠鏡建設計画（KAGRA）と連携し，1 桁以上スケー
ルアップした長さ 1500m のレーザー伸縮計を KAGRA
トンネル内に建設し，観測を 2016 年から行っている 36）．

（平田　直・佐竹　健治・篠原　雅尚）
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１．はじめに
東京工業大学理学院（2016 年度の学内組織改革によ

り火山流体研究センターは理学院の組織となった）では，
電磁気探査と地震波解析により，内陸地殻および沈み込
む海洋プレートの不均質構造，地震活動の理解に向けた
研究を行ってきた．こ こでは，この 10 年間の主な成果
を報告する．

２．電磁気観測による三次元比抵抗構造
地震発生場の流体分布を明らかにすることは重要であ

る．このためには，流体の存在とその繋がりに敏感な物
理量である比抵抗分布を解明することが有利であり，電
磁気観測による比抵抗構造探査が有用である．これまで
の電磁気観測では，測線状に観測点を配置して 2 次元
断面解析を行うことがなされてきたが，ここ 10 年間で，
観測点を面的に配置して 3 次元比抵抗構造解析を行うこ
とができるようになった．東京工業大学では，地形を含
めた 3 次元比抵抗構造解析プログラムを開発した 1–3）．

2.1　地殻・最上部マントルの比抵抗構造
火山体深部から浅部に至る流体分布が 3 次元的に解

明された（例えば図 1）4–9）．火山体深部から内陸地震震
源への流体の移送経路も明らかになった 4,10） ．

東北地方の広域的な 3 次元比抵抗構造モデリングから
脊梁山地に沿ったモホ面から下部地殻に至る低比抵抗分
布 11）やマントルウェッジ内の比抵抗分布が 3 次元的に明
らかになった 12）．

北アナトリア断層についてはこれまで Izmit 地震震源
域で比抵抗構造探査を実施してきたが，さらにその西方
の延長であるマルマラ海で海底電磁気観測を実施した．
マルマラ海東部の海域での 2 次元断面解析から，断層
直下の深部延長に流体たまりと思われる低比抵抗異常体
を特定した 13）．

2.2　プレート境界の流体分布とプレート間カップリング
New Zealand 北島北東部のヒクランギ沈み込み帯で，

稠密な MT 観測を行い，プレート上面の比抵抗分布と
GNSS 観測から求められる面積ひずみとの対応が見出し
た（図 2）14,15）．さらにプレートのカップリング強度が南
から北に向かって徐々に弱まる北島東中央部で稠密な観
測を行い，プレート上面の比抵抗が面積ひずみ速度と同
じく，北に向かって小さくなることを明らかにした 16）．

３．地震時の電磁気現象
北アナトリア断層で 1999 年に発生した Izmit 地震に

ついて，偶然にもアレイ状の観測点で電磁場観測データ
が取得されていた．そのデータを解析した結果，地震発
生前後で比抵抗変動が見出された 17）．

また地震時には，地球磁場中で地殻が運動するために
起電力が生じることを地震ダイナモ効果として提唱し，
観測データを説明できるモデルを提案した 18,19）．

４．地震波観測による地殻・上部マントルの不均質構造
4.1　新潟 -神戸ひずみ集中帯に沿う減衰構造

日本列島の顕著なひずみ集中帯である新潟 - 神戸ひず
み集中帯を含む中部日本の地殻・最上部マントルの 3 次
元 P 波減衰構造を推定した 20）．その結果，新潟 - 神戸
ひずみ集中帯に沿った下部地殻は高減衰を示し，その広
がりは地震波低速度異常域の広がりとほぼ一致すること
が明らかになった．また，沈み込むフィリピン海スラブ
は低減衰域として明瞭にイメージングされた．ひずみ集
中帯下の下部地殻で減衰が大きいという観測事実は，地
表のひずみ集中は下部地殻における弾性・非弾性不均質
構造と密接に関係していることを強く示唆している．
4.2　深部低周波地震発生モデルの提案

西南日本の深部低周波発生域に沿う約 1000 km にわ
たる領域において地震波速度・減衰・異方性構造を推定

（７）　東京工業大学理学院

図2　�ニュージーランドヒクランギ沈み込み帯のプレート面上の
流体分布とプレートカップリング 15）．

図 1　�鳴子火山（N）を横切る地殻比抵抗断面 4）．比抵抗スケー
ルは対数（ohmm）．
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した結果，低周波地震発生域と非発生域（関東・伊豆・
紀伊水道・九州）ではプレート境界直上の構造が大きく
異なることが明らかになった 21）．低周波地震発生域の上
盤側では地震波速度・減衰は標準的であり異方性は弱い
のに対し，低周波地震非発生域では上盤側の地震波速
度は遅く，減衰・異方性が大きい．この特徴は低周波地
震発生域直上のマントルウエッジは低速度・高減衰を示
すとした従来の研究とは逆のセンスである．得られた結
果にもとづき，水が上盤側にほとんど放出されず，プレー
ト境界の間隙水圧上昇に寄与する領域で低周波地震が
多く発生するというモデルを提案した（図 3）．

4.3　スロースリップに伴う水の放出
茨城県南西部のフィリピン海プレート上部境界面およ

びその直上で発生している地震の解析から，プレート境
界では繰り返し地震の活動が約 1 年周期で活発化するこ
と，その活動と同期してプレート境界直上の地震波の減
衰特性が大きくなること，さらにそれから数ヶ月遅れて
浅い地震活動が活発化することが明らかになった 22）．繰
り返し地震の活発化は，約 1 年周期で発生するプレー
ト境界でのゆっくりすべりが原因であり，ゆっくりすべ
りに伴ってプレート境界の水が上盤に排出されることで
地震波の減衰が大きくなり，また数ヶ月かけて浅部に上
昇した水が上盤プレート内で地震を誘発すると考える
と，地震活動および減衰構造の時空間変化を説明できる

（図 4）．

５．まとめ
最近 10 年間の研究により，内陸地震，地殻変形，プレー

ト境界カップリングへの水の寄与やスロースリップに伴
う流体の移動，断層や火山体下の地殻・マントルウエッ
ジにおける流体分布をなどに関して新しい知見を得るこ
とができた．今後も地震発生モデルの高度化に資する研
究を進めていく予定である．

（小川　康雄・中島　淳一）
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１．はじめに
名古屋大学環境学研究科附属地震火山研究センター

は，犬山地震観測所（設置 1965 年，以下同），高山地震
観測所（1969 年），三河地殻変動観測所（1969 年），地
震予知観測地域センター（1975 年）を 1999 年に統合・
改組した地震火山地域観測センターを母体としている．
当初は理学部附属施設であったが，2002 年に環境学研
究科の附属施設になり，2003 年には地域防災分野を加
えて，地震火山・防災研究センターとなった．

  2012 年に全学組織として減災連携研究センターが設
立された．これに伴い，地震火山・防災研究センターは
地域防災分野を減災連携研究センターに移し，地震火山
研究センターとなった．地震火山研究センターから専任
教員 1 名が減災連携研究センターに異動したほか，複数
名の教員が連携教員として関わっている．

2017 年には長野県・木曽町・王滝村の協力を得て御
嶽山火山研究施設を開設した．

２．御嶽山火山研究施設の開設
2014 年に発生した御嶽山噴火は戦後最大の火山災害

を引き起こした．この災害において，地元自治体と専門
家との十分な連絡体制ができていなかった反省から，長
野県や地元自治体が御嶽山地域への研究施設の必要性
を強く希望した．それを受けて，名古屋大学は長野県・
木曽町・王滝村の協力を得て 2017 年度に地震火山研究
センター内の御嶽山火山防災研究寄附分野を設置し，そ
の活動拠点として御嶽山火山研究施設を木曽町三岳支
所内に開設した．現在は長野県の支援による研究スタッ
フが週末を中心に勤務しており，火山活動状況の把握と
評価，住民・行政と連携した防災力向上に積極的に関与
していく体制を整えた．

３．最近 10年の観測網の変遷
最近 10 年で大学を取り巻く環境が大きく変わり，地

震・地殻変動観測網を維持する予算が削減されている状
況が続いている．これに伴い，観測網の維持管理や通信
費等の合理化を実施してきたが，人員削減等もあり定常
観測網の維持が困難になりつつある．名古屋大学では複
数の定常地震観測施設，および地殻変動観測施設を廃
止，あるいは他機関に移管するなどの対応を実施してき
た．一方，御嶽山周辺の観測網を充実させるなどを実施
し，観測網の「選択と集中」を模索する状況が続いている．

４．主な研究成果
ここでは最近 10 年の主な研究成果をプレート境界域，

内陸域，海洋プレート域，火山域，および構造探査に分
類して紹介する．

4.1　プレート境界域
4.1.1　海底地殻変動観測

名古屋大学では南海トラフ域，および琉球海溝域に海
底地殻変動観測を展開しており，特に南海トラフ域では，
フィリピン海プレート上にも海底局を設置することで，
海溝軸を挟む海底地殻変動観測を実施している．紀伊半
島沖の海底地殻変動観測の結果，海溝軸沿いの最も浅
い領域のプレート間の固着率は約 70％と推定された 1,2）．

一方，西南日本の海底地殻変動観測と GEONET の観
測結果を統合した地殻変動速度場を用いて，マルコフ連
鎖モンテカルロ（MCMC）法を用いた内陸のブロック
運動を考慮した解析手法を確立し，南海トラフ域の空間
的に不均質なプレート間固着の分布を明らかにした 3）．
また，琉球海溝域の海底地殻変動観測により沖縄本島の
沖には強い固着領域が存在することを明らかにし，この
セグメントは 1791 年の津波イベントの震源域と一致し
ているが，スロースリップイベントの活動地域と重複し
ていないことを明らかにした 4）．
4.1.2　東海地方における精密制御震源システム

2006 年に岐阜県各務原市で稼働させていた精密制御
震源装置を愛知県豊橋市の名古屋大学の三河観測所に
移設し，稼働させている．このシステムによる東海地震
震源域の固着状態のモニタリングの可能性を静岡大学，
気象研究所とともに探っている．この研究の中で，約
10 年間の S 波速度の時間変化を調査したところ，2011
年東北地方太平洋沖地震（以下，2011 年東北沖地震）
に伴う S 波速度のステップ的な低下（-0.01 ～ -0.04％），
および，S 波速度の経年的な増加（0.002 ～ 0.008 %/
year）が観測された．これらの S 波の速度変化は観測領
域全体で観測されており，速度変化の方位依存性が存
在することを明らかにした 5）．
4.1.3　2011年東北地方太平洋沖地震

2011 年東北沖地震の地震時の GPS 変位データ，およ
び海底地殻変動データから地震時のすべり分布を求め，
宮城沖と福島沖の 2 つの地震間すべり欠損域にまたがる
バイモーダルな地震のすべり分布を推定した．宮城沖の
すべり欠損域での異常に大きな地震すべりは，基盤とな
る 300 km サイズのアスペリティの完全な破壊を示唆し
ていることを明らかにした 6）．一方，地震波による解析
では，2011 年の地震が過去に発生した M7-8 クラスの地
震のアスペリティの連動であったことがわかった．また
津波地震である明治三陸地震の震源域では，この地震

（８）　名古屋大学環境学研究科
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でも大きな地殻変動を伴って津波地震となったこともわ
かった 7）．

地震後には GEONET，および海底地殻変動観測によ
り余効変動が観測された．太平洋プレートの沈み込み帯
を 3 次元有限要素法によって表現し，粘弾性応答を含む
グリーン関数を用いて，観測された地殻変動時系列デー
タから余効すべりの時空間発展を推定した．2011 年東
北沖地震時のすべり域と余効すべり域とは相補的な関係
にあることを示した 8）．

一方，東北地方の太平洋沿岸では地震間に地盤沈下
が観測されており，2011 年東北沖地震では 1m を超える
地盤沈下が生じた．一方，地形学的証拠は，同じ地域で
長期的にわずかに隆起していることを示している．この
逆説的な上下変動履歴を解釈するために，地震サイクル
を考慮した変形モデルを構築した．その結果，アセノス
フェアの粘性緩和が地震サイクルの地殻変動パターンに
大きく影響し，地震の発生間隔がアセノスフェアの粘性
緩和時間よりも長い場合，地震間の変形パターンの時間
変化が顕著になることを示した．地震サイクル内の粘弾
性応答による不均一な上下変動の変化が，東北日本の不
可解な上下変動の原因である可能性を示した 9）．
4.1.4　プレート間の衝突

プレート収束境界では，プレートの衝突とプレート境
界面に沿った断層運動によって，プレート間の収束運動
が吸収される．プレートの衝突は，プレート内部に応力
場を生成することから，プレート内部の応力場のパター
ンから衝突速度分布を推定する手法を開発し，伊豆半島
に適用した．その結果，高い衝突率の帯が伊豆半島の衝
突部を取り囲んでおり，中央の衝突帯は，伊豆 - 小笠原
島弧の衝突前線と一致していることから推定した衝突率
分布がプレートの衝突プロセスを説明していることを示
した 10）．

4.2　内陸域
4.2.1　地形効果による地殻応力

岐阜県阿寺断層地域での水圧破砕試験から推定され
た応力は，断層運動と一致していない．地形荷重による
応力を数値計算により求めたところ，最大圧縮応力方向
は，水圧破砕深度での測定と一致した．この結果は，浅
い深さでの地殻応力に対する地形効果の重要性を示し，
水圧破砕から得られた応力が主に地形効果を反映してい
ることを示した 11）．
4.2.2　横ずれ断層の成長過程のシミュレーション

垂直な横ずれ断層形成の初期の段階では，地殻と上
部マントルの変形は均質で単純な剪断応力によって支配
される．断層が成長するに伴い，下部地殻の剪断応力が
局所化し，塑性流動に起因する抵抗により，地震の発生

間隔は 1 桁減少する．断層が下部地殻まで完全に発達し
た後は，断層すべりは断層の相対運動速度に追いつき，
地震は周期的に発生し，最初から数十万年で定常状態に
なる．このモデルは，プレート内の横ずれ断層周辺の応
力の進化を再現し，下部地殻の局所的なせん断帯の発達
とその相互作用を明らかにし，プレート内地震とレオロ
ジー構造との相互作用の重要性を示した 12）．
4.2.3　歪み集中帯における非弾性変形の重要性

2011 年東北沖地震の地震前，地震時，および地震後
の期間の GNSS 解析に基づくひずみ分析によりひずみ
集中帯の非弾性プロセスの評価を行った．地震時の東西
方向のひずみは弾性伸長を示すが，40 ～ 60 km 幅の短
波長成分の局所的な収縮は，地震の前後でも持続してお
り，非弾性プロセスが持続していることを示した 13）．ま
た，局所的な変形の振幅と水平方向の位置の違いは，地
震の前後で異なる変形様式であるとこと示唆している．
この変形様式は，上部地殻と下部地殻の一部を切断する
断層，および断層の上に位置する幅 40 ～ 60 km の弱い
弾性領域によって説明可能であり，ひずみ集中帯の変形
機構には弾性と非弾性の両方が不可欠であることを示し
た 14）．
4.2.4　地震の発生メカニズムと間隙流体の役割

地震のメカニズム解から間隙流体圧場を推定する地震
メカニズムトモグラフィー法を開発した 15）．本手法をス
イス・バーゼル地熱貯留層で誘発された地震活動に適用
し，注水実験に応じた間隙流体圧の時空間変動を推定し
た．その結果，多くの地震は間隙流体圧の上昇によって
引き起こされていることがわかった．これは，断層強度
の低下が誘発地震の主な原因であることを示唆し，これ
までの理論的考察をデータ解析により実証した 16）．また，
同手法のアイデアを使って，2011 年東北沖地震の誘発
地震に間隙流体圧の上昇が関与していることを示した
17）．さらに，同手法を御嶽山麓で発生する群発地震活動
にも適用し 18），地震の発生メカニズムと間隙流体の役割
について調査した．
4.2.5　絶対応力場の推定

間隙水圧をパラメータとして，地震の震源メカニズム
解から 3 次元の絶対応力場を推定する手法を開発した．
本手法を南カリフォルニアのメカニズム解カタログに適
用し，1992 年ランダース地震の直前の絶対応力場を推
定した．その結果，南カリフォルニアの内陸地殻は岩石
の標準状態にあり，深さ 5 km および 10 km の最大剪断
応力はそれぞれ 44 ± 15MPa および 79 ± 24 MPa と見
積もられた 19）．
4.2.6　明治 22年熊本地震の震度分布

地球科学的観測が始まる前に発生した熊本地震（1889
年 7 月 28 日；M ＝ 6.3）について，地方史や郷土史，
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新聞等から被害情報を抽出し，この地震の詳細な震度分
布を求めた．現在の表層地盤増幅率（J-shis）と比較す
ると，地盤の悪い場所にある構造物被害が大きいこと，
当時の集落は地盤のよいところに位置していたことなど
がわかった．現在の集落は地盤の悪い地域にまで広がっ
ており，当時は被害が小さかった地域でも今後は大きな
被害出る可能性があることを示した 20）．
4.2.7　スマトラ島のGNSS観測網（AGNeSS）

2005 年 に ス マ ト ラ 島 の 北 西 部 に GNSS 観 測 網
（AGNeSS）を構築し，観測された 2004 年スマトラ－ア
ンダマン地震の余効変動から，粘弾性緩和を考慮した
余効すべりを推定した．最適なレオロジー構造を推定し
て，余効すべり分布を推定した結果，地震のすべり分布
と余効すべり分布は互いに補完的であることを明らかに
した 21）．一方，スマトラ島の内陸部にはスマトラ断層が
存在しており，地震の発生が危惧されていることから，
AGNeSS によりスマトラ断層沿いの地震発生ポテンシャ
ルの評価を行った．解析の結果，スマトラ断層の北部
地域にてクリープセグメントと固着セグメントが推定さ
れ，空間的に不均質な固着状態であることを示し，特に
固着セグメントではマグニチュード 7.0 クラスの地震が
発生する可能性を指摘した 22）．

4.3　海洋プレート域
4.3.1　非線形レオロジーモデル

AGNeSS によって 2012 年インド洋地震発生後の 2 ヶ
月間に急激な変動が生じ，その後に緩やかな推移する余
効変動パターンを観測した．この変動パターンを説明す
るために，不均質構造を考慮した非線形レオロジーの 3
次元有限要素モデルを構築して，応力駆動型の余効す
べりモデルと組み合わせて解析した．その結果，地震後
の急速な余効変動を再現するためには非線形レオロジー
が必要不可欠であることを示した 23）．
4.3.2　海洋プレート内地震とプレートの熱収縮

海洋リソスフェアの年齢に対する海洋プレート内地震
の b 値の正の相関を発見した．最も若い（10 Ma 未満）
海洋リソスフェアの b 値は約 1.0 であるが，中～古い（> 
20 Ma）海洋リソスフェアは 1.5 を超える．この b 値のプ
レート年齢依存性は温度構造ではなく，ひずみ速度と相
関があることを明らかにした 24）．また，海洋プレート内地
震と数値シミュレーションによる海洋プレート内の応力解
放の解析により，若い海洋リソスフェア（5 ～ 15 Ma）の
水平方向の熱収縮について調査した．水平方向の応力解
放割合に大きな不均質があることを発見した．これは海
洋リソスフェアの熱応力に関する進化の数値シミュレー
ションと整合的であり，海洋リソスフェアの底面に働く抵
抗力が 0.44 MPa 未満である可能性を指摘した 25）．

4.4　火山域
4.4.1　2014年御嶽山噴火直前の変化

2014 年御嶽山水蒸気噴火前の地震活動は主に 2014
年 8 月から 9 月に浅い火山性地震と長周期地震が発生
しており，震源の再決定を行った．その結果，地震は
NNW–SSE の方向に垂直に整列し，マグマ - 熱水の流体
の通り道で発生したことを示唆した 26）．一方，長周期地
震は噴火開始 25 秒前に発生し，噴火口から 300 ～ 1000 
m の深さでの垂直クラック亀裂による変動によって発生
したと推定された．この亀裂の方向は，地震の分布と一
致しており，深部から地表へのガスの上昇により噴火の
直前に開かれた既存の断層で発生したと解釈できる 27）．
さらに，噴火開始 7 分半前から始まる傾斜変動の解析
により，深部からの熱供給による地下水の沸騰や減圧に
よって生じる水の沸騰と解釈できる波形の特徴が抽出で
きた．このことから，流体が上方に移動する際に浸透率
バリアを破壊して，噴火につながったと解釈できる 28）．
また，火山直下の局所応力の変化から，火山活動をモニ
ターする手法を検討した 29）．
4.4.2　箱根山におけるS波スプリッティング解析

箱根火山で発生した 2009 年群発地震の震源域周辺
で S 波スプリッティング解析を実施した．その結果，群
発地震の断層走向に対して平行に整列したクラックと
3.5％～ 5.9％のクラック密度の空間不均質があると推定
した．これは，既存のクラック密度の高い領域に地殻流
体が選択的に注入され，その結果群発地震が引き起こさ
れたと考えられる 30）．
4.4.3　桜島における精密制御震源システム

桜島に精密制御震源システムを設置し，火山における
連続モニタリングを 2012 年から実施している．信号は
震源システムから 28 km の地点でも検出され，桜島火
山周辺の信号の振幅減衰特性を明らかにした 31）．また，
桜島の火山活動に関係して，伝達関数の後続波のエネル
ギーの減少が確認されている．この後続波のエネルギー
の減少は噴火活動に対応し，火山活動に伴う地下構造変
化によって引き起こされたと考えられる 32）．

4.5　構造探査
4.5.1　自然地震による構造探査

濃尾平野の地震観測点で得られた自然地震の強震記
録に自己相関解析とレシーバー関数解析を適用し，地
下構造を推定した．推定された地下構造は既存の 3 次
元速度構造モデルや速度モデルと比較して，局所的な
構造の特徴および全体的な地下構造に関して良好な一
致を示した 33）．
4.5.2　電磁気観測による構造探査

御嶽山の群発地震発生域で 2017 年 6 月 25 日に M5.6
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地震が発生した．余震地域周辺で MT 観測を実施し，3
次元比抵抗地下構造を推定した．その結果，2 箇所の導
電性領域が推定され，余震域はこれら 2 つの導電性領域
の間の非導電性領域に位置している．この特徴は不均一
性な岩石，温度，間隙流体分布と関連性を示している可
能性があり，比抵抗構造の調査は，潜在的な地震の規模
の推定とリスクの評価に貢献する可能性があることを指
摘した 34）．
4.5.3　海洋潮汐応答を利用した構造探査

海洋潮汐応答を GNSS 観測網により観測し，解析す
ることで，地下構造を推定する手法を開発した．本手
法を北アメリカ大陸西部地域に設置されている 702 点
の GNSS 観測網に適用し，アセノスフェアが周囲よりも
50kg/m3 程度低い密度であることを定量的に示した 35）．

５．おわりに
この 10 年間に，1 名の教員の転出，2 名の教員と 1 名

の技術職員の定年退職を迎えた．一方で，新たに 3 名の
教員が着任し，当センターの研究分野が大幅に広がった．
次の 10 年はこれらの新たな研究分野と既存の研究分野
をうまく融合し大きな成果に繋げることを期待してやま
ない．

（伊藤　武男）

参考文献
 1） Tadokoro, K., R. Ikuta, T. Watanabe, M. Ando, T. 

Okuda, S. Nagai, K. Yasuda, and T. Sakata, 2012, 
Interseismic seafloor crustal deformation immediately 
above the source region of anticipated megathrust 
earthquake along the Nankai Trough, Japan, Geophys. 
Res. Lett., 39, L10306, 

  doi:10.1029/2012GL051696.
 2） Yasuda, K., K. Tadokoro, S. Taniguchi, H. Kimura, 

and K. Matsuhiro, 2017, Interplate locking condition 
derived from seafloor geodetic observation in the 
shallowest subduction segment at the Central Nankai 
Trough, Japan, Geophys. Res. Lett., 44, 3572-3579, 
doi:10.1002/2017GL072918.

 3） Kimura, H., K. Tadokoro, and T. Ito, 2019, Interplate 
Coupling Distribution along the Nankai Trough in 
Southwest Japan estimated from the Block Motion 
Model based on Onshore GNSS and Seafloor GNSS/
A Observations, J. Geophys. Res., 124, 6140-6164, 
doi:10.1029/2018JB016159.

 4） Tadokoro, K., M. Nakamura, M. Ando, H. Kimura, 
T. Watanabe, and K. Matsuhiro, 2018, Interplate 
Coupling State at the Nansei-Shoto （Ryukyu） 

Trench, Japan, Deduced From Seafloor Crustal 
Deformation Measurements, Geophys. Res. Lett., 45, 
14, 6869-6877, doi:10.1029/2018GL078655.

 5） Tsuji S., K. Yamaoka, R. Ikuta, T. Kunitomo, T. 
Watanabe, Y. Yoshida, and A. Katsumata, 2018, 
Secular and coseismic changes in S-wave velocity 
detected using ACROSS in the Tokai region, Earth 
Planets and Space, 70, 146, 

  doi:10.1186/s40623-018-0917-2.
 6） Hashimoto, C., A. Noda, and M. Matsu’ ura, 2012, 

The Mw 9.0 northeast Japan earthquake: total 
rupture of a basement asperity, Geophys. J. Int., 189, 
1-5, doi:10.1111/j.1365-246X.2011.05368.x.

 7） 山中佳子，2012, 東北地方太平洋沖地震の震源課程
から見えた課題，地震学会，A22-06.

 8） Ito, T., S. Suzuki, K. Sato, and M. Hyodo, 2018, 
Spatio-temporal afterslip distribution following the 
2011 Tohoku-Oki earthquake using 3D viscoelastic 
green’ s functions, AIP Conference Proceedings, 1987, 
020056, doi:10.1063/1.5047341.

 9） Sagiya, T., 2015, Paradoxical Vertical Crustal 
Movement Along the Pacific Coast of Northeast 
Japan, International Symposium on GENAH, 145, 73-
78, doi:10.1007/1345_2015_189.

 10） Hashimoto, C. and T. Terakawa, 2018, Stress data 
inversion to estimate collision rate distribution 
and its application to the Izu Peninsula, Japan, 
Tectonophysics, 744, 47-57, 

  doi:10.1016/j.tecto.2018.06.001.
 11） Kumagai, K. and T. Sagiya, 2018, Topographic effects 

on crustal stress around the Atera Fault, central 
Japan, Earth Planets and Space, 70, 186, doi:10.1186/
s40623-018-0961-y.

 12） Zhang, X. and T. Sagiya, 2018, Intraplate strike-slip 
faulting, stress accumulation, and shear localization 
of a crust-upper mantle system with nonlinear 
viscoelastic material, J. Geophy. Res., 123, 

  doi:10.1029/2018JB016421.
 13） Meneses-Gutierrez, A., and T. Sagiya, 2016, 

Persistent inelastic deformation in central Japan 
revealed by GPS observation before and after the 
Tohoku-oki earthquake, Earth Planet. Sci. Lett., 450, 
366-371, doi:10.1016/j.epsl.2016.06.055.

 14） Meneses-Gutierrez, A., T. Sagiya, and S. Sekine, 
2018, Crustal deformation process in the Mid-
Niigata region of the Niigata-Kobe Tectonic Zone as 
observed by dense GPS network before, during and 



56 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 1 部　地震予知連絡会の活動

after the Tohoku-oki earthquake, J. Geophys. Res., 
123, 7, doi:10.1029/2018JB015567.

 15） Terakawa, T., A. Zoporowski, B. Galvan, and S.A. 
Miller, 2010, High pressure fluid at hypo-central 
depths in the L’ Aquila region inferred from 
earthquake focal mechanisms., Geology, 38, 11, 995-
998, doi:10.1130/G31457.1.

 16） Terakawa, T., 2014, Evolution of pore fluid pressures 
in a stimulated geothermal reservoir inferred from 
earthquake focal mechanisms, Geophys. Res. Lett., 41, 
21, 7468-7476, 

  doi:10.1002/2014GL061908.
 17） Terakawa, T., C. Hashimoto, and M. Matsu’ ura, 

2013, Changes in Seismic Activity Following the 
2011 Tohoku-oki Earthquake: Effects of Pore Fluid 
Pressure, Earth Planet. Sci. Lett., 365, 1, 17-24, 
doi:10.1016/j.epsl.2013.01.017.

 18） Terakawa, T., Y. Yamanaka, H. Nakamichi, T. 
Watanabe, F. Yamazaki, S. Horikawa, and T. Okuda, 
2013, Effects of pore fluid pressure and tectonic 
stress on diverse seismic activities around the Mt. 
Ontake volcano, central Japan, Tectonophysics, 608, 
138-148, doi:10.1016/j.tecto.2013.10.005.

 19） Terakawa, T. and E. Hauksson, 2018, Absolute Stress 
Fields in the Source Region of the 1992 Landers 
Earthquake, J. Geophys. Res., 123, 10, 8874-8890, doi: 
10.1029/2018JB015765.

 20） 山中佳子，新井田倫子 , 2018, 明治 22 年熊本地震
の詳細震度分布 , 地震 2, 70, 233-248, doi:10.4294/
zisin.2017-7. 

 21） Gunawan,　E., T. Sagiya, T. Ito, F. Kimata, T. 
Tabei, Y. Ohta, I. Meilano, H. Z. Abidin, Agustan, I. 
Nurdin, and D. Sugiyanto, 2014, A comprehensive 
model of postseismic deformation of the 2004 
Sumatra–Andaman earthquake deduced from GPS 
observations in northern Sumatra, J. Asian Earth Sci., 
88, 218-229, doi:10.1016/j.jseaes.2014.03.016.

 22） Ito, T., E. Gunawan, F. Kimata, T. Tabei, M. Simons, 
I. Meilano, Agustan, Y. Ohta, I. Nurdin, and D. 
Sugiyanto, 2012, Isolating along-strike variations in 
the depth extent of shallow creep and fault locking 
on the northern Great Sumatran Fault, J. Geophys. 
Res., 117, B06409, 

  doi:10.1029/2011JB008940.
 23） Pratama, C., T. Ito, R. Sasajima, T. Tabei, F. Kimata, 

E. Gunawan, Y. Ohta, T. Yamashina, N. Ismail, I. 
Nurdin, D. Sugiyanto, U. Muksin, I. Meilano, 2017, 

Transient rheology of the oceanic asthenosphere 
following the 2012 Indian Ocean Earthquake inferred 
from geodetic data, J. Asian Earth sci., 147, 50-59, 

  doi:10.1016/j.jseaes.2017.07.049.
 24） Sasajima, R., and T. Ito, 2016, Strain rate dependency 

of oceanic intraplate earthquake b-values at extremely 
low strain rates, J. Geophy. Res., 121, 6, 4523-4537, 
doi:10.1002/2016JB013221.

 25） Sasajima, R., and T. Ito, 2017, Anisotropic horizontal 
thermal contraction of young oceanic lithosphere 
inferred from stress release due to oceanic 
intraplate earthquakes, Tectonics, 36, 1988-2021, 
doi:10.1002/2017TC004680. 

 26） Kato, A., T. Terakawa, Y. Yamanaka, Y. Maeda, 
S. Horikawa, K. Matsuhiro, and T. Okuda, 2015, 
Preparatory and precursory processes leading up to 
the 2014 phreatic eruption of Mount Ontake, Japan, 
Earth Planets and Space, 67, 111, 

  doi:10.1186/s40623-015-0288-x.
 27） Maeda, Y., A. Kato, T. Terakawa, Y. Yamanaka, S. 

Horikawa, K. Matsuhiro, T. Okuda, 2015, Source 
mechanism of a VLP event immediately before the 
2014 eruption of Mt. Ontake, Japan, Earth Planets 
and Space, 67, 187, 

  doi:10.1186/s40623-015-0358-0.
 28） Maeda, Y., A. Kato, Y. Yamanaka, 2017, Modeling 

the dynamics of a phreatic eruption based on a tilt 
observation: Barrier breakage leading to the 2014 
eruption of Mount Ontake, Japan, J. Geophys. Res., 
122, 2, 1007-1024, doi:10.1002/2016JB013739.

 29） Terakawa, T., A. Kato, Y. Yamanaka, Y. Maeda, S. 
Horikawa, K. Matsuhiro, T. Okuda, 2016, Monitoring 
eruption activity using temporal stress changes at 
Mount Ontake volcano, Nature Communications, 7, 
10797, 

  doi:10.1038/ncomms10797. 
 30） Nihara, Y., K. Tadokoro, Y. Yukutake, R. Honda, and 

H. Ito, 2013, Spatial distribution of crack structure in 
the focal area of a volcanic earthquake swarm at the 
Hakone volcano, Japan, Earth Planet and Space, 65, 1, 
51-55, 

  doi:10.5047/eps.2012.05.005.
 31） Yamaoka, K., H. Miyamachi, T. Watanabe, T. 

Kunitomo, T. Michishita, R. Ikuta, and M. Iguchi, 
2014, Active monitoring at an active volcano: 
amplitude-distance dependence of ACROSS at 
Sakurajima Volcano, Japan, Earth Planets and Space, 



 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 3 章　地震予知連絡会構成機関等の活動（この 10 年を振り返って） 57

66, 32, doi:10.1186/1880-5981-66-32.
 32） Maeda, Y., K. Yamaoka, H. Miyamachi, T. Watanabe, 

T. Kunitomo, R. Ikuta, H. Yakiwara, and M. Iguchi, 
2015, A subsurface structure change associated 
with the eruptive activity at Sakurajima Volcano, 
Japan, inferred from an accurately controlled 
source, Geophys. Res. Lett., 42, 13, 5179-5186, 
doi:10.1002/2015GL064351.

 33） Watanabe, T., H. Shimizu, J. Tobita, S. Abe, and K. 
Shiraishi, 2011, Imaging basement structure beneath 
the Noubi Plain, central Japan using strong motion 
records of natural earthquakes, Proceedings of the 
10th SEGJ International Symposium -Imaging and 
Interpretation-, 96-99, 

  doi:10.1190/segj102011-001.24.
 34） Ichihara, H., J. Kanehiro, T. Mogi, K. Yamaoka, N. 

Tada, E. A. Bertrand, and M. Adachi, 2018, A 3D 
electrical resistivity model around the focal zone of 
the 2017 southern Nagano Prefecture earthquake 

（M-JMA 5.6）: implications for relationship between 
seismicity and crustal heterogeneity, Earth Planets 
and Space, 70, 182, 

  doi:10.1186/s40623-018-0950-1.
 35） Ito, T., and M. Simons, 2011, Probing asthenospheric 

density, temperature and elastic moduli below the 
Western United States, Science, 322, 6032, 947-951, 
doi:10.1126/science.1202584.



58 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 1 部　地震予知連絡会の活動

①理学研究科
海溝型巨大地震の長期予測を目指して，岩石実験から

得られた速度・状態依存摩擦則に基づく，地震サイクル
シミュレーション研究を行った．断層領域を N 個の小
断層に分割して計算を行うが，計算時間およびメモリー
は O（N2）を要する．南海トラフや日本海溝での巨大地
震では N が 104 ～ 106 となる超大規模計算となり地球シ
ミュレーター等のスパコンでしか計算が出来なかった．
そこで階層化行列法を初めて地震サイクルミュレーショ
ンに適用し，計算時間を O（NlogN），メモリーを O（N）
に低減することに成功し，大学の大型計算機センターで
の現実的な巨大地震サイクル計算を可能にした 1）．

2011 年東北地方太平洋沖地震に関する研究では，階
層アスペリティモデルを構築し，上記手法を用いた地震
サイクルサイクル計算を行った 2）．また，粘弾性を考慮
した陸域 GNSS および海域の GNSS/A データのインバー
ジョン解析により，余効すべりの時空間発展を求めた 3）．

これまで，上記のように物理モデルに基づくシミュ
レーション研究と観測データの運動学的インバージョン
解析は独立に行われてきたが，大気海洋分野で開発され
た両者を融合するデータ同化手法を用いて，余効すべり
と長期的スロースリップ GNSS データを解析し，摩擦パ
ラメータ推定およびすべりの発展予測を行う 2 手法の開
発を行った．一つは，アジョンイント法による解析で，
2003 年十勝沖地震の余効変動をデータとして摩擦パラ
メータと余効すべりを推定した 4）．もう一つは，アンサ
ンブルカルマンフィルター法による解析で，八重山およ
び日向灘で繰り返し発生するスロースリップデータを対
象に開発を行った．スロースリップに関しては，現在は
双子数値実験の手法開発段階であるが，GNSS データを
用いた実データ解析が期待される．

また，南海トラフ巨大地震発生前 50 年から地震後 20
年間に西南日本内陸で地震活動が活発化することが知ら
れているが，その物理機構は不明であった．東西圧縮，
フィリピン海プレートの沈み込みによるローディングお
よび南海トラフ地震による地震時および粘弾性余効変動
による応力変動をソースとして，各内陸活断層における
クーロン破壊関数の時間変動（Δ CFF）を計算したとこ
ろ，多くの活断層で地震発生直前にΔ CFF がピークに
達していることが分かった 5）．このように，今後不均質
粘弾性モデルの導入等により，西南日本内陸活断層にお
ける地震発生予測に貢献するモデル構築が期待される．

地下トンネルを利用した地殻変動連続観測として六甲
高雄観測室（神戸市）では埋設型歪計，伸縮計等によ
る観測を継続している．断層破砕帯を貫く同観測点では

地下水流動の観測も拡充させつつあり，地震間の断層破
砕帯の挙動に関する研究が行われている．湧水量変化と
間隙水圧変化を組み合わせることで，2011 年東北地方
太平洋沖地震等による地震動によって断層破砕帯の透水
性構造が変化することを明らかにした 6）．

②防災研究所
１．近畿地方中北部の異常地殻活動

大阪府北部から京都府中部，琵琶湖西岸にかけての北
摂・丹波山地は，微小地震活動の活発な地域である．い
わゆる近畿三角帯の西縁に位置し，また新潟神戸歪集中
帯の一翼を担う場所にあたる．北摂・丹波山地内には西
山断層，亀岡断層，三峠断層，花折断層など多くの活断
層が存在するが，微小地震分布はこれら特定の活断層に
沿うのではなく，むしろ小さなクラスターを形成しなが
ら面的にやや広域に広がっており，過去の大地震の余震
活動とは考えにくい．有馬高槻構造線を境にして南北で
地震活動の様相は対照的で，北側の北摂・丹波山地の
活発な活動に対して，南側の大阪平野での活動は極めて
低調である．

丹波山地の地震活動の大きな特徴は，地震活動が極
めて定常的であることである．積算の地震発生数は時間
とともに「右肩上がり」の直線を示す．M3 ～ 5 中規模
地震が多数の余震をともなって発生した場合は積算曲線
に段差を生じるが，北摂・丹波山地全体を長期にわたっ
て見た場合その影響は少ない．大きな例外として，1995
年 1 月に兵庫県南部地震（M7.3）が発生すると，その
震源域に隣接する北摂・丹波山地の地震活動はそれ以前
の数倍活発化したが，兵庫県南部地震前後の期間に分け
て見ると積算発生数は各々ほぼ一直線を描く．兵庫県南
部地震後の活発化した活動も通常の余震活動のような急
激な減衰はみられず，ほぼ定常的に高い発生レートを維
持してきた．

ところが，2003 年 1 月末ごろ微小地震発生数は突然
それ以前の約 7 割に低下し 7），その後静穏状態は長期
にわたり一定の低レートを維持して継続していた．また，
微小地震活動の変化とほぼ同期して，近畿地方各地に設
置した伸縮計（阿武山，屯鶴峯，天ケ瀬，逢坂山）のデー
タにもトレンド変化が現れた．1946 年南海地震や 1995
年兵庫県南部地震前の時期にこの地域の地震活動が低
下したことが知られており，兵庫県南部地震前には伸縮
計などの地殻歪変化が現れていたという報告もあった．
これらの活動変化の原因は分からないが，中期的には非
常に安定している北摂・丹波山地の地殻活動は，周辺の
広域応力場の変化に敏感に反応する側面も持ち合わせ

（９）　京都大学大学院理学研究科・防災研究所
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ているのかもしれない．それらを踏まえて．2003 年の静
穏化以降の地殻活動変化に注目し，その推移を地震予知
連絡会にも毎回報告を行っていた 7）．

その後，2011 年 1 月末になって，さらに微小地震発
生数が減少し，2003 年以来最低のレートを記録してい
る．2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震前後には
とくにレートに変化は見られなかったが，2011 年 2 月以
降この低いレート（図 1 の矩形範囲内で約 1400 events/
year）が維持されている 8）．この間，北摂・丹波山地お
よびその周辺では，特筆すべき中規模以上の地震は発生
していなかった．2018 年 6 月 18 日の大阪府北部の地震

（M6.1）は，従来の「北摂・丹波山地」の微小地震活動
域の南限である有馬高槻構造線よりさらに南側の大阪平
野側で発生した．余震域の北半部は北摂・丹波山地の従
来からの活動域と重なっているが，除群（decluster）操
作で余震を取り除いた積算発生数には，その前後でほと
んどレートの変化は見られなかった．

２．西南日本の地殻変動のモデル化
京都大学防災研究所では，1990 年代から GNSS 連続

観測を開始し，最近 10 年間においても近畿地方，山陰
地方，中部地方北部及び九州東部地方（宮崎県）を中
心に，内陸のひずみ集中帯や南海トラフ・南西諸島海
溝沿いのプレート間相互作用の観測を目的とした GNSS
連続観測網を展開している．これらの観測点と国土地理
院の GEONET 等の観測データを合わせて解析すること
により，西南日本の詳細な地殻変動場と変動メカニズム
を明らかにする研究を続けている．
2.1　南海トラフ沿いのプレート間カップリング

東北地方大洋沖地震前の比較的静穏な時期（2005 年
～ 2009 年）の西南日本の地殻変動場（図 3）は，北西
～西北西向きの変動速度が太平洋側ほど大きくなってお
り，このデータから南海トラフから沈み込むフィリピン

図1　�上に示す近畿地方北部の矩形範囲内における積算地震
発生数．1999 年 1月〜 2018 年 11月 10 日．30km
以浅．京都大学防災研究所地震予知研究センターに
よる．青矢印は北摂・丹波山地の静穏化が始まった
2003 年初頭の時期を，赤矢印は東北地方太平洋沖地
震前にさらに発生レートが低下した時期を示す．赤線
はReasenberg9）の方法で除群したカタログに基づく積
算発生数．

図2　�（上）図1の上に示す近畿地方北部の矩形範囲内にお
ける積算地震発生数．京都大学防災研究所地震予知研
究センターによる．赤線はReasenberg9）の方法で除
群したものの積算数．2013 年 11月 11日〜 2018 年
11月10日，30km以浅．（中）同範囲内での月別地震
発生数．（下）同じく気象庁一元化震源に基づくMT図．
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海プレートと陸側プレートの間の固着（プレート間カッ
プリング）分布を推定する研究が多数行われてきた．特
に近年は海底での地殻変動観測データ速度を用いるこ
とにより，従来の陸上観測データでは解像できなかった
沖合の固着分布の不均質性が明らかになった（例えば，
Yokota et al., 2016）10）．一方，陸側プレート内の南海ト
ラフから比較的離れた内陸部や日本海側でもひずみ集
中帯と呼ばれる変動速度の急変帯があることが明らかに
なっており，図 3 でも新潟－神戸ひずみ集中帯（Sagiya 
et al., 2000）11）を挟んで東西方向の変位速度は大きく異
なっている．このような変動を考慮しないでプレート
間の固着分布を推定すると，得られた固着分布に系統
的誤差をもたらず原因となる（例えば，Nishimura and 
Hashimoto, 2006）12）． そ こ で，Nishimura et al.（2018）
13）は，東北地方太平洋沖地震発生前で大地震や長期的ス
ロースリップイベント（SSE）がほとんど発生していな
かった 2005 年 4 月から 2009 年の GNSS データと 2004-
2016 年の GNSS 音響測距結合方式海底地殻変動観測

（GNSS-A）データを用いて，陸側プレートを 11 個，海
洋プレートを 3 個のブロック（マイクロプレート）に分
割し，個々のブロックの剛体回転運動とブロック間の断
層における固着分布の推定を行った．推定された南海ト
ラフ及び相模トラフから沈み込むフィリピン海プレート
と陸側プレートの間の固着をすべり欠損速度で表した分
布を図 4 に示す．すべり欠損速度の大きい場所は，土
佐湾や紀伊半島の沖合に存在する．これらは 1944 年東
南海地震や 1946 年南海地震でのすべり量の大きな場所

（Sagiya and Thatcher, 1999）14）に概ね対応しており，現
在これらの場所が強く固着していて，次の地震へ向けて

ひずみを蓄積していることがわかった．なお，豊後水道
のすべり欠損速度の大きな場所は，長期的 SSE 発生領
域に対応しており，SSE の発生領域でも SSE の非発生
時は強く固着していることを示している．一方，南九州
から種子島の沖合でも大きなすべり欠損速度が推定され
たが，この領域ではすべり欠損の推定誤差が大きく，陸
域の地殻変動データにも顕著な短縮変形は見られないた
め，系統誤差である可能性が疑われる．しかし，日向灘
南部には海底地殻変動の観測点がなく，陸上データだけ
から固着の有無を決めることはできない．南海トラフと
日向灘以南の南西諸島海溝沿いの地震の連動の可能性
やこの地域で発生するスロー地震に伴うすべりを明らか
にするために，この地域における海底観測の強化が望ま
れる．
2.2　内陸のひずみ集中帯

西村（2017）15）は，Nishimura et al.（2018）13）のすべり
欠損速度分布とほぼ同じモデルを用いて，陸域の GNSS
速度場からプレート境界の固着による弾性変形を除去
し，内陸部のひずみ速度の不均質性を明瞭に示した．ま
た，内陸のひずみ速度分布と活断層や内陸地震の震央分
布を比較して，それらの関係性を議論した（図 5）．西
日本においては，ひずみ速度の大きな場所は概ね主要活
断層と対応しているが，活断層周辺でもひずみ速度が比
較的小さい地域や山陰地方や九州南部のように主要な
活断層がなくてもひずみ速度の大きな地域もある．1923
年以降の M6 以上の地殻内の大地震の多くは，ひずみ速
度の大きな場所で発生しており，近年の内陸被害地震

（例えば，2016 年熊本地震（M7.3），2016 年鳥取県中部
地震（M6.6），2018 年大阪府北部の地震（M6.1）など）
も同じ傾向があることから，ひずみ速度の大きな場所は
内陸地震が多発する「ひずみ集中帯」として，社会的

図4　�海陸地殻変動データから推定された南海トラフ及び相模ト
ラフ沿いのすべり欠損速度（Nishimura�et�al.,�2018）13）．�
網掛けの領域は推定誤差が 20mm/yr 以上の誤差が大
きな領域．10から50までのラベル付き等値線はプレー
ト境界面の深さを表す．

図3　�GNSSとGNSS-A による西南日本の地殻変動速度場
（Nishimura�et�al.,�2018）13）．速度推定に用いたデータ
期間は，陸上のGNSS 観測点が 2005 年 4月 -2009
年 12月，海底のGNSS-A 観測点は2004年 -2016年．
海底観測点のデータに含まれる東北地方太平洋沖地震
の地震時・地震後地殻変動は補正により除去している．
紫の網掛け領域は新潟―神戸ひずみ集中帯（Sagiya�et�
al.,�2000）11）．
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にも注目されるようになった．またこのような相関関係
は，内陸地震が地震発生層より深部の非弾性的変形によ
る載荷により発生するという内陸地震の発生メカニズム
の仮説（例えば，Iio and Kobayashi, 2002）16）を支持する
ものと考えられる．GNSS データなどの測地学的に得ら
れたひずみ速度は，地震を発生させる弾性ひずみと非弾
性ひずみの両者を含むことに注意する必要があるが，弾
性ひずみの蓄積速度と地震によるモーメント解放速度は
長期的には一致すると考えられるので，測地データを用
いて内陸地震の発生ポテンシャル評価が可能であると考
えられる．ひずみ速度の推定手法は，その計算手法や観
測点分布にも依存し，現状の GEONET の観測点密度で
は，小規模なひずみ集中帯の検出には不十分であること
に加え，ひずみ速度から地震発生確率等へ変換する手
法も様々なものが提案されおり，確立していない．しか
し，今後の 10 年間では，従来主に活断層の発生履歴か
ら評価されてきた内陸地震の長期評価を測地データから
補完，補強する新たな長期評価手法を構築していくこと
が重要であり，この 10 年ではその基礎となる研究が行
われたと言えよう．

（平原　和朗，向井　厚志，福田　洋一，片尾　浩， 
西村　卓也，澁谷　拓郎）
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１．はじめに
2011 年東北地方太平洋沖地震の発生によって地殻の

力学的状態が変化し，地震活動に多くの変化が東北地
方を中心として見られた．地震発生の予測へ向けたアプ
ローチにとってこれらの変化を検知することは重要であ
り，いわゆる “地殻応答” を測るという視点を，従来の
観測研究に加えて活動を注視した 10 年であったといえ
る．九州大学大学院理学研究院の地震火山観測研究セン
ターではこれらの活動変化を捉えるために，定常観測網
の品質維持や機動観測によるデータ取得をおこなってき
た．また，活動や構造の詳細な把握により，地震発生の
空間ポテンシャルの推定を目指して研究を進めてきた．
しかしながら国立大学法人化以降，実質的な減員や予算
の圧縮などと厳しい状況が続いている．

２．九州内の地殻活動観測
本研究院は第 5 次地震予知計画から参画し，1984 年

以来地震予知研究を推進するために活動を行ってきた．
現在は災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究
計画の推進について（建議）の研究計画の一部を担って
いる．防災科学技術研究所による Hi-net，気象庁の観測
点とあわせて，九州内はほぼ 20km 間隔で地震観測点が
設置されている．これにより，通常の地震活動把握は九
州内どこでも均一に行うことが可能となり，我々は地震
予知研究にとって特に重要な地域，活動にターゲットを
絞って臨時地震観測や GNSS 観測を重点的に行うこと
ができるようになった．特に，2000 年に M5.0 の地震が
発生し，微小地震活動の活発な別府 - 島原地溝帯西部（布
田川―日奈久断層）において重点的地震観測・GNSS 観
測を行ってきた．そしてこの領域で，最大震度 7 を記録
し，広範に被害を及ぼした，2016 年熊本地震が発生した．
この地域は日本国内でも有数の稠密地震観測がなされて
いた．その結果，詳細な地殻活動の背景が明らかになっ
た（後述）．図 1 に熊本地震発生前 30 年間の震源分布を
示す．この図から，熊本地震は活発な浅発地震活動のあっ
た場所で発生したことを見ることができる．

九州内の地殻活動の背景を理解するために，地殻構造
の把握が重要である．従来までに 3 次元速度構造はトモ
グラフィーの手法によって求められてきた．一方，地震
発生要件の一つのパラメータである地殻強度に関係した
流体分布の情報がなかったことから，九州内ほぼ全域に
おいて比抵抗構造調査を精力的に進めた．地震発生域の
みではなく，構造を調査して発生要件，すなわち地震発
生空間ポテンシャル把握のための重要な情報を得ること
ができた．

３．機動地殻活動観測
地震火山観測研究センターでは，九州地域以外でも地

殻活動を詳細に把握するために，規模の大きな地震が発
生した場合，全国の観測研究機関と協力して機動的に観
測を行ってきた．この 10 年では，2011 年東北地方太平
洋沖地震， 2013 年淡路島，2014 年長野県北部，2016 年
鳥取県中部，2018 年島根県西部，大阪府北部，北海道
胆振東部地震などの活動に対し，地震観測点を速やかに
展開し，詳細な震源分布など活動把握に貢献した．

４．熊本地震
熊本地震は布田川―日奈久断層帯において，2016 年 4

月 14 日に M6.5 の地震（最大前震），16 日には M7.3 の
本震が発生した．詳細は別章で述べられているのでここ
では地球物理学的な観測によって得られたポイントのみ
について述べる．先に述べたように，震源域は布田川―
日奈久断層に位置し，すでに 10km － 20km 程度の間隔
で地震観測点が展開されていた．さらに最大前震発生後，
全国の大学と協力して地震観測点が展開された（図 2）．
これらの観測により，詳細な震源データが得られ，断層
帯を取り巻く速度構造 1），余震活動から得た断層構造 2）

や発震機構解から偏差応力場の把握 2）,3）がなされた．そ
の結果，破壊の開始点は比較的低速度域の上部に位置し
ていることが見いだされ，従来の多くの大地震断層で見

（１０）　九州大学大学院理学研究院

図1　�1986 年から熊本地震前までに発生した地震の震央〇
（当センタールーチン処理による）．白線は活断層，星
は熊本地震の震央を示す．
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られた特徴を有していることがあきらかになった．また，
地震で破壊した断層は日奈久断層走向の北西傾斜した断
層①，布田川断層走向の北西傾斜した断層②，①から分
岐した南東傾斜の 2 枚の小断層が得られ，最大前震，本
震はこれらの小断層から破壊が始まったことが明らかに
なった．また，地震前応力場は震源域南部で横ずれ，北
部で正断層タイプが卓越しており，地震時の複雑な破壊
過程 4）に反映していると考えられる．実際，地震前応力場，
地震断層形状から期待される地震断層のすべり方向は実
際の地震時滑り方向とほぼ一致していることが示され 5），
すべり量は不明なものの，地震前に複雑な滑りの予測可
能性が示唆された．また，地震断層は微小地震から求め
た非弾性変形領域の端に位置していること 6），破壊開始
点は低比抵抗領域に位置していること 7）などから，地震
前に構造・活動を詳細に把握することで，地震発生空間
ポテンシャル推定につながることが示された .

５．おわりに
地震火山観測研究センターでは現在も地殻活動把握の

ための定常・機動地震観測，地殻変動観測を継続している．
また，広域な比抵抗構造推定など，他地域では見られな
い多様で詳細な活動・構造把握を進めている．全国の大
学と協力しながら，これらの観測研究を推進してゆく．

（松本　聡）
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図3　�震源分布から求めた断層形状の模式図
（光岡・他，2018を参考）．

図2　�2016 年熊本地震発生領域に展開された地震観測点．
＋印が観測点位置．＋は地震発生前から設置，＋は地
震発生後に展開された点を示す．
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１．はじめに
1991 年に鹿児島大学理学部に設置された南西島弧地

震火山観測所は，2009 年に大学院の重点化に伴い理工
学研究科の附属施設となった．その後，地震火山関連
施設の統合のため 2018 年に発足した南九州・南西諸島
域共創機構地震火山地域防災センターの附属施設に移
行した．当観測所は，2011 年東北地方太平洋沖地震や
2016 年熊本地震の全国大学共同観測において観測研究
に参画しているが，ここでは，10 年間の観測網の編成
と観測研究の進展について述べる．

 
２．観測の強化
2.1　微小地震観測

2009 年度からの 10 年間においてこれまでに引き続き
南西諸島北部域において観測点の整備を行ってきた．そ
れまで現地収録での観測を行っていた喜界島，奄美大島
の知根，悪石島において 2009 年から 2011 年にかけて順
次テレメタ化を行った．しかし，屋久島から奄美大島に
かけては観測点が少ない状態が続いている．図 1 に他機
関の観測点を含め，南九州から南西諸島北部の微小地震
観測網を示す．

屋久島から奄美大島の間の観測点が少ない領域に「地

震および火山噴火予知のための観測研究計画」の課題
の一環として島嶼と海域に観測点を設置し，観測を行っ
てきた．島嶼域では，無人島であるトカラ列島の横当島，
臥蛇島，宇治群島の宇治島において現地収録の観測を行
い，年間 2 回程度船をチャーターしてデータ回収を行っ
ている．海域では，京都大学，九州大学，東京海洋大学，
東京大学と共同で LOBS による準定常海底地震観測を
実施した．図 2 に LOBS の設置位置と島嶼域の地震観
測点を示す．

2.2　GNSS観測
1996 年以降国土地理院が設置運営する GNSS 観測網

GEONET は日本全国をカバーしているが，南西諸島北
部域では観測点が少ない．そのため，トカラ列島の宝島，
悪石島，口之島（以上有人島），横当島，臥蛇島，宇治
群島の宇治島，男女群島の女島（以上無人島）に GNSS
を設置し，連続観測を行っている．無人島での観測につ
いては，地震観測と同様に年 2 回程度データ回収を行っ
ている．

 

図1　�鹿児島大学定常および臨時地震観測点．背景の灰色点
は南西島弧地震換算観測所で2017年 1年間に決定し
た地震の震央を示す．

図2　�鹿児島大学の島嶼域の臨時地震観測点とLOBSの設置
位置（L1〜 L6）を示す．

（１１）　鹿児島大学大学院理工学研究科
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３．観測結果
南西諸島北部域で海域も含め観測点の増強を図った

ので，震源の再決定を行った．図 2 の観測点から得られ
たデータを用いてトモグラフィーの手法を使い，3 次元

の速度構造と観測点補正を求めた．求めた 3 次元速度構
造と観測点補正値を使い，震源の再計算を行い，一元化
震源と比較した．結果を図 3 に示す．トカラ列島の東側
において一元化震源よりも浅く決定され特に断面 C で
は 50 ㎞程度浅く決定位置が決まっている地震も多い．

1993 年 4 月 1 日から 2017 年 10 月 31 日までの深さ
100 ㎞以浅，マグニチュード 1.5 以上の日向灘から奄美
大島までのプレート境界域で発生した地震について相似
地震解析を行った．10 グループの相似地震群を見出す
ことができ，準静的な滑り速度を求めた．2000 年から
2014 年までは年間 2cm 前後の滑り速度が得られたが，
2015 年以降 10 グループ中 8 グループで準静的な滑り速
度が変化していることを見出した．

GNSS 連続観測データを用いて沖縄トラフ北部の拡
大速度の推定を行った．種子島沖合からフィリピン海プ
レートの沈み込む方向 N303°E に沿って種子島，薩摩硫
黄島，黒島，宇治島，女島の観測点データを使い，各観
測点のフィリピン海プレートの沈み込む方向の変位速度
を求めた．宇治島を基準点とすると女島は年間約 5 ㎜で
離れていることがわかった．これは沖縄トラフ北部が拡
大していると解釈できる．

2015 年 11 月 14 日に陸域から約 120 ㎞離れた沖縄ト
ラフ内でマグニチュード 7.1 の薩摩半島西方沖地震が
発生した．GEONET 観測点のデータと同時に解析を行
い，無人島である女島，宇治島，臥蛇島において 0.6cm，
0.9cm，0.5cm の地震時変動を観測することに成功した．
図 4 に地震時変動のベクトル図を示す．

４．おわりに
海域での準定常観測や GNSS 連続観測を開始し，南

西諸島北部での地震活動や地殻変動の解析が進みつつ
あり，高精度なプレート境界の震源分布を求めることが
できるようになり，準静的な滑り速度の時間変化も見出
すことが出来た．フィリピン海プレートの沈み込み帯に
おけるプレートのカップリングを明らかにすることは南
西諸島北部のテクトニクスを考えるうえでも，この地域
の防災・減災を考えるうえでも重要である．そのために
は海域での観測は非常に重要であると考える．

（中尾　茂）

図3　�再決定した震源分布（赤丸）．右図は震央分布，左図は
右図内に示した領域の断面図．線の単店は一元化震源
を示す．

図4　�薩摩半島西方沖地震の地震時変動．99％信頼限界を誤
差楕円として示す．黄星は震央を示す．
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１．はじめに
統計数理研究所は 2005 年 4 月にリスク解析戦略研究

センターを設置，その下に地震予測解析グループを置い
た．その使命は「統計モデルによる地震（余震）活動の
計測，異常現象の定量的研究，及び，それらにもとづく
地震（余震）の発生確率予測とその評価法，などについ
て研究する」ことである．

地震予測解析グループが主に取り組んだのは，ETAS
モデルや新たに開発した各種の確率点過程モデルを駆使
した多様な地震活動の解析，大地震の確率予測について
実用化への見通しと，そのための予測評価の研究である．

以下に，この 10 年間地震予知連絡会で報告した内容
と，関連する成果について取りまとめた．地震予知連絡
会報に掲載された多くの報告の詳細は地震学関連学術
誌に掲載されている（引用文献参照）．

２．大地震の確率予測の実用化に向けて
2.1　多重確率予測式

無情報の基での大地震の確率予測（永年確率）は極
めて小さいが，何らかの異常現象が現れると，その予測
確率は増える．確率予測の計算をするにあたって，前兆
事象と異常事象は明確に使い分ける必要がある．前者は
既に大地震が起きてしまってから分かる概念であり，後
者は「前兆かもしれない普段と違う現象」で，地震予測
では異常事象が前兆事象である確率が問題となる．なの
で，我々は経時観測データの異常を明瞭に定義し，それ
らが前兆として大地震に至る確率（「適中率 , hit rate」）
を求める作業をする必要がある．

1970 年代後半，伊豆地域で長期，中期，短期の各種
の異常事象が観測された．宇津は「多重確率予測式 （multi 
elements prediction formula）」（図 1 参照）を考案して，
予知連での報告に基づき 1978 年の伊豆大島近海地震の
予測確率を試算した 1）．また Cao と安芸 71）は同時期に
起こった中国の海城地震や唐山地震などに関して事後的
に試算した．決定論的地震予知としては前者が成功，後
者が失敗の例として有名であるが，1 日当たりの最終確
率は両方とも約 10％であることに留意したい．これらの
研究に付随して「確率利得 （probability gain）」70）という
重要な概念（図 1 参照）が浮き彫りになった．この概念
は，統計地震学の研究で，これまで理論的に散見される．

しかし，その後 40 年も経つのに，確率予測が運用さ
れなかった．これは主に「地震予知」についての希望的
目標で，的中率の高い異常現象の発掘を目指したためで，
圧倒的多くの大地震が不意打ち的に起きる（予知率が低
い）という結果になったためと考えられる．

これを克服する為には，低い適中率でも出来るだけ多
くの異常現象を発掘し予知率を高める必要がある 108）, 109）．
たとえば，地震活動に適用した ETAS モデルのように，
各種観測量の経時変化の標準的なモデルをたて，平時
の変動からの，何らかの外れ（不適合）を異常として予
知率を高めるべきである．地震活動以外にも，今日では
GNSS の変化のデータ解析が有望である（3.2 節参照）．
異常事象が前兆なのか，どの程度切迫性があるのかなど
の推定には，多くのデータで異常値解析を開発して異常
事象を積み重ね，低いなりにも有意な的中率を求める必
要がある．

大地震に至る高い適中率や確率利得を出すことは困難
であろうが，それでも独立な幾つかの異常の予測因子が
重なれば，多重確率予測式によって，大地震予測の確率
が実用的なものまで高まることがある 1）, 53）, 71）．

現状では，独立性を担保するような短期・中期・長期
の予測確率を組み合わせる 45）, 99）, 108）, 109） のが有望であり，
最近筆者も M7.3 熊本地震に関して多重確率予測公式で試
算し，異なる前提での予測確率のバラツキを示した 52）, 54）, 

86）, 99）．異常事象の独立性が保証できない場合は，多重確
率予測公式を一般化したロジット（logit）関数の展開モデ
ル 63）, 69）, 72） で算出し，AIC 比較でモデルが改善できれば
確率利得が高まること期待される 99）, 108）, 109）．将来的には
時空間でも多重確率の予測モデル開発が望まれる 99）, 109）．

2.2　永年確率の評価
広域の地震活動のための階層的時空間 ETAS モデル

を提案した 27）, 59）, 82）, 109）．その結果，将来の M6.0 以上の
大地震や歴史被害地震（M7 クラス以上）の大地震の
大多数が常時活動度 μ（x,y） の高いところに発生してい
る（図 2 参照）23）, 59）．大地震の大きさ分布は Gutenberg-
Richter （GR） を仮定する 54）, 108）．

（１２）大学共同利用機関法人�情報・システム研究機構�統計数理研究所

図 1　�多重確率予測式�（multi�elements�prediction�formula）
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2.3　長期の確率予測
大地震の切迫度を見積るためには地震調査委員会の

主要断層破壊の長期予測が参考になる．例えば熊本地震
をめぐる多重確率予測の試算に使った確率は九州の地域
的な 30 年確率予報を用いた 54）, 108）．

Brownian Passage Time （BPT） 更 新 過 程 に 基 づ い
て，不確定かつ少数の地震発生年代データから更新時
間間隔のばらつき度（パラメタα）の不偏推定法を与え
た28）, 60）, 64）, 101）．

更新時間の不確定なデータのもと，予測の精度を従来
の手法などと比較検証した結果，事後分布のベイズ予測
が最も良い精度をもつ 64）．
2.4　中期の確率予測

大地震が連発するのは珍しくない．日本に於ける各々
の大地震について，その後に起きた全ての大地震との
時間差と距離を重ね合わせてプロット（図 3 参照）8）, 45）, 

108） すると，近傍に別の大地震が起きる頻度（単位面積
当たり）は遠方のどこかに起きる場合より数倍高くなっ
ている．これらはストレス変化や地震動による地震の誘
発現象を示唆している．ΔCFS （Coulomb failure stress） 
の空間分布は誘発や静穏化の場所に関する参考にな
る 6）, 7）, 12）, 14）, 16）, 17）, 19）, 46）．

一般に或る地域で有意な地震活動の異常（静穏化な
ど）を検出しても，そのうち何 % が，どれくらい経っ
て，どの辺りの大地震発生に結びつくか，予測は現状
では難しい．しかし余震活動に静穏化が検出されたと
き，以下のような経験則が参考になる 8）, 45）, 108）．すなわ
ち途中から余震頻度が ETAS モデルの予測発生率に比
べて有意に少なくなる現象（相対的静穏化）は 45% ほ
どの余震列で認められ 98），これは特に珍しくない．し
かし近辺で別の大きな地震が起こる確率は，余震活動
が ETAS で順調に推移している場合より，高くなる．

相対的静穏化が長期間（たとえば数ヶ月以上）に及ぶ
と , 日本においては , 余震域近辺（たとえば 200km 以内）
で , 6 年以内の期間に , 本震と同規模以上の地震が起き
る発生確率利得は , その他の場合より 3 ~ 4 倍以上も高
い（図 3 参照）108）．

2.5　前震の確率予報と検証
「前震かもしれない地震（群）」が実際に「前震」であ

る確率予測を考える．先ずリアルタイムで地震群や孤立
地震を定める必要がある．その上で，本震，余震，そし
て前震の定義を定める．そして前震を識別するために，
群の先頭地震の緯度・経度，群内マグニチュード列の増
減，群内の地震同士の時間および空間集中度を考慮し，
今後，より大きな地震が起きる確率を算定する 31）, 34）, 55）, 

58）, 63）, 69）, 72）．そのような学習期間を経て，予測期間に順
次確率予測すると，推定された確率と実際の適中率は概
ね整合して有意である結果が得られている 34）, 63）, 69）, 85）．

独立な GR マグニチュード列で時空間 ETAS 合成デー
タを生成したものより気象庁（JMA）カタログ実データ
の方が前震予測の実験結果で卓越している 69）, 92）．さら
に JMA カタログの実マグニチュード列から生成した時
空間 ETAS 合成データの場合の方が，独立な GR マグニ
チュード列で生成された時空間 ETAS 合成データより卓
越している 92）．

また，前震のマグニチュード列の確率予測列は，独立
の GR 則（b = 0.9）に基づく予測列より勝れていると評
価された 55）, 62）, 69）．
2.6　余震確率予報

本震後 1 日のうちに，大きな余震は全体の半分ほど
起きている．連鎖するかもしれない大地震も半分ほど
の確率で起きる．したがって，データ取得の悪条件に
も関わらず，できるだけ早い機会の予報は被災地で切
望される．このために余震のマグニチュードの GR 式と
大森宇津の余震減衰公式に併せて，時間経過とともに

図 2　常時地震活動度の地域性と被害地震

図3　大地震の誘発頻度を余震の相対的静穏化で分類
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改善する余震の検知率（欠測率）のモデルを考え提案
した 10）, 48）, 75）, 87）, 96）, 102）, 107）．これによると本震の規模を超
える確率も予測できる．また，大森宇津式の代わりに
ETAS モデルで将来の余震列のシミュレーションを繰り
返すことによる，余震活動の中期確率予測法を提案し
た 49）, 96）, 102）, 103）, 117）．

最近，防災科学技術研究所と協力して Hi-net の自動
処理震源を使ったリアルタイム余震確率予測システムを
開発し，本震の 3 時間後から予測を開始している．これ
は，編集された JMA データに基づくものに比べて遜色
ない精度で機能していること，さらに本震発生以前に求
められている標準（generic）予測モデルより有意に有効
であることを示した 53）, 58）, 66）, 69）, 113）．これまでの 10 例ほ
どの予測から，本震（と思われていた地震）よりも大き
な地震（2016 年熊本地震や 2019 年 California Ridgecrest
地震）の確率予測は，それなりに大きな確率であり，前
震予測としても大いに参考になる．

同様に，震災地域と周辺部の各地点で，本震直後から
の連続地震計記録の極大振幅（分割小時間区間の最大
振幅）列から確率的な極大振幅予測を考えた 69）．

３．各種異常現象の統計的研究
3.1　余震活動の�時空間的変化とパタン異常

時間 ETAS モデル 6）, 7）, 9）, 12）, 14）, 16）, 17）, 19）, 104）や階層的時
空間 ETAS モデル 58）, 61）, 68）, 69）, 114）による時空間余震予測
を回顧的に実行した．下限マグニチュードが十分であれ
ば，リアルタイムで逐次予測できる状態である．

余震活動の時間送りを大森宇津式で伸縮変換（大森
宇津式の積分曲線で時間座標を変換）し，余震群内の
時空間的分布を見ると，余震域全域で一様な発生経緯を
示す場合もあるが，各部分領域で全く異なったパタンの
こともある 18）, 24）, 41）, 52）, 78）, 80）, 104）, 109）．特に，大きな余震が
発生する前には局所的な静穏化・活発化パタンや震源移
動をすることがある．このようなパタン異常は局所的な
slow slip などが余震域の中でも起きている可能性がある
ことを示す．
3.2　地殻変動異常

或る断層ですべり運動があったとすると，GEONET
時系列データで，それに見合った測地学的変化がある．
通常では観測基線距離の縮みまたは伸び率が一定であ
ることが期待されるが，内陸の被害地震（2004 年中越
地震 11）, 19）, 77），2007 年能登半島地震 21）, 83），2007 年中越
沖地震 22）, 83） ，2007 年福岡県西方沖地震 13）, 19）, 79）， 2006
年千島沖列島の余震活動 20）, 24）, 80）  2008 年岩手・宮城内
陸地震 25）, 29）, 81））や 2013 年北淡地震の最大余震 41）の事
前に系統的なずれが生じた．これらの異常をターゲット
断層内の前駆的なすべりと周辺の地震活動異常で整合的

に説明した．
兵庫県南部地震による丹波地域や和歌山地域の地震

活動の活発化，浜名湖直下のスロースリップによる中部
近畿地方各地の静穏化や活発化など，地震後すべりや間
欠的なすべり運動も，周辺部の地震活動の相対的静穏化
や活発化を可視化した 5）．それらの異常変化とすべりに
よる CFS 変化の増減パタンとは良く一致する．

プレート境界域のスロー地震域付近（房総沖，茨城沖，
NZ ヒクランギ沖など）での ETAS モデルによる地震活
動の異常解析や，非定常 ETAS モデルで群発地震活動
が検出され 69）, 90）, 93）, 100），これらに対応した GNSS 測地
時系列の異常変化が良く対応している 69）．GNSS 測地時
系列の異常変化とスロー地震，群発地震などの相互関係
が指摘されている 69）, 100）

3.3　伊豆東方沖の群発地震活動の推移の予測 51）,�69）,�105）

伊豆東方沖における群発地震発生領域では総地震発
生数とマグマ貫入量の指標となる地殻内体積歪みの観測
量との有意な相関関係が知られている．非定常 ETAS モ
デルを用いて伊豆東方沖の群発地震活動を解析したとこ
ろ，地震活動度の変動よりも常時地震活動強度の変動の
方が体積歪みの変動に対して勝れて高い相関を持つ．こ
こで体積歪みの変動データは気圧，潮汐，降水量の影響
を取り去り補正した上でコサイスミックな短期変動量を
取り除いたものである．そこで，先行する補正済みの体
積歪みの観測量時系列から ETAS モデルの常時地震活
動強度を予測し，そのうえで群発地震の頻度の予測へと
繋げるモデルを提案した．したがって，群発地震の開始
位置が分かれば，同一の応答関数によって，体積ひずみ
計変化データから半日程経った常時地震活動度が精度
良く予測できる．
3.4　小繰り返し地震の統計モデル

プレート境界面の各スポットで発生する小繰り返し地
震に対し，ストレスの蓄積・解放を BPT 過程として時
空間モデルに発展させた 43）, 44）, 94）, 101）, 106）．過剰な適合を
避けるために，時間変動や空間変動の平滑性や不連続性
について最適なモデルは ABIC 最小化法に従った 43）, 94）．
特に，北日本太平洋沖のプレート境界で観測された小繰
り返し地震に当てはめた結果，大地震の前と後の準静的
すべり，相対的な固着域など，それぞれの特徴的な時空
間変化を捉えている 106）．本モデルは GEONET 観測網
から離れた沖合の海洋底下におけるプレート境界での固
着域と応力場の変動の可視化でモニタリングに有用と考
えられる．今後，小繰り返し地震の近傍の中小地震によ
る地震時の変化と前後のゆっくり滑りを適切に分離する
という課題がある．
3.5　マグニチュードの時系列

大地震の永年確率を求める際や，CSEP における地震
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活動予測モデルでは，全域及び全期間にわたって同一の
b 値の GR 則に基づく独立分布系列が仮定されている．
しかし b 値や非 GR マグニチュード分布は地震活動の履
歴などに依存する可能性がある 62）, 69）, 114）．これらをどの
ように活用して，勝れた予測につなげるかの課題が残る
114）．
3.6　地震発生データと異常時系列との因果関係モデル

従来から地震統計学の分野で議論されているものとし
て，地震発生の周期性（季節性や潮汐周期など）や地域
的関連性などがある．これらの統計解析のために，地震
活動の連鎖続発性を組み込んだ点過程モデルが有効で
ある 3）, 69）, 74）, 98）, 99）, 109）．

特に，地域的関連性を調べた点過程モデルは，各種異
常現象の発生の地震発生への統計的因果関係を議論し，
前兆現象たりうるか否かの有意性や時間遅れを調べるこ
とにも応用できる．例えば 1982 年から 16 年間にわたる
中国北京市付近における日別地電位異常強度データが地
震発生（M4 以上）の前兆たりうるかを AIC によるモデ
ル適合度比較によって確かめた 3）, 72）, 95）, 99）．電位異常強
度データを考慮したほうが地震活動の良い予測を得られ
たが，ETAS に比べた確率利得は高々数倍である．
3.7　確率予測や警告型予測の評価法

地震予測可能性の研究には，予測結果が客観的に評
価できることが必要不可欠である．確率の数値予測を出
すことが難しい場合の警告型の予測（二値予測）でも，
予測結果を評価するための Molchan diagram や ROC 曲
線などのグラフ法やギャンブルスコア法が提案されてい
る．これらにも地震の大きさや活動度の経験的な基準確
率（相場）の設定が不可欠である．ギャンブルスコア法
は相場に基づいた公平な賭けのもと，警告型予測の成功
または失敗の結果の得失スコアを比較する評価法である
30）, 91）, 97）．基準確率としては，GR 則を地震の大きさの出
現頻度とし，時間・空間に一様な地震発生モデル（定常
ポアソン過程）が考えられている．しかし，より現実的
に，地震活動度に合わせた空間非一様なポアソン過程や
地震の連鎖続発過程（例えば ETAS）などを基準モデル
に設定すると，従来の警告型予測が良い評価を得るのは
難しくなる 97）．

確率予測では，滅多に起こらない大地震と発生頻度の
高い中小の地震では，予測が当たった場合でも外れた場
合でも評価値が大きく違う．地震活動度による地域差も
評価に関わる．先ず各地域の地震活動に適合した経験的
な基準予測を確立する必要がある．かくして確率予測の
成績を測るスコアとして情報利得 50）, 88）, 97）, 109）が合理的で
ある．

もし将来に地震活動に構造的変化がなければ，赤池情
報量規準 AIC や ABIC は提案モデルの将来の予測の良

さを予め現在のデータのみで推定できる 50）, 97）．例えば，
最適な前震予測式の構成に多用されている 63）, 69）, 72）．

筆者らが前震予測計算式 72）, 99） を提案してから 17 年
経った時点で，東北地方太平洋沖地震とその顕著な前震
活動を含む確率予測を検証した 34）, 69）, 85）．最大地震（本震）
が特に大きい（M ≧ 6.5）地震群だけを選び出すと，群
れの初期の段階における前震の識別確率は一層明瞭で
ある 34）, 85）．3.5 節のマグニチュード列独立性のテスト 62）, 

69） も前震予測を検証する．

４．大地震前後の地震活動の統計的解析
4.1　2008年岩手宮城内陸地震前の東北地方の地震活動

2008 年 6 月 14 日の岩手 ･ 宮城内陸部地震（M7.2）に
先立つ 10 年間余りの東北地方の地震活動の相対的静穏
化を報告した 25）, 81）．震源断層内の前駆すべりを仮定し
て，東北地方と周辺部でのクーロン破壊応力の増減に基
づいて対応する地震活動の異常変化の説明を試みた．因
みに東北地方沖合にも見られた広域地震活動異常パタン
25）, 81） は 2011 年東北沖 M9 地震の前駆的活動異常であっ
た可能性がある（4.3 節参照）．

また M7.2 断層モデルの西部直近の領域で約 1 年前か
ら地震活動が顕著に活発化し，対応する GPS 基線距離
異常から，すべりは断層深部延長部に移動したものと考
えた 29）, 81）．

余震域の北緯 39 度付近の高密度クラスターは本震の
数日後にかなり低くなって，対応するように近隣 GNSS
観測点の地震後変位は加速されたように見える 78）．

全体の余震活動は東北沖地震後，相対的静穏化した．
4.2　�2009 年 8月駿河湾の地震の余震活動と静岡県中

西部地域の地震活動 26）

駿河湾の地震（M6.5）が 2009 年 8 月11日に発生したが，
その後の余震活動を調べた．さらに想定東海地震の震源
域を含む静岡県中西部における 1995 年以来の 15 年弱の
地震活動の経緯を調べた．各地域の地震（余震）活動
に ETAS モデルをあてはめ，有意な活動変化があるか否
かを確かめ，その時空間変化を調べた．その上で，地震
活動の変化を調和的に説明できる地殻変動のシナリオを
考えた．
4.3　2011年 3月11日の東北地方太平洋沖地震

顕著な前震活動は 3 月初めに始まり，3 月 9 日の M7.3
最大前震の後の余震活動（M ≧ 4.0）は 3 月 11 日の M9
の地震まで大森宇津式で良く当てはまったが，p 値は有
意に 1 より小さく b 値も極めて低かった 32, 85）．そして M9
本震が起きると，この余震領域での減衰は極端に静穏化
した 32）．M9 地震までの活動を大森宇津式でデトレンド
した変換時間に対する経度や緯度の時空間パタン（3.1 節）
は甚だしく非一様であり顕著な震源移動があった 32）．
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沖縄奄美諸島を除く全日本の 1926 年から M9 の地震
時までの M5 以上の地震データを確率的除群化で常時地
震を得たところ，M9 地震までの 10 年間，日本周辺全
域で常時地震が疎らになった 32）．

2008 年岩手宮城県内陸地震の前の東北地方と沖合の
各地域に見られた地震活動異常パタン 25）, 81） は，宮城・
福島県沖の広域スロースリップに基づく地震活動の異常
パタンと極めて良く似ている（文献 32 の 7 図）．従って，
これらの地震活動異常は M9 地震の前駆的活動異常で
あった可能性がある．

1923 年以降の東北地域の M5 以上の地震活動を ETAS
モデルで当てはめ，M9 の M5 以上の累積余震数と比較
すると，ほぼ予測どおりである．しかし 1997 年 10 月の
震源の一元化以降のターゲット期間の当てはめだと累積
余震数は ETAS 予測の 2 倍ほどになる 36）．後者の場合
は一元化からの期間での広域静穏化のためであると考え
られる 32）．

東北地方太平洋沖地震の余震活動 36）を大森宇津式で
デトレンドした時空間分布で比べた 33）．

また東北沖 M9 地震から静的および動的に誘発された
内陸地震の余震活動を調べた 33）, 35）, 38）, 90） ．誘発による日
本列島 38），南関東（首都圏）38）, 68） や東北地方および糸
魚川静岡構造帯における将来の大地震の長期的発生確
率の増加について GR 則を仮定して推定した 35）．

M9 余震活動の一環として，2012 年 12 月 7 日に三陸
沖で M7.3，2013 年 10 月 26 日に M7.1 の，アウターラ
イズ領域と近辺で正断層型の地震が起きた．M9 余震
データには部分的に 2012 年 8 月頃から夫々に相対的な
静穏化がみられ，これらはプレート境界深部でのゆっく
り滑りを仮定すれば，ストレスシャドウで活動低下の説
明ができる 47）．因みに，同様なスロースリップで正断層
型の 1933 年三陸沖地震（M8.3）前の地震活動の静穏化
について再考した．
4.4　2016年鳥取県中部の地震前後の活動 58）

M6.6 鳥取県中部地震の約 1 ヵ月前からの地震活動に
ついて前震の確率を求めた．内陸部にしては高い確率で，
本震後低下した．

余震確率の早期予報の推移が Hi-net 震源カタログ
で良く予測できている．また ETAS モデルでのシミュ
レーションによる余震活動の中期予測を試みた．さらに
CSEP 日本で検証中の階層的時空間 ETAS モデルによる
確率予測動画を高精度版で示した．

前震本震余震活動を ETAS モデルで解析した．活動
度の推移は ETAS モデルで良くあてはまるが，9 月の前
震活動は北西方向に移動，M4.2 で始まる前震は深い方
向に移動，余震活動は西方に拡散している．

4.5　2016年熊本地震
余震域と周辺部での本震発生前における地震活動の

多様性の詳細を定常 ETAS モデル，非定常 ETAS モデル，
およびマグニチュード頻度のモデルを用いて解析検討し
た．

異なる方法で M6.5 熊本地震の「余震活動」から
M7.0 以上の本震が起こる予測確率を求めた．M6.5 熊本
地震の余震の M7.3 地震前の前震確率 55）, 114） は概ね 5%
以上である．これに比べて M7.3 地震や 2005 年 M7.0 福
岡県西方沖地震や 2015 年 M7.1 年鹿児島県西方沖地震
のような本震 - 余震型系列は 3％以下の低い前震確率を
与えている．

早期余震予測を実施し 113），欠測を考慮した ETAS モ
デルのパラメタ推定法を提案した 111）．CSEP 日本で検
証実施中の同一の階層的時空間 ETAS モデルによる予
測の高精度動画を示した 114）．

余震域には主に深さ方向に非一様な b 値分布が見ら
れる 55）, 56）, 65）, 110）．
4.6　�2016年 4月1日三重県南東沖の地震（M6.1）に

続く群発地震活動 57）

JMA 震源カタログと，地震波形データから Matched 
Filter 法で再決定した震源データによる，非定常 ETAS
モデルによる解析や非定常 b 値解析を行った．いずれの
データでも震源の拡散や移動が見られ，本震と誘発群発
地震がプレート境界で起きたことを示唆している．

その後，南海トラフの巨大地震との関係として短期的
な影響は見られなかった．西南日本における地震活動異
常としては，昭和の東南海地震や南海地震前後の回顧的
な地震活動解析 4）, 73） が参考になるかもしれない．
4.7　2013年 4月13日淡路島付近の地震 41）

1995 年兵庫県南部地震（M7.2）の震源域における余
震活動は数年後僅かながら活発化していた 39）が，M7.2
本震後の同地域内の余震活動を 5 年後まで ETAS モデ
ルで当てはめ，淡路島付近の地震（M6.3）まで予測を
延長すると相対的な活発化が顕著に見える．ETAS 変換
時間に関する余震活動の時空間図では余震域が拡大（活
発化）し，北東端で最大余震（M5.1）が発生し，南西
端への拡張（活発化）の後に淡路島付近の地震（M6.3）
が発生している．この経緯について，淡路島付近の地震
の断層深部延長部ですべりがあったものと仮定して余震
活動域の CFS 増加を調べ，余震活発化との整合性を確
認した．さらに，同すべりによる地表の変動方向を描き，
GNSS 観測点と繋がる GEONET の基線長の時系列を調
べた．

余震活動は，5 月 26 日現在， M1 以上では順調に推移
しているように見える 46）．
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4.8��2018 年大阪北部の地震 66）

余震活動のリアルタイム予測システム 113）で本震の 3
時間後から予測を実施した．
4.9　2018年北海道胆振東部地震

Hi-net 自動処理震源によるリアルタイム予測システム
で本震の 3 時間後から予測を実施した 66）, 113）．

余震域と周辺部での本震発生前後における地震活動
を ETAS モデル，非定常 ETAS モデルなどを用いて詳
細に解析した 67）, 116）．特に余震活動の常時地震活動強度
が一時的に 10 倍近く急増し，その後回復している . こ
れに対応して余震群の南端で「群発型」活動が認めら
れる．

余震空間分布には主に深さ方向に非一様な b 値分布
が見られる．
4.10　関東地方直下の地震予測

100km 深までの地震活動を解析，予測するために，階
層的時空間 ETAS を 3 次元空間に拡張し，さらに M9 東
北沖地震の影響を考慮した 68）, 112）, 115）．関東直下では三つ
のプレートが重なって，諸パラメタの空間変化は極めて
非均質であるが，特に常時地震活動度は大地震の予測に，
余震生産性パラメタは短期予測にとって，特徴的パタン
を示し，予測の重要な位置情報になる．1926 ~ 2016 年
で JMA データ（M ≧ 4）をあてはめた本モデルを使って，
3 次元時空間地震活動の予測結果を示した．一例として，
2018 年 6 月時点に予測した結果は，その後 1 年に起き
た M ≧ 3 の地震発生位置と比べると良好である．
4.11　�2004 年 12月M9.1スマトラ地震に先行した地

震発生率の変化について 40）,�89）

2004 年 12 月 26 日の M9.1 スマトラ地震の前まで，ス
マトラ · アンダマン諸島地域における広域地震活動を
1973 年からの期間で調べた．全期間を通じて同じパラ
メタの定常な ETAS モデルより，ある変化時点を境に
して異なるパラメタの ETAS モデル（two-stage ETAS 
model）を当てはめた場合がデータに良く適合した．し
かし USGS の NEIC の震源カタログと ISC カタログで
は矛盾した結論になる．前者のデータでは相対的に活発
化し，後者では相対的に静穏化した．原因と考えられる
ことは包括的核実験禁止条約（CTBT）に基づく国際デー
タセンター（IDC）のデータの扱いにあると考えられる．
NEIC は非採用であったが，ISC カタログは IDC データ
を含めたために，マグニチュード偏移が起きたと考えら
れる．

５．おわりに
歴史的記録や地球物理学や地質学の知見に基づいた

数々の地震シナリオに加えて，各種観測データに適合し
た統計モデルを開発し，それを基準に使ってデータから

異常事象を検出する作業が求められる．そのうえで異常
事象が大地震の前兆たり得るのかを統計的に識別し予知
率を高める．異常事象と大地震発生との統計的因果関係
を解析するため，時空間的な危険度や切迫度の変化をモ
デル化して確率的予測に結びつける．そのために確率点
過程 98,109） の考え方が重要である．一種類の異常事象だ
けでは十分大きな確率利得や的中率で予測できないかも
知れないが，幾種類かの異常事象が観測されれば，確率
予測の実用化が拓かれると考える．

2 節ではその骨子を概説し，解説論文 93）, 98）, 109） に取り
まとめた．予知率を高めるための異常現象の検出例や方
法を異なる観点から 3 節と 4 節に記述したが，異常事象
のリアルタイム監視ができる様になるには数多くの課題
がある．

（尾形　良彦）
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１．はじめに
防災科学技術研究所（以下，防災科研）は 1973 年に

観測を開始した深度 3500m の岩槻地殻活動観測施設に
始まり，関東・東海地殻活動観測網や強震観測網，相模
湾海底地震観測施設などを東海地震の地震防災対策強
化地域等に重点的に展開してきた．平成 7 年（1995 年）
兵庫県南部地震及び平成 23 年（2011 年）東北地方太平
洋沖地震の発生とそれらに伴う 2 つの大震災を契機に，
全国どこでも地震が起こりうるということを前提に，陸
域においては空間的に均質な観測を行うとともに，海域
においても地震や津波をリアルタイムで観測するよう，
日本の防災に向けた地震観測の方針は大きく変革した．
本稿では，まず防災科研が全国の陸域に整備してきた
基盤観測網について概説し，次に海域における観測網を
統合して整備し運用している陸海統合地震津波観測網

（MOWLAS）について述べる（図 1）．

２．基盤観測網の運用
2.1　陸域を対象とした観測網

1995 年に発生し 6400 名以上が犠牲者となった阪神・
淡路大震災発生当時の当該地域における観測体制は十分
であったとはいえず，地震後ただちに事態の全体像を把

握することが困難であった．この震災を契機に地震防災
対策特別措置法が施行され，そのもとに地震調査研究推
進本部（以下，地震本部）が設置された．防災科研では
地震本部が策定した基盤的調査観測計画 1）の方針のもと，
全国の陸域をほぼ均一に覆う高精度で確実な観測を行う
基盤観測網を構築し運用してきた 2）．基盤観測網は地震
による被害の軽減と地震像の解明を目指し，地震発生の
長期評価，地震活動の現状把握・評価，地震ハザード評価，
地震情報の早期伝達の四つを目的としている．基盤地震
観測網は，微小な揺れを測るための高感度地震観測網

（Hi-net：High Sensitivity Seismograph Network of Japan, 
約 800 観測点）3） 4），強い揺れを測るための二つの強震
観測網，全国強震観測網（K-NET：Kyoshin Network, 
約 1050 観測点）と基盤強震観測網（KiK-net：Kiban-
Kyoshin Network, 約 700 観測点）5） 6），さらには，周期が
数十秒以上に至る広帯域の地震波を測定することがで
きる広帯域地震観測網（F-net：Full-range Seismograph 
Network of Japan, 73 観測点）7） 8）から成っている．その一
部は地震の翌年の 1996 年から運用を開始し，2000 年頃
までには現在の陸域における観測体制が構築された．こ
の他，16 火山に 55 観測点から成る火山観測網 （V-net：
Fundamental Volcano Observation Network in Japan）9）を
構築・運用し，火山噴火のメカニズム解明などの基礎的
な研究や火山活動監視に貢献している．

最近 10 年では，平成 23 年（2011 年）東北地方太平
洋沖地震を初めとする多くの地震の記録を正確に捉える
ことに成功し，地震発生のメカニズムの解明や余震活動
の把握に大きく貢献してきた．例えば，東北地方太平洋

２．研究開発法人・行政機関等

（１）　防災科学技術研究所

図1　陸海統合地震津波観測網MOWLASの観測点配置．

図2　�東北地方太平洋沖地震の強震記録．（左図）プロットに
使用したK-NETとKiK-net観測点の位置．カラーコンター
はすべり量分布を，5つの矩形は強震動発生域を示す．（中
図）最大振幅で正規化した加速度記録．（右図）速度波
形のEW成分．複数の波群が伝播していく様子が認めら
れ，本震の震源過程が複雑であることを示している．
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沖地震の強震記録（図 2）において，複数の波群が伝播
していく様子は，本地震の震源過程が複雑であることを
明快に示した 10） 11）．また，2016 年 4 月の熊本地震では，
14 日と 16 日にそれぞれ最大震度 7 の強い揺れを伴う地
震が観測され，広範囲にわたり地震活動が活発化した．
防災科研は，震源分布の時間変化，強震動分布，震源
過程について精密な解析を行い，それらの結果を地震本
部の地震調査委員会や地震予知連絡会で報告した．こ
れらの地震に対する解析結果は，学会や学術雑誌，ウェ
ブサイトで発表することにより，社会への迅速で詳細な
情報提供が可能となっている．

2.2　海域を対象とした観測網
震源の直上で観測することは，現象の解明という学術

の見地からも，地震や津波の即時予測の観点からもメ
リットが大きい．沖合における地震を直上で観測するこ
とで，微小地震や微動の検知や震源・メカニズム決定，
地震やスロースリップの震源断層モデル推定などの精度
が格段に向上し，優れた研究基盤として学術的な研究成
果の創出に大きく貢献することが期待される．

東北地方太平洋沖地震では，東日本の太平洋岸沖合
における地震津波の観測体制の不足が津波警報や緊急
地震速報の過小評価の一因となったとの指摘がなされ
た 12）．東北地方太平洋沖地震当時，海域における海底ケー
ブル式の地震や津波の観測システムは，設置主体別に，
気象庁が整備した東海沖（1979 年），房総沖（1985 年），
東南海沖（2008 年），防災科研が整備した相模湾（1996
年），東京大学地震研究所が整備した伊豆東方沖（1994
年），三陸沖（1996 年），（国研）海洋研究開発機構（以
下，JAMSTEC）が整備した室戸岬沖（1997 年），釧路・
十勝沖（1999 年）などが存在していた．地震直後に防
災情報を出すには海底ケーブル式による定常観測が有効
であるが，当時の観測網は稠密に空間を覆うかたちでの
地震・津波観測体制とはなってはおらず，新たな観測体
制の構築が急務であった．

防災科研は，東日本地域太平洋岸沖合における地震
や津波の早期検知・情報伝達などを目的として，2011
年度より日本海溝海底地震津波観測網（S-net：Seafloor 
Observation Network for Earthquakes and Tsunamis 
along the Japan Trench）13）の整備を開始した．S-net は，
千葉県房総半島沖から北海道沖日本海溝沿いの海域 150
地点において地震と津波をリアルタイムで観測するケー
ブル式観測網として，2017 年 3 月に完成した．房総沖，
茨城・福島沖，宮城・岩手沖，三陸沖北部，釧路・青森沖，
海溝軸外側の 6 つのセグメントの合計約 5500km にわた
る光海底ケーブルを敷設し，海底に地震計や津波計から
なる観測装置を数珠つなぎに設置した．観測点はおおむ

ね 30 ～ 60km 間隔で設置されており，それぞれの観測
地点には津波を観測するための水圧計と地震を観測する
ための速度計や加速度計が設置されている．

S-net データによる地震波形データの解析により，
2016 年 11 月 22 日に発生した福島県沖を震源とする
M7.4 の地震の詳細な余震活動が推定された．震源は南
東傾斜の断層面に沿って分布し，余震の活動域が本震位
置から南西に延びていることを明瞭に示した．また，水
圧計により，波源から直接伝播する津波と海岸で反射し
た津波が北上する様子を捉え 14），それらが干渉すること
で仙台港での最大波をもたらしたことを示した（図 3）．

一方，近い将来巨大地震の発生が懸念されている南
海トラフ沿いには，JAMSTEC が整備した地震・津波観
測監視システム（DONET：Dense Oceanfloor Network 
system for Earthquakes and Tsunamis）15） 16）がある．東日
本大震災発生当時は，熊野灘沖をカバーする DONET1
は当時まだ整備途中であったが，約半数の 10 点で観測
を開始していた．2011 年 8 月には 20 観測点での観測を
開始し，その後，紀伊水道沖をカバーする DONET2 は，
東日本大震災の発生を受け整備計画が前倒された．2016
年 3 月に全 51 点の整備を完了したのち，2016 年 4 月に
防災科研に移管された．

即時予測の観点から言えば，海域における観測は人が
住んでいないところへの観測網の延長である．S-net や
DONET の観測データを用いることで，陸域や沿岸のみ
で観測する場合と比較して，地震動の検知が最大 30 秒
程度，津波に関しては 20 分程度早くなり，気象庁の緊
急地震速報や津波警報などの各種警報業務や民間のシ
ステムの制御等における猶予時間の増大や精度向上に貢
献できる．2012 年 3 月には DONET1 のデータが気象庁
による津波警報の基礎データとして活用され始め，2016
年 7 月には DONET に加えて S-net の海底津波計データ
の津波情報への活用が始まった．また，2015 年 3 月か

図3　�2016 年福島県沖の地震のS-net 観測点で記録された
水圧波形．津波はS-net 観測点へ直接伝播した第一波
と沿岸で反射した第二波を観測した．
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らは DONET の，2019 年 6 月からは S-net の海底地震
計データの気象庁の緊急地震速報への活用が開始され
た．更に 2017 年 11 月からは S-net 及び DONET の海底
地震計データの鉄道事業者への配信を開始し，新幹線の
緊急停止などの防災対策への活用がなされている．

３．陸海統合地震津波観測網（MOWLAS）
地震は陸域でも海域でも発生し，海域の地震であっ

てもエネルギーは地震波として陸へ到達して被害を起こ
す．観測を陸域と海域に分けているのは観測技術の問題
に過ぎず，陸域と海域の観測データを統合的に解析する
ことはさまざまなメリットがあるため，観測データの蓄
積と統合的な解析を行うための研究および統合データの
活用を進展することが重要である．防災科研は，上述の
陸海の 6 つの地震観測網及び基盤的火山観測網 V-net の
7 つの観測網を陸海統合地震津波火山観測網 MOWLAS

（Monitoring of Waves on Land and Seafloor）17）と し て
2017 年 11 月より統合運用している．

MOWLAS の連続波形データは，IP-VPN を用いた伝
送網によりリアルタイムで伝送されている．可能な限り
帯域が確保された回線を選択すること，網内での伝送遅
延を 0.5 秒以内に抑えることで，高速度・高品質のデー
タ収集を実 現している．データは防災科研に伝送され
るだけではなく，気象庁にもリアルタイムで伝送され，
緊急地震速報や津波警報などに活用されている．

運用開始から 2019 年末現在，Hi-net により 350 万イ
ベントを超える震源決定，F-net では 4 万イベント近い
メカニズム推定がなされるとともに，強震観測網では 1.6
万イベント（約 80 万データ）を超える強震波形が収録
されるなど大量の高品質なデータが防災科研のデータセ
ンターでアーカイブ・公開されている．これらのデータ
は，簡単なユーザー登録をすることで，使用可能となる．
MOWLAS の観測データから，各種スローイベントの発
見や地下構造モデル構築，極大地震動の取得など，様々
な学術的成果が得られている．また，構造設計をはじめ
とする工学的利用，さらには各種ハザード評価など防災
に直結する情報基盤という観点での貢献も大きい．

４．その他の観測網とデータの共有
首都圏で発生する地震の研究とその被害軽減を目的に

2007 年から東京大学地震研究所などによって構築され
た首都圏地震観測網（MeSO-net：Metropolitan Seismic 
Observation network）18）は，2016 年度末に防災科研に移
管され，現在は防災科研によって運用されている．観測
点は，首都圏の約 300 カ所（東京都，茨城県，神奈川県，
千葉県，山梨県，埼玉県）に，直線状（観測点間隔 3km
程度）および面状（4 ～ 10km 間隔）に配置されている．

各観測点における地震計は，首都圏の大きなノイズや温
度変化を避けるため約 20m の縦孔の底に設置されてお
り，地上には地震データの収録装置，電源装置，通信機
器のほか，温度・気圧計を設置している．取得されたデー
タはリアルタイムで防災科研へ送信され，防災科研およ
び東京大学地震研究所で蓄積されている．MeSO-net で
は，通信回線の輻輳や停電等で不通になったりする場合
に備え，観測点でデータの送信速度をコントロールし，
回線復旧後に自動的に再送する自律協調型地震観測装
置を使用している．MeSO-net データは，MOWLAS の
データと同様に防災科研のウェブサイトからダウンロー
ド可能となっている．

観測を実施するためには多くの手間と時間が必要であ
るため，従来，観測データはそれを取得した研究者や組
織で使用し公開されることは少なかったが，阪神・淡路
大震災を契機に気象庁・大学・研究機関の観測データが
一元化された．防災科研は，各機関で観測されたデータ
をリアルタイムで共有するための仕組み（TDX: Tokyo 
Data eXchange）を提供している．防災科研は，これら
他機関のデータについても収集・アーカイブするととも
に，インターネット上での公開の責を担っている．

５．おわりに
図 1 に示したように，防災科研では全体で 2000 を超

える観測点を一元的に維持・管理し，かつデータの取
得・保存・公開についても，安定した運用を行っている．
MOWLAS データの利活用を推進するため，2019 年 4 月
には，各観測網データに対してデジタルオブジェクト識
別子（DOI: Digital Object Identifier）を取得した 19）．こ
のような安定した運用の実現のためには，天災などによ
り生じた観測データの異常を直ちに検出して迅速な対
応・復旧を行い，老朽化した機器の更新を確実に実施し
なければならない．東北地方太平洋沖地震直後において
は，停電によるデータの一時的な欠測や強い揺れによる
地震計の故障，津波による観測施設の流出などに対する
復旧，または膨大な数の地震発生による大量データの処
理に対応した経験を踏まえて，今後の激甚災害発生時に
おける業務継続のための技術を強化した．

現在では MOWLAS のデータは気象庁が発表する緊
急地震速報，津波警報，震度情報や震源位置決定に使
用されているほか，新幹線制御など民間事業者にも活用
されつつあるなど，データの社会実装が着実に前進して
いる．これらの社会実装を確実に機能させるためには，
今後とも長期間にわたって MOWLAS の安定的運用およ
び観測技術やデータ利活用技術の開発を推進していく必
要がある．

（青井　真・汐見　勝彦）
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１．はじめに
海洋研究開発機構では，海溝型巨大地震の震源域で

の詳細な構造調査に加えて，地震・津波監視システム
（DONET）の技術開発，設置・構築を行うとともに，
長期孔内システムの開発・DONET への接続によるリア
ルタイム化，リアルタイム海域観測データを活用する即
時津波予測システムの開発・実装を行ってきた．さらに，
東北地方太平洋沖地震に対して，構造調査やシミュレー
ションを活用した研究を進めるとともに，南海トラフ～
琉球海溝，日本海東縁等を対象としたプロジェクト研究
を進めた．

２．�地震・津波観測監視システム（DONET）の構築・活用
2.1　DONET1・2の構築とモニタリング

DONET（Dense Oceanfloor Network System for 
Earthquakes and Tsunamis）は，南海トラフの巨大地
震の震源域のほとんどを占める，海域で発生する地
震・津波を常時観測監視するために，南海トラフ周辺
の深海底に設置された地震・津波観測監視システムで
ある．紀伊半島沖熊野灘の水深約 1,900~4,400m の海
底に設置された 「DONET1」は，2011 年に本格運用を
開始．「DONET2」は，紀伊水道から四国沖の水深約 
1,000~3,600m の海底に設置された．各観測点には強震
計，広帯域地震計，水晶水圧計，微差圧計，ハイドロフォ
ン，精密温度計が設置され，地殻変動のようなゆっくり
した動きから大きな地震動まで，あらゆるタイプの海底
の動きを観測することができる（図 1）．

DONET1 による地震観測データを加えることで，紀
伊半島沖での地震の検知能力が大きく向上し，震源位置
の決定精度（特に深さ）も向上した（図 2）1）．

DONET は，海洋研究開発機構が文部科学省より，平
成 18 年度から受託研究「地震・津波観測監視システム
構築」および平成 22 年度から補助事業「地震・津波観
測監視システムの開発」として開発・ 整備を進めたもの
である．平成 28 年 4 月に，紀伊水道から四国沖にかけ
て展開する DONET2 が完成したことを受け，DONET1 
と合せて，防災科学技術研究所に移管された．
2.2　南海トラフ長期孔内観測システム

より長周期の海底地殻変動等を観測するには，海底面
に広がる軟弱な堆積層や，海底に流れる底層流の影響を
避ける必要がある．海底下 500-1000 m の掘削孔内に観
測センサーを設置することでそれが実現できると考え，
地球深部探査船「ちきゅう」で掘削した孔内へ地震・地
殻変動等のセンサーを設置する「長期孔内観測システム」
の開発を行い，国際深海掘削計画（IODP）における南
海掘削計画の一環で，東南海地震震源域沖合の海域に
複数点を設置し，DONET に接続することで長期観測を
実現した．DONET1・2 ならびに長期孔内観測データを
用いたスロー地震の解析は，第２部 3 章 3.（5）を参照さ
れたい．

（２）　海洋研究開発機構

図1　DONETのシステム概要．長期孔内を含む．

図２　DONET1による震源決定能力向上 1）

図 3　長期孔内観測システムダイアグラム
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2.3　即時津波予測システムと社会実装
沖合の津波発生による DONET の水圧計の変化を捉

え，それに対する沿岸での増幅率を事前に多数シミュ
レーションで計算しておくことで，リアルタイムデータ
に従って 1 秒毎に津波高・到達時刻・浸水マップを更新
していくシステムを開発し 2），和歌山県・中部電力・尾
鷲市等に実装した．和歌山県はこのシステムを用いて，
気象庁以外で初めて，市町村の防災担当に向けて，独自
の津波予報を知らせる仕組みとなっている．

３．東北地方太平洋沖地震関連
3.1　地震前後の海底地形・地下構造変化

2011 年東北地方太平洋沖地震の発生を受け，海洋研
究開発機構では，震源域の構造の把握，断層のイメージ
ングを目的として，主に宮城沖を対象に地形・地下構造
調査を実施した．

海洋研究開発機構は，以前から，東北沖でマルチナロー
ビーム音響測深器による地形調査を実施してきた．地震
発生後，宮城沖の震央付近で過去に調査を実施した測
線と同一測線で得られた地形データと，過去に得られた
データを比較したところ，特に海溝軸近傍で最大 50m 
にも及ぶ地形変化があったことが判明した（図 6）3）．

この地震では地震に伴う変形が海溝軸近傍まで及ん
だことが地形調査から明らかになったが，実際の断層は

どのように位置し，どのように断層が海底へ達している
かを知るには地下構造調査が必要である . 地震後の複数
回にわたって反射法地震探査を実施し，地震発生前後で
の地下構造の変化の抽出を試みた．その結果，海底地形
変化が見られた測線と同一の測線において，地震前後で
海溝軸近傍に地下構造変化が見られた．高分解能反射
法探査の結果明瞭になった海溝軸近傍の堆積層の変形
様式をあわせて考えると，地下構造の変化は，この地震
によるプレート境界断層に沿った破壊が海溝軸ごく近傍
まで 伝播し，海溝底下の堆積層を変形させながら海底
へ突き抜けたことによるものであると説明できた．

3.2　東北地方太平洋沖地震とその前後の活動のモでル
2011 年東北地方太平洋沖地震は，それまで高々 M 7

クラスの地震が繰り返していた領域を含めて，M9 クラ
スの地震として発生した．このような，規模の大きく異
なる地震が同一の領域で発生することを再現する階層ア
スペリティモでルを提案した 5）．

図4　津波即時予測システム 2）

図 5　東北地方太平洋沖地震前後の海底地形比較 3）

図 6　�a）�2011年の地震直後に取得された反射断面．縦横比
は1:1（他は 2:1）．b）1999年に取得された反射断面
の拡大図．c）a）の拡大図．d）高分解能反射断面を
もとに解釈を加えたもの 4）．
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3.3　宮城県沖地震の再来間隔変化の可能性
前述のような階層アスペリティモでルにもとづく，

2011 年東北地方太平洋沖地震と，その前後の大地震（M 
7 前後）を対象とした日本海溝域における地震発生サイ
クルの数値シミュレーションを多数行い，東北沖地震前
後の観測をある程度再現する 121 のシナリオを見出し
た．それらのシナリオにもとづくと，M9 クラスの地震
が発生してから，次の M7 クラスの宮城県沖地震が発生
するまでの時間間隔は，M9 クラスの地震発生前の宮城
県沖地震の平均再来間隔の半分より短くなる場合が多い
ことを指摘した 6）．

４．南海トラフ～琉球海溝を対象とした調査研究
4.1　琉球海溝南部における沈み込み帯の構造

文部科学省による委託業務「南海トラフ広域地震防災
研究プロジェクト」の一環として，琉球海溝南部におい
て屈折法探査・反射法探査および海底地震計を用いた地
震観測を実施し，それらのデータを解析した．その結果，
プレート境界近傍で低周波地震が発生していること，ま
たプレート境界の浅部から深部に高圧な流体が存在し，
低周波地震の発生に強く寄与している可能性が高いこと
を明らかにした．さらに，同地域でプレート境界断層と
分岐断層から成る楔形の構造が存在するとともに，これ
が津波データから推定される 1771 年八重山地震の巨大
津波発生源とよく一致することを明らかにした（図 9）7）．

4.2　南海トラフ巨大地震のシナリオや推移予測
文部科学省による委託業務「南海トラフ広域地震防災

研究プロジェクト」の一環として，南海トラフ巨大地震の
シナリオの検討や推移予測手法の開発を行った．例えば，
南海トラフにも階層アスペリティモでルを適用すること
で，宝永をはじめとして，津波石等の地質学的証拠から，
より規模が大きかったと考えられる地震が数百年に一度
発生することが説明できること 8），宝永津波での瀬戸内海
での被害と整合するには，深部低周波微動の発生する地
震発生帯深部まで地震時にすべる必要があること 9），1968
年日向灘地震の震源域での地震によって南海地震が誘発
され，東海地震に先行するシナリオがあり得えること 10）

等を示した．また，多数のシナリオを準備しておき，地殻
変動データとの整合性を調べることで，逐次データ同化
を行う手法を開発し，東南海（東海）地震後から南海地
震までの推移予測の数値実験を行った 11）．さらに， 1944
年東南海地震の余震以来，数十年ぶりのプレート境界で
発生した M6 クラス地震である 2016 年 4 月 1 日三重県南
東沖地震とその後の余効すべりについて，南海トラフ巨
大地震との関係を含めた統合的理解を進めた 12）．

図9　�琉球海溝南部の構造 7）．a,b）�反射法探査イメージ．�
c）�屈折法探査イメージ．

図8　�121のシナリオにもとづいた，次の宮城県沖地震の
発生時期 6）．

図7　�断層面のせん断応力（上）とすべり速度（下）のスナップ
ショット．右上は地震時すべり分布の例 5）．
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５．まとめに
海洋研究開発機構では，今後も海溝型巨大地震震源

域での調査観測研究，リアルタイム海底地震・地殻変
動・津波ネットワークシステムの開発や掘削技術の活
用，データ解析・シミュレーション技術の活用を通して，
沈み込み帯の理解を深め，現状把握と推移予測を進め
ていく．
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図10　�M8後の固着のはがれによるM6発生，余効すべりが
浅部でのみ発生するパターンの再現 12）．
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１．はじめに
国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下，産総

研という）における地震の調査・研究は，旧地質調査所
時代から実施されてきたものを引き継ぐとともに，最新
の地震科学・地震工学を取り入れながら，その間に幾
度かの組織の改変を行いつつ推進されてきた．2009 年
から 2019 年の過去 10 年間を振り返ると，2009 年 4 月 1
日に地震災害の軽減に役立つ情報提供を目指し，将来の
地震活動と被害の予測研究を進めるため，従来の活断層
研究センターと地質情報研究部門に属した地震関連研究
グループを統合して，活断層・地震研究センター（当時
は独立行政法人）が設立された．その 5 年後の 2014 年
4 月 1 日には産総研地質分野の改組により，従来の活断
層・地震研究センターと地質情報研究部門に属する火山
関連研究グループなどが一体となり，活断層・火山研究
部門が発足し，現在に至る．このように，たびたび名称
や組織体制の改変がなされてきたが，産総研の地震予測
研究の特徴は，一貫して地質学的手法に軸足を置き，取
得された内陸および海溝型地震の発生履歴や規模に関
するデータや地下水変化のデータに，地球物理学や地震
工学の研究手法や最新の知見を取り込みながら将来の地
震活動や大地震の際の被害の予測の手法を確立し，高度
化していこうとする立場にある．この間，国内では 2011
年東北地方太平洋沖地震とそれに誘発された 2011 年福
島県浜通りの地震や 2014 年長野県北部の地震，2016 年
熊本地震をはじめ甚大な被害をもたらした海溝型地震や
内陸地震がたびたび発生した．産総研ではこうした大地
震が発生すると直ちに緊急現地調査を行い，その結果は
地震予知連絡会でも報告してきた．以下では，過去 10
年間における産総研の地震研究のうち，地震予測に関連
した研究の成果および主な緊急調査について述べる．

（丸山　正）

２．陸域および沿岸海域の活断層・古地震の研究
本研究では，陸域および沿岸海域に分布する活断層

について，その位置・形状および過去の活動を解明し，
将来の地震発生予測に資するデータを取得してきた．と
くに，文部科学省が進める主要活断層帯の長期評価，活
断層の地域評価に関する研究課題を受託・分担して着
実に実施し，評価のために必要なデータ取得した 1）．ま
た，活断層評価手法の高度化のため，地形表現が不明瞭
な活断層の研究，長大活断層の連動性評価の研究，年
代測定手法の改良と適用性の研究について，高解像度地
形データを用いた地形解析，現地調査，試料の分析等を
継続的に実施した．その結果，地形表現が不明瞭な活断

層評価については，DEM を用いた地形解析・表示手法
を開発した 2）．長大活断層の連動性評価については，糸
魚川―静岡構造線断層帯を対象として，集中的に地形・
地質データを取得し，評価手法を開発した 3）．年代測定
手法の改良と適用性については，宇宙線生成核種を用い
た地形・地質年代測定と連続サンプリングに基づく放射
性炭素年代測定の事例研究を実施し，手法の有効性を
確認した 4）．さらに，2011 年福島県浜通りの地震，2014
年長野県北部の地震，2016 年熊本地震，2016 年鳥取県
中部地震等の大地震が発生した際には，緊急現地調査を
実施するとともに，地震調査委員会への資料の提供，ウェ
ブでの情報発信を速やかに実施した（7．参照）．

以上に述べてきた活断層の調査・研究結果は，活断層
データベースに収録している 5）．活断層データベースは，
2005 年に構築されて以来，一貫して，全国の活断層調
査研究結果を網羅的に収集・収録した上で，速やかに公
開している．この過程で，活断層調査研究専門家のみな
らず，一般市民が使いやすいように，表示デザインおよ
びコンテンツを改修してきた．あわせて，表示機能，脆
弱性に関する改修を進めた．また，同データベースの活
用方法を含む，活断層・地震に関する自治体防災担当者
向けの研修を毎年実施し，データが利活用されるよう工
夫を続けている．

（宮下　由香里）

３．海溝型地震・津波堆積物の研究
産総研の海溝型地震履歴研究グループは，2004 年の

発足以来，津波堆積物や海岸の隆起・沈降痕跡などを
用いて海溝型巨大地震の履歴（発生時期，規模，震源・
波源モデルなど）を復元し，長期予測に資するための研
究を行ってきた．10 年前の 2009 年当時は，グループ発
足時から重点的に実施してきた宮城県南部～福島県沿
岸での津波堆積物調査の結果をまとめていた段階であっ
た 6）．この研究により，同地域における 869 年貞観地震
の津波浸水域を提示し，巨大津波の再来間隔が 500 ～
800 年であることを報告していた 7）．地震調査研究推進
本部では 2010 年にその成果を取り入れた長期評価の審
議を行い，2011 年春に公表予定であったが，2011 年 3
月 11 日に東北地方太平洋地震を迎えてしまった．事前
に成果を社会に周知することはできなかったが，結果的
に 869 年貞観地震と 2011 年東北の地震による津波浸水
域はおおよそ重なり，履歴からみた再来間隔もほぼ満期
であったことから，長期予測の妥当性が証明されること
になった 8）．以来，津波堆積物をはじめとした地質痕跡
や歴史記録による沿岸の古地震・古津波調査が全国的に

（３）　産業技術総合研究所
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様々な機関で行われるようになり，2011 年以降の 8 年
で知見の集積が飛躍的に進んだ．しかし一方で過去の津
波浸水域を正確に復元することの難しさや，地震の規模
や再来間隔の多様性による長期予測の難しさも浮き彫り
になってきた 9）．産総研ではこの 8 年で，千島海溝から
日本海溝，相模トラフ，南海トラフに面する海岸沿いで
津波履歴調査を行うとともに，2011 年東北地方太平洋
地震による現世津波堆積物の観察から，古津波堆積物の
認定や津波浸水域の復元に関する手法の検討を進めて
きた 10，11）．また南海トラフ沿いでは，地域間の履歴の対
比から過去の南海トラフ地震の破壊域のより正確な復元
を目指して調査を進めている．

（宍倉　正展）

４．地下水等統合観測研究
本研究では，1970 年代後半から開始した東海地震の

短期的予知を目的とした地下水・地下ガスの観測研究，
および 1995 年兵庫県南部地震を契機とした近畿・中部
内陸部における地下水・地殻ひずみの総合的な観測研究
を行ってきた．2006 年からは南海トラフ地震の発生予
測精度向上の研究のために，主に紀伊半島から四国地域
において地下水等の総合観測点の整備を開始した．この
観測点は原則として深さ 30 m，200 m，600 m の孔井か
ら構成され，水位計のほか，地震計，水温計，ボアホー
ル型ひずみ計などを設置している．

この 10 年間で，紀伊半島・四国を中心に 4 つの総合
観測点を新たに整備し，総計 16 観測点となった 12）．ま
た，産総研は防災科研および気象庁とのそれぞれの共同
研究に基づき，産総研の地下水・ボアホールひずみデー
タと防災科研 Hi-net の傾斜データおよび気象庁のボア
ホールひずみデータについてリアルタイムで交換を開
始し，南海トラフの短期的ゆっくりすべり（SSE）の高
精度モニタリングを実施した．2013 年 11 月以降の 5 年
間で 162 個の SSE イベントの断層モデルを決定した 13）．
また，同総合観測点のボアホールひずみデータや地下水
位・地下水圧データを用いて，短期的 SSE が遠地巨大
地震によって励起される現象 14），遠地地震により励起さ
れた地下水位の振動波形の新たな定式化と観測された
地下水位・ボアホールひずみデータとの比較 15），密閉さ
れた井戸の地下水圧による短期的 SSE の検出とこれを
用いた同 SSE のモニタリング高度化 16）などの研究を実
施した．

1946 年南海地震前後の地下水変化・潮位変動のデー
タ収集および解析と，1944 年東南海地震・1946 年南海
地震前後の紀伊半島の上下変動時系列を求めた 17）．

地下水・地殻変動観測等による地震の予知・予測研究
に関する台湾・成功大学との共同研究を継続し，共同で

ワークショップを毎年開催し 18），日本と台湾における同
分野での研究交流を進めた．

（松本　則夫）

５．地震災害予測に関する研究
地震の際に災害が発生するプロセスと災害の様相につ

いて地質・地形学的知見と地球物理学的データ及び手法
を融合した説明性の高い予測・評価を行い，地震防災へ
展開することを目指した研究を実施している．近年発生
した大地震に伴う被害を鑑み，地震災害予測の観点から
は，1）既存の地下構造モデルの妥当性検証，2）断層近
傍域の地盤変形や地震動の様相の予測，3）観測データ
の利活用の必要性が強く認識されている．

5.1　強震動の伝播特性に関する研究
強震動の伝搬・増幅特性をより正確に明らかにするた

め，大阪，中京，大分，熊本等において，既往データの
再解析に加えて，物理探査・地震観測を実施し，新たな
知見に基づく地盤構造モデルの作成と検証を，他大学・
機関と共同で行った 19）．成果の一部は公開され，国，自
治体，企業へも提供されている．また，これら地盤構造
モデルを用いて内陸地震の地震動予測を行い，公開した．
断層破壊の設定においては，微小地震のメカニズム解等
から推定した応力場の下での動力学的断層破壊を取り込
むなど，技術的改良も行った．

関東平野では，国，自治体，他機関によって取得され
てきた反射法地震探査，屈折法地震探査，重力探査等，
数多くの地下構造調査結果が，既存の地下構造モデルや
断層の深部形状を含めて，未だ十分には 3 次元地下構造
モデルに反映されていない．当所が新たに取得したデー
タの解析結果に加えて，それら既存データによる知見を
含めた新たな 3 次元地下構造モデルを作成中である．

5.2　断層近傍域の地盤変形や地震動の予測
地震時の地盤変形（地表地震断層や地殻変動）の予

測のため，実地調査と数値計算の両面から研究を進めた．
地震時地盤変形については，明瞭な地表地震断層が

出現した 2008 年岩手・宮城内陸地震，2011 年福島県浜
通りの地震，2014 年長野県北部の地震，2016 年熊本地
震において，地表踏査・測量．地上 LiDAR，航空レーザー
計測等の手法を用いて地表地震断層の出現形態や分布
に関する情報を収集した．

数値計算に関しては，深部反射法地震探査でとらえら
れる深度 10 km 以浅，実際の地盤物性値および岩盤物
性値を入力できる深度数 km 以浅，表層地盤内の断層発
達過程に関わる深度 100 m 以浅，それぞれのスケール
において入力可能な境界条件のもと，解析手法の開発に
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取り組んだ．開発した手法をスリップパーティショニン
グ現象の現象解明に活用するほか，上町断層を含むいく
つかの断層系に適用し，広域応力場・断層面形状・地盤
変形について定量的な評価・考察を行った 20～22）．2016
年熊本地震と 2014 年長野県北部の地震における技術的
検証を通して，断層近傍の変位だけではなく局所的な強
震動の要因分析についても，手法的な信頼度の向上に取
り組んでいる（図 1）．

5.3　観測データの利活用
震源の破壊過程のシミュレーションに断層面の走向・

傾斜角の変化をフレキシブルに取り込むなど計算プログ
ラムの高度化を行い，地形・地質情報を取り込んだ動力
学的震源モデルの推定が可能になった．さらに，活断層
調査や歴史地震の研究から得られる過去の地震像による
検証を行いつつ，地震動予測のための地震シナリオ作成
手法の適用を進めている．

上町断層帯や 2014 年長野県北部の地震を検討対象とし
て，地形・地質情報を取り込んだ動力学的震源モデルを
構築することで，手法の信頼性向上と高度化を進めてい
る（図 2）23，24）．これらの地震に関する検討も含めて，地形・
地質学的情報を活かして過去の地震の震源モデルを推定
することにより，逆に活断層調査等の地形・地質学的情
報を得るための調査が実施されていない地点における破
壊領域の広がり等に関する情報をフィードバックするこ
とが可能となりつつある．また，山﨑断層帯や 2016 年熊
本地震を検討対象として，動力学的震源モデルを用いて
地震ハザード評価を高度化することも試みている．

（藤原　治）

６．地震発生メカニズムに関する研究
内陸活断層で発生する大地震の発生予測精度を向上さ

せるため，地震観測・データ解析，数値シミュレーション，
室内実験，構造地質学等さまざまな手法を統合して，地震
発生過程を明らかにし，物理モデルに基づいた地震発生予
測モデルの構築・精緻化に関する研究を推進してきた．

将来発生する地震の最大規模や発生様式の予測精度
を高めていくためには，高い空間分解能を持つ応力マッ
プの作成が課題である．そのためには可能な限り小さな
地震を活用することが鍵であったため，独自に微小地
震（マグニチュード 1 以上 3 未満）の解析手法の開発に
取り組み，発震機構解とマグニチュードを推定する手法
を確立させた．また，3 次元アレイによる微弱信号検出
と震源決定法の開発にも成功し，マグニチュード 1 を下
回る地震の活用も視野に入り始めた．これまで独自に解
析してきた微小地震の発震機構解と気象庁発表のマグ
ニチュード 3 以上の地震の発震機構解を統合し，関東地
域の 10 km メッシュの応力マップを纏めた 25）．これは，
先行研究のおよそ 3 倍の空間分解能に相当する．その後，
関東地域での経験を踏まえ，中国地域の 10 km メッシュ
の応力マップを試作した．

地震の発生評価に向けた研究にも取り組み，2018 年 9
月 6 日に発生した北海道胆振東部地震（M6.7）の直上
には石狩低地東縁断層帯が存在しており，予察的に作成
した応力マップから，現在の応力場で動きやすい断層に
属していることが判明した．現実的な地下構造（粘弾性
構造）を設定し，今後 20 年間にわたる地震の影響を定
量的に評価することに成功した 26）．さらに大規模地震発
生サイクルシミュレーションの実現に向け，粘弾性応答
を高速計算するアルゴリズムの開発にも成功した．

室内実験に関する研究では，脆性から塑性に至る断層
変形プロセスの室内実験による解明を通じて地震発生の
物理モデルを作ることを目指し，強度や岩石の物性に関
するデータを測定し，温度圧力条件等の各種条件との間
の関係式を明らかにした 27）．

構造地質学に関する研究では，過去の震源域である断
層帯の地質調査に基づき 3 次元断層内部構造の解明を
すすめているところである．

（増田　幸治）

７．緊急調査
冒頭でも述べたように，過去 10 年間には，日本国内

およびその近海を震源とし，被害をもたらした海溝型地
震や内陸地震が多数発生した．産総研では，国内で被害
をもたらした規模の大きな地震が発生した際には，緊急
調査体制をとり，海溝型地震では，津波の浸水域，津波
堆積物，地殻変動などについて，内陸地震では，地表変

図2　�上町断層帯を例とした動力学的震源モデルと，その解析
結果．

図1　�糸魚川 - 静岡構造線断層帯（北部・中北部）の断層面
モデル化とそのFEM解析結果の例．



88 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 1 部　地震予知連絡会の活動

状の確認などについての系統的な調査を実施した．これ
らの結果は，地震発生域の地形・地質学的背景の解説と
ともにホームページ上で速やかに公表し 28），地震調査委
員会や地震予知連絡会でも報告した．主な緊急調査の概
要は以下の通りである．
2011 年東北地方太平洋沖地震：2011 年 3 月 11 日に三陸

沖南部から茨城県沖にかけての日本海溝沿いを震源と
する超巨大海溝型地震（Mw9.0）が発生した．この地
震に伴い広域にわたって生じた津波により，東北地方太
平洋側の沿岸地域では未曾有の被害が生じた．産総研
では，本震発生の翌日から，海溝型地震履歴研究グルー
プ（当時海溝型地震履歴研究研究チーム）が中心となっ
て，茨城県高萩市から千葉県一宮町にかけての沿岸部
で津波の高さの計測等を実施した．その後，甚大な津
波被害を受けた地域である仙台・石巻平野を中心に，
青森県や福島県の沿岸も含め，広範囲にわたり津波堆
積物の特徴や分布範囲に関する調査研究を実施し，津
波堆積物の分布限界と実際の津波の浸水域との違いを
明らかにした 29）．

2011 年福島県浜通りの地震：東北地方太平洋沖地震の 1 ヶ
月後にあたる 2011 年 4 月 11 日に福島県浜通りを震源と
する M7.0 の内陸地震が発生した．この地震に伴って既
知の活断層である井戸沢断層と湯ノ岳・藤原断層に沿っ
て顕著な正断層型の地震断層が出現した．地震断層の
詳細な分布やすべり方向，変位量などを記録するため，
井戸沢断層に沿って現れた地震断層については 4 月 17
日から数回にわたり，また湯ノ岳・藤原断層については
2011 年 4 月 21 日から 4 月 30 日の間に現地調査を実施
した．その結果，井戸沢断層，湯ノ岳・藤原断層ともに
約 13 km にわたって地震断層が出現し，最大上下変位
量は井戸沢断層中央部で約 2.2 m に達することなどが確
認された．

2014 年長野県北部の地震：2014 年 11 月 22 日に，長野県
北部を震源とした M6.7 の地震が発生した．産総研では，
本震発生翌日の 11 月 23 日から 11 月 25 日までと 12 月
1 日から 12 月 6 日までの 2 回にわたって震源域全体の
踏査を実施し，地表地震断層とその変位量の分布を調
査した．その結果，糸魚川 - 静岡構造線断層帯北部を
構成する神城断層に沿って，地表地震断層が約 9km の
区間で断続的に認められた 30）．一方，小谷 - 中山断層
と姫川断層に沿っては，地すべりやそれに伴う短縮変形
など地表変状は確認されたが，地表地震断層は認めら
れなかった．さらに，2015 年 2 月には，緊急的なトレン
チ掘削調査を実施し，2014 年地震を含めて過去 3 回の
活動時期等を明らかにした．その結果，先行する活動は
西暦 1718 年正徳小谷の地震に対比される可能性が高く，
最近 2 回の発生間隔は 300 年と極めて短い可能性等を

指摘した 31）．産総研では，地表地震断層に関する緊急
調査のほか，斜面変動や温泉湧出に関する緊急調査も
実施した．

2016 年熊本地震：2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分，熊本県
熊本地方を震源とする M6.5 の地震が発生し，その約 28
時間後の 4 月 16 日 1 時 25 分に M7.3 の地震が発生した．
同県益城群益城町では両地震で震度 7 を観測した．こ
れらの地震に伴い，既往調査で活断層として認定され
ていた布田川断層帯布田川区間および日奈久断層帯高
野 - 白旗区間のほか，従来活断層が認定されていなかっ
た布田川区間北東延長部の阿蘇カルデラ内などで地震
断層が出現した．産総研では，4 月 16 日から約 3 週間
にわたって震源域周辺の緊急現地調査を実施し，地震
断層の位置，分布，形状，変位量などを記録した．そ
の結果，地震断層は約 34 kn にわたって出現し，最大約
2.2 m の右横ずれが地震断層全体の中央部にあたる布田
川区間において生じたことなどが明らかになった 32）．

2016 年鳥取県中部の地震：2016 年 10 月 21 日 14 時 07 分
に鳥取県中部において，深さ 11 km を震源とする M6.6
の地震が発生した．震源メカニズム解と余震の分布状
況から，北北西 - 南南東走向の断層面で左横ずれの断
層運動が生じたと考えられた．産総研では，この地震
による地表地震断層の出現の有無と被害状況の確認の
ため，2016 年 10 月 26 日と 27 日の 2 日間に緊急現地
調査を実施した．地表地震断層の出現の有無に関して
は，余震分布の帯及び国土地理院から公開されている
InSAR 画像で地殻変動境界にあたるような地域を横切
る道路やそれらの直上に位置する集落を対象としたが，
地表地震断層の出現は認められなかった．

2016 年茨城県北部の地震：2016 年 12 月 28 日に茨城県北
部を震源とする M6.3 の正断層型の地震が発生し，高萩
市では最大震度 6 弱を観測した．国土地理院が公表し
た干渉 SAR の緊急解析結果を受けて，2017 年 1 月 5 日
に地表地震断層に関する現地調査を実施した．その結
果，干渉 SAR によって捕らえられた NW-SE 方向の地
殻変動の不連続線に沿って，約 2.5 km 区間の 4 地点に
おいて水平伸張を伴う地表地震断層が出現し，道路や
橋梁などの構造物の破損を確認した．また，それらの地
点における構造物の破損状況から，今回の地震以前に
も同様の地表地震断層が出現していたことが推定され
た．同地域では，東北地方太平洋沖地震直後の 2011 年
3 月 19 日にも M6.1 の正断層型の地震が発生しており，
今回の地震に先行して出現した地震断層は 2011 年 3 月
19 日の地震によるものの可能性が高い．今回の地震お
よびそれより前の変位を合わせた水平伸張量として，最
大で 29 cm を計測した．

（丸山　正）
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１．はじめに
海上保安庁海洋情報部は，地震調査研究に係る測地

学的観測として，GNSS- 音響測距結合方式（GNSS-A）
による海底地殻変動観測及び人工衛星レーザー測距

（SLR; Satellite Laser Ranging）観測を継続的に実施して
いる．

海底地殻変動観測は，プレート境界地震の（想定）震
源域直上の海底の動きを調べることで，断層での固着分
布の推定や，発生した地震のすべり域の推定，地震後の
緩和過程のモデル化等に資する基礎データを提供する．

SLR 観測は，国際的な枠組みに参画して測地衛星ま
での距離を観測することにより，より全球的な基準座標
系の維持管理やプレートの動きの推定に貢献する．

本稿では，これらの観測に関して，この 10 年に実施
した取り組みを紹介する．

２．�海上保安庁の実施する測地学的観測の概要と観測
の高度化に向けた取り組み

2.1　海底地殻変動観測
GNSS-A 海底地殻変動観測の概念図を図 1 に示す．

GNSS-A は，測量船の位置を決めるための GNSS と，海
底局と呼ばれる音響トランスポンダとの距離を測定する
音響測距を組み合わせて海底局の位置を GNSS のよう
に地球基準座標系上で測定する手法である．

この 10 年での主要なハード面での進展としては，（1）
測量船底への音響トランスデューサの艤装による航走観
測の実現による観測の効率化及びデータ配置の改善，（2）
複数海底局へのマルチ測距による観測の効率化，が挙げ
られる．これらの技術的な進展により，特に観測効率が
飛躍的に向上し，観測点数の増加が可能になり，観測頻
度も向上した．また，ソフト面では，（1）マルチエポッ
クのアレイ形状固定解析の導入，（2）傾斜音速場のモデ
ル化，等の解析手法の高度化により，高精度化や位置時
系列の安定化を実現した．海底地殻変動観測のここ 10
年の主要な成果については，第２部第 2 章２．を参照さ
れたい．

2.2　人工衛星レーザー測距観測
海上保安庁では，第五管区海上保安本部下里水路

観測所（和歌山県那智勝浦町）において，1982 年以
降，継続して SLR 観測を実施している．主に測地衛星

「Ajisai」，「LAGEOS-I」及び「LAGEOS-II」等に対するレー
ザー測距観測を実施し，取得したデータを国際レーザー
測距事業（ILRS）に提供している．同時に，世界中の
SLR 局で取得されたデータと合わせて解析して，地球の

重心に対する下里の位置を決定している．
この 10 年で実施した主要なアップデートは，2015 年

にキャリブレーションターゲットを望遠鏡内に設置し，
レンジバイアスのばらつきが軽減された．2018 年末に
はレーザー装置を更新し，従来の 5 Hz 発振から最大 1 
kHz 発振が可能なキロヘルツレーザーを導入した．また，
観測データの解析ソフトウエアについては 2018 年から
c5++ （Otsubo et. al, 2016 1））を導入している．

（４）　海上保安庁

図1　�GNSS-A 海底地殻変動観測の概念図．この10年では，
船底へのトランスデューサ装備及びそれによる航走観
測の実現，複数海底局へのマルチ測距による観測の効
率化などの技術面での進展があった．

図2　下里水路観測所における観測風景
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１．はじめに
気象庁は長年にわたって全国の地震活動を観測・監視

し，緊急地震速報，津波警報等の防災情報を社会へ発
信するとともに，地震活動の評価や調査研究の基礎とな
る地震活動のデータベースを作成・提供してきた．

この 10 年の間に，平成 23 年（2011 年）東北地方太
平洋沖地震（以下，東北地方太平洋沖地震という）や平
成 28 年（2016 年）熊本地震（以下，熊本地震という）
などの大きな被害をもたらす地震が発生し，地震や津波
の防災情報に関する課題が生じた．一方で，科学の進歩
や ICT 技術の進展，海域での地震津波観測網の充実な
どにより，気象庁が行う防災情報の発表や，地震活動の
解析に関わる環境も大きく変わってきた．ここではこの
10 年の気象庁の取組みを概観する．

２．地震観測データの一元化処理の改善
気象庁では，平成 9 年 10 月以降，全国の関係機関の

地震観測データをリアルタイムで収集し，震源決定等の
処理を一元的に行っている（一元化処理）．その結果は「地
震カタログ」として公表され，地震の活動評価や調査研
究等に利用されている．

従来の作業では，トリガ方式で自動検知された全ての
イベントを手動検測（地震波の到着時刻・振幅の読み
取り）し，震源を決定してきた．そのため，地震が多発
すると処理に時間を要し，地震活動の早期把握が困難と
なっていた．また，近年の日本海溝や南海トラフ等にお
ける海域観測網の整備によって，検知できる地震数の増
加が見込まれた．そこで，従来のトリガ方式に加え，新
たな地震検知・検測の自動処理手法として PF 法を導入

し，その検測値及び震源を利用した新たな作業手順を平
成 28 年 4 月に導入した．

PF 法とは，各観測点で多数の地震波の到着時刻と最
大振幅を自動検測し，それらの最適な組み合わせを，過
去震源分布等の先験的な情報を加味しベイズ推定を用
いて探索する震源推定手法である（相組み合わせ探索，
Phase combination Forward search）．

新たな一元化処理では，地域と深さに応じて設定し
た M のしきい値（例えば内陸の浅い地震は M1.7 など）
を設けて，閾値以上の規模の地震は従来同様の手動検
測を行う．一方，閾値より規模の小さい地震は自動処
理結果を大幅に活用した検測処理を行い，地震カタロ
グの精度維持と処理能力向上のバランスをとった処理
としている．

また，西南日本の南海トラフ沿いの深部低周波地震に
ついては，従来のトリガ方式に加え，新たな地震検知手
法として Matched Filter 法を用いた自動処理を平成 30
年 3 月に導入した．この処理では，過去の深部低周波地
震の震源と波形をテンプレートとして，その震源近傍の
イベント波形が類似することを利用して地震を検知し，
処理対象地震とテンプレート震源との相対的な震源位置
を求める．

（５）　気象庁

図1　�一元化震源カタログの月別地震数（2010 年 1月〜
2019年 6月）．グラフの白色は精査検測震源，灰色は
簡易検測震源，黒色は自動震源を示す．

図2　�平成 28年（2016 年）熊本地震の一連の活動のうち，
2016年 4月16日M7.3 の地震発生から約6時間後の
気象庁報道発表第8報．
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これにより，相の立ち上りが明瞭でなく一般の地震と
同手法での自動検知が難しい多くの深部低周波地震を検
知できるようになった．

これらの導入に伴い，地震カタログに登録された全国
の地震数は，導入前の約 2 倍となり，自動震源が全体の
約 6 割（導入前は全て手動検測による震源）となった（図
1）．また，大地震直後においても，精度の良い規模の小
さな地震を含むより多くの自動処理震源データを迅速に
提供できるようになり，大地震発生後の活発な地震活動
の推移を迅速に把握できるようになった（図 2）．

３．地震活動に関する見通し情報の改善
被害を伴うような規模の大きな地震が発生すると，一

般的にはその後も活発な地震活動が継続し，その地震活
動によって被害が拡大する可能性もあることから，大地
震後の地震活動の見通しを示すことは防災上重要である．

気象庁では，従前，地震調査委員会が平成 10 年にと
りまとめた手法 1）にもとづき，大地震後の防災上の呼び
かけで，余震確率を用いた注意喚起を適宜行ってきた．

平成 28 年の熊本地震では，4 月 14 日 21 時 26 分に
M6.5 の地震が発生し，熊本県益城町で震度 7 を観測し，
その後，地震活動は活発に推移した．気象庁では，従
来通り余震確率の評価手法にもとづき，M6.5 を本震と
して，余震発生確率を計算し，4 月 15 日に「今後の余
震活動について，ところによって震度 6 弱以上の揺れと
なる余震が発生する可能性は，2016 年 4 月 15 日 16 時
から 3 日間で 20%，震度 5 強以上となる可能性は 40％」
と発表した．しかし，M6.5 の地震発生から約 28 時間後
の 4 月 16 日 1 時 25 分に，より規模の大きい M7.3 の地
震が発生し，熊本県の西原村と益城町で再び震度 7 が
観測された．

この事例により，従来の余震確率に基づく地震活動の
見通しの発表に関して，本震―余震型の判定条件や「余
震」という用語の用い方などの課題が明らかになった .

地震調査委員会は，この課題に対し，地震活動の予測
的な評価手法検討小委員会で平成 28 年 6 月から 8 月に
かけて検討を行い，同年 8 月に「大地震後の地震活動の
見通しに関する情報の在り方」（報告書）2）をとりまとめた．

この報告書では，地震発生直後から 1 週間程度まで
は，一般に本震―余震型で地震活動が推移するかどうか
の見極めが困難であるため，最初の大地震と同程度の規
模の地震への注意を呼びかけることを基本とし，過去事
例や地域特性にもとづいた見通しを呼びかけることとさ
れた．地震発生から 1 週間程度経過した後，上記に加え，
それまでの地震活動に本震―余震型の特徴が見られる
場合には，余震確率にもとづいた数値的な見通しを付加
して呼びかけることとされた . ただし，地震活動への注

意を呼び掛ける際には，受け手側が理解しやすいように，
確率の数値ではなく，最大震度〇以上となる地震の発生
確率は，「当初の 1/ 〇程度」，「平常時の約△倍」等の表
現を用いることが適切とされた．

また，「余震」という言葉は，最初の地震よりも規模
の大きな地震は発生しないという印象を与えることか
ら，大地震後の地震活動についての防災上の呼びかけに
おいては，不用意に「余震」という言葉を使うのではなく，

「地震」という言葉を使用することが望ましいとされた．
気象庁は，この新たな報告書の方針にもとづき，大

地震後の地震活動の見通しに関する注意喚起を行って
いる．

４．南海トラフ地震に関連する情報
気象庁は，1979 年から約 40 年，地震防災対策強化地

域判定会を運営し，東海地域を対象に地震予知に基づく
情報を発表する体制をとってきた．しかし，東北地方太
平洋沖地震の発生をきっかけとして，地震の予測可能性
や南海トラフ地震に対する新たな防災対策の議論が行わ
れ，その結果，南海トラフ沿いの地震に関する評価検討
会を新たに設置し，南海トラフ全域を対象に「南海トラ
フ地震に関連する情報」を発表する体制へと移行した．

この 10 年における，東海地震を対象とした情報の変
遷及び新たな「南海トラフ地震に関連する情報」の詳細
については，第 3 部 4．を参照いただきたい．

５．津波警報の改善
5.1　東北地方太平洋沖地震を踏まえた改善

東北地方太平洋沖地震による未曾有の災害，特に津
波による甚大な被害は，気象庁の津波警報のあり方に大
きな課題を提起するものであった．

気象庁は津波警報の改善を図るため，有識者等からな
る検討会等を開催し，津波警報の初期段階に推定した地
震の規模や，それにもとづき予想した津波が実際より過
小となった要因，発表した津波警報の内容・タイミング
等を検討・検証した上で，2012 年までに津波警報改善
の方向性や発表基準，避難行動に資する情報文のあり方
等をとりまとめた．これらの結果に基づき，2013 年 3 月
から以下の点等について改善した津波警報や津波観測に
関する情報の運用を開始した．
①津波警報の改善

津波警報は 3 分程度で発表する必要があるが，マグ
ニチュード 8 を超えるような巨大地震では，正確な地震
の規模を即時に推定できず，過小に評価してしまう危険
性がある．そのため，地震の規模が過小評価されている
可能性を速やかに判定し，その可能性が確認された場合
は，地震が発生した海域で想定される最大級の津波高を
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用い，安全サイドに立った津波警報の第一報を発表する
こととした．このような場合には，予想される津波の高
さは「巨大」や「高い」という言葉で発表して非常事態
であることを伝え，その後，正確な地震の規模が分かっ
た時点で津波警報を更新し，予想される津波の高さを数
値で発表することとした．
②津波観測に関する情報の改善

津波は後からやってくる波の方が大きい場合も多い．
そのため，津波の観測状況を伝える津波観測に関する情
報では，観測値が予想される津波の高さより大幅に低い
間は，観測結果を数値では表さず「観測中」と発表し，
安心情報と受け取られないようにすることとした．

5.2　沖合での津波観測の充実
気象庁では，沿岸に加え，沖合の津波観測データも監

視している．この 10 年，沖合で津波や波浪の観測を行
う海底津波計 3）や GPS 波浪計 4）の設置が進み，特に北
海道から関東地方や三重県から高知県にかけての沖合に
は世界でも例を見ない高密度な沖合津波観測網が展開さ
れている．これらのデータは，沿岸に到達する前に津波
を観測できる可能性があり，防災上の効果が大きいこと
から，関係機関の協力も得てリアルタイムで入手し，津
波警報・注意報の更新や「沖合の津波観測に関する情報

（2013 年 3 月新設）」の発表に利用している．2019 年 11
月現在，情報で観測値を発表する沖合観測点は，海底津
波計 214 地点及び GPS 波浪計 18 地点となっている．

また，複数の沖合観測点で観測される津波波形データ
から波源を推定し，その波源から津波が伝播する過程を，
あらかじめ計算しておいた理論的な津波波形を合成する
ことで把握し，沿岸への津波到達前に，沿岸での津波の
高さを精度良く予想する手法（tFISH5））を開発し，2019
年 3 月より，津波警報の更新に活用している．

６．緊急地震速報の改善
気象庁は 2007 年 10 月に緊急地震速報の一般提供を

開始し，同年 12 月には気象業務法を改正し同情報を地
震動の予警報に位置付けた．以後 10 年余りが経過し，
TV・ラジオのほか，緊急速報メール等により誰もがい
つでも容易に同情報を受信できるようになった．

この間，2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震で
は，大きな二つの課題が明らかになった．一つは，震源
域が広範囲に及び，従前の推定震源に基づく手法では関
東地方など震源から遠い地域に対して適切に警報を発
表できなかったこと，もう一つは，活発な余震活動によ
り，ほぼ同時に発生した複数の地震を一つの地震として
処理し，震源および地震の規模を適切に推定できず，し
ばしば震度を過大に予測したことである．これらの課題

に対応するため，IPF（Integrated Particle Filter）法およ
び PLUM（Propagation of Local Undamped Motion）法
という新たな手法を開発し技術的改善を図った．

IPF 法は，一つの地震か否かを判別する際，P 波の到
達時刻に加えて揺れの大きさの情報も活用し，また従
来別々に用いていたデータや手法を統合的に用いること
で，同時に発生した地震を高い確度で識別し，より安定
して精度の良い震源を推定する手法である．

PLUM 法は，震源や地震の規模の推定は行わず，観
測された揺れの強さから近傍の予測地点の震度を直接求
める手法であり，予測してから揺れがくるまでの時間的
猶予は短くなるが，広い震源域を持つ巨大地震であって
も精度良く震度を予測できる．

また，海底地震計では堆積層による地震波の増幅や
地震時の強震動に伴う海底地震計の傾動・揺動により
マグニチュード推定が過大となることから，上下動のみ
の振幅の利用や震源近傍の観測データを除外するなど
の対策を行って観測データを活用し，海域で発生する地
震に対する震度の予測精度向上と情報発表の迅速化を
図った．2009 年 8 月に東海・東南海沖のケーブル式常
時海底地震観測システム，2015 年 3 月に地震・津波観
測監視システム（DONET1）の一部観測点，2019 年 6
月には日本海溝海底地震津波観測網（S-net）および地
震・津波観測監視システム（DONET2）の活用開始と，
DONET1 の活用観測点の拡大を行った．

なお，これらの技術開発は公益財団法人鉄道総合技
術研究所，国立研究開発法人防災科学技術研究所，国
立大学法人京都大学防災研究所と気象庁との共同研究
や技術協力の成果である．

７．長周期地震動に関連する情報
大地震に伴って発生する長周期地震動は，震源から遠

く離れた地域で長大構造物等を大きく揺らし，被害を発
生させる．東北地方太平洋沖地震では，大阪市内の高層
建造物で，内装材の被害やエレベーター閉じ込めが発生
した．

このため，気象庁では，2011 年度以降，有識者によ
る検討会（2011 年度：長周期地震動に関する情報のあ
り方検討会，2012 ～ 2018 年度：長周期地震動に関する
情報検討会．以下，検討会）を開催し，長周期地震動に
関する情報のあり方について検討を進めた．

この検討結果を受け，2013 年 3 月に，高層建造物高
層階等での揺れによる行動の困難さなどを表す指標とし
て長周期地震動階級（階級 1 ～ 4）を定め，気象庁ホー
ムページで同階級等の観測情報の試行提供を行い，必要
な改善を行った上で，2019 年 3 月本運用を開始した．

長周期地震動の予測情報については，2013 年度から
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検討を進め，気象庁が用いる同階級の予測式として，
Dhakal et al.（2015）6）の距離減衰式を用いることとした．

また，検討会では，同予測情報の発表方法として，国
民に広く注意・警戒を呼びかけるため緊急地震速報に同
階級 3 以上が予測される地域を追加すること，民間事業
者による個々の高層建造物等への機械制御等も含めた利
活用に資するきめ細かな「多様なニーズに対応する予測
情報」を提供することが必要であるとされた．

後者については検討会の下に設置された「多様なニー
ズに対応する予測情報検討ワーキンググループ（以下，
WG）」で利活用方法，予測技術，利活用にあたっての
留意事項についてさらに検討・検証を行い，とりまとめ
た結果を報告書として 2019 年 3 月に発表した．

気象庁は，WG で整理した予測情報の社会実装に向け，
防災科学技術研究所・民間事業者の協力の下，具体的
な検討・検証を進めるため実証実験を実施している．

８．国際津波情報提供体制の強化
太平洋沿岸諸国が津波災害軽減の目的で組織した太

平洋津波警戒・減災システム政府間調整グループ（ICG/
PTWS）の枠組みの下，気象庁は，北西太平洋域で津波
発生のおそれがある大きな地震が発生した際に，地震や
津波に関する情報を速やかに周辺各国に提供する北西
太平洋津波情報センター（NWPTAC: Northwest Pacifi c 
Tsunami Advisory Center）の業務を 2005 年 3 月から実
施している．

NWPTAC は，北西太平洋域でマグニチュード 6.5 以
上の地震が発生した際，震源及びマグニチュードに基づ
き，データベース上の津波数値シミュレーション結果か
ら沿岸での津波の到達時刻及び高さを予測し，津波情
報を発表していたが，2019 年 2 月からは，その後の地
震観測データの解析から地震のメカニズムが判明した場
合，それを用いた数値シミュレーションをリアルタイム
で実施し，その予測結果に基づき，情報の更新を行うこ
とで予測精度の向上を図っている．

また， 2006 年 7 月から，南シナ海沿岸にも暫定的に
津波情報を提供してきたが，2019 年 11 月 5 日，中国が
南シナ海津波情報センターの運用を開始したことから，
同情報の暫定提供を終了した．

さらに，2019 年 8 月から，ニカラグアでも中米津波
警報センターが試験運用を開始した．ニカラグアでのセ
ンターの運用開始にあたり，気象庁は，JICA「中米津波
警報センター能力強化プロジェクト」に協力し，短期専
門家の派遣及び気象庁での研修を通じ，同センター職員
の技術力向上に貢献している．

現在運用中の太平洋域における津波情報を提供する
センターを図 3 に示す．この 10 年で，新たに 2 つの地

域津波情報センターが運用を開始し，太平洋における津
波情報の提供体制が強化されてきた．

インド洋沿岸諸国に多くの被害を与えた 2004 年 12 月
のスマトラ島沖の地震で発生した大津波を契機に，気象
庁は，2004 年 3 月から，インド洋に津波警報体制が構
築されるまでの間，インド洋沿岸諸国にも暫定的に津波
情報提供していた．2011 年 3 月から，太平洋と同様な
目的で設立されたインド洋津波警戒・減災システムの政
府間調整グループの枠組みにおいて，インド，インドネ
シア，オーストラリアが津波情報の提供を開始したため，
2013 年 3 月に暫定情報の提供を終了した．

９．システム等の整備・強化
気象庁では，国内外の地震・津波や地殻変動等をリア

ルタイムに監視し，地震発生後の緊急地震速報，津波注・
警報，南海トラフ地震に関連する情報及び地震・津波情
報等を迅速かつ的確に発表するため，地震活動等総合監
視システム（EPOS）を整備し，適切な業務運営に努め
てきた．EPOS は，1987 年に初代を整備し現在運用中の
EPOS は 5 代目となる．

2008 年～ 2009 年には，それまで各管区気象台・沖
縄気象台に分散整備していた地震津波監視システム

（ETOS），北西太平洋津波監視システム等の機能を統合
するとともに，大規模災害時等においても確実に情報提
供を継続できるよう，気象庁本庁及び大阪管区気象台
を二中枢とし，両中枢間で冗長構成（地域冗長）を図
り EPOS（4 代目）を更新・整備した．併せて，地域地
震情報センターデータ処理システム（REDC）について
も業務変更にあわせてシステム構成を見直し，二中枢に
サーバを集約する等の整備をしている．なお，同 REDC
は，1997 年に整備した初代に継ぐ 2 代目となる．（図 4）

更に，2010 年以降，防災科学技術研究所等データ
（DONET 等）を活用した緊急地震速報の迅速化，津波
シミュレーション技術を導入した津波警報等の精度向上
と高度化等に伴い，順次 EPOS の処理機能を強化した．

また，東北地方太平洋沖地震で顕在化した巨大地震

図3　現在運用中の太平洋の津波情報センター
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に対するマグニチュードの過小評価や津波警報の内容等
に係る課題を解決するため，地震津波観測網（広帯域強
震計等整備）を強化するとともに，EPOS のハードウェ
ア性能向上，処理機能を強化した．併せて長周期地震動
分析装置を整備し，2013 年 3 月より長周期地震動に関
する観測情報の試行（2019 年 3 月本運用に移行）にも
対応してきている．

2015 年～ 2016 年には，更なる情報改善・高度化を図
るため，現在運用中の 5 代目 EPOS を整備し，併せて 3
代目 REDC を整備した．

5 代目 EPOS は，津波評価解析装置等の統合，地震識
別等自動処理の新規機能追加（同時多発地震対策（IPF
法），巨大地震・見逃し対策（リアルタイム震度の導入，
PLUM 法等））及び津波警報等の更新に係る機能強化

（CMT，W-phase 解析による Mw の活用，沖合津波計の
高度利用（tFISH））のために必要な処理能力を確保す
るとともに，防災科学技術研究所が整備した S-net 等の
観測データの大幅増に対応すべく処理能力を増強した．
また，業務の信頼性確保，作業者の操作習熟及びソフト
ウェア変更時の評価・動作確認等のため，試験環境を新
たに整備した．　

3 代目 REDC は，地震多発時でもマグニチュード 2.0
以上の地震を確実に処理できるよう，サーバ機能を増強
させ，地震識別等自動処理機能を強化した．これにより，
地震登録数は倍以上に増え，かつ準リアルタイムで処理
することが可能となった．一方で EPOS と REDC 間で
機能（システム監視，データ収録等）を共通化し，サブ
システムを集約・再配置することで経済性も確保した．

更に 2016 年以降には，2016 年 4 月の熊本地震の課題
を受け，地震活動等の推移をリアルタイムで監視し迅速
かつ的確に地震活動状況を把握するため，地震活動推移
監視装置を整備した．その他，2017 年には，中央防災
会議防災対策実行会議（南海トラフ沿いの地震観測・評
価に基づく防災対応検討ワーキンググループ）の検討結
果を受け，新たに「南海トラフ地震に関連する情報」の
発表を開始するため EPOS の情報発表機能を強化した．

１０．気象研究所
気象研究所は，この 10 年間，海溝型の巨大地震，緊

急地震速報，津波，地震活動・地殻変動に関する研究を
継続的に取り組んできた．

東北地方太平洋沖地震は東北沖の日本海溝沿いの広

図４　４代目EPOS／ 2代目REDCのシステム構成概要



98 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 1 部　地震予知連絡会の活動

い範囲で断層すべりが発生し 7），東日本に未曾有の大災
害を引き起こした．この地震に際し，地震の規模の過小
評価，多発した余震による緊急地震速報の精度低下，津
波警報の切り替えなどの課題が浮き彫りになった．規模
の過小評価に対しては，巨大地震に対する早期で適切な
規模推定手法の開発 8）を行い，平成 25 年に気象庁の津
波警報の改善の手法として実用化された．多発した余震
による緊急地震速報の精度低下を改善すべく，「揺れか
ら揺れを予測する」研究 9）の一環の PLUM 法 10）を開発
するに至り，平成 30 年に緊急地震速報の改善として実
用化された．また，沖合津波観測点の計算波形と観測波
形との比較で津波波源を推定し，同時に沿岸でも予測波
形を算出する手法 tFISH11）を開発し，平成 31 年に実用
化された．

地震活動・地殻変動に関する研究として，前震に関す
る研究 12）や繰り返し地震の研究 13）など，また，GNSS デー
タの定量的な視覚化により，南海トラフ沿いのスロース
リップを検出する研究 14），気象庁等のボアホール型の
ひずみ計の監視を高精度化する研究 15）がなされ，一部
実用化されている．新たな地殻変動観測装置としてレー
ザー式変位計の開発や精密制御震源の研究に取り組み，
単一の装置で短期的スロースリップと長期的スロース
リップが観測可能であることやプレートからの反射波の
ミリ秒単位の地震波速度変化を確認した 16）．また，地震
発生シミュレーションは，対象を東海地震から南海トラ
フや東北日本海溝沿いの領域と広域に展開し，地震発生
の再現計算を行った．

ここで，地震活動のモニタリングにおいて，特記すべ
き研究として，自動震源処理について記述する．自動検
測された P 波・S 波の到着時刻をパーティクルフィルター
を用いて，最適なデータの組み合わせで震源計算を行う
自動震源決定法を開発した 17）．この技術をもって，平成
28 年 4 月から一元化震源において自動処理された精度
のよい震源をそのまま最終震源とする運用が気象庁業務
として開始された．これにより，より微小な地震の震源
決定も可能となり，地震決定数が大幅に増加することと
なった（図 5）18）．

１１．これまでの成果と今後の課題
この 10 年に発生した 2 つの大きな被害地震である，

2011 年の東北地方太平洋沖地震と，2016 年の熊本地震
の発生は，気象庁における地震津波業務に大きな変革を
迫るものであった．その結果は先に述べた通り，緊急地
震速報や津波警報の改善へと繋がっていった．また，広
帯域強震計の整備や監視システムの更新，他機関による
海底地震・津波計データ等の入手により，監視体制にお
いてもより強固なものになった．

情報発表についても，長周期地震動に関する観測情報
や南海トラフ地震に関連する情報の提供開始，大地震後
の地震活動の見通しに関する情報の改善など，よりわか
りやすく有益な情報提供にも努めているところである．
一方で，既存の情報を含めた多岐にわたる情報が，住民
の避難行動や防災対応に有効に生かされているかどうか
について，引き続き検証を進め改善に努めていく必要が
ある．

今後も気象庁は，関係機関の協力のもと，利用可能な
観測データや解析結果を積極的に活用し，地震津波防災
に対する国民のニーズを的確に捉えながら，これに応え
る迅速かつ的確な情報提供と成果の蓄積，情報が有効に
活用されるための国民への普及啓発や自治体の防災対応
の支援に努めていく．
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１．はじめに
国土地理院では，国土地理院基本測量長期計画並び

に「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」及
び「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計
画」に基づき，この 10 年間各種の測量を実施してきた．
ここでは，主なものについて簡単に振り返る．

２．GNSS連続観測システムの発展と成果
GEONET（GNSS Earth Observation Network System）

は，全国に設置された電子基準点（GNSS 連続観測局）
と茨城県つくば市に設置された GNSS 中央局からなる．
測量と地殻変動監視を本来目的とする GNSS 連続観測
システムである．

1994 年（平成 6）年度から始まった国土地理院による
GNSS 連続観測は，1996 年に 600 点を超える電子基準
点を中心とした GEONET となった．その後，2003 年に
電子基準点の数は 1200 点となり，国土を約 20km 間隔
で覆う観測網ができあがった．こうして GEONET によ
り，時々刻々と進行する我が国の地殻変動を全国ほぼ一
様に監視することができるようになった．2009 年以降の
10 年間にみられた GEONET の様々な発展と成果につ
いて，以下に述べる．
2.1　GEONETの発展

2009 年 4 月 か ら 第 4 世 代 解 析 ス ト ラ テ ジ に よ る
GEONET 定常解析の運用を開始した．これにより，年
周変化や座標値のばらつきが軽減され微少な地殻変動
の検出が可能となった．

2010 年，既存の IP-VPN 回線に加え，新たに携帯電
話を利用した通信回線を整備し，通信の二重化を図った．

2011 年 3 月 11 日に発生した平成 23 年（2011 年）東北
地方太平洋沖地震（以下「東北地方太平洋沖地震」とい

う．）に伴い，電子基準点「牡鹿」（宮城県石巻市 , 牡鹿半島）
において，東南東方向へ約 5.4m の変位，上下変動では
約 1.1m の沈降を観測した（水藤ほか，20111））（図 1）．

本地震により東北地方から関東甲信越地方の広範囲
で顕著な地殻変動が観測されたため，5 月 31 日に新た
な測量成果（ITRF2008 準拠，元期 5 月 24 日）を公表した．

2012 年から 2013 年にかけて，電子基準点の防災対応
力強化として，停電時にも 72 時間継続して観測できる
無停電装置を一部の離島などを除く電子基準点に整備し
た．さらに，ほぼ全ての電子基準点において，GPS 衛
星だけでなく準天頂衛星及び GLONASS 衛星の信号を
受信できる GNSS アンテナ及び受信機へ更新した．

2012 年 7 月，東北地方などの 187 点の電子基準点で
準天頂衛星及び GLONASS 衛星の観測データの提供を
開始し，2013 年 5 月には，全国の電子基準点で提供で
きるようになった．

2016 年 4 月，電子基準点 786 点において Galileo 及び
近代化 GPS の L5 信号のデータ提供を開始した．

以上のように，この 10 年間に GEONET は，第 4 世
代解析ストラテジによる定常解析の運用，マルチ GNSS
への対応，東北地方太平洋沖地震を教訓とした防災対応
力の向上により，安定した高品質のデータの取得と提供
ができるようになった．

2018 年 3 月末現在，電子基準点の数は 1318 点であり，
日々日本全国の地殻変動を監視している（図 2）．

（６）　国土地理院

図2　日本全国の水平地殻変動図1　東北地方太平洋沖地震による地殻変動
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2.2　GEONETによる主な成果
2009 年に GEONET データから求められた水蒸気量

が，気象庁の数値予報に取り込まれ，そのスコアを改善
している（気象庁・国土地理院，2009 2）；小司，2015 3））．

2009 年 4 月以降，電子基準点の日々の座標値から作
られたセミ・ダイナミック補正パラメータが公開され，
精度を要する公共測量に適用されるようになった（田中
ほか，2006 4）；檜山ほか，2010 5））．

東北地方太平洋沖地震では，GEONET によって観測
された地殻変動から震源断層モデルの推定，並びに，地
震時及び地震後のすべり分布の解析を行い，この地震の
全体像を明らかにした（Ozawa et al.,2011 6））．また，地
震の発生直後から東日本全体で東北地方太平洋沖地震
の震源域に向かう余効変動が観測されている . 上下方向
の余効変動は，岩手県三陸沿岸と奥羽脊梁山脈付近で
沈降が見られる一方，宮城県から千葉県の太平洋沿岸で
は隆起傾向が見られる . 最大の変動量は，地震発生後か
ら 2019 年 1 月までに水平方向で約 1.5m，上下方向で約
0.6m の隆起である .

熊本地震でも地震に伴う地殻変動が詳細に捉えられ ,
前震及び本震の震源断層モデルが推定された（矢来ほ
か ,2016）．このほかの地震でも GEONET によって地殻
変動が捉えられている（第２部第２章１．を参照）．

このほか , 東海，紀伊水道，豊後水道，日向灘，房総
半島において繰り返し発生している長期的スロー地震を
GEONET の観測で検出している．また，ここ 10 年の間
に長期的スロー地震だけでなく，短期的スロー地震も検
出できるようになってきている（詳細は，第２部第３章３．

（１）を参照）．

2.3　REGARD（電子基準点リアルタイム解析システム）
東北地方太平洋沖地震では，地震計の特性により巨大

な地震について即時に正確なマグニチュードの算出がで
きなかったため，津波高の予測が過小評価となった．国
土地理院には，より信頼度の高い津波予測支援への利用
を視野に，GEONET のリアルタイムデータを用いた概
略の地殻変動結果から巨大地震の地震規模を即時に推
定するシステム開発への期待が寄せられた．このような
背景を踏まえ，常時 RTK 測位を行い即時に概略の地殻
変動を把握する機能を実装した電子基準点リアルタイム
解析システム（REGARD:Real-time GEONET Analysis 
System For Rapid Deformation monitoring）を開発した

（図 3）．
REGARD は，東北大学や気象研究所との共同研究に

より開発したもので，巨大地震発生時に概略の地殻変動
を即時に検出して地震規模を推定し，津波予測支援に役
立てることができる．2016 年 4 月 1 日から運用を開始し

た REGARD は，およそ 2 週間後の熊本地震においてそ
の機能を発揮し，即時に概略の地殻変動を検出し地震規
模を推定できることが確認された（図 4）．

３．観測強化地域等における測量
国土地理院では , 東海・南関東の観測強化地域におい

て，周期の短い繰り返し観測や連続観測を行ってきた．
近年は「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関
する特別措置法」等で指定している地震防災対策推進地
域において，観測周期の短い水準測量を実施し，地殻の
上下変動を監視している．また，水準測量の際には，水
準路線近傍の電子基準点及び験潮場等に水準点からの
高さの取り付け観測を実施し，その結果を統合的に解析
し，地殻変動の様相を総合的に監視している．その中で
も，東海地域の掛川～御前崎においては，プレートの沈
み込みに伴う地殻変動を把握する上で重要な路線と位置
付け，現在も水準測量を年 2 回行っている．なお，東海
地域で実施していた長距離水管傾斜計，ボアホール型の
歪計・傾斜計等による地殻変動連続観測は，2017 年（平
成 29 年度末）で観測を終了した．

東北地方太平洋沖地震では，電子基準点の観測デー
タにより東北地方から関東・甲信越地方にかけての広い
範囲で顕著な地殻変動が明らかになったため，三角点
約 44,000 点，水準点約 1,400 点の測量成果の公表を停止
した．その後，2011 年 10 月 31 日に三角点約 43,300 点，

図3　REGARDの計算フロー

最終報
T=343s
Mw 6.96
VR 96.2%

地理院モデル
断層 A1
Mw 6.96

気象庁 CMT解

Mw 7.0

図4　REGARDによるリアルタイム断層モデル推定結果
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2012 年末までに水準点約 2,800 点の新しい測量成果を公
表した．しかし，地震後も続く余効変動により 2016 年
3 月時点で成果との乖離が 30cm 以上の地域があること
が確認されたため，2016 年から 2017 年まで東北地方を
中心に水準点の再測量を行い，2017 年 2 月28日に 573 点，
2018 年 2 月 28 日に 787 点の水準点成果の改定，公表を
行っている．

熊本地震では , 三角点等 4,169 点，水準点 296 点の測
量成果の公表を停止し，2016 年 9 月 12 日までに新しい
測量成果を公表した．

４．SAR（合成開口レーダー）
国土地理院では，火山活動，地盤沈下等に伴う地殻・

地盤変動の監視を目的として，陸域観測技術衛星「だ
いち」（ALOS）及び陸域観測技術衛星 2 号「だいち 2
号」（ALOS-2）に搭載された L バンド合成開口レーダー

（Synthetic Aperture Radar:SAR）の観測データを用いて
SAR 干渉解析を定常的に実施してきた．また，地震や
火山等活動による災害が発生した場合には，その災害状
況の把握や復興作業の情報提供を目的として，緊急解析
を実施してきた．

このほか，「衛星データを用いた地震・地盤変動デー
タ流通及び解析グループ」（2008 ～ 2013 年度），及び「地
震予知連絡会 SAR 解析ワーキンググループ」（2014 年
度～）の事務局を務め，地震災害発生時の緊急観測の
取りまとめや，地震予知連絡会及び地震調査委員会への
解析結果の報告等を行ってきた（地震予知連絡会 SAR
解析ワーキンググループの詳細については第１部第２章
５．を参照）．

ALOS は 2006 年 1 月に打上げられ，2011 年 5 月まで
運用された．この 10 年の間，運用終了までに SAR 干渉
解析を実施した主な地震・火山活動は，2011 年の霧島
山（新燃岳）の火山活動，東北地方太平洋沖地震など
が挙げられる．

東北地方太平洋沖地震では，地殻変動が東北地方か
ら関東及び中部地方まで及んでいたことが捉えられ，牡
鹿半島における変動量は GEONET で得られた結果と整
合していた．また，内陸で発生した誘発地震に伴う局所
的な地殻変動を検出し，GEONET のみでは把握が困難
な断層近辺の詳細な変動を明らかにした（図 5）．

ALOS-2 の運用開始以降，SAR 干渉解析を実施した
国内の主な地震・火山活動としては，2014 年の御嶽山
の火山活動，2015 年の箱根山の火山活動，2015 年の口
永良部島の火山活動，平成 28 年（2016 年）熊本地震， 
2018 年の霧島山（えびの高原（硫黄山））の火山活動，
平成 30 年北海道胆振東部地震，西之島の火山活動など
が挙げられる．

2015 年の箱根山の火山活動では，火山活動の活発化
を受けて高頻度な緊急観測が実施された．国土地理院で
は緊急解析を実施し，他の地上観測機器では捉えること
の難しい，直径 200m 程度の範囲における局所的な変動
を高頻度に捉えた．得られた地殻変動情報は火山噴火予
知連絡会等の関係機関に提出され，噴火警戒レベル及び
立入規制範囲の検討に活用された．

平成 28 年（2016 年）熊本地震では，布田川断層帯
及び日奈久断層帯に沿って顕著な変動が見られたほか，
MAI（Multiple Aperture Interferometry）法を適用する
ことで，標準的な SAR 干渉解析では捉えられなかった
断層近傍の変動が明らかになった．得られた地殻変動情
報は地震調査委員会による地震活動の評価，基準点の測
量成果停止及び改定範囲の決定，小変位の地表断層群
の抽出に活用された．

このほか，海外の地震・火山災害では，2017 年のイラン・
イラク国境付近の地震，2018 年のインドネシア・ロンボ
ク島の地震，2018 年のインドネシア・スラウェシ島の地

図5　�東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動を表したSAR
⼲渉画像（★星印は震央を示す）
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震などにおいて，発災後の災害対応に役立ててもらうこ
とを目的に，現地の関係機関に解析結果を提供した．

国土地理院では，SAR 干渉解析手法の高度化にも
継続的に取り組んでいる．この 10 年間では，とりわ
け SAR 干渉解析における主な誤差要因である水蒸気及
び電離層の影響について，それぞれ軽減する手法を新
たに取り入れ，干渉画像の判読性向上が図られた．ま
た，ALOS-2 による観測データが蓄積してきたことによ
り，多数枚の SAR 干渉画像を用いることで変動の検出
精度を向上させる，干渉 SAR 時系列解析が可能となっ
てきており，国土地理院においても現在試行していると
ころである．今後打上げられる予定の「先進レーダ衛星

（ALOS-4）」の運用が開始され，定常的に高頻度な観測
が行われることで，干渉 SAR 時系列解析のさらなる高
精度化及び実運用化が期待される．

５．VLBI
国土地理院では，国内測地網の規正及びプレート運動

の把握のため，国内に設置している VLBI 観測局におい
て観測を実施してきた．また，1999 年に国際 VLBI 事業

（IVS）が設立されて以来，国土地理院はその構成機関と
して国際観測に参加するとともに，相関局，解析局とし
ても活動し，国際的な測地基準系の構築や地球の自転変
化の監視に貢献している．地殻変動の把握のために実施
していた国内観測は 2013 年で終了し，新十津川，姶良，
父島の観測局は順次運用を停止した．その一方で，2014
年に IVS のサブグループとして設立されたアジア・オセ
アニア VLBI グループ（AOV）において積極的な役割
を担い，アジア・オセアニア地域の測地基準系の構築や
地殻変動の把握に努めている．

東北地方太平洋沖地震では，東日本を中心に大規模
な地殻変動が生じたため，測量成果の改定が行われ，
新成果の算出の際は地震後に計測したつくば局の座標
値が重要な役割を果たした．その後，次世代の VLBI
観測装置の仕様（VGOS）に基づいて新たに石岡測地
観測局を設置し，2015 年より運用を開始した．これに
伴い，つくば局は 2016 年に運用を停止した．現在は，
石岡測地観測局で IVS や AOV による国際 VLBI 観測に
参加している．

６．重力
国土地理院は，高精度で安定した重力値を提供すると

ともに国際的に合意された基準に基づく日本の重力基準
網の構築を目的として，全国で重力測量を実施している．
2002 年から 2016 年までに国土地理院が実施した重力測
定結果を用いて，国内の重力値の基準を 40 年ぶりに更
新し，2016 年度に「日本重力基準網（JGSN2016）」を

公表した．また，東海地震の発生が懸念されている東海
地域の重力変化の監視を目的として，東京大学地震研究
所と共同で，1996 年から御前崎市における絶対重力測
定を実施している．2018 年度には，これまで観測を継
続してきた施設の取り壊しに伴い，同市内の別の場所に
観測点を移転した．このほか，東北地方太平洋沖地震及
び熊本地震発生後に，地震による地殻変動に伴う重力変
化の検出を目的とした重力測量を実施した．

７．ジオイド
国土地理院では，衛星測位を用いた測量業務の効率化

の一環として，GNSS 測量により 3 級水準測量に相当す
る標高の決定を可能とするため，高精度なジオイド・モ
デルの構築を進めてきた．2013 年度に四国，中国及び
九州地方のジオイド・モデルを改定して「日本のジオイ
ド 2011+2000」を公開した．2014 年度には，北海道から
近畿地方及び沖縄本島のジオイド・モデルを改定して「日
本のジオイド 2011」（Ver.1）を公開し，さらに，2016 年
度に全国の離島部のジオイド・モデルを改定して「日本
のジオイド 2011」（Ver.2）を公開した．

８．験潮
国土地理院では，土地の高さの基準を決めるために，

全国 25 か所の験潮場において潮位の連続観測を行って
いる．その内 14 か所では，災害時を想定し，専用の IP-
VPN 回線に加えて携帯電話回線を利用した通信の二重
化が図られている．これらの回線を使用して，潮位デー
タは国土地理院に送信され，リアルタイムで監視される
とともに，気象庁にリアルタイムで転送されている．

東北地方太平洋沖地震では，津波により相馬験潮場が
倒壊したため，2011 年 6 月から 2015 年 9 月までは福島
県相馬港検潮所での潮位観測を行い，その後は新たに設
置した相馬験潮場で潮位観測を継続した．

伊豆半島東部の地殻変動の監視のために設置された
真鶴（神奈川県真鶴町），初島（静岡県熱海市）の潮位
観測は地殻上下変動の監視を近傍の電子基準点で代替
可能なため，2013 年 3 月末で観測を終了した．
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１．はじめに
2009 ～ 2018 年度（平成 21 年 4 月～平成 31 年 3 月）

の 10 年間で，日本とその周辺の海域においてマグニ
チュード 6.5 以上の地震は 93 回発生した（図 1）．これ
はその前 10 年間（1999 ～ 2008 年度：76 回）の約 1.2 倍，
前 40 年間の平均（1969 ～ 2008 年度：217 回，10 年当
たり約 54 回）の約 1.7 倍である．このうち半数近く（45
回）は，2011 年 3 月以降に「平成 23 年（2011 年）東北
地方太平洋沖地震」（以下，東北地方太平洋沖地震という）
の余震域（2.2 項参照）で発生している．

この 10 年間で最も大きな被害を伴ったのは，2011 年
3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震（M9.0）で
ある．死者・行方不明者合わせて 2 万人以上などの甚大
な被害が生じ，政府は「東日本大震災」と命名した．太
平洋プレートと陸のプレートの境界で発生した地震で，
震源域は岩手県沖から茨城県沖まで及び，この近傍を中
心に強震動（最大震度 7）と高い津波を観測した．また，
直後から非常に活発な余震活動がみられたほか，余震域
以外でも大きな地震や活発な地震活動が見られた．国内
観測史上最大の地震であり，当時の長期評価でもこの規
模は想定されておらず，我が国の地震・津波防災対策に
おける想定のあり方が見直されることとなった．

次に大きな被害を伴ったのは，2016 年 4 月 14 日に始
まった「平成 28 年（2016 年）熊本地震」である．布田
川断層帯・日奈久断層帯で起きた地震であり，最初の地
震（M6.5）の約 28 時間後に最大規模の地震（M7.3）が
発生し，一連の活動で震度 7 を 2 回観測する初の事例と
なった．内陸地殻内の M6.4 以上の地震は本震とみなす
という経験則が妥当でなくなり，地震調査委員会は様々
な事例に対応可能な大地震後の地震活動の見通しを踏
まえた防災上の呼びかけ方の指針をとりまとめた．

これらのほかに今期間で震度 7 を観測した地震とし
て，2018 年 9 月 6 日に発生した「平成 30 年北海道胆振
東部地震」（M6.7）がある．この地震活動は，国内でも
特異な地下構造が認められる日高山脈南部の周辺地域
で発生し，通常の陸域の浅い地震に比べてやや深い場所
を震源としており，その発生メカニズムや近傍の石狩低
地東縁断層帯との関係性などについて議論されている．

このほか，糸魚川－静岡構造線断層帯を構成する神
城断層の一部が活動した 2014 年 11 月 22 日の長野県北
部の地震（M6.7），被害地震が中国地域では他に比べて
活発と長期評価されていた中国地域北部で 2016 年 10 月
21 日の鳥取県中部の地震（M6.6）などが発生した．

この 10 年で震度 6 弱以上を観測した地震を示す（表 1）．

これらの主な地震活動については，第 4 章で詳細に説明
されるため，本稿においては簡潔に触れることとし，地
域ごとの地震活動概要について以降紹介する．

第 1章　この 10年の全国の地震活動状況
気象庁

図１　�2009年４月〜2019年３月に日本とその周辺海域で発生
した地震（M6.5以上，深さ０〜700km，深さ150kmま
での地震を赤，150kmより深い地震を青で表示）

� （上）震央分布図
� （中）時空間分布図（南北投影）
� （下）M－T図



106 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 2 部　この 10 年の主な地震及び地殻活動

表１　日本とその周辺海域の主な地震（震度６弱以上を観測した地震，2009年４月〜2019年３月）

発生時分 M 震央地名等 最大震度 津波 人的被害 物的被害

平成21年 (2009年)8月11日 05時07分 6.5 駿河湾                   6弱 36cm
死1
負319

住家半壊6棟
同一部破損8,672棟等

平成23年 (2011年)3月11日 14時46分 9.0 三陸沖※１ 7
9.3m

以上※2

死19,689
不明2,563
負6,233   ※３

住家全壊121,995棟
同半壊282,939棟
同一部破損748,109棟等

平成23年 (2011年)3月11日 15時15分 7.6 茨城県沖＃ 6強 ５※５※４※

平成23年 (2011年)3月12日 03時59分 6.7 長野県・新潟県県境付近 6強
死3
負57   ※６

住家全壊73棟
同半壊427棟
同一部破損2,589棟等   ※６

平成23年 (2011年)3月12日 04時31分 5.9 長野県・新潟県県境付近          6弱 ６※６※

平成23年 (2011年)3月12日 05時42分 5.3 長野県・新潟県県境付近        6弱 ６※６※

平成23年 (2011年)3月15日 22時31分 6.4 静岡県東部                 6強 負80
住家半壊18棟
同一部破損3,475棟等

平成23年 (2011年)4月7日 23時32分 7.2 宮城県沖＃ 6強 死4 ５※５※

平成23年 (2011年)4月11日 17時16分 7.0 福島県浜通り＃ 6弱 死4 ５※５※

平成23年 (2011年)4月12日 14時07分 6.4 福島県中通り＃ 6弱 ５※５※

平成25年 (2013年)4月13日 05時33分 6.3 淡路島付近                 6弱 負35
住家全壊8棟
同半壊101棟
同一部破損8,305棟等

平成26年 (2014年)11月22日 22時08分 6.7 長野県北部                 6弱 負46
住家全壊77棟
同半壊137棟
同一部破損1,626棟等

平成28年 (2016年)4月14日 21時26分 6.5 熊本県熊本地方※7 7
死273
負2,809   ※7

住家全壊8,667棟
同半壊34,719棟
同一部破損163,500棟等   ※7

平成28年 (2016年)4月14日 22時07分 5.8 熊本県熊本地方※7 6弱 7※7※

平成28年 (2016年)4月15日 00時03分 6.4 熊本県熊本地方※7 6強 7※7※

平成28年 (2016年)4月16日 01時25分 7.3 熊本県熊本地方※7 7 7※7※

平成28年 (2016年)4月16日 01時45分 5.9 熊本県熊本地方※7 6弱 7※7※

平成28年 (2016年)4月16日 03時55分 5.8 熊本県阿蘇地方※7 6強 7※7※

平成28年 (2016年)4月16日 09時48分 5.4 熊本県熊本地方※7 6弱 7※7※

平成28年 (2016年)6月16日 14時21分 5.3 内浦湾                   6弱 負1 住家一部破損3棟

平成28年 (2016年)10月21日 14時07分 6.6 鳥取県中部                 6弱 負32
住家全壊18棟
同半壊312棟
同一部破損15,095棟等

平成28年 (2016年)12月28日 21時38分 6.3 茨城県北部                 6弱 負2
住家半壊1棟
同一部破損25棟

平成30年 (2018年)6月18日 07時58分 6.1 大阪府北部                 6弱
死6
負462

住家全壊21棟
同半壊483棟
同一部破損61,266棟等

平成30年 (2018年)9月6日 03時07分 6.7 胆振地方中東部※8 7
死43
負782

住家全壊469棟
同半壊1,660棟
同一部破損13,849棟等

平成31年 (2019年)1月3日 18時10分 5.1 熊本県熊本地方               6弱 負4 住家一部破損60棟
平成31年 (2019年)2月21日 21時22分 5.8 胆振地方中東部※8 6弱 負6 住家一部破損19棟

津波は津波観測施設における最大の高さを示し，人的被害・物的被害は以下にことわりのあるものを除き総務省消防庁（消防白書，消防庁災害情報）による．
※１ 「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」（以下，本文で示した略称を使用）
※２ 東北地方太平洋沖地震の余震（本表内では＃）による被害のほか平成23年３月11日以降に発生した余震域外の地震による被害の区別が不可能なものを含む．
※３ 観測施設が津波により被害を受けたためデータを入手できない期間があり，後続の波でさらに高くなった可能性がある．
※４ 東北地方太平洋沖地震による津波が非常に大きかったため， この地震による津波は観測記録からははっきりとは分からない．
※５ 記載されたもの以外の被害は，本震の被害数に含まれている．
※６ 新潟県及び長野県による．同日発生した余震（下2行）による被害も含む．
※７ 「平成28年（2016年）熊本地震」の一連の活動であり，これによる被害は最初の地震（4月14日，M6.5）の欄に含めて記載．
※８ 「平成30年北海道胆振東部地震」の一連の活動．

発生年月日
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２．地域ごとの地震活動の状況
2.1　北海道とその周辺

2009 年 4 月以降，北海道周辺の深さ≦ 100 km では
M ≧ 6.5 の地震が 4 回発生しているが，M ≧ 7.0 の地震
は発生していない．M ≧ 7.0 の地震は 2008 年 9 月 11 日
の十勝沖の地震（M7.1）以降発生しておらず，M ≧ 8.0
になると「平成 15 年（2003 年）十勝沖地震」（M8.0）
以降発生していない．

図 2 に 2009 年 4 月以降に北海道とその周辺で発生し
た M ≧ 5.5，深さ≦ 100km の地震の震央分布図を示す．
このうち M ≧ 6.5 の地震に吹き出しを付けている．

吹き出しを付けた地震の中で，2018 年 9 月 6 日 03 時
07 分に発生した「平成 30 年北海道胆振東部地震」（M6.7）
では，北海道で震度観測を開始して以来初めて震度 7 を
観測し，死者 43 人，大規模な土砂災害や家屋の倒壊な
ど甚大な被害を生じた（被害は総務省消防庁による）．

十勝沖から根室半島南東沖にかけての領域 a は , 海溝
型のプレート間大地震が繰り返し発生している場所であ
るが，今期間は地震活動が低調となっており，M ≧ 5.5
の地震はほとんど発生していない．

a）十勝地方南部の地震
2012 年 8 月 25 日 23 時 16 分に十勝地方南部の深さ

49km で M6.1 の地震が発生した（図 3）．この地震の発
震機構は，初動解が北西－南東方向に圧力軸を持つ逆
断層型で，この付近の太平洋プレートと陸のプレートの
境界で発生した地震にみられるものであるが，CMT 解
はこれと異なり南北方向に圧力軸を持つ逆断層型であっ
た．この領域のプレート境界で発生した地震としては余
震活動が多いこと，さらにその余震活動はプレート境界
と考えられる深さより浅い場所で発生していることなど
の特徴もみられ，主破壊が初期破壊と異なっていたと考
えられる複雑な地震であった．

また，今回の地震の 3 日前の 8 月 22 日 10 時 33 分に

ほぼ同じ場所で M5.2 の地震が発生しているが，この地
震の発震機構は初動解及び CMT 解ともに北西－南東方
向に圧力軸を持つ逆断層型で，太平洋プレートと陸のプ
レートの境界で発生した地震である．
b）内浦湾の地震

2016 年 6 月 16 日 14 時 21 分に内浦湾の深さ 11km で
M5.3 の地震が発生した（図 4）．この地震は，陸のプレー
トの地殻内で発生した．発震機構は北東－南西方向に圧
力軸を持つ逆断層型である．今回の地震活動は，北北西
－南南東方向にのびる長さ約 10 km, 幅約 5km の範囲で
発生していて，以前から地震活動の活発な領域で発生し

図２　�2009年４月〜2019年３月に北海道とその周辺で発生し
た地震（M≧5.5，深さ０〜100km）の震央分布図

ａ

図3　�2012年 8月 25日の⼗勝地方南部の地震活動
� （上）�震央分布図（2009年 4月〜2019年 3月，M≧1.5，

深さ40〜 60km，2012年 8月 20日〜 9月 30日
の地震を赤く表示）

� （中左）矩形内の断面図（A－B投影，水平：鉛直比は約7：5）
� （中右）8月22日と8月25日のCMT解比較
� （下）�矩形内のM－ T図及び回数積算図（2012 年 8月

20日〜 9月30日）

Ｂ

Ａ

えりも岬

CMT 解比較

8 月 22 日 8 月 25 日

Mw5.2
58km

Mw5.9
45km
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た．また，今回の活動域を含む渡島半島の南部は，同程
度の規模の地震がまとまって発生する活動も見られる場
所である．
c）国後島付近の地震

2018 年 11 月 5 日 04 時 26 分に国後島付近の深さ 20 
km で M6.3 の地震が発生した（図 5）．この地震は，陸
のプレートの地殻内で発生した．発震機構（CMT 解）
は西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型である．
今回の地震とほぼ同じ場所で，前月の 10 月 26 日 12 時
04 分に M5.5 の地震が発生しており，発震機構（CMT 解）
も同じ型である．

10 月 26 日の地震は活動域の西側で発生し，11 月 5 日
の地震は活動域の最も北東側で発生しており，11 月 5
日の地震の余震活動は 2 つの地震の間を埋めるように発
生した．

2.2　東北地方とその周辺
2009 年 4 月以降，東北地方周辺で発生した最大規模

の地震は東北地方太平洋沖地震（Mw9.0，最大震度 7）

である．この地震は，太平洋プレートと陸のプレートの
境界で発生した巨大地震であった．図 6 に 2009 年 4 月
以降に東北地方とその周辺で発生した，地震の震央分布
図を示す．この期間に M ≧ 6.0 の地震が 157 回発生し
た．図 6 中の矩形領域内（以下，この領域を東北地方太
平洋沖地震の「余震域」とする．）では本震発生後 M7.0
以上の地震が 10 回発生した．

また，図 7 に示すように東北地方太平洋沖地震の発生
以降，秋田県内陸南部，秋田県沖，福島県会津から山形
県置賜地方の県境付近など，東北地方太平洋沖地震の

図5　2018年 11月 5日の国後島付近の地震活動
� （上）�震央分布図（2009年4月〜2019年3月，M≧2.0，

深さ0〜 30km，2018年 10月 20日〜 2019年 3
月 31日の地震を赤く表示）

� （中）�矩形内のM－T図及び回数積算図（2018年 10月
20日〜 2019年 3月 31日）

� （下）�矩形内の時空間分布図（A－B投影）（2018年 10
月 20日〜 2019年 3月 31日）

図4　2016年 6月16日の内浦湾の地震活動
� （上）�震央分布図（2009年 4月〜2019年 3月，M≧1.0，

深さ 0 〜 20km，2016 年 6 月 10 日〜 2017 年 1
月 31日の地震を赤く表示）

� （下）�矩形内のM－ T図及び回数積算図（2016 年 6月
10日〜 2017年１月31日）

北海道
駒ヶ岳

恵山 知床半島
国後島

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ
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余震域以外の地域において地震活動が活発になったとこ
ろが見られた．

この 10 年間に東北地方とその周辺で発生した主な地
震活動については，別項で詳しく紹介されているので，
ここではそれ以外の活動について述べる．
a）海域で発生した地震

2011 年 3 月 9 日 11 時 45 分に三陸沖で M7.3 の地震が
発生した．この地震の発震機構は西北西－東南東方向に

圧力軸を持つ逆断層型で，太平洋プレートと陸のプレー
トの境界で発生した．この地震により，岩手県大船渡で
最大 55cm の津波を観測した．

2011 年 3 月 12 日 04 時 46 分に秋田県沖の深さ 24km
で M6.4 の地震が発生した．この地震の発震機構は東北
東－西南西方向に圧力軸を持つ型であった．「昭和 58 年

（1983 年）日本海中部地震」の本震震央付近で発生し，
余震域内で M6.0 以上の地震が発生したのは 1983 年 6
月 21 日の M7.1 の地震以来である．

2012 年 5 月 24 日 00 時 02 分に青森県東方沖の深さ
60km で M6.1 の地震が発生した．この地震の発震機構
は西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で，太
平洋プレートと陸のプレートの境界で発生した（図 8）．
東北地方太平洋沖地震の余震域よりも北側で発生し，震
央付近（領域 b 内）では東北地方太平洋沖地震の発生
前後で活動に変化は見られなかった．

2012 年 12 月 7 日 17 時 18 分に三陸沖で M7.3 の地震
が発生した．この地震の発震機構は西北西－東南東方向
に張力軸を持つ正断層型で，日本海溝付近の太平洋プ
レート内部で発生した．また，この地震の直前に，この
地震の震源近傍で M7 クラスと推定される地震が発生し

図6� �2009 年 4月〜 2019 年 3月に東北地方とその周辺で発
生した地震（M≧5.0, 深さ 0〜 150km）の震央分布図

� �※矩形領域は東北地方太平洋沖地震の余震域である.また,
本節で取り上げた地震と余震域内のM7.0以上の地震を白
抜きで示す .

図 7� �東北地方太平洋沖地震の余震域外での地震活動
� （青：東北地方太平洋沖地震発生前，赤：同地震以降）
� （左）�震央分布図（2009年 4月〜 2019年 3月，M≧3.0,

深さ 0〜 30km）
� （右）左図の領域 a内の時空間分布図（南北投影）

「東北地方

太平洋沖地震」

a

東北地方太平洋沖地震発生

図8� 2012年 5月 24日の青森県東方沖の地震活動
� （上）�震央分布図（1997年 10月〜 2019年 3月，

M≧3.0，深さ0〜 120km，2011年 3月11日以
降を濃く表示）
破線は ,東北地方太平洋沖地震の余震域

� （下）上図の領域 b内のM－T図及び回数積算図

b

Ｎ=2710

青森県
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た．これらの地震により，石巻市鮎川で最大 98cm の津
波を観測した．

2013 年 10 月 26 日 02 時 10 分に福島県沖で M7.1 の地
震が発生した．この地震の発震機構は東西方向に張力軸
を持つ正断層型で，日本海溝の東側（アウターライズの
領域）の太平洋プレート内部で発生した．この地震によ
り，石巻市鮎川で最大 36cm の津波を観測した．この地
震の後，26 日中に M5.0 以上の地震が 5 回発生するなど，
ややまとまった地震活動があった．

2016 年 11 月 22 日 05 時 59 分に福島県沖の深さ 12km
（CMT 解による）で M7.4 の地震が発生した．この地震
は陸のプレートの地殻内で発生した．この地震の発震機
構は北西－南東方向に張力軸を持つ正断層型であった．
この地震により，仙台港で最大 144cm の津波を観測した．
b）陸域で発生した地震

2011 年 4 月 1 日 19 時 49 分に秋田県内陸北部の深さ
12km で M5.0 の地震が発生した．この地震の発震機構
は北北西－南南東方向に張力軸を持つ横ずれ断層型で，
地殻内で発生した（図 9：領域 c）．

2017 年 9 月 8 日 22 時 23 分に秋田県内陸南部の深さ
9km で M5.2 の地震が発生した．この地震の発震機構
は北西－南東方向に張力軸を持つ横ずれ断層型で，地

図9　秋田県内陸北部・内陸南部の地震活動
� （上）�震央分布図（1997年 10月〜 2019年 3月 ,

M≧ 2.0，深さ0〜 20km，2011年 3月11日以
降を濃く表示）

� （中）上図の領域 c内のM－T図及び回数積算図
� （下）上図の領域 d内のM－T図及び回数積算図

田沢湖

c

d

Ｎ=1169

図10　福島県会津から山形県置賜地方にかけての地震活動
� （上）�震央分布図（2001年 10月〜 2019年 3月，

M≧1.0，深さ0〜 20km）
� （下）上図の矩形領域内の時空間分布図（A－B投影）

A

A

B

B

猪苗代湖

福島県

山形県

A

B
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殻内で発生した（図 9：領域 d）．この地震の震源付近
では，東北地方太平洋沖地震の発生以降に活動が活発
化しており，この 10 年間ではこの地震が最大規模の地
震である．

福島県会津から山形県置賜地方にかけての地殻内（深
さ 5 ～ 10km 程度）で，2011 年 3 月 18 日以降まとまっ
た地震活動が見られるようになった．これ以前は地震
活動があまり見られなかったところである．地震活動は
徐々に北東および南西へ広がった（図 10）．全体的には
2011 年 4 月末頃まで非常に活発で，その後は消長を繰
り返しながらも活動は継続している．2011 年 5 月 7 日
13 時 34 分にこれまでの最大規模の地震（M4.6，最大震
度 4）が発生した．これらの地震の発震機構は圧力軸が
概ね東西方向から北西－南東方向の逆断層型が多く，東
北地方太平洋沖地震の発生前から東北地方の内陸地殻
内の地震でよく見られているタイプである．

2.3　関東・中部地方
2009 年以降に関東・中部地方で発生した M ≧ 4.0，

深さ≦ 80km の地震を図 11 に示す．この期間にいくつ
かの顕著な地震活動が発生しているが，これらについて
は第 4 章で個別に詳細に報告されているので，ここでは
ごく簡単にその概要を述べるにとどめ，それ以外の活動
についてやや詳しく紹介する．

a）関東・中部地方の顕著な地震活動
2009 年 8 月 11 日に駿河湾で M6.5 の地震が発生した．

フィリピン海プレート内部で発生した地震であった．ひ
ずみ計で地震発生時のステップ変化に続いてゆっくりと
した変化がみられたが，プレート境界すべりによるもの
とは異なる旨の東海地震観測情報を発表した．

2011 年 3 月 12 日に長野県北部（長野県と新潟県の県
境付近）で M6.7 の地震が発生した．この地震が発生し

た後，震度 6 弱を観測する地震が 2 回発生するなどのま
とまった地震活動が見られた．

2011 年 3 月 15 日に静岡県東部で M6.4 の地震が発生
した．震源断層は北東－南西走向で南東傾斜の左横ずれ
断層と考えられる．ひずみ計では地震発生時のステップ
変化以外は見られなかった．

2014 年 11 月 22 日に長野県北部で M6.7 の地震が発生
した．この地震は，糸魚川－静岡構造線断層帯の一部で
ある神城断層の一部とその北方延長が活動したことで発
生したと地震調査委員会で評価された．

2016 年 12 月 28 日に茨城県北部で M6.3 の地震が発生
した．この付近では 2011 年 3 月 19 日に M6.1 の地震が
発生しており，震源過程解析からこれらは同じ断層面で
発生したが破壊過程は異なっていたと考えられる 1）．

以上のうち，2014 年長野県北部を除く 2011 年 3 月以
降の地震は，東北地方太平洋沖地震の発生に伴って，地
震活動が活発になった領域で発生した．

b）房総半島南東部から南東沖にかけての地震活動
2018 年 6 月 3 日以降，房総半島南東部から南東沖に

かけて地震活動が活発となり，6 月 12 日に M4.9，6 月

図12　�房総半島南東部から南東沖にかけての地震活動
� （上）�震央分布図（1996年 5月〜 2018年 8月，

M≧3.0，深さ0〜 120km，2018年 6月以降を
濃く表示 ,発震機構解のSは参考解を示す）

� （下）矩形領域内のM－T図

図11　�2009 年 4月〜 2019 年 3月に関東・中部地方に発生
した地震（M≧4.0，深さ0〜 80km）の震央分布図
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16 日に M4.4，6 月 26 日に M4.3 の地震が発生した（図
12）．これらの地震の発震機構はおおむね北北西－南南
東方向に圧力軸を持つ逆断層型で，フィリピン海プレー
トと陸のプレートの境界で発生したと考えられる．こ
れらの地震活動の震源付近では，ゆっくりすべりとま
とまった地震活動が同期して発生することが知られて
おり，これまで，1996 年，2002 年，2007 年，2011 年，
2014 年にも発生している．今回は GNSS・傾斜データに
加えて，ひずみ計でもゆっくりすべりに伴う変化が捉え
られた 2）．

c）2015 年 5 月の小笠原諸島西方沖の地震活動
2015 年 5 月 30 日 20 時 23 分，小笠原諸島西方沖の深

さ 682km で M8.1 の地震が発生した（図 13）．これまで
気象庁が地震観測を行ってきた中で最も深い地震であっ
た．この地震の発震機構は東西方向に張力軸を持つ型で，
太平洋プレート内部で発生した．

この地震により，小笠原諸島と神奈川県で最大震度 5
強を観測したほか，明治 17 年（1884 年）の震度観測開
始後で初めて 47 都道府県全てで震度 1 以上を観測した．
特に，沈み込む太平洋プレート内を伝わった地震波によ
り，小笠原諸島から東日本にかけて揺れが大きくなった

（異常震域）．余震活動は低調で，最大規模の余震は 6 月
3 日 06 時 04 分の M5.6 の地震（最大震度 1）である．

1997 年 10 月以降の活動では，この地震の震央周辺の
深さ 500km 程度の場所では定常的な地震活動が見られ
るが，この地震の震源付近ではこれまで地震活動が見ら
れていなかった．

この地震のように深さが 600km を超える M8 程度の
地震は，1970 年にコロンビア付近の深さ 645km で M8.0
の地震や 1994 年にボリビア付近の深さ 632km で M8.2
の地震などであり，世界的に見ても事例が少ない 3）．

図13　小笠原諸島西方沖の地震活動
� （上）�震央分布図（1997年 10月〜 2015年 12月 ,

M≧ 4.5，深さ0〜 700km，2015年 5月以降を
濃く表示）

� （中）矩形領域 a内の断面図（A－B投影）
� （下）領域 b内のM－T図

図14　三重県南東沖の地震活動
� （上）�震央分布図（1997年 10月〜 2016年 12月 ,

M≧ 2.0，深さ0〜 80km，2016年 4月以降を
濃く表示）

� （下）矩形領域内のM－T図

A

B
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A B
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d）2016 年 4 月の三重県南東沖の地震活動
2016 年 4 月 1 日 11 時 39 分，三重県南東沖で M6.5 の

地震が発生した（図 14）．この地震の発震機構は北西－
南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で，フィリピン海プ
レートと陸のプレートの境界で発生した地震である．こ
の地震発生直後は，規模の小さな余震がまとまって発生
したが，次第に減衰した．4 月 19 日にも一時的にやや
まとまった活動が見られた．一方，この地震発生の 2 日
後から，トラフ軸付近を中心として低周波イベントのま
とまった活動が見られた（4 月 3 日～ 18 日）4）．

1997 年 10 月以降の活動では，この地震の震央付近（矩
形領域）の地震活動は低調であり，M6.0 以上の地震は
初めてであった．南東側のトラフ軸付近では，2004 年
9 月 5 日 23 時 57 分に M7.4，同日 19 時 07 分に M7.1 の
地震が発生している．

2.4　近畿・中国・四国地方
2009 年 4 月以降に近畿・中国・四国地方で発生した

M ≧ 5.0，深さ≦ 100km の地震を図 15 に示す．この内，
M6.0 を超える地震は 2013 年 4 月 13 日の淡路島付近の
地震（M6.3），2014 年 3 月 14 日の伊予灘の地震（M6.2）， 
2016 年 10 月 21 日の鳥取県中部の地震（M6.6），2018
年 4 月 9 日の島根県西部の地震（M6.1），2018 年 6 月
18 日の大阪府北部の地震（M6.1）であった．

a）2013 年 4 月 13 日の淡路島付近の地震
2013 年 4 月 13 日 05 時 33 分， 淡 路 島 付 近 の 深 さ

15km で M6.3 の地震が発生した．この地震は「平成 7
年（1995 年）兵庫県南部地震」（M7.3）の活動域の南西
端に近接する領域で発生した．発震機構は東西方向に圧
力軸を持つ逆断層型で，地殻内で発生した地震である．
b）2014 年 3 月 14 日の伊予灘の地震

2014 年 3 月 14 日 02 時 06 分，伊予灘の深さ 78km で

M6.2 の地震が発生した．発震機構は東北東－西南西方向
に張力軸を持つ型で，沈み込むフィリピン海プレート内
部で発生した地震である．1997 年 10 月以降の活動をみ
ると今回の地震の震源付近では定常的な地震活動があり，
M5.0 以上の地震も発生しているが，M6.0 以上は今回の
地震が初めてであった．また，今回の地震の北東側では
1905 年 6 月 2 日の芸予地震（M7.2）と「平成 13 年（2001
年）芸予地震」（M6.7）が発生している（図 16）．

c）2016 年 10 月 21 日の鳥取県中部の地震
2016 年 10 月 21 日 14 時 07 分，鳥 取 県 中 部 の 深 さ 

11km で M6.6 の地震が発生した．発震機構は西北西－
東南東方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型で，地殻内で

図15　�2009年 4月〜 2019年 3月に近畿・中国・四国地方で
発生した地震（M≧5.0，深さ0〜 100km）の震央分
布図 図16　2014年 3月14日の伊予灘の地震

� （上）�震央分布図（1997年 10月〜 2019年 3月，
M≧2.0，深さ20km〜 100km）

� （中）上図領域 a内のA－B断面図
� （下）上図領域 b内のM－T図および回数積算図

b

平成 13 年(2001 年)

芸予地震

a
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B

1905 年の芸予地震（M7.2）の震央位置 5)
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発生した地震である．この地震の発生後，今回の地震を
中心に北北西－南南東方向に延びる領域と北東方向に延
びる領域で地震活動が活発になった．

d）2018 年 4 月 9 日の島根県西部の地震
2018 年 4 月 9 日 01 時 32 分，島根県西部の深さ 12km

で M6.1 の地震が発生した．発震機構は西北西－東南東
方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型で，地殻内で発生した

地震である．この地震の発生後，今回の地震を中心に北
西－南東方向に延びる領域で地震活動が活発になった．
また，今回の地震の東側では「平成 12 年（2000 年）鳥
取県西部地震」（M7.3）が発生している（図 17）．
e）2018 年 6 月 18 日の大阪府北部の地震

2018 年 6 月 18 日 07 時 58 分， 大 阪 府 北 部 の 深 さ
13km で M6.1 の地震が発生した．発震機構は西北西－
東南東方向に圧力軸を持つ型で，地殻内で発生した地震
である．周辺には東西方向に延びる有馬－高槻断層帯，
および南北方向に延びる生駒断層帯と上町断層帯などが
存在している．この地震の発生後，今回の地震を中心に
北東－南西方向に延びる領域と北西－南東方向に延びる
領域で地震活動が活発になった．

2.5　九州地方
2009 年 4 月以降に九州地方で発生した M ≧ 4.0，深

さ 0 ～ 90km の地震を図 18 に示す．この期間に図 18 中
で発生した M ≧ 6.0 以上の地震は 12 回であった．この
うち M ≧ 7.0 の地震は，2015 年 11 月 14 日に薩摩半島
西方沖で発生した M7.1 の地震と，2016 年 4 月 16 日に
熊本県熊本地方で発生した M7.3 の地震（「平成 28 年

（2016 年）熊本地震」の最大規模の地震）であった．

a）奄美大島北東沖の地震
2009 年 10 月 30 日に奄美大島北東沖で M6.8 の地震

（最大震度 4）が発生した．発震機構（CMT 解）は北西
－南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で，フィリピン海プ

図17　2018年 4月 9日の島根県西部の地震
� （上）�震央分布図（1997年 10月〜 2019年 3月 ,

M≧ 2.0, 深さ 0〜 30km）
� （中）�上図領域 a内の震央分布図（2018年 4月〜 2019

年 3月 ,M≧ 2.0, 深さ≦ 30km）
� （下）上図領域 b内のM－T図および回数積算図

図18　�2009年 4月〜 2019年 3月に九州地方で発生した地震
（M≧4.0, 深さ 0〜 90km）の震央分布図

平成 12 年(2000 年)鳥取県西部地震

a

b

三瓶山

三瓶山
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レートと陸のプレートの境界で発生した地震と考えられ
る．この地震により，鹿児島県と沖縄県で小さな津波を
観測した．
b）薩摩半島西方沖の地震活動

2015 年 11 月 14 日に薩摩半島西方沖で M7.1 の地震（最
大震度 4）が発生した．この地震は，発震機構（CMT 解）
が北西－南東方向に張力軸を持つ横ずれ断層型で，陸の
プレートの地殻内で発生した．この地震により，鹿児島
県の中之島（海上保安庁）で 30cm の津波を観測した．
この地震の後，震央周辺で活発となった地震活動が 2016
年 3 月頃まで継続した．また，この地震活動の東側でも
2016 年 5 月から地震活動がやや活発になった（図 19）．

c）「平成 28 年（2016 年）熊本地震」
2016 年 4 月 14 日に熊本県熊本地方の深さ 11km で

M6.5 の地震（最大震度 7）が発生したほか，4 月 16 日
にも同じ熊本県熊本地方の深さ 12km で M7.3 の地震（最
大震度 7）が発生した．M7.3 の地震の後，熊本県熊本
地方から阿蘇地方，大分県中部にかけて地震活動が活発

になった（「平成 28 年（2016 年）熊本地震」の一連の
地震活動については，第 4 章であらためて紹介する）．

d）鹿児島湾の地震活動
2016 年 12 月頃から鹿児島湾で地震活動がやや活発

となっていたところ，2017 年 7 月 11 日に M5.3（深さ
10km，最大震度 5 強）の地震が発生した．この地震以降，
8 月 24 日に M4.4 の地震（深さ 7km，最大震度 4），11
月 1 日に M3.8 の地震（深さ 9km，最大震度 4）が発生

図19　薩摩半島西方沖の地震活動
� （上）�震央分布図（2009年 4月〜 2019年 3月，

M≧2.8，深さ0〜 30km，2015年 11月14日以
降の地震を青，2016年 5月以降の地震を赤で表示）

� （下）矩形領域内のM－T図及び回数積算図

図20　鹿児島湾の地震活動
� （上）�震央分布図（2009年 4月〜 2019年 3月，

M≧0.5，深さ0〜 20km，2016年 12月以降の
地震を青，2017年7月11日以降の地震を赤で表示）

� （中）矩形領域内のM－T図及び回数積算図
� （下）矩形領域内の時空間分布図（南北投影）
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するなど，地震活動が活発な状態で推移した（図 20）．
この地震活動は地殻内で発生した．

2.6　沖縄地方
2009 年以降に沖縄地方において発生した M ≧ 4.0, 深

さ≦ 100km の地震の震央分布図を図 21 に示す．この期
間に M≧6.0 以上の地震が 38 回発生している．ここでは，
この期間において特に顕著であった沖縄地方の地震活動
について紹介する．

a）沖縄本島周辺の地震活動
最近 10 年間（2009 年～ 2018 年）の沖縄地方で発生

した最大規模の地震は，2010 年 2 月 27 日に沖縄本島近
海で発生した M7.2 の地震（最大震度 5 弱）である（図
22）．この地震により，南城市安座真で 0.1m，南大東漁
港で微弱な津波を観測した．また，発震機構は北西－
南東方向に張力軸をもつ横ずれ断層型であった．この地
震発生後，地震活動が活発となり，2010 年 4 月までに
この地震を含め震度 1 以上を観測した地震が 10 回発生
した．今回の震央周辺で M6.5 を超える地震が発生した
のは， 1980 年 3 月 3 日の沖縄本島北西沖の地震（M6.7）
以来である 6）．

2011 年 11 月 8 日に，沖縄本島北西沖の深さ 217km で
M7.0 の地震（最大震度 4）が発生した（図 23）．この地
震の発震機構は東西方向に張力軸を持つ型で，フィリピ
ン海プレート内部で発生した．なお，この震源付近では，
同日 12 時 57 分に M4.5 の地震が発生したが，その後の
地震活動は低調であった．
b）与那国島近海の地震活動

2015 年 4 月 20 日に与那国島近海で M6.8 の地震（最
大震度 4）が発生した（図 24）．この地震の発震機構は，
南北方向に圧力軸を持つ逆断層型であった．この地震の
発生後，同日 20 時 45 分に M6.0 の地震（最大震度 3），

20 時 59 分に M6.4 の地震（最大震度 2）が発生した．
今回の地震の震源付近では，1994 年 5 月にも M6.1 の地
震の約 1 日後に M6.6 の地震が発生しており，今回の事
例とともに海域において規模が近い大きな地震が続発
した事例の一つとして挙げられている 7）．なお，2018 年
10 月には，これらの活動の東側で M6.1 の地震の約半日
後に M6.3 の地震が発生している．

図21　�2009年 4月〜 2019年 3月に沖縄地方で発生した地震
（M≧4.0, 深さ 0〜 100km）の震央分布図

図22　2010年 2月 27日の沖縄本島近海の地震活動
� （上）�震央分布図（2009年 4月〜 2019年 3月 ,

M≧ 2.5, 深さ 0〜 60km）
� （中）矩形領域内のM－T図
� （下）M‐T図（2010年 2月1日〜 4月30日）
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図24　2015年 4月 20日の与那国島近海の地震活動
� （上）�震央分布図（2009年 4月〜 2019年 3月 ,

M≧ 3.0, 深さ 0〜 50km）
図中の発震機構解はCMT解

� （下）矩形領域内のM－T図

Ａ

Ｂ

図23　2011年 11月 8日の沖縄本島北西沖の地震活動
� （上）�震央分布図（2009年 4月〜 2019年 3月 ,

M≧ 3.0, 深さ 30〜 300km）
� （中）上図の矩形領域内の断面図（A－B投影）
� （下）中図の楕円領域内のM－T図
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１．はじめに
2009 ～ 2018 年度（平成 21 年４月～平成 31 年３月）

の 10 年間において GEONET（GNSS 連続観測網）に
よって地殻変動が観測された地震とその最大変動量を表
１にまとめた．この期間には，平成 23 年（2011 年）東
北地方太平洋沖地震 (M9.0)（以下「東北地方太平洋沖
地震」という．）や平成 28 年（2016 年）熊本地震（M6.5，
M7.3）（以下「熊本地震」という．）のような甚大な被害
を伴う地震が発生し，GEONET，干渉 SAR 等によって
顕著な地震時地殻変動や余効変動が観測されたほか，房

総半島沖や南海トラフ沿いのプレート境界などの様々な
地域で多くの長期的スロースリップが検出されるなど，
プレート境界の固着状態に関する重要なデータが蓄積さ
れた．

本稿では，GEONET による観測結果に基づき，地殻
活動概要を記述する．２．には全国の地殻変動に見られ
る主な特徴を中心に記載し，個々の地震に伴う地殻変動
については，３．に地域ごとに概要する．なお，長期的
スロースリップに関係する地殻変動については，３章の
詳細な説明に譲り，本章では割愛する．

第２章�この 10�年の全国の地殻変動状況

１．この10�年の全国の地殻変動状況（陸域について）
国土地理院

表1�日本とその周辺海域で発生した地震に伴う地殻変動（2009�年４月〜2019�年３月）

発生年月日 発生時分 Mj 震央地名等
水平変動 上下変動

最大変動量
（cm） 観測点 最大変動量

（cm） 観測点

2009/06/05 12:30 6.4 十勝沖 1.0 えりも１ --

2009/08/11 05:07 6.5 駿河湾 1.3 焼津 A 1.6 焼津 A

2009/10/30 16:03 6.8 奄美大島北東沖 1.4 十島 --

2010/02/27 05:31 7.2 沖縄本島近海 1.2 宜野座 --

2010/03/14 17:08 6.7 福島県沖 0.8 P 相馬 --

2010/09/29 16:59 5.7 福島県中通り 0.5 下郷 --

2010/12/22 02:19 7.8 父島近海 1.6 母島 --

2011/03/09 11:45 7.3 三陸沖 3.0 大船渡 --

2011/03/11 14:46 9.0 三陸沖※ 1 539.5 Ｍ牡鹿 -107.1 Ｍ牡鹿

2011/03/12 03:59 6.7 長野県・新潟県県境付近 38.8 松之山 21.5 松之山

2011/03/15 22:31 6.4 静岡県東部 2.8 裾野１ --

2011/03/19 18:56 6.1 茨城県北部 2.4 里見 --

2011/03/23 07:12 6.0 福島県浜通り 5.7 いわき２ 2.3 いわき２

2011/04/07 23:32 7.2 宮城県沖 2.8 Ｍ牡鹿 5.1 Ｍ牡鹿

2011/04/11 17:16 7.0 福島県浜通り 29.0 いわき２ 5.7 いわき２

2011/04/12 07:26 5.6 長野県北部 2.6 長野栄 --

2011/04/12 08:08 6.4 千葉県東方沖 1.1 銚子 --

2011/06/23 06:50 6.9 岩手県沖 1.5 岩泉２ --

2011/06/30 08:16 5.4 長野県中部 1.3 松本 --

2011/07/10 09:57 7.3 三陸沖 0.7 Ｓ石巻 --

2011/09/17 04:26 6.6 岩手県沖 0.6 Ｓ普代 --

2011/09/29 19:05 5.4 福島県浜通り 1.4 いわき --
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・Mj は，気象庁マグニチュード．
・最大変動量は，電子基準点で観測された変動量．
・上下変動の最大変動量の -- は，有意な変動が観測されなかったことを示す．
※ 1 「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」
※ 2 「平成 28 年（2016 年）熊本地震」の一連の活動
※ 3 「平成 30 年北海道胆振東部地震」（以下「北海道胆振東部地震」という .）の一連の活動

発生年月日 発生時分 Mj 震央地名等
水平変動 上下変動

最大変動量
（cm） 観測点 最大変動量

（cm） 観測点

2011/10/05 18:59 5.4 富山県東部 1.7 立山Ａ 0.6 立山Ａ

2012/03/14 21:05 6.1 千葉県東方沖 1.0 銚子 -1.1 銚子

2013/02/02 23:17 6.5 十勝地方南部 0.6 えりも ２ --

2013/02/25 16:23 6.3 栃木県北部 3.0 栗山 --

2013/04/13 05:33 6.3 淡路島付近 1.2 洲本 --

2013/04/17 17:57 6.2 三宅島近海 2.1 三宅４ --

2013/04/17 --:-- -.- 与那国島近海 4.7 与那国 --

2014/07/08 18:05 5.6 胆振地方中東部 1.8 Ｍ樽前山Ａ --

2014/11/22 22:08 6.7 長野県北部 29.2 白馬 -13.0 白馬

2015/02/17 08:06 6.9 三陸沖 0.7 岩泉１ --

2015/04/20 10:42 6.8 与那国島近海 0.5 波照間島 --

2015/05/13 06:12 6.8 宮城県沖 2.0 大船渡 -1.6 大船渡

2015/11/14 05:51 7.1 薩摩半島西方沖 0.5 鹿児島鹿島 --

2016/01/14 12:25 6.7 浦河沖 1.3 えりも１ 1.3 えりも１

2016/04/14 21:26 6.5 熊本県熊本地方※ 2 20 城南 4 4 熊本

2016/04/16 01:25 7.3 熊本県熊本地方※ 2 98 長陽 24 長陽

2016/04/18 20:41 5.8 熊本県阿蘇地方 1.5 久住 --

2016/04/29 15:09 4.5 大分県中部 1.6 湯布院 --

2016/10/21 14:07 6.6 鳥取県中部 7.1 羽合 2.2 羽合

2016/11/22 05:59 7.4 福島県沖 4.1 小高 --

2016/12/28 21:38 6.3 茨城県北部 2.5 里美 --

2017/06/25 07:02 5.6 長野県南部 1.4 三岳 --

2018/04/09 01:32 6.1 島根県西部 1.0 大田 -2.0 大田

2018/06/18 07:58 6.1 大阪府北部 0.5 箕面 - 宇治 --

2018/09/06 03:07 6.7 胆振地方中東部※ 3 5.4 門別 -3.4 門別

2019/01/08 21:39 6.0 種子島近海 1.7 西之表 --
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２．全国の地殻活動の概況
2009 ～ 2018 年度の 10 年間に観測された地殻変動に

ついては，東北地方太平洋沖地震及び熊本地震に伴う地
震時変動が際だって大きなものであるが，これらについ
ては３．に記載し，ここではそれ以外の地殻変動をこれ
らの地震を境に期間を分けて概説する．

2.1　2009�年から2011�年２月まで
東北地方太平洋沖地震以前の 2009 年３月から 2011 

年２月までの期間について，GEONET による観測結果
から推定した全国の水平地殻変動を図１に，上下地殻変
動を図２に，地殻水平ひずみ変化を図３に示す．この期
間には，地殻変動が観測された地震がいくつか発生した
が，いずれも地震時変動は１cm 程度と小さい（表１）．
北海道から東北地方にかけての太平洋岸を中心に太平
洋プレートの沈み込みに伴う北西－南東から東西方向の
短縮，道東地方の沈降，三陸から関東にかけての太平洋
岸の沈降，東北地方日本海側の隆起が見られる．十勝付
近の隆起は 2004 年十勝沖地震の余効変動によるもので
ある．南海トラフ沿いには，フィリピン海プレートの沈
み込みに伴う北西－南東方向の短縮と御前崎の沈降が見
える．また，潮岬と室戸岬は僅かに沈降しており，その

内陸側は隆起となっている．足摺岬付近の隆起は 2009
年から 2011 年にかけて発生した長期的スロースリップ
の影響である．新潟から神戸に至る帯状の地域に見られ
る西北西－東南東方向の短縮は，Sagiya et al. (2000)1)
が「新潟－神戸ひずみ集中帯」として指摘したものであ
る．九州では南北方向の伸長が見られる．

図1　�東北地方太平洋沖地震以前の 2009�年３月から2011
年２月までの期間の水平変動ベクトル図

図2　�東北地方太平洋沖地震以前の 2009�年３月から2011
年２月までの期間の上下変動図

図3　�東北地方太平洋沖地震以前の 2009�年３月から2011�
年２月までの期間の水平ひずみ変化
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2.2　2011年４月から2016年４月まで
東北地方太平洋沖地震によって，広域で大きな地殻変

動が観測されたが，これについては 3.2 に記し，ここでは，
その後の変動について記載する．

2011 年４月から 2016 年４月の熊本地震の直前までの
約５年間について，全国の水平地殻変動を図４に，上下
地殻変動を図５に，地殻水平ひずみ変化を図６に示す．
ベクトル等の変動量を示すスケールが，図１～３とは異
なることに注意されたい．この期間には 2011 年 3 月 12
日の長野県・新潟県県境付近の地震（松之山観測点で
水平成分 38.8cm）や，2014 年 11 月 22 日の長野県北部
の地震（白馬観測点で水平成分 29.2cm）など，顕著な
地殻変動を示した地震が多く発生している（表１）．

東北地方太平洋沖地震の余効変動によって，広域的
な地殻変動の様相が地震前とは大きく変わったことが読
み取れる．まず，東日本は地震前の概ね東西方向の短縮
から，震源方向に引き伸ばされるような変動場となった．
余効変動が顕著にみられる範囲は北海道から近畿地方
までの広域に及び，地震の翌日から 2016 年４月までの
累積変動の最大値は，水平変動で 120cm，上下変動で
40cm を超えた．上下変動については，三陸地方の南部
から関東地方にかけての太平洋岸で地震直後から隆起
が続き，当初は沈降していた三陸地方北部も約１年後に

は隆起に転じた．一方，奥羽山脈より日本海側の地域は，
地震前とは逆に沈降している．また，震源域から少し離
れた津軽海峡付近や関東甲信越地方に見られる隆起も，
この余効変動の特徴である．

東北地方太平洋沖地震の余効変動の影響を大きく受
けた地域以外の変動の傾向については，地震前の地殻変
動と概ね同様である．

図4　�2011�年４月から2016�年４月の熊本地震の直前までの
期間の水平変動ベクトル図

図5　�2011�年４月から2016�年４月の熊本地震の直前までの
期間の上下変動図

図6　�2011�年４月から2016�年４月の熊本地震の直前までの
期間の水平ひずみ変化
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2.3　2016�年４月から2019�年３月まで
熊本地震直後の 2011 年４月から 2019 年３月までの

約３年間について，全国の水平地殻変動を図７に，上下
地殻変動を図８に，地殻水平ひずみ変化を図９に示す．
この期間で顕著な地殻変動を伴った地震には，北海道
胆振東部地震（門別観測点で水平成分 5.4cm）のほか，
2016 年 10 月 21 日の鳥取県中部の地震（羽合観測点で
水平成分 7.1cm）がある（表１）．

東北地方太平洋沖地震の大きな余効変動は，その速度
が地震直後に比べると小さくなっているものの，引き続
き広域的に見られ，水平変動及び上下変動の空間的なパ
ターンも 2016 年３月までとほぼ同様であり，地震前の
変動とは異なる状況が続いた．地震の翌日から 2019 年
３月までの累積変動の最大値は，水平変動で 140cm を
超え，上下変動も 60cm 近くに達した．

九州地方の地殻水平ひずみがそれ以前の期間と異なる
のは，主に，2016 年４月に発生した熊本地震 (M6.5,M7.3)
後に長期間続いた余効変動の影響である．

北海道胆振地方の地殻水平ひずみに普段とは異なる
南北方向の伸びの成分が見られるのは，北海道胆振東部
地震に伴う地殻変動の影響である．

図7　�熊本地震直後の 2011年４月から2019 年３月までの
期間の水平変動ベクトル図

図8　�熊本地震直後の 2011年４月から2019�年３月までの
期間の上下変動図

図9　�熊本地震直後の 2011�年４月から2019�年３月までの
期間の水平ひずみ変化
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３．地域ごとの地殻活動の状況
3.1　北海道とその周辺

2009 年４月以降に北海道地方において，地震に伴う地
殻変動を観測した回数は５回であった．ここでは，この
期間において特に顕著であった地殻活動について紹介す
る．

ａ）浦河沖の地震
2016 年１月 14 日 12 時 25 分頃に浦河沖で発生した地

震（M6.7，深さ 52km，最大震度５弱）に伴う小さな地
殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観測された．電
子基準点「えりも１」（北海道えりも町）で東方向へ約
1.3cm と約 1.3cm の隆起など，北海道太平洋沿岸の複数
の電子基準点で地殻変動が観測された．

b）平成 30 年北海道胆振東部地震
2018 年９月６日３時７分頃に発生した北海道胆振東

部地震（M6.7，深さ 37km，最大震度７）に伴う地殻
変動が，震源域周辺の電子基準点で観測された．電子
基準点「門別」（北海道日高町）で南方向に約 5.4cm と
約 3.4cm の沈降など，周辺の電子基準点で地殻変動が
観測された（図 10）．地震後の余効変動はほとんど見ら
れなかった．だいち２号の SAR 干渉解析によると，震
央周辺で最大約７cm の隆起及び，隆起域の東側で最大
約４cm の東向きの地殻変動が観測された（図 11）．

電子基準点及び SAR 干渉解析で観測された地殻変動
を基に震源断層モデルを推定した結果，ほぼ南北走向で
傾斜角が 74 度と高角の断層面での逆断層運動が推定さ
れた．長さ約 14 ㎞，幅約 16 ㎞の断層ですべり量は約 1.3m
と推定され，計算されたモーメントマグニチュードは約
6.6 であった．断層面の上端の深さは約16 ㎞と推定され，
陸域で発生した地震としてはやや深いという点が特徴的
であった．

3.2　東北地方とその周辺
2009 年４月以降に東北地方において，地震に伴う地殻

変動を観測した回数は 14 回であった．ここでは，この期
間において特に顕著であった地殻活動について紹介する．

ａ）三陸沖を震源とする地震
2011 年３月９日 11 時 45 分頃に発生した三陸沖の地

震（Ｍ 7.3，深さ８km，最大震度５弱）に伴う地殻変動が，
東北地方の太平洋岸の地域の電子基準点で観測された．
電子基準点 ｢ 大船渡 ｣（岩手県大船渡市）で東南東方向
へ約３cm など，多くの電子基準点で２cm 前後の地殻
変動が観測された．電子基準点で観測された地殻変動を
基に震源断層モデルを推定した結果，余震分布の位置に
約 1.5m の逆断層すべりが推定された．

b）平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震
2011 年３月 11 日 14 時 46 分頃に発生した東北地方太

平洋沖地震（Ｍ 9.0，深さ 24km，最大震度７）に伴う記
録的な地殻変動が，全国の広い範囲の電子基準点で観
測された．電子基準点 ｢M 牡鹿 ｣（宮城県南三陸町）で
東南東方向へ約 5.4 ｍと約 1.1m の沈降など，北海道か
ら近畿地方にかけての広い範囲で地殻変動が観測された

（図 12）．
図10　北海道胆振東部地震に伴う水平変動ベクトル図

図11　SAR�⼲渉解析による地殻変動分布図（2.5�次元解析）
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だいち２号の SAR 干渉解析によると，広い範囲で大
きな地殻変動が見られ，牡鹿半島先端で最大約４m の
衛星 - 地表間の距離伸長が見られた．

電子基準点で観測された地殻変動を基に２枚の矩形
断層を仮定して震源断層モデルを推定した結果，逆断層
で，すべり量は北側の断層で約 25m，南側の断層で約６
m，断層の総延長は約 380km と推定された．

3.3　関東・中部地方
2009 年４月以降に関東・中部地方において，地震に

伴う地殻変動を観測した回数は 15 回であった．ここで
は，この期間において特に顕著であった地殻活動につい
て紹介する．

ａ）駿河湾を震源とする地震
2009 年８月 11 日５時７分頃に発生した駿河湾を震源

とする地震（M6.5，深さ 23km，最大震度６弱）に伴う
小さな地殻変動が，静岡県焼津市及びその周辺の電子基
準点と水準測量で観測された．電子基準点「焼津Ａ」（静
岡県焼津市）で西方向へ約 1.3cm と約 1.6cm の隆起など，
周辺の電子基準点で地殻変動が観測された．水準測量
では，静岡県牧之原市北部から静岡市で，最大１cm 超
の隆起が見られた．

電子基準点で観測された地殻変動を基に震源断層モ
デルを推定した結果，東西走向で南に傾き下がる断層
面が左横ずれ成分を伴って逆断層的に動き（すべり量
約 39cm），北西 - 南東走向で北東に傾き下がる断層面が
右横ずれ成分を伴って逆断層的に動いた（すべり量約
62cm）と推定された（図 13）．

図12　�東北地方太平洋沖地震に伴う水平変動ベクトル図（上）
と上下変動コンター図（下）．いずれの図も本震後⼗
数時間分の余効変動による変動量を含んでいる． 図13　震源断層モデルと地殻変動
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b）父島近海を震源とする地震
2010 年 12 月 22 日２時 19 分頃に発生した父島近海の

地震（M7.4，深さ８km，最大震度４）に伴う小さな地
殻変動が，父島及び母島に設置されている電子基準点で
観測された．電子基準点 ｢ 母島 ｣（東京都小笠原村）で
西方向へ約 1.6cm など，周辺の電子基準点「父島 A」「P
父島 A」（東京都小笠原村）で地殻変動が観測された．

c）長野県・新潟県県境付近の地震
2011 年３月 12 日３時 59 分頃に発生した長野県・新

潟県県境付近の地震（Ｍ 6.7，深さ８km，最大震度６強）
に伴う大きな地殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観
測された．電子基準点 ｢ 松之山 ｣（新潟県十日町市）で
北東方向へ約 38.8cm と約 21.5cm の隆起など，周辺の電
子基準点で地殻変動が観測された．

d）静岡県東部の地震
2011 年３月 15 日 22 時 31 分頃に発生した静岡県東部

の地震（Ｍ 6.4，深さ 14km，最大震度６強）に伴う小さ
な地殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観測された．
電子基準点 ｢ 裾野１｣（静岡県裾野市）で東方向へ約 2.8cm
など，周辺の電子基準点で１～３cm の地殻変動が観測
された．

電子基準点で観測された地殻変動を基に震源断層モ
デルを推定した結果，北北東 - 南南西走向の逆断層成分
を含む左横ずれのすべりが推定された．

e）千葉県東方沖の地震
2012 年３月 14 日 21 時５分頃に発生した千葉県東方

沖の地震（M6.1，深さ 15km，最大震度５強）に伴う小
さな地殻変動が，電子基準点で観測された．電子基準点

「銚子」（千葉県銚子市）で東方向へ約 1.0cm と約 1.1cm
の沈降の地殻変動が観測された．

電子基準点で観測された地殻変動を基に震源断層モ
デルの推定を行った．断層面が東傾斜の場合と西傾斜の
場合の二種類について推定した結果，いずれの場合にも，
正断層型の断層運動により観測値をよく説明できること
が分かった．

f）栃木県北部の地震
2013 年２月 25 日 16 時 23 分頃に発生した栃木県北部

の地震（M6.3，深さ３km，最大震度５強）に伴う小さ
な地殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観測された．
電子基準点「栗山」（栃木県日光市）で北西方向へ約 3.0cm
の地殻変動が観測された．

電子基準点で観測された地殻変動を基に震源断層モ
デルを推定した結果，断層の深さはごく浅く推定され，

三次元構造を用いて推定された余震分布（気象庁による）
に近い位置に決まった．

g）三宅島近海の地震
2013 年４月 17 日 17 時 57 分頃に発生した三宅島近海

の地震（M6.2，深さ９km，最大震度５強）に伴う小さ
な地殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観測された．
電子基準点「三宅４」（東京都三宅村）で北東方向へ約
2.1cm など，三宅島及び御蔵島の電子基準点で地殻変動
が観測された．

電子基準点で観測された地殻変動を基に震源断層モデ
ルを推定した結果，断層面が南北走向の場合，縦ずれ成
分を伴う横ずれ型の断層運動で，モーメントマグニチュー
ドは 5.9 と推定された．また，気象庁の一元化震源に東
西方向に伸びる余震分布も見られたことから，断層面が
東西方向の場合についても推定した結果，東西方向の断
層モデルでも観測値を説明できることが分かった．

h）長野県北部の地震
2014 年 11 月 22 日 22 時８分頃に発生した長野県北部

の地震（M6.7，深さ５km，最大震度６弱）に伴う大き
な地殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観測された．
電子基準点「白馬」（長野県白馬村）で南東方向へ約
29.2cm と約 13.0cm の沈降の地殻変動が観測された．そ
の後の観測では，余効変動が見られた．

だいち２号の SAR 干渉解析でも，地震に伴う地殻変動
が明らかになった．地震前後に観測したデータから，白
馬村を中心とする東西約 30km，南北約 30km の地域に地
殻変動の面的な広がりが見られた（図 14）．また，震央

図14　SAR�⼲渉解析による地殻変動分布図
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西側の神城断層に隣接する領域で特に大きな地殻変動が
見られ，西向・上方に最大１m 程度の変位が観測された．

電子基準点及び SAR 干渉解析で観測された地殻変動
を基に震源断層モデルを推定した結果，単一の傾斜角を
持つ断層面でのすべりを説明することは困難であること
が分かった．深さ２km を境として，深部では高角（60°），
浅部でやや低角（40°）の断層面を仮定し，この断層面
上でのすべり分布を推定した結果，全体としては左横ず
れ成分を含む逆断層性のすべりが推定され，震源断層の
長さは約 20km と推定された．

3.4　近畿・中国・四国地方
2009 年４月以降に近畿・中国・四国地方において，

地震に伴う地殻変動を観測した回数は４回であった．こ
こでは，この期間において特に顕著であった地殻活動に
ついて紹介する．

a）淡路島付近の地震
2013 年４月 13 日５時 33 分頃に発生した淡路島付近

の地震（M6.3，深さ 15km，最大震度６弱）に伴う小さ
な地殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観測された．
電子基準点「洲本」（兵庫県洲本市）で南方向へ約 1.2cm
など，周辺の電子基準点で地殻変動が観測された．

b）鳥取県中部の地震
2016 年 10 月 21 日 14 時７分頃に発生した鳥取県中部

の地震（M6.6，深さ 11 ｋｍ，最大震度６弱）に伴う地
殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観測された．電

子基準点「羽合」（鳥取県湯梨浜町）で北北東方向へ約
7.1cm と約 2.2cm の隆起など，鳥取県内の複数の電子基
準点で地殻変動が観測された．

だいち２号の SAR 干渉解析でも，地震に伴う地殻変
動が明らかになった．地震前後に観測したデータから，
北北西 - 南南東走向でほぼ鉛直の断層での左横ずれ断層
運動と調和的な地殻変動が捉えられた（図 15）．

電子基準点及び SAR 干渉解析で観測された地殻変動
を基に震源断層モデルを推定した結果，北北西 - 南南東
走向のほぼ鉛直の断層が左横ずれ運動し，長さ約 8km，
幅約 7km で北北西 - 南南東走向のほぼ鉛直の断層が約
1.3m 左横ずれ運動したと推定された．

c）島根県西部の地震
2018 年４月９日 1 時 32 分頃に発生した島根県西部の

地震（M6.1，深さ 12km，最大震度５強）に伴う小さな
地殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観測された．電
子基準点「大田」（島根県大田市）で南東方向へ約 1.0cm
と約 2.0cm の沈降など，周辺の電子基準点で地殻変動が
観測された．

d）大阪府北部の地震
2018 年６月 18 日７時 58 分頃に発生した大阪府北部

の地震（M6.1，深さ 13km，最大震度６弱）に伴うごく
僅かな地殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観測さ
れた．震央を東西に挟む電子基準点「箕面」（大阪府箕
面市）－「宇治」（京都府宇治市）の基線で約 0.5cm の短
縮，南北に挟む電子基準点「交野」（大阪府交野市）－「亀
岡」（京都府亀岡市）の基線で約 0.4cm の伸長があった．
だいち２号の SAR 干渉解析では，震央付近で僅かに衛
星に近づく向きの位相変化が見られたが，ノイズレベル
を超える変動は見られなかった．

3.5　九州地方
2009 年４月以降に九州地方において，地震に伴う地殻

変動を観測した回数は７回であった．ここでは，この期
間において特に顕著であった地殻活動について紹介する．

a）平成 28 年（2016 年）熊本地震
2016 年４月 14 日 21 時 26 分頃に発生した熊本県熊

本地方の地震（M6.5，深さ 11km，最大震度６弱）及
び 2016 年４月 15 日０時３分頃に発生した熊本県熊本地
方の地震（M6.4，深さ７km，最大震度６強）に伴う大
きな地殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観測され
た．電子基準点「城南」（熊本県熊本市）で北東方向へ
約 20cm，「熊本」（熊本県熊本市）で約４cm の隆起など，
周辺の電子基準点で地殻変動が観測された．図15　SAR�⼲渉解析による地殻変動分布図（3�次元解析）
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また，2016 年４月 16 日 1 時 25 分頃に発生した熊本
県熊本地方の地震（M7.3，深さ 12km，最大震度７）に
伴う大きな地殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観
測された．電子基準点「長陽」（熊本県南阿蘇村）で南
西方向へ約 98cm と約 24cm の隆起など，熊本県を中心
とした地域で地殻変動が観測された．その後の観測では，
明瞭な余効変動が見られており，時間経過と共に減衰し
つつあるものの，2019 年３月時点においても，余効変
動が僅かながら継続している．

だいち２号の SAR 干渉解析でも，地震に伴う地殻変
動が明らかになった．熊本県熊本地方から阿蘇地方にか
けて地殻変動の面的な広がりがみられ，布田川断層帯の
布田川区間沿い及び日奈久断層帯の高野－白旗区間沿
いに大きな変動がみられた．

このほか，地殻変動の全体像を把握するため，緊急
GNSS 観測を実施し，最大で約 2.1m の沈降が確認された．

電子基準点，SAR 干渉解析等で観測された地殻変動
を基に震源断層モデルを推定した結果，4/14 及び 4/15 
に発生した地震では，北東 - 南西走向のやや西に傾き下
がる高角の断層が右横ずれ運動したと推定された．4/16 
に発生した地震では，３枚の矩形断層を仮定して，布田
川断層帯では北西傾斜の断層面とその東側延長に南東
傾斜の断層面，日奈久断層帯では北西傾斜の断層面で，
それぞれ右横ずれ運動が生じたと推定された（図 16）．

b）種子島近海の地震
2019 年１月８日 21 時 39 分頃に発生した種子島近海

の地震（M6.0，深さ 30km，最大震度４）に伴う小さな
地殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観測された．電

基準点「西之表」（鹿児島県西之表市）で南東方向へ約
1.7cm など，周辺の電子基準点で地殻変動が観測された．
その後の観測では，余効変動が見られた．その変動量は
地震後の約３か月間で地震時変動の半分程度であり，向
きは地震時変動と同様に南東方向であった．

3.6　沖縄地方
2009 年４月以降に沖縄地方において，地震に伴う地殻

変動を観測した回数は３回であった．ここでは，この期
間において特に顕著であった地殻活動について紹介する．

ａ）沖縄本島近海を震源とする地震
2010 年２月 27 日５時 31 分頃に発生した沖縄本島近

海を震源とする地震（M7.2，深さ 37km，最大震度５弱）
に伴う小さな地殻変動が，沖縄本島及びその周辺に設置
されている電子基準点で観測された．電子基準点「宜野
座」（沖縄県宜野座村）で北西方向へ約 1.2cm など，沖
縄本島及びその周辺に設置した電子基準点で地殻変動
が観測された．

b）与那国島近海・石垣島北西沖の地震
与那国島近海・石垣島北西沖において，2013 年４月

18 日 23 時 08 分頃の地震（Ｍ 6.1，深さごく浅い，最大
震度１）をはじめとして，４月 17 日から 18 日を中心に
地震活動があった．この地震活動に伴う地殻変動が，震
源域周辺の電子基準点で観測された．電子基準点「与
那国」（沖縄県与那国町）で南南西方向へ約 4.7cm など，
周辺の電子基準点で地殻変動が観測された．

電子基準点で観測された地殻変動を基に，東西走向の
正断層を仮定した場合とダイクの貫入を仮定した場合の
二種類のモデルを推定した．いずれの場合でも，観測値
を説明することはできた．なお，正断層として推定した
場合，モーメントマグニチュードは 6.9 と推定され，最
大地震 (M6.1) よりも大きな値となった．

c）与那国島近海の地震
2015 年４月 20 日 10 時 42 分頃に発生した与那国島近海

の地震（M6.8，深さ 22km，最大震度４）に伴う僅かな地
殻変動が，震源域周辺の電子基準点で観測された．電子
基準点「波照間島」（沖縄県竹富町）で南島方向へ約 0.5cm
など，周辺の電子基準点で地殻変動が観測された．

参考文献
 1)  Sagiya, T., Miyazaki, S. and Tada, T. (2000). 

Continuous GPS array and present-day crustal 
deformation of Japan. Pur. Appl. Geophys., 157(81)， 
2302-2322. doi:10.1007/PL00022507.

図16　GNSS�観測及びSAR�⼲渉解析による震源断層モデル
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１．はじめに
海上保安庁海洋情報部は，地震調査研究に係る測地

学的観測として，GNSS- 音響測距結合方式（GNSS-A）
による海底地殻変動観測を実施している．

本稿では，海底地殻変動観測により得られた海域にお
ける地殻変動の成果を紹介する．海底地殻変動観測につ
いては第 1 部第 3 章 2．（4）を参照されたい．

２．海底地殻変動観測の主要な観測成果
2.1　�2011年東北地方太平洋沖地震前の観測で得られ

た日本海溝沿いの海底地殻変動
GNSS-A 海底地殻変動観測は，海底の位置を，地球を

基準とした座標系の上で表現できるという点において，
長周期～定常の動きに主たる感度を持つ観測手法である
といえる．こうした特性を持つため，特に平均的な海底
の移動速度を算出することができ，それはほかの測位技
術とも容易に比較可能である．

Sato et al. （2013） 1）は，2011 年 3 月の東北地方太平洋
沖地震までに実施した海底地殻変動観測の結果から，各
観測点の平均移動速度を算出した（図 1）．比較的デー
タ数が多く信頼性の高い宮城県から福島県沖のデータを
比較すると，福島県沖の海底の動く速度は宮城県沖に比
して小さいことがわかる．この速度の差は，東北地方太
平洋沖地震時の変動の空間パターンとも定性的に類似し
ており，地震間と地震時の動きがコヒーレントであると
いうことを示す一例であるといえる．

2.2　�2011年東北地方太平洋沖地震前後の観測で得ら
れた日本海溝沿いの海底地殻変動

2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震（M 9.0）
の発生を受け，海上保安庁では，同年 3 月末から 4 月
にかけて日本海溝沿いに設置している観測点の位置を測
定し，その直前の観測値と比較した結果，水平 20 m, 上
下 1 m を超える大規模な変位が検出された（Sato et al., 
2011b2），図 2）．

大きな変位は複数の観測点で捉えられており，これら
の結果から，20 m を超える大規模な海底変位が，南北方
向数十キロメートルにわたって発生したことが明らかと
なった．上下変位については，海溝軸に直交する方向の
バリエーションも捉えられた．なお，Kido et al. （2011） 3）

も同様の手法で，より沖合の観測点において 30 m を超え
る変位を検出しており，こうした観測成果は地震時のす
べり分布を推定する上で重要な役割を果たしている（e.g., 
Iinuma et al., 20124））．

2.3　�2011年東北地方太平洋沖地震後の観測で得られ
た日本海溝沿いの海底地殻変動

東北地方太平洋沖地震後も日本海溝沿いの各観測点
で海底地殻変動観測を継続し，余効変動による変位を
調査している．地震後の余効変動にはいくつかの緩和過
程が併存しているが（e.g., Wang et al., 20125）），陸域の
GEONET 観測点での余効変動は余効すべりのメカニズ
ムでも概ね説明できていた．しかし，海底地殻変動観測
の結果は，陸域の地殻変動とは大きく異なるものであっ
た（図 3）．Watanabe et al. （2014） 6） は，海域で観測さ

�２．この 10年の全国の地殻変動状況（海域について）
楠　勝浩（海上保安庁）

図1　�東北地方太平洋沖地震前の平均移動速度．陸上の結果は
国土地理院GEONETの F3解から求めたもの．

図2　�東北地方太平洋沖地震時の地殻変動．陸上の結果は国
土地理院GEONETの F3 解から求めたもの．星印は
東北地方太平洋沖地震の震央．
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れた変位の向きが太平洋プレートの運動方向を向いてお
り，陸域の海溝に向かう変位とは正反対であること，ま
た，その変位速度が地震前の太平洋プレートの沈み込み
速度より顕著に大きいこと，さらに各観測点がいずれも
沈降傾向を示していることから，これらの観測点の動き
は，アセノスフェアにおける粘弾性緩和の影響を強く受
けている可能性が高いことを示した．

これらの観測データを説明するモデルは Sun et al. 
（2014） 7）等いくつも提案され，研究が進められている．
このように海底地殻変動データは地震後の地殻変動研究
の基礎的なデータとして役立てられている．

2.4　フィリピン海プレート上で検出された地殻変動
Watanabe et al. （2015） 8） は，フィリピン海プレート上

に設置した観測点での観測結果から，それらが伊豆前弧
のブロックに乗って動いていることを確認した．また，
相模湾の海底地殻変動観測結果と伊豆半島の GNSS 観
測結果（GEONET）を比較し，伊豆半島の東部海域で
発生した 1980 年伊豆半島東方沖地震（M 6.7）の断層
が固着していることを明らかにした．

2.5　�南海トラフ沿いで検出された地殻変動とすべり欠
損速度分布の推定

将来，巨大プレート境界地震の発生が懸念される南海
トラフ沿いの海域においても，繰り返し海底地殻変動観
測を実施している．2011 年度には東北地方太平洋沖地
震の発生を受け，より広く面的なデータを得られるよう
に観測点を増設した．

Yokota et al. （2016） 9） は，2015 年までのデータについ
て，前述した東北地方太平洋沖地震の影響を補正したう
えで，西南日本のプレート境界面上のすべり欠損速度分
布を推定した（図 4，図 5）．

海底地殻変動データは観測点密度・観測期間・観測
間隔・観測精度の面で陸域のデータよりも不利であるも
のの，陸域から推定することができない領域で面的な分
布を推定できた点で非常に重要な成果であるといえる．

この結果からは，多くの新しい知見が得られた．1 つ
めは南海トラフ想定震源域の全域が固着しているという
事実である．2 つめはその固着状態には場所によって強
弱が存在していることである．トラフ軸と平行な東西方
向だけでなく，豊後水道の沖合では南北方向（トラフ軸
との直交方向）にも強弱が見られた．またこの発見によっ
て，1940 年代の M 8 クラスの地震は主に強固着状態の
領域で発生していたことも確認された．これらのことか
ら，プレート境界での巨大地震と固着状態の強弱には関
係性があることもはっきりした．加えて，超低周波地震

（VLFE）が弱固着域に集中して発生していることも確認
されており，こうした成果はプレート境界面上の物理過
程に関する今後の研究のためのデータとして活用される
ことが期待される．

図3　�東北地方太平洋沖地震後の余効変動．2011年 3月か
ら 2017 年 12月までの累積値．陸上の結果は国土地
理院GEONETの F3解から求めたもの．

図4　�海底地殻変動観測の 2006 年 3月から2009 年 12月
までの結果から算出した，南海トラフの各観測点の年
間の地殻変動量（赤矢印）．陸上の結果は国土地理院
GEONETの F3解から求めたもの．

図5　�海底地殻変動観測結果から算出した，南西日本のプレー
ト境界面上のすべり欠損速度分布図
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2.6　紀伊水道沖でのスロースリップの検出
解析技術の進展や観測頻度の向上により，海底で発生

する非定常的なイベントの検出も可能となり，2018 年に
は紀伊水道沖のプレート境界浅部で発生したとみられる
スロースリップのシグナルを検出することに成功してい
る．本観測結果については，第 2 部第 3 章 3．（6）に記
載されているので参照されたい．

３．おわりに
海底地殻変動観測は，質・量ともにこの 10 年で非常

に大きく進展し，この手法でなければ知りえなかった
様々な現象を見出すに至った．その背景には，2.1 節で
示したようないくつかの重要なアップデートだけではな
く，ルーチンの観測・解析を丁寧かつ地道に進め，また
観測点の増設・維持管理のために貢献した多くの職員の
存在がある．また，SLR 観測も持続的な運用が重要であ
るように，こうした時間スケールの長い測地観測を継続
することが，地震調査研究においても非常に価値のある
ことであるといえる．他方で，まだこれらの観測には多
くの技術的な課題も残されており，次の 10 年でも観測
技術を引き続き向上させていくことが求められる．今後
もこうした課題に取り組みつつ，長期にわたりデータを
提供することで，地震調査研究に貢献できると期待して
いる．
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１．はじめに
スロー地震は， 2000 年前後の西南日本におけるスロー

スリップイベント（SSE）や深部低周波微動の発見 1,2）を
端緒として，環太平洋の各沈み込み帯などで次々と発見
されてきた．10 年前の「地震予知連絡会 40 年のあゆみ」
3）では，陸域に展開された地震・地殻変動観測網による
様々なスロー地震の検出とこれらの主な特徴が紹介され 

 
たが，その後，日本周辺海域における新たなスロー地震
の発見が相次いだ．本章では各機関から報告を踏まえ，
最近 10 年間のスロー地震に関するモニタリング結果に
基づいて，スロー地震それぞれの特徴や相互作用等につ
いて概観する．

第 3章　この 10年のスロー地震
小原　一成（東京大学地震研究所）

２．スロー地震の概観
スロー地震とは，通常の地震を引き起こす断層すべり

に対してすべり速度や破壊伝播速度が遅く，観測される
卓越周期や時定数が通常の地震に比べて長い地震現象
の総称であり，これまでに数種類のスロー地震の存在が
明らかになっている．図 1 は，沈み込み帯で発生するス
ロー地震を巨大地震震源域（固着域）に対する発生深度
と特徴的時間で分類したものである．世界各地域で検出
されるスロー地震は様々であるが，南海トラフ周辺では
最も多くの種類のスロー地震が検出されているため，こ
こではそれについて示している．特徴的時間スケールで
は，地震波を放射せず地殻変動のみが観測される測地学
的イベントと地震波が観測される地震学的イベントに分
類される．測地学的イベントはさらに数か月から数年の
継続時間を有する「長期的 SSE」と数日程度の継続時間
を有する「短期的 SSE」に，地震学的イベントは周期数
10 秒に卓越する「超低周波地震（VLF）」と数 Hz に卓
越する「低周波微動」に分類される．

 
１．深部スロー地震

南海トラフの固着域のすぐ深部側には長期的 SSE が，
さらにその深部側には深部低周波微動，深部 VLF，短
期 的 SSE が 同 時 発 生 す る ETS（Episodic Tremor and 
Slip）が分布する．また，これらの現象に比べると深度
は浅いものの，房総 SSE も固着域の深部側に発生する
現象である．
1.1　深部低周波微動

1995 年阪神・淡路大震災を契機として防災科学技術
研究所（以下，防災科研）が全国に展開した高感度地
震観測網（Hi-net）4）により，陸域における微小振動に
対する検知能力が格段に向上したことが背景となり，深
部低周波微動が世界に先駆けて発見された 2）．微動は長
野県南部から豊後水道に至る長さ約 600 ㎞の範囲にわ
たり，沈み込むフィリピン海プレートの等深線に沿って
帯状に分布するが，いくつかのセグメントに分かれ，そ
れぞれのセグメントではおおむね一定の周期で活発な微 

 
動エピソードが繰返し発生する 5）．微動エピソードは通
常 1 日約 10 ㎞の速度でセグメント内をプレート走向方
向に移動するが，時には隣接するセグメントに連動する
こともある 6）．微動エピソードは ETS として短期的 SSE
や深部 VLF とともに発生する．つまり，微動は短期的
SSE すべり面内の小規模なパッチ破壊であり，微動の移
動は短期的 SSE のすべりフロントの伝播と解釈される．
なお，ETS を構成するなかでは，現象と観測網の特性か
ら微動が最も検出されやすく，微動を ETS の代表，つ
まり短期的 SSE のプロキシとして取り扱うことが多い．

微動活動を詳細に観察すると，幅の狭い活動域の中で
も深さ依存性を示し，最も深部側では小規模の微動がよ
り頻繁に発生する 7）．また，1 日約 10 ㎞の速度で移動す
る中でもそれとは逆方向に高速度で移動する現象（Rapid 
Tremor Reversal: RTR）やプレート傾斜方向にさらに高
速度で移動する現象も検出されている 8）, 9）．

一方，微動は他の現象によって誘発されるという非常
に敏感な性質を有する．例えば，遠地地震による表面波
が伝播する際，10~100 秒の長周期表面波の各位相に対
応して微動が活発化したり 10）， 12 時間あるいは 24 時間
周期で活発化する地球潮汐応答 11）が知られている．また，
しばしばスラブ内地震によってもトリガーされることが
あるが，実体波の到達から数分後に一時的に微動が発生
することが多く，その遅延も含めて誘発微動のメカニズ
ムはまだ明らかではない．

微動は低周波地震の群発であり 12），初動の立ち上が
りを検出することが困難であるため，エンベロープを用
いた震源決定がなされてきている 2）,13）が，気象庁では通
常の震源決定と同様の手法で低周波地震の震源を決定
し，一元化カタログに掲載している 14）．近年では，過
去に発生した低周波地震をテンプレートとして連続波
形記録から相関解析によりイベントを抽出するマッチド
フィルター法 12）が盛んに用いられているが，気象庁でも
2018 年 3 月 22 日よりこの手法を導入し，大量の低周波
地震を自動的に処理できるようになった 15）．一方，微動
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の振幅はこれまであまり評価されてこなかったが，放射
エネルギーの推定を適切に行いつつ微動源を再評価した
結果，微動エネルギーの空間分布がフィリピン海プレー
ト収束速度に比例することが明らかになった 16）．さらに，
微動パッチ密度の不均質分布に関する研究などにも活用
されている 17）．

1.2　深部VLF
深部 ETS に同期し，周期数 10 秒に卓越する超低周

波地震（VLF）が 2007 年に発見された 6）．この現象は，
モーメントテンソル解析によりフィリピン海プレートの
沈み込みに伴う逆断層の発震機構解を有することが推定
され，このことは ETS そのものがプレート境界での逆
断層すべり現象である重要な証拠となった．深部 VLF
の規模は Mw4 以下であり，その分布は深部低周波微動
の分布に比べると空間的不均質性が強い 18）．しかし，微
動（低周波地震）の発生をリファランスに広帯域波形を
スタックすることで，深部低周波微動の活動領域全体に
深部 VLF が起きていることが確認された 19）．また，そ
こで得られた発震機構解をテンプレートとしたマッチド
フィルター法によって深部 VLF の網羅的検出がなされ，
その時空間的特徴が明らかにされた 20）．

1.3　短期的SSE（ETS）
北米大陸西海岸の Cascadia では 2001 年に短期的 SSE

が発見され 21），西南日本での微動発見を契機として短
期的 SSE と微動の同時発生現象である ETS が 2003 年
に世界で初めて報告された 22）．この観測事実に基づいて，
西南日本でも微動に同期した SSE が予想され，防災科
学技術研究所の高感度地震観測網 Hi-net に併設された
傾斜計（高感度加速度計水平動成分 DC 出力）23）によっ
て実際に短期的 SSE が 2004 年に確認された 24）．

当初は防災科研の傾斜計で把握されるのみであった
が，2005 年の東海地域で発生した短期的 SSE が気象庁
ひずみ計で初めて認識されて以降，気象庁及び産業技術
総合研究所のひずみ計でも頻繁に検出されるようになっ
た．また，地表変位パターンのフィッティングにより国
土地理院の GNSS でも短期的 SSE の検出が可能となり
25），さらに観測事例が増加している．

短期的 SSE と微動との関係について時空間発展イン
バージョンに基づくすべりと微動の分布を比較すると，
微動はすべりのピークにほぼ一致する 26）．このことは，
微動が SSE 断層（非地震性すべり）面に分布する地震
性パッチの遅れ破壊であることを示すとともに，すべり
のインディケーターとして微動が利用できることを意味
している．一方，微動と短期的 SSE が必ずしも一致し
ない場合がある．例えば，東海と紀伊半島のセグメント

では通常それぞれ独立に ETS が発生するが，たまに 2
つのセグメントが連動し，両セグメントにおける微動の
時間発展が一つの線形回帰直線で近似できるような挙動
を示すことがある．その際に，中間の伊勢湾では常に微
動は検知されないが，傾斜計等によってすべりの発生が
推定される 27）．つまり，ETS が伊勢湾を超えてセグメ
ントを超える際にセグメント境界では微動を起こさずに
すべりだけが連続的に進行することを示している．この
ように，ギャップを挟んで微動が連続的に移動する例は
四国中部・東部でも見られ 28），ここではギャップでのす
べりそのものは観測されないが，伊勢湾と同様のことが
起きていると推測される．このような微動とすべりの不
一致はおそらく断層面上の微動パッチの不均質分布を反
映するものと考えられる．

ETS はその浅部側で発生する長期的 SSE にトリガー
される場合がある（次節）．一方，微動エピソードの発
生タイミングで GNSS データをスタックした結果，深部
の微動域から少し浅部側に離れた固着域下端部でもわず
かな滑りが検出されたとの報告が最近なされた 29）．この
ような現象は，プレート境界のレオロジーや流体移動に
関係する可能性がある．

1.4　深部長期的SSE
固着域より深部で発生する長期的 SSE は，国土地理

院 GNSS 連続観測システム GEONET が全国展開され
たことにより，1997 年に豊後水道で 1），2000 年後半に
東海地域で 30）発見された．最近の約 10 年間では紀伊水
道 31），四国中部 32）,33），宮崎県沿岸北部 34）, 35），宮崎県沿
岸南部 36），などでも検出が相次ぎ，ETS 域と巨大地震
震源域との間のギャップを徐々に埋めてきた．

長期的 SSE の規模や継続時間，発生間隔はそれぞ
れの場所で概ね定まった特性を有する．豊後水道では
Mw6.8 前後の SSE が半年程度継続し，1997 年以降は
2003 年，2010 年と約 6 ～ 7 年の間隔で繰り返し発生し
てきた．その後，同規模の SSE は 2019 年に発生したが，
その間の 2014 年と 2016 年に Mw6.3 前後の小規模な
SSE が発生しており，これらの小規模な SSE によって
部分的に応力が解放され，大規模 SSE の発生を遅らせ
た可能性がある．また，豊後水道を含む宮崎県沿岸南部
から四国中部にかけての地域では SSE がいくつかのセ
グメントに分かれ，それぞれ周期的に発生するとともに
南西から北東に向かって繰り返し連動している 35）．した
がってそれぞれの SSE は隣接する SSE に影響を受ける
とともに，これらの SSE のすべり分布は浅部側における
大地震時のすべり分布と相補的な関係にあることから，
その領域のプレート間カップリングに支配されている可
能性がある．東海では Mw7 級の SSE が 2000 年後半か
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ら 5 年程度継続したが，その前後では 1989 年から 2 年
程度 37），及び 2013 年から 2 年程度，小規模な SSE が発
生しており 38），周期性は必ずしも規則的とは言えない．

豊後水道で発生する長期的 SSE については，その下
端側に分布する深部低周波微動が SSE 活動期間中に活
発化するという相互作用が度々観測される 39）．微動の活
発化は微動域の中でも浅部，つまり長期的 SSE の断層
面に接する部分のみに限られ，深部の微動活動は長期的
SSE の発生の有無にかかわらずほぼ一定レートで発生し
ていることから，相互作用は主たるイベントからの距離
に大きく依存する．例えば，2014 年と 2016 年の小規模
な長期的 SSE が発生したとき，前者は活発な微動活動
を伴う一方，後者は微動活動を伴わなかったが，SSE の
発生位置が前者は北側，つまり微動域に隣接する領域で
あったのに対して，後者はやや南方に離れていたためと
考えられる．

1.5　房総SSE
房総半島の東岸部及び沖合では SSE が約 6 年周期で

発生し，それぞれの規模は Mw6.5 前後，継続期間は 1
週間程度である．この SSE は深さ約 10 ～ 20 km と前節
までの西南日本の深部スロー地震よりは浅い．また，通
常の地震の群発活動や小繰返し地震が房総 SSE に伴っ
てそのすべり域の下端側で発生する 40）．2018 年 6 月に
発生した房総 SSE の際には地震調査研究推進本部地震
調査委員会が中規模程度の地震との関連性について言
及し 41），実際に震度 4 の地震が発生した．平均間隔は
2010 年までは約 6 年であったが，2011 年の東北地方太
平洋沖地震（以下，東北沖地震）でリセットされて短く
なり，その後は間隔が長くなる傾向にある．東北沖地震
の発生時は余震や余効すべりの影響で GNSS や傾斜計
に SSE の有意な変化をとらえることはできないが，小繰
返し地震が検出されたことから，小規模な SSE が発生
していたと推定される 42）．また，房総 SSE の時空間発
展解析から，群発地震の移動がすべりの移動によって引
き起こされていること，2014 年の SSE ではすべりの急
速な発展の 1 か月前から徐々に加速していく様子が明ら
かにされた 43）．

２．浅部スロー地震
沈み込みプレート境界の固着域と南海トラフとの間の

領域でも多様なスロー地震の検出が報告されている．こ
こでは南海トラフだけでなく日本・千島海溝および南西
諸島付近に発生するスロー地震を概観する．

2.1　浅部VLF
浅部におけるスロー地震活動としては，防災科研

F-net の連続波形データに基づいて浅部 VLF の存在が
2003 年に明らかになり 44），その後防災科研 Hi-net の高
感度加速度計データを用いて浅部 VLF が南海トラフ陸
側の数か所で時空間的に集中して発生していることが明
らかになった 45）．この浅部 VLF の発見はその後の深部
VLF の発見 6）につながった．一方，浅部 VLF は南海ト
ラフだけでなく南西諸島海溝付近 46），十勝沖 47）や日本
海溝付近 48）でも検出された．浅部 VLF の発震機構解に
ついてはプレート境界面よりはやや高角に傾斜した逆断
層のメカニズムが推定され，付加体内の分岐断層との関
連が指摘された 49）．

以上は陸域の広帯地震観測網のデータを用いた解析
であったが，最近 10 年間で海域の臨時・定常観測に基
づく研究成果が次々と発表されてきた．紀伊半島南東
沖に展開された機動的広帯域地震観測網によって浅部
VLF が検出され，ほぼ水平の断層面を有する発震機構
解が得られた 50）．このことは，浅部 VLF がデコルマ面
やプレート境界面でのすべりであることを示唆する．そ
の後，紀伊半島南東沖や紀伊水道沖に展開されたケー
ブル式海底地震計観測網 DONET-1,2 を用いて浅部 VLF
の検出がなされている 51）．DONET を用いた重要な成
果のひとつは，1~10 秒帯域におけるスロー地震現象の
発見である 52）．この帯域は微動と VLF の間で脈動が卓
越しているため現象の検出が困難であったが，2016 年
紀伊半島南東沖の地震後に同海域における微動や VLF
が活発化し，それらをもとにスタッキングした結果，検
出が可能となった．

一方，解析手法の進展により，陸域の広帯域データ
を用いて VLF 活動の詳細な描像が明らかになってきた．
南海トラフ付近では 3 次元グリーン関数を用いた CMT
解析により，海底地震計による結果と同様の低い傾斜角
を有する発震機構解が得られ 53），さらに CMT 解析を利
用した長期間カタログによる VLF 活動度の時空間変化
が明らかになった 54）．東北沖ではプレート境界面におけ
る逆断層すべりを仮定して計算された理論波形をテンプ
レートにしたマッチドフィルター法により浅部 VLF が
網羅的に検出され，東北沖地震の大すべり域とその周辺
の余効すべり域とでは，東北沖地震前後の時系列変化が
逆になることが見い出された 55）．

十勝沖で検出された浅部 VLF は，2003 年の十勝沖地
震の直後に活発化し，その後次第に活動が低下していっ
た 47）が，その VLF 地震活動積算個数変化は十勝沖地震
の余効すべりによって生じた地殻変動パターンと非常に
よく似ており，浅部 VLF がプレート間すべりを反映し
ていることが示唆される．

浅部 VLF は，深部スロー地震と同様に他の現象によっ
て誘発されることがある．例えば，2003 年十勝沖地震
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によって日向灘で，また 2004 年紀伊半島南東沖地震に
よって同地域の VLF が活発化した 47）．また，南西諸島の
VLF は干潮時に活動が最大になるという潮汐応答を示し，
その応答の程度は地域依存性や季節依存性を有する 56）．
2.2　浅部微動

紀伊半島南東沖の機動的海底地震観測により，海底
下での低周波微動が 2009 年に初めて観測された 57）．ま
た日向灘の浅部 VLF 活動域でも機動的海底地震観測に
よって 1 か月程度継続する活発な低周波微動が捉えら
れた 58）．この微動活動は陸域観測網で捉えられた浅部
VLF と震央位置及び時系列変化がほぼ一致し，浅部微
動と浅部 VLF が一体的に発生することを示す初めての
結果である．また，震源直上で精度の良い微動分布が
得られ，速度約 20 km/day と約 200 km/hour の 2 種類
の微動移動モードが存在することがわかった．後者の高
速移動は前者の低速移動に対して逆向きであり，深部微
動における RTR とよく似ている．以上の観測事実から，
浅部でも深部同様の ETS 活動が発生し，サイスミック
なスロー地震現象の背後で浅部 SSE が起きていること
が予想された．

一方，東北地方太平洋沖には，2011 年東北沖地震発
生前から海底地震計が設置されており，その解析から浅
部微動の発生が指摘された 59）．その後防災科研によっ
てケーブル式海底地震・津波観測網 S-net が構築され，
日本海溝付近における低周波微動が発見された 60）,61）．こ
の低周波微動は浅部 VLF とほぼ同期して発生し，また
明瞭な移動現象を伴うことから，深部の微動活動と非常
によく似た特徴を有している．

2.3　浅部SSE
南西諸島では，その南西部に位置する西表島付近に

て，継続期間約 1 カ月，Mw6.7 程度の SSE が約半年周
期で繰り返し発生している 62）．さらに継続期間が数日程
度で Mw6.4 程度の 短期 SSE が沖縄島付近などでも検出
されている 63）．これらの SSE の多くは深部スロー地震
に分類されると考えられるが，一部は海溝付近に推定さ
れており，また浅部 VLF 等との相互作用も見られるため，
海溝軸付近の浅部スロー地震としての活動を含んでいる
可能性がある．

一方，紀伊半島南東沖に設置された間隙水圧計によっ
て，浅部 VLF や微動に同期した圧力変化が観測され，
トラフ付近の逆断層面で発生した浅部 SSE であること
が明らかにされた 64）．海底の間隙水圧変化と浅部 VLF
との関係については室戸沖で既に報告されている 65）が，
浅部 SSE と認識されたのはこれが初めてである．しか
もその圧力変化パターンが，それに同期して発生した浅
部 VLF の積算モーメントの時系列変化と非常に良く一

致し，両者が同一断層面における共通のすべり過程で
生成することを示すとともに，浅部でも深部同様の ETS
が起きている証拠を示した重要な結果である 51）．

近年，海上保安庁の音響 GNSS 観測点が南海トラフ
に沿って広く多点展開されるようになった結果，海域に
おけるプレート間カップリングの空間分布が明らかにさ
れた 66）．また，紀伊水道沖では複数の観測点で 2018 年
から約 2 年程度ゆっくりと変化する海底変位が捉えら
れ，南海トラフにほぼ接するような断層面が推定された
とともに，これと同様の長期的な SSE は 2009 年にもほ
ぼ同じ場所で観測されている 67）．これらの長期的 SSE
に同期して，浅部 VLF が移動を伴って活発化したとい
う報告もある 68）．

東北地方太平洋沖では , 東北沖地震発生前から設置さ
れていた海底圧力計にて，2008 年および 2011 年の東北
地震発生前に浅部 SSE が捉えられていた 69）．また，東
北沖地震発生の 1 か月前と 2 日前にそれぞれ前震活動が
起こり，陸域の高感度地震観測網のデータ解析から，い
ずれの前震活動も東北沖地震本震破壊開始点に向かっ
て移動していたこと，およびこれらの活動の中には小繰
り返し地震が含まれていたことが明らかになった 70）．こ
のことは，東北沖地震発生直前に SSE が 2 回発生し，
いずれも本震破壊開始点に向かって移動したことで破壊
開始点付近に応力を載荷させ，その結果として東北沖地
震が発生した可能性を示唆する．
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１．はじめに
国土地理院では，GNSS 連続観測点網（GEONET）

の観測結果を用い，全国の地殻変動のモニタリングを
行っている．南海トラフ沿いについては，プレート境界
の固着・すべりのモニタリングを行い，その結果を地震
予知連絡会や南海トラフ評価検討会等に報告している．

南海トラフ地域では，フィリピン海プレートと陸側プ
レートの境界面において長期的スロー地震（SSE）が複
数の地域で繰り返し発生している（図 1）ことが，GNSS
観測により検出されてきた．また，長期的 SSE の深部延
長で，低周波地震（微動）に伴い，短期的 SSE が発生
している 1)-2)．これまで GNSS 観測では検出困難とされ
てきたが，最近，いくつかの手法が試みられている．

ここでは，この 10 年間で観測された南海トラフ沿いで
の長期的 SSE について紹介するとともに，GNSS 観測結
果に基づく短期的 SSE 検出技術の進展について紹介する．

２.　GNSSデータによる長期的SSE解析
地殻変動のモニタリングにおいて非定常的な地殻変動

が検出された際には，その地殻変動がプレート境界面上
でのすべりに起因すると考えられる場合に，非定常地殻
変動成分からプレート境界面上のすべりの推定を行って
いる．すべりの推定にあたっては，定常成分及び年周等
の周期成分を除去して得られた非定常地殻変動成分の
時系列データに対し時間依存インバージョンを適用し，
プレート間のすべり分布及びその時間変化の推定を行っ
ている．

南海トラフ沿いにおいては，2009 年からの 10 年間に，
東海，紀伊水道，豊後水道，日向灘の各地域で長期的
SSE を検出している．本節では，これらの事例について
紹介する．

2.1　東海SSE
東海地方では，2000 年秋から 2005 年夏頃にかけて長

期的 SSE が発生したことが知られている 3)-5)．その際に
観測された非定常的な地殻変動を図 2 に示す．この長期
的 SSE の終息以降は，非定常的な地殻変動は観測されて
いなかったが，2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震の発
生に伴い，この地域にも地震後の余効変動の影響が及び，
モニタリングに影響を与えている．そのような中，2013
年頃から，東北地方太平洋沖地震の余効変動とは異なる
非定常的な地殻変動が観測され，東海 SSE が再び発生
した可能性が指摘された 6）．図 3 に 2011 年以降の地殻変
動時系列を幾つかの観測点に対して示している．

フィリピン海プレート境界面上のすべりを把握するた
めには，非定常的な地殻変動に重畳している余効変動を
考慮する必要がある．ここでは便宜的に余効変動を太平
洋プレート境界面でのすべりに起因すると仮定し，フィ
リピン海プレート境界面に加え，東北地方を含む広域で
太平洋プレート境界面でのすべりも同時に推定すること
で，余効変動の影響の軽減を図ることとした．図 3 の上
段は定常変動と周期成分を差し引いた地殻変動時系列
を，下段は余効変動をプレート境界のすべりによるもの
としてモデル化し，地殻変動データから差し引いた時系
列図を示している．図 3 の下段に示されるように，南東
方向の遷移的な変動が見える．東北地方太平洋沖地震の
余効変動を除去した地殻変動の空間分布を図 4 に示す．
浜名湖の西側で南東方向，東側で東南東方向の変動が
見られる．この変動は，2000-2005 年の地殻変動（図 2）
と非常によく似ており，東海地域での長期的 SSE の発
生を示唆する．図 5 に，図 4 の非定常地殻変動から推定
したプレート境界面上のすべりの推定結果を示す．

すべりの中心は浜名湖付近に推定された．推定された
モーメントマグニチュード（Mw）は，6.6 程度となって
いる．前回の SSE のすべり分布（灰色のコンター）と
比較すると，すべりの中心がやや南側に位置している．
2013 年頃に始まった東海 SSE は 2017 年頃には収束した
と考えられる．

３．南海トラフ地域のスロー地震

（１）　国土地理院による観測
国土地理院

図1　�日本地域のテクトニクス図．赤点は，気象庁一元化震源
による低周波地震（微動）．1：東海 SSE,�2：志摩半島
SSE,�3：紀伊水道SSE,�4：四国西部SSE,�5：豊後水道
SSE,�6：日向灘北部SSE，7：日向灘南部SSE．赤線で
囲まれた領域は，想定される東海及び南海地震の震源域
を示す．
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図2　�2000〜 2008年の非定常地殻変動．定常期間は，2008年 1月から2011年 1月で推定している．白矢印が水平変動，カラーが
上下変動を示す．（A）観測値．（B）時間依存インバージョンによる計算値．

図3　�（A）-（C）　定常変動と周期成分を差し引いた地殻変動．定常変動は2008年 1月から2011年 1月，周期成分は2012年 1月から
2015年 10月の観測結果から推定している．黒が観測値，赤は推定されたフィリピン海プレート上面のすべりから計算された値．
観測点の位置は図4に示されている．

　　　�（D）-（F)　東北地方太平洋沖地震の余効変動を太平洋プレート上面のすべりによるものとしてモデル化し上段の図から差し引いた
もの．

図4　東北地方太平洋沖地震の影響を取り除いた地殻変動．白矢印が水平変動，カラーが上下変動．（A）観測値．（B）計算値．
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2.2　紀伊水道SSE
2014 年頃から 2016 年８月頃にかけて，四国東部と紀

伊半島で南東～東南東方向の非定常地殻変動が観測さ
れた 7)．この非定常的な地殻変動に基づき，時間依存
インバージョンによりプレート境界面上のすべりを推定
したところ，紀伊水道を中心としたすべりが推定された

（図 7）．イベント全体での Mw は 6.5 程度と推定された．
紀伊水道では，1996-1997 年，2000-2002 年にも長期

的 SSE が発生していたことが報告されている 8-9)．今回
のイベントでもほぼ同じ領域ですべりが生じており，紀
伊水道は，東海地域や豊後水道などと同様に長期的 SSE
が繰り返し発生する領域と考えられる．

2.3　豊後水道SSE
豊 後 水 道 で は，1996-1998 年，2003-2005 年，2009-

2011 年，2018-2019 年の 4 回，長期的 SSE が発生してい
る 10)-14)．これら 4 回の SSE の際の水平及び上下の非定
常地殻変動を，それぞれ図 8 及び図 9 に示す．定常期
間の設定は，2018-19 年のイベントについては 2017 年 1
月～ 2018 年 1 月を，それ以外については 2006 年 3 月～
2009 年 4 月の変動を定常期間としている．豊後水道周
辺で南東向きの 3cm に達する地殻変動が 4 回の SSE で
観測されている．

また，四国西南部の豊後水道周辺では隆起となって
いる．この地殻変動に基づき推定された豊後水道域のプ
レート境界すべりを図 10 に示す．豊後水道でのプレー
ト間すべりが推定されている．

図 11 は，2018-2019 年に発生したプレート境界すべり
の時空間変化を示す．この図に示されるように，日向灘
北部で 2018 年 6 月頃に長期的 SSE が発生し，10 月頃に
減衰し，その後豊後水道及びその周辺でプレート間すべ
りが発生している．このすべり過程は，最大すべり速度
時に四国側から九州側へとすべり域が移動していた過去
の豊後水道 SSE13) と異なっており，熊本地震による応力
変化の擾乱が影響している可能性がある．

なお，豊後水道では，上記の規模の大きな長期的 SSE
以外にも，2014 年及び 2015 年に小規模な長期的 SSE が
発生している15),16)．過去には 2006 年に小規模な長期的
SSE が発生しており 17)，6 ～ 7 年周期の大規模な長期的
SSE の間に小規模な長期的 SSE も発生する領域といえる．

図5　�推定されたプレート間すべり．赤は2013年1月 -2015
年10月の推定すべり．浜名湖付近にすべりが見られる．
灰色は2000-2005 年の SSE．青破線は東海地震の想
定震源域．緑丸は，気象庁一元化震源による低周波地
震（微動）の震央．黒破線はプレート境界の等深線．

図7　�推定すべり分布．カラーと矢印が推定されたプレート
間すべりを示す．

図6　�紀伊水道周辺の非定常地殻変動．定常期間は2017年
〜 2018年で推定している．�
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図8　遷移的な地殻水平変動 図9　遷移的な地殻上下変動

図10　�豊後水道の推定すべり分布．1996-1998 年の日向灘域のプレート間すべりは，主に1996年の日向灘地震のアフター
スリップを示している．

図11　2018-2019年のSSEの推定すべり分布．赤点は，気象庁一元化震源による低周波地震（微動）．

130˚ 131˚ 132˚ 133˚ 134˚
31˚

32˚

33˚

34˚

100 km 5cm

2018/1/15−2019/9/15

130˚ 131˚ 132˚ 133˚ 134˚
31˚

32˚

33˚

34˚

100 km 5cm

2009/7/15−2011/2/15

130˚ 131˚ 132˚ 133˚ 134˚
31˚

32˚

33˚

34˚

100 km 5cm

2003/1/15−2004/7/15

130˚ 131˚ 132˚ 133˚ 134˚
31˚

32˚

33˚

34˚

100 km 5cm

1996/8/15−1998/7/15

130˚ 131˚ 132˚ 133˚ 134˚
31˚

32˚

33˚

34˚

100 km 5cm

2018/1/15−2019/9/15

130˚ 131˚ 132˚ 133˚ 134˚
31˚

32˚

33˚

34˚

100 km 5cm

2009/7/15−2011/2/15

130˚ 131˚ 132˚ 133˚ 134˚
31˚

32˚

33˚

34˚

100 km 5cm

2003/1/15−2004/7/15

130˚ 131˚ 132˚ 133˚ 134˚
31˚

32˚

33˚

34˚

100 km 5cm

1996/8/15−1998/7/15

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km0.0 0.1 0.2

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km20cm

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km0.0 0.1 0.2

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km20cm

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km0.0 0.1 0.2

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km20cm

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km0.0 0.1 0.2

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km20cm

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km0.0 0.1 0.2

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km20cm

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km0.0 0.1 0.2

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km20cm

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km0.0 0.1 0.2

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km20cm

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km0.0 0.1 0.2

132˚ 134˚

32˚

34˚

100 km20cm

(B) 2018/6/1-2018/8/1(A) 2018/4/1-2018/6/1 (C) 2018/8/1-2018/10/1

(E) 2018/12/1-2019/2/1 (F) 2019/2/1-2019/4/1

(D) 2018/10/1-2018/12/1

(G) 2019/4/1-2019/6/1 (H) 2019/6/1-2019/8/1

m m m m

m m m m

2019/5/10(Mw6.,2)



 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第３章　この 10 年のスロー地震 143

2.4　日向灘SSE
日 向 灘 で は， 長 期 的 SSE が 繰 り 返 し 発 生 し て い

る 18)-19)．図 13 に，図 12 に示した日向灘周辺の各観測点
の非定常地殻変動時系列を示す．図 13 に示されるよう
に，定常成分と周期成分を除いた時系列データに遷移的
な変動が見て取れる．特に 021088，950483 観測点での
南北成分には，2004 年頃から 2 年程の間隔で遷移変動
が検出されている．

図 14 に日向灘におけるプレート境界すべりを時間依
存のインバージョンで推定した結果を示す．1996 年の
日向灘地震の余効すべりが推定されており，その減衰の
後に 2004 年頃から日向灘南部で２年程の間隔をあけて，
1 年程の期間をかけて SSE が発生している様子が推定さ
れている．

図 15 に 2013 年以降の九州域での定常成分と周期成分
を除いた非定常地殻変動時系列を示す．

図 15 に示されるように遷移的な変動が見て取れる．
この非定変動データを元に推定された 2013 年以降のプ
レート境界すべりを図 16 に示す．

図 16 に示されるように，2013 年に日向灘南部，北
部で SSE が同時に発生し，2014 年に豊後水道で規模の
小さな SSE が発生している．2015 年には日向灘南部で

SSE が発生して，2016 年の熊本地震前には，日向灘南部，
北部，四国南西端で長期的 SSE が発生していた様子が
推定されている 19)．

また，GNSS データの解析により，日向灘北部の SSE
は，平均して 5 ～ 6 年程の間隔で繰り返し発生している
との報告がされている 20)．

図13　�非定常地殻変動時系列．黒が観測，赤が計算．周期成分は1997年1月〜2010年7月までで推定した．一次トレンドは，
2007年 1月から2009年 3月までで推定している．

図12　図13に時系列を示すGNSS観測点の位置図
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図14　�時間依存のインバージョンによる推定すべり分布．オレンジと青色の領域は，1996年の日向灘地震のすべり域を示している．

図15　�非定常地殻変動時系列．黒は観測値，赤は計算値を示す．
周期成分は2012年1月〜2016年4月で推定している．

� �一次トレンドは2012年1月〜2013年1月で推定した．

図16� �時間依存インバージョンによる推定すべり分布．破線
はプレート境界の等深線を示す．カラーがすべり速度
の大きさを示す．
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３．短期的SSE
数日から 10 日の時定数を持つ短期的 SSE については，

傾斜計やひずみ計によって観測されているが，GNSS で
は地表の変位が数㎜程度とノイズレベル以下であるため
検出できないと考えられてきた．しかし，近年の GNSS
解析技術の向上や変位の検出手法の改良等により，
GNSS による短期的 SSE の検出が可能となりつつある．

例として，GNSS 観測結果の時系列データから，ステッ
プ的な変動の有無を AIC で評価することで短期的 SSE
を検出する手法がある 21)-22)．図 17 に観測点配置と気象
庁一元化震源による低周波地震（微動）の震央が示され
ている．

図 18 に地殻変動にステップがある場合とない場合の
AIC の差が示され，有意な AIC の変化が数多く検出さ
れている．図 19，図 20 には，検出された地殻変動の例
が示されている．

また，時間依存インバージョン手法を用いた短期的
SSE の検出も試みられている．現時点では，M6 程度以
上のやや規模が大きい場合に限られるものの，イベント
の検出や，イベントでのすべりの時間変化も捉えられる
ようになってきている 23)-24)．例として，2018 年 3 月に発
生した四国西部での短期的 SSE について，時間依存イ
ンバージョンで推定したプレート間すべり分布及び低周
波地震（微動）の発生域を図 21 に示す．このイベント
では低周波地震（微動）の発生域が時間とともに西から
東へと移動したが，それと同期してすべり域が東に移動
していく様子が推定されている．

図 22 は，短期的 SSE の時期に相当する地殻変動の観
測結果と計算結果を示している．図 22 に示されるよう
に GNSS 観測により南東方向への変動が検出されてお
り，計算結果はそれと調和的な結果となっている．

以上のようにここ 10 年で，GNSS データから短期的
SSE を検出する手法が発達してきた．今後さらに GNSS
解析技術の向上や変異の検出方法の改良などにより，短
期 SSE に関する新たな知見が得られるようになることが
期待される．

図17　�用いた観測点の分布及び AICを計算した領域の中心
点．赤点は，気象庁一元化震源による低周波地震（微動）
の震央．N45°W方向に長さ160km，幅 50kmの領
域をとってAICの計算を行っている．

図18　�ステップを仮定した場合と仮定しない場合の一次関数
をフィッティングしたときのAICの差．AICの差が大
きい場合ほど，ステップを仮定したことがよい事を示
す．四国西部や紀伊半島北部などに多数のイベントが
見られる．

図19　�上図は図 18の一部を拡大した図．2008-2010 年の
AICの差．ゼロ点は気象庁一元化震源による低周波地
震（微動）．
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図20　�図 19で，特徴的な期間における水平変動ベクトル．赤
丸は気象庁一元化震源による低周波地震（微動）．下段
の低周波地震（微動）は図中に示した変動日の前後5日
間分を示している．

図21　�時間依存のインバージョンにより推定された2018年３
月の四国西部の短期的SSEの時空間変化．矢印がすべ
りを示し，カラーがすべりの大きさを表している．気象
庁一元化震源の低周波地震（微動）の震央の期間による
変化が右上に示されている．低周波微動も時間と共に東
側に移動しており，推定されたすべりの時空間変化と調
和的である．

図22　�短期的SSEに伴う地殻変動観測（黒矢印）と計算値（白
矢印）の比較
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１．はじめに
気象庁および気象研究所では，東海地域を含む南

海トラフ領域の周辺に設置されているひずみ計および
GEONET の GNSS のデータを用い，東海地震，南海ト
ラフ地震の監視を行うと共に，この地域のプレート境界
深部に発生する短期的ゆっくりすべり（以下，SSE），長
期的 SSE の観測，解析を行ってきている．本稿ではこ
れらの解析結果を紹介する．

２．ひずみ計による短期的SSE解析
気象庁では静岡県，愛知県および長野県に，体積ひ

ずみ計 16 地点，多成分ひずみ計 9 地点を設置している．
加えて，静岡県および産業技術総合研究所（以下，産総
研）設置のひずみ計データの提供を受けており，これら
を用い，主に東海地域に沈み込むフィリピン海プレート
境界深部で発生している短期的 SSE を捉え，規模や断
層モデル推定などの解析を行っている．

多くの場合，短期的 SSE には低周波地震（微動）を
伴うので，低周波地震（微動）の発生によって短期的
SSE の発生を検知し，解析を開始する．図 1 には，例と
して板場ほか（2012）1）の手法を用いて求めた 2019 年 2
月の短期的 SSE の断層モデル（赤い矩形）および低周

波地震（微動）の震央（青い丸印）を示す．この例では
愛知県の低周波地震（微動）の発生場所付近に Mw5.9
相当のすべりが解析された．なお，一連の活動期間中に
ひずみの変化速度や極性などに変化が認められた場合に
は，活動期間を分けて期間毎の変化量に基づいた複数の
断層モデルを求め，すべりの拡大や移動を監視している．

�（２）　気象庁・気象研究所による観測

図2　深部低周波地震（微動）活動と短期的SSEの概要図（評価検討会資料 2）に加筆・修正）

図1　東海地域で観測された短期的SSEの断層モデル
� （2019年 2月 3日〜 2月6日，Mw5.9 相当）
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現在，気象庁で毎月開催している南海トラフ沿いの地
震に関する評価検討会（以下，評価検討会）においては，
プレート境界の固着状況の変化を捉えることを目的に，
短期的 SSE および低周波地震（微動）活動の詳細な資
料を提出している．図 2 にその一例を示す 2）．

過去に発生した個々の短期的 SSE 解析結果から，こ
の地域におけるプレート境界のすべりモーメント解放量
の時間変化を把握することができる．図 3 には東海地域

（愛知県中部～東部）の短期的 SSE のモーメント積算図
を示した．南海トラフにおいて，長期的 SSE の発生が
その深部側の低周波微動活動や短期的 SSE に影響を与
えることが報告されている 3）など．東海地域においては，
2000 ～ 2005 年と 2013 ～ 2016 年に長期的 SSE が発生し
ており（図 5 参照），その時期に短期的 SSE によるモー
メント解放レートが上がっていることが見て取れる．

３．ひずみ計による長期的SSE解析
ボアホール型ひずみ計は感度や時間分解能が高く，短

期的 SSE の検出に有効な一方で，長期的な安定性に劣り，
GNSS で捉えられるような長期的 SSE の検出は困難で
あるとの報告がある 4）．しかし，観測点数の増加や近年
の観測機器の検出精度，安定性の向上，各種補正，解
析手法の進展により，継続時間が数ヶ月から数年に及ぶ
長期的 SSE の解析が可能となってきている．

そのような中，東海地域の 2013 年から 2016 年の長期
的 SSE がひずみ計で捉えられ，そのモーメント解放量
の時間変化をモニターすることができた 5）．概ね，活動
が収まった 2016 年末までのすべりは Mw6.8 相当で，国
土地理院の GNSS データによる解析結果 6）と調和的で
あった（図 4）．

この他，産総研が四国に設置しているひずみ計で
2018 年秋頃からの豊後水道の長期的 SSE が捉えられて
いる 7）．

４．GNSSによる長期的SSE解析
Kobayashi（2017）8）は，GNSS 座標値データを用い南

海トラフ沿いの長期的 SSE を客観的に検出した．気象
研究所では，この手法による図の更新版を定期的に評
価検討会や地震予知連絡会に報告 9）などしている（図
5）．同手法により，既に報告されていた以外に，2000
～ 2002 年（K2），2014 ～ 2016 年（K3）の紀伊水道付近，
2017 ～ 2018 年（SH）志摩半島付近 10）の長期的 SSE（図
6）が新たに検出された．

図3　�東海地域（愛知県中部〜東部）の短期的SSEのモー
メント積算図．図中の�‘L-SSE’�は長期的SSEの発生
時期を示す．

図4　�ひずみ計を用いた解析による東海長期的SSEの
モーメント解放量の時間変化

図5　�南海トラフ沿い長期的SSE客観検知図（1996年から
2019 年 9月）．相関係数が大きいほどSSEの可能性
が高い．

図6　�志摩半島付近の非定常変位（a）と推定されたすべり分布
（b）（2017年 4月から2018年 10月）．
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このほか，GNSS 観測が始まる前の期間について，
水準測量と潮位データを用いて上下変位が解析され，
1977-1980 年頃に高知市付近 11），1980 年頃から豊後水道
付近 12）でくり返し長期的 SSE が発生していたことが明
らかになった．

（宮岡　一樹・小林　昭夫）
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１．はじめに
防災科学技術研究所（以下，防災科研という）では，

南海トラフにおいて発生するスロー地震として，深部低
周波微動（以下，微動という），深部・浅部超低周波地
震，短期的スロースリップイベント（以下，短期的 SSE
という）のモニタリングを実施し，地震予知連絡会に報
告してきた．2008 年までの 10 年はスロー地震の発見の
時代といえ，小原（2009） 1）に詳しく紹介されているよ
うに活動の地域特性など，その基本的な特徴が明らかに
なった．その後，防災科研が各種スロー地震のモニタリ
ングに使用している解析手法の論文が 2010 年までにそ
れぞれ出版され，同一手法での解析が現在も継続されて
いる．2018 年までの 10 年は，このようにスロー地震モ
ニタリング手法が確立され，安定運用の段階に入った時
代であり，得られた長期の活動状況から，長期的スロー
スリップイベント（以下，長期的 SSE という）発生との
関係などの議論が可能となった．以下では，南海トラフ
周辺における，防災科研のスロー地震モニタリングにつ
いて述べる．

２．深部低周波微動
2.1　観測データとイベント検出方法

微動の検出においては，南海トラフ付近に位置する
防災科研 Hi-net の速度型地震計の記録を使用している．
従来はエンベロープ相関法 2）により走時差情報のみを使
用して震源が推定されてきたが，現在はこれらの観測記
録について，Maeda and Obara （2009） 3）で提案された
エンベロープ相関による走時差情報と振幅情報を利用し
たハイブリッド方式の解析法（以下，ハイブリッド法と
いう）により，微動源を推定している．なお震源の深さ
は，Shiomi et al. （2008）4）のレシーバー関数解析によっ
て得られた海洋性モホ面から 5km 浅部に固定している．

ハイブリッド法の微動源は 1 分毎に推定されるが， まと
まった活動のみを抽出するために，Obara et al., （2010） 
5）の方法により，1 時間毎にクラスタリング処理を行っ
た結果を定常の資料に掲載している．この処理は完全に
自動化されており，後述の深部・浅部超低周波地震の解
析とともに SPA システム（Slow-events Parallel Analysis 
system）6）と呼ばれるサーバ群上で常時稼働している．
2.2　長期的な活動状況

継続的なモニタリングにより，南海トラフ周辺の長期
のスロー地震活動履歴が得られている（図 1）．微動活動
のセグメントや繰り返し間隔などの地域的な特徴につい
て，長期にわたる系統的な変化は特段みられない．2011
年東北地方太平洋沖地震の前後についても，南海トラフ
周辺の活動状況に顕著な変化はみられなかった 7）．

ただし，年程度の時間スケールでの変動はみられてお
り，例えば豊後水道における数か月から 1 年程度の活発
化は顕著である．こうした活動状況の変化は，微動発生
領域に近接したプレート境界の浅い側で発生する長期的
SSE に起因すると考えられる．Hirose et al. （2010）8）は，
2003 年および 2010 年の長期的 SSE 時に，豊後水道の深
部低周波微動域のうち，浅い側（南東側）でのみ活動度
が高くなることを示した（図 2）．また，足摺沖のトラフ
軸付近で発生する浅部超低周波地震も同時に活発化し
ていることを指摘した．その後，豊後水道における活動
においては，やや規模の小さな長期的 SSE の存在も報
告され 9），2014 年の長期的 SSE 時には対応する微動活
動の活発化がみられるが，2016 年前半に発生した長期
的 SSE に際しては，その変化は顕著でない．こうした
活動の相違は，長期的 SSE のすべり分布がそれぞれ異
なる 9）ことによる可能性が考えられる．さらに最近では，
2018 年後半から 2019 年初めにかけて，長期的 SSE10）に
同期した微動活動の活発化がみられる（図 2）．

図1　�西南日本で発生した深部低周波微動（赤丸）及び深部超低周波地震（青菱形）の2003年から約17年間の
時空間分布．黄緑色太線は，傾斜変動から検出された短期的スロースリップイベントを示す．

�（３）　防災科学技術研究所による観測
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他の領域においても，長期的 SSE のすべりに近接し
た領域での微動活動の活発化がみられている．紀伊水道
では，2014 ～ 2016 年前半に長期的 SSE が発生しており
11），近傍での微動活動の活発化がみられた 12）．一方，東
海地方の長期的 SSE に対し，2003 ～ 2004 年頃には活発
化がみられていたが，2013 ～ 2016 年前半に発生した長
期的 SSE13）に際しては，微動の顕著な活発化はみられな
い．
３．深部超低周波地震

南海トラフの微動発生域においては，微動活動ととも
に周期 10 秒から 100 秒程度に卓越する深部超低周波地
震が発生している．深部超低周波地震の検出・解析にお
いては，Ito et al. （2010）14）による Grid MT と CMT 解析
を組み合わせた手法を採用している．この手法ではまず，
F-net 広帯域地震計記録を用いて，グリッド状に配置し
た仮想震央上の MT 解を常時計算する．さらにこの結
果から候補イベントを一定基準で選出し，F-net 広帯域
地震計および Hi-net 高感度加速度計記録を用いて CMT
解を推定する．最終的には，Variance Reduction と使用
観測点数の基準を満たすイベントについて遠地地震やノ
イズ等の状況を目視で確認した後，深部超低周波地震と
して決定している．

図 3 に，この 10 年間の深部超低周波地震の分布を微
動とともに示す．微動発生域が帯状に分布する一方，決
定された深部超低周波地震はそのうちの限られた場所に
分布する．ただし Ide and Yabe （2014） 15）は，波形記録

をスタックした解析から，南海トラフの微動発生域のほ
ぼ全域で超低周波地震の卓越する帯域にシグナルをも
つイベントが，マグニチュードの差はあるものの発生し
ていることを示した．さらに，図 3 のような微動と深部
超低周波地震の分布の差異が生じる原因として，深部超
低周波地震のマグニチュードが大きな地域のみで，同地
震が個別のイベントとして検出されることによる可能性
を指摘している．

４．浅部超低周波地震
南海トラフのトラフ軸付近では，超低周波地震が発生

しており，浅部超低周波地震と呼ばれる．防災科研では，
Hi-net 高感度加速度計によるマルチアレイ解析 16）による
モニタリングを実施している．また定常的なモニタリン
グ結果は，十勝沖から日向灘までを含む日本全国を対象
地域として地震予知連絡会に資料を提出している．この
詳細については，本誌の第２部第 3 章４．（2）17）を参照さ
れたい．

紀伊半島南東沖から室戸沖においては，浅部超低周
波地震がたびたび活発化している．2009 年 3 ～ 7 月の
活動では，室戸沖で活動が開始した後，6 月頃にその東
側のクラスターに活動域が移動した．その際，東側のク
ラスターの近傍において Mw4.4 の通常の地震が発生し
た 18）．この地震はその後の解析により，プレート境界で
発生した地震であることが示された 19）．また，2016 年 4
月 1 日に三重県南東沖で発生した M6.5 の地震の後，震
源より浅い側において浅部超低周波地震が活発化してい
る 20）, 21）．微動や超低周波地震は背後に存在する SSE に
よるゆっくりすべりを反映していると解釈されるため，
こうした地震とスロー地震の関係の解明は，大地震発生
に関する知見を得るうえで有用と考えられる 22）．

５．スロースリップイベント
5.1　観測データとイベント検出

南海トラフの微動発生域においては，微動活動の活発

図2　�（a）�GNSSデータ（国土地理院GEONET�F3解）による，
上対馬を基準点とした高知大月の東方向の変位．2013
年一年間のデータを用いてトレンドを除去した．（b）�豊
後水道南東側（赤線）及び北西側の領域（青線）にお
ける2001年からの微動活動積算個数．図中の地図に
南東側，北西側に位置する微動の分布をそれぞれ赤丸，
青丸で示す．灰丸は上記以外の領域の微動分布を示す．

図3　�2009 〜 2018 年に発生した深部超低周波地震（青菱形）
および深部低周波微動（赤丸）の分布．
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化と同期して継続時間が数日～ 10 日程度の短期的 SSE
が発生している．防災科研では，Hi-net に併設されてい
る地中の高感度加速度計により得られる傾斜変動データ
を用いて，短期的 SSE の断層モデルの推定を行ってい
る 23）, 24）．断層モデルの推定の際には，20Hz サンプリン
グで収集されている高感度加速度計記録を 1 時間サンプ
リングにデシメーション後，データに含まれる潮汐応答
成分や気圧応答成分を BAYTAP-G25）により補正し，各
データの背景トレンドを直線で近似して除き，解析して
いる．

短期的 SSE の検出にあたっては，自動で検出される
微動の活動状況を参考に微動が活発化した期間の傾斜
変動データを目視により確認し，短期的 SSE に伴う変
動を判別している．約 0.05μ rad 以上の変動が 2 ～ 3 観
測点以上で確認できた場合に，断層モデルの推定を行っ
ている．また，傾斜変動データのみから短期的 SSE を
自動で検出する手法の開発も行っている 26）．

断層モデルとしてプレート収束方向と逆向きのすべり
角をもつ矩形断層を仮定し，断層の長さ・幅・深さを含
む位置・走向・傾斜の 7 つの非線形パラメータについて
は遺伝的アルゴリズム，すべり量については線形最小二
乗法によりモデル推定を行う 23）, 24）．通常は 1 枚の矩形
断層モデルを仮定するが，SSE 発生中に傾斜変動パター
ンの明瞭な時間変化が確認できた場合には，解析期間を
複数に分割し，それぞれの期間に対して 1 枚ずつ断層モ
デルを推定する．
5.2　長期的な活動状況

2009 年から 2018 年の 10 年間で，防災科研が断層モ
デルを推定した短期的 SSE の数は，四国地域で 37，紀
伊半島で 15，愛知県域では 6 である．これに加えて，
2017 年 11 月～ 12 月には紀伊半島北部から愛知県域に
至る広い領域において，微動活動域の移動と同期した短
期的 SSE のすべり域の移動が確認できた 27）．この領域
では，2006 年 1 月にも同様の大規模なすべり域の移動

が確認されている 28）．期間中のすべての短期的 SSE の
断層モデルを図 4 に示す．

期間中で最大の短期的 SSE は，豊後水道から四国東
部に至る広い領域において発生したイベントで，2018
年 2 月 21 日から 3 月 25 日までの 1 ヶ月以上の継続時間
をもち，その規模は Mw6.4 であった 27）．このイベント
は，傾斜変動データを用いて解析されている 2001 年以
降のカタログ 29）の中でも最大のものである．紀伊半島及
び愛知県域での最大の短期的 SSE は，両領域にまたがっ
て 2017 年 11 月～ 12 月に発生したイベントで，その規
模は Mw6.2 であった 27）．一方で，期間中の全領域で最
小の短期的 SSE は，2011 年 7 月に四国西部で発生した
Mw5.6 のイベントであった 30）．
（松澤　孝紀・木村　武志・浅野　陽一・田中　佐千子）
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産業技術総合研究所（以下，産総研）では 2006 年か
ら南海トラフ地震予測の研究のために，紀伊半島から四
国地域にかけて地下水・ひずみ・地震等の総合観測点
の整備を開始した．この観測点は原則として深さ 30m，
200m，600m の 3 つの孔井から構成され，水位計のほか，
地震計，水温計，ボアホール型ひずみ計などを設置して
いる．この 10 年間で 4 観測点を新たに整備し，計 16 観
測点となった 1）．

2011 年より，産総研は防災科学技術研究所（防災科研）
との共同研究契約に基づき，産総研の地下水・ボアホー
ルひずみデータと防災科研 Hi-net の傾斜データの相互
交換を開始した．さらに，気象庁地震火山部との共同研
究契約により，2013 年より双方のひずみデータ等のリア
ルタイムで交換を開始し，3 つの機関のデータを用いた
南海トラフの短期的ゆっくりすべり（SSE）の高精度モ
ニタリングを開始した .2013 年 11 月以降の 5 年間で 162
個の SSE イベントの断層モデルを決定した 2）．

同総合観測点のボアホールひずみデータや地下水位・
地下水圧データを用いて，短期的 SSE が遠地巨大地震
によって励起される現象 3），密閉された井戸の地下水圧
による短期的 SSE の検とこれを用いた同 SSE のモニタ
リング高度化 4）などの研究を実施した．

深部低周波微動の研究に関しては，同総合観測点の 3
つの異なる深度の地震データを用いて，深部低周波微動
を高感度で検出する手法を開発した 5）．また，防災科研
Hi-net および同総合観測点等の地震データを用いて深部
低周波微動の震源メカニズム決定手法を開発した 6）．

（松本　則夫）
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（４）　産業技術総合研究所による観測
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１．はじめに
海洋研究開発機構では，南海トラフにおいて地震・津

波観測監視システム（以下「DONET」）の海底地震計
のデータおよび，DONET に接続した掘削孔内での間隙
水圧等の連続観測データの解析にもとづいて，プレート
境界浅部におけるスロー地震の解析を行ってきた．ここ
では，DONET1 と 2 が整備された後の解析結果を示す．

２．浅部超低周波地震
紀伊半島の西岸沖から室戸沖にかけてカバーする

DONET2 の観測開始後の 2015 年 8 月から 10 月にかけ
て，紀伊水道沖，潮岬沖，熊野海盆の順に，浅部超低周
波地震の発生を DONET1 と 2 で相次いて捉えた．震源
深さ，断層メカニズム解から，付加体底部のプレート境
界すべりと推定した．これにより，陸から離れた場所で
数年に一度発生する現象を，真上で確実に捉えられるこ
とを示した（図 1）1）．

３．浅部ゆっくりすべり
1944 年の東南海地震の震源域（熊野灘沖）とその沖

合の 2 か所の掘削孔内での間隙水圧等の連続観測デー
タ，及び，DONET で得られた海底地震計データを
2011 年～ 2016 年の 6 年間について解析したところ，南
海トラフ巨大地震の発生が想定されている震源域の海溝
軸近傍において，何度も繰り返し「ゆっくりすべり」が
発生していることが明らかになった 2）．

観測された「ゆっくりすべり」は，8 ～ 15 か月間隔で
繰り返しており，地震によって誘発されたり，低周波微
動を伴って活動したりしていることがわかった．これら
の「ゆっくりすべり」によって解放される歪（ひずみ）
は，海洋プレートの沈み込みによって発生する歪の 30

～ 55% に相当することから，海溝軸近くでは，「ゆっく
りすべり」によって頻繁に蓄積された歪を解放すること
が，海底及び海底下での高感度かつ連続的な観測データ
に基づいた解析で，世界で初めて明らかになった（図 2）．

この結果は，最新の海底測地観測の結果と合わせると，
「ゆっくりすべり」が地震発生帯固着域で進行している
歪エネルギー蓄積のプロセスと深い関係があることを示
唆している．

４．超低周波地震とゆっくりすべりの関係
プレート境界で起きたと考えられる三重県南東沖地震

（Mw=5.9）が 2016 年 4 月 1 日に発生し，その直後から
浅部超低周波地震の活発な活動が DONET によって観
測された．同時に，浅部ゆっくりすべりが長期孔内観測
システムによって観測され，これらのイベントは地震発
生後，約 2 週間継続した．間隙水圧の変化と浅部超低周
波地震による滑りの総量（累積モーメント解放量）を比
較すると，4 月 3 日以降両者は非常によく似た時間変化
を示す（図 3）3）．さらに，最終的なモーメント解放量が
同程度であることも分かった．これらの結果から，浅部
超低周波地震と浅部スロースリップが，共通のプレート
境界断層すべりによって発生したと考えられる．

（５）　海洋研究開発機構による観測

図2　�間隙水圧記録（青線・赤線，上段）を超低周波地震活
動のモーメント解放量の時系列（中段），及び，低周波
微動の発生場所（下段地図）を比較したもの 2）．�図 1　超低周波地震の分布（赤）と通常地震（黄）の比較 1）．
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５．浅部超低周波地震と付加体先端部構造の関係
広帯域地震計と水圧計のデータから，海底でのレー

リー波の変位／水圧を測定することで，DONET の各
観測点下における 1 次元 S 波速度構造を推定した．そ
の速度構造から，付加体先端部の深さ 5 ～ 10 km 付近
に S 波速度が低下する領域が，南海トラフ沿いに新た
に 2 箇所あることを発見し，また，その分布が浅部超低
周波地震の震央分布と良く一致することを明らかにした

（図 4）4）．

６．おわりに
以上のように，トラフ軸に近い浅部スロー地震の震源

域の真上で，高感度な歪観測することができたおかげで，
ゆっくりすべりを捉えることに成功した．さらに，超低
周波地震の発生する場所の付加体が低速度を示す傾向
があることを明らかにした．

（堀　高峰）
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図3　�超低周波地震の累積モーメント変化（青）とゆっくり
すべりによる歪変化（青）の比較 3）．

図 4　�低速度域の分布と海底観測によって決定された浅部超
低周波地震の震央分布の比較 4）．
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海上保安庁が南海トラフに展開している GNSS- 音響
測距結合方式による海底地殻変動観測点のうち，紀伊水
道沖の観測点において 2017 年末頃からそれまでの傾向
とは異なる地殻変動が観測された 1）．

図 1 にその時系列を示す．2017 年末頃から 2018 年
初頭にかけてステップ状の非定常な変動が生じている．
2013 年 11 月から 2017 年 6 月までの平均値と 2018 年 2
月から 9 月までの平均値の差から求めた非定常変動のベ
クトルを図 2 に示す．また，陸上の GNSS の観測点及
びこの 3 点以外の海底観測点では同時期に顕著な変化は
表れていない．

これらの変動を説明するプレート境界の矩形断層モデ
ルをグリッドサーチにより推定した．最適解を図 2 の赤
四角で示す．この推定結果から，時系列にあらわれた非
定常な変動はプレート境界浅部におけるスロースリップ
によるものと考えられる．なお，観測頻度が年数回程度
であることから，イベントの開始終了の正確な時期の特
定は困難であるが，数ヶ月から 1 年程度の継続期間のす
べりであると推測される．

（楠　勝浩）

参考文献
1） Yokota, Y. and T. Ishikawa, 2020, Shallow slow 

slip events along the Nankai Trough detected by 
GNSS-A. Scien-ce Advances, 6, eaay5786.

（６）　海上保安庁による観測

図2　�非定常変動のベクトル図と変動を説明する矩形断層モ
デル．白抜き矢印が観測結果．桃色の点は断層モデル
推定の際に移動量を0とした点．赤四角がグリッドサー
チで求めた矩形断層モデルの最適解で，右側の囲みに
その諸元を示す．青矢印は矩形断層モデルによる変動
量の計算値．

図１　�紀伊水道沖の観測点における2011年以降の時系列．
2013年11月から2017年6月までの1次トレンド（実
線）を除去している．トレンドの上下の点線はトレン
ドからのデータのばらつきの標準偏差の幅．
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房 総 半 島 沖 合 で は，SSE が 1996, 2002, 2007, 2011, 
2013, 2018 年の６回起きていることが知られている1)-5)．
図１に国土地理院の GNSS 観測網により検出された地
殻変動を示す．どの SSE の発生時期にも，南東方向へ
の地殻変動が観測されている．これらの地殻変動に基づ
き推定したすべり分布を図２に示す．規模は様々である
が，すべての SSE で房総半島南東沖合にすべり域が求
まっている．2018 年の SSE の規模が最大であったこと
がわかる 5)．

図１　過去６回の房総半島沖合のSSE時の遷移変動．

図２　�過去６回のSSEのトータルの滑り分布．青丸は，プレー
ト境界の地震の震央（気象庁一元化震源より）

図３　2018年の房総半島非定常地殻変動の時系列グラフ．

４．その他の地域のスロー地震

（１）　国土地理院による観測
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of the recurrence interval of Boso slow slip events 
in Japan. Earth Planets Space, 71(1), 78. doi:10.1186/
s40623-019-1058-y.

図４　2018年の房総半島非定常変動のベクトル図．
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１．はじめに
南海トラフに沿って発生するさまざまスロー地震や防

災科学技術研究所（以下，防災科研という）におけるモ
ニタリングについては，既に第２部第３章３．（3）で紹介し
た．それらに加えて本節では，他の地域も含めた全国的
なモニタニングについて紹介する．定常的に資料提供を
行っている全国的なモニタリングとしては，高感度地震観
測網 Hi-net に併設の高感度加速度計によるマルチアレイ
解析が挙げられる 1）．この解析は，周期 20 秒から 50 秒
において効率よく表面波を励起するような浅部超低周波
地震の検出に適している．これによって，十勝沖や日向灘
では，紀伊半島沖や四国沖と比べて比較的高い頻度で浅
部超低周波地震活動が起きていることが報告されてきた．

一方で，より規模が小さなイベントや表面波の励起
が弱い深部超低周波地震の検出などはこの解析方法で
は困難である．このような活動の検出については，目視
でのイベント検出とそれをテンプレートイベントとした
Matched fi lter 解析が有効な場合がある．東北地方太平
洋沖の超低周波地震 2）はこのような解析によって検出さ
れた活動の一つである．また，比較的少ない観測点数の
広帯域地震観測網（F-net）の記録での解析も可能であ
ることから，Matched fi lter 解析は日向灘以南における
超低周波地震のモニタリングにも有効である 3）．

以上のように高感度加速度計や広帯域速度計によって
検出されうる超低周波地震のみならず，防災科研ではス
ロースリップイベントのモニタリングも行っている4） 5） 6）．
南海トラフ沿いを除く他の地域では，房総半島沖におい
て群発地震活動を伴うスロースリップイベントが繰り返
し発生しており，最近 10 年間では 3 回のイベントを検
出された．以下では，これらについて紹介する．

２．�マルチアレイ解析による浅部超低周波地震のモニタ
リング

防災科研では，Hi-net に併設された高感度加速度計
の記録をフィルター処理（通過帯域 0.02-0.05Hz）した
後にアレイ解析することによって，主として超低周波地
震の検出とその震央推定を行い，その結果を 2008 年よ
り資料提供してきた．より具体的には，半径 50km 程度
の地震計アレイを全国の 110 箇所に構成し，それぞれの
アレイについてセンブランス解析を行うことによってコ
ヒーレントな波群を検出するとともに，局所的な平面波
入射を仮定して波群到来方向を推定する．その後に，同
時間帯における各アレイでの波群到来方向を説明するよ
うな震央位置を推定する．この段階では，遠地や近地で
発生する通常の地震や気象，海象現象に伴う震動源も含

まれるため，これらを取り除いて残ったイベントを検出
イベントと定義している 1）．このようにして認定された
検出イベントはその多くが超低周波地震であるが，取り
除くことができなかった誤認イベントも含まれる．特に，
房総半島沖の三重会合点付近や南海トラフ・南西諸島海
溝会合部などが遠地や近地の地震の地震波を散乱する
二次波源として振る舞い，それらが誤認イベントとして
検出されることもある．このような誤認の克服も将来的
な課題ではあるが頻度は比較的低く，継続期間が数日間
を超えるような超低周波地震活動の検出には大きな問題
はない．

防災科研では，上記の様な解析を 2003 年 6 月の記録
に遡って行うとともに，最新の記録については準リアル
タイムでの解析を行ってきた（図 1，図 2）．その結果，
既に 3．3 において報告の四国沖や紀伊半島沖以上に，
十勝沖や日向灘では高い頻度で超低周波地震の活動が
発生していることが明らかになっている（図 2）．このう
ち十勝沖では平成 15 年（2003 年）十勝沖地震の発生後
に超低周波地震活動が活発化し，その後は経過時間とと
もに順調に頻度が減じた 1）．そして，2017 年以降は概ね
年に 1 度程度となっている（図 2）．

日向灘においても年に 1 度以上の頻度で活動が検出さ
れてきた．このうち，2003 年，2010 年，および 2015 年

�（２）　防災科学技術研究所による観測

図1　�アレイ解析によるイベントの分布．検出イベントを赤色
の点，防災科研�Hi-net�による震源リストとの照合によっ
て通常の地震として除去されたイベントを灰色の点でそ
れぞれ示す．期間内に発生したM7以上の地震の震央を
黄色星印で併せて示す（ただし，2011年 3月11日以降
の東日本は東北地方太平洋沖地震の本震のみ図示）．
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の活動においては，足摺岬の南方沖に達するような広域
に亘る活動が捉えられた．少なくとも 2003 年と 2010 年
は豊後水道における長期的スロースリップとの対応 7）が
指摘されており，海陸プレート間におけるより広域的な
すべりの理解のためにも継続的なモニタリングが重要と
いえる．一方で，日向灘はこのアレイ解析における観測
網の縁辺部に位置しており，観測点カバリッジが良くな
い．このために精度良い位置推定や南西諸島海溝へと
続く活動のモニタリングは困難であり，少ない観測点数
の F-net 記録などからも超低周波地震活動のマイグレー
ションが捉えられている Matched fi lter 解析 3）のルーチ
ン化も期待される．

３．東北地方太平洋沖のスロー地震
東北地方太平洋沖における超低周波地震活動は，

Matsuzawa et al. （2015）2）により初めて報告された（図
3）．これらのイベントは，波形が比較的明瞭な場合でも
Mw3.4 ～ 3.6 と規模が小さく，上述のアレイ解析からは，
十分に検出することは難しい．このため防災科研では， 
F-net のデータを利用した，Matched fi lter 解析によって
検出・位置決定を行っている．

図 3 に示すように，超低周波地震は日本海溝沿いに大
きく分けて 3 つの領域でクラスター状に分布している．
2011 年東北地方太平洋沖地震発生後は，同地震のすべ
り域の南北端に位置する日本海溝南部と北部側で活動が
活発化した一方，中部の領域では活動が検出されていな
い．こうした活発化は，地震すべりにおける応力の再分
配により，周囲のゆっくりすべりが誘発されたことによ
る可能性が考えられる．

一方，最近の進展として，2016 年 8 月から順次運用
を開始した日本海溝海底地震津波観測網（S-net）の地
震計記録からは，十勝沖から房総沖にかけての広い領
域で低周波微動が発生していることが明らかとなった

（Tanaka et al., 20198）; Nishikawa et al., 20199））．低周波
微動は超低周波地震と同期して発生しており，これらス

ロー地震と大地震のすべり域が相補的に分布しているこ
とが明らかとなった．このようなモニタリングのルーチ
ン化も将来的な課題の一つと言える．

４．房総半島沖のスロー地震
関東地方ではフィリピン海プレートが沈み込み，この

プレートと陸側プレートの境界では，1923 年関東地震
やスロー地震などの現象が発生する．房総半島沖では，
Hi-net に併設された高感度加速度計（傾斜計）により，
スロー地震による地殻変動が 2002，2007，2011，2014，
2018 年に捉えられている．房総半島沖スロー地震は，
それ自体では地震波を放出しないが，最大 M4 － 5 程度
の地震を含む群発地震活動を伴うという特徴がある．ま
た，Hi-net 以前の関東東海地震観測網による観測によっ
て，1983，1990，1996 年にも類似した活動がとらえられ
てきた．すなわち，過去 40 年間に 2 － 7 年間隔で繰り
返してきたことが明らかとなっている（図 4）．

房総半島沖スロー地震の活動域は 1923 年関東地震や

図3　�東北地方太平洋沖で発生した超低周波地震のクラス
ター毎の積算個数変化．Matsuzawa�et�al.�（2015）2），
Nishikawa�et�al.�（2019）9）の結果に，2018年 12月ま
での暫定解析結果を加えたものを示す．橙線，青線，
赤線はそれぞれ日本海溝北部（岩手沖），中部（大すべ
り域付近），南部（福島・茨城沖）のクラスターでの活
動に対応する．図内の地図には，超低周波地震の震央
を星印で示し，Suzuki�et�al.�（2011）10）による2011年
東北地方太平洋沖地震のすべり量分布を色で示す．

図2　�アレイ解析によるイベントの時空間分布．シンボルは
図1に同じ．

図4　�房総半島沖の地震の発生時系列．房総半島沖スロー地
震を矢印で，スロー地震に伴う地震を色付きシンボル
で示す．



 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第３章　この 10 年のスロー地震 163

その最大余震等の巨大地震震源域に近接しており，その
活動を把握することは，応力蓄積状況を理解するうえで
重要である．このため，防災科研では予知連等への資料
提供を行うとともに，関係機関と連携して，房総半島沖
スロー地震に関する情報を発信してきた 4）5）6）．

2018 年に発生した房総半島沖スロー地震においては，
6 月 3 日頃より傾斜変動がはじまり，傾斜変化は約 1.0
μ rad に達した（図 5）．このような傾斜変化データを説

明する断層モデルの推定が可能である．その結果（図 6）
によると，過去 10 年間のいずれのスロー地震について
も房総半島沖のほぼ同じ場所ですべりを繰り返している
ものとみられる 4） 5） 6）．

また，房総半島沖スロー地震の再来間隔に着目すると，
2011 年のイベントまでは約 4 年 2 ヶ月，2014 年のイベ
ントまでは約 2 年 3 ヶ月，2018 年のイベントまでは約 4
年 5 ヶ月であった．2011 年のイベントまでの再来間隔
はそれ以前の標準的な再来間隔とくらべて短く，これは
直前に発生した東北地方太平洋沖地震およびその余効
すべりによる応力増加の影響が考えられる 12）．2014 年
のイベントまでの再来期間はさらに短かったが，このイ
ベントの規模は小さく，そのために発生が早まった可能
性がある．2018 年は，2014 年より再来間隔が長く，規
模もふくめて東北地方太平洋沖地震以前に近い．これら
のことは，東北地方太平洋沖地震から時間が経過するこ
とで，房総半島沖スロー地震の活動が，東北地方太平洋
沖地震以前の状態に戻りつつあることを示している可能
性がある．今後の推移を明らかにするため，引き続き観
測を継続する必要がある．

（浅野　陽一・松澤　孝紀・木村　尚紀）
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スロー地震が 2000 年前後に発見された直後の 10 年
は主として陸域観測網によって，その次の 10 年は主と
して海域観測網によって新たな知見が得られてきた．特
に，トラフ軸付近の浅部でも固着域より深部側と同様の
スロー地震現象が発見されたことは，温度や圧力条件が
大きく異なる環境でも同様の遷移的現象を引き起こすす
べり・摩擦特性を提供し得ることを示すものであり，今
後解明すべき大きな課題の一つである．

また，最近 10 年の成果として，スロー地震活動の系
統性や多様性がそれぞれ明確になってきたことが挙げ
られよう．例えば，深部の長期的 SSE については当初，
東海と豊後水道のみで検出されていたが，最近 10 年間
でそれ以外の領域でも検出されるようになり，ETS と
固着域のギャップを埋めるものとして認識されるように
なってきた．つまり，少なくとも南海トラフではプレー
トの沈み込み方向に沿って，浅部スロー地震，固着域，
長期的 SSE，深部 ETS と現象が系統的に棲み分ける描
像が明確になった．さらに，長期的 SSE も複数のセグ
メントに分かれ，セグメント間での連動も明らかとなり，
時空間的スケールは異なるものの ETS と同様の特徴を
有することがわかってきた．長期的 SSE と ETS という
時定数の異なる現象を分ける一つの要因としては，プ
レート境界におけるレオロジーの違いが挙げられる．つ
まり，ETS 域と固着域が摩擦的挙動を示すのに対して，
長期的 SSE 域では粘性的性質が含まれると考えられ 1），
それぞれマントルウェッジと島弧下部地殻という上盤側
の構造の違い 2）が影響しているのかもしれない．

これまでの結果に基づくと，南海トラフ沈み込み帯で
は異なるタイプのスロー地震がプレート境界面の深さに
応じて系統的に棲み分けており，同様の深さでは同一現
象が複数のセグメントを形成するという不均質性を示す
のに対して，最近日本海溝付近で発見された浅部スロー
地震は同一の深さでプレート走向方向に固着域と棲み分
けており，不均質の程度がさらに強くなっているように
見える 3）．これと同様の走向方向の不均質については，
南海トラフの浅部スロー地震についても見られる 4）．

また，スロー地震間の相互作用もより明確になってき
た．特に興味深いのは，深部と浅部のスロー地震間にみ
られる相互作用である．2003 年と 2010 年に発生した豊
後水道の長期的 SSE 活動期間中に深部側の微動が活発
化したことはすでに述べたとおりだが，同時に足摺岬沖
での浅部 VLF も活発化していた 5）．このことは，長期
的 SSE のすべり域が南海トラフ近傍の浅部 VLF 震源域
まで延びていたとして解釈され，これらのプレート沈み

込み方向に並んだスロー地震が 1946 年の南海地震の破
壊を遮ったものとも考えられる．さらに，小繰り返し地
震によって明らかにされたプレート間準静的すべりとス
ロー地震活動の時空間変化から，南海トラフ全域におけ
る大規模な移動現象が明らかにされた 6）．これらは，広
範囲にわたる現象間相互作用とみなすことができ，ス
ロー地震活動域に隣接する巨大地震震源域に対しても同
様の影響を及ぼしていることは十分に考えられる 7）．実
際に，東北沖地震や 2014 年のチリ・イキケ地震の際に
も巨大地震の発生に先立ってスロー地震の移動が検出さ
れており 8）, 9），そのような観点でスロー地震を継続的に
モニタリングすることは非常に重要であろう．
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１．はじめに
平成 21 年（2009 年）駿河湾の地震は 2009 年 8 月 11

日 5 時 7 分に静岡県御前崎の北東 35km 沖の駿河湾の深
さ 23km を震源として発生した．気象庁マグニチュード
は 6.5，モーメントマグニチュードは 6.3 と推定され，静
岡県内で最大震度 6 弱を観測した（図 1）．静岡県内で
震度 6 弱以上を観測したのは，1944 年昭和東南海地震
以来の 65 年ぶりである．この地震による被害は 1 都 4
県と比較的広範囲にわたって発生し，死者 1 名，負傷者
319 名，住宅 6 棟が半壊，8672 棟が一部破損した．さら
に，地すべりによって東名高速道路の路肩が崩落，静岡
県所有の駿河湾深層水施設が被災し，深層水の供給が
一部停止するなどの被害が報告されている 1）．また，初
めて「東海地震観測情報」が出された地震でもある．

２．地震発生の背景
西南日本では，フィリピン海プレートがユーラシアプ

レートの下に沈み込み，100 年から 200 年の間隔で巨大
地震が発生する．マグニチュード 8 クラスの地震が発生
する南海トラフは，南海，東南海および，東海の 3 つの
セグメントに区分されており，1944 年と 1946 年には，2

つの巨大地震が東南海と南海のセグメントを破壊した．
ただし，その時点では遠州灘から駿河湾にある東海セグ
メントは破壊されていない．このことから，駿河湾から
静岡県の内陸部を想定震源域とする東海地震の発生が
危惧されている．

一方，駿河湾周辺域は伊豆・小笠原島弧の北端部に
あたる伊豆半島の西側であることから伊豆・小笠原島弧
と本州弧の衝突ならびに，駿河トラフでのフィリピン海
プレートの沈み込みという 2 つのテクトニクスによって
特徴づけられる．この影響により，駿河湾周辺では伊豆
半島の南端の石廊崎付近から北西に伸びる駿豆構造線
沿いおよび，その南部での地震活動が比較的活発であり，
地震活動の P 軸は北東―南西方向を向いているのに対
して，T 軸は安定しておらず，逆断層や横ずれ断層が混
在している．これは，伊豆・小笠原島弧と本州弧との衝
突作用によりフィリピン海プレートの北西進が妨げられ
ており，その衝突領域を中心とした放射状の圧縮応力が
生じることで説明される．このモデルに基づくと，フィ
リピン海プレートの沈み込みに対して上盤側の抵抗力が
小さくなると横ずれ型，抵抗力が大きくなると，逆断層
型の地震が発生すると指摘されている（Ukawa，1991）．

駿河湾の地震が発生した領域での地震活動は，時々マ
グニチュード 2 から 3 の地震が発生する程度であり，周
辺の地震活動と比較すると，比較的低調な領域であった．
伊豆半島周辺から銭洲海嶺及び，三宅島付近を含む伊
豆諸島域では，地震活動が約 8 年の間隔で周期的に繰り
返し発生しており，それぞれの活動期間は 1 年以下であ
る．活動期にはマグニチュード 6 クラスの地震が広域に
わたり発生し，1930 年代から 8 回の活動期が繰り返し
発生しているとしている（溝上，2000）．今回の駿河湾
の地震が 9 回目の活動期であると考えられる．

３．想定東海地震との関係
駿河湾の地震は，東海地震の想定震源域内で発生し

たため，8 月 11 日 7 時 15 分に「東海地震観測情報（東
海地震に」の第 1 号が出され，同日 11 時 20 分の第 3 号
により「想定される東海地震に結びつくものではない」
と発表された．これは，平成 16 年（2004 年）に東海地
震に関する初期段階の情報における名称が「（東海地震）
解説情報」から「（東海地震）観測情報」に変更し，そ
の位置付けなどが変更されて以降初めての発表である．

第 4章　この 10年の主な地震（2009 年～ 2018 年）

１．駿河湾の地震（2009 年 8月 11日�，M6.5）

伊藤　武男（名古屋大学大学院環境学研究科附属地震火山研究センター）

図1　�本震発生時の各震度観測点における震度分布と推計震
度分布．＋は震央位置（気象庁資料 2））．
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また，1979 年に気象庁に「地震防災対策強化地域判定会」
が設置されて以降，初となる臨時の委員打合せ会が招集
されている．臨時の委員打合せ会では，駿河湾の地震は
震源の深さ，発震機構解および，余震分布から沈み込む
フィリピン海プレート内で発生したスラブ内地震である
ことと，地震後にゆっくりとした地殻変動変化が継続し
ていたが，想定される東海地震の前兆滑りによる変化で
はないと判断したことから，駿河湾の地震およびそれに
伴う地殻変動は想定される東海地震に結びつくものでは
ないと発表した．なお，平成 29 年 11 月 1 日から「南海
トラフ地震に関連する情報」の運用が開始されたため，
現在は東海地震のみに着目した「東海地震に関連する情
報」の発表は実施されていない．

４．本震および余震活動
4.1　発震機構，余震活動域および，過去の地震活動

気象庁一元化震源による本震の震源位置は，北緯 34
度 47.1 分，東経 138 度 29.9 分，深さ 23km である．こ
の付近での M6.0 以上の地震は，1974 年の伊豆半島沖地
震（M6.9）が最後であり，今回の地震は過去 35 年間で
最大規模の地震である．本震および余震の震央分布を図
2 に示す．余震域の北西側と南東側とでそれぞれ異なる
面に沿って震源が分布しており，いずれの面も発震機構
解と調和的であり，北東部よりも北西部で余震活動は活
発になっている．また，P 波初動分布により本震のメカ
ニズム解と CMT 解を図 3 に示す．いずれの解も北北東
―南南西方向の圧縮軸で横ずれ成分を持つ逆断層型で
あり，衝突領域を中心とした放射状の圧縮応力方向と整
合的である．

今回の地震の余震活動は，本震発生から数時間の間は

非常に活発であった．その後，地震活動は次第に減衰し
たが，本震の約 7km 北西の本震直後の活動がやや低調
であった箇所で 8 月 13 日 18 時 11 分に M4.5 の最大余
震が発生した（図 2）．また，震源域周辺部の藤枝市付
近では，8 月 12 日に M2.5 の地震が発生し数日間地震活
動が活発になった．この地震は西北西―東南東方向の圧
縮軸をもつ低角逆断層型の発震機構であり，駿河湾の地
震の前には地震活動がなかったことから，駿河湾の地震
に誘発された地震活動であると考えられる 5）．

図 4 は 8 月 11 日から 18 日までに発生した余震活動の
震源について，ダブル・ディファレンス法 6）により再決
定した震源分布を示している．これらの結果から，余震
域の北西側と南東側の領域に別れて震源が分布してお
り，それらの断面図から余震域は 1 面の平板のような単

図2　�1997年10月1日〜2009年11月25日の震央分布（深
さ60km 以浅，M≧ 1.0）．2009 年 8月 11日以降の
地震を濃く表示（気象庁資料 5））．

図3　�左図：P波初動分布による本震のメカニズム解．
右図：CMT解（気象庁資料）．

図4　�ダブル・ディファレンス法による本震および余震分布
（気象庁資料 5））．



 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第４章　この 10 年の主な地震（2009 年～ 2018 年） 169

純なものではなく，余震域北西側は N34°W の走向と傾
斜 34°，南東側は N76°W の走向と傾斜 41° を持つ 2 つ
の平面に沿って余震が発生している事がわかる．このよ
うに，2 つの領域において，傾斜方向が大きく異なって
いる 5）．

駿河地震の震源域周辺で発生した最大規模の地震は
1935 年 7 月 11 日の静岡地震（M6.4）と 1965 年 4 月 20
日の静岡県中部の地震（M6.1）である．これらの地震と
2009 年駿河湾の地震は類似性が高く，観測波形も相似
性が比較的高い．沈み込むフィリピン海プレートの内部
に発生した地震であり，これらの地震は同じ応力場を反
映した地震であると考えられる 5）．

4.2　震源断層モデルおよび，震源破壊過程
地震時の地殻変動は，震源の西側にあたる焼津市付

近で西向きに約 1cm の変動が観測され，北側の清水市
付近では南西方向に数 mm，東側の伊豆半島西部では東
向きに数 mm の水平変動を観測した（図 5）．また，名
古屋大学ら 8）が駿河湾内に設置された海底ベンチマー
クの再測量を実施し，少なくとも南西方向に 2cm 程度
の有意な水平変位が認められた．一方，地震の前後に
は明瞭なプレスリップや余効変動は観測されていない．
GEONET で観測された地震時の地殻変動に基づき，一
様すべりの矩形断層を仮定した逆解析により 2 枚の震
源断層モデルの断層パラメターを推定している（図 5）．
断層面 I は東西走向の南に傾き下がる断層面で左横ずれ
成分を伴った逆断層的なすべり （すべり量約 39cm），断
層面 II は北西 - 南東走向の北東に傾き下がる右横ずれ成

分を伴った逆断層的にすべり （すべり量約 62cm）と推
定された．なお，断層面は本震震源及び余震分布の中央
付近を通過している．

震源破壊過程の解析はいくつかのグループにより実
施されている．防災科研のグループの解析結果を例とし
て示す 9）．震源域近傍の K-NET，KiK-net の強震波形記
録を用いて解析した結果，破壊は主として破壊開始点
から西方に伝搬し，2 つの断層セグメントの接合点付近
にすべりの大きい領域が広がっている．最大すべり量は
0.79m であり，破壊開始点の西へ 6km のセグメント II
上の領域に推定されている（図 6）．なお，この地震の
発生の約 690 秒前にアンダマン諸島で M7.6 の地震が発
生していたため，その表面波の影響により遠地実体波解
析は難しい（山中 2009）．

4.3　駿河湾の地震の前後の地震活動の変化
本震の発震機構は，P 波初動解・CMT 解共に，北北

東―南南西方向の圧縮軸をもち，横ずれ成分を含む逆断
層型のメカニズム解であった（図 3）．余震のメカニズ
ム解は逆断層から横ずれ断層型の間に分布しており（図
7），本震前の応力場は主に横ずれ断層型が卓越していた
が , 地震後には異なる応力場に変化したと指摘されてい
る（今西他，2009）．

バックグラウンドの地震活動は stress rate に比例する
と考えられることから，微小地震活動の発生率変化から，
想定東海地震の固着域周辺での stress rate の変化を捉え
る事ができる（Dieterich （1994））．図 7 は長期的スロー
スリップが進行していた期間（1999 年 8 月から 2005 年
4 月）の相対的地殻活動変化（stress rate の変化に対応）
を示している．比較対象となる地震活動はフィリピン海

図6　�（a）断層面上のすべり分布．矢印の方向は上盤側のす
べりの接合点を示す．（b）地図上に投影したすべり分布．
☆印は破壊開始点．黒丸は2つのセグメントの接合点
（防災科学技術研究所資料 9））．

図5　�駿河湾の地震による地殻変動と震源断層モデル．水平
変動ベクトル観測値を黒塗り，計算値を白抜きの矢印
で表現（国土地理院資料 7））．
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スラブ内の M1.5 以上のデクラスタリングした微小地震
（1986 年 6 月から 1996 年 5 月）である．赤（青）は，スロー
スリップ期間で活性化（静穏化）していた部分，オレン
ジの枠は Matsumura （1997）によって推定された固着域
を示している．地震活動が活性化した場所 A,B,C は松村
ら（2008）によってアスペリティとして指摘された場所
である．本地震の震央（星印）は推定固着域の枠外にあ
るが，地震活動の活性化域のひとつとして，スロースリッ
プ期間中に応力集中していた場所のひとつと考えられて
いる 15）．

５．津波と海底地すべり
駿河湾の地震に伴い津波が発生し，焼津で最大 62cm

（引き波），御前崎では最大 36cm の津波を観測した．こ
の津波に伴い，静岡県と伊豆諸島に津波注意報が発表さ
れた．これらの津波は駿河湾の地震に起因する地殻変動
のみでは説明が困難であることが指摘された 16）（図 9）．
一方，駿河湾の地震の震源域における高精細な海底地
形を取得し調査した結果，焼津市の沖合約 5km の海底
において，幅約 450m，比高約 10 ～ 15m の馬蹄形の滑
落崖と，緩やかな海底谷に沿った泥流の跡が発見された．
断層運動による地殻変動と海底地すべりによる質量の
移動が同時に発生したと仮定した津波の数値シミュレー
ションでは，断層運動のみに基づくシミュレーションよ
りも，津波観測記録が説明できると報告されている 17）．

６．想定東海震源域への影響
防災科学研究所の研究グループ 18，19）は駿河湾の地震

が東海地震の震源域に与える影響についてクーロン応力
変化（Δ CFS）を用いて評価を実施している．Δ CFS
の対象となる断層運動は，東海地震の想定震源域におけ
るプレートの相対運動方向と逆向きの断層運動である．

図 10 は近地強震記録を用いて推定した 2009 年駿河湾の
地震すべり分布を用いて，想定東海地震の震源断層とな
るプレート境界面でのΔ CFS を示している．本震の震
源域から西側にΔ CFS が正となる領域が広がるパター
ンを示している．なお，断層面直上のプレート境界では
Δ CFS は負である．Δ CFS の推定値は，駿河湾の地震
の震源の北西の内陸地域で主に正であり，断層の先端か
ら最大 8 km までで 0.1 MPa を超え，約 15 km で徐々に
0.03 MPa に減少した 19）．

これらの解析から得られたΔ CFS が増加した領域で
は，地震後数ヶ月間の地震活動が地震前の数倍から 10
倍程度地震活動が活発になることが予測される．実際に
駿河湾の地震後に発生した地震のほとんどはΔ CFS が
正の領域で発生しており，さらにそれらの地震（M ～ 2.0）
の発震機構は，逆断層型を示していることからプレート
界面での地震の誘発を示唆する結果となっている．想定

図7　�本震および余震の三角ダイアグラム（本震を星印）（気
象庁資料 5））．

図8　�長期スロースリップが進行していた期間（1999 年 8
月〜 2005年 4月）での相対的地震活動変化（青：静
穏化，赤：活性化）．（防災科学技術研究所資料 15））．

�図 9　�津波観測波形とシミュレーション波形の比較（気象庁
資料 16））．
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東海地震の震源域内のアスペリティ領域のほとんどはΔ
CFS が正の領域内にあることから，その破壊をトリガー
にして東海地震につながる可能性は否定できないと指摘
されている 19）．

参考文献
 1） 気象庁，2009，災害時地震・津波速報 平成 21 年 8

月 11 日の駿河湾の地震，東京管区気象台 災害時自
然現象報告書，2009 年第 1 号．

 2） 気象庁，2009，特集．平成 21 年 8 月 11 日の駿河湾
の地震，平成 21 年 8 月 地震・火山月報（防災編），
ISSN 1343-4977．

 3） Ukawa, M., 1991, Coll ision and fan-shaped 
compressional stress pattern in the Izu Block at 
the northern edge of the Philippine Sea Plate, J. 
Geophys. Res., 96, 713-728. 

 4） 溝上恵，2000，伊豆諸島地域における M6 クラスの
地震活動とその特性について，月刊 地球，22，11，
737 － 746.

 5） 気象庁，2010，2009 年 8 月 11 日 駿河湾の地震（M6.5）
について，地震予知連会報，83，211-230.

 6） Waldhauser, F. and W. L. Ellsworth, 2000, A double-
difference earthquake location algorithm: Method 
and application to the Northern Hayward fault, Bull. 
Seismol. Soc. Am., 90, 1352–1368.

 7） 国土地理院，2010，東海地方の地殻変動，地震予
知連会報，83，273-349.

 8） 名古屋大学，2010，2009 年 8 月 11 日に発生した
駿河湾の地震による海底地殻変動観測，地震予知

連会報，83，383-385.
 9） 防災科学研究所，2010，2009 年 8 月 11 日駿河湾

の地震：近地強震記録による震源過程，地震予知
連会報，83，259-262.

 10） 山中佳子，2009，8 月 11 日駿河湾の地震（M6.5），
NGY 地震学ノート，20，http://www.seis.nagoya-u.
ac.jp/sanchu/Seismo_Note/2009/NGY20.html.（2019
年 12 月 9 日確認）

 11） 今西和俊・武田真人・松下ケイレン，2009，2009
年駿河湾の地震の余震分布と震源域の応力場，活
断層・地質研究センターニュース，6，3-7．

 12） Dietrich, J., 1994, A constitutive law for rate of 
earthquake production and its application to 
earthquake clustering, Journal of geophysical research, 
99, B2, 2601-2618.

 13） Matsumura, S., 1997, Focal zone of a future Tokai 
earthquake inferred from the seismicity pattern around 
the plate interface, Tectonophysics, 273, 271-291.

 14） 松村正三・里村幹夫・内海さや香，2008，東海地
震のアスペリティの推定（東海地域の地震活動変化
と地殻変動：その 5），地震 2，60，267-277．

 15） 防災科学研究所，2010，東海地域推定固着域にお
ける長期地震活動変化，地震予知連会報，83，208-
210.

 16） 気象庁，2009，平成 21 年 8 月 11 日の駿河湾の地震
で発表した津波注意報について，

  https://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/tsunamihyoka/
20090811suruga-wan/index.html（2019 年 12 月 9 日
確認）.

 17） Baba, T. ,  H. Matsumoto, K. Kashiwase, T. 
Hyakudome, Y. Kaneda, and M. Sano, 2012,  “Micro-
bathymetric Evidence for the Effect of Submarine 
Mass Movement on Tsunami Generation During the 
2009 Suruga Bay Earthquake, Japan” , Submarine 
mass movements and their consequences, Advances 
in Natural and Technological Hazards Research, 31, 
485-495.

 18） 防災科学研究所，2010，2009 年 8 月 11 日駿河湾
の地震：ΔCFF による東海地震に与える影響評価，
地震予知連会報，83，265-267.

 19） Aoi, S., Enescu, B., Suzuki, W., Asano, Y., Obara, K., 
Kunugi, T. and K. Shiomi, 2010, Stress transfer in 
the Tokai subduction zone from the 2009 Suruga Bay 
earthquake in Japan, Nature Geoscience, 3, 496-500, 
doi:10.1038/ngeo885.

図10　�断層モデルを用いて，2009年駿河湾の地震による東
海地震の想定震源域に対するΔCFSの分布（防災科
学技術研究所資料 18））．



172 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 2 部　この 10 年の主な地震及び地殻活動

１．はじめに
2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0；以下「東北沖

地震」と呼ぶ）は日本の観測史上で最大の地震であり，
全半壊家屋が約 40 万戸，死者・行方不明者が 1 万 8 千
人を超えるという大震災をもたらした．震災から 8 年が
経過した 2019 年 3 月の時点でも，いまだ 2 千 5 百名以
上の方々が行方不明のままとなっている．このような大
災害をもたらした地震について，我々はその予知はおろ
か，発生ポテンシャルすら正しく評価できなかった．そ
の反省のもと，この地震とその主な余震について，以下
に概要を述べる．紙幅の関係で，ここでは主として日本
で行われた研究を取り上げているが，東北沖地震につい
ては，すでに優れたレビュー 1） 2） 3） 4） 5） 6） が存在しており，
特に Lay（2018）7） は包括的なレビューとなっているので，
詳しくはそちらを参照されたい．なお，以下で示すマグ
ニチュード（M）は，Mw 以外は気象庁マグニチュード
を表している．

２．東北沖地震前の状況
東北地方太平洋沖は日本で最も地震活動が活発な領

域であるが，南海トラフでこれまで発生してきたような
M8.5 を超えるような地震は知られていなかった．一方，
東北地方内陸の活断層から期待される歪速度よりも測
地学的に推定される歪速度は 1 桁大きく，また太平洋沿
岸は少なくとも 100 年間は沈降が続いていたが地形学的
にはいつかは隆起しなければならず，このような矛盾は
100 年以上の再来間隔を持つ巨大地震で解消される可能
性が指摘されていた 8） 9）．

一方，「日本三代実録」に記載されている「貞観地震」
の実態が，津波堆積物の解析から次第に明らかになり，
貞観地震の規模が M8.4 であれば，見つかっている津波
堆積物の分布を説明できることがわかった 10）．実際には
M8.4 を越えても津波堆積物の分布は説明可能であった
が，そのような巨大な地震の可能性を真剣に考えた研究
者はおそらく誰も居なかったと思われる．

1990 年代半ばから展開された GNSS 観測データから
プレート境界の固着状況が調べられ 11） 12） 13），宮城県沖
から福島県沖にかけての広い範囲で固着していることが
示された．代表例として図 1 に Suwa et al.（2006）11）の
解析結果を示す．しかし，これらの研究では海溝付近で
は固着はしていないという仮定のもとに解析されていた
ため，固着の中心は陸に近い側に求められていた．実際
には宮城県沖の海溝付近が強く固着していると仮定して

２．平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震（2011年 3月 11日，M9.0）

松澤　暢（東北大学大学院理学研究科地震・噴火予知研究観測センター）

図1　�1997 年から 2001年にかけてのすべり欠損レートの
分布 11）．単位は cm/年．

図 2� �遠地地震波形から推定した東北沖地震の滑り量分布と震
源時間関数 28）．強震動（P1-P3）が生成したと推定さ
れる時期と場所およびその場所の滑り速度関数も示す．
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も，GNSS データの残差は変わらない 14） 15） 16）．
このような幅広い固着は 2000 年代後半から緩んでい

たように見えることが GNSS 17） 18） や小繰り返し地震 19）

のデータから指摘されている．しかし，GNSS で固着が
強いように見えた 1990 年代の福島県沖は地震活動が異
常に静穏化しており，それが 1980 年代以前の地震活動
の活発な状況に戻ったのが，2000 年代後半であった 20）．
つまり，2000 年代後半の「固着の剥がれ」は異常ではなく，
むしろ 1990 年代から 2000 年代前半にかけての「固着の
強化」と「地震活動の静穏化」のほうが異常であった可
能性があることに注意する必要がある．

３．東北沖地震の発生過程
3.1　東北沖地震発生直前の状況

2011 年 2 月に M5 クラスの地震を含む群発地震活動
が宮城県沖の海溝近くで生じた．この群発地震は，この
付近で生じたスロースリップイベントによるものである
ことが，海底観測データ等の解析により明らかになって
いる 21）．このスロースリップイベントはやがて 3 月 9 日
の最大前震（M7.3）22）をトリガし，この最大前震の余効
滑りが南に進展し，東北沖地震をトリガしたと考えられ
る 23） 24）．

3.2　東北沖地震の滑り分布
3 月 11 日 14 時 46 分に東北沖地震（M9.0）が発生した．

宮城県沖では東北沖地震の前から海底地殻変動観測点
が設置されていたことにより，M9 の地震に伴う海底の
変位が世界で初めて明らかになり 25），最も海溝に近い観
測点が東南東に 31m，上方向に 3.9m も動いたことが明
らかになった 26）．陸上の地震観測や測地観測のデータ，
津波観測データだけでは，プレート境界だけが動いたの
か，それとも分岐断層も動いたのかを判別することは困
難である．東北沖地震では巨大な津波が生じたことから，
当初は分岐断層が大きく動いたと考える研究者が多かっ
たが，この海底地殻変動観測データが得られたことによ
り，プレート境界が大きく滑った可能性が高くなった．
さらに，東北沖地震前と後の海底地形と構造の調査結果
を比較した結果，今回の地震では分岐断層に目立ったす
べりは無く，海溝軸付近の堆積物だけは非弾性変形して
いるものの，プレート境界で海溝軸近傍まで大きな地震
性すべりを生じていたことが確実となった 27）．

この地震の滑り量分布について，地震観測データのみ
ならず測地データや津波観測データを用いた様々な解析
がなされている．ここでは，遠地地震観測データを用い
た解析の代表例として Yagi and Fukahata（2011）28）の結
果を図 2 に，海陸の測地データを用いた解析の代表例
として Iinuma et al.（2012）29）の結果を図 3 に，および

図3　�海陸の測地観測データから推定された東北沖地震のす
べり分布 29）．

図 4　�津波観測データを用いて，破壊伝播も考慮して推定さ
れた東北沖地震のすべり分布 30）．
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津波波形データを用いた解析の代表例として Satake et 
al.（2013）30）の結果を図 4 に示す．

地震波形から推定されるのはあくまでもモーメント解
放量分布であり，それを滑り量分布に換算する際には剛
性率を仮定しなければならない．海溝軸近くのプレート
境界付近では剛性率がかなり小さくなっていることを考
慮しないで，地震波形のインバージョンから滑り量分布
を推定すると，海溝付近の滑り量を過小評価することに
注意が必要である 31） 32）．この意味で，海溝付近につい
ては，海底地殻変動観測データや津波観測データのほ
うが高い信頼度で滑り量分布が推定できると考えられる
が，陸に近い深部になると，測地観測データや津波観測
データは相対的に感度が小さくなってしまう．また得ら
れた滑り量分布に対して均質な剛性率を仮定して応力降
下量を推定すると間違った分布が得られてしまうことに
も注意が必要である 32）．

図 2 から図 4 の結果はいずれも，海溝付近で 50m 以
上の非常に大きな滑りがあり，陸に近い側では牡鹿半島
沖と福島県南部沖では大きな滑りがあるという共通の特
徴が見て取れる．一方，津波波形から得られた図 4 の結
果では，岩手県沖の北緯 40 度付近の海溝近くにも大き
な滑りが見られるが，地震波形から得られた図 2 や海陸
の測地観測から得られた図 3 には，そのような特徴は見
られない．

Satake et al.（2013）30）によれば，この岩手県沖の海溝
近くの滑りは，断層が滑り始めてから 3~4 分後にゆっく
りと生じていた．地震波形の振幅はモーメントレートに
比例するので，非常にゆっくりとした滑りでは，地震波
形の振幅は非常に小さくなってしまう．実際図 2 に示さ
れた震源時間関数で示されたように，地震波からは 150
秒（2 分半）くらいで断層の滑りがほとんど終わったよ
うに見える．一方，海底地殻変動観測点は当時，岩手県
沖の海溝付近には存在していなかった．このため，図 4
で見られた岩手県沖の海溝近くのゆっくりとした滑りは
図 2 や図 3 で見えなくても不思議ではない．この場所は
1896 年の明治三陸津波地震の震源域にも相当している
ので，ゆっくりとした滑りはこの場所の特徴となってい
るかもしれないが，もし，プレート境界すべりであれば，
前の地震から 100 年程度経過しただけで大きな滑りが生
じ得たのは何故なのか，あるいは海底地すべりが生じて
津波だけが大きくなったのか，といった疑問は今後解明
すべき重要な課題である．

3.3　東北沖地震の短周期地震波生成域の分布
以上のように大きな滑りが海溝軸近傍で生じた一

方で，強震観測から推定された強震動生成域（Strong-
Motion Generation Area; SMGA）や，遠地地震波形か

ら推定された短周期地震波の生成域 33） 34） 35） は陸に近い
場所に位置していることが明らかになっている．ここで
は代表例として Kurahashi and Irikura（2013）36）による
SMGA の分布を図 5 に示す．

以上見てきたように，海溝近傍で滑り量が大きく，陸
地に近いところで強震動を生成したという東北沖地震の
特徴が，津波災害と地震災害を大きくした要因の一つで
あったと考えられる．

４．東北沖地震の余震活動
気象庁（2019）37）による本震発生から 2019 年 2 月まで

の M5 以上の地震の震央分布と主な地震の CMT 解を図
6 に示す．本震発生の 22 分後の 15 時 8 分に余震域の北
端付近のプレート境界で M7.4 の余震が発生し，その 7
分後の 15 時 15 分に余震域の南端付近のプレート境界で
M7.6 の最大余震が発生した．その 10 分後の 15 時 25 分
に余震域の東端付近の海溝外側で M7.5 の正断層型の余
震が発生した．その後，3 月中は M7 以上の余震は発生
しなかったが，4 月に入ると，4 月 7 日に余震域西端の
スラブ内部で M7.1 の余震が発生し，4 月 11 日に福島県
南東部で M7.0 の正断層型の余震が発生した．

3 月 11 日 15 時 8 分に発生した M7.4 の地震と 15 時
15 分に発生した M7.6 の地震について，Nishimura et 
al.（2011）38）は図 7 に示すように GNSS 観測データから
断層パラメターを求めている．彼らの結果によると 15

図5　�東北沖地震の強震動生成域の分布36）．メッシュと黒丸，
黒星，白星はそれぞれ震動生成域の位置と破壊開始点，
経験的グリーン関数として使った地震の震央，本震の
震央を表す．
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時 8 分の余震は Mw7.2 で 15 時 15 分の余震は Mw7.8 と
なり，また後者は Kubo et al.（2013）39）によれば Mw7.9
となっているので，この二つの地震については気象庁マ
グニチュードの差以上にモーメントマグニチュードの差
が大きいことに注意が必要である．

Nishimura et al.38）による 15 時 8 分の地震の断層の位
置と，Yamanaka and Kikuchi（2004）40）による 1960 年 3
月 21 日の地震（M7.2）や 1989 年 11 月 2 日の地震（M7.1）
の断層の位置はほぼ同じであり，15 時 8 分の地震（M7.4）
は，これらの地震の再来の可能性がある．また Kubo et 
al.39）によれば 15 時 15 分の地震（M7.6）は 1923 年 6 月
2 日の地震（M7.1）の再来の可能性がある．いずれも過
去の地震より規模が大きくなっているが，応力レートが
高い時には速度弱化特性の強い領域だけでなく条件付き
安定領域でも地震性すべりを起こせる 41）ので，応力レー
トが高くないときより大きな地震となってもおかしくな
いと考えられる．

3 月 11 日 15 時 25 分に海溝外側で発生した M7.5 の
正断層型地震とその余震活動については Obana et al. 

（2012）42）が海底観測により詳細に調べている．彼らの求
めた震源分布と発震機構解を図 8 に示す．海溝付近の
海洋プレート内では，ベンディングに伴って浅部で正断
層型，深さ 30-40km 付近で逆断層型の地震が発生して
いることが知られていた 43）が，東北沖地震によってこの
付近の水平方向の張力場が強まり，深さ 40km 付近まで
正断層型地震が発生していることがわかる．

東北沖地震震源域の西側の海洋プレート内部では，上

図6　�2011年 3月 11日 14時 46分から 2019 年 2月 28日
までのM5以上の地震の震央分布 37）．M7以上と2018
年 7月 31日のM5.8 の地震についてCMT 解を示す．
本震発生から7年後以降の地震を濃く表示している．

図7　�GNSS観測データによって推定した東北沖地震（M9.0）
と 3月 9日の最大前震（M7.3）および 3月11日 15
時 8分（M7.4）と15時 15分（M7.6）に発生した余
震の断層モデル 38）．

図 8　�2011 年 3 月 11日 15 時 25 分に発生した M7.5 の
余震の断層モデルと余震分布 42）�．白菱形は 2005 年
Mw7.0 の地震の余震分布．
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記とは逆に逆断層型の応力場が強まることが期待され，
実際にそのような位置で 4 月 7 日に M7.1 の地震が発生
した．Nakajima et al.（2011）44） が求めたこの地震の余震
分布と断層面に沿った S 波速度分布を図 9 に示す．余震
分布の広がりと S 波速度の低速度領域の広がりがほぼ一
致しており，また，余震分布と発震機構解から推定され
る断層面がプレート境界に対して約 60 度と高角になっ
ていることがわかる．これらの観測事実は，前述の 3 月

11 日 15 時 25 分の地震のように，海溝外側で作られた
正断層が弱面として保存されてプレートが沈み込み，相
転移に伴う間隙圧の上昇で強度が下がり，逆断層の応力
場が強まったときに再活動したものと推定される．

図 10 に Asano et al.（2011）45）による東北沖地震発生
前と後の CMT 解の分布の違いを示す．断面図からわか
るように，東北沖地震前はプレート境界型地震（赤色）
が圧倒的に多かったが，東北沖地震後は西縁以外ではプ
レート境界型地震は姿を消し，上盤も下盤も正断層型地
震（青色）が卓越していることがわかる．逆断層型地震（緑
色）については，下盤の西縁で増えているが，これはプ
レート境界が大きく動いたときの応力場の変化と整合的
である．

また，この図から，東北地方内陸も東西引張の応力場
が強まることが期待されるが，実際に 4 月 11 日に福島
県南東部で M7.0 の正断層型の余震が発生し，その後，
茨城県北部にかけて活発な群発地震的活動が続いてい
る．この地震活動域での臨時観測データを用いて，Kato 
et al.（2013）46）が求めた P 波速度構造と震源分布の断面図9　�2011年 4月7日に宮城県沖のスラブ内で発生したM7.1

の地震の余震分布と断層に沿ったS波速度の分布 44）．

図 10　�2003年から東北沖地震前まで（（a）と（c））と東北沖地震後から2011年 5月 24日まで（（b）�と�（d））のCMT解の分布
の比較 45）．（a）と（c）は平面図で，色はセントロイドの深さを表し，（b）�と�（d）�は平面図中のAB断面で，色は地震のタ
イプ（赤：プレート境界型，緑：逆断層型，青；正断層型，黒：その他）を表す．
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図を図 11 に示す．余震は数多くの面状に分布しており，
基本的に高速度域（青色）で発生しているものの，その
すぐ下では赤色や橙色の低速度域が存在しており，地下
の流体がこの群発的地震活動の誘因となっていることを
示唆する．

以上のように，東北沖地震は大きな余震活動を伴って
いるが，M7 以上の余震は 2016 年 11 月 22 日の M7.4 の

正断層型地震以降は起こっていない．しかし，これまで
の最大余震が M7.6 であり，M9.0 の地震の最大余震は
M8 級になってもおかしくなく，再来間隔が数百年のオー
ダーだと考えれば，1896 年の明治三陸地震の後に 40 年
近くたって 1933 年の昭和三陸地震が発生したように，
本震から数十年たってから M8 級の最大余震が発生して
も不思議ではないことに注意が必要である．

５．東北沖地震の余効変動と今後の地殻変動
国土地理院（2019）47）による，東北沖地震後 8 年間の

累積地殻変動を図 12 に示す．この地震のあと，陸地は
本震時と同様に東に動いているが，太平洋沿岸は地震時
とは逆に隆起が続いている．また，海底地殻変動観測点
も，地震時には東に動いていたが，その後は宮城県沖に
ついては西向きが卓越している 48），これは余効滑りだけ
では説明できず，粘性緩和が進行している 49）ことを示し
ている．東北沖地震のような巨大な地震は，東北地方太
平洋沖で 500 年から 800 年程度の再来間隔で繰り返して
きたらしいということが，津波堆積物の調査から明らか
になってきている 50）．仮にこの再来間隔を約 600 年とし
て，粘性構造を入れたシミュレーションを行ってみると，
本震後の隆起が約 200 年続き，それから約 200 年かけて
隆起から沈降へと転じて，その後に沈降が約 200 年続い

図11　�4月 11日に福島県南東部で発生したM7.0 の正断層
型の余震を含む一連の地震活動の震源分布とP波速
度偏差分布 46）．

図 12　東北沖地震の発生翌日から8年間の累積地殻変動 47）．（a）�水平変動．（b）�上下変動
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たのち，次の巨大地震が発生するというサイクルをたど
ることがわかってきた 51） 52） 53）．

このシミュレーション結果が正しければ，現在，生き
ている人々が死ぬ前に，東北地方の太平洋沿岸が隆起か
ら沈降に転ずるのを見ることは無いということになり，
今後，海岸の隆起対策を検討し続けていく必要がある．

６．東北沖地震の発生原因�
日本海溝に沈み込む太平洋プレートの年齢は 1 憶年を

超えており，このような古くて冷たいプレートが沈み込
んでも固着が弱いために，巨大な地震は起こしにくいと
考えられていた．最初に述べたように，南海トラフのよ
うに M8.5 を超えるような地震は東北沖では知られてお
らず，普段の地震活動が活発なのも，固着が弱いことを
反映していると考えられていた．

東北沖地震が起こった直後は，「固着が弱いという仮
説は間違っていたかもしれない」と多くの研究者は考え
たが，本震前後の地震の発震機構を使って応力を推定
してみたところ，地震前にプレート境界にかかっていた
応力は，数十 MPa 以下 54） 55） であり，今回の地震でプ
レート境界の剪断応力はほぼ解消された 28） 32） 54） ことが
わかってきた．

固着が弱いということと，巨大な地震との関係がわか
りにくいが，そのパラドクスを解く鍵は，今回の地震で
すべり量が非常に大きかったが，断層サイズが巨大で
あったために，応力降下量は 10-20MPa 程度であったと
いうことにある．これはつまり，数十 m もの非常に大き
なすべり欠損があったとしても，巨大な固着領域であれ
ば，剪断応力の増加は数十 MPa 以下であり，それを支
える程度の強度があれば，M9 の地震は起こせるという
ことを意味する 2）．東北地方に沈み込む太平洋プレート
は冷たいので，世界的に見ても例外的に深さ 60km 付近
までプレート境界型地震を起こせて，かつ低角に沈み込
んでいるために，結果として，プレート境界型地震を起
こせる領域の幅が約 200km もある．この広大な領域が
固着していれば，数百年かけてすべり欠損が浅部で数十
m にまで達しても，この付近の剛性率が小さいために剪
断応力は数十 MPa 以下しか増加しないので，強度が弱
くても十分支えることができる．

さらに，東北沖では条件付き安定領域がかなり分布し
ている 41） ことがわかってきたので，このような領域が
密集している場所の隣で巨大な地震が起これば，お付き
合いでその領域も地震性滑りを起こし，結果として広大
な面積で地震性滑りを起こすことになる 56）．また，海溝
近くで thermal pressurization を起こしたり 57） 58），プレー
ト境界断層が高速領域で速度弱化の特性を持っていた
59） ことにより，断層滑りは海溝近くで減速することなく

突き抜けることができ，結果として滑り量が倍近くにな
りうる．おそらく，以上のようなことが起こって，巨大
な地震が 500 年から 800 年に一度，発生してきたのであ
ろう．

７．おわりに
東北沖地震は世界中の地震学者を驚かせた．その

ショックは大きかったが，この地震から我々は多くの事
を学んだ．しかし，次の M9 の地震は，東北沖地震とは
まったく別の様相を見せるかもしれない．たとえば，東
北沖地震では分岐断層が大きく動いた証拠は見つかって
いないが，南海トラフでの巨大地震では分岐断層が動く
可能性が高いと思われる．思い込みを極力排して，あら
ゆる可能性について，それが完全に否定されるまでは検
討の俎上にのせる必要がある，ということが，今回の地
震から学んだ最大の教訓であり，今後も，それを忘れず
に地震災害軽減に向けて努力していく必要がある．
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１．はじめに
2011 年 3 月 12 日午前 3 時 59 分に , 長野県・新潟県

県境付近で，M6.7 の地震が発生した（山田，20141））．
長野県栄村で震度 6 強，新潟県津南村，十日町市で震
度 6 弱を記録した（気象庁 , 20112））．同 12 日，午前 4
時 31 分には M5.9 最大余震，5 時 42 分には M5.3 の余
震が発生し，いずれも最大震度 6 弱の地震となった（気
象庁 , 20113），気象庁地震予知情報課，20114））．この地
震による被害は , 長野県栄村を中心として災害関連死 3
名 , 全壊 73 棟 , 半壊 427 棟に及んだ（長野県危機管理部 , 
20125）; 新潟県防災局危機対策課，20126））．この地震は
2011 年東北地方太平洋沖地震の約 13 時間後に発生した
もので，規模の大きな誘発地震と考えられる．日本海拡
大時のリフト帯の東縁の厚い堆積物に覆われた逆断層 -
褶曲帯で発生した地殻内地震であり，断層は地表には現
れていない．

２．震源域の地質
新潟から長野県北部にかけての地域は，2000 万から

1500 万年前の日本海拡大期に大きな伸張変形を受けた
地域で，大規模な堆積盆地が形成され厚い堆積物が分
布している．盆地内の厚い堆積層はその後の短縮変形に
より褶曲帯を形成している．2011 年長野県北部地震の
震源は，堆積盆地の南東端に位置する．大局的には日本
海形成時の東北日本の反時計回転運動に伴って活動し
た，西北西 - 東南東方向の断層との交差部に相当し（図
2），地質構造的には複雑な形状を示す地域である．震源
域西側の堆積盆地には厚さ 6 km 程度の堆積層が分布し，

東側の越後山地では新第三系の堆積層は厚さ 1km 程度
になる（佐藤ほか，20128））．震源域の周辺には，北方で
は十日町断層帯が，南西方向には信濃川縁断層帯が分布
する（図 3）．震源域は厚い堆積物の東縁が北東から南
西に移動し，その間ではこの境界は東西走向に変化する．

３．長野県北部の地震（2011年 3月 12日，M6.7，M5.9，M5.3）　

佐藤　比呂志（東京大学地震研究所地震予知研究センター）

図1　�2011 年長野県北部地震の震央分布図（気象庁，
20113））．2011�年 3月 12�日 03�時〜 07�時 00�分，
深さ30km�以浅，M3.0�以上 .

図 2　�本州中央部の地殻構造の概要（佐藤，20147））と
2011年長野県北部地震．星印 :�2011年長野県北部
地震の震央．

図3　�震源域周辺の地質 .�地質図・活断層は産業技術総合研究
所　地質調査総合センター「地質図Navi」による．震源
断層のモデルとすべり量分布は気象庁（2012）9）による．
矩形の実線部分が上面．Mz:�中世界・古生界，Gr.�花崗岩
類，N2S: 中新世堆積岩，N3S: 後期中新世〜鮮新世堆積岩，
N3V:�後期中新世〜鮮新世火山岩，N3P:�後期中新世〜鮮
新世深成岩，Qs: 第四系堆積物，QV: 第四系火山岩，Td:
段丘堆積物 .Aと B，震源断層の北東側と南西側（防災科
学研究所，201110）による）．
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３．地震活動と地震のメカニズム解
長野県北東部から中越地域にかけては，褶曲 - 断層帯

を形成し，被害地震が多数発生している．震源域南東方
では 1848 年の善光寺地震（M7.4）の他，マグニチュー
ド 6 を越える地震が発生している．2011 年東北地方
太平洋沖地震前の震源域周辺の広域応力場は，発震機
構解からは最大主圧力軸が WNW-ESE 方向の逆断層
型の応力場が卓越している（Terakawa and Matsu u̓ra，
201011））．

2011 年長野県北部地震の本震の発震機構解は，P 波
初動解やモーメントテンソル解によって，NW-SE 方向
から WNW-ESE 方向に主圧力軸をもつ逆断層型である
ことが報告されている（表 1，図 4）2,12,13）．気象庁による
この地震の発震機構解 1）は，北西 - 南東方向に主圧力軸
をもつ逆断層型である．ただし，機関ごとに得られてい
る断層面は必ずしも一致しておらず（泰ほか，201214）），
複雑な破壊が進行した可能性がある．

2011 年長野県北部地震の発生時，震源域では防災科
学技術研究所が「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究」
の一環として，稠密なオフライン自然地震観測が実施さ
れていた（図 5）．このデータを用いて波形相関データ
を用いた DD 法により震源が決定されている．この震源
は，他機関のデータに比べ最も精度が高い．本震の震源
は深さ約 8 km，12 日 9:00 までに発生した余震の分布は，
本震を中心として北北東‐南南西方向に約 17 km の広
がりを持ち， 深さ 4 ～ 10 km に集中している．防災科学
技術研究所の研究グループによれば，余震域の北東側と

南西側では余震分布の特徴に違いがあり， 北東側の余震
域では，余震が 37 ゜程度の南東傾斜の面状に分布する
が，南西側では明瞭ではない．このことから，北東側と
南西側では断層面の形状が異なっている可能性が指摘さ
れている．

3 月 12 日午前 3 時 59 分の本震に続いて，4 時 31 分に
は M5.9 の最大余震が , 同日 5 時 42 分には M5.3 の余震
が発生した（図 1）．一ヶ月後の 2011 年 4 月 12 日 7 時
26 分頃に長野県北部を震源とする M5.6（気象庁暫定値）
の地震が発生し，長野県栄村と木島平村で最大震度 5

図4　�2011年長野県北部地震のP波初動解（左）とモーメ
ントテンソル解（右）（気象庁 11））

表 1　モーメントテンソル解のパラメーター

断層面解 1 断層面解 2
走向 傾斜 すべ

り角
走向 傾斜 すべ

り角
気象庁 12) 60 31 110 216 61 78

防災科技 13) 29 56 70 242 38 117

単位: 度

図5　�波形相関データを用いたDD法による精密震央分布
（2011　3/11,�21:00-3/12,9:00）（左）稠密地震観測
網の位置図 .�防災科学技術研究所（2011）10）による．

図6　�図 5の A-A’断面に震源を投影した図（左は北東域，
右は南西域）10）.

図 7　�震央分布（防災科学技術研究所，201110））．北緯
36.9 以゚北は「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究」
によるオフライン観測点データの解析から得られた精
密震央分布．2011　3/11_21:00-3/12_9:00）．北緯
36.9 以゚南はHi-net�定常処理による震央分布を示す
（2011_3/15_10:40-4/12_8:30）．Hi-net および F-net
の発震機構解を合わせて示す．
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弱の揺れが観測された．この地震の震央は 3 月 12 日の
震央から約 20 km 南に位置し，震源の深さは約 5 km で
あった（図 7）．この地震の Hi-net および F-net の発震
機構解はともに北北西－南南東圧縮の横ずれ断層型を
示す．こうした本震を発生させた方向と直交する方向の
断層は，日本海拡大時のリフト形成期に形成されたもの
で，4 月 12 日の余震もこうした断層が再活動したものと
推定される．

４．近地強震波形による震源過程解析
気象庁の近地強震波形による震源過程解析（図 8）で

は，走向 N35゜E，南東方向に 43 ゜南東傾斜の断層面
を設定して解析している．この断層の傾斜は，防災科学
技術研究所の震源域北東部の余震分布から推定した傾

斜（約 37 ゜）よりやや角度が大きい．気象庁の解析では，
震源域全体を一つの矩形で近似している．得られた断層
面上でのすべり分布は断層の北東部で大きく，震源断層
面の南西部分の浅部でもすべり量の大きい解析結果が得
られている．すべりの大きな領域は，北東部と南東部に
孤立して分布するが，この境界は防災科学技術研究所に
よって指摘されている北東部と南西部の境界（図 5）と
ほぼ一致する．

５．地殻変動
2011 年長野県北部の地震に伴う地殻変動は，GNSS

観測点と合成開口レーダーの解析（宇宙航空開発機構，
201116））から得られている．GNSS 観測点の変動は，震
源域の北方に位置する松之山の観測点が 23cm の隆起と

図8　3月12日長野県北部の地震 -近地強震波形による震源過程解析（暫定）-．気象庁（2012）9）による．



 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第４章　この 10 年の主な地震（2009 年～ 2018 年） 185

37cm の北東への移動を示している（図 9）．松之山観測
点の北西に位置する安塚では周辺の観測点に比べて隆
起成分が小さい．L バンド合成開口レーダの SAR 干渉
画像（図 10）では，松之山を中心として隆起パターン
が観測されている．松之山観測点は，松之山背斜の北東
側に位置する．松之山背斜は軸跡が北東 - 南西方向で軸
長 6 km，ドーム状の背斜である（竹ノ内ほか，200017））．
余震分布からは南東傾斜の逆断層が推定されており，そ
の浅部の地表部が松之山背斜周辺に相当することにな
る．この領域は，近地強震記録から推定されたすべりの

大きい領域の地表延長部に相当することになり（図 2），
地殻変動の観測結果とも調和的である．

６．地表地震断層
震源付近には，活断層として東北東－西南西走向の宮

野原断層が認定されている（池田ら，200219）．地表地震
断層については，松多ほか（2011）20）・廣内ほか（2012）
21）・中埜ほか，201218）などによって調査されている．宮
野原断層周辺を含め，明確な地表地震断層を確認するに
は至っていない．

図9　長野県・新潟県県境付近の地震（3月12日，M6.7）に伴う地殻変動（国土地理院，201115））.
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7.�地殻構造と震源断層
震源域を通過する制御震源による地殻構造探査は実

施されていないが，近傍を横切るものとしては，六日町
- 直江津測線，飯山 - 小谷測線がある（佐藤，201422））．
新潟 - 北部フォッサマグナ地域は，日本海拡大時のリフ
ト帯であり，厚い堆積物が堆積している（図 1）．二つ
の測線の速度構造からは，Vp が 5.3km/s より早い層は，
震源域のリフト内では深さ 6 km ほどに位置し，リフト
内は約 5 km ほどの堆積物が充填していると推定される．
自然地震トモグラフィではリフト構造は下部地殻の高
速度領域として抽出できる（佐藤，20147）; Matsubara et 
al., 201723））．このようなリフト帯の縁では苦鉄質岩の迸
入により，リフト軸から離れる方向に傾斜した岩質境界
が形成され，そのシステムが短縮変形を受けるとリフト
軸の外側に傾斜した逆断層が形成される．飯山 - 小谷測

線ではこうした楔型の断層が判別され，深部の断層の傾
斜と堆積層を変位させる断層が逆の傾斜になっている．
1847 年の善光寺地震は震源断層が南東傾斜であったと
推定され，今回の 2011 年長野県北部地震と類似の構造
形態をとるものと考えられる．こうした震源断層の形状
はその直上での栄村や津南村に大きな被害をもたらした
ものと推定される．

東頸城山地では厚い堆積物が褶曲 - 断層帯を構成する
が，松之山背斜などに代表されるように軸長が短い褶曲
をなし，リフト内では顕著な隆起帯が形成されていない．
塑性変形が卓越し，とくに新第三系下部の泥岩が流動変
形している可能性が高い．こうした物性を反映して，東
頸城山地の中では泥火山が形成されている（加藤ほか，
200924））．したがって，堆積層中での断層は複雑な形状・
連結性を示し，こうした地質構造が明瞭な地表地震断層
の出現を困難にしている可能性が高い（図 11）．

８．誘発地震としての 2011年長野県北部地震
本地震が発生したのは 2011 年東北地方太平洋地震発

生の 13 時間後であり，M9 の超巨大地震とは密接な関
係を有していることは想像に難くない．東北太平洋沖地
震に，上盤プレート内の応力状態が大きく変化したこと
が知られている．この地震は逆断層型の地震であり，地
震前に比べ圧縮成分が減少した応力状態で発生したこと
は矛盾する．Terakawa et al. （2013）25）は，その余震も含
めて，発震機構解をモール円にプロットした上で，水の
関与について論じている．

９．まとめ
2011 年長野県北部地震は，新潟 - 北部フォッサマグ

ナ東縁の断層が WNW-ESE 方向の横ずれ断層と交差す
る，複雑な地質構造が推定される箇所で発生した．防災
科学技術研究所の稠密な地震観測網で決定された震源
断層は南東方向の傾斜を示す．断層の走向はリフト軸と
平行し傾斜の方向はリフト軸の外側に傾斜し，本震は日
本海拡大時のリフト縁の断層の再活動であるが高い．こ
の震源断層は厚い堆積層の下で伏在断層となり，このた
め地表地震断層は出現していない．東北地方太平洋沖
地震によって誘発された地震であるが，この巨大地震に
よって上盤プレート内で生じた応力変化はむしろ地震の
発生を抑制する．巨大地震によって発生した応力状態の
変化によって，間隙水圧が増大し，これによって誘発さ
れた可能性が大きい（Terakawa et al., 2013）25）．ブレー
ト境界での巨大地震後には，誘発地震が発生する可能性
は極めて高い．こうした誘発地震を理解する上で，また
日本海東縁の褶曲 - 断層帯の伏在断層による地震を理解
する上で重要な地震であった．

図10　�SAR� ⼲渉画像 16）と主な被害分布（中埜ほか，
201218））．星印は本震と最大余震の震央，AとBは，
それぞれ本震および最大余震に伴う地殻変動．白波
線は，中埜ほか（201218））による震源断層の地表投
影位置．背景は電子国土基本図を使用．

図11　�震源域を北西 -南東方向に横切る構造断面概念図．測
線位置は，図5のA-A’による．円 :�震源（防災科学
技術研究所，201110）による）．
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１．はじめに
2011 年 3 月 15 日 22 時 31 分に静岡県東部の深さ 14　

km で M6.4 の地震（最大震度 6 強）が発生し，山形県
から島根県までの広範囲で震度 1 以上が観測された（図
1）．この地震により重傷者 2 人，軽傷者 48 人，住家の
一部破損 521 棟等の被害が生じた 1）．また，3 月 28 日
の第 299 回地震防災対策強化地域判定会において，こ
の地震も含めて「最近の東海 地域とその周辺の地震・
地殻活動」として，東海地震に直ちに結びつくような
変化は観測されていませんとのコメントが発表されてい
る 2）．

２．本震及び余震活動
この地震は，静岡県と山梨県の県境付近で発生し，富

士山直下付近に位置する（図 2）．この地震の発震機構は，
北北西－南南東方向に圧力軸を持つ型で，余震分布は，
北北東－南南西方向に伸びており，震源断層は北北東―
南南西に走向を持つ東南東に傾斜した高角の断層である
と推定される．この地震は，震源の深さから陸のプレー
ト内の地震と考えられる．桃色のプロットは，低周波地
震のフラッグが付いている 3）地震が示されている．これ
ら低周波地震は，今回の地震より北側でやや深部に位
置し，活動がすみ分けられている．低周波地震の発生し
ている付近の 7–17 km の地震波速度構造は低 VP, 低 VS 
かつ 低 VP/VS 異常であると推定されている 4）．

余震活動は本震発生直後の 22 時 40 分に M4.2 の地震
が 2 回発生するなど活発であったが，徐々に減衰したが，
水色の地震回数積算の傾きが 2011 年以前には，戻って

おらず，同領域の地震活動はまだ続いているように見え
る（図 3）．

この地震に伴った地殻変動も観測されており，国土地
理院の GNSS 連続観測 5），および気象庁のひずみ計の観
測 6）事例を図 4 に示す．地震に伴うコサイスミックな変
化とその後のゆっくりした変動が GNSS 観測から見て取
れる．

この地震について，（独）防災科学技術研究所が展開
する強震観測網（以下，K-NET），基盤強震観測網（以
下，KiK-net）の観測点の強震波形を用いた震源過程解
析結果 7）を図 5 に示す．主なすべりは破壊開始点より浅
い部分にあり，破壊は上方に進んだと考えられ，主な破
壊継続時間は約 5 秒となっている．断層の大きさは長さ
約 6km，幅約 10km（最大破壊伝播速度を 2.0km/s と仮
定した場合）であり，最大のすべり量は約 1.0m で，モー
メントマグニチュードは 6.0 となっている．この地震は
低周波地震と同じような低速の地震波速度構造の領域で
発生しているが，特段，破壊に通常の地震と大きな相違
はないように思われる．

図2　�気象庁データによる2011年 3月15日の静岡県東部の
地震の地震活動．本震は黄色×，最大余震は橙色×．青
色が今回の地震の活動域の地震，桃色は富士山直下の
深部低周波地震．黄緑は周辺の地震．今回の地震の周
辺の地震が緑色．黒×がM6以上の地震等．震央分布
図の矩形の範囲の東西断面図（下），今回の地震の活動
域と低周波地震の南北断面図（横）．赤△は火山．震源
および発震機構解データは気象庁によるもの．作図はP.�
Wessel�and�W.�H.�F.�Smith の GMTによる．

図1　�静岡県東部の地震（2011年 3月15日，M6.4）の
震度分布

４．静岡県東部の地震（2011年 3月 15日，M6.4）

橋本　徹夫（気象研究所地震津波研究部）
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図4　�火山噴火予知連絡会会報123巻の国土地理院のGNSS連続観測，および地震予知連絡会会報 86
巻の気象庁のひずみ観測の図の部分抜粋と追加．

図3　�2000 年 1月―2019 年 10月のM-T 図と地震回数積算図．今回の地震の
活動域の地震（青色）および低周波地震（桃色）で，それぞれの地震活動
のM-T図と地震回数積算図をそれぞれ水色線，赤線で示す．

M N
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図５　静岡県東部の地震の近地強震波形による震源過程解析

図６　平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震による静岡県東部の地震の北北東―南南西の断層面におけるΔCFF．

観測波形（黒：0.05-0.2Hz）と理論波形（赤）の比較

解析に用いた観測点の配置図
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３．�平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震との
関連と過去の周辺の地震活動

平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（以下，
東北地震）によるこの地震に対するΔ CFF 6）を 図 6 に
示す．初動発震機構解の節面のうち，余震分布とあう北
北東―南南西の節面に対するΔ CFF は，その大きさが
地震を促進する方向へ地球潮汐の数十倍程度であった．
この地震は東北地震によって誘発された地震といっても
よいだろう．

これまでに，この地震の周辺では，M6 以上の地震は，
1923 年以降の地震に限ると，あまり発生していなかっ
た（図 2）ことがわかる．1923 年の関東地震の余震が周
辺でみられるが，それ以外はない．今回の地震活動の領
域では，図 3 の 2000 年からの MT 図の青色のプロット
に示されるように，地震が少なかった．低周波地震の地
震回数積算の赤線の傾きの変化からは，東北地震で活動
が変化しているようには見えない．なお，低周波地震は，
2000 年頃に活動が活発化しており，2000 年の伊豆諸島
北部の活動にあわせて活発化したことが知られている
8）．また，東北地震発生直後に，箱根の南部では，2011
年 3 月 11 日に M4.2 の地震も誘発されて発生していた

（図 2）．このように東北地震に影響を受けたと見える活
動とたとえ近傍であっても影響のないものがある．なお，
低周波地震の発生域にマグマだまりを設定して，東北地
震と今回の地震の影響が検討され，静岡県東部の地震に
よって，噴火が抑制されたと考えられている 8）．
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１．はじめに
2013 年 4 月 13 日 5 時 33 分に淡路島付近を震源とす

る気象庁マグニチュード（以下 M と記す）6.3 の地震が
発生した 1） ．淡路市で震度 6 弱を観測したほか，近畿地
方を中心に中部地方から九州地方にかけて有感となった
2）．この地震による負傷者は 35 人，被害住宅は 8,414 棟
に上った 3） ．

２．余震分布
1976 年までさかのぼって，京都大学防災研究所と気

象庁の読み取り値をマージしたものに，1997 年からの
一元化震源データの読み取り値と，九州大学大学院理学
研究院，東京大学地震研究所および京都大学防災研究
所による余震臨時観測点を含む 2013 年 4 月～ 5 月の京
都大学防災研究所による読み取り値を加えたデータセッ
トに対して，連結震源決定法 4） による再決定を行った．

図 1 に 示 すように，2013 年 淡 路 島 付 近 の 地 震 は，
1995 年兵庫県南部地震（M7.3）の余震域の南西端付近
で発生した．本震のメカニズム解はほぼ東西方向に P
軸をもつ逆断層型である．図 2 に示す余震分布の東西断
面図からわかるように西下がりの節面が本震の断層面で
ある．

３．余震の発震機構
本震以降，5 月 9 日までの余震約 350 個について，P

波初動の押し引きから Maeda et al. （1992） 5） の方法によ
り発震機構を求めた．それらのうち 4 象限型で押し引き
分布を説明できている割合（スコア値）が高く，解の任
意性が少ない等の条件を満たす精度の良いもの 90 個に
ついて解析を行った．

図 3はこれら90 個の余震のP 軸の方位分布を示すロー
ズダイヤグラムである．全体として東西方向の圧縮が卓
越しているが，北東方向に向くものが少なからず存在し
ていることがわかる．図 4 は Frohlich （1992） 6） に従って
断層タイプの分布を三角形のダイヤグラムにプロットし
たものである．逆断層型，横ずれ断層型，およびそれら

５．淡路島付近の地震（2013 年 4月 13日，M6.3）

澁谷　拓郎・片尾　浩（京都大学防災研究所地震予知研究センター）

図1　�淡路島付近の震央分布．2013年淡路島付近の地震の
余震を黒丸で示す．白抜きの黒丸は本震であり，その
メカニズム解を左上に示す．赤丸は2013年 4月13日
より前の地震であり，白抜きの星印は1995年兵庫県
南部地震の本震である．地震観測点を三角で示す．こ
のうち青三角は臨時点である．活断層を緑線で示す． 図3　余震のP軸方位の10度毎の頻度分布．

図２　�淡路島付近の震源分布の東西断面図．図1の点線の四
角の範囲の地震をプロットした．2013 年淡路島付近
の地震の余震を黒丸で示す．白抜きの黒丸は本震であ
る．赤丸は2013年 4月13日より前の地震である．



 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第４章　この 10 年の主な地震（2009 年～ 2018 年） 193

の中間に位置する様々なタイプが混在している．図 5 は
断層型で分類した震央を P 軸方位とともに地図上に示
したものである．断層型の分類は，Katao et al. （1997） 7） 

に従った．全体としては，東西圧縮の逆断層型と横ずれ
断層型が混在している．少数ながら正断層型のものも見
受けられる．矢印で示されている本震の南東に，P 軸が
北東—南西方向を向いた逆断層型が多数存在しているの
が特徴的である．

４．おわりに
2013 年淡路島付近の地震（M6.3）は，1995 年兵庫

県南部地震（M7.3）の余震域の南西端付近で発生した．
ほぼ南北の走向をもつ西下がりの高角な断層面が逆断
層運動をしたと考えられる．したがって，この地震は，
1995 年兵庫県南部地震の断層とは斜交する長さ 10 km
程度の断層によって引き起こされたことになる．

余震の発震機構では，P 軸の方位にかなりの幅があり，
逆断層型と横ずれ断層型，およびそれらの中間型が混在
している．これは，この地震の震源域の応力場が不均質
であった可能性を示唆する．上述のように，この地震は，
1995 年兵庫県南部地震の断層の終端付近に位置するの
で，震源域は不均質で高い応力状態にあったと考えられ
る．実際，この地震の発生前の震源域の b 値は 0.72 と
小さく，震源域の応力が高かったことが示唆される．
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図４　Frohlich�（1992）6）の方法で示す断層型の分布．

図５　�断層型とP軸方位の分布．震央が黒丸のものは横ずれ
断層，白丸◯のものは逆断層，網掛け丸のものは正断層．
震央に付した「バー」はP軸の方位を表す．太い矢印
は本震を表す．
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１．はじめに
2014 年 11 月 22 日 22 時 8 分頃 , 長野県北部を震源と

するマグニチュード 6.7 の地震が発生した（図 1）．この
地震で，長野県長野市，小谷村，小川村で震度 6 弱，長
野県白馬村，信濃町で震度 5 強を観測した（気象庁 , 
2014）1）．この地震にともなって糸魚川 - 静岡構造線活断
層系・神城断層に沿って，約 9 km の区間で地表地震断
層が出現した（廣内ほか，2015 2）; 中埜ほか，2015 3）など）．
この地震による被害は , 白馬村・小谷村を中心として , 
重軽傷者 46 名 , 全壊 77 棟 , 半壊 136 棟に及んだ（消防
庁災害対策本部 , 2015 4））. この地震は，糸魚川 - 静岡構

造線断層帯として地震調査推進本部での長期評価が行
われていた断層帯で発生した地震で，活断層に基づく評
価方法を検討する上でも重要な地震となった．

２．震源域の地質
糸魚川 - 静岡構造線北部は，日本海の拡大の際に大規

模な右横ずれを伴って活動した大規模な断層であり（図
2），その後，日本海の拡大とともに回転し，現在の北東
- 南西方向のリフトが形成された．したがって，糸静線
北部は横ずれ断層として，その後，東側低下の正断層と
して活動し，リフト内には厚さ数 5 km に及ぶ堆積物が
充填された（佐藤ほか , 2013 5））．リフト内の下部地殻に
は P 波速度の顕著な高速化が認められ，リフト形成期

６．長野県北部の地震（2014 年 11月 22日，�M6.7）

佐藤　比呂志（東京大学地震研究所地震予知研究センター）

図1　�震央分布図（1997 年 10月 1日〜 2014 年 11月 30日，
深さ0〜 30�km，M≧ 2.0）�2014 年 11月の地震を赤色
で表示．①〜④は今回の地震．気象庁（2014）1）による．

図3　�震源域周辺の地質概略図（Panayotopros�et�al.,�20167）:�関東土木地質図編集委員会編
集 ,�19968））．赤線：神城断層�青線：小谷 -中山断層

図2　�本州中央部の地殻構造の概要（佐藤，20146））と
2014 年長野県北部地震．星印 :�2014 年長野県北部
地震の震央．
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の苦鉄質岩の迸入を示している．北部フォッサマグナは
鮮新世以降から短縮変形を被り，褶曲 - 逆断層帯が形成
された．これらの短縮変形に寄与したのは，信濃川断層
帯などのリフトの東縁の断層群であり，糸静線北部沿い
の活断層は既存の構造方向と，広域的な西北西 - 東南東
方向からの圧縮応力に対応して，左横ずれと逆断層運動
が進行している．

３．地震活動
震源域周辺では，1714 年（M6.3）正徳小谷地震（勝

部ほか，2017 9）），1858 年（M5.7）の史料地震のほか（宇
佐美，2003 10）; 地震本部 11）），1918 年の大町地震（M6.5）（多
田・橋本，1988 12）; 鷺谷，2003 13）），1986 年（M5.9, 佃ほ
か，1989 12））などの被害地震が発生している．

本震発生の 4 日前には，南北方向に広がるほぼ中央
部で前震（M2.9）が発生している（Panayotopros et al., 
2016 7））．発震機構解は本震とほぼ同様であった．

本震の発震機構解は，気象庁 15）や防災科学技術研究
所 16）などによって報告されている（表 1，図 4）．

４．地震のメカニズム
本震の発震機構解は，P 波初動解やモーメントテン

ソル解によって，NW-SE 方向に主圧力軸をもち左横ず
れを伴う逆断層型であることが報告されている（図 4）．
P 波初動解とモーメントテンソル解はやや異なる．P 波
初動解はより左横ずれ成分が卓越し，節面も高角とな
る．これに対し，モーメントテンソル解はより逆断層
成分にとみ，節面の角度もより小さい．これらは，余

震分布にも現れているように，破壊が高角度の断層の
右横ずれ運動によって発生し，その後 60 度前後の南傾
斜の断層面の活動につながったためと解釈されている

（Panayotopros et al. （2016）7））．
 

５．余震分布
地震活動は，気象庁 1）や防災科学技術研究所 17）や大学

などの観測機関により観測され，一元化震源として共有
されている．Panayotopros et al. （2016）7）は一元化震源に
対して，DD 法による震源の再決定を行った（図 5）．求
められた本震の深さは，3.5 km となり，気象庁や防災科
学技術研究所の報告 17）より浅くなっている．再決定され
た余震の震源は，地表で地震断層が出現した神城断層の
東側に沿って南北方向に分布する．余震が分布する領域
は北北東 - 南南西方向に長さ約 27 km，深さ 10 km とな
る．余震は面状に集中し，概ね 4 km 以浅では傾斜 30-45
°となり，これ以深の領域では，50-65 と゚なる．浅層部
での傾斜の地表延長は，神城断層に，深部の傾斜の地表
延長は，小谷 - 中山断層となる．こうした震源断層の形
状は，地質学的あるいは反射法地震探査による推定と調
和的である（佐藤・平田，199818））．余震はグループ 1: 
WNW-ESE 方向の主圧力軸をもつ横ずれ成分を伴う逆
断層とグループ 2: WNW-ESE 方向の主圧力軸をもつ横
ずれ断層である．横ずれの発震機構を有する断層群は，
推定される震源断層から離れた領域に分布する傾向があ
る（図 5）．発震機構解による二つの地震のグループは
発生時期によっても傾向があり，前震と本震から 24 時
間以内では，グループ 1 の逆断層タイプの地震が多く，
それ以降はグループ 2 の横ずれ主体の地震が卓越する

（Panayotopros et al., 2016 7））．また，横ずれ型の地震は，
領域 IV（図 5）の神城断層の下盤側で多く発生している．
この領域は大局的には南北方向の地質構造上の糸魚川 -
静岡構造線の通過位置に近く，南北方向の既存の弱面の
影響を受けている可能性がある．

６．地殻変動
2014 年長野県北部地震に伴う地殻変動は，周辺の

GNSS 観測点によって観測された（図 6， 国土地理院，
2014a 19）, Kobayashi et al., 2018 20））．また，ALOS 衛 星
に搭載された PULSAR を用いて干渉画像が作成され
詳細な地殻変動が明らかになった（図 7, 国土地理院， 
2014b19）, Kobayashi et al., 201820））． 干 渉 SAR と MAI

（Multiple Aperture Interferometry）の両方のデータから
推測された三次元地殻変動図（図 7）によれば，断層の
南部ではより西部でのすべり量が大きく，北西方向に移
動している．これに対して北部では断層の東側で，北方
から北北東方向への運動が卓越している．Kobayashi et 

図4　�2014年長野県北部地震のP波初動解（左）とモーメン
トテンソル解（右）（気象庁，201415））

表 1　モーメントテンソル解のパラメーター

断層面解 1 断層面解 2
走向 傾斜 すべ

り角
走向 傾斜 すべ

り角
気象庁 15) 251 33 161 358 80 129

防災科技 16) 241 47 117 25 50 65

単位: 度
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図5　�一元化震源に対してDD法により再決定した震源分布（Panayotopros�et�al.�（20167）による）．
白丸 :�一元化震源，赤丸 :�再決定後の震源．黄色 :�本震，シアン :�余震MN4，発震機構解は下
半球投影．断面C-Gは図 Aの領域 I�–�V に相当．発震機構解は壁面投影．水色波線は推定し
た震源断層．赤三角 :�神城断層（地表地震断層），青三角 :�小谷 -中山断層の位置，赤 :�グルー
プ Iの地震，緑 :�グループ II の地震．

図６　�神城断層周辺の地殻変動（Kobayashi�et�al.,�
201820））　赤星印 :�気象庁による本震の震央，白
星印 :�Panayotopoulos�et�al.�（2016）7）による震央，
白四角 :�GEONETの観測地点名．矢印は水平方向
の変位ベクトル，黒は観測値，白は理論値．柱状
は垂直変位，黒は観測値，白は理論値．赤は断層
トレース．赤紫の矩形は震源断層モデル．
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図7　�⼲渉 SAR と MAI（multiple�Aperture� Interferometry））
のデータから求められた地殻変動図（Kobayashi�et�al.,�
201820））．背景色は垂直方向の変位を示す．ベクトル
は，0.02 °の間隔で描かれた水平方向の変位．赤矢印は，

GNSSによる地震時変位．

図8　�断層面の形状と震源との関係（Kobayashi�et�al.,�201818））．
WNW–ESE 方 向 断 面． 黒 星 :�Panayotopoulos�et�al.�
（2016）6）による震源．黒星 :�気象庁（2014）1）による震源．
深部定常すべりの概念図は，F2断層の下方延長に図示．

図9　�断層面のすべり分布（Kobayashi�et�al.,�201820））．星印は断
層面に投影された本震の震源．赤星:気象庁（2014b）22）�白星:�
Panayotopoulos�et�al�（2016）7）．断層面の位置は，図 6
参照．エラー楕円は68％の信頼レベルを示す．

図10　�断層モデルと地殻変動および地表地質 -地形との相関図　
（Panayotopros�et�al.,�20167））．赤線：神城断層．青線：
小谷中山断層．A）震源のクラスタリングにより導出さ
れた3次元断層モデル．推定された震源断層モデルから
±1�km 以内の余震のみを表示．シアンの斜線部分は，
主要な地震活動のギャップを表す．星印：本震．黒いポ
リゴン：震源断層．水色：主要なすべり領域．青いポリ
ゴン：小谷 –中山断層の浅い部分（0–4�km）B）神城断
層に沿った表面地質と地形の3Dマップ．北端の表面表
現セグメント IVと Vの震源断層は，おそらく第四紀の
火山噴出物によって覆われている．C:�国土地理院によ
る InSARイメージ 21）．



198 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 2 部　この 10 年の主な地震及び地殻活動

図11　2014年長野県北部の地震 -近地強震波形による震源過程解析（暫定）-.�気象庁（2015）23）による．

図12　�地表地震断層の分布と変位（Okada�et�al.,�201527））
（a）神城断層に沿った2014 年の地表地震断層のス
トリップマップ．基図は国土地理院1：25,000の地
形図を使用．b1，b2，および b3:�西側隆起のバック
スラスト．神城断層に沿った地表地震断層の（b）垂
直変位量（c）断層法線方向の短縮量．



 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第４章　この 10 年の主な地震（2009 年～ 2018 年） 199

al. （2018）20）は，浅部の断層傾斜を 30 ﾟ，深さ 1 km 以深
の傾斜を 50 ﾟとして断層モデルを用いて断層面上のすべ
り分布を求めた．求められた変位ベクトルは，地表地震
断層が出現した断層南部において，浅部のすべり量が大
きく，変位ベクトルは断層面に直交する逆断層成分が卓
越する．これに対して，北部ではより深部での大きくなっ
ている．また，余震の少ない領域（図 5B）については
地震時のすべり量が大きい領域として，マッピングされ
ており，整合的な解析結果となっている．Kobayashi et 
al. （2018）20）は，中角度の傾斜を示す深部の断層が左横
ずれの変位が卓越し，浅部の低角度逆断層では逆断層
成分が卓越することから，スリップパーティショニング
が生じていたと述べている．

７．近地地震による破壊過程
気象庁（2015）23）は近地地震波形を用いて，断層面上

のすべり分布を求めている（図 11）．このモデルでは，
断層を一枚の矩形断層として近似している．震源断層の
南部の浅部ですべり量が大きく，北部では深部が大きい
という測地から求めた結果と共通の特徴を示してする．
但し，変位ベクトルについては，とくに浅部で横ずれ成
分が卓越している点で Kobayashi et al.（2018）20）とは異
なる．

８．地表地震断層とトレンチ調査
地震に伴って震源域南部の約 9 km の区間に渡って地

表地震断層が出現した．これら地表地震断層は，概ね活
断層として知られていた神城断層（東郷ほか，199924）に
沿っている（松多ほか，2018 25））．地表地震断層については，
廣内大助ほか（2015）26）, 勝部亜矢ほか（2017）9）, Okada 
et al. （2015）27）（図12），Lin et al. （2015）28），Ishimura et al. 

（2019）29） 等によって調査・研究が行われている．最大垂

直変位量は 80 cm 程度で，地表地震断層出現域の北部に
位置し，短縮量は南部で 60 cm 程度と南ほど大きい傾向
がある（図 12）．

Ishimura et al. （2019）29）は，航空レーザー計測を行い
地表地震断層周辺の数値地形モデルを作成した．このモ
デルと，地震発生前に同様の航空レーザー計測によって
得られていたモデルと差分をとることにより，地震時の
詳細な地殻変動を抽出している．今後，合成開口レーダー
の干渉解析よりも，より詳細な地形変化を捉えることに
繋がる手法である．

地表地震断層についてトレンチ調査も実施されてい
る．Katsube et al. （2017）30）によれば，今回の地震以前
に 2 回の古地震イベントが認められ，新期のイベントは
1714 年の正徳小谷地震に対応する．この地震の被害域
の広がりなどから想定して，同様の規模の地震が約 300
年間で繰り返したものと判断される．古地震イベントか
ら推定される平均変位速度は，より長期の平均変位速
度（松多ほか，2006 31））より小さく，将来，今回および
1714 年の正徳小谷地震より大規模な地震の発生が予想
される 30）．

９．地殻構造
震源域の北西に近接した飯山から小谷に WNW-ESE

方向に北部フォッサマグナを横断する地殻構造探査が
実施されている（佐藤ほか，2013 5））．図 13 に反射断面
の解釈と屈折速度構造断面を示す．この測線では小谷
- 中山断層と糸静線北部を横切る．北部フォッサマグナ
堆積盆地の形成に大きく関与している断層は，小谷 - 中
山断層で糸静線ではない．糸静線はより高角で日本海初
期の右横ずれ変位に寄与して以降，大きな変位を示し
ていない．トモグラフィーの速度構造から推定される小
谷 - 中山断層の傾斜は，今回の地震の震源の配列から推
定される形状と調和的である．本震の深さは 3.5 km と
推定されているが，震源域の北部フォッサマグナ堆積
盆地では 5km ほどのリフト充填堆積物が存在している

（Panayotopros et al., 2016 7））．したがって，本震は新第
三系と先新第三系の境界部で発生したものであり，異常
に浅い本震の発生深さについては未解決の問題を提起し
ている．

１０．まとめ
2014 年長野県北部の地震は，陸域の活断層として大

きな平均変位速度を示す糸魚川 - 静岡構造線活断層系の
北端部が活動したものであるが，発生した地震は地震調
査推進本部の長期予測（地震調査研究推進本部地震調
査委員会，2015 32））より一回り規模の小さなものであっ
た（鈴木ほか，2015 33））．この地震に伴って震源域の南

図13　�小谷 - 飯山測線地殻構造探査断面（佐藤ほか，
20135））．（上）反射方地震探査断面と地質学的解釈，
（下）屈折トモグラフィ法によるP波速度構造．
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部に地表地震断層が出現した．地表地震断層や地殻変
動の詳細については，多くの研究が行われている．50
～ 60°程度傾斜した震源断層が左横ずれを伴う逆断層運
動することにより地震が発生し，より低角度の神城断層
沿いに逆断層として地表に現れた．地殻変動のインバー
ジョンからは，高角度の断層（小谷 - 中山断層）は横ず
れ成分が主体で，浅い断層は逆断層が卓越するというス
リップパーティショニングが発生している．長期の平均
変位速度とトレンチ調査や今回の地表地震断層の変位量
を考慮すると，小規模な地震が短い間隔で繰り返してお
り，また平均変位速度から，より規模の大きな地震発生
も予測されている．この地震を引き起こした断層は，成
熟度の高い断層であり，小さい摩擦係数を反映して地震
の発生様式が多様であることが明瞭になった．未解決の
問題が残されているものの，今後の内陸地震の長期予測
に対して，重要な知見が得られた地震であった．
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１．はじめに
平成 28 年（2016 年）4 月 14 日 21 時 26 分，熊本市東

部の深さ 11km を震源とする M6.5 の地震が発生し，熊
本県上益城郡益城町で震度 7 のゆれを記録した．その後，
この地震の余震活動は布田川断層と日奈久断層の合流点

（屈曲部）あたりで活発化し， 約 3 時間後の 4 月 15 日 0
時 3 分の M6.4 の地震に続き，約 28 時間後の 4 月 16 日
1 時 25 分に M7.3 の本震が発生した．この本震では，益
城町で再び震度 7，西原村でも震度 7，熊本市と南阿蘇
村で震度 6 強を観測し，広範囲で建物の倒壊等の甚大な
被害が発生した（図 1）．短時間に同一地点で震度 7 が
2 回記録されたのは観測史上初めてであった．防災科学
技術研究所の KiK-net 益城（KMMH16）では，前震で
1580gal，本震で 1362gal を記録した 1）．人的被害は，死
者 273 名（間接死も含む），負傷者 2809 名，住宅被害は
全壊 8667 棟，半壊・一部損壊 198,219 棟，火災 15 件に
上る 2）．

4 月 14 日の M6.5 を 16 日 M7.3 の前駆的活動としての
前震とみるか，後者が前者の余震の 1 つとみるかは見解

が分かれるところである．M6.5 を「前本震」，M7.3 を「後
本震」などと称する場合もあるが，メカニズムは別とし
て，ここでは紛らわしさをさけるため，前者を「前震」，
後者を「本震」と呼ぶことにする．

２．地震活動の推移
2.1　前震活動

前震（M6.5）のメカニズム解は，東西に最大圧縮軸
をもつ横ずれ断層である 3）．M6.5 直後の余震群がほぼ
日奈久断層帯北部と重なるように分布することから，日
奈久断層帯と整合的な北東走向の右横ずれ断層と推定
される．約 3 時間後の M6.4 を含め，この地震の余震活
動は活発で，この間の b 値は 0.5-0.8 程度の顕著に低い
値を示した 4）（ただし本震直前に上昇）．

Kato et al. （2016）5）は一連の地震活動の時空間発展を
分析し，前震以降に地震活動域（M6.5 の余震域）が震
源断層の走向方向と傾斜方向に拡大したことを示した．
さらに，ゆっくりすべりとも連動することによって，本
震断層面へのクーロン応力が増大することで本震発生が
促されたと推定した．

一連の地震活動と既知の活断層との関係を明らかにす
るため，清水ほか（2019）6）は詳細な地震波速度構造に
基づいて震源再決定を行った．その結果，前震（M6.5）
は日奈久断層本体ではなく，隣接する高角東傾斜の断層
であるとした．また，本震の破壊開始点も東傾斜の断層
が関係したとし，震源断層分布や破壊プロセスの複雑さ
を示した．

2.2　本震―余震活動
本震に伴う余震活動については，震源断層沿いだけで

はなく，北東へは阿蘇市周辺や大分県由布市や別府市
周辺，南西へは八代市にまで，広範囲で活発化した．特
に，本震から 32 秒後に由布市で発生した M5.7 の地震
は，別府市などに震度 6 強のゆれをもたらした（当初は
本震によるものとされていた）．この地震は本震の地震
波通過に伴う動的応力変化による誘発作用で説明されて
いる 7）．続いて，4 月 16 日午前 3 時 3 分と 3 時 55 分に
は阿蘇市で M5.9（最大震度 5 強）と M5.8（最大震度 6
強）などの余震も発生した．由布―別府の活動を別とし
ても，北東―南西に約 100km 長にわたり余震活動が広
がった（図 2b）．震源断層長の 2 倍を超える．余震のメ
カニズム解は東西方向の圧縮軸を持つ横ずれ断層と東
西走向の正断層を主とし，熊本地震前に推定されていた
応力場 8）と整合する．

７．平成 28年（2016 年）熊本地震（2016 年 4月 14日，M6.5；4月 16日，M7.3）

遠田　晋次（東北大学災害科学国際研究所）

図１�（a）4月14日M6.5（前震）の震度分布と
� （b）4月16日M7.3（本震）の震度分布．
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広域の余震活動は，両震源断層端を超えて広がるだけ
ではなく，熊本市直下から島原湾にかけて東西に帯状に
も広がる．これらの余震のメカニズム解は概ね東西走向
の正断層で，雲仙地溝帯の構造とも整合的である．2016
年 8 月 31 日には，この余震域で宇城市と熊本市で最大
震度 5 弱を記録する M5.2 の地震が発生した．これらの
余震の広がりは，本震による静的クーロン応力変化で概
ね説明される 9）．

３．波形・測地インバージョンによる震源断層モデル
Kubo et al. （2016）10）は， 防 災 科 学 技 術 研 究 所 の

K-NET, KiK-net, F-net の波形データを用いて，地表断
層トレースや余震分布に基づく屈曲した震源断層を想定
した時間発展波形インバージョンを行った（図 3）．そ
の結果，北西に高角度で傾斜する布田川断層中央部で
最大変位 3. 8m を示す震源断層モデルを構築した．この
モデルでは，全域で右横ずれを示すものの，この最大変
位部周辺では正断層変位も顕著である．この傾向は後述
する干渉 SAR の結果や，地表地震断層調査の結果とも
整合する．同様の震源インバージョン解析は Asano and 
Iwata （2016）11）でも示されている．ただし，震源断層
北東端について，Kubo et al. （2016）10）が阿蘇カルデラ
北部の阿蘇市にまで延ばしているのに対し，Asano and 
Iwata （2016）11）はカルデラ西部までとしている．

一方，熊本地震では陸域観測技術衛星 2 号（以下
ALOS-2）によって，地震後に迅速かつ高空間分解能の
観測が行われ，同地震による地殻変動が解明された．衛
星進行方向に対して左右両方向からの電波照射によって
観測頻度も向上し，深部震源断層の推定のみならず，数
cm 程度の微小変位を伴った地表地震断層の正確な位置

図2　�熊本地震の地震活動（気象庁一元化震源による）．（a）
前震〜本震までのM2以上の震央分布．赤線は活断層，
黄色三角は活火山．（b）本震後1ヵ月間のM2以上の
震央分布．太青線は熊本地震の地表地震断層（c）前
震〜本震後1ヵ月のM2以上の時系列．

図3　�波形インバージョンによる熊本地震の震源断層モデル 10）．
（a）最終すべり量分布の平面投影図．コンターは0.8m．
星印は震央，薄い青円は本震後1日以内のM ≥ 1余震，
灰色円は1ヵ月以内のM ≥ 1余震．（b）最終すべり量分
布の断面投影．ベクトルは上盤側でのすべりの向きと大
きさを示す．
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や変位量の把握にも寄与した．前震（M6.5）では，布
田川断層帯の北西部で最大約 9cm の北西向きまたは隆
起の変動が認められ，南西部では最大約 12cm の東向き
または沈降の変動が検出された 12）,13）．本震（M7.3）では，
複数の干渉 SAR による組み合わせから 2.5 次元解析が
実施され，布田川断層による顕著な右横ずれだけではな
く，同断層中央部に向かって北側が最大約 1.5m 沈降す
る地殻変動が見いだされた 12）．国土地理院（2016）14）は，
これらの SAR 解析および GNSS 観測から，3 つの断層
から構成される震源断層モデルを提案した（図 4）．こ
のうち，断層 A1 は布田川断層に対応し，北傾斜 60° °で
右横ずれだけではなく正断層成分も含む．断層 B は日
奈久断層北端に相当し，北西傾斜の右横ずれ断層である．
断層 A2 は南東に傾斜するのが特徴で，既知の活断層へ
の対応はないが，地表は後述する地表地震断層に対応す
る．

４．地表地震断層
熊本地震の本震に伴って，北東に延びる長さ約 30 km

の地表地震断層（以下，地震断層）が甲佐町・御船町・
益城町・西原村・南阿蘇村にかけて出現した 15）, 16）（図 5）．
地震断層は，地震調査研究推進本部（2013）17）の定義し
た日奈久断層帯高野―白旗区間の北部と布田川断層帯
布田川区間に沿って現れ，益城町堂園で最大 2.2 m の右

横ずれ変位を記録した（以下では，日奈久断層帯高野―
白旗区間の北部を日奈久断層北端，布田川断層帯布田川
区間を単に布田川断層とする）．これらの地震断層位置
は，前述の震源断層モデル，余震分布などから推定され
た地表の到達位置におおむね整合する．変位量について
も，地表踏査による計測値は震源断層モデルよりもやや
小さいものの，分布傾向に大きな矛盾はみられない．な
お，今回の地震では干渉 SAR による断層位置を手掛か
りに微小地表変位を確認した地点もある．

図4　�国土地理院による⼲渉SAR解析結果と震源断層
モデル 14）．

図 5　�2016 年熊本地震の地震断層 15）．a）地震断層と既知の活断層，余震分布の関係．b）日奈久断層およ
び布田川断層沿いに出現した地震断層の右横ずれ変位量分布，出ノ口断層沿いの上下変位量分布．
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4.1　布田川断層沿いの地震断層
単一地点で最大右横ずれ変位が観測されたのは，益

城町堂園地区である．当地区では畑の畦や畝が断層に
よって 2.2m 食い違っていた（図 6a）．断層はこの堂園
地区から西へ大きく 2 つに分岐する．北側の地震断層は，
木山川周辺の水田に約 4km にわたって出現し，さらに
西に向かって被害の大きかった益城町の中心部まで延び
る．この断層トレースは，ほぼ木山断層 18）に沿うが，変
動地形は明瞭ではなく既存の活断層図には示されていな
かった．一方，南側の地震断層は山麓沿いの既知の布田
川断層に沿って西南西に延び，日奈久断層に合流する．
これらの断層トレースはすべて顕著な右横ずれ変位を伴
い，複数の断層トレース上での変位量を合算すると，最
大 2.5m に達する．

益城町堂園地区から東の西原村でも，既知の布田川断
層沿いに明瞭な右横ずれ断層変位が確認された．ただし，
益城町側ほど連続性は良くなく，分布が断続的となる区
間もある．西原村では，地震断層は農業用の大切畑ダム
の堤体を約 1.5m 右横ずれさせて横切る．地震断層はさ
らに西原村を抜け南阿蘇村へ連続する．この部分は既知
の北向山断層に一致する 18）, 19）．地震断層は外輪山を構
成する第四紀火山岩類を基盤とする鞍部列などの断層変
位地形沿いに現れた．南阿蘇村立野地区では，立野溶
岩など後カルデラ期の数万年前の溶岩を横切り，カルデ
ラ内に延びる．

阿蘇カルデラ内の地震断層は南阿蘇村立野地区から
黒川を隔てて北東に連続する．落橋した阿蘇大橋の向か
いの水田では，約 1.5m の右横ずれを示す地震断層が観
察された．地震断層はさらに北東に向かって被害の大き
かった黒川地区の集落内を通過する．その後，北にステッ
プして，東海大学阿蘇校舎，阿蘇ファームランド内を横
切り，南阿蘇村と阿蘇市の境界付近まで延びる．

4.2　出ノ口断層沿いの地震断層
干渉 SAR 解析から明らかになった布田川断層中央部

での北落ちの上下変位は，現地でも断続的に確認された．
この上下変位は，布田川断層帯東部では，布田川断層か
ら 1 － 2km 南に並走する出ノ口断層沿いで顕著になる．
この新鮮な正断層崖は同断層沿いに約 10km にわたって
出現し，最大約 2m に達する（図 6b）．布田川断層沿い
の右横ずれと出ノ口断層沿いの正断層変位が並走する状
況は，震源断層での斜め横ずれ変位が地表でスリップ
パーティショニングを起こしたものと解釈されている 20）．

4.3　日奈久断層沿いの地震断層
布田川断層から続く地震断層は，南西に向かって日

奈久断層上へ連続する（図 6c）．両断層の接合部から北

西へも断続的に地震断層が約 2.5 km 連続するが，これ
らの変位は概ね 20 cm 以下である．日奈久断層上の約
5km にわたる地震断層はきわめて連続性が良く並走や分
岐はみられず，上下変位はほとんど観察されない．布田
川断層と同様に右横ずれを示す．御船町高木地区で最大
約 70 cm である．目視で確認できる地震断層の南端は
甲佐町の緑川右岸付近である．

4.4　その他の地震断層
熊本地震では，干渉 SAR 解析によって，主地震断層

帯から 10km 以上遠方にまで多数の断層変位が確認され
た 21）．このような小変位は 200 個所以上にのぼり，最大
で 40cm もの変位が検出されている（図 7）．一部は地表
踏査でも分布が確認され，既知の活断層に沿って出現し
たものも多数存在する（例えば 22））．また，後日実施さ
れたトレンチ調査によって，同様の変位が過去にも繰り
返されたことが明らかにされている（例えば 23））．これ
らの断層では，ごく一部を除いて余震が認められず，地

図6　�熊本地震の地震断層．（a）益城町堂園地区における2.2m
の右横ずれ変位．（b）西原町小森牧野における出ノ口
断層沿いの正断層変位．（c）�御船町小坂地区における
約50cmの右横ずれ変位．
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震動生成にも全く寄与していない．そのため，断層変位
は地震発生層上端以浅と考えられ，「お付き合い断層」
とも称される 24）．また，必ずしも本震による静的歪み変
化で説明はできず，本来蓄積されていた浅部の歪みが地
震動で誘発されたものと推定されている 25）．

５．余効変動と長期余震活動
熊本地震では，明瞭な余効変動も干渉 SAR 解析から

捉えられている．国土地理院（2016）12）による解析では，
日奈久断層帯北端，出ノ口断層など，地震時に変位した
断層の一部で余効すべりが検出されている．断層のごく
浅部で余効すべりが継続していることが示唆される．ま
た，中尾ほか（2018）26）は国立大学法人 GNSS 観測グルー
プと国土地理院 GEONET の連続観測データに基づき，
日奈久断層帯周辺の余効変動を明らかにした．それによ
ると，地震後の日奈久断層での右横ずれ余効すべりは約
18cm に達し，2019 年 4 月現在でも余効変動は継続して
いる．

一方で，空間的に長波長の変動も観測されている．布
田川断層帯周辺では隆起と西向きの変動が，その周辺
では沈降と東向きの変動が確認されている．布田川断
層に沿って変位不連続は認められないことから，下部地
殻・上部マントルによる粘性緩和による余効変動と考え

られている（例えば 27））．上記の中尾ほか（2018）26）も，
GNSS の時系列を説明するために，余効すべりだけでは
なく粘性緩和効果を加えている．

日奈久断層帯での余効すべりは，御船町高木にて目視
でも確認される．正確な計測値ではないが，同地区で地
震時に 50cm の右横ずれを示したブロック塀（図 8a）が
1 年後には約 70cm にまで変位が拡大した（図 8b）．そ
の他，地震後にアスファルト補修工事が行われたにも関
わらず，雁行状の亀裂発生が確認されている（図 8c）．

熊本地震の余震は順調に減衰しているものの，広域性
は長期にわたって保たれている．令和元年（2019 年）1
月 3 日には熊本―福岡県境付近の熊本県和水町で震度 6
弱を観測する M5.3 の地震が発生した．地震調査研究推

図7　�⼲渉SAR解析から明らかになった阿蘇外輪山北西にお
ける熊本地震時の小断層変位と活断層との関係 21）（第
218回地震予知連絡会記者会見資料より）．

図8　�御船町高木地区における日奈久断層の余効すべり．（a）
熊本地震本震直後．地震断層は家屋とブロック塀をほ
ぼ垂直に横切り，ブロック塀が屈曲している．（b）本
震から約 1年後．変位が進み，ブロック塀が破壊さ
れて変位している．（c）地震後に舗装修復されたアス
ファルト道路に再度亀裂が出現．国道443号線の西約
150mの地点．



 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第４章　この 10 年の主な地震（2009 年～ 2018 年） 207

進本部は熊本地震との関係を否定しているが 28），熊本
地震による静的クーロン応力によって活発化した地域の
1 つという見方もある 29）．一方で，Nanjo et al. （2019）30）

は熊本地震時に活動しなかった日奈久断層帯中央部で熊
本地震後に顕著に低い b 値と p 値を検出している．本
震による応力載荷に加えて，余効変動による影響も考察
されている．

６．熊本地震前後の長期評価
第 4 節で示したように，本震（M7.3）時に日奈久断

層北端と布田川断層が活動し，長さ約 30km の区間にわ
たって地震断層が現れた．布田川断層は地震調査研究
推進本部が長期評価を行っている約 100 の主要活断層の
1 つであり，長期評価の公表後に顕著な断層変位を伴っ
た地震が発生したのは神城断層以来 2 例目となった．熊
本地震発生前の評価では，布田川断層の平均活動間隔
は 8,100 ～ 26,000 年，最後の活動が約 6,900 年前～ 2,200
年前とされ， 30 年確率は「ほぼ 0 ～ 0.9％」と評価され
ていた 17）．

しかし，地震発生後に各種研究機関が実施した調査
結果をみると，布田川・日奈久断層帯の熊本地震活動区
間の活動間隔は 2,000 ～ 4,000 年程度で，地震前の評価
よりも顕著に短い（例えば 31），図 9）．また，最新活動
時期は約 2000 年前とする調査結果も複数報告されてお
り，熊本地震時に経過率（最新活動からの年数／平均活
動間隔）が 1 を上回っていた可能性もある．一方，日奈
久断層帯日奈久区間など，熊本地震時に動かなかった区

間の調査や取りまとめ作業も進行中であり（例えば 32）），
両断層帯の長期的連動性や今後の未破壊区間の地震発
生ポテンシャルなどを議論する資料が整いつつある．

７．おわりに
平成 28 年熊本地震は，都市を襲った内陸大地震とし

ては平成 7 年の兵庫県南部地震以来となった．また，主
要活断層帯の 1 つが活動したという意味で，長期評価の
予測向上へつながる要点や限界，問題点も明らかとなっ
た．さらに，活断層帯近傍の M6.5 という一回り小さな
地震から活動が始まり，活断層による M7.3 の本震へと
つながった．このような地震活動の時空間変化のみなら
ず地殻変動についても詳細なデータが記録され，活動域
の拡大やプレスリップを示唆する地殻変動も指摘されて
いる．長期評価と短期的な変動を結びつける評価法が必
要とされる．奇しくも，2019 年 7 月にはカリフォルニア
州東部で類似のシーケンスでリッジクレスト地震が発生
した（M6.4 発生 34 時間後に近傍で地表地震断層を伴う
M7.1 地震が発生）33）．この地震でも，共役関係の複数
の断層が関係するなど，複雑な断層形状も熊本地震と共
通している．熊本地震が必ずしも希な現象ではなく，熊
本地震の観測データや研究成果が今後の中短期予測の
改善に役立つものと思われる．なお，「遅れ破壊」とい
う観点からは，現在も余効変動が継続中であり，今後も
詳細な地震と地殻活動のモニタリングに基づく周辺活断
層への影響評価が急がれる．

図9　熊本地震の地震断層沿いのトレンチ調査結果のまとめ 31）．
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１．はじめに
2016 年 10 月 21 日 14 時 7 分に鳥取県中部を震源とす

る気象庁マグニチュード（以下 M と記す）6.6 の地震が
発生した 1） ．倉吉市，湯梨浜町，北栄町で震度 6 弱，鳥
取市，三朝町，岡山県鏡野町，真庭市で震度 5 強を観
測したほか，中国地方を中心に関東地方から九州地方に
かけて有感となった 1） ．この地震による負傷者は 32 人，
被害住宅は 15,425 棟に上った 2） ．

２．地震活動
図 1 に鳥取県中部地域の震央分布を示す．連結震源

決定法 3） によって推定された 1 次元速度構造と観測点補
正値を用いて震源再決定を行った．BB’ の近傍にある 2
つの星印のうち北北西側の大きい方が 2016 年鳥取県中
部の地震の震央である．この地震の発震機構は，西北西
－東南東方向に圧力軸をもつ横ずれ断層型である 1） ．

AA’ に沿って北西－南東方向に伸びる 1983 年鳥取県
中部の地震（M6.2）の余震域で，2015 年 10 月 18 日か
ら M4.2 と M4.3 を主震とする群発的な活動が始まった

（青丸）4） ．約 10 か月後の 2016 年 8 月には群発活動域
の西側（水色）と，2016 年 9 月には BB’ で示す 2016 年
鳥取県中部地震の震源域近傍（緑丸）で小規模な活動
が発生した．本震後には，震源域の南南東端付近で，14
時 53 分に M5.0 の最大余震が発生した．その後，震源
域南東部の東側に余震活動が拡大した．

図 2 に 1983 年鳥取県中部地震の余震分布の走向（図

1 の AA’）での地震の深さ分布を示す．赤い星印は 1983
年の本震である．余震分布が断層面の広がりを表すとす
ると，1983 年の地震は南東側の深い部分から北西側の
浅い部分に向かって破壊したと考えられる．青色で示す
2015 年の活動は，1983 年の破壊の終端部分の延長上に

８．鳥取県中部の地震（2016 年 10月 21日，M6.6）

澁谷　拓郎・西村　卓也（京都大学防災研究所地震予知研究センター）

図3　�2016 年鳥取県中部地震の余震分布に沿う断面（図1
のBB’）での地震の深さ分布．赤丸は1976年 6月〜
2015年 9月，緑色の丸は2016年 9月 26日〜 2016
年 10 月 20日，マゼンタ色の丸は 2016 年 10 月 21
日 0時〜 14時 07分，黒丸は本震以降に発生した地
震を示す．赤い星印は本震と最大余震を示す．

図1　�鳥取県中部域の震央分布．赤丸は 1976 年 6 月〜
2015 年 9月，青丸は 2015 年 10月〜 2016 年 7月，
水色の丸は 2016 年 8月〜 2016 年 9月 25日，緑色
の丸は2016年 9月 26日〜 2016年 10月 20日，黒
丸は2016年の本震以降に発生した地震を示す．白抜
きの星印はM5以上の地震を示す．活断層を緑線で示
す．破線は県境である．AA’とBB’での地震の深さ
分布をそれぞれ図2と図3に示す．

図2　�1983 年鳥取県中部の地震の余震分布に沿う断面（図
1の AA’）での地震の深さ分布．赤丸は1976年 6月
〜 2015 年 9 月，青丸は 2015 年 10 月〜 2016 年 7
月，水色の丸は 2016 年 8 月〜 2016 年 9 月 25 日，
黒丸は2016年の本震以降に発生した地震を示す．赤
い星印は1983年鳥取県中部の地震の本震，青い星印
は2015年の群発的地震活動の主震を示す．
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位置しているように見える．水色は 2016 年 8 月～ 9 月
の活動であるが，2015 年の活動の近傍で発生している．

図 3 に 2016 年鳥取県中部の地震の余震分布の走向
（図 1 の BB’）での地震の深さ分布を示す．2 つの赤い星
印のうち深い方にある大きいものが本震（M6.6）である．
本震の約 1 か月前に始まった活動を緑色の丸で，約 2 時
間前に本震近傍で発生した前震活動をマゼンタ色の丸で
示す．黒丸で示す余震の分布からこの地震の断層面が，
約 10 km × 10 km の広がりをもつことが推定される．

３．GNSS観測による地殻変動
 2016 年鳥取県中部の地震の震源域周辺において京都

大学防災研究所が 2014 年から行っている GNSS 稠密観
測点のデータを，周辺の GEONET 点のデータとともに
解析することにより，地震前・地震時・地震後の地殻変
動を推定した．なお，GNSS 観測点の日座標値の計算
には，米国ジェット推進研究所（JPL）による GIPSY6.2
ソフトウェアのバイアス整数化精密単独測位法（PPP-
AR）を用い，衛星軌道暦として，地震前の解析には JPL
最終暦を，地震時および地震後の解析には JPL 速報暦
を利用した．また，地震時以降においては，地震発生日

（10 月 21 日）の日座標値は，本震発生以降（GPS 時刻
の 5 時 10 分以降）のデータのみを使用して算出したも
のであり，地震前のデータは含まない．

この地震の震源域は，「山陰ひずみ集中帯」として指
摘されていた場所 5） であり，地震前 2 年間（2014 年 9
月－ 2016 年 9 月）の平均速度場を見ると，瀬戸内側に
対して日本海側が相対的に東向きに動くような右横ずれ
変形が集中する幅 30 － 50 km 程度の領域が，海岸線に
沿って存在する．震源域周辺の観測点における GNSS
座標時系列から，定常的な東向きの変動と季節変動が確
認されるが，地震前に顕著な変化は見られなかった．

図 4 の黒矢印・黒棒は，10 月 11 日～ 20 日の平均値
と 10 月 21 日の値の差を取って算出した地震時の変位を
示す．半無限弾性体媒質中の矩形断層の一様すべりを仮
定して，この観測値を説明する断層パラメータを推定し
た．その結果を表 1 に示す．その理論値は，図 4 の白矢
印・白棒であるが，観測値とよく一致している．このこ
とから，2016 年鳥取県中部の地震は，図 4 に青線で示
すような北北西－南南東走向の鉛直の断層が左横ずれし

たことによって生じたと考えられる．
この震源断層モデルを用いて，周辺でのクーロン応力

変化（Δ CFS）を計算した．本震の震源断層から東西
に外れた地震の多くはΔ CFS の増加域で発生している
ことがわかった．

地震後の地殻変動では，震源域近傍の観測点におい
てのみ余効変動が見られた．余効変動の時間変化を対
数関数でフィッティングすると時定数は 2.2 日となり，1
か月程度で顕著な余効変動は終了した．余効変動のメカ
ニズムは，本震すべり域よりも浅部の領域における余効
すべりと推定されており，詳細は参考文献 6） を参照され
たい．

緯度
（°）

経度
（°）

上端深さ
（km）

長さ
（km）

幅
（km）

走向
（°）

傾斜
（°）

滑り角
（°）

滑り量
（m） Mw

35.370 133.867 1.9 8.3 9.5 342 90 1 0.88 6.15

表1　2016年鳥取県中部の地震の震源断層モデルのパラメータ

緯度・経度は矩形断層の北上端の位置を示す．剛性率は30�GPaを仮定した．

図4　�2016年鳥取県中部の地震における地震時の変位．（上
図）水平変位．（下図）鉛直変位．黒矢印・黒棒は観測値，
白矢印・白棒は表1に示す矩形断層モデルによる理論
値である．青線は矩形断層の位置を示す．赤丸は余震
分布である．
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４．おわりに
2016 年鳥取県中部の地震（M6.6）は，1983 年鳥取県

中部の地震（M6.2）の震源域の約 7 ～ 8 km 西側に位置
するほぼ平行な断層面で発生した．

鳥取県中部域では，2016 年の本震の約 1 年前から地
震活動が活発化した．まず，1983 年鳥取県中部の地震
の余震域の北側上端の延長域で，M4.2 と M4.3 を主震
とする群発的な活動が発生した．その 10 か月後（本震
の 2 か月前）には群発活動域から西側に隣接する領域で，
1 か月前には将来の断層面の近傍の深い領域で小規模な
活動が発生した．本震の 2 時間前には破壊開始点の近傍
で前震が発生した．このようにこの地震には特徴的な先
駆的地震活動が伴った．

GNSS 観測により求められた地殻変動から，2016 年
鳥取県中部の地震は，山陰ひずみ集中帯の中で発生した
と考えられる．地震時の変位の解析から，矩形断層を仮
定した断層面の大きさは，長さ 8.3 km ×幅 9.5 km と推
定された．これは図 3 に示す余震域の広がりと調和的で
ある．震源域近傍の観測点では地震後の 1 か月程度，余
効変動が観測された．
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１．はじめに
2016 年 12 月 28 日 21 時 38 分頃 , 茨城県北部を震源

とするマグニチュード 6.3 の地震が発生した（図 1）. 茨
城県高萩市で震度 6 弱を，日立市で震度 5 強・常陸大田
市で震度 5 弱を観測した（気象庁 , 20171）, 地震調査研究
推進本部地震調査委員会 , 20162））．この地震による被害
は , 北茨城市・高萩市・石岡市などで，軽傷 2 名 , 半壊 1，
一部損壊 25 棟であった（茨城県危機防災課 , 2017）3）.2011
年東北地方太平洋沖地震後に，茨城県北部において地
震活動が活発化したが，この地震も大局的にはその一連
の地震活動の中で発生した地殻内の地震である．とくに
2011 年 3 月 19 日に発生した M6.1 とほぼ同様の断層で
発生した地震であったことが，地殻変動や地表地震断裂
から指摘されており 4），短い期間でほぼ同一の震源断層
が活動した特異な地震であった．

２．震源域の地質
震央は阿武隈山地の南部に位置し，ここでは白亜紀

花崗岩類が分布する（図 1）．この花崗岩体の西側には，
北北西 - 南南東走向の棚倉破砕帯が位置する．この断層
は，阿武隈型花崗岩類と西南日本に広く分布する領家型
花崗岩類を隔てる日本列島の地体構造上重要な断層で
ある．この断層に沿って日本海拡大時に狭小な堆積盆地
が形成され，新第三系が分布する（大槻，19755））．太平
洋側の地域でも第三系が分布する．初期中新世にはハー
フグラーベンが形成され，北西 - 南東方向の正断層が卓
越する．これらの断層の一部は，変動地形学的な特徴
から活断層としてマッピングされている（中田・今泉 , 
20026））．2016 年の茨城県北部地震の北方では，2011 年
4 月 11 日に福島県浜通りの地震（M7.0）に伴って，既
存の断層に沿って地表地震断層が出現したが，2016 年
の地震については，対応する地質構造は認められない．

東北地方の火山フロントよりも東側の地殻構造は，日
本列島開裂前の地殻構造が保存されており，震源域周辺
の大規模な地殻構造は，北北西 - 南南東方向に配列して
いる．震源域に明瞭な活断層は知られていないが，震源
断層の走向については，地質構造の卓越方向が影響を与
えている可能性がある．

３．地震活動
震源域の周辺では，2011 年の東北地方太平洋沖地震

直後から，地震活動が活発化した（図 2B）．これらの震
央は，とくに阿武隈山地南部で全体として北北西 - 南南
東方向に配列する領域に分布する（図 2A）．2016 年茨

城県北部の地震は，この領域の南西部に位置する．震源
の深さは，11 km （気象庁，20171））もしくは 10 km（防
災科学技術研究所，20168））と報告されている．

４．地震のメカニズム
2016 茨城県北部地震の本震の発震機構解は，P 波初

動解やモーメントテンソル解によって，NE-SW 方向に
主張力軸をもつ正断層型であることが報告されている

（図3）．地震モーメントの値については，気象庁は Mw 6.2
と推定している．

５．余震分布
余震分布は，ほぼ北北西 - 南南東方向に約 15 km の長

さで配列し，配列方向に直交する断面では西に中角度で
傾斜した分布を示す（図 4）. 震源は，2016 年 12 月 31
日までの余震分布域の最深部に位置する（図 4）．

６．地殻変動と震源断層モデル
2016 年茨城県北部の地震に伴って出現した地殻変動

は，国土地理院によって GNSS や干渉 SAR のデータ（図
5）から解析されている．震源域を隔てた GNSS の観測

９．茨城県北部の地震（2016 年 12月 28日 ,�M6.3）

佐藤　比呂志（東京大学地震研究所地震予知研究センター）

図1　�震源域周辺の地質と活断層．地質図は産業技術総合研
究所地質調査総合センター・地質図Navi による . 赤星
印 :�2016 年 12月 28日茨城県北部の地震の震央，赤
実線 :�活断層（地質図Navi による）
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点では，震源断層の走向とほぼ直交方向に移動する地殻
変動が観測されていおり，震源断層モデル・発震機構解
と調和的である．また SAR 干渉解析では，震源域の北
東部で NW-SE 方向で長さ 2 km に渡って変位の不連続
が観測されている．国土地理院の研究チームは，干渉画
像をもとに矩形断層一様すべりの 2 枚の震源断層モデル
を構築した（図 6，表 29））．短く浅部に位置する南西傾
斜の断層面と北北西－南南東（南東）走向の深い断層で
ある．傾斜は 60 度と 50 度の正断層である．二つの断層
による地震モーメントは Mw 5.85 となる．地殻変動から
求められた震源断層は，5 km よりも浅い領域で滑りが
大きいこと，とくに浅部の断層の上端は地表近傍まで及
んでいることが示されている．重要な特徴として，2011
年 3 月 19 日に発生した地震（M6.1）で観測された地殻
変動とほぼ同じ領域 10）に地殻変動が観測されたことであ
る 9）．2011 年 3 月 19 日の地震に伴う地殻変動と推定さ
れた断層モデルについては，図 7 にこの地震に伴う合成
開口レーダーによる地殻変動の解析結果を示す．震源断
層の形状や地殻浅部でのすべりなど，2016 年の地震と
よく類似する．

2016 年の茨城県北部地震に類似する 2011 年 3 月 19
日の茨城県北部地震の震源過程解析の結果は，震源断
層の形状の他，地殻変動から推定した断層モデルとすべ
り量の大きな領域が類似する点でよく一致する．

図3　�2016年茨城県北部地震のP波初動解（左）と�
モーメントテンソル解（右）（気象庁 7））

図2　2016年 12月 28日茨城県北部の地震と関連する地震活動．気象庁（2016）2）による．

表1　モーメントテンソル解のパラメーター

断層面解 1 断層面解 2

走向 傾斜 すべ
り角

走向 傾斜 すべ
り角

気象庁 1,7) 307 52 -118 168 46 -59

防災科技 8) 324 29 -105 160 62 -82
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図5　�茨城県北部の地震「だいち 2号」によるSAR ⼲渉解析結果（地震調査委員会，20162））．
2016年 11月17日〜 2016年 12月 29日の解析結果．

図4　2016年 12月 28日 21時 -29日 15時までの震源分布（気象庁，20162））
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表2　推定された断層パラメータ 9）

図 6　⼲渉SAR�解析から得られた地殻変動（地震調査委員会，20179））

図 7　�2011年 3月19日茨城県北部の地震（M6.1）に関する合成開口レーダー
解析結果（国土地理院，201110））.
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図8　�2016年茨城県北部地震の近地強震波形による震源過程解析（気象庁，20171））

図 9　2011年 3月19日の茨城県北部地震の近地地震波形による震源過程解析（気象庁，201711））．
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７．地表地震断裂
干渉 SAR によって検出された変位の不連続線（図 6）

に沿って，約 2.5 km 区間の 4 地点において水平伸張を
伴う地表断裂が確認された（粟田・吾妻，201712））．道路・
橋梁などの構造物の破損状況から（図 10），今回の地震
以前にも同様の断裂が出現していたことが推定されてい
る．今回の地震およびそれより前の変位を合わせた水平
伸張量として，最大で 29 cm が計測されている．

８．地震の特徴
 今回の地震は，2011 年東北地方太平洋沖地震後の余

効すべりや粘性緩和などが作用する上盤プレートの伸張
変形一連の応力場で生じた地震であり，本震 - 余震型の
孤立して発生する地殻内地震とは，その様相を異にして
いる．2016 年の地震が発生した領域は，東北地方太平
洋沖地震後に地震活動が活発化した地域であり，3 月 19
日には M6.1 の正断層型の地殻内の浅い地震が発生した．
この地震発生後も，震源域を含む東北地方太平洋側の海
溝側への水平移動は継続しており，観測されている震源
域周辺の地震活動は顕著な低下を示していない（図 2）．
2011 年 3 月 19 日の地震以降，5 年 9 ヶ月を経て再び地
震が発生した．この地震は，地表断裂の変位から判断し
て（粟田・吾妻，201712）），少なくとも地表近傍では同
一の断層が活動した可能性が高いと判断される．また，
干渉 SAR による地殻変動，余震分布，近地地震波形に
よる震源過程などによって推定される断層モデルは，こ
れまで述べてきたように，二つの地震において類似性が
高い．このため早期の地震により，割れ残りが残存した
可能性は小さいものとみなされる．したがって，解析精
度の範囲内ではほぼ同一の震源断層が短い期間の中で
繰り返し活動したものと推定される．このような短い期

間で再活動した点については，超巨大地震である東北地
方太平洋沖地震後に進行した変位速度が大きい伸張変
形に起因するものと推定される．

９．まとめ
2016 年茨城県北部地震は，地震活動や地殻変動の観

点からは 2011 年の東北太平洋沖地震後の余効変動・粘
性緩和などと密接に関連して発生した地震である．この
地震に伴う諸現象は，稠密な観測網による地震・測地観
測，ALOS 衛星に搭載された InSAR 干渉解析によって
高い精度で解析された．上部地殻の浅部に大きなすべり
領域をもつ地殻内地震であり，地表では約 2km の区間
に渡って地表断裂が出現した．地表断裂の調査結果 も含
め，この地震が 2011 年 3 月 19 日の地震の震源断層の，
短い期間での再活動によって発生した可能性が大きい．
このような短い期間での再活動については，超巨大地震
後の大きな歪み速度をもつ伸張運動が継続したことなど
が要因として考えられる．プレート境界での巨大地震発
生後の上盤プレートでの被害地震を想定する上で重要な
知見が得られた．

図10　�路面にあらわれた断裂の拡大写真（粟田・吾妻，
201712））．補修された古い開口断裂に沿って今回の
地震に伴う新しい開口断裂があらわれた．

図11　�新小山橋周辺において計測できた今回の地震および
それより前の変位による水平伸張量の分布（粟田・吾
妻，201712））．A：E-W方向の測線における水平伸張
量の分布．道路に沿って計測した個々の箇所での伸
張量（白丸）と測線の西端から東に向かって積算した
量（黒丸）を示す．いずれも今回の地震およびそれよ
りより前の変位を合わせた量．矢印は今回の地震によ
る伸張量とそれ以前の変位による伸張量を区別して
計測できた箇所．B：今回の地震による伸張量（白丸）
とそれ以前の変位による伸張量（赤丸）の比較．い
ずれも測線に沿って積算した量を示す．
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１．はじめに
大阪府北部の地震は，2018 年 6 月 18 日 7 時 58 分に，

大阪府高槻市付近，深さ 13km を震源として発生した．
気象庁マグニチュードは M6.1 である．この地震により，
大阪市北区，高槻市，枚方市，茨木市，箕面市で震度 6
弱が観測された 1）．人的被害及び住家被害としては，死
者 6，負傷者 369，全壊 18，半壊 512，一部損壊 55,081
と報告されている（2018 年 11 月 2 日時点）2）．

２．余震活動
大阪府北部の地震の本震と 6 月中に発生した余震の震

央分布を図 1 に示す．余震の震央分布は，有馬 - 高槻断
層帯の地表トレースの付近にあるが，断層に沿う線状の
分布を示すのではなく，複雑な分布を示していることが
分かる．

本震発生直後から，余震域の直上において，京大・九
大・東大地震研・関大合同地震観測班による臨時地震観
測が行われ，約 100 点の高感度地震観測点が設置された．
図 2 は，オンラインの 4 点と周辺の定常観測点（防災科研，
気象庁，産総研，京大による）を合わせて決定された余
震分布である 3）．余震の深さは 9km から 13km と，地震

発生域の下半分となっている．図 1 の余震分布が複雑な
のは，北側（CD 内）の東に傾斜している分布と南側（AB
内）のほとんど垂直で南に少し傾斜している分布の 2 つ
の面状の分布から構成されているためである．この付近
では，東西の主圧縮応力による横ずれ型と逆断層型の微
小地震が混在することが知られており 4），北側の余震分
布は，断層の東側の岩盤が西側に対してせり上がる逆断
層型の断層に伴うもの，南側は，断層の南東側が北西側
に対して左へずれる横ずれ型の断層に伴うものであると
推定される．

図 3 は，オフライン点も含めて決定された余震のメカ
ニズム解の P 軸（水平面へ投影）と T 軸の plunge の分
布を示したものである 5）．赤系統の余震は，T 軸が鉛直
に近い逆断層型であり，北側に多いことが分かる．P 軸
の方位と傾斜および T 軸の plunge とも色々な値をとっ
ており，近年の内陸大地震で報告されているように，個々
の余震の断層の大部分は，本震の推定断層面と平行では
なく，様々な向きを向いていることが分かる 6）．このこ
とから，余震域における応力場が，北側では逆断層型，
南側では横ずれ型であると推定される．

�１０．大阪府北部の地震（2018 年 6月 18日，M6.1）

飯尾　能久（京都大学防災研究所地震予知研究センター）

図1　気象庁による余震の震央分布と周辺の活断層の分布 1）�．

図２　�京大・九大・東大地震研・関大合同地震観測班による
本震発生直後約4日間の余震分布．下側の2つのパネ
ルは矢印の向きに見た余震の深さ分布．星印は気象庁
による本震の震源．東京大学地震研究所�第 319回地
震調査委員会資料を加筆修正 3）．
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３．震源過程
強震記録から推定された大阪府北部の地震のすべり分

布とすべり方向を図 4 に示す 1）．余震分布などに基づき，
南側の高角の断層面（N52°E，77° 南傾斜），および，北
側の東傾斜の断層面（N351°E，50° 東傾斜）を仮定し，
マルチタイムウインドウ波形インバージョン解析によって
得られたものである．2 つの断層面は破壊開始点で交わ
るように設定されている．図 4 の矢印が，推定断層の上
盤側のすべりの方向を示している．図左の高角の断層面
ではすべり方向が水平からやや上向きとなっており，余
震活動から推定された横ずれ型の応力場と調和的である．
右の東傾斜の断層面では，すべり方向はほぼ鉛直であり，
これも推定された逆断層的な応力場と調和的である．

４．活断層
図 1 に青線で示されているように，余震域周辺には，

有馬 - 高槻断層帯以外にも，上町断層帯や生駒断層帯な
ど，多くの活断層が存在する．余震域は大阪平野の北東
端付近に位置するが，隣の京都盆地には宇治川断層，盆
地の西側には京都西山断層帯が存在する（図 5 参照）．
推定された南側の高角の横ずれ型の断層の走向を，周
辺の活断層の地表トレース等の向きと比較すると，有馬
- 高槻断層帯の大局的な方向とは約 30 度の差があるが，
その東端付近の高槻 - 天王山間の部分とは調和的な向き
であり，また宇治川断層とは約 10 度の差となっている．

一方，北側の逆断層型の断層に関しては，断層面を
45 度で地表まで延長すると，上町断層の地表トレース
付近に達する．しかしながら，上町断層帯における重点
的な調査観測によると，上町断層の深部の傾斜はより高
角度に推定されている 7）．生駒断層帯については，南北
に近い地表トレースを北方に延長すると余震域付近に達
するが，生駒断層帯は東へ傾斜する逆断層であるので，
深部においても同じように延長した場合，余震域付近で
は，その位置は東へ外れることになる．

有馬 - 高槻断層帯付近を境に北側が山地で南側が平野
であることから，有馬 - 高槻断層帯は横ずれであるが北
側隆起であると推定されている．上記の応力場を考慮す
ると，高角度で北へ傾斜している可能性が高いのに対し
て，南側の高角の横ずれ型の断層は南へ傾斜しており，
また，図 4 のように推定断層の北側が沈降するセンスに
ある．これらの特徴は，有馬 - 高槻断層帯沿いの地溝帯
の南側を限る断層と調和的である．

この地域では，阪神・淡路大震災以降，大規模な地下
構造調査や主要な活断層を横切る反射法地震探査が行わ
れてきた 8-11）．特に，大都市大震災軽減化特別プロジェ
クト（大大特プロジェクト）では，舞鶴から新宮にかけ
ての大規模な地殻構造探査が行われ，生駒市から高槻市
に至る区間ではバイブロサイスを震源とする詳細な反射
法地震探査（生駒－高槻測線）も行われた 12）．また，こ
のプロジェクトの一環として，重力探査に基づいて大阪
平野北東部の基盤構造が推定された 13）．図 5 は，これら
の結果を再検討して新たに推定された，この地域の活断
層の分布である 14）．有馬 - 高槻断層帯を構成する真上断
層の東の延長は男山丘陵の南側の地質境界へ延びること，
枚方とう曲の北方延長は淀川低地帯の南西縁を限って，
上記の真上断層の東方延長部まで延びることが新たに提
唱された．これにより，基盤構造や枚方丘陵の地質構造
などをうまく説明出来ている．大阪府北部の地震の南側
の高角の断層面は，新たに発見された枚方とう曲の北東
への延長部や交野断層と調和的な向きとなっている．

図4　�大阪府北部の地震のすべり分布とすべり方向．左 : 南
側の横ずれ型の断層．右 :北側の逆断層型の断層．京
都大学防災研究所地震災害研究分野（浅野公之）によ
る 1）．星印は本震の震源（破壊開始点）．

図3　�京大・九大・東大地震研・関大合同地震観測班による余震
のP軸の方位分布 5）．○の塗りつぶしの色でT軸のplunge
を示す．6月18日から9月2日までのデータ．四角は図4
に示した2つの推定断層面を水平面に投影したもの．
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５．地震活動
図 6 に示すように，近畿地方中北部では，北摂・丹波

山地の直下にかたまりとなった地震の活動域があるのに
対して，有馬 - 高槻断層帯付近を境に，その南側では微
小地震の活動は非常に低い 15）．ただし，有馬 - 高槻断層
帯の地表トレースの数 km 南に，N70°E 方向に並ぶ地震
の線上配列が知られていた 16）．これは，図 6 に示されて
いる 1987 年の M4 クラスの地震をきっかけとして見つ
かったものであり，また，兵庫県南部地震の最大余震は，
実はこの線上配列で起こっている．大阪府北部の地震は
その線上配列の東端付近で発生した．

　北摂・丹波山地の地震の活動域の直下には，顕著
な S 波の反射面が存在することが知られている 17）．最近，
満点計画による稠密地震観測データを用いて，傾斜層を
考慮したイメージングが行われ，図 7 に示すような S 波
の反射面が捉えられた 18）．反射面の北端付近には深部
低周波地震の活動域があり，反射面は深部からの流体の
通路である可能性が指摘されている．反射面は有馬 - 高
槻断層帯に向かって浅くなっているが，その南側でどう
なっているかは，現時点ではまだよく分かっていない．

６．おわりに
大阪府北部の地震は，近畿地方中部の活断層の密集

している領域で発生した．余震の震央分布は，有馬 - 高
槻断層帯の地表トレース付近に推定されているが，余震
分布から推定された本震の断層の走向・傾斜は，有馬 -
高槻断層帯の主部とは調和的ではない．ただし，この地
域は地形や地殻構造が急変する付近であるため，活断層

との位置関係については，3 次元の速度構造等を考慮し
たさらに詳細な検討が必要である．周辺の活断層は，上
町断層などの南北に近い走向の逆断層，交野断層や有馬
- 高槻断層帯の高槻 - 天王山間のように北西 - 南東走向
の横ずれ型の断層など，近畿地方の大局的な応力場に調
和的なものから，有馬 - 高槻断層帯の主部のように，か
なり東西に近い走向の横ずれ型の断層，花折断層のよう
に南北に近い走向の横ずれ型の断層など，広域的な応力
場とは必ずしも調和的でないように見える活断層も存在
し，それらがどうして活動するかも含めて，大阪府北部
の地震との関係の解明が重要である．図 7 に示した S 波
の反射面や深部低周波地震の解析が一つの鍵となると
考えられる．北側の東下がりの逆断層を西へ向かって延
長すると上町断層の地表トレース付近に達するが，上町
断層の詳細な深部形状は今のところ不明であり，それと
の関係も今後の課題となる．ただし，大阪府北部の北側
の断層が，南側の高角の断層より南側に延びていない場
合，つまり，高角の断層を突っ切っていない場合は，淀
川地溝内に逆断層が続かないと考えられるため，上町断
層との関係は薄いことになる．余震分布等を詳しく検討
することにより，大阪府北部の地震の 2 つの断層の相互
関係を明らかにすることが重要である．

大阪府北部の地震は，微小地震のリニアメントの東端
で発生したが，兵庫県南部地震の最大余震はリニアメン

図5　�地下構造探査結果の再解釈から新たに発見された埋没
活断層（黄色の破線）�14）．赤線は以前から特定されて
いる活断層，MF: 真上断層 ,�AF: 安威断層 ,�EF: 円明寺
断層 ,�UF: 宇治川断層 ,�OF: 男山断層 ,�TF: 田口断層 ,�
KF: 交野断層 ,�HF: 枚方とう曲．背景は重力基盤地図
13）．青線 : 反射法探査測線，測線上の黄色の円は，反
射法で特定された断層の位置．青点線は微小地震活動
の線上配列（リニアメント）．星印は，大阪府北部の地
震の震央．OM: 男山丘陵，YB: 淀川地溝．

図6　�有馬高槻断層帯の南側にみられる微小地震のリニアメ
ントと主な地震のメカニズム解 15）．M5.4 の地震が兵
庫県南部地震の最大余震．京都大学防災研究所（1996）
に加筆修正．星印が大阪府北部の地震の震央．
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トの西端付近で起こった．そもそも，六甲 - 淡路島断層
帯から有馬 - 高槻断層帯は，1596 年の慶長の大地震で
活動したと考えられるが 19），それにも関わらず 1995 年
兵庫県南部地震が六甲 - 淡路島断層帯で発生し 20），その
最大余震と今回の地震が有馬 - 高槻断層帯付近のリニア
メントの西端と東端付近で発生した理由を明らかにする
必要がある．
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図7　�有馬 - 高槻断層帯の北側にみられる S波の反射面
（Refl�ector）18）．南北断面における相対的なS波の反
射強度（Aが南）．断面の位置は大阪北部の地震の震源
の約 5km西．S1は気象庁による深部低周波地震．有
馬 -高槻断層帯はY=-40 付近を通る．
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�１．はじめに
2018 年 9 月 6 日 3 時 7 分ころ，北海道胆振地方中東

部を震源とする M6.7 の地震が発生した．震源に近い厚
真町鹿沼の気象庁震度観測点で，北海道では観測史上
初となる震度 7 を記録したほか，安平町，むかわ町で震
度 6 強の強い揺れを観測した．震源から約 60km 離れた
札幌市東区でも震度 6 弱となり，道央を中心に広範囲に
強い揺れとなった．気象庁はこの地震を「平成 30 年北
海道胆振東部地震」と命名した．

この地震では，強震動により明治以来最大面積とな
る同時多発斜面崩壊が震源に近い厚真町を中心に発生
した 1）．直接死 41 名のうち，厚真町の 36 名は全員斜
面崩壊によるものであった．強い揺れによる発送電設
備の損傷などにより，日本初となる同一エリア全域大
規模停電（北海道ブラックアウト）が発生し，生活・
産業・物流に大きな影響が出た．北海道大学の札幌キャ
ンパスもブラックアウトと同時に停電となったが，非
常用自家発電装置が自動起動し，地震波形のテレメー
タ処理系を運用することが出来た．しかし，震源域に
近い地震観測点では，停電により欠測となった事例も
あった．震源から 50km 以上離れた札幌市清田区や東
区では，埋め立て盛土の液状化が発生し，住宅地の地
盤などに大きな被害が出た．

２．震源メカニズム・余震活動・断層すべり分布
震源域は，石狩低地帯南東縁部に位置する．余震域

の西側には，主要活断層である石狩低地東縁断層帯南
部の地表トレースが隣接している．

気象庁によるこの地震の震源の深さは 37km で，陸側
プレート内で発生する地震としては極めて深い．本震の
震源メカニズムは，東北東―西南西方向に圧力軸を持ち，
初動解では横ずれ成分を含む逆断層，CMT ではほぼ純
粋な逆断層であった 2）．初期破壊から主破壊に至る過程
でメカニズムが変化した可能性がある．GNSS と InSAR
による地震時地殻変動データより推定された断層パラ
メータは，CMT 解析から得られた震源メカニズム解の
東落ちの高角節面とよく一致する 3）．

余震は，南北走向の約 30km の範囲で発生している（図
1）．この余震域の広がりは，本震直後には既に形成され
ていて，時間とともに拡大したようには見えない．余震
は，深さ 15-40km の東落ちの高角面上に分布し，震源
メカニズム解のうち東傾斜の節面にほぼ一致する．また，
余震は，深さ 15-20km と 25-40km の二つの領域に分か
れて発生しているように見える．中央部の余震活動が低

調な領域は，本震時の大すべり域にほぼ一致しているよ
うに見える 4）, 5）, 6）．大すべり域を取り囲むように余震活
動が活発である現象は，一般的に見られる性質である．

断層破壊は，南北方向に延びた余震域の中央付近の
最深部にあたる深さ 35-40km 付近から始まった．しかし，
この場所での相対的なすべり量は小さい．大きくすべっ
た領域は，それよりも 10km 程度浅い，深さ 20-30km 付
近に位置している（図 2）4）, 5）, 6）．破壊は，震源から南お
よび北方向に進展した．最終的なすべり量は，余震域の
南半分で大きい．一方，多くの被害を出した同時多発斜
面崩壊は，余震域の北半分に集中して発生している．余
震域の北半分の領域では，斜面崩壊の素因となった表層
の降下火砕堆積物が，南側に比べて厚いことが知られて
いる．

余震数は，時間とともにべき乗で減少する本震余震型
の特徴を示していて，ETAS モデルで概ね説明可能であ
る 7）．これまでの最大余震は，2019 年 2 月 21 日に発生
した M5.8 で，厚真町鹿沼で最大震度 6 弱を観測した．

図１　�気象庁震源による平成３０年北海道胆振東部地震の半
年間の余震の震央分布（上）と東西方向に投影した深
さ分布（下）．マグニチュード1.5 以上．メカニズム
解は気象庁によるCMT解．

1１．平成 30年北海道胆振東部地震（2018 年 9月 6日，M6.7）

高橋　浩晃（北海道大学理学研究院）
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今回の余震域の西側には，主要活断層である石狩低
地東縁断層帯南部の地表トレースが隣接して存在する．
この活断層の形状は，北北西―南南東走行の上端深さ
0km とする低角東落ちとされている 8）．一方，今回の地
震の余震域は，石狩低地東縁断層帯南部に比べ有意に
深く，メカニズム解や余震分布も高角の東落ち傾斜と
いったように，活断層の形状とは違っている．

InSAR 解析によって，震源域の地表に，リニアメント
状の地殻変動が発見された 9）．このリニアメント状地殻
変動の位置や走行は，石狩低地東縁断層帯の地表トレー
スの南方延長部に相当する．しかし，この地表リニアメ
ントと今回の深い震源断層，あるいは，既存活断層との
関係については不明である．地震断層から離れた場所で
の副次的な地殻変動は，2007 年新潟県中越沖地震 10）や
2016 年熊本地震 11）でも確認されており，活断層や褶曲
構造の発達を考えるうえで興味深い現象である．

３．震源域周辺の地下構造
制御震源地震探査データから，震源域を含む日高衝

突帯の複雑な地下構造が明瞭にイメージングされた．震
源域での地殻の厚さは 16-22km と薄く，モホ面の深さ
は 25km 程度であり，本震を含む多くの余震が上部マン
トル内で発生していることが明らかになった（図 3）12）．
本震時の断層すべりモデルとの比較では，大すべり域は

下部地殻に相当する可能性がある．東に緩く傾斜する東
北日本弧地殻の表層部には，厚さ 8-10km 以上にも及ぶ
地震波速度が遅い堆積層が存在すること，千島弧の下部
地殻の下部がデラミネーションしていることも改めて確
認された．

自然地震を用いた広域的な地震波速度トモグラフィー
からは．震源域が東西方向の速度構造境界付近に位置
し 3）, 13），余震は厚化した下部地殻内で発生しているとす
る考えが示されている 13）．また，震源域は減衰構造の境
界にもなっている 13）, 14）, 15）．比抵抗構造探査からは，低
分解能ながら震源域付近に低比抵抗体の存在が示唆さ
れている 16）．

本震の震源が 37km と非常に深く，余震も深部で多く
発生している原因として，震源域での低い地殻熱流量と
の関係が指摘されている 12）, 13）．制御震源による構造モデ
ルでは，デラミネーションした千島弧の下部地殻が震源
域の東側深さ 60km 付近まで達している様子が描かれて
いる．この特異な構造ために，最上部マントルでの熱循
環が妨げられ，深部での脆性破壊を可能とするモデルが
提案されている 12）．また，断層面傾斜が約 70 度と高角で
あり，高圧の間隙流体が関与していた可能性もある 12）, 15）．

４．震源域周辺の地殻活動と将来予測
今回の震源域である胆振地方中東部では，1942 年の

M5.0 や 1949 年の M5.1 などの地震が発生していたが，
M6 を超える地震は今回が初めてであった．

1988 年 7 月 21-22 日には，今回の震源域とほぼ同じ
場所で群発的な活動があり，M3.8 の最大地震を含め 6
回の地震があった．うち 3 回は厚真町などで震度 1-2 の
揺れを記録している．なお，深さは 25-28km に推定さ

図2　�Asano�and�Iwata�（2019）6）によるすべり量分布（上）
モーメントレート関数（下）．星印は本震の震源を示す．
図の左側が南側である．

図3　�Iwasaki�et�al.�（2019）12）による震源域を含む日高衝突
帯の詳細な地下構造．本震および余震の多くは上部マ
ントル内で発生している．千島弧の下部地殻の下部が
デラミネーションして震源域の近くまで西進している．
震源域の浅部には低速度の厚い堆積層が存在する．
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れている 17）．ほぼ同じ場所では，1993 年に深さ 20km
の M4.4，2002 年に深さ 12km の M3.5 も発生している．
2017 年 7 月 1 日には，今回の震源域から西に約 10km 離
れた深さ 27km で M5.1 の地震が発生し，安平町早来で
震度 5 弱，厚真町京町で震度 4 を観測した．このように，
今回の地震の震源域では，深さ 20km を超える地震が散
発的に発生していた．

長期間 GNSS データの解析によると，今回の地震の
震源域を含む石狩低地帯は，ひずみ速度が周辺部より
も 1 桁程度大きい「ひずみ集中帯」となっている（図 4）．
ひずみが集中する原因として，弾性定数が小さい厚い
堆積層の影響が検討されている 18）．石狩低地帯東縁断
層からサハリンに抜ける南北ラインが，現在もテクト
ニックブロックの境界として機能しているとする考え
もある．

今回の地震の断層運動は，隣接する石狩低地東縁断
層帯で想定されている逆断層運動を促進する静的応力
変化をもたらした 3）, 19）．粘弾性効果を含めた推定からは，
石狩低地東縁断層帯で数十年にわたり応力上昇が続く
可能性が指摘されている（図 5）19）．石狩低地帯東縁断
層帯では，地震本部により M7.7 ～ 7.9 程度が評価され
ており，今後の地殻活動を注意深く監視していく必要が
ある．

５．おわりに
平成 30 年北海道胆振東部地震は，規模が M6.7 と中

規模で震源が 37km と深いにも関わらず，強震動により
同時斜面崩壊やブラックアウトなどの大きな災害を引き
起こした．このような深い場所で地震が起こる原因につ
いて，日高山脈周辺の複雑な地殻マントル構造という条
件の中で，地殻流体や地殻熱流量の影響などを含め，よ
り詳細な地下のイメージングからモデル化を進めること
が期待される．

札幌市をはじめ，震源距離 100km 程度までの範囲で
は，一般的な距離減衰式を上回る最大加速度や最大速
度となった 20）．防災面からは，今回のような上部マント
ルを震源とする地震の強震動について，震源と地盤特性
の両面から検討を進める必要がある．

地表で見られる活断層の深部形状については，いまだ
未解明な点が多い．地表で見られる石狩低地東縁断層帯
と，今回の地震の深い震源断層との関係の有無も不明で
ある．震源断層と地表活断層の実態を明らかにする調査
研究をさらに進めることが望まれる．
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１．はじめに
科学技術・学術審議会測地学分科会は，その前身で

ある測地学審議会が 1964 年 7 月に「地震予知研究計画
の実施について」と題する建議を行って以来，我が国の
地震予知研究計画の推進について，概ね 5 年ごとに文部
科学大臣（中央省庁等改革以前は文部大臣）を始めとす
る関係各大臣に建議を行ってきた（表 1）．

2001 年 1 月には，中央省庁等改革の一環として測地
学審議会が他の 5 審議会と統合され，科学技術・学術
審議会の中の測地学分科会にその機能が移された．また，
同審議会により 2008 年 7 月に建議された「地震及び火
山噴火予知のための観測研究計画の推進について」では，
これまで地震と火山に分かれていた計画が発展的に統合
された．

我が国の地震予知研究は，このような研究計画が関係
者の不断の努力により着実に実施されることで，多くの
成果を上げている．本稿では，最近 10 年間の動きにつ
いて概観する．

２．地震及び火山噴火予知のための観測研究計画
2.1　概要

科学技術・学術審議会による 2008 年の建議「地震及
び火山噴火予知のための観測研究計画の推進について」

（2009 ～ 2013 年度）は，これまでの基礎的な観測研究
やモニタリングの成果に基づき，「予測システムの開発」
をより明瞭に志向した研究を推進するとともに，稠

ちゅう

密
みつ

な
地震・地殻変動の観測網などの研究資源を有効活用する

ことにより，効率的で効果的な研究の実施を目指すもの
であった．

2.2　平成23年東北地方太平洋沖地震を踏まえた見直し
平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震では，我

が国として初めてマグニチュード 9 クラスの超巨大地震
が発生し，海溝軸付近のプレート境界で 50m を超える
滑りが観測された．また，固着域でも従来の考え方で説
明できない大きな滑りが観測されている．測地学分科会
では，事前にこのような超巨大地震の発生の可能性を追
究できなかったことを真摯に反省し，計画の見直しの方
向性を検討し，意見公募や学協会の意見，さらには海外
研究者からの評価や次期計画に向けた外部評価委員会
の意見・提言などを踏まえ，2012 年 11 月 28 日に「地
震及び火山噴火予知のための観測研究計画の見直しに
ついて」と題した建議を取りまとめた．同建議では，超
巨大地震の発生可能性を追究できなかった主な要因が，
観測網が充実している陸域から遠く離れた海溝軸付近の
プレート境界の固着状態の推定の困難さ，地形学・古地
震学・地質学の情報を取り入れる努力の不足及びプレー
ト境界滑りモデルの不完全さなどであると認識した上
で，「超巨大地震に関する当面実施すべき観測研究の推
進」の項目を新しく計画に追加した．同建議により追加
された研究には，超巨大地震の発生サイクル・震源過程
の解明，巨大津波の予測及び誘発される内陸地震や火山
活動等の解明などが含まれる．

１．科学技術・学術審議会測地学分科会（旧：測地学審議会）

表 1　測地学審議会及び科学技術・学術審議会の建議一覧（地震に関する研究計画の建議に限る）
建議年月日 件名 実施期間 審議会

1964 年 07 月 18 日 地震予知研究計画の実施について 1965-1968 年度

測地学
審議会

1968 年 07 月 16 日 地震予知の推進に関する計画の実施について 1969-1973 年度
1973 年 06 月 29 日 地震予知の推進に関する第 3 次計画の実施について

1974-1978 年度1975 年 07 月 25 日 第 3 次地震予知計画の一部見直しについて
1976 年 12 月 17 日 第 3 次地震予知計画の再度一部見直しについて
1978 年 07 月 12 日 地震予知の推進に関する第 4 次計画の実施について 1979-1983 年度
1983 年 05 月 31 日 第 5 次地震予知計画の推進について 1984-1988 年度
1988 年 07 月 28 日 第 6 次地震予知計画の推進について 1989-1993 年度
1993 年 07 月 30 日 第 7 次地震予知計画の推進について

1994-1998 年度
1995 年 04 月 20 日 第 7 次地震予知計画の見直しについて
1998 年 08 月 05 日 地震予知のための新たな観測研究計画の推進について 1999-2003 年度
2003 年 07 月 24 日 地震予知のための新たな観測研究計画（第 2 次）の推進について 2004-2008 年度

科学
技術・
学術
審議会

2008 年 07 月 17 日 地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の推進について
2009-2013 年度

2012 年 11 月 28 日 地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の見直しについて
2013 年 11 月 08 日 災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推進について 2014-2018 年度
2019 年 01 月 30 日 災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第 2 次）の推進について 2019-2023 年度
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３．�災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計
画

測地学分科会が 2012 年 10 月 26 日に取りまとめた「地
震及び火山噴火予知のための観測研究計画」の外部評
価において，国民の命を守る実用科学としての研究の推
進，低頻度・大規模な地震・火山噴火研究の充実，中・
長期的な研究目標の設定などが課題として指摘された．
また，科学技術・学術審議会が 2013 年 1 月 17 日に建議
した「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政
策の在り方について」では，「社会のための，社会の中
の科学技術」等の観点を踏まえ，地震研究等について，
人文・社会科学も含めた研究体制の構築の総合的かつ
学際的な推進の必要性が指摘された．

これらの指摘を踏まえ，科学技術・学術審議会は
2013 年 11 月 8 日に「災害の軽減に貢献するための地震
火山観測研究計画の推進について」（2014 ～ 2018 年度）
を建議した．同建議では，地震火山観測研究計画を災害
科学の一部として推進する方針に転換し，その最初の 5
年間と位置付けた．具体的には，以下のとおり 3 項目の
研究及びその推進のための体制整備の計 4 項目に分け
て，計画を推進することとした．
①  災害の根源である地震と火山噴火の仕組みを自然科

学的に理解する「地震・火山現象の解明のための研究」

②  地震や火山噴火を科学的に予測する手法を研究する
「地震・火山噴火の予測のための研究」

③  地震動，津波，火山灰や溶岩の噴出など災害の誘因
となる自然現象の事前評価・即時予測を研究する「地
震・火山噴火の災害誘因予測のための研究」

④  長期的な取組で計画を推進し，成果が防災・減災に
効果的に利活用される仕組みをつくるため「研究を
推進するための体制の整備」

さらに，東北地方太平洋沖地震，南海トラフの巨大地
震及び首都直下地震などに関しては，上記 4 項目を横断
して総合的な研究が実施されることとなった．

４．�災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計
画（第 2次）

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計
画」についても，2017 年 7 月 13 日に測地学分科会によっ
て外部評価報告書が取りまとめられ，以下の課題が指摘
された．
•  災害の軽減に貢献するための研究の一層の推進
•  理学，工学，人文・社会科学の研究者間のより一層の

連携強化
• 研究目標と目標に対する達成度の明確化

図1　災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第2次）の概要
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•  社会や他分野の研究者のニーズ把握とそれに合致し
た研究の推進
科学技術・学術審議会は，上記の課題を踏まえて

2019 年 1 月 30 日に「災害の軽減に貢献するための地震
火山観測研究計画（第 2 次）の推進について」（2019 ～
2023 年度）と題する建議を行った（図 1）．第 2 次計画
では，前計画の 4 項目の分類は引き続き有効であるとし
て，以下のような方向性で進めることとされた．
•  地震・火山現象を解明し，予測の高度化を推進すると

ともに，その成果を活用して地震や火山噴火による災
害の軽減につながる研究を推進

•  「重点的な研究」として，地震発生の新たな長期予測，
地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測，火山活
動推移モデルの構築による火山噴火予測の研究を推
進

•  南海トラフ沿いの巨大地震，桜島大規模火山噴火等を
ターゲットとして，地震学・火山学・災害科学上の重
要性に鑑み分野横断で取り組む「総合的な研究」を
実施

•  地震学・火山学を中核として，理学，工学，人文・社
会科学の防災関連研究者が連携するとともに，防災リ
テラシー向上のための研究にも新たに取り組む
また，第 2 次計画においても，前計画の 4 項目に防災

リテラシー向上のための研究を加えた 5 項目を横断した
総合的な研究の対象として，南海トラフ沿いの巨大地震，
首都直下地震及び千島海溝沿いの巨大地震などが選定
された．

（文部科学省研究開発局地震・防災研究課）
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１．地震調査研究推進本部の概要
1995 年 1 月に発生した阪神・淡路大震災の教訓を踏

まえ，全国にわたる総合的な地震防災対策を推進するた
め，地震防災対策特別措置法（平成 7 年法律第 111 号）
が議員立法によって 1995 年 6 月に制定された．そして，
行政施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体
制を明らかにし，これを政府として一元的に推進するた
め，同法に基づき，同年 7 月，政府の特別の機関として，
地震調査研究推進本部（以下「地震本部」という．）が，
総理府に設置（現在は文部科学省に設置）された．

地震本部は，「地震防災対策の強化，特に地震による
被害の軽減に資すること」を基本的な目的として，地震
防災対策特別措置法に定められている以下の役割を担っ
ている．
①地震に関する観測，測量，調査及び研究の推進につい

て総合的かつ基本的な施策を立案すること．
②関係行政機関の地震に関する調査研究予算等の事務

の調整を行うこと．
③地震に関する総合的な調査観測計画を策定すること．
④地震に関する観測，測量，調査又は研究を行う関係行

政機関，大学等の調査結果等を収集し，整理し，及び
分析し，並びにこれに基づき総合的な評価を行うこと．

⑤上記による評価に基づき，広報を行うこと．
地震防災対策特別措置法において，地震本部の長は， 

地震調査研究推進本部長（以下「本部長」という．）とし，
文部科学大臣をもって充てることとしている．本部長は
地震本部の事務を統括し，本部には地震調査研究推進
本部員（以下「本部員」という．）が置かれることとなっ
ている．本部員については，関係行政機関の職員から本
部長が任命することとしており，現在の本部員は内閣官
房副長官，内閣府事務次官，総務事務次官，文部科学
事務次官，経済産業事務次官，国土交通事務次官となっ
ている．なお，地震調査研究推進本部会議（以下「本
部会議」という．）については，地震本部の決定により，
気象庁長官，国土交通省国土地理院長が常時出席者とさ
れている．

地震本部の下には，関係行政機関の職員及び学識経
験者から構成される政策委員会と地震調査委員会が設
置されている（図 1）．各委員会の下には，部会や小委
員会等が置かれ，それぞれ専門的な事項の検討を行って
いる．地震本部の上記の役割について，政策委員会は①
～③，⑤を，地震調査委員会は④を担当している．

地震に関する観測，測量，調査又は研究については，
文部科学省，国土地理院，気象庁，海上保安庁，大学，

（国）防災科学技術研究所，（国）海洋研究開発機構，（国）

産業技術総合研究所，（国）情報通信研究機構及び消防
庁消防大学校消防研究センターが行っている．これらの
関係機関は，地震本部が定めた「地震に関する観測，測量，
調査及び研究の推進について総合的かつ基本的な施策」
及び「地震に関する総合的な調査観測計画」等に基づき
調査研究等を推進しており，関係機関から提供された調
査観測データ及び研究成果については，地震調査委員会
において審議し，地震に関する評価として公表している．

２．政策委員会の活動概要
2.1　総合的かつ基本的な施策の策定等

地震本部は，2009 年 4 月に「新たな地震調査研究の
推進について－地震に関する観測，測量，調査及び研究
の推進についての総合的かつ基本的な施策－」（以下「新
総合基本施策」という．）を決定した．

新総合基本施策を踏まえて，関係機関で地震調査研
究を推進していた中で，2011 年 3 月に東北地方太平洋
沖地震が発生した．この地震で明らかになった課題・教
訓等を踏まえ，同年 12 月に，政策委員会の「総合部会」
において新総合基本施策の見直しに着手した．関係機関
や地方公共団体，民間企業からも広く意見を聴取したう
えで，国民からも意見募集を行い，中央防災会議から意
見を聴いたうえで，地震本部は，2012 年 9 月に「新た
な地震調査研究の推進について－地震に関する観測，測
量，調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な
施策－（改訂）」（以下「新総合基本施策（改訂）」とい

２．地震調査研究推進本部

図1　地震調査研究推進本部の体制（2019年 4月現在）
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う．）を決定した．新総合基本施策（改訂）では，地震
動即時予測の高度化や，津波即時予測技術の開発及び
津波予測に関する調査観測の強化が打ち出された．

政策委員会は，2017 年 3 月に，これまでの地震調査
研究の動向，更には，社会の変化等を踏まえつつ，現在
の施策の進捗状況を改めて確認し，今後の総合基本施
策の推進に役立てるため，「新総合基本施策レビューに
関する小委員会」を設置した．ここでは，着実な進捗が
見られるとの評価を受けるとともに，今後，地震災害の
被害軽減に向けた調査研究にオールジャパンで取り組む
体制を実現するよう提言がなされた．

この評価と提言を踏まえ，2019 年からの 10 年間を見
越した新たな総合基本施策を策定するべく，2018 年 6
月に「第 3 期総合的かつ基本的な施策に関する専門委員
会」を設置した．関係機関のほか，地方公共団体， 関連
学会等からも意見を聴取して検討を進め，国民からも意
見募集を行い，中央防災会議から意見を聴いたうえで，
地震本部は，2019 年 5 月に「地震調査研究の推進につ
いて－地震に関する観測，測量，調査及び研究の推進に
ついての総合的かつ基本的な施策（第 3 期）－」（以下「第
3 期総合基本施策」という．）を決定した．

第 3 期総合基本施策では，新たな科学技術を積極的
に活用した調査研究を推進させ，社会の期待とニーズを
適切に踏まえた成果を創出することを，これからの地震
本部の役割として掲げ，当面 10 年間に取り組むべき地
震調査研究として，「海域を中心とした地震調査研究」，

「陸域を中心とした地震調査研究」，「地震動即時予測及
び地震動予測の高度化」，「社会の期待を踏まえた成果の
創出 ～新たな科学技術の積極的な活用～」の 4 項目を
設定した．

2.2　地震に関する総合的な調査観測計画の策定等
政策委員会は，地震に関する総合的な調査観測計画

を策定するために，「調査観測計画部会」を設置している．
2011 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震の後，

2012 年 9 月に新総合基本施策が見直されたことを受け
て，調査観測計画部会では，地震本部において策定して
きた種々の調査観測計画を 1 つの体系的な計画として見
直すこととした．関係機関や地震本部の各部会等から意
見を聴取したほか，国民からも意見募集を行った上で，
地震本部は，2014 年 8 月に「総合的な調査観測計画」
を決定した．

この計画では，沿岸域における津波予測に必要な浅海
域及び沿岸陸域の地形調査や，低頻度で発生する超巨
大海溝型地震等を把握するための古地震・古津波調査
が，広い範囲を対象に長期間安定的に調査観測を行う「基
盤的調査観測等」に新たに位置付けられた．また，防災・

減災に向けた工学及び社会科学研究との連携強化に向
けた調査観測を行うこととした．

2.3　地震に関する調査研究予算等の事務の調整
政策委員会は，地震調査研究に関する予算等の事務

の調整を行うために，総合部会を設置している．総合部
会では，毎年，政策委員会がとりまとめた「地震調査研
究推進本部における予算等の事務の調整の進め方につ
いて」に基づき，次年度の概算要求に向けて，関係行政
機関を対象としたヒアリング等を実施した上で，地震調
査研究関係予算の概算要求内容をとりまとめ，「地震調
査研究関係予算の概算要求について」の立案を行ってい
る．当該案については，本部会議を経て地震本部決定と
なり，財政当局をはじめとする関係機関に通知している．

2.4　地震に関する評価の広報
総合部会では併せて，地震調査研究の成果の効果的

な普及方策等の検討を行っている．国民や地方公共団体
等の防災・減災対策等のニーズを正確に把握した上で地
震調査研究を推進するとともに，その成果等を分かり易
く国民に示すための方策について，地方公共団体や，工
学・社会科学分野の専門家にヒアリング調査を実施する
などしながら，検討を進めた．その過程で東北地方太平
洋沖地震が発生したため，その際の課題も踏まえた上で，

「地震調査研究推進本部の成果の効果的な普及方策につ
いて」を取りまとめ，2014 年 3 月に政策委員会で決定
した．

また，国民や地方公共団体のニーズを把握するための
ヒアリングやアンケート調査を 2010 年度から毎年実施
し，その結果は地震本部の各部会等に報告され，様々な
検討に活用されている．また，政策委員会及び総合部会
での評価を踏まえ，読者層に応じた複数のパンフレット
の制作や，ホームページの改訂などを 2013 年から行っ
ている．

３．地震調査委員会の活動概要
3.1　地震活動の現状評価の実施

地震調査委員会は，毎月定例の会合を開催し，全国の
地震活動の現状について関係機関から提供された調査
観測結果等を分析して，総合的な評価をとりまとめ，即
日公表している．また，被害を伴うような大きな地震が
発生した場合や，注意すべき地殻変動が観測された場合
には，その社会的な影響に応じて臨時の全体会議，小会
議，またはもちまわり小会議を開催し，当該地震につい
て速やかに評価を行い，公表している．2009 年 4 月か
ら 2019 年 3 月の 10 年間に 16 回の臨時会を開催した．
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3.1.1　地震活動の予測的な評価手法の検討
地震調査委員会は，予測的な内容を含んだ地震活動

評価を行うため，2009 年 8 月に「地震活動の予測的な
評価手法検討小委員会」を設置した．この小委員会では，
群発地震の性質等，過去の地震活動から得られる特徴の
抽出・整理を行い，地震活動の推移・見通しについての
評価手法を検討し，2010 年 9 月に「伊豆東部の地震活
動の予測手法」報告書を取りまとめ公表した．

また，地震調査委員会は，地震学の知見を防災対策
に有効に利用するため，大地震が発生した際の余震確
率の評価手法について，1998 年 4 月に「余震の確率評
価手法について」を取りまとめ公表していた．しかし，

「平成 28 年（2016 年）熊本地震」において，この手法
が適用できない事象が発生した．これを受けて，地震
調査委員会は，余震確率の評価手法の改良のみならず，
大地震後における地震活動の見通しや防災上の呼びか
け等の指針を検討し，2016 年 8 月に「大地震後の地震
活動の見通しに関する情報のあり方」報告書を取りま
とめ公表した．
3.1.2　�衛星データを用いた地震活動の資料の評価，衛

星データの活用方策の検討
地震調査委員会は，地震活動の現状評価の高度化に

衛星データを活用する方策を検討するために，「衛星デー
タ解析検討小委員会」を設置している．この小委員会で
は，地震調査の基礎資料として標準的な解析方法及び解
析結果の表現方法を取りまとめ，広域の定常的な地殻変
動の検出方法の開拓，観測誤差の原因推定，信頼性の
評価などに，一定の成果が上げられた．これらを集約し
て，2011 年 10 月に「合成開口レーダーによる地震活動
に関連する地殻変動観測手法」報告書を公表した．
3.1.3　高感度地震観測データの処理方法の改善
「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」の発

生以降，地震の発生数が著しく増加し，また，日本海溝
や南海トラフなどの海域では地震観測点の整備による地
震の検知能力の向上が見込まれることから，より効果的・
効率的な震源決定の処理を行う必要がある．こうした背
景を踏まえ，地震調査委員会は，2013 年 6 月に「高感
度地震観測データの処理方法の改善に関する小委員会」
を設置した．この小委員会では，高感度地震観測データ
の利活用状況の現状を考慮しつつ，より充実した地震カ
タログとするための方向性として，地震検知能力の維持，
検知された全ての地震の地震カタログへの掲載，精度に
段階を付けた品質管理を挙げた．これらを踏まえた処理
の改善策として，2014 年 2 月に「高感度地震観測デー
タの処理方法の改善に関する報告書」を公表した．

3.2　地震発生可能性の長期的な観点からの評価の実施
地震調査委員会は，長期的な観点からの地震発生の

評価及びその評価手法の検討等を行うため，「長期評価
部会」を設置している．長期評価部会においては，「長
期的な観点からの地震発生可能性の評価手法の検討と
評価」と「地域別の地殻変動，活断層，過去の地震等の
資料に基づく地震活動の特徴の把握」及びその他必要な
事項を審議している．
3.2.1　活断層の長期評価と地域評価

長期評価部会は，基盤的調査観測対象として追加さ
れた活断層帯の評価や補完調査を踏まえた評価の見直
しを行い，評価結果については，地震調査委員会の審議
を経て順次公表した．一方で，活断層の長期評価手法の
継続的な見直し，新たな評価手法の導入，及び，評価手
法の高度化を図るため「活断層評価手法等検討分科会」
を設置している．この分科会での検討結果に基づき，対
象地域に分布する活断層で発生する地震を総合的に評
価する「地域評価」の導入，評価対象とする活断層の見
直し，地表の長さが短い活断層における震源断層の位置・
形状の評価等を含めた新たな評価手法を，2010 年 11 月
に「活断層の長期評価手法（暫定版）」として公表した．
また，活断層の地域的な評価を審議するため，2010 年 2
月に「活断層分科会」を設置した．新しい評価手法に基
づく活断層の地域評価を実施し，2013 年 2 月に「九州
地域の活断層の長期評価（第一版）」を公表した．その後，
関東地域，中国地域，四国地域の活断層の長期評価（第
一版）を順次公表し，全国の評価地域に対する評価を進
めている．
3.2.2　海溝型地震の長期評価

海域で発生する地震の長期評価は，2004 年 12 月に一
通り終了した．「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋
沖地震」の発生を受けて，2011 年 11 月に，その時点で
得られていた知見等を組み込み，「三陸沖から房総沖に
かけての地震活動の長期評価（第二版）」を公表した．
また，従来の長期評価手法を見直し，過去に発生した
地震のデータから想定した最も起こりうる地震のみなら
ず，史料や観測記録で発生が確認されていないが，より
低頻度でより大規模な地震についても科学的根拠に基づ
き想定できるよう，評価手法の改善を図ることとした．
こうした背景を踏まえ，長期評価部会は，海溝型地震の
長期評価や新たな評価手法の検討を行うため，2011 年 6
月に「海溝型分科会（第二期）」を設置し，南海トラフ，
相模トラフ，千島海溝，日本海溝の長期評価を順次公表
し，評価地域に対する評価を進めている．
3.2.3　海域活断層の長期評価

長期評価部会は，海域活断層による地震津波防災対
策に貢献できるように，海域活断層の長期評価や評価手
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法の検討を行うため，2017 年 4 月に「海域活断層評価
手法等検討分科会」を設置した．海域活断層の標準的
な評価手法の提案，個別の海域活断層の評価，海域の
地域評価を順次進めている．
3.2.4　日本の地震活動
「地殻変動，活断層，過去の地震等の資料に基づく地

震活動の特徴の把握」としては，初版・追補版の刊行か
ら約 10 年が経過し，最近の被害地震の記述や地震調査
委員会が公表した長期評価等の内容を追加し，2009 年 3
月に「日本の地震活動－被害地震から見た地域別の特徴
－」第 2 版を刊行した．その後，2020 年 3 月から地方
別にさらに改訂を進めている．

3.3　�活断層で発生する地震，海溝型地震を対象とした
強震動評価の推進

地震調査委員会は，地震が発生した際の強い揺れ（強
震動）の予測手法を検討するとともにそれを用いた強震
動の評価を行うため，「強震動評価部会」を設置している．

強震動評価部会は，地震調査委員会において実施して
きた強震動評価に関する検討結果から，強震動予測手法
の構成要素となる震源特性，地下構造モデル，強震動計
算，予測結果の検証の現状における手法や震源特性パラ
メータの設定にあたっての考え方を取りまとめた「震源
断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）」を
2005 年 3 月に公表している．その後，強震動評価に関
する新知見を随時反映し，2009 年 12 月，2016 年 6 月，
2017 年 4 月に「レシピ」の大幅な改訂をした．

また，強震動予測に必要な地下構造モデルについて，
2009 年 9 月に「想定東海地震，東南海地震，宮城県
沖地震を想定した長周期地震動計算に用いたモデル」，
2012 年 1 月に「全国 1 次地下構造モデル（暫定版）」，
2016 年 10 月に「相模トラフ巨大地震による長周期地震
動計算に用いたモデル」を順次公表した．そして，地震
本部で作成した地下構造モデルの作成法を基準に，構
造モデルを作成する場合の一般的な作成方法や注意事
項を加えて，地下構造モデル作成の際に指針となる考え
方と手順をまとめた「地下構造モデル作成の考え方」お
よびそれに基づいて作成された「関東地方の浅部・深部
統合地盤構造モデル」を 2017 年 4 月に公表した．

3.4　�長期評価，強震動評価を統合した地震動予測地図
の全国版作成

地震調査委員会は，地震動予測地図の高度化を図る
ため，「地震動予測地図高度化ワーキンググループ」を
設置している．このワーキンググループでの検討結果を
踏まえ，2009 年 7 月に全面的な改訂を行い，名称を「全
国を概観した地震動予測地図」から「全国地震動予測地

図」に変更し，公表した．その後，2010 年 5 月に 2010
年版を公表し，2011 年版も公表する予定であったが，「平
成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」の発生を受
け，確率論的地震動予測地図について解決すべき多くの
課題が指摘されたことなどにより公表を見送った．作成
手法の基本的な枠組みの有効性を確かめるとともに，指
摘された課題を検討し，2012 年 12 月，2013 年 12 月に
はその時点での検討結果を順次公表した．そして，これ
らの検討結果の総括として 2014 年 12 月に「全国地震動
予測地図 2014 年版」を公表した．その後，2016 年 6 月，
2017 年 4 月，2018 年 6 月にそれぞれ活断層および海溝
型地震の新たな長期評価結果に基づいて，全国地震動
予測地図を更新し，公表している．

3.5　長周期地震動予測地図の試作
地震調査委員会は，長周期地震動の予測を進めるべ

く，手法の高精度化と予測結果の公表方法について検討
を行ってきた．2009 年 9 月に想定東海地震，東南海地
震，及び宮城県沖地震を対象とした「長周期地震動予測
地図 2009 年試作版」を公表した．その後，長周期地震
動予測地図の高度化に向けて，震源モデルや地下構造モ
デルなどの改良の検討を進め，2012 年 1 月に南海地震（昭
和型）を対象とした「長周期地震動予測地図 2012 年試
作版」を，2016 年 10 月に多数の高層建物が集中する首
都圏を対象とした相模トラフ沿いの巨大地震に伴って発
生する長周期地震動の評価「長周期地震動評価 2016 年
試作版」を公表した．さらに現象の不確定性やばらつき
の扱いを含めた一層の技術的検討はもとより，予測結果
を広く社会に活かすため，その提示のあり方などについ
ても防災関係者や研究者との間で議論を進めている．

3.6　地震に伴う津波の評価
地震調査委員会は，東日本大震災における津波による

甚大な被害を踏まえ，我が国の津波防災に貢献するため，
地震により発生する津波の予測手法を検討するととも
に，それを用いた津波の評価を行うため，2013 年 2 月
に「津波評価部会」を設置した．まずは，地震に伴う津
波を対象に，波源断層モデルの設定から沿岸域までの津
波の予測や評価のための手法を検討し，2017 年 1 月に「波
源断層を特性化した津波の予測手法（津波レシピ）」を
公表した．その後，長期評価の改訂が実施された海域の
地震に伴う津波について，順次評価を進めている．

（文部科学省研究開発局地震・防災研究課）
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１．はじめに
この 10 年の中央防災会議の活動を振り返るにあたっ

て特筆すべき点は，2011年の東日本大震災を契機として，
日本の災害対策が大きな見直しを迫られたことである．
本稿では，東日本大震災とそれに引き続く各災害の教訓
を踏まえて，中央防災会議を通じて日本の災害対策がど
う見直され，今後想定される大規模災害にどのように備
えているのかについて，中央防災会議及び同専門調査会
の活動状況を振り返りながら，紹介したい．

２．中央防災会議の位置づけと専門調査会の変遷
災害対策基本法の規定に基づき，国の防災基本計画

の作成及びその実施の推進，内閣総理大臣の諮問に応じ
た防災に関する重要事項の審議など，災害対策の総合性，
計画性を確保するため，国家行政組織法の第 8 条第 1 項
に規定する附属機関として総理府（当時）に設置された
中央防災会議は，1962 年 7 月 10 日の発足以後，地震防
災対策を中心とした災害対策全般の推進においてその役
割を果たしてきたが，2001 年 1 月 6 日の省庁再編に伴い，
内閣の「重要政策に関する会議」の一つとして位置付け
られ，その機能も強化されることとなった．

具体的には，防災担当大臣から中央防災会議への諮問
権が付与されるとともに，中央防災会議は同大臣の諮問
に応じて防災に関する重要事項を審議することが新たに
できることとなった．さらに，これに関連して，内閣総
理大臣及び防災担当大臣に対し，中央防災会議が自ら意
見を述べることができるようになっている．

中央防災会議は，専門的事項を調査させるため，その
議決により専門調査会を設置することができることとさ
れているところ，極めて甚大な被害のあった東日本大震
災を踏まえ，2011 年に新たな専門調査会として「防災
対策推進検討会議」が設置された．同会議は，未曽有の
甚大な被害をもたらした東日本大震災における政府の対

応を検証し，同大震災の教訓の総括を行うとともに，首
都直下地震や東海・東南海・南海地震（いわゆる「三
連動地震」）等の大規模災害や頻発する豪雨災害に備え，
防災対策の充実・強化を図るための調査審議を行うも
のであり，計 13 回の会議を開催した後，2012 年 7 月 31
日に最終報告を決定・公表した．これを受けて，その後
災害対策基本法等の見直しが行われたところ．

その後，引き続き，これらに基づく防災対策の諸施策
を具体的に実行に結びつけることが必要であるとして，
2013 年に，新たな専門調査会として「防災対策実行会
議」が設置された．具体的には，「災害対策法制の見直
し等を受けた実行上の課題とその対策」・「南海トラフの
巨大地震や首都直下地震に関する政府全体の行動計画」
等について議論を行うこととされた．その後，現在に至
るまで，同会議の下に各種のワーキンググループが設置
され，重要テーマごとに防災・減災対策に係る議論が行
われてきている．防災対策実行会議のこれまでの活動の
詳細については後述する．

３．中央防災会議の活動状況
中央防災会議は，2001 年の省庁再編後，2019 年 3 月

までに，持ち回り開催も含め計 43 回（うち直近 10 年間
では 23 回）開催されており，近年（2013 年度以降）の
開催状況は表 1 のとおりである．

2011 年から 2013 年にかけて，東日本大震災の教訓を
踏まえた災害対策法制・防災基本計画等の修正を行った
ほか，近年は，南海トラフ地震・首都直下地震など，今
後想定される大規模災害への対策や，年度毎に策定する

３．中央防災会議

図1　中央防災会議の組織　（2019年 3月時点）

表1　近年の中央防災会議の主要議事一覧（2013年度以降）
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「総合防災訓練大綱」の決定等のため，毎年度 1，2 回程
度開催しているところであり，これらの主要テーマにつ
いてこの 10 年の動きは以下のとおりである．

3.1　�東日本大震災の教訓を踏まえた災害対策法制・防
災基本計画等の修正

防災対策推進検討会議において取りまとめられた東
日本大震災に係る検証と教訓の総括を踏まえ，2012 年，
2013 年の 2 度にわたって災害対策基本法の改正を行う
とともに，復興の基本的な枠組みを定める「大規模災害
からの復興に関する法律」を制定した．

これらの法改正，法制定により，地方公共団体間の相
互応援等の円滑化や，被災地方公共団体からの要請を
待たない「プッシュ型」の物資供給，被災住民の広域的
な受入，防災教育の強化が可能となった．さらに，避難
所・避難場所の指定や，避難行動要支援者名簿の作成・
利用制度及び地区防災計画制度の創設がなされるととも
に , 災害復旧事業に係る工事の国による権限代行が可能
となり，防災・減災対策が大きく前進した．

これと並行して，防災基本計画においても，2011 年
に地震・津波対策の抜本的な見直しを行ったうえで，大
規模災害・原子力災害への対策を毎年強化してきたとこ
ろである．

3.2　大規模地震対策
大規模な被害が想定される南海トラフ地震，日本海溝・

千島海溝周辺海溝型地震，首都直下地震等については，
2011 年にまとめられた中央防災会議「東北地方太平洋
沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」
の報告等を踏まえ，それぞれ被害想定，地震対策大綱，
基本計画，具体的な応急対策活動に関する計画等の策
定を進めているところである．2012 ～ 2014 年度は，南
海トラフ地震及び首都直下地震について，被害想定の報
告，基本計画等を策定した．2015 年度は，南海トラフ
沿いの巨大地震による長周期地震動に関する報告を公表
した．また，日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震を対象
とした被害想定の見直し，相模トラフ沿いの巨大地震等
による長周期地震動対策についても検討を進めている．

南海トラフ地震については，防災対策実行会議の下
に「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応
検討ワーキンググループ」を設置し，その下に設置した

「南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関する調
査部会」においては，現在の科学的知見では確度の高い
地震の予測は困難である旨，2017 年 8 月に報告書が取
りまとめられた . これを受け，同ワーキンググループに
おいては大規模地震対策特別措置法による現行の防災
対応が適切なのか検討するとともに，異常な現象の観測

時におけるその評価情報を活かした防災対応のあり方等
について検討を行い，同年 9 月に報告書が取りまとめら
れた．これを踏まえて，南海トラフ沿いで異常な現象が
観測された場合の防災対応の在り方や，防災対応を実行
するに当たっての社会的な仕組み等について検討するた
め，2018 年 3 月，防災対策実行会議の下に「南海トラ
フ沿いの異常な現象への防災対応検討ワーキンググルー
プ」を設置し，同年 12 月に報告書が取りまとめられた．
これを受け，2019 年 5 月，中央防災会議において，「南
海トラフ地震防災対策推進基本計画」を変更し，南海ト
ラフ地震の発生可能性が相対的に高まったと評価された
場合の対策等を追加した．

3.3　水害対策
2012 年 9 月の中央防災会議において，特に首都圏に

甚大な浸水被害を及ぼすと想定される利根川，荒川の洪
水氾濫や東京湾の高潮浸水による大規模な水害を想定
した「首都圏大規模水害対策大綱」が決定されたことを
踏まえ，大規模な氾濫が発生する前の避難準備及び避
難のあり方，大規模な氾濫が発生した後の応急対応のあ
り方等について検討を進めることとされている．また，
2015 年 9 月に発生した関東・東北豪雨災害を受けて防
災対策実行会議の下に設置された「水害時の避難・応急
対策検討ワーキンググループ」の最終報告（2016 年 3 月）
では，実効性のある避難計画の策定や適切な避難行動を
促す情報伝達について提言がなされた．一方，三大都市
圏をはじめとする人口稠密地域における大規模水害発生
時の避難の在り方については，今後の検討課題とされた．
これらを踏まえ，内閣府では，避難時の大混雑や多数の
孤立者の発生が懸念される首都圏等における洪水や高潮
氾濫からの大規模かつ広域的な避難の在り方について，
防災対策実行会議の下に「洪水・高潮氾濫からの大規模・
広域避難検討ワーキンググループ」を立ち上げて検討し，
2018 年 3 月に報告書を取りまとめた．2018 年度からは，
東京都とともに「首都圏における大規模水害広域避難検
討会」を設置し，大規模・広域避難の実装に向けた検討
を進めている．

平成 30 年 7 月豪雨を教訓とし，避難対策の強化を検
討するため，防災対策実行会議の下に設置した「平成
30 年 7 月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関す
るワーキンググループ」では，2018 年 12 月に，住民は「自
らの命は自らが守る」との意識を持ち，地域の災害リス
クやとるべき避難行動等を把握することとともに，行政
は住民が適切な避難行動をとることができるよう，避難
に関する情報等をわかりやすく提供することとの提言が
なされた．本提言を踏まえ，2019 年 3 月に「避難勧告
等に関するガイドライン」を改定した．
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3.4　総合防災訓練大綱
総合防災訓練大綱は，防災訓練を総合的かつ計画的

に実施する際の指針を示すとともに，防災訓練を通じて，
より多くの国民が防災や減災に関する意識を高めること
ができるよう，国等の防災関係機関が訓練を実施する際
の基本的な考え方を示すものであり，毎年度，実災害で
明らかとなった課題や社会状況等を踏まえた見直しを行
い，中央防災会議において決定している．

この 10 年においては，東日本大震災，平成 28 年熊本
地震，平成 30 年 7 月豪雨等の災害対応を踏まえた見直
しを行い，平成 28 年度総合防災訓練大綱からは計画的・
体系的な訓練実施のための防災訓練中期計画を作成す
る等の見直しを行ってきた．

その結果，令和元年度総合防災訓練大綱では，
① 政府における総合防災訓練等として，地震・津波災害，

風水害，火山災害，雪害，事故災害，原子力総合防災，
業務継続計画検証，大規模地震時医療活動，緊急輸
送のための交通確保，物資の調達・供給，在日米軍等
と連携，被災市区町村への応援職員派遣に関する訓練
の実施，

② 地方公共団体等における防災訓練等の方針
が定められている．

４．防災対策実行会議の活動状況
2013 年に設置された防災対策実行会議は，持ち回り

開催も含めて 2019 年 3 月までに計 13 回開催されており，
開催状況は表 2 のとおりである．

防災対策実行会議の下には，2019 年 3 月時点で 2 つ
の WG が設置されており，その活動の概要は以下のと
おり．

4.1　標準化推進ワーキンググループ
災害時において，関係機関が円滑かつ効率的な災害対

応を行うために，2015 年 3 月に災害対策標準化推進ワー
キンググループを設置し，災害対策の標準化に向けた検
討を進めてきた．これまでに，災害時の業務継続等に関
する事項や災害対応業務に関する事項，マネジメントに
関する事項について整理を行うとともに，関係機関の情
報の共有及び利活用について特に優先して検討を進める
ため，2017 年にこのワーキンググループの下に『国と地
方・民間の「災害情報ハブ」推進チーム』を設置し，迅
速かつ効率的な情報収集，共有のための標準的な手順を
検討している．
4.2　降灰ワーキンググループ

大規模噴火時には山麓のみならず，火山から離れた遠
隔地域においても火山灰が堆積し，国民生活，社会経済
活動に大きな混乱が生じることが懸念されている．この
ことから，2018 年 8 月に防災対策実行会議の下に設置
した「大規模噴火時の広域降灰対策検討ワーキンググ
ループ」において，都市機能が集積した首都圏等を含む
広域な地域における大規模噴火時の応急対策の在り方
等を検討している．

なお，これまでに調査を終えたワーキンググループは
10 あり（2019 年 3 月現在），その概要は表 3 のとおりで
ある．

（伊藤　慶矢）

表2　防災対策実行会議の開催状況

表3　既に調査を終えたWG
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１．はじめに
気象庁では，1978 年に制定された大規模地震対策特別

措置法及び同法による地震防災対策強化地域の指定に対
応するため，1979 年より約 40 年間，地震防災対策強化
地域判定会（以下「判定会」という）を運用し，東海地
域を対象に地震予知に基づく情報を発表する体制を整え
てきた．しかし，東北地方太平洋沖地震の発生をきっか
けとした地震の予測可能性の検証や南海トラフ地震に対
する新たな防災対策の議論の結果，判定会に加えて南海
トラフ沿いの地震に関する評価検討会（以下「評価検討会」
という）を新たに開催し，南海トラフ全域を対象に不確
実性を前提とする情報を発表する体制に移行するという，
大転換点を迎えた．この 10 年の歩みを，以下時系列に沿っ
て整理した．これ以前の経緯については，「地震予知連絡
会 40 年のあゆみ」等を参考いただきたい．また，この 10
年間に判定会及び評価検討会が評価した主な地震及び地
殻活動については，本誌第 2 部を参考いただきたい．

２．「東海地震に関連する調査情報」の提供開始（2011年）
気象庁では，「東海地震に関連する情報」について，

2004 年 1 月 5 日から東海地震予知情報，東海地震注意
情報，東海地震観測情報の 3 種類の情報を発表する体
制となっていた．しかし，2009 年 8 月 11 日に駿河湾で
発生した地震に対して東海地震観測情報を発表した際
に「情報名称から，東海地震が発生（したことを観測）
したときの情報と思った」等の指摘があったことから，
気象庁では，有識者による「東海地震に関連する情報の
理解促進のための検討会」を開催し情報名称等の検討
を行った．その結果，「東海地震観測情報」を「東海地
震に関連する調査情報」と名称変更するのが適切である
等の提言を受けた．

この提言等を踏まえて，2011 年 3 月 24 日から，「東
海地震観測情報」を「東海地震に関連する調査情報（臨
時）」に名称変更するとともに，従来は報道発表のみだっ
た定例の判定会の調査結果を「東海地震に関連する調
査情報（定例）」として発表することにした（情報名の
変遷は図 1 も参照）．また，3 つの情報は，各情報の危
険度に応じ，赤・黄・青のカラーレベルを情報文に示す
ことにした．

３．中央防災会議における新たな防災対応の検討
詳細は第 3 部「3．中央防災会議」を参考いただきた

いが，ここでは 3.1 で大きな検討の流れを俯瞰した上で，
3.2 以降で予測可能性等，地震学的な点に特に絞って検
討の詳細を記述する．

3.1　中央防災会議での検討経過
中央防災会議では，2011 年 3 月の東北地方太平洋沖

地震をきっかけに，2012 年 3 月に「南海トラフ巨大地
震対策検討ワーキンググループ」を設置して，南海トラ
フ地震に対する防災対策についても見直しの検討を開始
した．このワーキンググループの下に地震の予測可能性
等を検討するための有識者会議「南海トラフ沿いの大規
模地震の予測可能性に関する調査部会」（座長：山岡耕
春 名古屋大学大学院環境学研究科・教授，以下「調査
部会」 という）が設置され，2013 年 5 月にそれぞれが報
告書をとりまとめた．1）2）

その後，現状の予測可能性を踏まえた南海トラフ地
震に対する防災対応を検討するために 2016 年 6 月に中
央防災会議の下に「南海トラフ沿いの地震観測・評価
に基づく防災対応検討ワーキンググループ」が設置さ
れ，この下に調査部会が再設置され，2017 年 8 月に調
査部会が，翌 9 月にワーキンググループが報告書をと
りまとめた．3）4）

このワーキンググループを引き継ぎ，より具体的な防
災対応を検討するために 2018 年 3 月に新たに「南海ト
ラフ沿いの異常な現象への防災対応検討ワーキンググ
ループ」が設置され（以下，この二つのワーキンググルー
プをあわせて「南海トラフ WG」という），その下に防
災対応をとるべき現象の基準を検討するために「防災対
応のための南海トラフ沿いの異常な現象に関する評価基
準検討部会」（座長：山岡耕春 名古屋大学大学院環境学
研究科・教授）が設置され（以下「基準検討部会」という），
それぞれが 2018 年 12 月に報告書をとりまとめた．5）6）

この報告書に基づく防災対応を自治体や企業が実施
する際の参考となるよう，2019 年 3 月に内閣府が「南
海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガ
イドライン」（以下「ガイドライン」という）をとりまと
める 7）とともに，2019 年 5 月の中央防災会議において，
南海トラフ WG で整理された事項を盛り込む南海トラ
フ地震防災対策推進基本計画（以下「基本計画」という）
の変更が行われた．

3.2　大規模地震の予測可能性
前述の通り中央防災会議では，2011 年の東北地方太

平洋沖地震をきっかけに，南海トラフ地震に対する防災
対策についてもワーキンググループを設置して見直しの
検討を開始した．この検討では，想定する巨大地震の発
生時期が予測できるか否が重要な論点となることが見込
まれ，以下の趣旨で「南海トラフ巨大地震対策検討ワー
キンググループ」の下に調査部会が設置された．

４．南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会 /地震防災対策強化地域判定会
気象庁
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想定東海地震は数時間～数日前の直前予知の可能性
がある我が国で唯一の地震とされており，仮に，現行の
観測体制と知見に基づき想定東海地震の前兆すべりが
検出された場合に，それによって発生する地震が，想定
東海地震にとどまるのか，南海トラフ地震につながるも
のとするのかによって，直前予知がなされた際の地震防
災応急対策をとるべき対象地域が変わることになる．そ
のため，科学的知見を整理した上で，想定東海地震の前
兆すべりが検出された場合に想定東海地震と連動して地
震が発生する範囲の考え方や，そもそも南海トラフの巨
大地震の発生時期の予測可能性について，現時点におけ
る科学的知見を収集，整理することが重要である．

調査部会は，2013 年 5 月 28 日に一度報告書をとりま
とめた後，その後の最新の知見を踏まえた検討を行い，
その結果を 2017 年 8 月 25 日にとりまとめている．後者
の報告書における予測可能性についての特に重要な指摘
を以下に抜粋する．
・ 地震の規模や発生時期の予測は不確実性を伴い，直

前の前駆すべりを捉え地震の発生を予測するという手
法により，地震の発生時期等を確度高く予測すること
は困難である．

・ これまで観測されたことがない前駆すべりを含め，プ
レート間の固着状態の変化を示唆する現象が発生して
いる場合，ある程度規模が大きければ検知する技術は
あり，検知された場合には，定性的には地震発生の可
能性が高まっていることは言えるであろう．

・ 現時点においては，地震の発生時期や場所・規模を確
度高く予測する科学的に確立した手法はなく，大規模
地震対策特別措置法に基づく警戒宣言後に実施され
る現行の地震防災応急対策が前提としている確度の高
い地震の予測はできないのが実情である．このことは，
東海地域に限定した場合においても同じである．

この報告書をきっかけに，東海地域を含む南海トラフ
全域について，突発的に大規模地震が発生する前提に
立った防災対応がより強く推進され，これに加えて，南
海トラフ全域を対象として不確実ではあるものの，地震
発生の可能性が相対的に高まっているという情報を活用
した防災対応の検討が進められた．

3.3　南海トラフで発生しうる典型的な4つのケース
調査部会では，確度の高い予測は困難とする一方で，

南海トラフで発生する大規模地震に対して，事前に言え
ることはまったくないのか，という観点でも議論を行っ
た．そして，2017 年の報告書で，南海トラフ沿いで観
測される可能性が高く，かつ大規模地震につながる可能

性がある現象として社会が混乱するおそれがあると思わ
れる 4 つの事例について検討が行われた．特に，防災対
応に活かすには，予測可能性を定量的に評価できること
が望ましいという要請から，下記のケース 1，2 につい
ては，世界中の過去の地震事例から統計的な評価を行う
ことで，定量的な評価を試みた．

元々の問題意識は，昭和や安政の南海トラフ地震のよ
うに，時間差をもって大規模地震が発生した場合に，最
初の大規模地震の発生後，次の大規模地震に備えてど
のような防災対応が可能か，という観点であった．これ
は，下記の 4 類型のうち，ケース 1 として検討が行われた．

（ケース 1）南海トラフの東側の領域で大規模地震が発
生した場合 8）

⇒全世界で 1900 年以降に発生した M8.0（本稿の中で
は，特に断りがない限り M は Mw を指す）以上の地震
96 事例のうち，3 日以内に 10 事例で隣接領域で同程度
の地震が発生 9）．その後の発生頻度は時間とともに減少．

（ケース 2）南海トラフ沿いで M7 クラスの地震が発生
した場合
⇒全世界で 1900 年以降に発生した M7.0 以上の地震
1368 事例のうち，7 日以内に 24 事例で同じ領域で同規
模以上の地震が発生 9）．その後の発生頻度は時間ととも
に減少．

（ケース 3）ゆっくりすべりや前震活動などの現象が多
種目で観測されている場合
⇒短期的に大規模地震の発生につながると直ちに判断で
きない．

（ケース 4）東海地震予知情報の判定基準とされるよう
なプレート境界面での前駆すべりや，これまで観測され
たことがないような大きなゆっくりすべりが見られた場
合
⇒地震発生の可能性が相対的に高まっているといった評
価はできるが，現時点において大規模地震の発生の可能
性の程度を定量的に評価する手法や基準はない．

3.4　南海トラフ地震に対する新たな防災対応
中央防災会議の下に設置された南海トラフ WG では，

前述の調査部会の整理を踏まえて，それぞれのケースで，
どのような防災対応を，どの程度の期間取るべきか検討
を進めた．特に，防災対応の検討では，大規模地震の発
生可能性の高低によって，適切な防災対応は異なるので
はないかという議論から，最終的には，2018 年 12 月 25
日に公表された報告書において，過去の地震事例に基づ
く統計的な評価から大規模地震が発生する可能性がもっ
とも高いケース 1（本報告書で「半割れ（大規模地震）
/ 被害甚大ケース」と呼ばれた）では地域によっては 1
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週間の避難を求めるべきであるとした（この防災対応
は，ガイドラインでは「巨大地震警戒対応」と呼ばれた）．
一方，定量的な評価ができるものの，過去の地震事例に
よれば，ケース 1 と比べて大規模地震が発生した頻度が
一桁小さいケース 2（同，「一部割れ（前震可能性地震）
/ 被害限定ケース」）と，定量的な評価ができないケー
ス 4（同，「ゆっくりすべり / 被害なしケース」）が同じ
水準の防災対応と整理され，避難は求めず日頃からの地
震への備えの再確認をするべきとした（この防災対応は，
ガイドラインでは「巨大地震注意対応」と呼ばれた）．

各ケースに対応した防災対応を実施するためには，発
生した現象がどのケースに該当するか速やかに決定する
必要がある．そこで，基準検討部会が設置され，各ケー
スと評価する基準について検討を行った．

2018 年 12 月 25 日に基準検討部会がとりまとめた報
告書では，「地震学の知見のみからは，評価基準となる
しきい値を明示することは難しい」という前提のもと，
南海トラフ WG がしきい値について検討できるよう，
様々な M の地震について，地震活動の統計モデルに基
づく大規模地震につながる確率やスケーリング則に基づ
く破壊域の面積等を推定したほか，想定震源域周辺を含
めた監視すべき領域の範囲や基準より小さな地震が連発
した場合の評価方法等，実際に南海トラフ沿いで地震活
動や地殻変動を監視・評価する際に必要になる様々な論
点についても整理が行われた．

2018 年の南海トラフ WG の報告書では，基準検討部
会の検討を踏まえ，南海トラフで発生した大規模地震の
中で規模が最小である昭和東南海地震の M8.210）を基準
に，この規模の地震を捕捉できるよう，M の推定誤差
を見込んだ M8.0 を巨大地震警戒対応の下限とし，想定
震源域内のプレート境界において発生する後発地震の発
生確率が M8.2 の地震と比較して 10 分の 1 程度となる
M7.0 の地震を巨大地震注意対応の下限値とする考え方
が示された．

これら南海トラフ WG で整理された事項を盛り込む，
南海トラフ地震防災対策推進基本計画の変更が 2019 年
5 月 31 日の中央防災会議において行われ，東北地方太
平洋沖地震後の一連の南海トラフ地震に対する防災対応
の見直しの検討は，まずは一通りの整理を終え，これに
基づく具体的な各地域における新しい防災対応の検討が
進められている．

４．中央防災会議の検討を受けた気象庁の対応
4.1　�南海トラフ地震に関連する情報の提供開始と南

海トラフ沿いの地震に関する評価検討会の開催
（2017年）

2017 年 9 月 26 日に南海トラフ WG が報告書をとりま
とめた際は，調査部会による「大規模地震対策特別措置
法に基づく警戒宣言後に実施される現行の地震防災応
急対策が前提としている確度の高い地震の予測はできな
いのが実情である」という報告が前月にとりまとめられ
たばかりで，前述のような新しい防災対応の詳細はまだ
決まっていなかった．しかし，いつ南海トラフ地震が発
生するかわからないという観点で，同報告書では，南海
トラフ沿いで発生する大規模地震につながる可能性があ
る現象を観測し，その分析や評価結果を防災対応に活か
すことができるよう，適時的確な情報の発表に努めるこ
とが重要であり，また，国・地方公共団体はあらかじめ
当面の暫定的な防災体制を定めておく必要があると指摘
された．

この指摘を受けて，報告書がとりまとめられた同じ日
に，中央防災会議幹事会が開催され政府の当面の防災対
応が整理され，気象庁では，2017 年 11 月 1 日から前述
ケース 1，2，4 として整理されたような現象が発生した
際に南海トラフ地震の発生可能性が高まった旨等を伝え
る「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」の発表を
開始した．これに伴い，東海地震のみに着目した情報（東
海地震に関連する情報）の発表は行わないこととした．
1979 年の大規模地震関連情報以降，約 40 年間，東海
地震について観測結果に基づく予知や注意喚起の情報
を発表する事象が発生することはなかった．なお，2004
年に 3 段階の情報体系（東海地震予知情報，東海地震
注意情報，東海地震観測情報）に改めた以降では，2. で
も触れた 2009 年の駿河湾の地震の際に，東海地震観測
情報として，想定される東海地震との関連性について調
査した結果，東海地震に結びつく地震ではないと評価し
た旨を発表したことがある．

また，2017 年の南海トラフ WG の報告書では，地震
発生時の破壊領域の広がりやプレート間の固着状態の変
化を示唆する現象の評価等を緊急に実施するために，気
象庁に，迅速に対応できる学識経験者による評価体制の
整備が必要であると指摘された．これを踏まえ気象庁で
は，新しい情報の運用開始にあわせ，南海トラフ地震の
想定震源域全体を評価対象とする新たな評価体制として

「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開催す
ることとした．これまで定例の判定会の評価結果を「東
海地震に関連する調査情報（定例）」として発表してい
たのと同様に，定例の評価検討会の評価結果を「南海ト
ラフ地震に関連する情報（定例）」として発表すること
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とし，2017 年 11 月 27 日に開催された第 1 回評価検討
会において，初めて「南海トラフ地震に関連する情報（定
例）」を発表した．また，「南海トラフ地震に関連する情
報（臨時）」は，後述の情報発表体系が替わる 2019 年 5
月 31 日までの間，一度も発表されなかった．

なお，評価検討会委員は判定会委員も兼ねて，従来の
東海地域を対象とした判定会と一体となって検討を行う
体制とした．

この 10 年間の判定会及び評価検討会の委員の変遷は
表 1 を参照いただきたい．

4.2　南海トラフ地震臨時情報の提供開始（2019年）
2018 年の南海トラフ WG の報告書では，世界の統計

から，最初の地震発生直後ほど，さらなる地震発生の可
能性が高くなっていることを踏まえ，可能な限り早い段
階から情報提供を行い，情報に注意する旨を住民や企業
等に対し，周知する必要があるとされた．これを受けて，
気象庁では地震発生後 5 ～ 30 分後に，まず調査を開始
した旨の情報を発表し，その後，評価検討会の評価結果
を地震発生後最短 2 時間後に発表することとした．後者
の発表後，国から地方公共団体への指示や，地方公共団
体等が予め定めた地域防災計画等に基づく防災対応が実
施される．上述のように防災対応が変わるきっかけとな
る情報を「南海トラフ地震臨時情報」という新たな名前
で発表し，「南海トラフ地震臨時情報」発表後の地震活
動や地殻変動の状況の推移や，評価検討会の定例会合で
の評価結果を発表する場合は「南海トラフ地震関連解説
情報」という名前で発表することとした（両情報をあわ
せた総称を「南海トラフ地震に関連する情報」とする）．

このうち，「南海トラフ地震臨時情報」については，情
報の受け手が防災対応をイメージし，適切に実施できる
よう，防災対応等を示すキーワードを情報名に付記する

こととした．このキーワードはガイドラインで用いられて
いる用語を踏まえた次の 4 種類である．各キーワードを
付した情報を発表する条件は基本計画で整理されている．

（1）調査中
観測された異常な現象が南海トラフ沿いの大規模な地

震と関連するかどうか調査を開始した場合，または調査
を継続している場合

（2）巨大地震警戒
南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界におい

て M8.0 以上の地震が発生したと評価した場合
（3）巨大地震注意
・ 南海トラフ地震の想定震源域内のプレート境界におい

て M7.0 以上，M8.0 未満の地震が発生したと評価し
た場合

・ 想定震源域のプレート境界以外や，想定震源域の海溝
軸外側 50km 程度までの範囲で M7.0 以上の地震が発
生したと評価した場合 11）

・ ひずみ計等で有意な変化として捉えられる，短い期間
にプレート境界の固着状態が明らかに変化しているよ
うな通常とは異なるゆっくりすべりが観測された場合

（4）調査終了
巨大地震警戒，巨大地震注意のいずれにも当てはまら

ない現象と評価した場合

このような内容の追加を含む基本計画の変更が 2019
年 5 月 31 日に行われたことを受けて，気象庁では，地
方公共団体や企業等がこの基本計画に基づく防災対応
をすぐにでも実施できるように，同日より，新たに「南
海トラフ地震臨時情報」と「南海トラフ地震関連解説情
報」の提供を開始した．基本計画変更後，初めて開催さ
れた 2019 年 6 月 7 日の評価検討会の定例会合において，
初めて「南海トラフ地震関連解説情報」を発表した．

地震防災対策強化地域判定会

2008 年度末 阿部勝征会長 島崎邦彦委員 吉井敏尅委員 加藤照之委員 平田直委員 吉田明夫委員

2012 年 4 月 1 日 阿部勝征会長 島崎邦彦委員 加藤照之委員 平田直委員 吉田明夫委員 小原一成委員

2012 年 9 月 11 日 阿部勝征会長 加藤照之委員 平田直委員 吉田明夫委員 小原一成委員

2012 年 12 月 1 日 阿部勝征会長 加藤照之委員 平田直委員 吉田明夫委員 小原一成委員 大久保修平委員

2016 年 4 月 1 日 平田直会長 加藤照之委員 小原一成委員 大久保修平委員 横田崇委員 古村孝志委員

南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会　及び　地震防災対策強化地域判定会

2017 年 11 月 1 日 平田直会長 加藤照之委員 小原一成委員 大久保修平委員 横田崇委員 古村孝志委員

2018 年 4 月 1 日 平田直会長 小原一成委員 大久保修平委員 横田崇委員 古村孝志委員 山岡耕春委員

2019 年 4 月 1 日 平田直会長 小原一成委員 横田崇委員 古村孝志委員 山岡耕春委員 加藤尚之委員

表１　�2009年度〜2018年度における地震防災対策強化地域判定会及び�
南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会の会長及び委員の変遷
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参考文献および注
 1） 中央防災会議 防災対策実行会議 南海トラフ巨大地

震対策検討ワーキンググループ，2013, 南海トラフ
巨大地震対策について（最終報告）．

 2） 南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関す
る調査部会 ,2013, 南海トラフ沿いの大規模地震の予
測可能性について．

 3） 中央防災会議 防災対策実行会議 南海トラフ沿いの
地震観測・評価に基づく防災対応検討ワーキンググ
ループ，2017, 南海トラフ沿いの地震観測・評価に
基づく防災対応のあり方について（報告）．

 4） 南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関す
る調査部会，2017, 南海トラフ沿いの大規模地震の
予測可能性について　※ 2013 年の報告書を基に，
必要な追記をする形で作成された．

 5） 中央防災会議 防災対策実行会議 南海トラフ沿いの
異常な現象への防災対応検討ワーキンググループ，
2018, 南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応の
あり方について（報告）．

 6） 中央防災会議 防災対策実行会議 南海トラフ沿いの
異常な現象への防災対応検討ワーキンググループ 
防災対応のための南海トラフ沿いの異常な現象に関
する評価基準検討部会，2018, 防災対応のための南
海トラフ沿いの異常な現象に関する評価基準検討
部会とりまとめ．

 7） 内閣府（防災担当），2019, 南海トラフ地震の多様な発
生形態に備えた防災対応検討ガイドライン【第 1 版】．

 8） 調査部会の報告書や 2017 年の南海トラフ WG の報
告書では，脚注で「南海トラフにおいては，過去に
西側の領域が先に破壊した明確な事例は確認され
ていないが，その可能性を否定するものではないこ
とに留意」と書くに止めていたが，東側の方が先に
破壊されやすいという科学的根拠があるわけではな
いので，それ以降の議論では，よりニュートラルに
南海トラフで M8 以上の地震が発生した場合という
書き方になった．

 9） ケース 1，2 に該当する事例数は，その後，最新の
統計データに基づき精査され，2018 年の南海トラ
フ WG の報告書ではケース 1：103 事例中 3 日以内
に 6 事例，ケース 2：1437 事例中 7 日以内に 6 事例
と改められた．

 10） 津波の痕跡等に対するインバージョン解析で求めた
断層モデルを参考にして求めた値．計算方法の詳細
は基準検討部会の報告書 P.22 参照．

 11） 基準検討部会の報告書で，このような地震もプレー
ト境界で発生する地震に比べ直接的な影響は少な
いと考えられるものの，プレート境界に影響を与え
ると考えられ注意することが重要であると指摘され
たことによる措置．

東海地域のみに着目した情報から

実施期間 情報の種類
1979(昭和54)年8月7日

～
1998(平成10)年12月15日

大規模地震関連情報 判定会招集連絡報

1998(平成10)年12月16日
～

2004(平成16)年1月4日
大規模地震関連情報 判定会招集連絡報

東海地域の地震・地殻活動に関する情報

観測情報 解説情報

2004(平成16)年1月5日
～

2011(平成23)年3月23日

東海地震に関連する情報
（警戒宣言後の情報）
東海地震予知情報 東海地震注意情報 東海地震観測情報

2011(平成23)年3月24日
～

2017(平成29)年10月31日
（警戒宣言後の情報）
東海地震予知情報 東海地震注意情報 東海地震に関連する調査情報(臨時) 東海地震に関連する調

査情報(定例)

2017(平成29)年11月1日
～

2019(令和元)年5月30日

南海トラフ地震に関連する情報

南海トラフ地震に関連する情報(臨時) 南海トラフ地震に
関連する情報(定例)

2019(令和元)年5月31日
～ 南海トラフ地震臨時情報 南海トラフ地震

関連解説情報

南海トラフ全域に対する情報へ

図1　東海地震・南海トラフ地震に関連する情報名の変遷
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１．�地震及び火山噴火予知のための観測研究計画（平
成 21～ 25年度）

1.1　地震研究計画と火山噴火研究計画との統合
平成 21 年度から，それまで独立に行われてきた地震

予知研究計画（昭和 40 年開始）と火山噴火予知計画（昭
和 49 年開始）が統合され，「地震及び火山噴火予知のた
めの観測研究計画」が 5 ヶ年計画で開始した．地震と火
山噴火は，一方が地下の岩石の脆性的な破壊現象である
のに対して，もう一方はマグマの上昇と噴出という異な
る現象であるが，日本列島周辺では，海洋プレートが大
陸プレートの下に沈み込むことにより，プレート境界や
内陸で地震が発生し，また日本列島の地下の上部マント
ルではマグマが生成され火山活動に至るなど，地震と火
山噴火は地球科学的に共通のバックグラウンドで理解さ
れる．そのため，観測項目や解析手法の一部が共通であ
ると同時に，長い発生間隔に適した長期の観測データを
効率的に蓄積するデータベースが重要であるなど，両研
究計画を統合して実施する利点が多くある．相互の研究
分野の長所を取り入れて研究の幅を広げることにより，
地震及び火山噴火予知研究の両方を一層発展させること
を目指して，両研究計画の統合が行われた．

この統合に先立ち，これまで別々であった地震予知研
究協議会（昭和 53 年設置）と火山噴火予知研究協議会

（平成 12 年設置）を平成 18 年 5 月に統合し，地震・火
山噴火予知研究協議会（以下「予知協議会」）が発足した．
この予知協議会は，地震及び火山噴火予知研究を行って
いる全国の 12 大学・研究機関の連携と協力関係を強化
し，「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」（科
学技術・学術審議会が建議）で立案された研究を推進
することを目的としている．

この建議に基づく予知研究全体を円滑に実施するた
め，予知協議会の下に研究計画の企画，立案，調整を行
う企画部が設けられている．東京大学地震研究所の教員
数名（内 1 名は予知研究流動的教員）と，他大学所属の
2 名の客員教員で構成された．更に，全国の大学の研究
者が独自の発想で実施する個別研究を，建議に書かれた
項目に区分し，項目毎に効率的かつ調和的に予知研究を
推進するために，12 の計画推進部会が設置された．平
成 22 年には文部科学省より地震研究所が地震火山科学
の「共同利用・共同研究拠点」に認定されたことに伴い，
予知協議会は地震火山噴火に関する研究を大学間の緊
密な連携のもとで進める上でより重要な組織となった．
1.2　東北地方太平洋沖地震後の見直し

本研究計画の成果があがりつつあった平成 23 年 3 月
に東北地方太平洋沖地震が発生した．この地震はマグニ

チュード 9.0 の超巨大地震であったが，それまでこのよ
うな超巨大地震発生の可能性についてほとんど追求され
ていなかった．予知協議会では地震発生直後に，大学が
実施する研究計画の一部を変更し，この地震について解
明するための観測研究を開始した．

平成 24 年 3 月に，「地震及び火山噴火予知のための観
測研究計画」の実施状況等のレビューについて，科学技
術・学術審議会　測地学分科会から報告されたが，予
知協議会はその報告書の作成や評価のための資料作成
の実務を担った．

その後実施された外部評価（平成 24 年 10 月）では，「東
北地方太平洋沖地震のような超巨大地震やこれに伴う大
規模な津波の発生による被害軽減に貢献できなかったこ
とは大きな課題として捉えなければならない」と指摘さ
れた．一方，世界の地震学・火山学をリードする研究成
果もあること，及び地震研究と火山噴火研究が統合され
たことにより研究資源の供用や両研究分野における研究
者の共同研究が促進されたことなどが高く評価された．

平成 24 年 11 月に，「地震及び火山噴火予知のための
観測研究計画の見直しについて」が科学技術・学術審
議会から建議された．そこでは，超巨大地震の発生機構
とそれに起因する現象を解明するために速やかに実施す
べき観測研究を推進することが提示された．

２．�災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計
画（平成 26～ 30年度）

2.1　災害科学を取り込んだ計画
「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計

画」（科学技術・学術審議会が建議）が平成 26 年度か
ら 5 ヶ年計画で進められた．前観測研究計画では，全国
の研究者は地震及び火山噴火の現象解明や予測のため
の研究を行ってきたが，東北地方太平洋沖地震により，
超巨大地震の研究が不十分であることが明らかになっ
た．また，地震や火山噴火に関する科学的理解を災害軽
減に役立てるための研究の重要性が強く認識された．こ
のような課題を解決するために，新しい観測研究計画は，
史料・考古データに基づき過去の巨大地震や巨大噴火を
解明する研究や，工学や社会科学に基づく災害科学研究
を取り込んだものとなった．

工学，人文・社会科学分野との連携を強化したことに
伴い，予知協議会への参加機関が増え，15 大学，1 研究
機関となった．平成 28 年からは，それまでオブザーバ
参加だった行政機関・研究開発法人が正規参加となり，
国土地理院や気象庁の研究者も予知研究流動的教員と
して選出されるようになった．予知協議会のもとには，

５．東京大学地震研究所　地震・火山噴火予知研究協議会
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個々の研究課題が全体の観測研究計画と調和的に推進
されるように企画部，計画推進部会，予算委員会が置か
れていたが，本計画開始時に，観測研究計画全体を調
和的に推進するため企画部のもとに戦略室が設置された

（図 1）．また，計画推進部会は，建議の多項目にわたっ
て横断的に研究を推進することを意識し，8 部会からな
る構成とした．

毎年度末に開催している成果報告シンポジウムでは，
全国の研究者による研究発表やそれに基づく討論が行わ
れ，研究計画全体の進捗状況を参加研究者が共通に理
解し，さらに研究を推進させるための重要な場となって
いる . 予知連絡会では毎回，大学から研究報告がなされ
ているが，その多くは本観測研究計画による成果である．
また，平成 31 年 3 月に開催された「地震予知連絡会 50
周年記念企画公開シンポジウム」では予知協議会が共催
した．
2.2　京都大学防災研究所との拠点間連携共同研究

本観測研究計画では地震・火山の研究成果を災害軽減
に役立てることを重要な目標としている．これを実現する
ために，地震研究所と自然災害に関する総合防災学の共
同利用・共同研究拠点である京都大学防災研究所が連携
して，地震・火山に関する理学研究と防災に関する工学・
社会科学研究を融合した新たな研究を推進していくこと
となった．両拠点の連携研究を進めるために，地震研究
所と防災研究所で拠点間連携共同研究委員会を設置して
共同研究の内容を検討したうえで，南海トラフ巨大地震
の災害リスク等に関する共同研究を開始した．

2.3　外部評価
 平成 29 年 1 月に実施状況等のレビュー報告書が出さ

れ，平成 29 年 7 月に外部評価が行われた．ゆっくり滑
りと大地震の発生の関係を発見するなど，世界の地震学・
火山学をリードする研究成果をあげていることが高く評
価された．また，災害軽減につなげることを強く意識し
て関連研究分野（歴史学，考古学，防災に関連する工学，
人文・社会科学）との連携を強め，積極的に新たな挑戦
を行い，災害科学の一部としての一歩を踏み出したこと
が評価された．さらに，京都大学防災研究所との拠点間
連携共同研究を推進するために，組織的な連携研究体制
が構築されてきたことも高く評価された．一方，災害の
軽減に貢献することを意識した研究の推進が必ずしも十
分でないので，そのような研究を一層推進するよう求め
られた．

３．�災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計
画（第 2次）

平成 31 年より「災害の軽減に貢献するための地震火
山観測研究計画（第 2 次）」が始まった．本研究計画か
らは，防災リテラシー向上のための研究にも新たに取り
組み，また，分野横断型の総合的な研究を強化すること
となった．全国の大学・研究機関の研究者は，予知協議
会のもとに集結し連携・協力しながら，地震調査研究推
進本部などとの連携もさらに進めて，観測研究計画を実
施している．

（吉田　真吾）

図1　地震・火山噴火予知研究協議会の体制
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年　月　日 地震予知連絡会の活動 関連組織の動き 主な地震

1962 年 1 月 地震予知計画研究グループが「地震予知－現
状とその推進計画」（ブループリントを公表）

1963 年 5 月 文部省測地学審議会に地震予知部会を設置

1963 年 10 月 1 日 日本学術会議は「地震予知研究推進について」
を勧告

1964 年 6 月 16 日 新潟地震（M7.5）

1964 年 7 月 18 日 測地学審議会「地震予知研究計画の実施につ
いて」を建議（第 1 次計画）

1965 年 3 月
日本学術会議は地球物理学研究連絡委員会に
地震予知小委員会を設置，第 1 次地震予知研
究 5 ヵ年計画を立案

1965 年 8 月 3 日 松代群発地震（最大地震
M5.4，1970 年まで）

1965 年 12 月 1 日 測地学審議会「地震予知計画の推進について」
を関係各省の大臣に要望

1966 年 5 月 12 日 「北信地域地震活動情報連絡会」発足（気象庁）
1967 年 4 月 「海岸昇降検知センター」設置（国土地理院）
1968 年 2 月 1 日 えびの地震（最大地震 M6.1）
1968 年 4 月 1 日 1968 年日向灘地震（M7.5）
1968 年 5 月 16 日 1968 年十勝沖地震（M7.9）
1968 年 5 月 24 日 「地震予知の推進について」閣議了解

1968 年 7 月 16 日 測地学審議会「地震予知の推進に関する計画
の実施について」を建議（第 2 次計画）

1969 年 4 月 1 日
「地殻活動検知センター」（国士地理院）「地震
予知観測センター」（東大地震研究所）が発
足 .「地震活動検測センター」（気象庁）活動開
始（1970 年 4 月 17 日発足）

1969 年 4 月 24 日 第 1 回地震予知連絡会（地震予知連絡会発足）
1969 年 5 月 19 日 第 2 回地震予知連絡会（九州国見岳周辺の変動他）
1969 年 6 月 27 日 第 3 回地震予知連絡会（房総，三浦地区の変動他）
1969 年 9 月 26 日 第 4 回地震予知連絡会（今市付近の地震活動他）

1969 年 11 月 28 日 第 5 回地震予知連絡会（東海地方の指定，特定
観測地域他）

1970 年 2 月 6 日 地震予知連絡会特定地域小委員会を設置

1970 年 2 月 20 日
第 6 回地震予知連絡会（関東南部の地殻変動，
松代群発地震他）（観測強化地域 1 ヵ所，特定観
測地域 8 ヵ所を指定）

1970 年 4 月 27 日 第 7 回地震予知連絡会（広島県北東部の地震活動，
関東南部の調査状況他）

1970 年 7 月 6 日 第 8 回地震予知連絡会（関東南部の地殻変動，
広島県北東部の地震活動他）

1970 年 9 月 28 日 第 9 回地震予知連絡会（関東南部の地殻変動，
地震活動他）

1970 年 11 月 30 日 第 10 回地震予知連絡会（秋田県南東部の地震活
動，東海地方の地殻変動他）

1971 年 2 月 16 日 第 11 回地震予知連絡会（関東南部の地殻変動他）

1971 年 4 月 19 日 第 12 回地震予知連絡会（関東南部の地殻変動，
新潟県南西部の地震活動他）

1971 年 5 月 中央防災会議は「大都市震災対策推進要綱」
を決定

1971 年 6 月 28 日 第 13 回地震予知連絡会（関東南部の地震活動，
地殻変動他）

1971 年 10 月 1 日 第 14 回地震予知連絡会（北海道東部の地震活動，
地殻変動他）

1972 年 1 月 17 日 第 15 回地震予知連絡会（関東南部の地殻変動，
地震活動，東海地方の地殻変動他）

１．年表
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年　月　日 地震予知連絡会の活動 関連組織の動き 主な地震

1972 年 4 月 17 日 第 16 回地震予知連絡会（関東南部の地殻変動，
地震活動他）

1972 年 7 月 10 日 第 17 回地震予知連絡会（関東南部の地殻変動，
地震活動他）

1972 年 10 月 16 日 第 18 回地震予知連絡会（関東南部の地殻変動，
地震活動，高田群発地震他）

1972 年 12 月 4 日 1972 年 12 月 4 日八丈島東
方沖地震（M7.2）

1973 年 1 月 22 日 第 19 回地震予知連絡会（関東南部の地殻変動，
地震活動，岩木山麓群発地震他）

1973 年 4 月 18 日 測地学審議会が改組され，地震火山部会を設
置

1973 年 4 月 19 日 第 20 回地震予知連絡会（関東南部の地殻変動，
地震活動他）

1973 年 5 月 4 日 測地学審議会地震火山部会に地震予知特別委
員会を設置

1973 年 6 月 17 日 1973 年 6 月 17 日根室半島
沖地震（M7.4）

1973 年 6 月 26 日 第 21 回地震予知連絡会（根室半島沖地震，統一
見解発表）

1973 年 6 月 29 日 測地学審議会「地震予知の推進に関する第 3
次計画の実施について」を建議

1973 年 7 月 地震予知関係諸機関の研究，観測体制の調整
推進に関する中央防災会議の申し合わせ

1973 年 8 月 23 日 第 22 回地震予知連絡会（根室半島沖地震，結論他）

1973 年 11 月 29 日 第 23 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動，
地震活動他）

1974 年 2 月 28 日 第 24 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動他，
東海地方を観測強化地域に指定）

1974 年 5 月 9 日 1974 年伊豆半島沖地震
（M6.9）

1974 年 6 月 20 日 第 25 回地震予知連絡会（伊豆半島沖地震他）
1974 年 9 月 26 日 第 26 回地震予知連絡会（伊豆半島沖地震他）

1974 年 11 月 7 日 地震予知研究推進連絡会議を総理府に設置（科
学技術庁）

1974 年 12 月 5 日 第 27 回地震予知連絡会（多摩川下流城の地盤隆
起他）

1974 年 12 月 27 日 地震予知連絡会会長「最近における多摩川下流
地域の地盤隆起現象について」を報告

1975 年 2 月 27 日 第 28 回地震予知連絡会（多摩川下流城の地盤隆
起他）

1975 年 5 月 6 日 第 29 回地震予知連絡会（関東南部の地殻変動，
地震活動，大分県中部地震他）

1975 年 7 月 25 日 測地学審議会は「第 3 次地震予知計画の一部
見直しについて」を関係各省の大臣に建議

1975 年 8 月 7 日 第 30 回地震予知連絡会（多摩川下流城の地震活
動，地殻変動他）

1975 年 11 月 20 日
第 31 回地震予知連絡会（関東地方及び多摩川下
流城の地殻変動，地震活動他），（特定，関東，東海，
北海道の各部会を設置）

1975 年 12 月 18 日 地震予知連絡会部会運営協議会
1976 年 1 月 9 日 特定部会（地震予知の戦略，特定地域の条件）
1976 年 1 月 23 日 関東部会（当面の活動方針，対象地域の検討他）
1976 年 2 月 19 日 第 32 回地震予知連絡会（伊豆半島群発地震他）
1976 年 2 月 19 日 北海道部会（活動方針について）
1976 年 3 月 4 日 関東部会（伊豆半島の群発地震活動について）

1976 年 3 月 24 日 特定部会（特定地域およびの図示方法，活断層
の評価・見直しのすすめ）

1976 年 3 月 30 日 東海部会（東海部会の作業方針について）
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年　月　日 地震予知連絡会の活動 関連組織の動き 主な地震

1976 年 4 月 9 日 関東部会（伊豆半島の群発地震，南関東地震予
知のまとめ）

1976 年 5 月 19 日 関東部会（多摩川下流域の異常隆起，伊豆半島
の地殻隆起）

1976 年 5 月 24 日
第 33 回地震予知連絡会「多摩川下流域の異常隆
起に関する調査結果について，伊豆半島東部に
おける地盤隆起および群発地震について」報告

1976 年 5 月 24 日 北海道部会（北海道東部地域の活動について）
1976 年 6 月 22 日 北海道部会（1973 年根室半島沖地震の諸問題）

1976 年 7 月 2 日 関東部会（伊豆半島の地殻隆起，山梨県東部地震，
関東部会のあり方）

1976 年 7 月 5 日 特定部会 WG（特定地域の選定について）

1976 年 7 月 6 日 東海部会（東海地域の観測網の現状について，
駿河湾地震について）

1976 年 8 月 18 日 関東部会（伊豆半島の地殻隆起・地震活動）

1976 年 8 月 23 日 第 34 回地震予知連絡会（伊豆半島東部の地盤隆
起，群発地震，各部会統一見解他）

1976 年 8 月 23 日 特定部会（今後の地震予知計画と体制のあり方，
各機関の予知業務の現況）

1976 年 8 月 23 日 北海道部会（1973 年根室半島沖地震と潮位，重
力変化，今後の観測計画）

1976 年 8 月 23 日 地震予知連絡会運営要綱の改正

1976 年 9 月 29 日 特定部会・東海部会（今後の地震予知計画と体
制について）

1976 年 10 月 1 日 北海道部会（部会報告をまとめて最終回とする）

1976 年 10 月 29 日 閣議決定により内閣に地震予知推進本部を設
置（科学技術庁）

1976 年 11 月 11 日 事務次官等会議の申し合わせにより地震予知
推進連絡会議を廃止

1976 年 11 月 16 日
関東部会（伊豆半島でのその後の地殻隆起・地
震活動の推移）第 35 回地震予知連絡会（伊豆半島，
東海地方の地殻変動，地震活動，北海道部会報
告他）

1976 年 11 月 29 日 第 35 回地震予知連絡会（伊豆半島 , 東海地方の
地殻変動 , 地震活動 , 北海道部会報告他）

1976 年 12 月 17 日 測地学審議会は「第 3 次地震予知計画の再度
一部見直しについて」を建議

1977 年 2 月 10 日
特定部会（地震予知連絡会運営決議事項につい
て，東海地域判定会の要項について，副会長の
任命について，オブザーバーの出席について）

1977 年 2 月 18 日 関東部会（伊豆半島の地殻隆起，多摩川下流の
地殻隆起について）

1977 年 2 月 21 日 第 36 回地震予知連絡会（関東南部，東海地方の
地殻変動，地震活動他），東海部会

1977 年 3 月 18 日 特定部会（東海地域の予知体制の整備について，
東海地域判定会細則，委員について）

1977 年 4 月 18 日 地震予知連絡会に「東海地域判定会」（事務局：
気象庁）を設置

1977 年 5 月 16 日 関東部会（伊豆半島の地殻隆起，地震活動）

1977 年 5 月 23 日 第 37 回地震予知連絡会（伊豆半島の地盤隆起，
地震活動他），東海部会

1977 年 6 月 27 日 関東部会（房総半島沖群発地震）
1977 年 7 月 25 日 東海部会（巨大地震の再来周期について他）

1977 年 8 月 26 日 第 38 回地震予知連絡会（房総沖群発地震，伊豆
半島の地震活動他）

1977 年 9 月 29 日 地震予知連絡会島根県東部地殻変動研究委員会

1977 年 11 月 4 日 関東部会（伊豆半島の地震活動について・房総
半島について）

1977 年 11 月 28 日 第 39 回地震予知連絡会（伊豆半島の地盤隆起，
地震活動他）
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1977 年 11 月 28 日 関東部会（最近の伊豆半島の地殻活動について）

1977 年 12 月 5 日 特定部会（大規模地震予知体制特別措置法案要
綱について）

1978 年 1 月 14 日 1978 年伊豆大島近海の地震
（M7.0）

1978 年 1 月 15 日 関東部会（1978 年伊豆大島近海地震について）

1978 年 1 月 20 日 関東部会，東海判定会と合同（伊豆大島近海地
震について）

1978 年 1 月 27 日 特定部会（観測強化・集中の区分け，長期予知
等の用語について，地域指定について）

1978 年 2 月 7 日 関東，東海合同部会（伊豆大島近海地震について）
1978 年 2 月 20 日 第 40 回地震予知連絡会（伊豆大島近海地震他）
1978 年 3 月 16 日 特定部会 WG（特定観測地域の選定について）

1978 年 5 月 20 日 関東，東海合同部会（伊豆半島及び東海地方の
地殻変動他）

1978 年 5 月 22 日 第 41 回地震予知連絡会（伊豆大島近海地震他）
1978 年 6 月 12 日 1978 年宮城県沖地震（M7.4）

1978 年 6 月 14 日 特定部会 WG（宮城県沖地震について，特定地
域の見直しについて）

1978 年 6 月 15 日 大規模地震対策特別措置法公布
1978 年 6 月 21 日 特定部会（特定観測地域の見直しについて）

1978 年 6 月 21 日 第 42 回地震予知連絡会 （宮城県沖地震，特定観
測地域の見直し）

1978 年 7 月 5 日 特定部会 WG（特定観測地域の選定について）

1978 年 7 月 12 日 測地学審議会「地震予知の推進に関する第 4
次計画の実施について」を建議

1978 年 7 月 19 日 特定部会（特定観測地域の見直しについて）

1978 年 8 月 21 日
第 43 回地震予知連絡会（特定観測地域等の見直
し，観測強化地域 2 ヵ所，特定観測地域 8 ヵ所
指定）（東海地方の地殻変動他）

1978 年 8 月 21 日 関東，東海合同部会（伊豆半島及び東海地方の
地殻変動）

1978 年 10 月 20 日 地震予知連絡会臨時部会（青森県深浦町付近の
地震活動について）

1978 年 11 月 20 日 第 44 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動，
深浦群発地震他）

1978 年 11 月 1 日 伊豆半島川奈崎沖で群発地震
1978 年 11 月 27 日 関東部会（伊豆半島東部の群発地震について）
1978 年 12 月 14 日 大規模地震対策特別措置法施行

1979 年 2 月 16 日 関東部会（伊豆半島周辺及び房総から四国沖の
活動について）

1979 年 2 月 19 日 第 45 回地震予知連絡会（伊豆半島の地殻変動，
地震活動他）

1979 年 5 月 21 日 第 46 回地震予知連絡会（函館群発地震，伊豆半
島及び東海地方の地殻変動，地震活動他）

1979 年 5 月 21 日 関東部会（伊豆半島川奈崎沖の群発地震活動に
ついて）

1979 年 8 月 7 日 内閣総理大臣が東海地域を「地震防災対策強
化地域」に指定

1979 年 8 月 7 日 気象庁に「地震防災対策強化地域判定会」が
発足（地震予知連絡会の東海地域判定会廃止）

1979 年 8 月 20 日 第 47 回地震予知連絡会（伊豆半島及び東海地方
の地殻変動，地震活動他）

1979 年 10 月 17 日 関東部会（伊豆半島の地震・地殻活動について，
関東部会 WG の発足について）

1979 年 11 月 8 日 関東部会 WG（首都圏における地震予知の現状
について）

1979 年 11 月 19 日 第 48 回地震予知連絡会（長野県王滝村付近の群
発地震，御岳山噴火他）
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1979 年 12 月 10 日 関東部会 WG（首都圏における地震予知の現状
について）

1980 年 1 月 16 日 関東部会 WG（首都圏における地震予知の現状
について）

1980 年 2 月 18 日 第 49 回地震予知連絡会（伊豆半島及び東海地方
の地殻変動，地震活動他）

1980 年 2 月 29 日 関東部会 WG（首都圏における地震予知の現状
について）

1980 年 4 月 24 日 関東部会 WG（首都圏における地震予知の現状
について）

1980 年 5 月 26 日 第 50 回地震予知連絡会（伊豆半島及び東海地方
の地殻変動，地震活動他）

1980 年 6 月 4 日 特定部会（検討会）（関東・東海地方の地殻変動他）

1980 年 6 月 29 日 伊豆半島東方沖の地震
（M6.7）

1980 年 7 月 1 日 関東部会（伊豆半島東方沖の群発地震活動につ
いて）

1980 年 7 月 11 日 関東部会 WG（首都圏における地震予知の現状
について）

1980 年 7 月 16 日 関東部会（部会報告について）
1980 年 8 月 18 日 第 51 回地震予知連絡会（伊豆半島東方沖地震他）

1980 年 11 月 10 日 第 52 回地震予知連絡会（伊豆半島及び東海地方
の地殻変動，地震活動他）

1981 年 2 月 16 日 第 53 回地震予知連絡会（伊豆半島及び東海地方
の地殻変動，地震活動，宮城県沖の地震他）

1981 年 3 月 31 日 関東部会 WG（首都圏及びその周辺の地震予知
について）

1981 年 4 月 2 日
第 54 回地震予知連絡会（会長の選出・部会の構
成（各地域部会を強化地域部会及び特定部会へ
変更）

1981 年 4 月 30 日 強化地域部会 WG（首都圏について今後の検討）

1981 年 5 月 16 日 強化地域部会 WG（検討会）（首都圏の観測施設
の配置について）

1981 年 5 月 18 日 第 55 回地震予知連絡会（伊豆半島及び東海地方
の地殻変動，地震活動他）

1981 年 5 月 29 日 強化地域部会 WG（首都圏の観測施設について）
1981 年 6 月 30 日 強化地域部会 WG（首都圏の観測施設について）
1981 年 8 月 7 日 強化地域部会 WG（首都圏の観測施設について）

1981 年 8 月 17 日 第 56 回地震予知連絡会（伊豆半島及び東海地方
の地殻変動，地震活動他）

1981 年 8 月 17 日 強化地域部会（伊豆半島及び東海地方の最近の
活動）

1981 年 11 月 16 日 第 57 回地震予知連絡会（伊豆半島及び東海地方
の地殻変動，地震活動他）

1981 年 11 月 16 日 強化地域部会（伊豆半島及び東海地方の最近の
活動）

1982 年 2 月 1 日 第 58 回地震予知連絡会（男鹿半島の地殻変動，
伊豆半島及び東海地方の地殻変動，地震活動他）

1982 年 2 月 1 日 特定部会（地震予知連絡会の運営について，男
鹿半島の地殻変動について）

1982 年 3 月 21 日 昭和 57 年（1982 年）浦河
沖地震（M7.1）

1982 年 4 月 1 日 特定部会（1982 年浦河沖地震について，観測体
制及び地域指定について）

1982 年 5 月 24 日 第 59 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動，浦河沖地震他）

1982 年 8 月 16 日
第 60 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動，茨城県沖の地震，特定
観測地域指定及び指定基準について他）

1982 年 8 月 16 日 特定部会（浦河地域の指定問題について，特定
観測地域の指定基準について）
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1982 年 11 月 22 日 第 61 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1983 年 1 月 27 日 強化地域部会（伊豆半島東方沖の群発地震活動
について）

1983 年 2 月 14 日 第 62 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動，三宅島近海の地震他）

1983 年 4 月 13 日 強化地域部会（掛川・御前崎間の水準測量の季
節変化について他）

1983 年 5 月 16 日 第 63 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1983 年 5 月 24 日 中央防災会議は「当面の防災対策の推進につい
て」を申し合わせ

1983 年 5 月 26 日 昭和 58 年（1983 年）日本
海中部地震（M7.7）

1983 年 5 月 31 日 測地学審議会「第 5 次地震予知計画の推進につ
いて」を建議

1983 年 6 月 1 日 特定部会（1983 年日本海中部地震について）

1983 年 8 月 8 日 第 64 回地震予知連絡会（日本海中部地震，東海
及び伊豆半島地方の地殻変動，地震活動他）

1983 年 11 月 17 日 強化地域部会（観測強化地域における最近のデー
タの検討）

1983 年 11 月 21 日 第 65 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1984 年 2 月 20 日 第 66 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1984 年 5 月 21 日 第 67 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1984 年 8 月 20 日 第 68 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動，山崎断層の地震他）

1984 年 8 月 20 日 特定部会（山崎断層の地震について）

1984 年 9 月 4 日 強化地域部会（伊豆半島東方沖の群発地震活動
について）

1984 年 9 月 14 日 昭和 59 年（1984 年）長野
県西部地震（M6.8）

1984 年 9 月 20 日 特定部会（1984 年長野県西部地震について）

1984 年 11 月 19 日
第 69 回地震予知連絡会（長野県西部地震，伊豆
半島東方沖群発地震，東海及び伊豆半島地方の
地殻変動，地震活動他）

1985 年 2 月 25 日 第 70 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1985 年 5 月 20 日 第 71 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1985 年 8 月 12 日 第 72 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動，特定観測地域の見直し他）

1985 年 8 月 12 日 特定部会（特定観測地域の見直しについて）

1985 年 11 月 8 日 特定部会 WG（特定地域の見直しの検討資料に
ついて）

1985 年 11 月 18 日 第 73 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1985 年 12 月 13 日 特定部会 WG（特定地域の見直しの検討課題に
ついて）

1986 年 1 月 23 日 強化地域部会（観測強化地域における最近のデー
タの検討）

1986 年 2 月 17 日 第 74 回地震予知連絡会（特定観測地域の見直し
東海及び伊豆地方の地殻変動，地震活動他）

1986 年 2 月 17 日 特定部会 WG（特定観測地域の見直しについて，
長野市の地割れについて）

1986 年 5 月 19 日 第 75 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）
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1986 年 8 月 18 日 第 76 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1986 年 11 月 17 日 第 77 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1986 年 11 月 22 日 強化地域部会（伊豆大島噴火にともなう地殻活
動について）

1987 年 2 月 23 日
第 78 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動，伊豆大島噴火に伴う地
震活動について統一見解発表他）

1987 年 2 月 23 日 強化地域部会（東海・伊豆地方の地殻変動・地
震活動）

1987 年 5 月 12 日 強化地域部会（伊豆半島東方沖の地震活動につ
いて）

1987 年 5 月 18 日
第 79 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動，福島県沖の地震活動，
伊豆半島東方沖の地震活動について統一見解発
表他）

1987 年 5 月 18 日 特定部会（福島県沖の地震活動について）

1987 年 8 月 27 日 第 80 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1987 年 11 月 16 日 第 81 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1987 年 12 月 17 日 千葉県東方沖の地震（M6.7）
1988 年 1 月 7 日 強化地域部会（千葉県東方沖地震について）

1988 年 2 月 15 日
第 82 回地震予知連絡会（千葉県東方沖地震，東
海地方の地殻変動，地震活動千葉県東方沖の地
震について統一見解発表他）

1988 年 5 月 16 日 第 83 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動，東京東部の地震他）

1988 年 7 月 15 日 強化地域部会（首都圏及びその周辺の地震予知
に関するデータについて）

1988 年 7 月 28 日 測地学審議会「第 6 次地震予知計画の推進につ
いて」を建議

1988 年 8 月 1 日 強化地域部会（伊豆半島東方沖の群発地震につ
いて）

1988 年 8 月 22 日
第 84 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動，
地震活動，伊豆半島東方沖の群発地震，同群発
地震活動について統一見解発表他）

1988 年 9 月 29 日 強化地域部会（1988 年 9 月 26 日の千葉県東方沖
の地震について）

1988 年 11 月 21 日 第 85 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1989 年 2 月 20 日 第 86 回地震予知連絡会（東海及び伊豆半島地方
の地殻変動，地震活動他）

1989 年 3 月 24 日 強化地域部会（「首都圏及びその周辺の地震予知」
の続報の刊行について）

1989 年 5 月 22 日
第 87 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動及
び地震活動，伊豆半島東部の群発地震活動千葉
県北西部の地震，銚子沖の地震他）

1989 年 7 月 5 日 強化地域部会，見解「1989 年 7 月の伊豆半島東
方沖の群発地震活動について」

1989 年 7 月 13 日 伊東沖海底火山噴火

1989 年 7 月 13 日 強化地域部会，見解「1989 年 7 月の伊豆半島東
方沖の群発地震活動について（その 2）」

1989 年 8 月 7 日
第 88 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動及
び地震活動，伊豆半島東部の群発地震活動及び
地殻変動，統一見解「伊豆半島東方沖の群発地
震活動について」発表他）

1989 年 11 月 20 日 第 89 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆地方
の地殻変動，地震活動，三陸沖の地震活動他）

1989 年 11 月 20 日 特定部会（三陸沖の地震活動について）



254 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 4 部　参 考 資 料

年　月　日 地震予知連絡会の活動 関連組織の動き 主な地震

1990 年 2 月 19 日 第 90 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動他，
三陸沖の地震活動，滋賀県南部の地震他）

1990 年 5 月 21 日 第 91 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動他，
三陸沖の地震活動，最近の深発地震活動他）

1990 年 8 月 13 日
第 92 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆地方
の地殻変動，地震活動，神奈川県西部の地震，
銚子沖の地震他）

1990 年 11 月 17 日 雲仙岳噴煙活動及び地震活
動活発化

1990 年 11 月 26 日
第 93 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆地方
の地殻変動，地震活動，鳥取西部の地震，島原
半島の群発地震活動他）

1991 年 2 月 18 日
第 94 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆地方
の地殻変動，地震活動，新潟県南部の地震，鳥
取西部の地震，島原半島の群発地震活動，西表
島付近の地震活動他）

1991 年 4 月 1 日 第 95 回地震予知連絡会（第 12 期役員選挙）

1991 年 5 月 20 日
第 96 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆地方
の地殻変動，地震活動，島原半島の群発地震活動，
西表島付近の地震活動他）

1991 年 8 月 29 日
第 97 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆地方
の地殻変動，地震活動，島原半島の群発地震活動，
西表島付近の地震活動他）

1991 年 11 月 18 日
第 98 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆地方・
北海道地方の地震活動と地殻変動，島根県東部
の地震，周防灘の地震，島原半島の群発地震活
動他）

1992 年 2 月 17 日
第 99 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆地方
の地殻変動，地震活動，伊豆半島周辺の地震活動，
東京湾の地震，千島列島の地震，浦河沖の地震，
島原半島の群発地震活動他）

1992 年 2 月 17 日 特定部会（地震予知連絡会特定部会の今後の活
動について）

1992 年 2 月 28 日 強化地域部会（各機関が取り組んでいる観測研
究について他）

1992 年 5 月 18 日 特定部会（九州・四国・中国地方の特定地域に
関する報告・討議）

1992 年 5 月 18 日
第 100 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆地
方の地殻変動，地震活動，東京東部の地震， 島原
半島の群発地震活動他）

1992 年 6 月 2 日 地震予知連絡会 100 回開催記念講演会
1992 年 6 月 26 日 強化地域部会（強化地域の地震予知に関して）

1992 年 8 月 17 日 特定部会（近畿・中部地方部の特定地域に関す
る報告・討議）

1992 年 8 月 17 日
第 101 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動，
地震活動，伊豆半島東部の地殻変動，伊豆半島
周辺の地震活動，三陸はるか沖の地震活動，島
原半島の群発地震活動他）

1992 年 9 月 21 日 強化地域部会（強化地域内のプレートの研究・
最近の地殻変動に関して）

1992 年 11 月 30 日 特定部会（近畿・中部地方西部の特定地域に関
する報告・討議）

1992 年 11 月 30 日
第 102 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆半
島東部の地殻変動，伊豆半島周辺の地震活動，
島原半島の群発地震活動，西表島の群発地震活
動他）

1992 年 12 月 21 日 強化地域部会（フィリッピン海プレート北部の
観測・研究について）

1993 年 1 月 15 日 平成 5 年（1993 年）釧路沖
地震（M7.5）

1993 年 2 月 15 日 特定部会（東北地方北部・北海道地方の特定地
域に関する報告・討議）
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1993 年 2 月 15 日
第 103 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆半
島東部の地殻変動，地震活動，釧路沖の地震，
能登半島沖地震，西表島の群発地震活動他）

1993 年 5 月 17 日 第 104 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動，
地震活動，長野県西部の群発地震活動他）

1993 年 5 月 18 日 特定部会（特定部会報告の刊行について）

1993 年 5 月 31 日 強化地域部会（伊豆半島東方沖群発地震につい
て）

1993 年 6 月 7 日 強化地域部会（伊豆半島東方沖群発地震につい
て）

1993 年 7 月 12 日 平成 5 年（1993 年）北海道
南西沖地震（M7.8）

1993 年 7 月 15 日 特定部会（平成 5 年 7 月 12 日北海道南西沖地震
（M7.8）について）

1993 年 7 月 30 日 測地学審議会「第 7 次地震予知計画の推進に
ついて」を建議

1993 年 8 月 23 日 第 105 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動他，
平成 5 年北海道南西沖地震他）

1993 年 11 月 15 日 第 106 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動他，
北海道南西沖の地震活動他）

1994 年 2 月 21 日 第 107 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動他，
鹿児島県北部の地震他）

1994 年 5 月 16 日 第 108 回地震予知連絡会（東海地方及の地殻変動，
地震活動，伊豆半島周辺の地震活動他）

1994 年 8 月 22 日
第 109 回地震予知連絡会（関東・東海地方の
GPS 連続観測点の変動，宮城・福島県沖の地震
活動，京都府中部の地震，根室半島沖と青森三
陸沖の地震活動の関連性他）

1994 年 10 月 4 日 平成 6 年（1994 年）北海道
東方沖地震（M8.2）

1994 年 10 月 11 日 特定部会（平成 6 年北海道東方沖地震）

1994 年 11 月 21 日
特定部会・強化地域部会合同会議（地震予知連
絡会地域部会報告について，特定地域における
観測研究の進め方について，伊豆半島周辺の地
震活動）

1994 年 11 月 21 日 第 110 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆半
島東部の地震活動他）

1994 年 11 月 21 日 地震予知連絡会地域部会報告を刊行

1994 年 12 月 28 日 平成 6 年（1994 年）三陸は
るか沖地震（M7.6）

1994 年 12 月 29 日 特定部会（平成 6 年 12 月 28 日三陸はるか沖地
震について）

1995 年 1 月 17 日 平成 7 年（1995 年）兵庫県
南部地震（M7.3）

1995 年 1 月 18 日 第 111 回地震予知連絡会（見解発表「平成 7 年
（1995 年）兵庫県南部 地震について」）

1995 年 1 月 27 日 第 112 回地震予知連絡会（見解発表 ｢ 平成 7 年
（1995 年）兵庫県南部 地震の余震活動について」）

1995 年 2 月 20 日

第 113 回地震予知連絡会（兵庫県南部地震，東海
地方及び伊豆半島東部の地震活動，地殻変動，伊
豆半島周辺の地震活動，関東地方の地震活動，北
海道地方の地震活動，三陸はるか沖地震他），（見
解発表 ｢ 兵庫県南部地震の余震活動について ｣）

1995 年 4 月 6 日
第 114 回地震予知連絡会 （第 14 期役員選挙，新
潟県北部の地震），「情報交換を検討する会」WG
の設置（島崎邦彦主査）

1995 年 4 月 22 日 測地学審議会「第 7 次地震予知計画の見直しに
ついて」を建議

1995 年 5 月 22 日
第 115 回地震予知連絡会（兵庫県南部地震，東
海地方の地震活動，地殻変動，新潟県北部の地震，
北海道東方沖地震，三陸はるか沖地震，飛島の
地殻変動他）
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1995 年 7 月 18 日 地震防災対策特別措置法施行，総理府に地震
調査研究推進本部を設置

1995 年 8 月 21 日 第 116 回地震予知連絡会（東海地方の地震活動，
地殻変動，兵庫県南部地震他）

1995 年 10 月 16 日 強化地域部会（伊豆半島東方沖の群発地震活動，
東海地域の活動）

1995 年 11 月 20 日
第 117 回地震予知連絡会（東海地方の地震活動・
地殻変動，伊豆半島東部の地震活動，兵庫県南
部地震以降の周辺地域の地震活動，奄美大島近
海の地震活動他）

1996 年 1 月 地震調査研究推進本部「当面推進すべき地震
に関する調査観測」を決定

1996 年 2 月 19 日
第 118 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆半
島東部の地震活動・地殻変動，松前周辺の群発
地震活動・地殻活動，福島県沖の地震活動，兵
庫県南部地震以降の地震活動他）

1996 年 5 月 房総半島東方沖のスロース
リップイベント

1996 年 5 月 20 日
第 119 回地震予知連絡会（東海地方の地震活動・
地殻変動，山梨県東部の地震，伊豆半島周辺の
地震活動，東京周辺の浅発地震活動他）

1996 年 8 月 19 日
第 120 回地震予知連絡会（宮城・秋田・山形県
境付近の地震活動，東海地方の地震活動・地殻
変動，房総半島東部の地殻活動他）

1996 年 11 月 25 日
第 121 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆半
島東部の地震活動・地殻変動，九州地方の地震・
地殻活動他）

1997 年 2 月 17 日
第 122 回地震予知連絡会（東海地方及び伊豆半
島東部の地震活動・地殻変動，西表島付近の地
震活動他）

1997 年 3 月 26 日 鹿児島県薩摩地方の地震
（M6.5）

1997 年 4 月 18 日
第 123 回地震予知連絡会（第 15 期役員選挙（「今
後の会議のすすめ方について」の小グループメ
ンバーも選出（島崎邦彦代表））

1997 年 5 月 19 日 第 124 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動他，
丹沢山地の上下変動，薩摩地方の地震）

1997 年 6 月 測地学審議会「地震予知計画の実施状況等の
レビューについて」を報告

1997 年 8 月 11 日
第 125 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動他，
山口県東部の地震活動，鹿児島県北西部の地震
活動）

1997 年 10 月 17 日 地震予知連絡会特定部会打ち合わせ会（山形市
周辺の地震活動）

1997 年 11 月 17 日 第 126 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動他，
釧路沖・鳥取県西部の地震活動）

1998 年 1 月
震災対策に関する行政監察結果に基づく勧告

（地震予知連絡会について，業務は終了してお
り，同連絡会の業務等の整理が必要と明記）

1998 年 2 月 16 日
第 127 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動他，
北海道・鹿児島県北部の地震活動他），「地震予
知連絡会の活動に関する WG」を設置（島崎邦
彦主査）

1998 年 3 月 9 日 地震予知連絡会の活動に関する WG（地震予知
連絡会の機能と会議の進め方）

1998 年 5 月 18 日
第 128 回地震予知連絡会（東海地方の地殻変動他，
九州・沖縄の地震活動）， 地震予知連絡会の活動
に関する WG の活動経過報告（地震予知連絡会
の機能について，会議の進め方について）

1998 年 8 月 長野・岐阜県境（上高地）
での群発地震活動

1998 年 8 月 測地学審議会「地震予知のための新たな観測
研究計画の推進について」を建議
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1998 年 8 月 17 日
第 129 回地震予知連絡会（長野・岐阜県境の群
発地震，東海地方及び伊豆地方の地殻変動） ト
ピックス（上高地の地震活動，東海地方のプレー
ト間カップリング）

1998 年 11 月 24 日
第 130 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（東海地方のプレート間
カップリング（前回からの続き），岩手県内陸北
部の地震）

1999 年 2 月 15 日
第 131 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（地震予知における電磁
気現象について）

1999 年 4 月 16 日 第 132 回地震予知連絡会（第 16 期役員選挙，ト
ピックスの候補について）

1999 年 4 月 23 日
地震調査研究推進本部「地震調査研究の推進
について－地震に関する観測，測量調査　及
び研究の推進についての総合的かつ基本的な
施策－」を策定

1999 年 5 月 17 日
第 133 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（近畿地方の最近の地殻
活動について）

1999 年 8 月 23 日
第 134 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（陸域及び沿岸海域の活
断層調査結果の報告）「地震予知連絡会在り方検
討 WG」の設置（大竹政和主査）

1999 年 10 月 1 日 地震予知連絡会あり方検討 WG（地震予知連絡
会の在り方に関する基本的な考え方）

1999 年 11 月 15 日 地震予知連絡会あり方検討 WG（地震予知連絡
会の運営について，情報公開等について）

1999 年 11 月 15 日
第 135 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），「地震予知連絡会のあり方検討 WG」
の活動状況，トピックス（1999 年トルコの地震，
1999 年台湾の地震，）

2000 年 2 月 21 日
第 136 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，北海道東方沖の地震他），「地震予知連
絡会のあり方検討 WG」の第一次報告，トピッ
クス（GPS による地殻変動検出）

2000 年 4 月 地震予知研究協議会「企画部」及び「計画推
進部会」発足

2000 年 4 月 25 日 「地震予知連絡会のあり方検討 WG」（今後のト
ピックスについて）

2000 年 5 月 15 日
第 137 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（有珠山の活動について，
活断層調査（2））

2000 年 6 月～ 8 月 三宅島・神津島・新島近海
における地震活動

2000 年 6 月 20 日 地震予知連絡会特定部会（6 月 8 日熊本県熊本地
方の地震について）

2000 年 7 月 20 日 地震予知連絡会強化地域部会（三宅島の火山噴
火に関連した地震活動）

2000 年 8 月 21 日 第 138 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，新島・神津島・三宅島周辺の地殻活動他）

2000 年秋 東海スロースリップイベン
ト（2005 年夏まで）

2000 年 10 月 6 日 平成 12 年（2000 年）鳥取
県西部地震（M7.3）

2000 年 10 月 10 日 第 139 回地震予知連絡会（鳥取県西部地震と西
南日本の地殻活動）

2000 年 11 月 24 日
第 140 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（鳥取県西部地震に関連
した地殻変動）

2001 年 1 月 6 日 地震予知連絡会運営要綱の改正
2001 年 2 月 16 日 文部科学省科学技術・学術審議会発足
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2001 年 2 月 19 日
第 141 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（日本海東縁部地域の地
震活動）

2001 年 3 月 24 日 平成 13 年（2001 年）芸予
地震（M6.7）

2001 年 4 月 13 日
第 142 回地震予知連絡会（第 17 期役員選挙，芸
予地震，静岡県中部の地震他），地震予知連絡会
の在り方について検討 WG（第二次）の設置（島
崎邦彦主査）

2001 年 5 月 21 日
第 143 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，富士山の地震活動他），トピックス（地
震予知における電磁気現象）

2001 年 5 月 30 日 地震予知連絡会の在り方について検討 WG（第
二次）（トピックス等について）

2001 年 7 月 27 日 地震予知連絡会強化地域部会（東海地域におけ
る最近の地殻変動（東海地方のスロースリップ）

2001 年 7 月 30 日 地震防災対策強化地域判定会 委員打合せ会
（東海地方のスロースリップ）

2001 年 8 月 20 日 第 144 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（兵庫県南部地震の前兆）

2001 年 11 月 19 日
第 145 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（沈み込みプレート境界
におけるアスペリティ）

2001 年 11 月 30 日 地震予知連絡会の在り方について検討 WG（第
二次）（地域指定について）

2002 年 2 月 8 日
地震予知連絡会の在り方について検討 WG（第
二次）（地震予知連絡会の果たすべき役割と意義，
会議の具体的な運営等）

2002 年 2 月 18 日
第 146 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，与那国島近海の地震他），「地震予知連
絡会のあり方検討 WG」の第二次報告，トピッ
クス（海底諸観測の開発状況）

2002 年 4 月 2 日
科学技術・学術審議会測地学分科会地震部会
から「地震予知のための新たな観測研究計画
の実施状況のレビューについて」の報告

2002 年 4 月 16 日 第 1 回地震予知連絡会トピックス部会の開催（部
会の名称をトピックス部会と決定）

2002 年 5 月 20 日
第 147 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（東海地域のスロースリッ
プとその意味）

2002 年 8 月 19 日
第 148 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（地殻活動予測シミュレー
ション・モデルの開発と実用化へ向けての問題
点）

2002 年 11 月 18 日
第 149 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動等），トピックス（2000 年鳥取県西部地震
のその後）

2002 年 12 月 5 日 地震予知連絡会強化地域部会（東海地域の地殻
変動に関する観測・研究成果の報告）

2003 年 1 月 15 日 第 2 回地震予知連絡会トピックス部会の開催

2003 年 2 月 17 日
第 150 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（活断層の深部構造と地
震・地殻活動（その 1））

2003 年 4 月 14 日 第 151 回地震予知連絡会（第 18 期役員選挙）

2003 年 5 月 19 日
第 152 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（低周波微動・低周波地
震），会議をテレビカメラにより公開開始

2003 年 5 月 26 日 宮城県沖の地震（M7.1）
2003 年 6 月 6 日 地震予知連絡会特定部会（宮城県沖の地震）

2003 年 7 月 24 日  科学技術・学術審議会「地震予知のための新
たな観測研究計画（第 2 次）の推進について」

（第 2 次新計画）を建議
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年　月　日 地震予知連絡会の活動 関連組織の動き 主な地震

2003 年 7 月 26 日
宮城県北部［宮城県中
部］の地震（M5.6，M6.4，
M5.5）

2003 年 8 月 18 日 第 153 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，宮城県北部の地震他）

2003 年 9 月 26 日 平成 15 年（2003 年）十勝
沖地震（M8.0）

2003 年 10 月 21 日 第 154 回地震予知連絡会（十勝沖地震）

2003 年 11 月 17 日
第 155 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（地震や地殻変動に関す
る観測の精度）

2004 年 2 月 16 日 第 156 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（地震のトリガリング）

2004 年 3 月 17 日 第 18 期第 1 回地震予知連絡会トピックス部会の
開催

2004 年 5 月 17 日
第 157 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，豊後水道スローイベント他），トピック
ス（活断層の深部構造と地殻活動（その 2））

2004 年 8 月 23 日
第 158 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動等），予知連絡会の在り方について検討
WG（第二次）答申への対応（報告），トピック
ス（応力・メカニズムの現状評価）

2004 年 8 月 24 日 地震予知連絡会運営要綱の改正

2004 年 9 月 5 日
紀伊半島沖［三重県南東沖］
の地震（M7.1），東海道沖［三
重県南東沖］の地震（M7.4）

2004 年 9 月 17 日 第 159 回地震予知連絡会（紀伊半島沖及び東海
道沖の地震）

2004 年 10 月 23 日 平成 16 年（2004 年）新潟
県中越地震（M6.8）

2004 年 11 月 4 日 第 160 回地震予知連絡会（新潟県中越地震）

2004 年 11 月 15 日
第 161 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（2004 年パークフィール
ド地震について）

2004 年 11 月 29 日 釧路沖の地震（M7.1）

2005 年 2 月 21 日
第 162 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（東南海・南海地震の前
兆的変化）

2005 年 3 月 地震予知連絡会会報を Web 上で公開開始 地震調査研究推進本部「全国を概観した地震
動予測図」を作成・公表

2005 年 3 月 17 日 地震予知連絡会特定部会打ち合わせ会（釧路・
根室付近の地殻変動）

2005 年 3 月 20 日 福岡県西方沖［福岡県北西
沖］の地震（M7.0）

2005 年 4 月 7 日
第 163 回地震予知連絡会（第 19 期役員選挙，部
会の変更（強化地域部会・特定部会を東日本部会・
中日本部会・西日本部会へ，福岡県西方沖の地震）

2005 年 5 月 16 日 第 164 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（スマトラ地震・津波）

2005 年 5 月 17 日 第 19 期第 1 回地震予知連絡会トピックス部会の
開催

2005 年 8 月 16 日 宮城県沖の地震（M7.2）

2005 年 8 月 22 日 第 165 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，千葉県北西部の地震，宮城県沖の地震他）

2005 年 8 月 30 日 地震調査研究推進本部「今後の重点的調査観
測について」策定

2005 年 11 月 21 日
第 166 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，三陸沖の地震他），トピックス（「宮城
県沖地震」と 2005 年 8 月 16 日宮城県沖の地震）

2006 年 2 月 20 日
第 167 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（東南海・南海地震のア
スペリティ）
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2006 年 5 月 22 日
第 168 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，四国西部における深部低周波微動活動
他），トピックス（十勝沖・根室沖のプレート間
カップリングの時空間的変化）

2006 年 6 月 5 日 第 19 期第 2 回地震予知連絡会トピックス部会の
開催

2006 年 7 月 18 日

地震調査研究推進本部政策委員会総合的かつ基
本的な施策の評価に関する小委員会「地震調査
研究の推進について－地震に関する観測，測量，
調査及び研究の推進についての総合的かつ基本
的な施策－」の評価

地震調査研究推進本部政策委員会総合的かつ
基本的な施策の評価に関する小委員会「地震
調査研究の推進について－地震に関する観測，
測量，調査及び研究の推進についての総合的
かつ基本的な施策－」の評価

2006 年 8 月 21 日
第 169 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（沈み込み帯における非
地震性すべり（1）東海スロースリップ）

2006 年 11 月 20 日
第 170 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，西南日本の深部低周波微動他），トピッ
クス（沈み込み帯における非地震性すべり（2）
短期的スロースリップ）

2007 年 1 月 15 日
科学技術・学術審議会測地学分科会地震部会

「地震予知のための新たな観測研究計画（第 2
次）の実施状況のレビューについて」の報告

2007 年 2 月 19 日 第 171 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），トピックス（近畿の地殻活動）

2007 年 3 月 25 日 平成 19 年（2007 年）能登
半島地震（M6.9）

2007 年 4 月 9 日 第 172 回地震予知連絡会（第 20 期役員選挙，能
登半島地震他）

2007 年 5 月 14 日

第 173 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，三重県中部の地震他），「地震予知連絡
会における今後の活動展開の検討ワーキンググ
ループ」を設置（島崎邦彦主査），トピックス（連
動型巨大地震）

2007 年 6 月 7 日 第 20 期第 1 回地震予知連絡会トピックス部会の
開催

2007 年 6 月 28 日
地震及び火山噴火予知研究計画に関する外部
評価委員会「地震及び火山噴火予知研究計画
に関する外部評価」報告

2007 年 7 月 16 日 平成 19 年（2007 年）新潟
県中越沖地震（M6.8）

2007 年 8 月 3 日
地震予知連絡会における今後の活動展開の検討
ワーキンググループ（地震予知連絡会の目的・
役割の一層の明確化，地域指定等）

2007 年 8 月 20 日
第 174 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，新潟県中越沖地震，千葉県東方沖の地
震他）

2007 年 10 月 15 日
地震予知連絡会における今後の活動展開の検討
ワーキンググループ（地震予知連絡会の地域指
定）

2007 年 11 月 19 日

第 175 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），「地震予知連絡会における今後の活
動展開の検討ワーキンググループ」の中間報告，
トピックス（地震予知連絡会が実施してきた地
域指定のレビュー）

2008 年 2 月 6 日
地震予知連絡会における今後の活動展開の検討
ワーキンググループ（地震予知連絡会の地域指
定，会議の運営方法等）

2008 年 2 月 18 日

第 176 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動他），「地震予知連絡会における今後の活
動展開の検討ワーキンググループ」の報告（報
告に基づき観測強化地域及び特定観測地域を解
消），トピックス（地震破壊の始まりの検知とそ
の後の予測可能性）

2008 年 5 月 7 日
「地震予知連絡会における今後の活動展開の検討
ワーキンググループ（その 2）」の設置（島崎邦
彦主査）
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年　月　日 地震予知連絡会の活動 関連組織の動き 主な地震

2008 年 5 月 8 日 茨城県沖の地震（M7.0）

2008 年 5 月 19 日
第 177 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，茨城県沖の地震他），トピックス（地震
活動の時間変化と大地震の関係）

2008 年 6 月 10 日
地震予知連絡会における今後の活動展開の検討
ワーキンググループ（その 2）（地震予知連絡会
において議論するテーマの考え方，会議の運営
方法等）

2008 年 6 月 14 日 平成 20 年（2008 年）岩手・
宮城内陸地震（M7.2）

2008 年 7 月 2 日 2008 年度　第 1 回地震予知連絡会東日本部会（岩
手・宮城内陸地震）

2008 年 7 月 17 日
科学技術・学術審議会「地震及び火山噴火予
知のための観測研究計画の推進について」を
建議

2008 年 8 月 18 日
第 178 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動，岩手・宮城内陸地震他），「地震予知連
絡会における今後の活動展開の検討ワーキング
グループ（その 2）」の経過報告

2008 年 9 月 11 日 十勝沖の地震（M7.1）

2008 年 10 月 15 日
地震予知連絡会における今後の活動展開の検討
ワーキンググループ（その 2）（テーマ運営に関
する部会の設置，地震予知連絡会会長の選出手
続き等）

2008 年 11 月 17 日
第 179 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動），「地震予知連絡会における今後の活動
展開の検討ワーキンググループ（その 2）」の報告，
トピックス（観測技術の最前線）

2008 年 11 月 17 日 重点検討課題運営部会を設置

2008 年 12 月 25 日 第 20 期　第 1 回重点検討課題運営部会を開催（今
後の重点検討課題の選定等）

2009 年 2 月 16 日
第 180 回地震予知連絡会（全国の地震活動，地
殻変動），（重点検討課題「プレート境界深部す
べりに係わる諸現象」の趣旨説明）

2009 年 2 月 16 日
地震予知連絡会 40 周年記念行事　地震予知連絡
会講演会（「地震予知研究の歴史に学ぶ」講師：
泊次郎氏）

2009 年 4 月 10 日
第 181 回地震予知連絡会（第 21 期地震予知連絡
会の会長選出，地震予知連絡会会報及び会議資
料等の著作権についての議論）

2009 年 4 月 21 日
地震調査研究推進本部「新たな地震調査研究の
推進について－地震に関する観測，測量，調査
及び研究の推進についての総合的かつ基本的な
施策－」策定

2009 年 5 月 15 日
第 182 回地震予知連絡会（第 21 期地震予知連絡
会副会長，各部会長及び部会委員の紹介，地殻
活動モニタリング結果報告，重点検討課題「プ
レート境界深部すべりに係わる諸現象」の報告）

2009 年 8 月 21 日

第 183 回地震予知連絡会（重点検討課題運営部
会の報告，駿河湾地震に関する検討，地殻活動
モニタリング結果報告，重点検討課題「プレー
ト境界浅部の固着とすべりのモニタリング」の
報告）

2009 年 11 月 20 日
第 184 回地震予知連絡会（地殻活動モニタリン
グ結果報告，重点検討課題「地震波干渉法」の
報告）

2009 年 12 月 15 日 地震調査研究推進本部「長周期地震動予測地
図 2009 年試作版」を作成・公表

2010 年 2 月 15 日
第 185 回地震予知連絡会（地殻活動モニタリン
グ結果報告，重点検討課題運営部会の報告，重
点検討課題「内陸地震準備過程のモニタリング」
の報告）
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2010 年 5 月 21 日

第 186 回地震予知連絡会（中日本部会長及び委
員の交代，地殻活動モニタリング結果報告，重
点検討課題「プレート境界の固着とすべりのシ
ミュレーション － モニタリングによって何が検
知されると期待されるのか？」」の報告）

2010 年 8 月 20 日
第 187 回地震予知連絡会（地殻活動モニタリン
グ結果報告，重点検討課題「地震活動について」
の報告）

2010 年 11 月 19 日
第 188 回地震予知連絡会（地殻活動モニタリン
グ結果報告，重点検討課題「プレート境界すべ
り現象に関する今後のモニタリング戦略」の報
告）

2011 年 2 月 18 日
第 189 回地震予知連絡会（地殻活動モニタリン
グ結果報告，重点検討課題「海域のモニタリン
グ技術の動向」の報告）

2011 年 3 月 9 日 三陸沖の地震（M7.3）

2011 年 3 月 11 日 東北地方太平洋沖地震
（M9.0）

2011 年 4 月 7 日 宮城沖の地震（M7.2）
2011 年 4 月 11 日 福島県浜通りの地震（M7.0）

2011 年 4 月 26 日
第 190 回地震予知連絡会【臨時会】（第 22 期地
震予知連絡会の会長選出及び副会長と部会長の
指名，東北地方太平洋沖地震に関する集中検討）

2011 年 6 月 13 日
第 191 回地震予知連絡会（地殻活動モニタリン
グ結果報告，重点検討課題「東北地方太平洋沖
地震に関する検討（その 2）」の報告）

2011 年 8 月 22 日
第 192 回地震予知連絡会（地殻活動モニタリン
グ結果報告，重点検討課題「プレート境界に関
するわれわれのイメージは正しいか？（その 1）
南海トラフ・南西諸島海溝」の報告）

2011 年 11 月 18 日
第 193 回地震予知連絡会（地殻活動モニタリン
グ結果報告，重点検討課題「東北地方太平洋沖
地震に関する検討（その 3）」の報告）

2012 年 2 月 17 日

第 194 回地震予知連絡会（地殻活動モニタリン
グ結果報告，重点検討課題運営部会の報告，重
点検討課題「プレート境界に関するわれわれのイ
メージは正しいか？（その 2）千島海溝」の報告） 
ホームページを介して記者会見の動画配信を開始

2012 年 3 月 31 日
科学技術・学術審議会測地学分科会「地震及
び火山噴火予知のための観測研究計画」の実
施状況等のレビューについて（報告）

2012 年 5 月 30 日
第 195 回地震予知連絡会（地殻活動モニタリン
グ結果報告，重点検討課題「プレート境界に関
するわれわれのイメージは正しいか？（その 3）　
相模トラフ周辺・首都圏直下」の報告）

2012 年 8 月 29 日
第 196 回地震予知連絡会（地殻活動モニタリン
グ結果報告，重点検討課題運営部会の報告，重
点検討課題「内陸で発生する地震について」の
報告）

2012 年 9 月 6 日
地震調査研究推進本部「新たな地震調査研究
の推進について－地震に関する観測，測量，
調査及び研究の推進についての総合的かつ基
本的な施策－」改訂

2012 年 10 月 26 日
科学技術・学術審議会測地学分科会「地震及
び火山噴火予知のための観測研究計画に関す
る外部評価報告書」

2012 年 11 月 21 日

第 197 回地震予知連絡会（第 22 期地震予知連絡
会の会長選出及び副会長と部会長の指名，将来
検討ワーキンググループを設置，地殻活動モニ
タリング結果報告，重点検討課題「世界の巨大
地震・津波」の報告）

2012 年 11 月 28 日
科学技術・学術審議会測地学分科会「地震及
び火山噴火予知のための観測研究計画の見直
しについて（建議）」
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年　月　日 地震予知連絡会の活動 関連組織の動き 主な地震

2012 年 12 月 7 日 三陸沖の地震（M7.3）

2013 年 2 月 18 日

第 198 回地震予知連絡会（地震予知連絡会運営
要綱の改正，将来ワーキンググループの中間報
告，重点検討課題運営部会の報告，地殻活動モ
ニタリング結果報告，重点検討課題「東北地方
太平洋沖地震に関する検討（まとめ）」の報告）

2013 年 5 月 30 日

第 199 回地震予知連絡会（第 23 期地震予知連絡
会の会長選出及び副会長と部会長の指名，将来
検討ワーキンググループの経過報告，地殻活動
モニタリング結果報告，重点検討課題「日本海
で発生する地震と津波」の報告，次回「地震の
短期予測の現状と評価」の趣旨説明）

2013 年 8 月 21 日
第 200 回地震予知連絡会（将来検討ワーキング
グループの経過報告，重点検討課題運営部会の
報告，地殻活動モニタリング結果報告，重点検
討課題「地震の短期予測の現状と評価」の報告）

2013 年 10 月 26 日 福島県沖の地震（M7.1）

2013 年 11 月 8 日
科学技術・学術審議会測地学分科会「災害の
軽減に貢献するための地震火山観測研究計画
の推進について」を建議

2013 年 11 月 22 日
第 201 回地震予知連絡会（将来検討ワーキング
グループの報告，地殻活動モニタリング結果報
告，重点検討課題「物理モデルに基づいた地震
発生予測研究」の報告）

2014 年 2 月 17 日

第 202 回地震予知連絡会（将来検討ワーキング
グループ報告書の承認及び同ワーキンググルー
プの解散．地震予知連絡会運営要綱の改正及び
地震予知連絡会 SAR 解析ワーキンググループの
設置承認，地殻活動モニタリング結果報告，重
点検討課題「地震・津波即時予測とリアルタイ
ムモニタリング」の報告）

2014 年 5 月 19 日
第 203 回地震予知連絡会（地震予知連絡会 SAR
解析ワーキンググループの報告，地殻活動モニ
タリング結果報告，重点検討課題「日本列島の
長期広域変動について」の報告）

2014 年 7 月 12 日 福島県沖の地震（M7.0）

2014 年 8 月 22 日

第 204 回地震予知連絡会（地震予知連絡会 SAR
解析ワーキンググループの報告，重点検討課題
運営部会の報告，地殻活動モニタリング結果報
告，重点検討課題「地震・地殻変動予測能力の
現状評価」の報告）

2014 年 8 月 27 日
地震調査研究推進本部「地震に関する総合的
な調査観測計画～東日本大震災を踏まえて～」
策定

2014 年 11 月 28 日
第 205 回地震予知連絡会（地震予知連絡会 SAR
解析ワーキンググループの報告，地殻活動モニ
タリング結果報告，重点検討課題「物理モデル
に基づいた地震発生予測研究　その 2」の報告）

2015 年 2 月 16 日

第 206 回地震予知連絡会（地震予知連絡会 SAR
解析ワーキンググループの報告，重点検討課題
運営部会の報告，地殻活動モニタリング結果報
告，重点検討課題「兵庫県南部地震から 20 年　
活断層研究の進展と課題」の報告）

2015 年 5 月 22 日

第 207 回地震予知連絡会（第 24 期地震予知連絡
会の会長選出及び副会長と部会長の指名，地震
予知連絡会 SAR 解析ワーキンググループの報告，
地殻活動モニタリング結果報告，重点検討課題

「予測の根拠となるモニタリングデータと処理方
法」の報告）

2015 年 5 月 30 日 小笠原諸島西方沖の地震
（M8.1）

2015 年 8 月 21 日

第 208 回地震予知連絡会（地震予知連絡会 SAR
解析ワーキンググループの報告，重点検討課題
運営部会の報告，地殻活動モニタリング結果報
告，重点検討課題「予測実験の試行について」
の報告）
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年　月　日 地震予知連絡会の活動 関連組織の動き 主な地震

2015 年 11 月 27 日
第 209 回地震予知連絡会（地震予知連絡会 SAR
解析ワーキンググループの報告，地殻活動モニ
タリング結果報告，重点検討課題「東北地方太
平洋沖地震がもたらす広域地殻活動」の報告）

2016 年 2 月 22 日
第 210 回地震予知連絡会（地震予知連絡会 SAR
解析ワーキンググループの報告，重点検討課題
運営部会の報告，地殻活動モニタリング結果報
告，重点検討課題「予測実験の試行 02」の報告）

2016 年 4 月 14 日 熊本地方地震（M6.5）
2016 年 4 月 16 日 熊本地方地震（M7.3）

2016 年 5 月 18 日

第 211 回地震予知連絡会（地震予知連絡会 SAR
解析ワーキンググループの報告，重点検討課題
運営部会の報告（熊本地震発生に伴う検討課題
の変更）, 地殻活動モニタリング結果報告，重点
検討課題「平成 28 年（2016 年）熊本地震」の報告）

2016 年 8 月 22 日

第 212 回地震予知連絡会（地震予知連絡会 SAR
解析ワーキンググループの報告，重点検討課題
運営部会の報告，地殻活動モニタリング結果報
告，重点検討課題「余効変動と粘弾性－日本列
島広域地殻活動予測に向けて」の報告，次回「南
海トラフ地震」の趣旨説明）

2016 年 11 月 11 日
第 213 回地震予知連絡会（地震予知連絡会 SAR
解析ワーキンググループの報告，地殻活動モニ
タリング結果報告，重点検討課題「南海トラフ
地震」の報告）

2016 年 11 月 22 日 福島県沖の地震（M7.4）

2017 年 1 月 16 日
科学技術・学術審議会測地学分科会「「災害の
軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」
の実施状況等のレビュー報告書」

2017 年 2 月 20 日

第 214 回地震予知連絡会（地震予知連絡会 SAR
解析ワーキンググループの報告，重点検討課題
運営部会の報告，地殻活動モニタリング結果報
告，重点検討課題「予測実験の試行 03」の報告，
次回「海域モニタリングの進展」の趣旨説明）

2017 年 5 月 19 日

第 215 回地震予知連絡会（第 25 期地震予知連絡
会の会長選出及び副会長と部会長の指名，地震
予知連絡会 SAR 解析ワーキンググループの報告，
地殻活動モニタリング結果報告，重点検討課題

「海域モニタリングの進展」の報告）

2017 年 7 月 13 日
科学技術・学術審議会測地学分科会「災害の
軽減に貢献するための地震火山観測研究計画
に関する外部評価報告書」

2017 年 8 月 21 日
第 216 回地震予知連絡会（地殻活動モニタリン
グ結果報告，重点検討課題「首都圏直下地震」
の報告，次回「地震と水（仮）」の趣旨説明）

2017 年 11 月 22 日
第 217 回地震予知連絡会（将来検討 WG の報告
方針の提示，地殻活動モニタリング結果報告，
重点検討課題「予測実験の試行 04」の報告，次
回「予測実験の試行 04」の趣旨説明）

2018 年 2 月 23 日
第 218 回地震予知連絡会（将来検討 WG の報告
方針の提示，地殻活動モニタリング結果報告，
重点検討課題「熊本地震で見えてきた課題」の
報告，次回「地震と水（仮）」の趣旨説明）

2018 年 5 月 25 日

第 219 回地震予知連絡会（将来検討 WG の報告
方針の提示，地殻活動モニタリング結果報告，
重点検討課題「地震と水」の報告，次回「千島
海溝・北海道東方沖と三陸北部における巨大地
震」の趣旨説明）

2018 年 8 月 24 日

第 220 回地震予知連絡会（将来検討 WG の報告
方針の提示，地殻活動モニタリング結果報告，
重点検討課題「千島海溝・北海道東方沖と三陸
北部における巨大地震」の報告，次回「予測実
験の試行 05」の趣旨説明）

2018 年 9 月 6 日 北海道胆振東部地震（M6.7）
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年　月　日 地震予知連絡会の活動 関連組織の動き 主な地震

2018 年 11 月 30 日
第 221 回地震予知連絡会（将来検討 WG の報告
方針の提示，地殻活動モニタリング結果報告，
重点検討課題「予測実験の試行 05」の報告，次
回「南西諸島域の地殻活動」の趣旨説明）

2019 年 1 月 30 日
科学技術・学術審議会測地学分科会「災害の
軽減に貢献するための地震火山観測研究計画

（第 2 次）の推進について（建議）」

2019 年 2 月 21 日 北海道胆振地方中東部地震
（M5.8）

2019 年 2 月 22 日

第 222 回地震予知連絡会（将来検討 WG の報告
方針の提示，地殻活動モニタリング結果報告，
重点検討課題「南西諸島域の地殻活動」の報告，
次回「南西諸島域の地殻活動」の趣旨説明，平
成 31 年 3 月 16 日開催する「地震予知連絡会 50
周年記念シンポジウム」の概要等の報告）

2019 年 3 月 16 日

地震予知連絡会 50 周年記念公開シンポジウム「地
震予知研究の現状と今後の展望」を開催　（基調
講演「経験則による地震予知－どの程度のよそ
くなのか？」講師：中谷正生氏，「地震予知連絡
会のこれまでとこれから」講師：松澤幌氏）



266 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 4 部　参 考 資 料

２．地震予知連絡会関係資料

地震予知連絡会運営要綱

昭和 44 年 4 月 24 日制定
昭和 51 年 8 月 23 日改正
平成 13 年 1 月　6 日改正
平成 16 年 8 月 23 日改正
平成 25 年 2 月 18 日改正
平成 26 年 2 月 17 日改正

地震の予知・予測により震災軽減に貢献することを目的とし，地震に関する観測・研究を実施してい
る関係機関等が提供する情報を交換するとともに，将来発生する地震の予知・予測に関する学術的検討
を行うため，地震予知連絡会（以下「予知連」という．）の運営要綱を下記のとおり定める．

記

　１． 予知連は，委員 30 人以内で組織するものとし，必要に応じて臨時委員を置くことができる．
　２．  委員および臨時委員は，学識経験者および関係機関の職員のうちから国土地理院長がそれぞれ委

嘱する．
　3．  委員の任期は，2 年とし，その欠員が生じた場合の補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする．
　4．  予知連に会長を置き，委員の互選によってこれを定める．会長は，会務を総理する．
 会長の選出は，新しい期の最初の予知連において行う．
 会長の任期は，あらたに会長が定まるまでとする．
　５．  予知連に副会長を置く．
 副会長は，委員の中から会長が指名する．
　６．  会長に事故あるときは，あらかじめ会長が指名する副会長がその職務を代理するものとし，早期

に会長の選出を行う．
　７．  特別の事項を調査検討する必要があるときは，予知連に部会を置くことができる．
  部会は，委員及び臨時委員で構成する．
  部会には，部会長を置き，部会長は，会長が指名する．
　８．  予知連は，必要に応じ，会長が招集する．
  部会は，部会長が招集する．
　９．  会長は，予知連に専門家を招聘し，意見を聴取することができる．
 部会長は，部会に専門家を招聘し，意見を聴取することができる．
　10．  予知連の運営に関し，必要な事項は，予知連の議を経て会長が定める．
　11．  予知連の庶務は，国土地理院において処理する．
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委　員　名　簿　（第21期〜第 25期）

第 21期　（2009 年 4 月 1 日～ 2011 年 3 月 31 日）
　　会長　島崎邦彦　　副会長　平原和朗，松澤　暢

所　　属 氏　名 摘　　　要 所　　属 氏　名 摘　　　要
北海道大学
筑波大学
東京大学
東京大学理学系研究科
東京大学地震研究所
　　〃
　　〃
　　〃
　　〃
東京工業大学
東北大学
名古屋大学
京都大学理学研究科
京都大学防災研究所
　　〃
九州大学
鹿児島大学
統計数理研究所
防災科学技術研究所 

谷岡勇市郎
八木勇治
島崎邦彦
池田安隆
佐藤比呂志
吉田真吾
岩崎貴哉
佐竹健治
篠原雅尚
小川康雄
松澤　暢
山岡耕春
平原和朗
橋本　学
西上欽也
松本　聡
宮町宏樹
尾形良彦
小原一成

2010 年 4 月 1 日後藤和彦に

2010 年 5 月 6 日青井　真に

防災科学技術研究所
海洋研究開発機構
産業技術総合研究所
海上保安庁
気象庁
　〃
気象研究所
国土地理院
　〃
　〃
地震調査研究推進本部地
震調査委員会委員長
地震防災対策強化地域判
定会会長

（臨時委員）
東京大学地震研究所

（名誉委員）
　〃
　〃

野口伸一
金田義行
桑原保人
仙石　新
横田　崇
土井恵治
吉川澄夫
稲葉和雄
政春尋志
今給黎哲郎
阿部勝征

〃

小原一成
高木章雄
茂木清夫
大竹政和

2010 年 4 月 1 日加藤幸弘に

2010 年 4 月 1 日長谷川洋平に

2010 年 5 月 6 日から

第 22期　（2011 年 4 月 1 日～ 2013 年 3 月 31 日）
　　会長　　　島崎邦彦 副会長　平原和朗，松澤　暢 （2012 年 9 月 11 日まで）
　　会長代理　松澤　暢 副会長　平原和朗 （2012 年 9 月 12 日から会長選出まで）  
　　会長　　　平原和朗 副会長　松澤　暢，山岡耕春 （2012 年 11 月 21 日から）

所　　属 氏　名 摘　　　要 所　　属 氏　名 摘　　　要
北海道大学
筑波大学
東京大学
東京大学理学系研究科
東京大学地震研究所
　　〃
　　〃
　　〃
　　〃
東京工業大学
東北大学
名古屋大学
京都大学理学研究科
京都大学防災研究所
　　〃
九州大学
鹿児島大学
統計数理研究所
海洋研究開発機構

谷岡勇市郎
八木勇治
島崎邦彦
池田安隆
佐藤比呂志
平田　直
小原一成
佐竹健治
篠原雅尚
小川康雄
松澤　暢
山岡耕春
平原和朗
遠田晋次
西上欽也
松本　聡
後藤和彦
尾形良彦
金田義行

2012 年 10 月 1 日澁谷拓郎に

2012 年 4 月 1 日堀　高峰に

防災科学技術研究所
　〃
産業技術総合研究所
海上保安庁
気象研究所
気象庁
　〃
国土地理院
　〃
　〃
地震調査研究推進本部地
震調査委員会委員長
地震防災対策強化地域判
定会会長

（名誉委員）
　〃
　〃
　〃

青井　真
汐見勝彦
桑原保人
加藤幸弘
横田　崇
土井恵治
長谷川洋平
稲葉和雄
齊藤　隆
今給黎哲郎
阿部勝征

〃

高木章雄
茂木清夫
大竹政和
島崎邦彦

2012 年 5 月 16 日齋藤　誠に
2012 年 5 月 16 日村上真幸に

※島崎会長は原子力規制委員会の委員に専任するため任期途中で会長を辞任した．これにより第 197 回地震予知連絡会（2012 年 11 月 24 日）で
平原委員が第 22 期会長に選出されるまでの期間は松澤副会長が会長代理に就いた．
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第 23期　（2013 年 4 月 1 日～ 2015 年 3 月 31 日）
　　会長　平原和朗　　副会長　松澤　暢，山岡耕春

所　　属 氏　名 摘　　　要 所　　属 氏　名 摘　　　要
北海道大学
東北大学
　〃
筑波大学
東京大学理学系研究科
東京大学地震研究所
　　〃
　　〃
　　〃
　　〃
　　〃
東京工業大学
名古屋大学
京都大学理学研究科
京都大学防災研究所
　　〃
九州大学
鹿児島大学
統計数理研究所

谷岡勇市郎
松澤　暢
遠田晋次
八木勇治
池田安隆
佐藤比呂志
平田　直
小原一成
佐竹健治
篠原雅尚
上嶋　誠
岩森　光
山岡耕春
平原和朗
澁谷拓郎
片尾　浩
松本　聡
後藤和彦
尾形良彦

2014 年 3 月 7 日小川康雄に

防災科学技術研究所
　〃
海洋研究開発機構
産業技術総合研究所
海上保安庁
気象研究所
　〃
気象庁
　〃
　〃
　〃
国土地理院
　〃
　〃

（名誉委員）
　〃
　〃
　〃

青井　真
汐見勝彦
堀　高峰
宍倉正展
岩渕　洋
横田　崇
前田憲二
土井恵治
橋本徹夫
青木　元
吉田康宏
村上真幸
齊藤　隆
飛田幹男
高木章雄
茂木清夫
大竹政和
島崎邦彦

2014 年 6 月 2 日齊藤　隆に
2014 年 6 月 2 日今給黎哲郎に
2014 年 6 月 2 日から

第 24期　（2015 年 4 月 1 日～ 2017 年 3 月 31 日）
　　会長　平原和朗　　副会長　松澤　暢，山岡耕春

所　　属 氏　名 摘　　　要 所　　属 氏　名 摘　　　要
北海道大学
東北大学
　〃
筑波大学
東京大学理学系研究科
東京大学地震研究所
　　〃
　　〃
　　〃
　　〃
東京工業大学
名古屋大学
京都大学理学研究科
京都大学防災研究所
九州大学

高橋浩晃
松澤　暢
遠田晋次
八木勇治
池田安隆
佐藤比呂志
平田　直
小原一成
佐竹健治
篠原雅尚
小川康雄
山岡耕春
平原和朗
澁谷拓郎
松本　聡

鹿児島大学
統計数理研究所
防災科学技術研究所
　　〃
海洋研究開発機構
産業技術総合研究所
海上保安庁
気象庁
気象研究所
国土地理院
　　〃

（名誉委員）
　　〃
　　〃
　　〃

後藤和彦
尾形良彦
青井　真
汐見勝彦
堀　高峰
宍倉正展
岩淵　洋
橋本徹夫
前田憲二
飛田幹男
今給黎哲郎
高木章雄
茂木清夫
大竹政和
島崎邦彦

2016 年 4 月 1 日長屋好治に

2016 年 6 月 2 日宇根　寛に
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第 25期　（2017 年 4 月 1 日～ 2019 年 3 月 31 日）
会長　平原和朗　　副会長　松澤　暢，山岡耕春

所　　属 氏　名 摘　　　要 所　　属 氏　名 摘　　　要
北海道大学
東北大学
　〃
筑波大学
千葉大学
東京大学地震研究所
　　〃
　　〃
　　〃
　　〃
東京工業大学
名古屋大学
京都大学理学研究科
京都大学防災研究所
九州大学

高橋浩晃
松澤　暢
遠田晋次
八木勇治
宮内崇裕
佐藤比呂志
平田　直
小原一成
佐竹健治
篠原雅尚
中島淳一
山岡耕春
平原和朗
澁谷拓郎
松本　聡

鹿児島大学
統計数理研究所
防災科学技術研究所
　　〃
海洋研究開発機構
産業技術総合研究所
海上保安庁
気象庁
気象研究所
国土地理院
　　〃

（名誉委員）
　　〃
　　〃
　　〃

中尾　茂
尾形良彦
青井　真
汐見勝彦
堀　高峰
今西和俊
長屋好治
青木　元
橋本徹夫
宇根　寛
矢来博司
高木章雄
茂木清夫
大竹政和
島崎邦彦

2018 年 4 月 1 日楠　勝浩に
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第 181回地震予知連絡会
議事概要

日　時　 2009 年 4 月 10 日（金）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 島崎，谷岡，松澤，八木，池田，佐藤，吉田，岩

崎，佐竹，篠原，尾形，平原，西上，宮町，小原，
野口，金田，桑原，仙石，横田，土井，吉川，稲
葉，政春，今給黎，阿部

議事概要
1　第 21期の地震予知連絡会の会長選出について
　 　第 179 回地震予知連絡会で定められた手続きにより

第 21 期地震予知連絡会会長の選出が行われ，島崎邦
彦委員が新会長となった．副会長，部会長は今後指名
され，5 月の地震予知連絡会で報告されることになっ
た．また，大竹前会長を名誉委員に推す提案があり，
承認された．

　 　部会については，これまで設置されていた 3 つの地
域部会と重点検討課題運営部会が第 21 期も継続して
設置されることとなった．
2　地震予知連絡会会報の著作権について
　 　地震予知連絡会会報の著作権に関する議論が行わ

れ，今後も引き続き検討して行くこととなった．

第 182回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2009 年 5 月 15 日（金）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 島崎，平原，松澤，山岡，谷岡，八木，池田，佐藤，

吉田，岩崎，佐竹，望月（篠原委員代理），小川，
尾形，橋本，西上，松本，宮町，小原，野口，中
村（金田委員代理），桑原，仙石，横田，土井，
吉川，稲葉，政春，今給黎，阿部

　　（招聘報告者）
　　　 中田（海洋研究開発機構），宮澤（東京大学地震

研究所） 

議事概要
1　第 21期の地震予知連絡会の構成について
　 　島崎会長から，新たに副会長に指名された平原委員，

松澤委員が紹介された．また，新たに東日本部会長に
指名された松澤副会長，中日本部会長に指名された小
原委員，西日本部会長に指名された平原副会長，重点
検討課題運営部会長に指名された山岡委員が紹介さ
れ，各部会長からそれぞれの部会の委員が紹介された．
2　地殻活動モニタリング結果に関する検討
（1）全国の地震活動について

　 　国内で 2009 年 2 月から 4 月までの 3 か月間に発生
した M5 以上の地震は 24 個であった．

（2）日本列島の歪み変化
　 　GPS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列島

の歪み変化図からは，2008 年 9 月 11 日に発生した十
勝沖の地震の変動の影響が見られ，伊豆諸島北部で
は，北東南西の伸びが依然として顕著である．また，
2008 年 5 月 8 日に発生した茨城県沖の地震，2008 年
6 月 14 日に発生した平成 20 年岩手・宮城内陸地震，
2008 年 7 月 19 日に発生した福島県沖の地震の影響が
見られる．

（3）岩手県沖（種市沖）の固有地震的地震活動
　 　平成 6 年（1994 年）三陸はるか沖地震の最大余震
（1995 年 1 月 7 日，M7.2）の近傍で 2 つのグループの
固有地震的活動が報告された．これらの地震は，プレー
ト境界上に存在する同じアスペリティの破壊により準
周期的に繰り返し発生していると考えられる．間隔約
16 年で M6 程度の地震グループでは，最後の地震が
1993 年 12 月に発生した．

（4）宮城・福島・茨城県太平洋岸の地殻変動
　 　2008 年 5 月 8 日に発生した茨城県沖の地震（M6.8），

2008 年 7 月 19 日に発生した福島県沖の地震（M7.0）
の余効変動と考えられる地殻変動が報告された．東向
きの変化のほか 2009 年に入ってから，楢葉観測点以
南の点で南向きの変動が見られることが示された．こ
の変動の原因は，今のところはっきりしていない．

（5）東海地域の地殻変動
　 　東海地域の水準測量結果（年周補正後）において，

掛川市の水準点 140-1 に対して，御前崎市の水準点
2595 は前回と比較してわずかに沈降しており，2005 年
夏以降の最近の沈降トレンド上にある．GPS 連続観測
データから得られた東海地方の地殻変動は，スロース
リップ開始以前の状況に戻っているように見える．

議事概要
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（6）�西南日本の深部低周波微動・短期的スロースリッ
プ活動状況

　 　三重・奈良県境中部で 5 月 3 日から深部低周波微
動活動が開始し，5 月 6 日から北東方向に移動を開始
したことが報告された．この活動に同期して周辺の観
測点では，傾斜変動が観測されている．2006 年 1 月
には今回の活動とほぼ同じ場所から微動活動が始ま
り，北東方向に移動し，最終的には愛知県側にまで微
動・スロースリップイベントが連動した．今回のイベ
ントは現在も継続中で，その動向を見ている．
3　�重点検討課題（プレート境界深部すべりに係わる諸
現象）の検討

　 　この課題の目的は，プレート境界深部でのプレート
間滑りの様々な現象（深部低周波微動，深部低周波
地震，深部超低周波地震，短期的スロースリップ）の
モニタリングの現状，検知能力の向上，相互関係，ト
リガリングに関する検討を行い，プレート境界地震の
予測精度の向上に貢献しようというものである．深部
低周波微動・深部超低周波地震・短期的スロースリッ
プイベントの空間分布が報告され，深部低周波微動は
まんべんなく広がり発生しているが，深部超低周波地
震，短期的スロースリップイベントは局在化している
ことが示された．深部低周波微動活動は，時間ととも
に空間的に移動することが多く，その方向にある傾向
が見られるとの報告があった．また，微動活動から換
算した四国・紀伊半島付近の 6 点におけるプレート間
すべり量の積算変化が報告され，ほぼプレートの相対
運動に等しいことが示された．

　 　全国の深部低周波地震の震央分布は，深部低周波
微動に比べて空間的なギャップがあり，いくつかのク
ラスターを形成していることが報告された．

　 　気象庁により観測された歪み変化から 1997 年後半
以降のスロースリップイベントの検出事例が報告され
た．また，歪み変化から東海短期的スロースリップの
モーメント開放履歴が推定され，長期的スロースリッ
プと短期的スロースリップのモーメント解放には何ら
かの関連があることが指摘された．

　 　産業技術総合研究所による地下水等総合観測の成
果が報告され，2009 年 2 月の愛知県での地殻歪み変
化と短期的スロースリップのモデル推定が行われ，総
合観測の重要性が示された．

　 　新宮のボアホール観測点で 12 個の歪み変化イベン
トが検出され，短期的スロースリップの断層モデルが
提示された．微動活動を伴わずに発生したイベントも
報告された．

　 　地球潮汐が深部低周波微動の発生サイクルに影響
を及ぼしていることがΔ CFF の計算及び摩擦構成則

に基づくシミュレーションをとおして示された．また，
遠地地震により四国西部の低周波微動がトリガーされ
た結果が報告された．

第 183回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2009 年 8 月 21 日（金）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 島崎，平原，松澤，山岡，谷岡，八木，池田，酒井（佐

藤委員代理），吉田，岩崎，佐野（佐竹委員代理），
篠原，小川，尾形，橋本，西上，松本，宮町，小原，
野口，金田，桑原，仙石，横田，土井，吉川，稲葉，
政春，今給黎，阿部

　　（招聘報告者）
　　　岡田（気象研究所）
議事概要
1　2009 年 8月 11日の駿河湾の地震
　 　2009 年 8 月 11 日 5 時 7 分に駿河湾の深さ 23km で

M6.5 の地震（最大震度 6 弱）が，発生した．発震機
構は北北東－南南西方向に圧力軸を持ち，震源の深さ
及び余震分布から，沈み込むフィリピン海プレートの
内部で発生した地震と考えられる．

　 　3 次元地震波速度構造と tomoDD 法による詳細な
余震の再決定により，本震の震源付近では，南側に高
角（約 50 度）に傾斜した余震面があり，本震の北西
部では，東北東に低角（約 35 度）に傾斜した余震面
のあることが示された．

　 　今回の駿河湾の地震は，伊豆半島南部の石廊崎断
層を通る北西－南東走向の構造線にそって起きたとの
見解が示された．

　 　本震は，フィリピン海プレート境界上面よりも約
10km 深いところで発生しており，震源位置は低速度
領域と高速度領域の境界付近の高速度領域内に位置
することが報告された．

　 　GEONET による GPS 連続観測では，震源西側の焼
津付近で約 1cm の西向きの変動などが観測された．ま
た，GEONET の座標時系列グラフによれば，地震時
にステップ状の変化が見られる一方，明瞭なプレスリッ
プや地震後の顕著な地殻変動は観測されなかった．

　 　DD 法による詳細な余震分布を参考に 2 つのセグメ
ント（セグメントⅠ，セグメントⅡ）からなる断層面
を仮定して震源過程の推定を行った結果が報告され
た．また，GEONET で観測された地殻変動は，北西
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－南東走向の北東に傾き下がる断層がやや右横ずれ
成分を伴って逆断層的に動くことにより説明されるこ
とが示された．

　 　駿河湾の地震の各種断層モデルから東海地震の想
定震源域におけるΔ CFF が計算され，震源の西の領
域及び北側で応力の増加が示された．このΔ CFF の
分布は静岡県藤枝付近で本震後に発生した地震活動
と調和的である．
2　地殻活動モニタリング結果に関する検討
（1）全国の地震活動について

　 　国内で 2009 年 5 月から 7 月までの 3 か月間に発生
した M5 以上の地震は 14 個であった．

（2）日本列島の歪み変化
　 　GPS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列島

の歪み変化図からは，北海道では 2008 年 9 月 26 日及
び 2009 年 6 月 5 日の十勝沖の地震の変動の影響が見
られ，伊豆諸島北部では，北東－南西の伸びが依然
として見られる．2008 年 6 月 14 日に発生した平成 20
年岩手・宮城内陸地震，2008 年 7 月 19 日に発生した
福島県沖の地震の影響が見られる．また，2008 年頃
から富士・箱根周辺で，北北東－南南西方向の伸びが
見られる．

（3）東海地域の地殻変動
　 　東海地域の水準測量結果（年周補正後）において，

掛川市の水準点 140-1 に対し御前崎市の水準点 2595
は，前回と比較してわずかに沈降しており，2005 年
夏以降の沈降のトレンド上にある．

（4）7月22日　室戸岬沖（四国沖）の地震
　 　2009 年 7 月 22 日 23 時 51 分に昭和南海地震（1946

年 ,M8.0）の震源域内である室戸沖（四国沖）の深さ
29km で M4.6（最大震度 4）の地震が発生した．また，
この地震の約 1 時間後の 23 日 00 時 47 分にも，ほぼ
同じ場所で M4.1 の地震（最大震度 3）が発生した．
1997 年 10 月以降の活動を見ると，今回の震源付近で
M4.0 を超える地震は発生していなかった．
3　�重点検討課題（プレート境界浅部の固着とすべりの
モニタリング）の検討

　 　この課題の検討目的は，太平洋プレートやフィリピ
ン海プレートの沈み込み境界浅部における固着とす
べりの状況についての最新のモニタリング結果を検討
し，固着やすべりの地域性とアスペリティの破壊の複
雑性について理解を深めようというものである．

　 　各地域のすべり欠損分布の共通性と多様性・地域
性が報告され，北海道根室沖，宮城県沖，室戸岬沖
ですべり欠損値が大きいことが示された．東海地方を
例として，陸域の観測点のみでは，海域でのすべり欠
損の推定の解像度が低いこと，またすべり欠損を推定

する際に，固定局の影響により見え方が変わることが
あり，注意が必要であることが示された．

　 　宮城県沖・福島県沖で観測された海底地殻変動の結
果はバックスリップモデルから推定されるこの地域の
地殻変動速度ベクトルと若干異なるが調和的であるこ
とが報告された．また，海底地殻変動観測の結果から，
海底基準点「宮城沖 1」，「宮城沖 2」の付近では，プレー
ト境界の固着が強く，海底基準点「福島沖」の付近で
は固着が弱いと推定され，これらの結果は小繰り返し
地震の分布などと調和的であることが報告された．

　 　2006 年 1 月～ 2009 年 7 月までの 1 か月ごとの小繰
り返し地震の震央分布から，2008 年 2 月頃から東北
地方南部の海溝側での活動が活発であることが示され
た．この地域では，2008 年 5 月と 7 月に茨城県沖と福
島県沖でそれぞれ M7.0，M6.9 のプレート境界地震が
発生した．2009 年中頃でも小繰り返し地震の活発な状
態が続いており，2003 年十勝沖地震後の活発化に匹
敵する広がり・継続時間にも見えるとの報告があった．
また，すべり量の推定の問題に関して，2008 年 7 月の
福島県沖の地震の例では，小繰り返し地震から推定さ
れる余効すべりで期待される歪変化と観測された歪計
による歪変化が一致しないことが報告された．

　 　関東地方の相似地震クラスター毎のすべり履歴に
ついて報告があり，相似地震から推定した関東地方
のフィリピン海プレート・太平洋プレート上のすべり
は，すべり速度がほぼ一定であり，房総スロースリッ
プイベントに伴う加速及び太平洋プレートの銚子付近
の M6 クラスの地震に先行するすべりの減速が見られ
ることが報告された．

　 　日向灘・南西諸島北部域の小繰り返し地震について
報告があり，空間分布，発生頻度に関する知見が得ら
れた．

　 　中～大規模の繰り返し地震について，その位置，大
きさ，発生頻度が報告された．

　 　小繰り返し地震の周期性とゆらぎに基づく発生予測
とそのモデル検証について報告があり，北海道南部か
ら関東にかけての太平洋側の地域で 2008 年 1 年間の
繰り返し地震の発生確率が計算され，観測結果と比較
したところ整合的であることが示された．ただし，同
地域での 2009 年 1 月～ 6 月の比較では，あまり観測
結果と整合しなかった．このような小繰り返し地震の
長期予測では，むしろ予測から外れる場合が重要であ
り，プレート運動の変化の有無を定量的に検証できる
可能性がある．大変重要な研究であるとのコメントが
あった．

第 184回地震予知連絡会



272 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 4 部　参 考 資 料  地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　２．地震予知連絡会関係資料 273

議事概要

日　時　�2009 年 11 月 20 日（金）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 島崎，平原，松澤，山岡，谷岡，八木，池田，佐藤， 

吉田，岩崎，佐 竹，篠 原，小川，尾形，西上， 
松本，宮町，小原，野口，中村（金田委員代理），
桑原，仙石，横田，舟崎（土井委員代理），吉川，
稲葉，政春，今給黎，阿部

　　（招聘報告者）
　　　 渡辺（名古屋大学），横井（建築研究所），吉本（横

浜市立大学）
議事概要
1　地殻活動モニタリング結果に関する検討
（1）全国の地震活動について

　 　国内で 2009 年 8 月から 10 月までの 3 か月間に発生
した M5 以上の地震は 31 個であった．

（2）日本列島の歪み変化
　 　GPS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列島

の歪み図からは，北海道では 2003 年 9 月 26 日の十勝
沖地震及び 2008 年 9 月 11 日の十勝沖の地震の余効
変動，2009 年 6 月 5 日の十勝沖の地震に伴う地殻変
動の影響が見られ，東北地方では，2008 年 6 月 14 日
に発生した平成 20 年岩手・宮城内陸地震の影響が見
られる．伊豆諸島北部では，北東－南西方向の伸びが
依然として見られる．また，2008 年頃から富士・箱
根周辺で，北北東－南南西方向の伸びが見られる．駿
河湾周辺では，2009 年 8 月 11 日に発生した駿河湾の
地震に伴う地殻変動の影響が見られる．

（3）北海道周辺の太平洋プレート内部の地震活動度
　 　北海道周辺の太平洋プレート内部の地震活動度に

関して，根室沖では 2005 年 10 月頃から静穏化が始ま
り，現在も継続中であるとの報告があった．

（4）2009年 8月11日の駿河湾の地震
　 　余震は次第に減少しており，これまでの余震で最大

のものは 8 月 13 日 18 時 11 分の M4.5（最大震度 3）
であることが報告された．

　 　牧ノ原市から富士市に至る海岸沿いの路線の水準
測量結果には，牧ノ原市北部から静岡市にかけて，駿
河湾の地震による最大1cm超の隆起が見られた．一方，
牧ノ原市の一部で見られる沈下は，軟弱地盤による局
所的なものであることが報告された．

　 　海底地殻変動観測に関する報告があった．駿河湾の
地震の震央から北北東に約 20km の場所に位置する観
測点（SNW）で，過去の結果から推定した地震直前の

座標値と地震後の座標値から南に 6.6 ± 5.6cm，西に
4.2cm ± 2.4cm の変動が認められた．この変動は国土
地理院の震源断層モデルによる計算値とは一致しない
が，地震後 2 回の観測値がほぼ同じであるため，変動
があったことは事実だと考えられるとの報告があった．

（5）東海地域の地殻変動
　 　東海地域の水準測量結果（年周補正後）において，

掛川市の水準点 140-1 に対し御前崎市の水準点 2595
は，前回と比較してわずかに沈降しており，2005 年
夏以降の沈降のトレンド上にある．

（6）�西南日本の深部低周波微動と短期的スロースリッ
プ活動の状況

　 　2009 年 10 月 12 日から 22 日にかけて紀伊半島中部
で発生した微動活動は，北東及び南西方向に移動した
が，北東方向の活動が活発であった．2009 年 10 月 29
日から 11 月10 日にかけて四国西部で発生した微動は，
北東へ移動したのち南西へ移動した．2009 年 8 月 21
日から 9 月 2 日，9 月 30 日から 10 月 3 日にかけては
愛知県中部で微動活動があった．

（7）9月30日�スマトラ南部（インドネシア）の地震
　 　2009 年 9 月 30 日 19 時 16 分（日本時間），インド

ネシアのスマトラ南部で発生した地震は Mw7.5 で，
スマトラ島の下に沈み込むインド・オーストラリアプ
レートの内部で発生した地震であり，発震機構は北西
- 南東方向に圧力軸を持つ型であることが報告された．
2　重点検討課題「地震波干渉法」の検討
　 　本課題の目的は，「地震波干渉法」の概要について

再認識するとともに，地下構造調査への応用，モニタ
リング手法としての可能性を秘めた構造の時間変化へ
の応用について，それらの可能性を検討することであ
る．はじめに「地震波干渉法」の理論と応用に関する
レビューが報告され，その後実際のデータを用いた解
析・応用事例が報告された．

　 　「地震波干渉法」とは，波動場を異なる 2 地点で同
時に観測した場合，それらの地震波形の相互相関処理
を行うことにより，一方を震源，他方を受振点とした
場合に観測される波形を合成する手法であり，相互相
関解析，仮想震源法とも呼ばれている．

　 　地下の地盤や地殻構造の推定への応用事例として，
関東地方の地震基盤深度，日本列島各地域の S 波速
度構造の推定結果が報告された．

　 　関東地方の地震基盤深度は，北東で浅く南西に向
かって深くなる傾向が見られ，特に利根川・荒川沿い
や横浜・房総半島南西域で基盤深度が深いことが報
告された．

　 　日本列島各地域の S 波速度構造は，北海道では道
北から石狩にかけて低速度領域が帯状に拡がり，道東
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（根室－釧路）でも低速度領域が見られ，その他では
高速度領域が拡がっていることが報告された．また北
海道では日高衝突帯下，東北地方では火山帯下，中部・
関東地方では関東平野と新潟－神戸構造帯下，西南
日本では四万十付加帯と火山帯下で低速度域が存在
していることが報告された．また，中部・関東地方の
下部地殻ではモホ面に沿って低速度域が拡がっている
ことが示された．

　 　地震に伴う地震波速度の変化を検出した事例とし
て，2005 年福岡県西方沖の地震，2007 年能登半島地震，
2007 年大分県中部の群発地震の 3 件が報告された．

　 　2005 年福岡県西方沖の地震発生前には，地震波速
度の変化は見られなかったが，地震発生直後から約 0.1
秒ほどの遅れが検出され，その遅れが 4 年経っても続
いていることが報告された．

　 　2007 年能登半島地震の例では，地震発生約 2 週間
前に地震波速度に変化が見られ地震発生とともに元の
レベルに回復したことや，地震発生後に変化が検出さ
れ 2 年半経っても元のレベルに回復していないことが
報告された．

　 　2007 年 6 月と 10 月の大分県中部の群発地震活動の
例でも地震波速度の変化が検出され，6 月の活動時に
は約 4 か月，10 月の活動時には 3 か月かけて元のレ
ベルに回復したことが報告された．

　 　人工的に弾性波を連続的に放射させる能動震源を
用いた地震波速度の時間変化を捉える試みの結果に
は，気温と降水量に相関が見られた．より深い場所で
の地震波速度の時間変化を捉えるためには，気象の影
響を適切に補正する必要があることが報告された．

第 185回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2010 年 2 月 15 日（月）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 島崎，平原，松澤，山岡，谷岡，八木，池田，佐藤， 

吉田，岩崎，佐竹，篠原，小川，尾形，飯尾（橋本
委員代理），西上，宮町，小原，野口，金田，桑原，
仙石，横田，土井，吉川，稲葉，政春，今給黎，
阿部

　　（招聘報告者）
　　　芝崎（建築研究所）

議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）全国の地震活動について

　 　国内で 2009 年 11 月から 2010 年 1 月までの 3 か月
間に発生した M5 以上の地震は 18 個であった．

（2）日本列島の歪み変化
　 　GPS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列島

の歪み図からは，北海道では 2003 年 9 月 26 日の十勝
沖地震の余効変動及び 2008 年 9 月 11 日の十勝沖の地
震の余効変動，2009 年 6 月 5 日の十勝沖の地震に伴
う地殻変動の影響が見られ，東北地方では，2008 年 6
月 14 日に発生した平成 20 年岩手・宮城内陸地震の余
効変動の影響が見られる．伊豆諸島北部では，北東
－南西方向の伸びが依然として見られる．また，2008
年頃から富士・箱根周辺で，北北東－南南西方向の伸
びが見られる．駿河湾周辺では，2009 年 8 月 11 日に
発生した駿河湾の地震に伴う地殻変動の影響が見ら
れる．

（3）平成19年（2007年）新潟県中越沖地震の予測
　 　平成 19 年（2007 年）新潟県中越沖地震（M6.8）に

先行した地震の静穏化現象について報告があった．そ
れによると，この地震の前，2000 年くらいから震源
域近傍で地震活動の静穏化があり，2005 年に震源域
の深部において広義の前震があったと考えてよいこと
が報告された．

（4）2009年 12月 24日房総半島東岸の地震
　 　2009 年 12 月 24 日に房総半島東岸のほぼ同じ場所で

M4 クラスの地震が 2 回発生したが，どちらもプレート
境界の相似地震であった．また，この地震に伴う傾斜
変化が勝浦東観測点で 2009 年 12 月 16 日頃から 27 日
頃にかけて観測されたが，これはプレート境界のスロー
スリップを示唆する可能性があるとの報告であった．

（5）伊豆半島東方沖の地震活動
　 　2009 年 12 月 17 日から伊豆半島東方沖で地震活動

が始まり，17 日 23 時 45 分の M5.0，18 日 8 時 45 分
の M5.1 の地震でそれぞれ震度 5 弱を観測した．19 日
23 時以降，地震活動は低下し，今回の活動以前の状
態に戻ってきている．多くの地震の発震機構は概ね北
西－南東方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型であり，従
来からこの付近で見られるものと同様である．

　 　この地域での群発地震の活動領域は同じ傾いた面
上で少しずつずれた場所であったが，2000 年代は比
較的規模の小さなやや深い部分での活動であった．
今回の活動も同じ傾いた面上で開始したが，深さ約
6.5km から浅い領域に広がって鉛直の面上での活動に
なり，2000 年以降としては新たな領域に広がった．

　 　東伊豆の体積歪計では，12 月 16 日深夜から縮みの
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変化が始まり，周辺の傾斜計でもそれに同期した変化
が見られた．その後，17 日に入って歪み変化が加速
するとともに地震活動も活発化した．これらの変化は，
20 日昼頃からほぼ活動開始前の傾向に戻り，地震活
動も低調となった．

　 　傾斜計データでは時間とともに傾斜方向の変化が見
られ，これは岩脈の貫入した深さが 18 日午後以降浅
くなったとしておおよそ説明可能であった．

　 　GEONET の F3 解，水準測量データ，辺長測量デー
タによる力源モデル（矩形ダイク，M5 クラスの地震
に対応する右横ずれ断層）によれば，ダイク上端の深
さは約 2.4km であり，貫入したマグマの総量は 3.6 ×
106m3 と推定される．

（6）東海地域の地殻変動
　 　東海地域の水準測量結果（年周補正後）において，

掛川市の水準点 140-1 に対し御前崎市の水準点 2595
は，前回と比較して沈降しており，2005 年夏以降の
沈降のトレンド上にある．

（7）�西南日本の深部低周波微動と短期的スロースリッ
プ活動の状況

　 　2009 年 12 月 27 日から 31 日にかけて，四国中部で
微動・低周波地震活動と同期した傾斜変化が観測され
た．29 日の前後で傾斜変動パターンに変化が見られ
たことから，その前後の期間に分けて短期的スロース
リップイベントの震源モデルを推定したところ，微動
活動の移動と同期したすべり域の拡大が見られた．

（8）ハイチの地震
　 　2010 年 1 月 13 日 6 時 53 分（日本時間），中米のハ

イチで Mw7.1 の地震が発生した．この地震の発震機
構は西北西－東南東方向に張力軸を持つ横ずれ断層
型であった．

　 　「だいち」PALSAR データによれば，地殻変動の集
中する領域は，首都ポルトープランスから西へ約 20
～ 50km の位置にみられ，南行軌道で最大約 70cm の
衛星－地表間の距離短縮が観測された．2 枚のセグメ
ントで矩形断層一様すべりを仮定した震源断層モデル
によると，断層長は約 35km で，逆断層成分を含んだ
左横ずれのすべり量が約 5m と推定されることが示さ
れた（暫定）．
2　�重点検討課題「内陸地震準備過程のモニタリング」
の検討

　 　本課題の目的は，内陸地震の発生に至る準備過程
の定量的モデル作成に有効な各種観測・モニタリング
結果，及び理論的研究をレビューし，特定の断層域
への応力集中過程のモニタリングの方向性を検討する
こと，議論の範囲として，定性的・定量的なモデル構
築に向けての 1．測地学的観測による歪み集中の特徴

と地殻と最上部マントルの不均質性と物性に関わる観
測，2．内陸地震発生域への応力集中過程の解明のた
めの観測とモデル化の現状レビューを行うことである．

　 　海溝型大地震に比べて，内陸大地震の発生過程の
モデル化の一般化された枠組みはない．ここでは 1 つ
の枠組みを紹介する．地震波速度構造，電磁気構造，
地震活動，地温勾配，活断層等の観測結果から岩石
構造，間隙水圧の分布，熱構造，既存断層等を取り
入れた島孤地殻，最上部マントルの不均質なレオロ
ジー構造のモデルを作成し，プレート間相互作用を取
り入れて，島孤内の内的変形のシミュレーションを行
い，観測事実に整合するようなモデリングを行う．こ
のようなモデル化の結果，断層深部の挙動として，地
震間では深部における粒径依存クリープによる局在化
した流動と遷移領域におけるすべり加速が起き，地震
後には，深部安定領域における余効すべり，粒径依存
クリープによる局在化した流動，深部におけるべき乗
型クリープによる粘弾性緩和がシミュレーションによ
り推定された．

　 　また，地下の速度構造の推定結果から，西南日本で
は断層直下は深くなるにつれて周囲に比べて低速度に
なる傾向があり，東北日本では，周囲に比べてやや高
速度になることが示された．これらの結果は，深さ方
向の速度偏差を調べることにより，伏在断層の抽出に
つながる可能性を示唆している．

　 　日本の内陸地震地域の比抵抗構造の推定結果が示
され，内陸地震域では，地震発生層は，地殻の高比抵
抗部に存在し，その下方に非常に顕著な低比抵抗異
常が存在していることがわかった．またニュージーラ
ンド国アルパイン断層周辺の電磁探査結果が紹介され
た．それによると，ニュージーランド南島では，長さ
500km にわたる右横ずれ断層であるアルパイン断層が
北東―南西方向に島を横断しており，南島北部のマル
ボロ地域では，アルパイン断層に平行する 5 つの横ず
れ断層が存在し，南東に向けて順に若くなり，断層の
年代と断層の地下構造との関係が紹介された．それに
よると，南東側の若い断層では，まだ未固結な堆積層
の中で破砕することによって，低比抵抗体内部で地震
が発生している．より内陸の横ずれ断層帯では，脆性
―塑性境界下方に低比抵抗異常が分布し，トラップさ
れている被圧流体が，上方に移動して地震を誘発する
モデルあるいは流体を含み変形が容易な下部地殻が
あり，その上方の地殻で地震が起きているモデルで説
明できる．アルパイン断層のさらに北側では，プレー
ト深部から流体が供給される鉛直状の低比抵抗異常
が存在している．この地域では豊富な流体が存在する
ことによって空隙圧が高まり，高角の逆断層が発生し
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うると考えられる．この特徴は東北日本でも見出され
ているものと共通することが紹介された．

　 　GEONET により検出された日本列島の歪速度から，
内陸域では活断層周辺等に歪速度の大きい領域が見
られることが示された．しかし，活断層周辺の地殻変
動に関する諸問題に応えるためには，現在の観測点密
度では十分とはいえない．このため，比較的活動度の
高いと考えられる断層周辺で GPS の稠密観測によっ
て地殻変動の詳細な空間分布を解明する調査・研究
が行われている．糸魚川―静岡構造線断層帯周辺では，
稠密観測によって，断層帯北部の短縮歪みの大きな領
域の東縁が長野盆地西縁断層帯に一致することや，断
層帯北部では断層の西側まで歪みの大きな領域が分
布する傾向が示された．活断層周辺に非地震時の地殻
変動が集中する原因としては，活断層の深部延長にお
いて，局在化したせん断帯があるためであると考えら
れており，下部地殻全体が流動するモデルでは説明が
難しいということが紹介された．また地震後の余効変
動の結果から地下の粘性構造に関する研究が紹介さ
れ下部地殻よりも上部マントルの方が粘性率が小さい
という結果が紹介された．

　 　跡津川断層に平行な基線とそれを横切る基線の Vp，
Vs 異常が示され，地震発生域の下部に低速度層があ
ることが示された．また稠密な地殻変動速度の観測
結果は，水平相対速度が 1mm/year 以下となる範囲は
跡津川断層の地表トレースとほぼ一致することが示さ
れ，こうした地殻変動のパターンから将来の地震発生
領域の広がりを非地震時の地殻変動パターンから推定
できる可能性を示唆する結果が得られた．これらの観
測結果に対して，地殻深部で非地震時に変形が起こり，
その結果活断層域にストレスがたまっていくという概
念的なモデルが紹介された．

　 　山陰地域では海岸線にほぼ平行に地震活動帯が存
在する．この地震帯にそった広帯域 MT 観測により
推定された比抵抗構造は地震帯直下の南側に低比抵
抗構造が存在し，第四紀火山を横切る観測線では，相
対的に浅部から低比抵抗領域となっていることが示さ
れた．また山陰地域の地震帯に関して，応力インバー
ジョンによる応力場の推定と FEM によるモデリング
を行った結果，地震帯において応力場の回転が起こっ
ており，それは下部地殻の不均質構造により説明可能
であることが分かった．

　 　Vp/Vs から推定される東北日本弧の深部構造は，火
山列に沿って最上部マントルに非常に柔らかい物質

（おそらくは主としてマグマ）が存在していることを
示す．また，東北日本弧には脊梁に沿った領域と日本
海東縁及び宮城県北部の 3 本の南北に伸びる「歪み

集中帯」の存在が GPS 観測によって推定されており，
多くの微小浅発地震は，この歪み集中帯で生じている
ことが示された．これらの観測結果のモデルとして，
地殻が水平方向に均質ではなく，脊梁直下では，深部
から供給された溶融体の熱と，溶融体の固結によって
放出された水の影響で下部地殻が局所的に軟化して
おり，この状況でプレート運動起源の東西圧縮の応力
が働くとその軟化域の直上に応力と歪みが集中する．
東西の短縮変形に伴って地震活動と地殻の隆起が生
じ，その両側に存在する過去の正断層が逆断層として
活動することになる．軟化域の分布には，南北でも変
化があり，火山の下では，軟化が進み，火山と火山の
間の領域では「変形遅れ」が生じて，そこに応力が集
中する．その結果，やがて断層が動いて大地震として
応力を開放するというモデルが紹介された．

　 　東北地方の内部構造に基づく 3 次元モデルを用い
て，シミュレーションが行われ，東北地方の脊梁山脈
周辺の変形過程をある程度再現する結果が紹介され
た．すなわち，脊梁山脈の隆起が起き，脊梁山脈の両
側で応力が高くなり，断層が形成されていくという地
殻変動の様子が示された．

　 　以上の成果報告に対して，地質学的なデータとの不
整合があることが指摘され，今後こういったデータを
活用してほしい，とのコメントがあった．また，別の
コメントとしては，地下構造の不均質を用いるのもい
いが，単純な構造を突き詰める研究を進めていくこと
も必要ではないかとの指摘もあった．また以上の発表
には断層面の不均質性に関する報告があまりなかった
が，この点も今後調査していく必要性が指摘された．

第 186回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2010 年 5 月 21 日（金）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員及び臨時委員）
　　　 島崎，平原，松澤，山岡，谷岡，八木，池田，佐藤，

吉田，岩崎，篠原，小川，橋本，松本，後藤，青井，
野口，金田，桑原，西澤（加藤委員代理），横田，
長谷川，吉川，稲葉，政春，今給黎，阿部，小原

　　（招聘報告者）
　　　 堀・有吉（海洋研究開発機構），弘瀬（気象研究所），

松澤（防災科学技術研究所）
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議事概要
1　委員の交代について
（1）委員交代

　 　鹿児島大学・宮町宏樹委員が後藤和彦委員に，防
災科学技術研究所・小原一成委員が青井真委員に，
海上保安庁・仙石新委員が加藤幸弘委員に，気象庁・
土井恵治委員が長谷川洋平委員に交代した．

（2）臨時委員
　 　東京大学地震研究所・小原一成委員が新たに委嘱

された．
（3）中日本部会長

　 　防災科学技術研究所・小原一成委員から名古屋大
学・山岡耕春委員に交代した．
2　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概要
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2010 年 2 月から 4 月までの 3 か月間に発生

した M5 以上の地震は 40 個であった ｡ 最大の地震は
2 月 27 日の沖縄本島近海の地震で M7.2 であった．

　イ　日本列島の歪み変化
　　 　GPS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列

島の歪み図には，2010 年 3 月 14 日に発生した福島
県沖の地震に伴う地殻変動の影響等が見られる．

　ウ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　 　日向灘沖から足摺岬沖の領域で 2010 年 1 月下旬か

ら 3 月下旬に活発な浅部超低周波地震活動があったこ
とが報告された．

（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　日本海溝・千島海溝周辺
　　a　宮城・福島沖の海底地殻変動
　　　 　宮城・福島沖の海底地殻変動が報告された ｡

宮城沖の海底地殻変動は陸側より大きいことが示
された．

　　b　福島県沖の地震
　　　 　2010 年 3 月 14 日に福島県沖で M6.7 のプレー

ト境界地震が発生した．今回の地震の震央付近
では，M6.4-6.7 の地震が 21-25 年に 1 回の割合で
発生しており，繰り返し地震と考えられる．この
地震は 2008 年 7 月 19 日の福島県沖地震の余効
すべり領域のくびれの部分で発生した可能性が
指摘された．また今回の地震発生前に，地震活動
の静穏化領域とその領域を地震活動の活発化領
域がドーナッツ状に取り囲むパターンが観測され
た．今回の地震は静穏化領域の西縁で発生した．

　イ　相模トラフ周辺・首都圏直下
　　a　東京都東部の地震
　　　 2010 年 5 月 9 日に東京都東部のフィリピン海プ

レート境界付近で M4.0 及び M3.8 の地震が発生
した．この地域で M4 クラスの地震が発生するの
は約 10 年ぶりであった．

　ウ　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　東海地域の地殻変動
　　　 　東海地域の水準測量結果（年周補正後）では，

掛川市の水準点 140-1 に対し御前崎市の水準点
2595 の変動量はわずかな沈降であり，長期的な
沈降の傾向に特段の変化は見られない．東海地
方の水平地殻変動には特段の変化は見られない
が，最近のすべり欠損分布は，スロースリップ発
生前の状態に完全には戻っていない．

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　2010 年 2 月から 3 月に，豊後水道で顕著な深
部低周波微動活動が観測された．また豊後水道
では 1 月末より断続的に活発化し，四国東部では
4 月に活動が観測された．3 月には東海地方と紀
伊半島で微動が観測された．

　　c　豊後水道の長期的なスロースリップ
　　　 　2009 年後半から四国南西部及び豊後水道周辺

で非定常な地殻変動が観測された．観測された
非定常変動と豊後水道南東側の深部低周波微動
及び足摺岬沖の浅部超低周波地震の活動とは同
期している傾向があることが報告された．検出さ
れた非定常変動から，四国南西部及び豊後水道
で 2009 年後半から長期的なスロースリップが発
生したことが推定された．すべり領域は四国南西
部で始まり，2010 年 2 月頃からすべり速度が加
速し，豊後水道にすべり領域が拡大し現在まで続
いている．

（3）その他の地殻活動等
　ア　チリ中部沿岸の地震
　　 　2010 年 2 月 27 日（日本時間）にチリ中部沿岸で

Mw8.8 のプレート境界地震が発生した．この地震
により翌日日本国内で津波が観測された．

3　�重点検討課題「プレート境界の固着とすべりのシ
ミュレーション�－�モニタリングによって何が検知
されると期待されるのか？」の検討

　 　本課題の目的は，太平洋プレートやフィリピン海
プレートの沈み込み境界における固着とすべりに関す
る現状のシミュレーションの成果やその限界を理解
することにより，観測モニタリングの指針を得ること
である．議論の範囲は，1．様々なタイプのイベント
が生じる条件，2．アスペリティ破壊の規模，再来間
隔，震源過程のゆらぎをもたらす原因，3．大地震の
前に生起する現象及び想定される現象に対する検知能
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力の検証である．2 部に分かれて検討が行われ，第 1
部では数値シミュレーション研究の成果について，第
2 部では大地震前の変化等の検知能力について説明が
あった．

　 　第1部：釜石沖の地震を例に，固有地震的に発生す
る M5 クラスの地震と，その地震間の後半に続発する
M2 ～ 3 の地震の発生サイクルが，階層的アスペリティ
モデルによって再現できるという報告がなされた．ま
た，超巨大地震のサイクルの中で一回り小さい地震が
発生するような類似のケースへの階層的モデルの適用
可能性についても議論された．東海地域の割れ残りと
長期スローイベントとの関係が報告され，近年の大規
模な東海スロースリップは 1944 年の東南海地震で東
海地域が割れ残ったことに起因する可能性が示され
た．また，このシミュレーションでは紀伊半島沖から
破壊が開始することが示され，その場合は約 1 か月前
に GPS でプレスリップが観測可能と推定された．南
海トラフ沿いの巨大地震発生前のスローイベントの挙
動の変化の報告では，大地震発生サイクルにおける長
期的・短期的スロースリップイベントを数値シミュレー
ションで再現でき，大地震発生前には，スロースリッ
プの発生間隔が短くなる傾向が示された．また大地震
発生前に固着域とスロースリップの発生領域の間です
べりの加速が起きることが報告された．イベント間の
相互作用と大地震前後の周囲の活動変化に関する報告
では，小アスペリティの連鎖破壊モデルを適用するこ
とにより，超低周波地震の移動現象が再現できること
が報告された．また，余効すべりが通過すると，浅い
領域では繰り返し地震・浅部超低周波地震が，深い領
域ではスロースリップが発生することが示された．

　 　第2部：歪計による短期的スロースリップの検知能
力が報告され，短期的スロースリップの検出限界の規
模が Mw5 前半であることが示された．また同様な報
告が GPS 観測網に関してなされ，観測データのノイ
ズレベルにもよるが，西南日本では Mw6.0 前後以上，
北海道・東北地方ではおよそ Mw6.5 以上で検知が可
能であることが報告された．短期的スローイベントと
微動の準リアルタイムでの検知能力の報告がされ，傾
斜計によって検出される短期的スローイベントの下限
は Mw5.5 であると示された．また短期的スロースリッ
プを傾斜計の変化から自動検出する試みが報告され，
その有効性が示された．

第 187回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2010 年 8 月 20 日（金）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員及び臨時委員）
　　　 島崎，平原，松澤，山岡，谷岡，八木，池田，佐藤，

吉田，岩崎，佐竹，篠原，小川，尾形，橋本，西上，
松本，後藤，青井，野口，有吉（金田委員代理），
桑原，西澤（加藤委員代理），横田，長谷川，吉川，
稲葉，政春，今給黎，阿部，小原

　　（招聘報告者）
　　　 平田（東京大学地震研究所），弘瀬・前田（気象

研究所），遠田（京都大学防災研究所），勝俣（北
海道大学），松村（防災科学技術研究所），井出（東
京大学）

議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2010 年 5 月から 7 月までの 3 か月間に発生

した M5 以上の地震は 33 個であった ｡ 地震の発生数
や地域分布に特に目立った点は見られなかった．

　イ　日本列島の歪み変化
　　 　GPS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列島

の歪み図には，2009 年後半から発生した豊後水道ス
ロースリップに伴う地殻変動の影響等が見られた．

　ウ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2010 年 7 月に十勝沖で活発な超低周波地震活動

があった．前回予知連で報告された足摺岬沖の超低
周波地震活動は，その後見られない．

（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　相模トラフ周辺・首都圏直下
　　a　千葉県北東部の地震
　　　 　2010 年 7 月 23 日に千葉県北東部のフィリピン

海プレート境界付近で M4.9 の地震が発生した．
本震及び最大余震の発震機構解は，北西―南東
方向に圧縮軸を持つ逆断層型であった．しかし，
ほとんどの余震は北東―南西方向の張力軸をもつ
正断層型であり，同じ断層面が破壊する余震発生
パターンとは異なっていることが報告された．本
震によるクーロン応力変化は正断層型の地震が起
きやすい状態となっている事が示された．

　イ　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　東海地域の地殻変動
　　　 　東海地域の水準測量結果では，掛川市の水準点
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140-1 に対し御前崎市の水準点 2595 の変動はわず
かであり，長期的な沈降の傾向に特段の変化は見
られなかった．東海地方の水平地殻変動には特段
の変化は見られないが，最近のすべり欠損分布は，
スロースリップ発生前の状態に戻りつつある．

　　b　南海トラフにおける海底地殻変動
　　　 　西南日本の沖合の海底地殻変動観測点の 2006

年以降の変動の結果が示された．一部の観測点
ではデータのばらつきが大きく，安定した結果が
得られているとはいえず，さらに 3 年ぐらい観測
を続けることが必要との報告がなされた．

　　c　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　2010 年 5 月から 7 月に，紀伊半島南部，四国
中部・西部・東部，及び豊後水道で深部低周波
微動が活発化した．豊後水道の活動は，6 月以降
はやや発生レートが減少している．

　　d　豊後水道の長期的なスロースリップ
　　　 　2009 年後半から発生した豊後水道の長期的な

スロースリップに伴う地殻変動は，前回の報告に
比べて大きくなっている結果が報告された．また，
GPS 観測局の座標時系列で見ると 6 月以降地殻
変動が鈍化しているように見えることが報告され
た．傾斜計の観測結果もこれを支持している．推
定された積算モーメントは，2003 年のレベルに
近づきつつあることが報告された．

2　重点検討課題「地震活動について」の検討
　 　本課題の目的は，主に以下の 2 つである．第 1 に，

地震活動の標準的予測モデルを公募しそれらの性能
を検証する CSEP 研究プロジェクトの日本に於ける取
り組みについての紹介と議論である．第 2 に，地震活
動や余震活動における種々の異常現象の検出法，その
有意性，大地震や大きな余震の予測の確率利得を向
上させる方策についての議論である．これらに関して，
2 部に分けて検討が行われた．

　 　第1部：始めに，日本における CSEP の取り組みに
ついて説明がなされた．第一回地震発生予測検証実
験が 2009 年 11 月から開始され，各実験モデルによる
予測性能評価の中間結果の報告がなされた．内陸の深
さ 30km 以浅における M5.0 以上の地震が 1 年間に発
生する確率の推定に，マグニチュードの上限値を設定
する MGR モデルを適用したところ，従来の G-R 則
を用いる場合と比べて，地震発生率の過大評価を避
けて適切に評価できることが報告された．課題「b 値
と ETAS モデルにもとづく日本列島の標準的地震発生
予測について」は資料の配布のみ行われた．2009 年 5
月イタリア・ラクイラで行われた国際地震予測委員会

による実用的な地震予測についての検討内容及びイタ
リア・市民保護部（DPC）への勧告に関する報告が
なされた．CSEP 日本版へ最適化した応力伝播・地震
活動時間発展モデルを 1890 年以降の地震に適用した
結果が紹介された．応力蓄積速度が遅い列島内陸域
では，現在の地震活動は過去の大地震による影響を引
きずっていることが報告された．

　 　第 2部：前震の事前識別による短期予測の確率利
得，及び時空間 ETAS モデルを用いた中期予測の確
率利得について説明がなされた．また，中国地震局な
どが試行している大地震の警告型予測の精度評価手
法として Gambling score が紹介された．2003 年十勝
沖地震前の地震活動静穏化に関して報告がなされた．
その結果，Z 値を用いた地震活動静穏化の有意性を数
値シミュレーションから評価すると，観測された Z 値
の変化が出現する確率はランダムな発生過程では説明
しにくいことが示された．茨城県沖，十勝沖における
地震活動の時空間変化を調べたところ，固有地震の発
生前に地震活動が特有の変化を示すことが報告され
た．また，東海・東南海地域の最近の地震活動パター
ンが，1944 年の東南海地震前の状態と類似している
ことが報告された．前震活動を利用した本震の予測に
ついて報告がなされた．北日本の太平洋海域の地震を
対象に検証した結果，茨城県沖や宮城県沖などの限ら
れた領域に絞ると，前震活動による本震の予測が有効
である可能性が示された．群発地震の性質等から地
震活動の推移について評価する手法が，地震調査委
員会の下の小委員会で検討されていることが報告され
た．伊豆東部の群発地震活動が検討対象の 1 つになっ
ており，この活動においては活動初期の段階でマグマ
貫入量が推定できれば地震活動の規模を予測可能で
あることが報告された．スロースリップに伴う群発地
震に ETAS モデルを適用した研究が紹介された．そ
の結果，東京湾の群発地震はスロースリップを伴って
いる可能性があることが指摘された．中国栄昌天然ガ
ス田を例とした注水誘発地震の統計的な特徴が説明さ
れた．複数の解析手法と地震活動統計パラメータの統
合により，地震活動や地殻応力の臨界性を把握するた
めの指針を構築できる可能性などが報告された．
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第 188回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2010 年 11 月 19 日（金）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員及び臨時委員）
　　　 島崎，松澤，山岡，谷岡，八木，池田，佐藤，宮澤 

（吉田委員代理），岩崎，佐竹，篠原，小川，尾形，
遠田（橋本委員代理），澁谷（西上委員代理），松本，
後藤，汐見（青井委員代理），野口，有吉（金田
委員代理），桑原，加藤，横田，長谷川，吉川，稲葉，
政春，今給黎，阿部，小原

　　（招聘報告者）
　　　 井出（東京大学），望月・加藤（東京大学地震研

究所），木村・廣瀬（防災科学技術研究所），後藤
（京都大学），吉田・木村（気象研究所），西村（国

土地理院），小泉（産業技術総合研究所）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2010 年 8 月から 10 月までの 3 か月間に発

生した M5 以上の地震は 28 個であった．全体的に，
地震の発生数や地域分布に特に目立った点は見ら
れなかった．

　イ　日本列島の歪み変化
　　 　GPS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列

島の歪み図からは，目立った状況の変化はなかった．
　ウ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2010 年 8 月下旬に十勝沖で超低周波地震活動が

あった．日向灘でも 8 月に活動があった．
（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　東海地域の地殻変動
　　　 　東海地域の水準測量結果では，掛川市の水準

点 140-1 に対し御前崎市の水準点 2595 の変動は
わずかであり，長期的な沈降の傾向に特段の変化
は見られなかった．

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　8 月 12 － 19 日に四国西部，9 月 18 － 29 日に
紀伊半島中部～南部でスロースリップが発生した
ことが報告された．10 月 11 － 13 日に四国中部
で深部低周波微動が発生したことが報告された．
豊後水道における 2010 年 1 月以降の断続的な深
部低周波微動活動は低調になっている．

　　c　豊後水道の長期的なスロースリップ
　　　 　2009 年後半から発生した豊後水道の長期的な

スロースリップは，鈍化傾向となっているとの報
告がなされた．

　　d　南西諸島海溝（琉球海溝）付近の海底地殻変動
　　　 　海底地殻変動の観測から，沖縄本島南方沖合

の海底に設置された観測点が，沖縄の GPS 観測
点の動きとは異なり，ユーラシアプレートに対し
て，北西方向に約 4cm/year の速度で移動してい
ることが報告された．

　イ　その他
　　a　スマトラ南部の地震
　　　 　2010 年 10 月 25 日スマトラ南部でユーラシア

プレートとインド・オーストラリアプレートの境
界で Mw7.7 の地震が発生した．この地震により
インド洋沿岸で津波が観測されたことが報告され
た．

2　�重点検討課題「プレート境界すべり現象に関する今
後のモニタリング戦略」の検討

　 　本課題の目的は，プレート境界で発生する多様なす
べり現象について，シミュレーションで予測された特
徴を含めその発生状況を的確に把握し，今後の巨大
地震発生予測に資するため，プレート間すべり現象の
モニタリング手法高度化に向けた検討を行うことであ
る．これらに関して，3 部に分けて検討が行われた．

第1部　プレート境界すべり現象モニタリング最新結果
　 　深部低周波微動の深さ依存性について報告がなさ

れた．小規模の微動活動は深部側に集中しており，特
に紀伊 ･ 四国西部では深い側と浅い側の 2 列に分布し
て，四国東部では孤立的に活動するという特徴が紹介
された．四国西部の深部低周波微動の線状構造・継
続時間・移動様式・潮汐応答について報告がなされた．
微動がスラブの沈み込み方向に沿って線状に分布する
ことが示され，過去及び現在のフィリピン海プレート
の沈み込み方向が関与していることが紹介された．

第2部�　プレート境界すべり現象と関連の深い地下構
造に関する最新研究成果

　 　茨城県沖の M7 級地震の発生域と地殻構造調査か
ら発見された海山の関係を調べたところ，破壊領域は
海山の沈み込む前方に形成され，海山自体はアスペリ
ティにはなっていないことが報告された．房総沖の相
似地震は沈み込むフィリピン海プレート最上部の火山
性砕屑物・火山岩（VCR）層の下面に沿って発生し
ていることが紹介され，活動的な深部底付け作用が進
行していることが示唆された．東海地域の深部低周波
微動は，高 Vp/Vs 比をもつマントルウェッジ先端部
と海洋性地殻との境界面上に分布していることが示さ
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れた．また，長期的スロースリップのすべり速度と海
洋性地殻内の流体圧分布に相関があることが報告され
た．紀伊半島沖での電磁探査から，深部低周波微動
や浅部超低周波地震の発生域は低比抵抗であること
が報告された．低比抵抗は深部低周波微動発生域上
部の下部地殻にも認められ，流体の存在が示唆された．

第3部　今後のモニタリング手法高度化への取り組み
　 　アクロスによるプレート境界状態変化の検出の試み

について報告がなされた．東海地域の深部低周波微
動活動が活発だった時期に，微動の発生域を通過す
る波群のエネルギーの増加が認められ，微動に伴って
プレート境界面の反射係数が増加した可能性が示唆
された．歪計による短期的スロースリップの検出能力
について報告が行われた．観測条件が整えば 5nano-
strain 程度の歪変化の検出が可能であり，短期的ス
ロースリップの検出限界の規模は Mw5 前半であるこ
とが示された．GPS による短期的スロースリップの
検出能力について報告が行われた．空間フィルタによ
るノイズ軽減処理を適用すると，スロースリップの発
生を示唆する変位パターンが認められる場合があり，
GEONETでも検出できる可能性が示された．傾斜デー
タを用いた短期的スロースリップの自動検出及び地震
波形の相関解析による浅部超低周波地震の検出を試
みた取り組みが紹介された．歪計と傾斜計の両方を利
用した短期的スロースリップの検知能力を向上させる
取り組みが紹介された．また，地震計鉛直アレイ観測
による波形データにセンブランス解析を適用すると，
従来のエンベロープ相関法より深部低周波微動の検知
能力が 10 倍程度向上することが報告された．

第 189回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2011 年 2 月 18 日（金）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員及び臨時委員）
　　　 島崎，平原，松澤，山岡，谷岡，八木，池田，佐藤， 

吉田，岩崎，篠原，小川，尾形，橋本，遠田（西上
委員代理），松本，後藤，青井，野口，有吉（金
田委員代理），桑原，加藤，舟崎（横田委員代理）， 
長谷川，吉川，稲葉，政春，今給黎，阿部，小原

　　（招聘報告者）
　　　 山田（東京大学地震研究所），佐藤（海上保安庁），

田所（名古屋大学），望月（東京大学），藤本（東
北大学） 

議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2010 年 11 月から 2011 年 1 月までの 3 か

月間に発生した M5 以上の地震は 46 個であった．
通常より多めであるが，12 月 22 日の小笠原近海の
地震の余震が 28 個含まれているためである．

　イ　日本列島の歪み変化
　　 　GPS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列

島の歪み図からは，北海道では 2003 年 9 月 26 日の
十勝沖地震及び 2008 年 9 月 11 日と 2009 年 6 月 5
日の十勝沖の地震の余効変動の影響が見られる．東
北地方では，2008 年 6 月 14 日に発生した平成 20
年岩手・宮城内陸地震の余効変動の影響が見られ
る．伊豆諸島周辺では，北東－南西方向の伸びが依
然として見られる．また，2008 年頃から富士・箱
根周辺で，北北東－南南西方向の伸びが見られる．
2010 年 3 月 14 日に発生した福島県沖の地震に伴う
地殻変動の影響が見られる．豊後水道周辺ではス
ロースリップによる地殻変動の影響が見られる．こ
の 3 か月では新たな現象の追加はない．

　ウ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2010 年 12 月末～ 2011 年 1 月初旬に十勝沖で小

規模な活動があった．また，2011 年 1 月中旬に日
向灘で小規模な活動があったものの掲載基準を満
たすイベントは僅少であった．

（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　日本海溝・千島海溝周辺
　　a　宮城県・福島県沖の地震の余効変動
　　　 　2005 年 8 月 16 日の宮城県沖の地震（M7.2），

2008 年 5 月 8 日の茨城県沖の地震（M7.0），2008
年 7 月 19 日の福島県沖の地震（M6.9）及び 2010
年 3 月 14 日の福島県沖の地震（M6.7）の余効変
動に関して報告がされ，地震時と地震後のプレー
ト境界面上の滑りの比較が示された．その結果，
宮城県沖及び福島県沖では，地震発生域を含む
形で地震後の余効滑りの領域とその大きさが推定
された．福島県沖の余効滑りは，地震時の滑りよ
りも大きいことが示された．

　イ　相模トラフ周辺・首都圏直下
　　 　2010 年 11 月 5 日の茨城県南部の地震に関する調

査により，プレート境界面上でいくつかの相似地震
が発生しており，これらから求められた平均滑り速
度はこの付近のフィリピン海プレートの沈み込み速
度と矛盾しないことが報告された．

　ウ　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
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　　a　東海地方の地殻変動
　　　 　東海地方の水準測量結果（年周補正後）にお

いて，掛川市の水準点 140-1 に対し御前崎市の水
準点 2595 は，前回と比較して沈降しており，従
来の沈降のトレンド上にある．また，東海地方の
最近のすべり欠損は，スロースリップ発生前の状
態に次第に戻りつつある．

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　短期的なスロースリップを伴う顕著な微動活動
が，東海地方では 2010 年 11 月 13 ～ 19 日，紀伊
半島北部では 2010 年 11 月 26 ～ 27 日，四国中部
から東部では 2010 年 11 月 9 ～ 22 日，四国西部
では 2010 年 12 月 9 ～ 16 日及び 2011 年 1 月 9 ～
15 日にあった．またそれ以外の深部低周波微動
活動が，紀伊半島北部で 2010 年 11 月 15 ～ 23 日，
四国西部で 2010 年 11 月 16 ～ 20 日にあった．

　　c　日向灘で繰り返し発生するスロースリップ
　　　 　2005 年以降，日向灘のプレート境界でスロー

スリップが繰り返し発生していることが報告され
た．スロースリップは，1996 年の日向灘の地震
の余効滑り域の深部側とほぼ同じ領域で起きてい
ることが報告され，検討が行われた．

2　�重点検討課題「海域のモニタリング技術の動向」の
検討

　 　本課題の目的は，海域におけるモニタリング技術の
動向の把握，及びその高度化に向けた検討を行うこと
である．議論は，1）海域における地震モニタリング
観測，2）海域における地殻変動モニタリング観測，
の 2 部に分けて行われた．

第1部　海域における地震モニタリング観測
　 　長期観測型の海底地震計による繰返し観測につ

いて報告がなされ，根室沖から房総沖にかけての震
源分布やプレート境界の 3 次元形状を求めた成果な
どが紹介された．気象庁によるケーブル式常時海底
地震観測システムについて報告があり，海底地震計
を用いることにより震源の深さの決定精度が向上す
る事例が紹介された．地震・津波観測監視システム

（DONET）によるモニタリングが紹介され，熊野灘
の地震（2011/1/8）の観測事例などを通じて，地震・
津波の早期検知が可能となることが報告された．海底
における高密度地震観測のために新規開発された小型
のケーブル式海底地震観測システムが紹介され，粟島
沖に設置したシステムではノイズの少ない結果が得ら
れていることが報告された．

第2部　海域における地殻変動モニタリング観測
　 　宮城県沖の GPS/ 音響測距による海底地殻変動観測

で，地震発生からひずみの蓄積開始までの一連の地殻
変動を検出することに成功したことが報告された．名
古屋大学の GPS/ 音響測距観測システムが紹介され，
熊野灘及び駿河湾の観測でプレートの収束に伴う地
殻変動が検出された事例と海上多点方式による海中音
速の推定に関する試みが報告された．観測の自動化・
効率化を目指した，AUV（自律型無人潜水機）と海
底ケーブル技術を取り入れた新しい海底地殻変動観
測システムの開発の取り組みが紹介された．GPS/ 音
響測距観測において測位精度を低下させる最大の要
因である海中音速の水平方向の違いを，海底局を追加
することにより推定する試みが紹介された．

第 190回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2011 年 4 月 26 日（火）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 島崎，平原，松澤，平田，山岡，谷岡，池田，佐藤，

佐竹，篠原，小原，小川，尾形，西上，遠田，松本， 
後藤，青井，汐見，堀（金田委員代理），桑原，
西澤（加藤委員代理），土井，長谷川，横田，稲葉，
齊藤，今給黎，阿部

議事概要
1　地震予知連絡会第 22期委員紹介
（1）委員交代

　 　東京大学地震研究所・吉田真吾委員及び岩崎貴哉
委員が平田直委員に，東京大学地震研究所・小原一
成臨時委員が臨時委員から委員に，京都大学防災研究
所・橋本学委員が遠田晋次委員に，防災科学技術研
究所・野口伸一委員が汐見勝彦委員に，気象庁・吉川
澄夫委員が横田崇委員に，気象庁・横田崇委員が土
井恵治委員に，国土地理院・政春尋志委員が齊藤隆
委員に交代した．

（2）中日本部会長交代
　 　名古屋大学・山岡耕春委員から東京大学地震研究

所・平田直委員に交代した．
2　�重点検討課題「平成 23年（2011年）東北地方太平
洋沖地震」の検討

（1）本震のすべり分布について
　 　遠地実体波，近地強震記録，陸上の GPS データ，

陸上の GPS データ及び海底地殻変動データを用いた
地震時のすべり分布モデルが報告された．いずれのモ
デルも震源の東側の海溝近くで最大すべり（25-35m
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程度）が推定された．また，宮城沖の海溝付近の最大
隆起量は 6-8m 程度に達している一方，福島県・茨城
県沖では海溝軸近くに大きなすべりはみられなかった．

（2）前兆について
　 　遠地実体波を使用して 3 月 9 日の M7.3 の地震のす

べり分布が報告された．主なすべりは震源よりも深い
領域で起きていたことが示された．3 月 9 日の前震後
に地震活動が本震の破壊開始点に接近していったこと
が報告された．3 月 9 日に発生した地震と本震の間の
地震活動の b 値は 0.4 程度で，それ以前の約 10 年間の
地震活動の b 値（0.6-0.7）に比べ非常に小さい結果が
報告された．GEONET 連続観測により，2000 年前後
から福島県・茨城県で，2003 年頃から宮城県で東向き
の非定常成分が増加していることが報告された．1997-
2000 年及び 2007-2010 年のプレート境界の結合状態が
推定され，2007-2010 年の結果では震源域付近のプレー
ト間の結合が有意に小さくなっていたことが報告され
た．小繰り返し地震から推定されるプレート境界の結
合のはがれが推定され，2008 年以降，本震の震源域の
浅部ですべり速度が増加していたことが示された．

（3）M9になった理由について
　 　地形から推定される太平洋岸の隆起量と地質学的

に観測されるひずみ速度及び潮位データによる沈降
速度を総合的に説明するためには，M9 級の巨大地震
が繰り返し発生する必要があるとするモデルが示さ
れた．1993 年から 2007 年に発生した小繰り返し地震
から推定されるプレート間のカップリング率の分布が
報告された．本震のすべり域は，カップリングが比較
的強い場所であること，海溝沿いでもカップリングが
大きいことが示された．GEONET 連続観測により，
2008 年の茨城県・福島県沖の地震後及び 2010 年の福
島県沖の地震後，太平洋岸で東向きの変動が顕著に見
られることが示された．また，2000 年前後から福島県・
茨城県で，2003 年頃から宮城県で東向きの非定常成
分が増加していることが示された．M9 の地震を引き
起こすメカニズムを説明した 4 つのモデルが紹介され
た．いずれのモデルも強度の大きい領域の存在，広域
のすべり欠損の蓄積が発生の条件として必要であるこ
とが示された．

（4）余震と誘発地震について
　 　本震後に東日本で内陸地震活動が活発化した地域

が報告された．活発化した地域では本震に伴う静的
クーロン応力変化が正となることが示された．本震に
よって誘発された日光・足尾の地震活動について報告
がなされた．地震活動が活発化した原因として，振動
によるトリガー，ローカルな応力変化，火山体直下の
流体の関与が示唆された．関東地方における本震後 3

週間以内の浅部及び深部の地震活動が報告された．活
動が活発化した領域では静的クーロン応力変化は正と
なっていることが示された．茨城県北部・福島県東部
の地震活動について報告があり，4 月 11 日に発生し
た M7.0 の地震前に周辺域の地震活動の静穏化が認め
られることが示された．

（5）余効変動について
　 　GEONETによる余効変動の観測結果が報告された．

岩手県沿岸部では沈降傾向が継続している一方，牡
鹿半島周辺・銚子周辺では隆起傾向が見られることが
示された．宮城県周辺の沿岸部の GPS 観測により，4
月の初め頃から江島・金華山の観測点で隆起が見られ
ることが報告された．陸域及び海域の GPS データか
ら推定されたすべり分布が報告された．地震時のすべ
りの中心よりもプレート境界の深い側で余効すべりが
続いていること，銚子沖の余効すべりは本震の破壊域
よりも南に広がっていることが示された．17 世紀に発
生した地震の調査から，北海道の太平洋沿岸部では，
数百年間隔で起こる連動型巨大地震の余効変動によ
る隆起が，地震前及び地震時の沈降を解消する一因と
なっていることが示された．

第 191回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2011 年 6 月 13 日（月）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 島崎，平原，松澤，山岡，谷岡，八木，池田，佐竹，

篠原，小原，小川，尾形，西上，遠田，松本，後藤， 
青井，汐見，高橋（金田委員代理），桑原，西澤（加藤 
委員代理），内藤（土井委員代理），齋藤，横田，
村上，齊藤，今給黎，阿部

議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2011 年 2 月から 2011 年 5 月までの 4 か月

間に発生した M5 以上の地震は 579 個であった．
　イ　日本列島の歪み変化
　　 　GPS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列

島の歪み図には，2011 年 3 月 11 日に発生した東北
地方太平洋沖地震の影響が見られる．

　ウ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2011 年 3 月 10 日 22 時頃から 11 日 0 時頃に十勝
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沖で小規模な超低周波地震活動が検出された．3 月
28 日から 4 月 3 日には，四国沖で小規模な活動が
検出された．

（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動

が，四国西部で 5 月 20 ～ 23 日にあった．紀伊半
島南部では 2 月 21 ～ 23 日に，四国西部・東部で
は 3 月 12 ～ 15 日に活動があった．自動モニタシ
ステムによる西南日本の短期的スロースリップの
初めての検出事例が報告された．GPS 連続観測
データを用いた短期的スロースリップの検出事例
が報告された．

2　�重点検討課題「東北地方太平洋沖地震に関する検討
（その 2）」

　 　第 190 回に引き続き，東北地方太平洋沖地震につい
ての検討が 3 部に分けて行われた．

第1部　�第 190回地震予知連絡会のまとめとそれ以降
の新知見について

　 　本震発生前の GPS 連続観測データから推定された
東北地方の歪み変化が紹介され，2006 年頃から福島
県内及びその周辺の東西短縮が小さくなっていたこと
が報告された．本震前の地震活動について報告がさ
れ，北海道の一部を除き日本列島における地震活動が
低調であったことが示された．三陸沖～宮城県沖にか
けての海溝型地震の前震及び余震活動に関する特徴
が紹介された．3 月 9 日の前震（M7.3）に比較的大き
めの余震が多かったのは，この領域における海溝近傍
の地震発生場の特徴である可能性が指摘された．前震

（M7.3）後の余効変動観測から，余効すべりが地震時
のすべり領域より南側に進展した可能性が示唆され
た．GEONET データを用いた解析から，本震の約 40
分前から震源域上空の電離圏で最大 5TECU に達する
ゆっくりとした正の異常が観測されたことが報告され
た．津波堆積物調査から，砂質堆積物の到達限界と
津波の浸水限界に 1-2km の差があることが報告され
た．津波波形データ及び陸上 GPS・海底 GPS 音響観
測による地殻変動データを用いた本震のすべり量分布
が紹介され，海溝に近いところで約 40m の大きなす
べりが起きていることが示された．強震記録を用いた
震源過程の解析から，宮城県沖で発生したすべりが，
60-100 秒後に大規模なすべりに発展し，その後福島県・
茨城県沖へと破壊が伝搬したことが報告された．GPS
リアルタイムキネマティック解析による地殻変動デー
タから，震源断層モデルの即時推定できる可能性があ

ることが報告された．固有地震のすべり残しとしてプ
レート間に蓄積された歪みが，より長い周期（スーパー
サイクル）で発生する超巨大地震として解放されると
いうモデルが紹介された．

第2部　海溝沿いの問題
　（1）津波地震について
　　 　津波データを用いた地震時のすべり分布モデル

が報告された．二機関の結果が紹介され，いずれも
海溝側に大きなすべり領域があり，最大 45m のす
べりが推定された．続けて日本周辺及び海外で過
去に発生した津波地震のレビューが行われた．過去
400 年間に日本で発生した 12 例の津波地震のうち 6
例は海溝型地震により発生したことが紹介された．
また，国内外の地震の解析事例から，津波地震の多
くは海溝近傍のすべりにより発生したことが紹介さ
れた．

　（2）海溝沿い浅部プレート境界について
　　 　海底地形調査から，海溝より陸側が約 7m の隆

起を伴って東南東方向へ最大約 50m 移動したこと，
海溝軸付近で発生した海底地すべりに伴う堆積物

（長さ 1.5km，厚さ 50m）が観測されたことが報告
された．観測された地震発生前後の海底地形変化
を基にした津波シミュレーションにより，海底水圧
計で観測された波高記録がほぼ再現できることが紹
介された．

第3部　短期から長期的影響
　（1）今後の余震・誘発地震・余効変動について
　　 　余震の時間的推移の紹介がされ，大森・宇津公

式に則って余震活動が減衰していることが報告され
た．余効すべりの解析結果が紹介され，すべりがプ
レート境界の深部延長でおきていること，岩手県沖・
銚子沖で相対的に大きなすべりが推定されることが
報告された．対数関数近似による今後の余効変動の
推移予測が示された．

　（2）�島弧 - 海溝系における長期的歪み蓄積過程と超巨
大歪解放イベントの可能性

　　 　東北日本における水平短縮歪み及び垂直変位量
に関する紹介がされた．地質構造やアイソスタシー
モデルに基づいて推定される水平短縮速度は，GPS
等の測地観測から得られる値より一桁小さいことが
報告された．また，太平洋岸の潮位データによる最
近約 50 年間の垂直変動は継続して沈降を示す一方，
海成・河成段丘高度から推定される過去約 12 万年
間の長期的変動は隆起を示すことが紹介された．こ
れらの地学的観測と測地学的観測の歪み蓄積の食
い違いを解消するような，深部でのすべりが今後発
生する可能性があることが示唆された．
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第 192回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2011 年 8 月 22 日（月）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 島崎，平原，松澤，平田，山岡，勝俣（谷岡委員

代理），八木，池田，佐竹，篠原，小原，小川，尾形， 
西上，遠田，松本，後藤，青井，汐見，小平（金田 
委員代理），桑原，西澤（加藤委員代理），土井，
齋藤，横田，村上，齊藤，今給黎，阿部

（招聘報告者）
　　　 松岡（高知大学），中村（琉球大学），堀（海洋

研究開発機構），弘瀬（気象研究所）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2011 年 6 月から 7 月までの 2 か月間に発

生した M5 以上の地震は 56 個であった．東北地方
太平洋沖地震の震源域で多数の地震が発生し，7 月
10 日には三陸沖で M7.3 のスラブ内地震が発生して
いる．また，そのほかに M6 以上の地震が 7 つ発生
している．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2011 年 6 月 23 日～ 26 日頃に，十勝沖でごく小

規模な超低周波地震活動があった．
　ウ　日本列島の歪み変化
　　 　GPS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列

島の歪み図に，東北地方太平洋沖地震の震源域に
向かって伸びる歪みが見られる．

（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　日本海溝周辺
　　a　東北地方太平洋沖地震の前震活動
　　　 　M7.3 の前震の震源域から M9.0 の本震の震源

域に向かう震源の移動が，2 月中旬～下旬（伝播
速度：2 ～ 5km/day）及び 3 月 9 日～ 11 日（約
10km/day）に，小繰り返し地震を伴っておきて
いたことが報告された．小繰り返し地震を用いた
準静的なプレート間滑りの推定によると，2 月中
旬からの震源移動の際に M7.3 の震源域南部で滑
りが始まった．続いて，M7.3 の地震発生後，そ
の震源域の中部から北部にかけては，余効滑りに
類似した滑り量の増加を示し時間の経過とともに
滑り速度が減速する一方で，南部では，準静的な

滑りが本震の震央（南南西）方向に伝播するとと
もに滑りは直線的な増加を示した．

　　b　東北地方太平洋沖地震の余効変動
　　　 　東北地方太平洋沖地震後の余効変動を対数及

び指数関数で近似した結果から，地震時の沈降
が地震後の隆起によって短期間で回復する可能
性は低いと考えられる．観測された余効変動から，
プレート境界面の余効滑りが推定され，モーメン
トの放出速度は時間とともに減衰していく様子が
見られた．このモデルは観測値をよく再現する．

　イ　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　2011 年 6 月～ 8 月に，短期的なスロースリッ

プを伴う顕著な微動活動があった．
（3）その他の地殻活動等
　ア　2011年 6月 30日長野県中部の地震
　　 　2011 年 6 月 30 日 に 長 野 県 中 部 を 震 源 と す る

M5.4 の横ずれの地震が地殻内で発生した．この地
震により，最大震度 5 強が観測された．またこの地
震の発生の前日から地震活動が起きていたことが
報告された．震央は牛伏寺断層の地表トレースより
2km 西に位置する．余震活動は北北西―南南東と
西北西―東南東方向に線上に広がり，後者の余震
分布の東端は牛伏寺断層の近くに達する．7 月中旬
にはその東端で活動が活発になった．

　イ　8月1日駿河湾の地震
　　 　8 月 1 日に駿河湾の深さ 23km で M6.2 の逆断層

の地震が，フィリピン海プレート内で発生した．発
生した場所は東海地震想定震源域外である．

　ウ　8月12日の遠州灘の地震
　　 　8 月 12 日に遠州灘で M5.2 の地震が発生した．こ

の地震の発震機構は北西―南東方向に圧力軸を持
つ逆断層型で，プレート境界周辺で発生した地震
である．傾斜角が 40 度以上とやや高角であるため，
プレート境界型ではないと考えられる．過去にも同
地域近傍でプレート境界型ではない同規模の地震
が発生していた．

2　�重点検討課題「プレート境界に関するわれわれのイ
メージは正しいか？（その 1）南海トラフ・南西諸
島海溝」の検討

　 　本課題の目的は，今後の巨大地震発生確率が高い
とされる南海トラフ及びそれに連続する南西諸島海溝
について，プレート境界に関するイメージやそこで発
生する巨大地震の地震像が正しいかどうか，再検討を
行うことにある．これらに関して，4 部に分けて検討
が行われた．
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第1部　�スーパーサイクルを含む南海トラフ・南西諸
島海溝巨大地震の発生様式

　 　津波堆積物の調査から解明されてきた，過去 3500
年間の南海トラフ沿いの巨大地震による津波履歴につ
いて報告がされた．比較的規模の大きい南海地震は
300 年程度の周期でおきており，さらに，より発生サ
イクルの長い規模の大きな津波も存在する可能性が指
摘された．1771 年八重山地震津波についての研究成
果が報告され，波源域として南西諸島海溝で発生した
プレート間地震の可能性が高いことが示された．また，
これまでの研究から分かってきた南西諸島海溝での固
着領域の分布が紹介された．

第2部　�シミュレーション研究から見た南海トラフ・南
西諸島海溝超巨大地震の可能性

　 　階層アスペリティモデルを適用したシミュレーショ
ン計算から，地震発生帯浅部や深部でも地震性の高
速滑りが発生し得ることが示唆された．また，南西諸
島海溝の地震ポテンシャルについて議論がなされ，観
測研究による固着域の更なる検証の必要性が指摘され
た．南海トラフ沿いの地震発生シミュレーションの研
究成果が報告され，東海地域が割れ残ったり，東海と
豊後水道で長期的スロースリップが繰り返し発生する
等の特徴が再現できることが示された．一方，東海地
震が単独で発生するケースを再現するモデルの構築
には至っていないことも報告された．

第3部　�日本海溝緊急調査の成果と南海トラフ地震発
生帯との比較

　 　東北地方太平洋沖地震の発生域における構造探査
から，プレート境界での摩擦が小さいことを反映する
と考えられる正断層システムが海溝域まで発達してい
ることが報告された．南海トラフ先端の掘削結果から，
トラフ軸付近においても地震性滑りが起きていた可能
性が示唆された．

第4部　�東北地方太平洋沖地震を踏まえた南海トラフ
地震系列の再検討

　 　歴史地震・歴史津波を，地震動と広い浸水域を伴
う貞観型と破壊的で高い遡上高を伴う津波地震型に
分けて考えることが提案された．南海トラフの地震で
は，津波地震やその可能性のあるものは検討されてい
るが，貞観型の存在の有無を把握するため浸水域の調
査が重要であることが指摘された．また，海溝軸に近
い分岐断層を津波地震の結果と捉えて再考することが
提案された．

第 193回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2011 年 11 月 18 日（金）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 島崎，松澤，平田，山岡，谷岡，八木，池田，佐竹，

篠原，小原，小川，尾形，西上，遠田，松本，後藤，
青井，汐見，小平（金田委員代理），桑原，加藤，
土井，齋藤，前田（横田委員代理），村上，齊藤，
今給黎，阿部

　　（招聘報告者）
　　　宮内（千葉大学），日野（東北大学）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2011 年 8 月から 10 月までの 3 か月間に発

生した M5 以上の地震は 57 個であった．そのうち
9 個は M6 以上であった．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2011 年 8 月から 10 月までに解析対象領域内で目

立った超低周波地震活動は検出されなかった．単発
的に発生する超低周波地震が福島～茨城県沖で検
出された．十勝沖でも掲載基準に達しない超低周波
地震が検出された．

　ウ　日本列島の歪み変化
　　 　GPS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列

島の歪み図に，東北地方太平洋沖地震の震源域に
向かって伸びる歪みが見られる．

（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　日本海溝周辺
　　a　東北地方太平洋沖地震の前震活動
　　　 　東北地方太平洋沖地震の余効変動は減衰しな

がらも継続している．GPS データを用いた推定
によると，東北地方太平洋沖地震後のプレート境
界面上の滑りは，本震時の滑り領域の周囲で起き
ていることが報告された．海底地殻変動観測によ
ると，銚子沖及び福島沖では東南東向きの変動が
見られる一方，本震震央付近では大きな変動は見
られない．

　イ　相模トラフ周辺
　　a　房総半島沖のスロースリップ
　　　 　千葉県東方沖で 10 月 25 日頃からフィリピン海

プレートと陸のプレート境界で北北西－南南東
方向に圧力軸を持つ逆断層型の地震が多発した．
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同時期に傾斜計でゆっくりとした変動が観測さ
れ，スロースリップの滑り領域は地震活動ととも
に南へ移動したと推定された．GPS 観測でも同
時期に南南東方向への非定常地殻変動が検出さ
れ，滑り領域の中心が南へ移動したと推定された．
1996 年，2002 年，2007 年にも今回と同様に地震
活動が発生している．スロースリップ発生の繰り
返し間隔が示され，前回と今回のスロースリップ
の発生間隔は約 50 か月であったことが報告され
た．GPS データにより推定されたプレート境界
面上の滑り分布モデルが示され，過去 3 回発生し
たスロースリップとほぼ同じ場所で起きているこ
とが報告された．

　ウ　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　2011 年 8 月～ 10 月に，短期的スロースリップ

を伴う顕著な微動活動があった．
2　�重点検討課題「東北地方太平洋沖地震に関する検討
（その 3）」の検討

　 　本課題の目的は，今後の地殻活動の推移予測や将
来の巨大地震発生の予測の枠組みの検討を行うことに
ある．これらに関して，3 部に分けて検討が行われた．

第1部　�東北地方太平洋岸の隆起と沈降の履歴につい
てのレクチャー

　 　三陸海岸の第四紀後期隆起プロセスに関するレク
チャーが行われた．三陸海岸北部での隆起の不足を補
うためには，海岸隆起を伴うイベントが発生する可能
性が示された．三陸沖の変動地形に基づいて，西傾斜
の逆断層型の断層モデルが提示された．

第2部　陸上モニタリング結果
　 　余震活動は次第に低下しつつあるものの，本震発生

前と比べると活発な状況が続いていることが報告され
た．福島県会津から山形県置賜地方では，逆断層型～
横ずれ断層型の地震が継続して発生していることが報
告された．11 月 15 日から 30 日間における余震域で
の M7 以上の地震の発生確率は約 15％であることが
報告された．岩手県北部を除き，太平洋沿岸では減衰
しながらも隆起が継続していることが報告された．余
効変動データの対数関数近似曲線を用いて地震時沈
降の回復時間を推定すると，銚子周辺を除いて，数十
年以内に全沈降量が余効変動によって回復するのは困
難であることが示唆された．プレート境界面の深い場
所で約 3m の滑りが生ずれば，地震時沈降の回復が可
能と試算された．繰り返し地震による余効滑りの推定
結果が示された．宮城県北部から岩手県沿岸では，地
震時滑りの深部延長で大きな滑りが見られる一方，福

島県南部から茨城県沖では，海岸直下のプレート境界
深部よりもやや沖合側で大きな余効滑りが見られるこ
とが報告された．余震活動の時空間分布の解析から，
海溝沿いの活動が最近 3 か月間静穏化しているように
見えることが報告された．また，9 月 17 日岩手県沖
地震（M6.6）の余震活動の特徴として大きめの地震
が多いが，この領域ではもともと b 値が低く p 値が高
い傾向があり，余震の減衰が早いことが示唆された．

第3部　海底観測結果
　 　GPS/A 観測による地震時の海底水平変動の結果か

ら，変位は宮城県沖に集中しており，海溝軸に近づく
ほど変位が増大していることがわかった．海陸全測地
データから推定された地震時滑り分布によると，震源
より海溝側に大きな滑りが集中し，南北にも限られた
広がりであることが報告された．また，地震後の地殻
変動観測から，余効変動パターンが複雑であることが
示唆された．岩手県沖から茨城県沖にかけて設置した
海底地震計観測による余震分布が紹介され，震源付
近のプレート境界では余震がほとんど発生していない
等の結果が示された．地震発生前後の海底地形デー
タによると，数十 m 規模の変動は分岐断層等に沿っ
ては起こっていないことが示唆された．また，海溝軸
では大規模地滑りを伴いながら滑りが進行し，一部分
岐断層として海底に抜けていることがわかった．

第 194回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2012 年 2 月 17 日（金）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 島崎，平原，松澤，酒井（平田委員代理），山岡，

谷岡，八木，池田，篠原，小原，小川，尾形，西上，
遠田，松本，後藤，青井，汐見，堀（金田委員代理），
桑原，加藤，土井，齋藤，横田，齊藤，今給黎，
阿部

　　（招聘報告者）
　　　 内田（東北大学），浅野（防災科学技術研究所），

勝俣・西村・東（北海道大学）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2011 年 11 月から 2012 年 1 月までの 3 か

月間に発生した M5 以上の地震は 34 個であった．
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うち，M7 以上は 2 個であった．
　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　十勝沖で 11 月下旬から 12 月上旬に浅部超低周

波地震活動があった．活発な活動としては 2010 年
7 月以来約 1 年半ぶりである．日向灘で 1 月中旬に
小規模な浅部超低周波地震活動があった．

　ウ　日本列島の歪み変化
　　 　GPS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列

島の歪み図に，東北地方太平洋沖地震の震源域に
向かって伸びる歪みが見られる．東日本の最近 3 か
月間の歪み変化では，一部に地震時とは異なる歪み
の分布が見られる．房総半島では 2011 年 10 月 26
日から 11 月 8 日までにかけて発生したスロースリッ
プの影響が見られる．

（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　日本海溝・千島海溝周辺
　　a　海底地殻変動観測
　　　 　重心推定法を用いて再解析された，東北地方

太平洋沖地震発生前の日本海溝から南海トラフ
にかけての海底地殻変動速度が報告された．

　　b　東北地方太平洋沖地震の余効変動
　　　 　青森から北海道南西部にかけて隆起が観測さ

れている．地震後の余効変動は減衰しながらも継
続しており，その時間変化は対数関数でよく近似
できる．GPS データを用いた東北地方太平洋沖
地震後のプレート境界面上の滑りの推定から，1
月 12 日までに，Mw8.5 の地震に相当するエネル
ギーが放出されたことが示された．海底地殻変動
観測によると，宮城県沖の海底で 23cm の西北西
向きの変動が検出された．

　イ　相模トラフ周辺・首都圏直下
　　a　1月28日山梨県東部・富士五湖の地震
　　　 　2012 年 1 月 28 日に山梨県東部・富士五湖の深

さ 18km で M5.4 の地震が発生した．震源分布は
南東方向に傾斜する曽根丘陵断層帯の深部延長
上に並んでいるように見え，この地域で推定され
ている速度境界面とも整合的である．

　ウ　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　南海トラフ沿いの地殻変動
　　　 　紀伊半島の先端部及び室戸岬の先端部が長期

間沈降していることが水準測量の結果で示され
た．

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　短期的なスロースリップを伴う顕著な微動活動
が，紀伊半島北部で 12 月 16 ～ 22 日に，四国中
部～西部で 12 月 22 ～ 28 日及び 12 月 31 日から

1 月 10 日までに発生した．四国西部で発生した
スロースリップの規模は Mw6.2 であり，時間と
ともに発生場所が移動していることが示された． 　

2　�重点検討課題「プレート境界に関するわれわれのイ
メージは正しいか？（その 2）千島海溝」の検討

　 　本課題の目的は，千島海溝沿いのプレート境界で発
生する巨大地震発生を予測するための枠組みの検討を
行うことにある．これらに関して，2 部に分けて検討
が行われた．

第1部　�千島海溝沿いのプレート境界のモニタリング
状況

　 　GPS で観測された北海道周辺の地殻変動データを
用いた計算から，十勝～釧路沖の海溝寄りと根室半島
～色丹島沖の陸寄りに強い固着が推定されることが報
告された．北海道東方沖及び宮城県沖の海溝近傍で
は，地震活動が低調でかつ相似地震が発生していない
領域が存在することが示された．相似地震の解析から，
その領域の周辺は比較的強い固着が広域に推定され，
一部はプレート境界地震の発生域下限まで強く固着し
ていることなどがわかった．十勝沖で発生する超低周
波地震は，2003 年十勝沖地震の余効滑り域内で発生
し，通常の地震の発生域と棲み分けていることが示さ
れた．また，時間とともに発生場所が移動していく特
徴などが報告された．2010 年までの 45 年間の地震活
動の解析から，宮城県沖，福島県沖，房総半島沖で静
穏化の傾向が見られ，特に宮城県沖，福島県沖では，
東北地方太平洋沖地震時の滑り域の周辺で静穏化し
ていたことが示された．1968 年十勝沖地震及び 1973
年根室半島沖地震の発生域周辺で，それぞれ 2004 年，
2006 年以降に静穏化の傾向が見られることが報告さ
れた．

第2部　千島海溝沿いの巨大地震
　 　津波堆積物調査研究の現状と課題について報告が

なされた．津波堆積物の粒径や構成物の特徴を利用し
て堆積物を対比することにより古津波の規模の推定を
目指す研究などが紹介された．これまでの北海道太平
洋沖における地震波構造探査についてのレビューが行
われ，稠密な海底地震観測により，高精度な震源分布
や詳細なプレート形状の推定が可能になったことなど
が報告された．十勝～根室沖における地震発生サイク
ルの数値計算結果が紹介された．応力状態次第で余
効滑り域でも別のサイクル時に地震性滑りが発生する
場合があり，余効滑り域と地震性滑り域は長期的には
共存する可能性があることが示された．
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第 195回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2012 年 5 月 30 日（金）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 島崎，平原，松澤，平田，山岡，谷岡，八木，池田，

佐藤，佐竹，篠原，酒井（小原委員代理），小川，
尾形，西上，遠田，後藤，青井，汐見，堀，桑原，
加藤，土井，齋藤，横田，村上，齊藤，今給黎，
阿部

　　（招聘報告者）
　　　 木村（防災科学技術研究所），小沢・西村（国土

地理院），中島（東北大学），石辺（東京大学地
震研究所），藤原・宍倉（産業技術総合研究所）

議事概要
1　委員の交代について
　 　海洋研究開発機構　金田義行委員が堀高峰委員に

交代した．
2　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2012 年 2 月から 4 月までの 3 か月間に発

生した M5 以上の地震は 58 個であった．M6 以上
の地震は 8 個，M7 以上はなかった．

　イ　日本列島の歪み変化
　　 　GNSS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列

島の歪み図では，東北地方太平洋沖地震の余効変
動の影響が顕著に見られる．

　ウ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2 月 13 日に福島県沖で超低周波地震があった．3

月 14 日に発生した M6.9 の地震の後，3 月 20 日頃
にかけて十勝沖でやや活発な超低周波地震活動が
あった．4 月 12 日から 19 日頃に，日向灘で小規模
な超低周波地震活動があった．

　エ　日本の中・長期の地震確率予測
　　 　東北地方太平洋沖地震の発生前及び発生後にお

ける深さ 100 km 以浅の地震の中・長期発生確率が
報告された．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　過去 3 か月間の水平変動では，東北地方太平洋沖

地震後の東向きの余効変動が見られる．
　 　上下変動では，太平洋沿岸の一部観測点で隆起傾

向が見られるが，隆起速度は小さくなってきている．
　 　水平歪みの図では，東北地方太平洋沖地震後の余

効変動の影響が見られる．

　 　地殻変動の時系列データの図では，対数関数により
観測データがよく説明されていることが示された．

　 　余効変動から推定した太平洋プレート上面の滑りで
は，滑り域の顕著な移動は見られず，地震モーメント
の解放が時間と共に小さくなっていることが示された．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　やや活発な微動活動が，3 月 23 日から 28 日に

東海で，4 月 14 日から 16 日に紀伊半島北部で，
2 月 6 日から 11 日に紀伊半島中部で，2 月 1 日か
ら 8 日に四国東部で，3 月 10 日から 14 日に四国
中部でみられた．

3　�重点検討課題「プレート境界に関するわれわれのイ
メージは正しいか？（その 3）　相模トラフ周辺・首
都圏直下」の検討

　 　関東地方の今後の短中期的な大地震発生の可能性，
首都直下大地震や相模トラフ沿いの巨大地震の規模と
繰り返しについて議論が行われた．これらに関して，
2 部に分けて検討が行われた．

第1部　�東北地方太平洋沖地震後の関東の地震活動と
地殻変動

　 　太平洋プレート，フィリピン海プレート，陸のプレー
トが互いに接する境界付近で地震活動が活発化した
領域が見られる一方，太平洋プレート内の二重地震面
の下面では活発化が見られないことが報告された．福
島県浜通りから茨城県北部・銚子付近などでは地殻内
での地震活動が活発化していることが示された．

　 　相似地震の発震機構解は，東北地方太平洋沖地震
前と同様にプレート境界の滑りと調和的な低角逆断層
であることが報告された．相似地震発生の繰り返し間
隔は，東北地方太平洋沖地震以前より短くなったこと
が示された．

　 　海底地震計の観測から，茨城県沖では陸側プレート
内にも活発な余震活動が見られること，余震分布の南
限は太平洋プレートとフィリピン海プレートが接する
領域と一致していることなどが報告された．

　 　GEONET データの解析から，関東地方の余効変動
は広い領域にわたって隆起を伴った東方向への変位を
示し，太平洋プレート上面の滑りでほぼ説明可能であ
ることが報告された．ただし太平洋プレート単独のモ
デルより，フィリピン海プレートを組み込んだモデル
の方が統計的により良いことが示された．

　 　東北地方太平洋沖地震による静的応力変化と一般的
な摩擦構成則パラメータ値から，関東地方の地震発生
数の時間推移を再現できることが示された．首都直下
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における M7 以上の地震発生確率の算定は，地震サイ
ズ分布を制御する b 値の見積もりが大きく影響し，推
定される確率値には大きな幅があることがわかった．

第2部　地震テクトニクス，古地震学的研究レビュー
　 　1921 年茨城県南部の地震（M7.1），1987 年千葉県

東方沖地震（M6.7）は，フィリピン海プレート東端
部にある蛇紋岩化域の西縁で発生したことが示され
た．1923 年関東地震前後の M7 クラスの地震の続発は，
フィリピン海プレートと蛇紋岩化域西縁での相互作用
により定性的に説明できることが紹介された．

　 　トモグラフィ解析による速度構造と反射法地震探査
などからフィリピン海プレート上面の等深度分布が得
られ，東京湾周辺では，従来考えられていた上面より
約 10km 程度浅いことなどがわかった．

　 　GEONET を用いた地震間地殻変動解析によると，
三浦半島沖から房総半島東方沖まで強いプレート間固
着が推定される一方，東京湾北部の固着は弱いことが
報告された．房総スロースリップ領域の南半分は固着
しており，歪みを蓄積中であることが示された．

　 　震源メカニズム解を利用した震源深さの推定から，
1921 年茨城県南部の地震や 1922 年浦賀水道付近の地
震などはプレート境界面ではなくフィリピン海プレー
ト内部で発生したことが示された．1894 年明治東京
地震の波形記録から読み取った S-P 時間をもとに震源
位置の推定が試みられた．

　 　房総半島から三浦半島にかけて見つかっている津波
堆積物について報告がなされた．歴史記録と照合する
と地震の再来間隔が 220 ～ 415 年と見積もられること
が示された．

　 　房総半島の海岸段丘の調査などから，相模湾を震
源域とする大正型の地震は平均 400 年，大正型震源
域に加えて房総半島東方沖までを震源域とする元禄
型は平均 2300 年の再来間隔で発生してきたことが報
告された．また元禄型地震の破壊域の東側では，地形・
地質データから推定される地震時滑り量と測地データ
から推定される滑り欠損量の収支に食い違いがあるこ
とが示され，外房沖の断層のみで発生する地震のタイ
プが提案された．

第 196回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2012 年 8 月 29 日（水）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）

　　　 島崎，平原，平田，山岡，谷岡，八木，池田，佐藤， 
佐竹，篠原，小原，小川，尾形，西上，遠田，後藤， 
青井，汐見，堀，桑原，松本（加藤委員代理），土井， 
齋藤，前田（横田委員代理），村上，齊藤，今給黎

　　（招聘報告者）
　　　 竹村・堤（京都大学），今泉（東北大学），杉山（産

業技術総合研究所）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2012 年 5 月から 7 月までの 3 か月間に発

生した M5 以上の地震は 58 個であった．M6 以上
の地震は 8 個，M7 以上はなかった．最大のマグ
ニチュードは 5 月 20 日の三陸沖で発生した地震の
M6.5 であった．

　イ　日本列島の歪み変化
　　 　GNSS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列

島の歪み図では，東北地方太平洋沖地震の余効変
動の影響が顕著に見られる．

　ウ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2012 年 5 月～ 7 月にかけては，目立った超低周

波地震活動は無かった．6 月 12 日に福島県沖～茨
城県沖で，7 月 4 日に日向灘で超低周波地震が検出
された．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　2012 年 6 月 18 日宮城県沖の地震の震源付近におけ

る M6 クラスの繰り返し地震に関する報告がなされた．
　 　過去 3 か月間の水平変動には，東北地方太平洋沖

地震後の東向きの余効変動が見られる．
　 　上下変動については，太平洋沿岸の一部観測点で

隆起傾向が見られるが，隆起速度は小さくなってきて
いる．

　 　海底地殻変動観測結果には，宮城沖 1 観測点で地
震後に約 30cm の西向きの変動が見られる．

　 　水平歪みの図には，東北地方太平洋沖地震後の余
効変動の影響が見られる．

　 　地殻変動の時系列データの図では，対数関数により
観測データがよく説明されていることが示された．

　 　余効変動から推定した太平洋プレート上面の滑りに
は，顕著な滑り域の移動は見られず，モーメントの解
放速度が時間と共に小さくなっていることが示された．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　短期的スロースリップイベントを伴う微動活動
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が，5 月 14 日から 23 日にかけて紀伊半島北部で，
5 月 25 日から 6 月 10 日にかけて四国西部～中部
で，6 月 8 日から 14 日にかけて紀伊半島南部で
みられた．

2　重点検討課題「内陸で発生する地震」の検討
　 　西日本の活断層で発生する地震及び東北地方太平洋

沖地震の誘発地震について議論が行われた．これらに
関して，5 つの話題について報告され，検討が行われた．

　 　近畿・中国地方東部では，歴史的に被害地震のほと
んどが南海トラフ沿いの M8 クラスの巨大地震前後に
発生していることが報告された．前回の東南海・南海
地震により起震応力が低下して発生が抑制されたとみ
られる断層での地震が増加する兆候が見られ，地震の
活動期に入っている可能性が示唆された．

　 　盆地・山地の配列，活断層の分布，重力異常などの
観点から近畿地方における地震テクトニクスに関する
考察が紹介された．地球物理学的情報から得られた基
盤構造などを基に得られた大阪堆積盆地形成のシミュ
レーション結果などが示された．

　 　地表の活断層分布，地質・地下構造，重力異常分
布等のデータを総合的に用いた断層帯の位置，形状，
活動規模等の評価について報告がなされた．本評価手
法の適用による主要活断層帯の延長及び新たな活断
層の認定によって九州地方の活断層の長期評価が変
わる可能性などが報告された．

　 　過去及び新たに行われた活断層調査から，従来，鮎
川付近が北端と考えられていた柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯
主部が，福井港沖にある越前堆列の北東－南西方向
の活断層・背斜付近まで延びていることなどが報告さ
れた．さらに，柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯の分岐断層であ
る浦底－柳ヶ瀬山断層帯が，従来の結果よりさらに約
10km 北西に延びていることなどが報告された．

　 　2011 年 4 月に発生した福島県浜通りの地震では，
断層変位地形が明瞭とはいえない独立した 2 条の断層
が同時に破壊したことが報告された．トレンチ掘削調
査により，一万数千年前にも井戸沢断層において正断
層型の地震が発生していたことがわかった．

第 197回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2012 年 11 月 21 日（水）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，西上，谷岡，池田，佐竹，

篠原，小原，小川，尾形，福島（澁谷委員代理），
松本，後藤，青井，汐見，堀，桑原，加藤，土井，
齋藤，木村（横田委員代理），村上，齊藤，今給黎，
阿部

　　（招聘報告者）
　　　 宍倉（産業技術総合研究所），藤野（筑波大学），

室谷（東京大学地震研究所），藤井（建築研究所），
西村（国土地理院）

議事概要
1　第 22期の地震予知連絡会の体制などについて
　 　全会一致で京都大学・平原和朗委員が会長に選出

された．平原会長により，新たに，山岡委員が副会長
に，西上委員が西日本部会長に指名された．島崎前会
長が名誉委員に推挙され承認された．

　 　また，地震予知連絡会の「将来検討 WG（仮称）」
の設置が全委員によって認められた．
2　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2012 年 8 月から 10 月までの 3 か月間に発

生した M5 以上の地震は 35 個であった．そのうち，
M6 以上の地震は 2 個であり，8 月 25 日に北海道十
勝地方の陸のプレート内で M6.1 の地震が，10 月 2
日に三陸沖で M6.3 の地震が発生した．

　イ　日本列島の歪み変化
　　 　GNSS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列

島の歪み図では，東北地方太平洋沖地震の余効変
動の影響が顕著に見られる．

　ウ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2012 年 10 月 16 日から 21 日頃に日向灘で超低周

波地震活動があった．十勝沖でも，8 月上旬及び 10
月下旬に超低周波地震が検出された．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　過去 3 か月間の水平変動には，東北地方太平洋沖

地震後の東向きの余効変動が見られる．上下変動につ
いては，太平洋沿岸の一部観測点で隆起が見られるが，
隆起速度は小さくなってきている．

　 　GNSS 観測点の水平変動は対数関数近似でよく説明
できることが示されたが，上下変動に関しては，対数
関数ではよく近似できない観測点が幾つか存在するこ
とが報告された．

　 　過去 3 か月間の水平歪みの図には，東北地方太平
洋沖地震後の余効変動の影響が見られる．

　余効変動から推定した太平洋プレート上面の滑りに
は，顕著な滑り域の移動は見られず，モーメントの解放
速度が時間と共に小さくなっていることが示された．
（3）プレート境界の固着状態とその変化
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　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　紀伊半島の地殻変動
　　　 　1931 年を基準とした紀伊半島東側各水準点の

高さの経年変化が報告され，1944 年東南海地震
及び 1946 年南海地震をはさんで紀伊半島先端域
が隆起し，その後 1980 年代以降から半島先端の
沈降が続いていることが示された．

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動が
四国東部（8 月 2 日から 9 日），東海地方（8 月
16 日から 25 日，10 月 31 日から 11 月 6 日），紀
伊半島北部（8 月 11 日から 14 日，9 月 29 日から
10 月 4 日），紀伊半島南部（10 月 16 日から 30 日）
に発生した．

3　重点検討課題「世界の巨大地震・津波」の検討
　 　世界各地の沈み込み帯における巨大地震と津波に

関する研究成果をレビューするとともに，M9 クラス
の巨大地震の断層パラメータや繰り返し間隔に関する
共通性を見出すことを目的として，2 部に分けて検討
が行われた．

　 　冒頭，世界で発生したプレート間巨大地震の多様性
などを示した資料をもとに，本検討課題の趣旨説明が
なされた．

第1部　�世界の沈み込み帯における巨大地震・津波の
履歴

　 　1960 年チリ地震についての研究成果が紹介された．
津波堆積物の調査から，1960 年チリ地震型の巨大地
震は平均 300 年間隔で発生し，前回は 1575 年に発生
した可能性が高いことが報告された．潮位変化の調査
から，地震時の沈降域より陸側で，地震後，最大約
2m の隆起が起きた可能性が指摘された．

　 　カスケード沈み込み帯における巨大地震の研究史が
紹介された．古地震データから地震規模ごとの発生履
歴などが明らかになりつつあることが報告された．

　 　アラスカ・アリューシャン・カムチャッカの巨大地
震に関する津波研究について報告がなされた．津波波
形データの解析などにより推定された断層運動や海底
地滑りの発生モデルなどが紹介された．また，津波堆
積物調査の結果，約 100 年から 300 年の間隔で 5m 以
上の津波に襲われていることがわかった．

　 　タイの PhraThong 島における津波堆積物の調査結
果から，約 2500 年前以降 4 回の津波が発生した痕跡
が見つかり，少なくとも M8.5 以上の地震の発生が示
唆されることがわかった．離水サンゴの記録から，イ
ンドネシアの Simeulue 島で 1394 年から 1450 年の間に
隆起が 3 度起きたことがわかった．これら調査結果に

は，1000 年頃及び 1400 年代に巨大地震が発生したこ
とを示唆する記録が共通に認められることがわかった．

　 　2004 年スマトラ地震に先行した地震発生率の変化
について報告がなされ，地震活動の活発化が 2000 年
7 月の半ばから始まったことが示された．また，時空
間 ETAS モデルを適用した結果，常時地震活動がス
マトラ・アンダマン諸島地域全体を通して活性化して
いたことがわかった．

　 　地中海地域における巨大地震・津波に関する研究成
果が紹介された．海域における歪みエネルギー蓄積・
解放過程が十分に解明されていないことが指摘され
た．今後，海底地殻変動，高解像度探査，ボーリング
等の調査で日本が貢献できることが期待される．

第2部　共通性
　 　地震の最大規模についての考察が紹介された．プ

レート境界の連続性を考えると，理論上の最大マグニ
チュードは M11 に達しないことが示された．M10 ク
ラスの地震が過去に発生した証拠はなく，将来も必ず
発生するとは言えない．それでも，仮に M10 の地震
が発生した場合に何が起こるのかを事前に理解してお
くことの重要性が指摘された．M9 の発生頻度につい
て，断層サイズ等の仮定をすることで先験確率を推定
する試みが紹介された．

　 　地震の規模と滑り量分布やアスペリティの大きさ等
との関係式（スケーリング則）の巨大地震への適応可
能性について報告がなされた．20 世紀以降世界で発生
した M9 クラスの巨大地震について調べたところ，M9
クラスより小さい地震で求められたスケーリング則が
M9 クラスの巨大地震にも成り立つことが示された．

　 　測地観測から推定された環太平洋とスマトラ周辺の
プレート間の固着域が紹介され，沈み込み帯ごとに，
平均的な固着度の強弱があることが示された．一方，
アリューシャン列島などのように，同じ沈み込み帯で
も，沈み込み帯の走向方向に，固着度に大きな変化が
ある場合も多いことが示された．

　 　津波波形データを用いた津波地震の津波波源域を
推定した研究成果が紹介された．津波地震は断層幅が
狭く海溝軸寄りに大きな滑りが推定されるという特徴
が示された．

第 198回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2013 年 2 月 18 日（月）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
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出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，西上，谷岡，八木，池田， 

佐藤，佐竹，篠原，小原，小川，尾形，澁谷，松本， 
後藤，青井，汐見，有吉（堀委員代理），桑原，
松本（加藤委員代理），土井，齋藤，村上，齊藤，
今給黎，阿部

　　（招聘報告者）
　　　 日野（東北大学），中村（海洋研究開発機構），

前田（気象研究所）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2012 年 11 月から 2013 年 1 月までの 3 か

月間に発生した M5 以上の地震は 49 回であった．
そのうち M6 以上の地震は 2 回（内，M7 以上は 1 回）
であった．この期間では，主に太平洋沿岸を中心に
地震が発生した．

　イ　日本列島の歪み変化
　　 　GNSS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列

島の歪み図では，東北地方太平洋沖地震の余効変
動の影響が見られる．

　ウ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2012 年 11 月から 2013 年 1 月の期間では，十勝

沖で 11 月 19 日から 20 日頃に小規模な超低周波地
震活動があった．

　エ　�2012�年 12�月 7日三陸沖の地震
　　 　2012 年 12 月 7 日に三陸沖で M7.3 の地震が発生

した．発震機構は西北西―東南東方向に張力軸を
持つ正断層型であった．また，この地震の約 8 秒前
にも M7 クラスと推定される地震が発生した．これ
らの地震は日本海溝付近の太平洋プレート内部で発
生した．共に 2011 年東北地方太平洋沖地震の余震
域で発生した地震であった．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　過去 3 か月間の水平変動には，東北地方太平洋沖

地震後の東向きの余効変動が見られる．上下変動につ
いては，太平洋沿岸の一部の観測点で隆起傾向が見ら
れるが，その大きさは小さくなってきている．

　 　GNSS 観測点の水平変動は対数関数近似でよく説明
できることが示されたが，上下変動に関しては，対数近
似ではよく説明できない観測点が幾つか存在している．

　 　東北地方太平洋沖地震後の海底地殻変動の観測結
果は，宮城県沖の数観測点で西向きの変動を示す一方，
より海溝に近い東北大学の観測点は有意な東向きの変
動を示す．

　 　過去 3 か月間の水平歪みの図には，東北地方太平

洋沖地震後の余効変動の影響が見られる．
　 　余効変動から推定した太平洋プレート上面の滑りに

は，顕著な滑り域の移動は見られず，モーメントの解
放速度が時間と共に小さくなっていることが示された．

　 　繰り返し地震の観測結果に基づいて，1994 年から
2011 年東北地方太平洋沖地震までの応力の蓄積率の
空間分布と時間変化に関する解析結果が示された．そ
の結果，1994 年三陸はるか沖地震，2003 年十勝沖地
震，2005 年宮城県沖の地震，2008 年茨城県沖の地震，
福島県沖の地震及びそれらの余効滑り等の影響が明
瞭に見られた．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動が

四国（11 月 17 日から 12 月 16 日），東海地方（10
月31 日から11 月6日，11 月19 日から11 月26 日），
紀伊半島中部（12 月 16 日から 22 日）に発生した．

　　　 　また GNSS 観測から，関東－東海－四国－九
州－種子島までの領域において短期的なスロース
リップが検出された．東海－四国－九州の領域で
は主として低周波地震の発生領域で，短期的なス
ロースリップが発生している様子が示された．

2　�重点検討課題「東北地方太平洋沖地震に関する検討
（まとめ）」の検討

　 　過去 3 回にわたって検討されてきた東北地方太平洋
沖地震の議論や検討結果を踏まえ，このような地震が
なぜ・どのように発生したのか，また今後，このよう
な巨大地震の発生に備えるために何をどのようにモニ
タリングすべきかについて，本震発生から 2 年を経過
した時点でのまとめを行うことを目的として，3 部に
分けて検討が行われた．

第1部　何が起こったのか？今後何をなすべきか？
　 　海溝付近で本震時の大きな滑りが推定されたもの

の，その波動エネルギーの放射効率は低く，強震動は
20km より深いところで生成されたことが報告された．
Hybrid Back Projection 法や波形インバージョン法によ
り，断層滑り速度とその時間発展は，深さの違いによっ
て異なることが解析によって示された．海溝付近で滑
らかに断層すべりが加速しており，近年発生した津波
地震と比較すると加速度は大きいことが報告された．

　 　本震発生の 1 か月ほど前にスロースリップ及び地震
活動の活発化があったことが紹介された．3 月 9 日の
前震は Mw7.2 であったこと，その余効滑りは Mw6.8 
で地震時滑りの浅部延長及び南側で発生したことが紹
介された．陸域及び海底地殻変動データの解析から，
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本震時の滑り量は海溝沿いで大きいことが紹介され
た．

　 　津波高は，地震時の滑り量が最大の領域より約
100km 北で最大となることが紹介された．今回の地震
や 869 年貞観地震で仙台平野の奥まで津波が遡上し
たことを説明するためには，深部での滑りが必要であ
ることが示された．

　 　地震に伴う海溝軸付近の海底地形の変化は，本震の
震源の北側約 50km でも確認できるが，南側約 70km 
では不明瞭であることが紹介された．海溝軸付近の構
造探査の結果から，海溝底に突き抜けた断層が認めら
れることが紹介された．震源付近で確認された強い地
震波の反射面が，従来の研究で考えられていたプレー
ト境界面より深い位置にあることが報告された．

第2部　地震の前に異常はなかったか？
　 　地震活動，地殻変動，電離層関係の前兆的変化に

関する研究のレビューがなされた．地震活動では，静
穏化，地球潮汐との相関，b 値の低下，及び前震活動
が見られたことが報告された．これらの発生時期は
研究により異なるが，静穏化は本震の 4 ～ 23 年前か
ら，地球潮汐との相関は約 10 年前から，b 値の低下
は遅くとも 6 年前から，前震は 1 か月前及び 2 日前に
認められた．地殻変動では，本震の約 10 年前からプ
レート境界面上の固着の弱まりが見られ，2008 年及
び 2010 年の福島県沖の地震では余効滑りのモーメン
ト解放が本震より大きい規模で進行していたことが報
告された．また，震源近傍で約 2 年前と 1 か月前に短
期的スロースリップが見られた．本震の数日前から数
十分前に電離圏全電子数（TEC）異常や外向き長期
放射異常の電離層関係の変化が見られた．

第3部　何故起こったのか？
　 　M9 級の巨大地震の発生モデルに関するレビューが

なされた．これまで提示されているモデルは，周期
的に発生し準備過程が認められるものや確率的に発
生し準備過程が不明瞭なものなど多岐にわたること
が紹介された．階層アスペリティモデルや強パッチ
アスペリティモデルでは，地震後のアスペリティの周
囲の固着の仕方等に違いが見られることが示された．
ThermalPressurization（TP）モデルでは，地震時の摩
擦熱による間隙水圧の変化により，強パッチを必要と
せず浅部の大きな滑りや長い地震発生サイクルを再現
可能であることが示された．動的破壊と TP の組み合
わせモデルでは，地震の発生様式は多様となり，大地
震直前まで固着する場合もあれば，近くで発生した地
震をきっかけに破壊が開始し大きな地震性滑りになる
こともあることが示された．Critical Taper モデルによ
ると，中間的な傾斜角のプレート境界面の領域では，

堆積物の脱水が活発に進行することにより，摩擦が低
下し伸長場が形成される．大きな地震時滑りはこのよ
うな摩擦が低下した領域で発生すると考えられる．

第 199回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2013 年 5 月 30 日（木）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，古本（山岡委員代理），平田，澁谷，

谷岡，遠田，エネスク（八木委員代理），池田，佐藤，
佐竹，篠原，小原，上嶋，岩森，尾形，片尾，松本，
後藤，青井，汐見，堀，宍倉，岩渕，土井，青木，
横田，村上，齊藤，今給黎

　　（招聘報告者）
　　　 小平（海洋研究開発機構），西村（京都大学防災

研究所），岡村（産業技術総合研究所），平川（北
海道大学），松浦（地震予知総合研究振興会）

議事概要
1　第 23期の地震予知連絡会の体制について
　 　全会一致で平原和朗委員が会長に選出された．
　 　平原和朗会長により，山岡耕春委員，松澤暢委員が

副会長に，松澤暢委員が東日本部会長に，平田直委
員が中日本部会長に，澁谷拓郎委員が西日本部会長に
指名された．

　 　東北大学・遠田晋次教授，東京大学・上嶋誠准教授，
東京工業大学・岩森光教授，京都大学・片尾浩准教授，
産業技術総合研究所・宍倉正展海溝型地震履歴研究
チーム長，海上保安庁・岩渕洋海洋調査課長，気象庁・
青木元地震情報企画官が新たに委員に就任した．
2　将来検討ワーキンググループについて
　 　地震予知連絡会の役割の再確認と今後の活動の方

向性を示すことを目的に第 197 回地震予知連絡会で設
置された将来検討ワーキンググループにおいて検討さ
れた内容の経過報告が行われた．
3　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2013 年 2 月から 4 月までの 3 か月間に発

生した M5.0 以上の地震は 58 回であった．2013 年
2 月 2 日に北海道十勝地方の深さ約 100km で M6.5，
2 月 25 日に栃木県で M6.3，4 月 17 日に三宅島の近
海で M6.2，4 月 13 日に淡路島で M6.3，4 月 17 日
から 18 日に与那国島近海で M5.6，M6.1 の地震が
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発生した．
　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2013 年 2 月中旬から 3 月上旬に十勝沖でやや活

発な超低周波地震活動があった．
　ウ　日本列島の歪み変化
　　 　GNSS 連続観測データによる最近 1 年間の日本列

島の歪み図では，東北地方太平洋沖地震の余効変
動の影響が見られる．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　過去 3 か月間の東北地方の歪み変化及び水平変動に

は，依然として東北地方太平洋沖地震の影響が見られる．
　 　上下変動には，宮城県付近の一部の観測点で隆起傾

向が見られるが，その大きさは小さくなってきている．
　 　GNSS 観測点の水平変動の時間推移は対数関数近似

でよく説明できることが示されたが，上下変動に関して
は，対数関数からややずれる観測点が幾つか存在する．

　 　余効変動から推定した太平洋プレート上面の滑り分布
には，顕著な滑り域の移動は見られず，モーメントの解
放速度が時間と共に小さくなっていることが示された．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　顕著な微動活動が，紀伊半島南部で 3 月 7 日

から 14 日にかけて，四国中部で 3 月 7 日から 24
日にかけて，紀伊半島北部で 4 月 5 日から 12 日
にかけて発生した．

（4）その他の地殻活動等
　ア　三宅島近海の地震
　　 　2013 年 4 月 17 日 10 時過ぎから三宅島近海で地

震活動が活発となり，同日 17 時 57 分に三宅島の近
海の深さ 9km で M6.2 の地震が発生した．DD 法に
よる詳細な解析では，南北方向に延びる震源分布の
ほか，東西方向に延びるものもみられる．

　　 　GNSS 観測結果には，三宅島とその周辺において
最大約 2cm の変動が見られる．この地殻変動デー
タは南北走向又は東西走向の震源断層モデルのど
ちらでも説明できることが示された．

　イ　淡路島付近の地震
　　 　2013 年 4 月 13 日に淡路島の深さ 15km で M6.3

の地震が発生した．本震の発震機構解及び余震分
布から，南北走向で西傾斜の逆断層と考えられる．

　　 　GNSS 観測結果には，最大で約 1cm の変動が見
られる．

　ウ　与那国島近海の地震活動
　　 　2013 年 4 月 15 日頃から与那国島近海で地震活動

が始まり，17 日 13 時頃から活動が活発化し，M5

程度の地震がまとまって発生した．このうち最大規
模の地震は，4 月 18 日 23 時 08 分に石垣島北西沖
で発生した M6.1 の地震であった．

　　 　GNSS 観測結果には，与那国島で南南西に約 5cm
の変動が見られる．この地殻変動データを説明する
震源断層モデルが示された．

4　�重点検討課題「日本海で発生する地震と津波」の検討
　 　日本海東縁部で発生する大地震について，最新の

陸・海構造探査，地殻変動観測，海底地形・地質調査，
最新の津波堆積物調査，歴史地震記録等を基に，3 部
に分けて検討が行われた．

第1部　構造探査・地殻変動観測から震源像にせまる
　 　ひずみ集中帯での海陸統合地殻構造探査の結果が報

告された．厚い背弧海盆堆積中には，デタッチメント
が形成されて断層関連褶曲が形成されていることや伏
在する活断層が多く存在していること等が示された．

　 　構造探査の結果から，日本海東部の地殻構造は島
弧地殻，厚い海洋地殻，海洋地殻の 3 つのタイプに分
類されることが示された．庄内沖地震・新潟地震・新
潟県中越沖地震等は島弧地殻内で，日本海中部地震
は島弧地殻と海洋地殻の境界付近で発生したことがわ
かった．

　 　GEONET データの解析により，陸域においては
秋田県以南に比べて青森県以北の短縮変形が明瞭で
ないことが示された．日本海東縁では東西方向のプ
レート間相対運動が進行しており，その速度は南ほど
大きいことが紹介された．ひずみ集中帯では最大約
0.2ppm/ 年の速度で西北西－東南東方向の短縮が進行
していること，ひずみ集中域の東側ではひずみ速度が
小さいこと等が示された．マントルの粘弾性を考慮し，
地殻を断ち切る断層の深部定常滑りモデルによって，
越後平野付近の水平短縮や沈降を同時に説明できる
ことが示された．

第2部　地形・地質学的調査から震源像にせまる
　 　地形・地質学的調査から得られた海域の活断層分

布等について報告がなされた．日本海東縁部及び中部
では活断層の存在が明瞭であり，過去の地震の震源断
層との一致が良いことが示された．一方，日本海西部
の活断層は不明瞭であり，断層運動の様式は主に横ず
れであることが示された．

　 　津波堆積物調査及びそれに基づいて推定される津波
波源・震源域が報告された．奥尻島周辺，津軽沖，庄
内沖飛鳥周辺，佐渡島周辺では，いずれも 1000 年程度
の再来間隔で津波が発生していることが示された．津
波は 1900 年頃以降に発生が集中しており，9 － 11 世
紀にも集中して起きた可能性が示唆された．
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第3部　歴史地震学的調査から震源像にせまる
　 　日本海沿岸での過去の津波災害が紹介された．日

本海側においても数 m の津波が過去に到来しており，
近世以降の大きな津波は新潟以北の地震が原因であ
ることが示された．一方，西日本においては，近世以
降大きな津波は認められないことが示された．

第 200回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2013 年 8 月 21 日（水）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，谷岡，遠田，池田， 

佐竹，篠原，小原，上嶋，尾形，片尾，松本，後藤，
青井，汐見，堀，宍倉，岩渕，土井，青木，横田，
村上，齊藤，今給黎

　　（招聘報告者）
　　　 鶴岡・吉田（東京大学地震研究所），宮澤（京都

大学防災研究所），鴨川（東京学芸大学）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2013 年 5 月から 7 月までの 3 か月間に発

生した M6 以上の地震は，5 月 18 日に福島県沖で
発生した地震（M6.0）の 1 回であった．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2013 年 5 月下旬から 6 月下旬に日向灘周辺で活

発な活動があった．
　ウ　日本列島の歪み変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震の余効変動
の影響が見られる．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　過去 3 か月間の東北地方のひずみ変化及び水平変

動には，依然として東北地方太平洋沖地震の影響が見
られる．

　 　最近 3 か月間のひずみの様子は前回のひずみの様子
とほぼ同じであった．上下変動には，宮城県付近の一
部の観測点で隆起傾向が見られるが，その大きさは小
さくなってきている．

　 　余効変動から推定した太平洋プレート上面の滑り分
布には，滑り域の顕著な移動は見られず，モーメント
の解放速度が時間と共に小さくなっていることが示さ

れた．
　 　東北地方太平洋沖地震の直後に岩手県付近で沈降

が見られたが，時間と共に隆起に転じつつあることが
示された．陸域直下の太平洋プレート上面の滑りの減
衰が，海側の太平洋プレート上面の滑りに比べてやや
遅いことが，その原因として考えられる．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　西南日本で発生した最近 3 か月の深部低周波

地震活動について報告された．
　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動

が，四国西部－中部で 5 月 20 日から 6 月 13 日に
かけて発生した．それ以外の主な微動活動が，紀
伊半島中部（7 月 23 日から 26 日），四国東部（5
月 23 日から 28 日，6 月 27 日から 7 月 1 日），豊
後水道（7 月 29 日から 8 月 4 日）で発生した．

（4）その他の地殻活動等
　ア　本震直後の余震のリアルタイム確率予測
　　 　余震の検出率が低い本震後数時間のデータを用

いてリアルタイムに余震発生の確率予測を行う手法
を，東北地方太平洋沖地震後のデータに適用した結
果が紹介され，その有効性が示された．

2　重点検討課題「地震の短期予測の現状と評価」の検討
　 　地震の短期予測に関して，（1）予測の評価，（2）震

源核，（3）トリガリング，（4）電磁気学的予測，（5）
短期予測と統計モデル，の 5 つの課題を中心に議論が
行われた．

（1）予測の評価
　 　CSEP（Collaboratory for the Study of Earthquake 

Predictability）で用いられている地震発生の予測手法
についてレビューが行われた．予測結果の評価手法や
それに基づいた東北地方太平洋沖地震前・後の地震
発生予測結果の評価が紹介された．

（2）震源核
　 　震源断層における高速破壊の前に形成される震源核

についてレビューが行われた．臨界滑り量とアスペリ
ティサイズが比例する場合は，大きな地震の発生前に
大きな前駆滑りが起こることが示された．地震発生サ
イクルシミュレーションの結果から，本震の直前にア
スペリティの縁で前駆滑りが進行する様子が示された．

（3）トリガリング
　 　外的要因による地震の誘発作用についてレビューが

行われた．地震の誘発には，自然現象や人工的な活動
まで様々な誘発作用があることが紹介された．他の地
震による誘発の主なメカニズムは，震源からの距離や
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誘発されるまでの経過時間によって，静的，準静的及
び動的応力変化に分類されることが示された．

（4）電磁気学的予測
　 　電磁気学的現象による地震の短期予測についてレ

ビューが行われた．地震に先行した電離圏電子密度の
減少や夜間の VLF 電磁波強度の減少などの事例が紹
介され，電磁気学的地震先行現象と地震発生には統
計的相関がある可能性が示された．

（5）短期予測と統計モデル
　 　前震の確率予測についてレビューが行われた．1978

年伊豆大島近海の地震発生に関して，複数の前兆現
象を考慮した複合的な発生確率の試算に関する研究
が紹介された．また，東北地方太平洋沖地震における
前震の確率予報について報告がなされた．

第 201回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2013 年 11 月 22 日（金）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，谷岡，八木，池田， 

篠原，小原，上嶋，岩森，尾形，片尾，松本，後藤，
汐見，堀，宍倉，岩渕，土井，青木，前田（横田
委員代理），村上，齊藤，今給黎

　　（招聘報告者）
　　　橋本（名古屋大学），日野（東北大学）
議事概要
1　地震予知連絡会将来検討ワーキンググループの報告
　 　地震予知連絡会の役割の再確認と今後の活動の方

向性を示すことを目的に第 197 回地震予知連絡会で設
置された将来検討ワーキンググループにおいて検討さ
れた内容の報告が行われ，報告書が会長に提出された．
2　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2013 年 8 月から 10 月までの 3 か月間に

発生した M5 以上の地震のうち，主なものとして，
9 月 20 日に福島県浜通りで発生した地震（M5.9），
10 月 26 日に福島県沖で発生した地震（M7.1）が挙
げられた．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2013 年 9 月上旬及び 9 月下旬から 10 月上旬に十

勝沖周辺で，9 月中旬から 10 月中旬に日向灘周辺
で超低周波地震活動があった．

　ウ　日本列島の歪み変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震の余効変動
の影響が見られる．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震後，現在までの水平変動の

累積には，東北地方から関東甲信越にかけて東向きの
変動が見られる．また，上下変動には，宮城県から千
葉県にかけての太平洋沿岸と関東甲信越地方及び青
森県から北海道の襟裳岬付近にかけた地域に隆起が，
岩手県沿岸と奥羽脊梁山脈付近に沈降が見られる．

　 　東北地方太平洋沖地震後の海底地殻変動のデータ
には，釜石沖 1，2 及び宮城沖 1 の観測点に西向きの
変動が見られる．

　 　過去 3 か月間の東北地方のひずみ変化には，依然と
して東北地方太平洋沖地震の影響が見られる．

　 　余効変動から推定した太平洋プレート上面の滑り分
布には，滑り域の顕著な移動は見られず，モーメント
の解放速度が時間と共に小さくなっていることが示さ
れた．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　顕著な深部低周波微動が，東海地方（8 月 3 日

から 12 日，9 月 29 日から 10 月 7 日），紀伊半島
北部（9 月 6 日から 12 日），紀伊半島南部（10 月
26 日から 11 月 1 日），四国中部（8 月 14 日から
18 日，10 月 1 日から 4 日），四国西部から豊後水
道（10 月 25 日から 11 月 3 日），豊後水道（7 月
29 日から 8 月 4 日）で発生した．

（4）その他の地殻活動等
　ア　10月 26日の福島県沖の地震
　　 　10 月 26 日に福島県沖で東西方向に張力軸を持つ

正断層型の地震（M7.1）が，日本海溝の東側の太
平洋プレートの内部で発生した（いわゆる，アウター
ライズ地震）．この地震により，岩手県から福島県
の沿岸で津波が観測された．

3　�重点検討課題「物理モデルに基づいた地震発生予測
研究」の検討

　 　物理モデルに基づいたプレート境界地震の発生予測
に向けた研究の現状と課題について議論が行われた．

（1）地震発生の物理に基づく予測シミュレーション
　 　地震の予測シミュレーションは，プレート相対運動・

断層構成関係・滑り応答関数の 3 つの要素で構成され
る発生サイクルモデルにより実現されることが説明さ
れた．有効な地震発生シナリオを作成するためには，
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地震の発生サイクルを数値シミュレーションにより再
現し，観測データ・解析から得られる実際の発生サイ
クルを元に検証を重ねることが課題であることが指摘
された．

（2）プレート境界滑り時空間変化の推移予測
　 　1 つのシナリオに従う決定論的な滑りの推移予測で

はなく，シミュレーションに基づいて複数のシナリオ
を作成し，観測データとの比較に基づいて各シナリオ
の重み付けを行って推移を予測することの重要性が説
明された．

（3）�「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計
画」における物理モデルに基づく地震発生予測

　 　「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計
画」（平成 25 年建議）において，物理モデルに基づい
た数値シミュレーションを利用して地震発生の長期評
価手法の高度化や地震活動予測を目指す研究課題が
立案されていることが紹介された．地震発生予測に向
けた研究では複数の研究要素が連携していることが示
され，シミュレーションの基礎となる物理モデルの高
度化のためには，観測で得られる実際の滑り現象の多
様性や相互作用等についての理解が重要であることが
説明された．また，東北沖地震や豊後水道のスロース
リップなどを対象とした予測の試行が重要である一方
で，その試行にはデータ同化（数値シミュレーション
に観測データを取り入れる手法）の方針や予測結果の
非唯一性等に課題があることが指摘された．

第 202回地震予知連絡会
議事概要

日　時　�2014 年 2 月 17 日（月）
場　所　�国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，谷岡，遠田，八木， 

池田，佐藤，佐竹，篠原，小原，上嶋，岩森，尾形，
片尾，松本，後藤，青井，汐見，堀，宍倉，岩渕，
土井，青木，前田（横田委員代理），村上，齊藤，
今給黎

　　（招聘報告者）
　　　 束田・中村（気象庁），干場（気象研究所），宮川（国

土地理院），山本（鉄道総合技術研究所）
議事概要
1　�地震予知連絡会将来検討ワーキンググループ報告書
の承認

　 　地震予知連絡会将来検討ワーキンググループで検

討された内容をまとめた報告書が，全会一致で承認さ
れた．
2　地震予知連絡会運営要綱の改正
　 　地震予知連絡会の運営要綱の改正について審議が

行われ，全会一致で承認された．
3　地震予知連絡会SAR解析ワーキンググループの設置
　 　「だいち 2 号」の SAR 観測データの流通と解析結

果の検討を行うことを目的としたワーキンググループ
（略称「地震 SAR 解析 WG」）の設置に関する審議が
行われ，全会一致で承認された．
4　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2013 年 11 月から 2014 年 1 月までの 3 か

月間に発生した M5 以上の地震のうち，特段の大き
な地震はなかったが，2013 年 12 月 31 日に茨城県
で発生した地震（M5.4）で震度 5 弱が観測された．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2013 年 11 月上旬及び 2014 年 1 月中旬から下旬

に十勝沖周辺で，超低周波地震活動があった．
　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方を中心として，東北地方太
平洋沖地震の余効変動の影響が見られる．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震後，現在までの水平変動の

累積には，東北地方から関東甲信越にかけて東向きの
変動が見られ，山田観測点，岩手川崎 A 観測点では
最大約 106cm に達することが報告された．また，上
下変動には，宮城県から千葉県にかけての太平洋沿岸
と関東甲信越地方及び青森県から北海道の襟裳岬付
近にかけた地域に隆起が，岩手県沿岸と奥羽脊梁山
脈付近に沈降が見られ，M 牡鹿観測点で最大約 31cm
の隆起が観測されている．

　 　東北地方太平洋沖地震後の海底地殻変動のデータ
には，宮城沖 1 の観測点に西向きの変動が見られ，宮
城沖 2 の観測点では南への変動が見られる．

　 　過去 3 か月間の東北地方のひずみ変化には，依然と
して東北地方太平洋沖地震の影響が見られる．また房
総半島のスロースリップの影響も見られる．

　 　余効変動から推定した太平洋プレート上面の滑り分
布には，滑り域の顕著な移動は見られず，モーメント
の解放速度が時間と共に小さくなりながら継続してい
ることが示された．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　房総半島沖
　　 　房総半島でスロースリップに伴う地震活動・地殻



298 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 4 部　参 考 資 料  地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　２．地震予知連絡会関係資料 299

変動が観測された．地震活動は，12 月 31 日頃から
始まり，房総半島東側の沖で 1 月 2 日から 5 日にか
けて活発化した．震源域は時間とともに西南西方向
へ移動した．地震活動が活発化した時期は，震源域
に近接した GNSS 観測点で非定常的な地殻変動が
見られる時期と一致する．GNSS 観測データによる
フィリピン海プレート面上の滑りの推定結果による
と，地震活動域の東側で発生した滑りは，12 月末
頃から急激に加速して南側に拡大するとともに，東
から西へその中心が移動していることが示された．
この結果は震源の移動の向きと調和的である．

　　 　今回の地震活動は，過去のスロースリップに伴う
地震発生域の北端周辺で活発であった．傾斜変動
から推定された滑り域の位置は，2007 年及び 2011
年の時のスロースリップの滑り域とほぼ同じである
が，規模は小さいことがわかった．

　　 　GNSS 観測から，房総半島の非定常地殻変動は 1
月 2 日頃から始まり，10 日頃に終息したことがわ
かった．GNSS データを基にした計算によると，最
大約 15cm のフィリピン海プレート面上の滑りが推
定され，滑り領域が時間と共に南側に拡大したこと
がわかった．　

　イ　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な深部低周

波微動活動が，愛知県西部～紀伊半島北部（1 月
22 日から 28 日），紀伊半島中部（1 月 9 日から
13 日），四国中部～東部（11 月 29 日から 12 月 4 日）
に発生した． 　

5　�重点検討課題「地震・津波即時予測とリアルタイム
モニタリング」の検討

　 　地震・津波の即時予測に関して，リアルタイムモニ
タリングによる即時推定及び処理手法・システムの現
状や今後の技術開発の展望について議論が行われた．

（1）リアルタイムモニタリングシステムの構築
　 　地震や津波に関するリアルタイムモニタリングシス

テムの開発の歴史等が紹介された．19 世紀中頃から
存在した早期警報のアイディアが，1980 年代頃から
実用的なシステムとして開発され始め，その後，シス
テムのネットワーク化や自動処理化等が進んで全国規
模での運用が実現し，現在は予測精度の向上が課題と
なっていることが示された．

（2）波動場の把握に基づく地震動の予測
　 　緊急地震速報による揺れの予測精度向上を目的とし

た新しい地震動の予測手法が紹介された．現在の手法
では，一旦，震源位置やマグニチュードを推定した後

にそれを基に揺れを予測するが，新しい手法では，地
震の揺れをリアルタイムで把握しながら，まだ揺れの
到達していない地域の地震動を輻射伝達理論を基に
予測する．東北地方太平洋沖地震への適用例につい
て，強い揺れが到達する約 10 秒前に予測できること
が示された．

（3）�強震モニタリングシステム－防災科学技術研究所
の例－

　 　防災科学技術研究所が運用する強震モニタリン
グシステム等が紹介された．強震観測網（KiK-net，
K-NET）を用いて 1 － 2 秒毎にリアルタイムで震度等
の情報を WEB 上に提供するシステム，地震発生直後
の初動対応の意思決定等に役立つ被害推定情報を提
供する「リアルタイム地震被害推定システム（J-RISQ）」
等が紹介された．

（4）津波予測の技術
　 　気象庁による津波予測の技術について紹介がなされ

た．想定される津波の数値シミュレーション結果をあ
らかじめデータベースとして蓄積しておき，地震時に
それらを検索・利用することで，地震後概ね 3 分程度
で津波警報・注意報を発表することを実現しているこ
とが紹介された．また，巨大地震の際の津波警報発表
方法の改善や今後の予測精度向上に向けた技術開発
についても紹介 がなされた．

（5）GNSS変位データを用いた即時地震規模推定
　 　GNSS による変位データを用いて地震規模を即時推

定するシステム「REGARD」が紹介された．地震発
生後，GEONET による観測データから 10cm 程度の
精度で地殻変動量を即時に計算し，それを基にして震
源断層モデルを自動的に構築することで，M7 後半以
上の地震については，地震発生後概ね 3 分程度で規
模を推定できることが紹介された．

（6）地震動・津波予測の利活用
　 　鉄道分野における地震波の予測情報の活用につい

て紹介がなされた．新幹線等に利用される早期地震警
報システムは，即時性と信頼性を高めるために，複数
の警報手法，単独観測点処理とネットワーク型処理，
多重化されたハードウェア等を用いていることが示さ
れた．現在は，緊急地震速報や津波警報・注意報等
の他の情報を組み合わせた活用及び活用の検討が行
われつつあることが紹介された．
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第 203回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2014 年 5 月 19 日（月）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，谷岡，遠田，八木，

池田，佐藤，佐竹，篠原，小原，上嶋，小川，尾
形，片尾，松本，後藤，汐見，中野（堀委員代理），
宍倉，石川（岩渕委員代理），橋本，吉田，前田，
村上，齊藤，今給黎

　　（招聘報告者）
　　　 加藤（東京大学地震研究所），岩森（海洋研究開

発機構），吉田（東北大学）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2014 年 2 月から 2014 年 4 月までの 3 か月

間に発生した地震のうち，主なものとしては，2014
年 3 月 14 日の伊予灘の地震（M6.2），3 月 3 日の沖
縄本島の北西の深さ 116km の地震（M6.4）が挙げ
られる．それ以外では目立った活動はなかった．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2014 年 2 月から 2014 年 4 月までの 3 か月間で本

州・四国・九州において目立った浅部超低周波地震
活動は検出されなかった．2014 年 3 月下旬に日向
灘において浅部超低周波地震活動が検出された．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方を中心として，東北地方太
平洋沖地震の余効変動の影響が見られる．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震後の累積変動は，岩手川崎

観測点で最大 109cm の東方向への変位が観測されて
いる．また，上下変動については，M 牡鹿観測点で
最大約 33cm の隆起が観測されている．

　 　東北地方太平洋沖地震後の海底地殻変動の観測に
よると，宮城沖 1 の観測点に西向きの変動が見られ，
宮城沖 2 の観測点では南への変動が見られる．

（3）伊予灘の地震
　 　2014 年 3 月 14 日伊予灘の深さ 78km で M6.2 の地

震（最大震度 5 強）が発生した．この地震は，発震機
構が東北東―西南西方向に張力軸を持つ型で，フィリ
ピン海プレート内部で発生した．この領域で M6.0 以
上の地震は，1923 年以降初めてである．余震活動は

低調である．
（4）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な深部低周波

微動活動が，四国東部から中部で 4 月 13 日－ 18
日にかけて発生した．それ以外の微動活動として
は東海で 2 月 2 日－ 7 日，紀伊半島南部で 2 月 15
日－ 19 日に，四国中部で 2 月 1 日－ 5 日，豊後水
道で 2 月 21 日－ 25 日にかけて観測されている．

（5）チリ北部沿岸の地震
　 　2014 年 4 月 2 日に M8.1 の地震がチリ北部沿岸で発

生した．この地震に先行して M5 － M6 級の地震活動
が 2 回発生し，本震発生後には活発な余震活動が発
生した．これらの先行地震は，本震の震源に近づくよ
うに発生していた．
2　�重点検討課題「日本列島の長期広域変動について」
の検討

　 　日本列島の長期広域変動の観点から，東北地方を中
心とした内陸の地震発生過程について理解を深めるこ
とを目的として，（1）日本列島とその周辺のプレート
運動，（2）日本列島の生い立ちと長期地殻応力・歪の
起源，（3）日本列島の温度構造と地殻流体の分布，（4）
日本列島内陸の現在の応力・歪と強度，について最新
の知見を整理し，議論が行われた．

（1）日本列島とその周辺のプレート運動
　 　日本列島周辺での地殻活動を考える上で重要な，日

本周辺のプレート運動に関する研究が紹介された．
GPS による観測結果から，東アジアの変位速度場が
詳細に明らかになってきている．しかし，アムールプ
レートもオホーツクプレートも変位速度が極めて遅い
ために，これらのプレートを同定するためには，長期
の観測が必要であることが指摘された．また，2011 年
東北地方太平洋沖地震は東アジアの広範囲にわたっ
て大きな影響を与えた．有意な余効変動も広域で観測
されており，粘弾性の影響を見極めるためにも，長期・
広域の観測が必要であることが挙げられた．

（2）日本列島の生い立ちと長期地殻応力・歪の起源
　 　日本列島の構造発達に関する現時点での理解が紹

介された．日本列島の地殻の変形は，地殻活動予測の
上でも重要であるが，地質学的な情報を用いることに
よって，日本列島の塑性変形についての理解が可能と
なる．日本列島周辺の地殻の変形は，背弧拡大，島弧
－島弧衝突，その間に形成された断層の再活動によっ
て特徴付けられること，火山フロントの近傍に形成さ
れるリフト帯は，強度が弱くひずみ集中の原因となっ
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ていること等が紹介された．
（3）日本列島の温度構造と地殻流体の分布

　 　日本列島の温度構造と地殻流体に関する研究が紹
介された．沈み込むスラブに含まれる水の量，蛇紋
岩の粘性率，背弧温度構造をパラメータとしてシミュ
レーションを行った結果，東北日本弧において火山分
布や地殻熱流量，地震波トモグラフィーの特徴をよく
説明する結果が得られ，温度構造，マントルの対流場，
流体の分布を整合的に説明できることが紹介された．

（4）�東北日本地殻内の応力場の詳細な空間分布と絶対
応力・断層強度の推定

　 　稠密基盤観測網データに臨時観測データを加え，応
力テンソル・インバージョンにより東北日本地殻内の
応力場を詳細に推定した結果について紹介があった． 
2011 年東北地方太平洋沖地震の前の応力場は，従来
言われていた単純な西北西－東南東逆断層場ではな
く，地域によって異なっており，地形の影響を受けて
いること，東北地方太平洋沖地震前後での主応力軸
方向の変化が，地震による静的応力変化とよく一致す
ること，東北地方での内陸大地震の震源域で主応力軸
方向が空間的に不均質であることが示された．これら
から，東北日本の偏差応力が 20MPa 以下と非常に小
さいことが指摘された．

第 204回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2014 年 8 月 22 日（金）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，谷岡，遠田，池田， 

佐竹，篠原，小原，上嶋，尾形，片尾，松本，後藤，
青井，汐見，堀，宍倉，岩渕，橋本，吉田，前田，
齊藤，今給黎，飛田

　　（招聘報告者）
　　　 越後（地域地盤環境研究所），木村（防災科学技

術研究所），岡田・吉川（気象研究所）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2014 年 5 月から 2014 年 7 月までの 3 か月

間に発生した地震のうち，主なものとしては，2014
年 7 月 8 日の胆振地方中東部の地震（M5.6），7 月
12 日の福島県沖の地震（M7.0）が挙げられる．ま

た 5 月 5 日に関東直下の深さ 150km で M6.0 の地震
が発生し，東京で震度 5 弱が観測されている．それ
以外では目立った活動はなかった．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2014 年 5 月から 2014 年 7 月までの 3 か月間で 5

月下旬から 6 月上旬，中旬に日向灘周辺で超低周波
微動活動が検出された．また 2014 年 6 月上旬に十
勝沖周辺で超低周波地震活動が検出されている．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　北海道南部から中部・北陸地方にかけて，東北

地方太平洋沖地震後の余効変動の影響による顕著
なひずみが見られた．

（2）　胆振地方中東部の地震
　 　2014 年 7 月 8 日 18 時 05 分に，胆振地方中東部の深

さ 3km で M5.6 の地震が発生した．この地震は地殻内
で発生し，発震機構は西北西－東南東方向に圧力軸を
持つ横ずれ断層型である．この地震の後，10 日までに
震度 1 以上を観測する余震が 7 回発生した．この地震
の震源付近では，2013 年 8 月から M2 ～ 3 程度の地震
がしばしば発生していた．なお，今回の地震の発生前
後で樽前山の火山活動に特段の変化は認められない．
また，発震機構に調和的な地殻変動が捉えられている．

（3）東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震後の累積変動は，岩手川崎

A 観測点で最大 112cm の東方向への変位が観測され
ている．また，上下変動については，M 牡鹿観測点
で約 34cm の隆起が観測されている．東北地方太平洋
沖地震後の海底地殻変動の観測によると，釜石沖 1，
宮城沖 1 の観測点に西向きの変動が見られ，宮城沖 2
の観測点では南への変動が見られる．全ての点で傾向
は変わっていないことが報告された．

（4）福島県沖の地震
　 　2014 年 7 月 12 日 04 時 22 分に，福島県沖で M7.0

の地震が発生した．この地震の発震機構（CMT 解）
は東西方向に張力軸を持つ正断層型であり，プレート
境界の地震ではなかった．この地震により，津波が発
生し，石巻市鮎川（宮城県）で 17cm など，岩手県か
ら福島県にかけての沿岸で津波を観測した．同日，最
大震度 1 を観測する余震が 4 回（最大規模は M5.0）
発生した．

（5）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な深部低周波

微動活動が，四国中部から豊後水道で 5 月 1 日
～ 19 日に発生した．それ以外には，紀伊半島北
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部から南部にかけて 7 月 3 日～ 20 日に活動があ
り，また四国西部から豊後水道では断続的な活動
があった（7 月 3 日～ 8 日，7 月 17 日～ 21 日，7
月 24 日～ 27 日）．

2　�重点検討課題「地震・地殻変動予測能力の現状評価」
の検討

　 　これまで報告されてきた地震・地殻変動やプレート
境界沿いの諸現象を予測能力という視点で見直し，以
下の各項目の予測能力の現状を整理するとともに，本
質的・定性的な指摘も含めた議論が行われた．

（1）余効変動の予測能力
　 　国土地理院が予知連に報告してきた対数関数近似

による余効変動の外挿予測について，2014 年 7 月の
時点でどの程度予測が正しかったのか，また，最新の
データを含めて対数関数近似を行った場合，地震時
沈降の回復時間予測は当初の予測とどの程度変わるの
かについて評価を行った．その結果，2014 年 7 月時
点の実データを用いて評価した対数関数近似による余
効変動の予測誤差は最大で，水平で 12%/ 年，上下で
42%/ 年程度であり，ほとんどの観測点で過少評価に
なる傾向になること，また当初数年から 10 億年超ま
で広い範囲に及んでいた地震時沈降の回復年数が，最
新のデータを含めると，数十年から数百年の範囲に収
まっていることが報告された．また，従来の対数関数
に加え，指数関数を加えて近似を行うことで，予測が
改善する可能性があることが示された．

（2）�奥尻島における1993年北海道南西沖地震（M7.8）
以降 20年間の地殻上下変動

　 　1993 年の北海道南西沖地震（M7.8）の際に，震源
近傍の奥尻島は全体として沈降したが，一方で奥尻島
には第四紀後期に形成された海成段丘が分布してお
り，長期的に見ると隆起していることが想定される．
その原因を探る一環として地震後の地殻変動を把握す
ることを目的として，地震後 20 年間に計 5 回の測量
を行い，地震間の地殻上下変動を調べた．その結果，
地震後の上下変動は基本的には沈降であるが，北海
岸，西海岸では最近になって隆起傾向に転じたことが
わかった．今までのところ，海岸段丘に見られる長期
的な隆起の原因の解明には至っていないが，反射法構
造探査の結果から，奥尻海脚の西縁に東傾斜の逆断
層を想定した先行研究があることが報告された．

（3）スロースリップ，SSEの予測能力
　 　西南日本で発生するスロー地震のモニタリングか

ら，深部低周波微動の時空間分布が詳細に調べられ，
深部低周波微動がセグメント構造をもち，セグメント
毎に異なる周期性を持つこと，また，微動の発生パター
ンは深さに依存し，深部では連続的であるのに対し，

浅部では間欠的であるなどの特徴があることが明らか
になっている．また，豊後水道については，長期的ス
ロースリップの繰り返し間隔が数年であること，また
長期的スロースリップの発生中に短期的スロースリッ
プの活動が活発化することなどの特徴がある．それら
の特徴を再現するため，現実的なプレート形状を考慮
した上で，微動分布や微動パターンの深さ依存性を反
映した摩擦則を断層面上で与え，3 次元半無限弾性体
における時間発展を計算する数値シミュレーションを
行った結果，上記の特徴を再現することに成功したと
の報告があった．

（4）繰り返し小地震に対する予測能力
　 　ほぼ同じ場所で同程度の地震が繰り返し発生する
「繰り返し小地震」に対して，その予測可能性を調べた．
2006 年から 2011 年にかけて，関東～北海道の沖合な
どで起きている「繰り返し小地震」について，地震波
形の相似性を用いて系列を同定したうえで，発生間隔
が対数正規分布に従うとの仮定のもと，ベイズ統計な
どの手法を用いて分布を推定し，それに基づいて地震
の発生を予測した．実験の結果，2010 年までに限れば，
予測成績は良好であり，天気予報に例えると，東京の
5 日先の降水確率予報と同程度であることが報告され
た．

（5）地震活動静穏化に基づく予測能力
　 　国内の M7 クラス以上の大地震（M ≧ 6.7，震度 5 

以上，深さ 0?150km，1987 ～ 2011）を対象に地震活
動の静穏化・活発化解析手法（eMAP 法）を適用し，
大地震に先行する静穏化現象の検出と定量化が行わ
れた．その結果，調査対象となった全 26 個の大地震
の内 15 個について地震発生前の静穏化現象が確認さ
れた．破壊開始点と静穏化領域中心との距離には地震
規模に関するスケーリング則が認められることから，
静穏化の原因は地震発生前の非地震性すべりによる
応力変化であることが示唆される．また，静穏化領域
の長径及び先行時間のそれぞれに地震規模に関する
スケーリング則が認められた．この法則に基づけば，
発生場所，地震規模及び発生時期について推定が可
能ということになるが，その一方，静穏化現象の先行
時間にはばらつきがあり，経験式から大きく外れる場
合や静穏化現象の出現が地震の発生と無関係の場合
もある．また地震発生前に顕著な静穏化現象が観測さ
れない事例（約 43％）も存在することが報告された．

（6）常時地震活動・余震・誘発地震の予測能力
　 　地震の確率予測の評価に際しては，標準的なモデル

に基づく地震発生確率との比である確率利得を評価す
るべきである．地震の確率予測の予測能力は対数尤度
や AIC を用いて評価することができ，データに当て
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はめる統計モデルの選択やパラメータ推定には最大尤
度法や AIC 最小化が適用可能であることが報告され
た．大地震について，観測された異常現象が前兆なの
か，どの程度切迫性があるのかなどの不確定さを見積
もるためには，大地震の発生確率の確率利得を評価す
ればよく，そのためには，異常現象と大地震の因果性
を記述する点過程モデルの作成が必要である．また大
地震を少しでも高い確率で予測するために，各種の観
測データの有意な異常現象を多数考慮して，統計モデ
ルで確率利得を高め，複合的に予測することが有力で
あり，そのためには異常現象の複合性を記述する点過
程モデルの作成が必要であることが報告された．

第 205回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2014 年 11 月 28 日（金）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，谷岡，遠田， 

エネスク（八木委員代理），池田，佐藤，佐竹，篠原，
小原，上嶋，尾形，片尾，松本，後藤，青井，汐見，堀，
宍倉，石川（岩渕委員代理），橋本，吉田，前田，
齊藤，今給黎，飛田

　　（招聘報告者）
　　　 弘瀬（気象研究所），松澤（防災科学技術研究所），

有吉（海洋研究開発機構）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2014 年 8 月から 2014 年 10 月までの 3 か

月間に発生した地震のうち，M6 以上のものは 8 月
10 日，10 月 11 日の青森県東方沖の地震（いずれも
M6.1），8 月 29 日の日向灘の地震（M6.0）が挙げら
れる．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2014 年 8 月から 2014 年 10 月までの 3 か月間で

10 月 12 ～ 13 日に十勝沖で超低周波地震が検出さ
れた．それ以外は目立った活動はなかった．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　北海道南部から中部・北陸地方にかけて，東北

地方太平洋沖地震後の余効変動の影響による顕著
なひずみが見られた．

（2）青森県東方沖の地震

　 　2014 年 8 月 10 日に青森県東方沖の深さ 51km で
M6.1 の地震（最大震度 5 弱）が発生した．またこの
地震の東方約 80km で 10 月 11 日に M6.1 の地震，同
日 M5.6 の地震が発生した．これらの地震はいずれ
も発震機構が西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆
断層型でプレート境界において発生している．1997
年 10 月以降の活動を見ると今回の地震の震源付近で
は 2002 年 10 月 14 日に M5.6 の地震が発生するなど
M5.0 以上の地震が時々発生している．

（3）東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震後の累積の地殻変動は，岩

手川崎 A 観測点で最大約 115cm の東方向への変位が
観測されている．また，上下変動については，M 牡
鹿観測点で約 38cm の隆起が観測されている．東北地
方太平洋沖地震後の海底地殻変動の観測によると，釜
石沖 1，宮城沖 1 の観測点に西向きの変動が見られ，
宮城沖 2 の観測点では南への変動が見られる．全ての
点で傾向は変わっていないことが報告された．

（4）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　豊後水道の長期的スロースリップ
　　　 　GNSS 観測による非定常地殻変動の時間・空間

パターンは，2014 年夏頃から豊後水道付近で南東
方向を向く変動を示しており，長期的スロースリッ
プ（SSE）に伴う変動と考えられる．この非定常
変動から推定した長期的 SSE のすべり領域は四国
西部～豊後水道付近に分布している．豊後水道の
長期的 SSE の領域に隣接する浅部側低周波微動活
動が 2014 年初め以降，通常のレートよりも活発化
し始め GNSS 観測でも 2014 年半ばから変化が見
られている．これは，ごく小規模な長期的 SSE が
発生したことを示唆する．今回の発生間隔は過去
に比べて短いように見えるが，これは東北地方太
平洋沖地震の影響の可能性がある．

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　短期的 SSE を伴う顕著な深部低周波微動活動
が，豊後水道で 9 月 21 日～ 24 日に，四国西部で
10 月 17 ～ 26 日に発生した．それ以外には，東
海地方で 8 月 30 日～ 9 月 6 日に活動があり，四
国東部で 9 月 13 日～ 26 日，四国中部で 10 月 9
日～ 12 日に発生している．

（5）長野県北部の地震
　 　2014 年 11 月 22 日 22 時 08 分 に， 長 野 県 北 部 の

深さ 5km で M6.7 の地震（最大震度 6 弱）が発生し
た．この地震の発震機構は西北西－東南東方向に圧
力軸を持つ型であり，神城断層で発生したと考えられ
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る．この地震の後，同日 22 時 37 分には，深さ 3km
で M4.5 の余震（最大震度 5 弱）が発生した．糸魚川
－静岡構造線活断層系付近の 1700 年以降の活動では
M7 の地震は発生していない．DD 法による震源決定
では，震央の北側，南側で東傾斜の余震分布が見ら
れた．震央付近では，浅い領域の地震があまり見られ
ない．また本震の発生前 11 月 18 日から震源域で地震
活動が起きていたことが報告された．2002 ～ 2009 年
に行われた糸魚川－静岡構造線周辺での GNSS 観測
によれば，今回の地震の震源域では東西圧縮の傾向
が見られることが報告された．白馬周辺の GNSS 観
測結果は，震源域付近で東南東方向の変動を示して
いる．この地殻変動データから東傾斜の横ずれ成分を
含む逆断層のモデルが推定された．また GNSS 連続
観測網の白馬観測点は東南東方向へ約 29cm 水平移動
し，約 3cm 沈降した．だいち 2 号のデータの SAR 干
渉解析の結果は，神城断層付近で地殻変動に伴う位
相変化が見られ，震央西側の地表地震断層付近で特
に大きな地殻変動が見られた．東北大学，名古屋大学
や，産業技術総合研究所等の調査によれば長野県北
部の地震に伴う地表地震断層及び地表変状の分布は
神城断層に沿っており，神城断層で地震が発生したこ
とを示唆している．
2　�重点検討課題「物理モデルに基づいた地震発生予測
研究　その 2」の検討

　 　海溝型巨大地震発生予測の鍵を握ると期待される，
SSE（ゆっくりすべりとも言われる）のシミュレーショ
ンを取り上げ，巨大地震発生予測といった観点から各
種 SSE の発生が議論された．以下の SSE 発生シミュ
レーション研究に関して，本質的・定性的な指摘も含
めた議論が行われた．

（1）南海トラフ沿い巨大地震とスロースリップ
　 　東海沖から九州沖での地震発生サイクルのシミュ

レーションが報告された．過去の大地震の繰り返し間
隔が 100 ～ 150 年であること，東海地域に沈み込ん
だ海嶺が存在すること，浜名湖の北側や豊後水道の下
部のプレート境界付近には水の存在が示唆されている
ことなどを考慮してパラメータを設定した結果，紀伊
半島沖を破壊開始点とする東南海地震・南海地震が
約 120 年のサイクルで発生し，2 回に 1 回は東海地域
も破壊するモデルが得られた．地震サイクル中に，浜
名湖の北側領域で約 15-18 年，豊後水道で約 6-10 年
の周期を持つ長期的 SSE が発生し，その周期は時間
とともに短くなり，規模は大きくなる傾向が示された．
また，与えるパラメータによっては，豊後水道の長期
的 SSE が加速し，南海トラフ沿い巨大地震のトリガー
となるパターンも現れた．また，小アスペリティの破

壊が巨大地震の核形成を代用する Cascade-up 型の地
震が，複雑な 3 次元形状の場合でも起こり得るのか，
紀伊半島沖に小アスペリティを設定し，プレスリップ
の挙動について調査した結果，Cascade-up 型の地震
が発生し，プレスリップの大きさは大小アスペリティ
の大きさの比に反比例して小さくなった．色々な特性
の小アスペリティを設定し，仮想的な観測点での地殻
変動を計算したところ，プレスリップを陸上観測点で
検知できないまま，巨大地震が発生する可能性もある
ことが報告された．

（2）�南海トラフにおける長期的・短期的スロースリップイ
ベントとプレート間大地震準備過程の数値モデリング

　 　平板のプレートを用いた地震発生サイクルの数値計
算が行われ，SSE の基本的な挙動が再現された．また
大地震サイクル間における固着域と SSE 領域間のす
べり状態の変化に伴い SSE 発生間隔が変化する可能
性が示唆された．次に四国地域について実際のプレー
ト形状と SSE の分布を考慮したモデルが報告され，豊
後水道付近で 6 ～ 7 年周期で繰り返す SSE と，高知
市付近で発生する SSE の 2 つのタイプの長期的 SSE 
が再現された．また，深部低周波微動領域において数
箇月間隔で発生する短期的 SSE についても再現され
た．数値モデルの結果からは，高知市付近の長期的
SSE の発生間隔が 10 年以上と長く，かつ不定期であ
る可能性が示唆された．このように，ゆっくり地震に
よるすべりがプレート間大地震発生域周辺において，
間欠的かつ階層的に発生することにより，地震の準備
過程が進展していく描像が数値モデルから得られた．

（3）�巨大地震サイクルに伴うゆっくり地震の活動変化と
検知可能性

　 　浅部超低周波地震の活動に関するシミュレーショ
ンが行われ，浅部超低周波地震の局所性の原因及び
2011 年東北地方太平洋沖地震との関係に関する報告
が行われた．シミュレーションの結果，超低周波地震
の局所性はプレート間固着の領域を反映している可能
性が指摘された．このことは，超低周波地震のモニタ
リングによって固着域の状態を推定できる可能性を示
唆する．東北地方太平洋沖地震の発生後に超低周波
地震が静穏化した宮城沖は，強い固着域の中央部であ
り，活発化した福島・茨城沖は，強い固着域の外縁部
であることを示しているという報告が行われた．東南
海沖における超低周波地震活動から，東南海～南海の
セグメント境界は提案されたモデルよりも東側である
可能性，豊橋沖での超低周波地震の不活発化は東海
～東南海のセグメント境界の固着が強い可能性，そし
て DONET をはじめとする海底ケーブルの活用が有
効ではないかということが指摘された．
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（4）�地震発生に至るプロセスとしてのゆっくりすべりと
予測における役割

　 　巨大地震震源域内で観測されたゆっくりすべりに
関する報告が行われ，地震発生サイクルのシミュレー
ションの結果が示された．次にシミュレーション結果
を，巨大地震震源域内でゆっくりすべりや本震に向け
たすべりの加速が起こるような系に適用した試みが報
告され，理想的な条件下では地震が近づいているとい
う情報が取り出せる可能性があることが示された．ま
た地震発生の予測実験の試行に向けたモニタリング及
び推移予測項目が提案され議論が行われた．予測実験
の試行における懸案事項についても議論が行われた．
この予測実験の試行では，様々な時間スケールがある
ことに留意すべきであること，何を発表し議論するの
か，発表のタイミングに関して意見が述べられた．

第 206回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2015 年 2 月 16 日（月）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，谷岡，遠田， 

エネスク（八木委員代理），池田，佐藤，篠原，小原，
上嶋，小川，尾形，片尾，松本，後藤，青井，汐見，堀，
宍倉，石川（岩渕委員代理），橋本，吉田，前田，
齊藤，今給黎，飛田

　　（招聘報告者）
　　　 丸山・近藤・吾妻（産業技術総合研究所），青柳（電

力中央研究所）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）　地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2014 年 11 月から 2015 年 1 月までの 3 か

月間に発生した地震のうち，M6 以上のものは 11
月 22 日の長野県北部の地震（M6.7），12 月 11 日の
石垣島北西部の地震（M6.1），12 月 20 日の福島県
沖の地震（M6.0）が挙げられる．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2014 年 11 月から 2015 年 1 月までの 3 か月間で，

十勝沖において 11 月中旬に超低周波地震活動が検
出された．また四国沖（室戸岬沖）で 12 月に超低
周波地震活動を検出している．これは 2011 年以来
となる．日向灘では 11 月中下旬及び 1 月下旬に超

低周波地震活動が検出された．
　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　北海道南部から中部・北陸地方にかけて，東北

地方太平洋沖地震後の余効変動の影響及び長野県
北部の地震の影響による顕著なひずみが見られた．

（2）　東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震後の累積の地殻変動は，岩

手川崎 A 観測点で最大約 117cm の東方向への変位が
観測されている．また，上下変動については，M 牡
鹿観測点で約 37cm の隆起が観測されている．

（3）長野県北部の地震
　 　2014 年 11 月 22 日に発生した長野県北部の地震発

生後の余震活動は次第に減少してきている．これらの
余震活動がみられた領域は，糸魚川－静岡構造線活
断層系の一部である神城断層の位置にほぼ一致してい
る．本震付近では 11 月 18 日から規模の小さな地震活
動がみられた．本震の発生後同日に最大余震（M4.5），
11 月 23 日に M4.4 の余震が発生した．その後 12 月
22 日には，本震とほぼ同じ場所を震源とする M4.4 の
余震が発生した．本震発生前に臨時観測点が設置され
ており，高精度な余震分布が得られた．その結果本震
の位置は気象庁一元化震源に比べて約 2.5km 東にず
れた．西北西－東北東の本震を含む断面で見ると東傾
斜の震源分布が見られる．また本震の北側の断面では
東傾斜に加えて，縦に並ぶ震源分布が見られた．だい
ち 2 号 SAR 干渉解析結果に基づく長野県北部の地震
に伴う現地調査から，小谷村で地震断層の可能性があ
る地表の短縮変形が確認された．

（4）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　豊後水道の長期的スロースリップ
　　　 　2014 年夏頃から始まった豊後水道付近の長期

的スロースリップ（SSE）に伴う非定常的な地殻
変動は，現在ほぼ停滞している．

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　短期的 SSE を伴う顕著な深部低周波微動活動
が，紀伊半島北部で 1 月 1 日～ 8 日に，四国中部
で 12 月 25 日～ 1 月 3 日に，豊後水道で 1 月 9 日
～ 16 日に発生した．それ以外には，紀伊半島中
部で 1 月 7 日～ 12 日及び 1 月 18 日～ 22 日に活
動があり，四国東部で 1 月 30 日～ 2 月 1 日，四
国中部で 1 月 7 日～ 13 日に発生している． 　

2　�重点検討課題「兵庫県南部地震から 20 年　活断層
研究の進展と課題」の検討

　 　兵庫県南部地震以降，20 年における活断層研究の
進展と，明らかになった課題を取り上げ，地表地震断
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層のトレンチ調査等から明らかになった活動の多様性
や長大活断層の連動性評価，地下構造探査などによる
活断層の地下の位置・形状や構造発達史に関する知
見の整理，また地表で明瞭に痕跡が残りにくい活動や
短い活断層の評価の現状，及び中規模内陸地震の地
表変位の検出に関する最新の話題が紹介され，今後の
内陸地震の評価に向けた議論が行われた．

（1）�近年出現した地表地震断層の履歴調査からみた滑
り量の多様性

　 　活断層は，活動毎に同じような活動を繰り返してき
たのか，また大（～中）地震の証拠はいつも地層や地
形に記録されるのかといった問題に対し，2004 年中
越地震，2008 年岩手・宮城内陸地震，2011 年福島県
浜通りの地震で出現した地震断層を対象とした古地震
調査の結果が紹介された．調査の結果，活断層沿いの
同一地点でも活動毎に滑り量に大きな違いが生じる場
合があることが分かった．また，トレンチ調査からは，
被害をもたらす可能性のある大（～中）地震の証拠が
検出できない場合があり，発生頻度を過少評価する可
能性があることが分かった．また，地形や地層に記録
された過去の地震よりも大きなずれを伴う地震断層が
出現する場合があることが明らかにされた．

（2）長大活断層系の連動性評価と課題
　 　陸域に分布する活断層系の中には，長さが数 10km

から数百 km にわたる長大な活断層系がある．従来の
活断層調査によって整備されてきた過去の活動時期だ
けでは，複数の断層セグメントが同時に連動したどう
かを判別することが困難であった．トルコの北アナト
リア断層系において過去の地震に伴うずれ量を 3 次元
的なトレンチ調査から復元した結果，セグメント境界
周辺でずれ量を復元すれば過去に連動したかどうかを
判別できる可能性があることがわかってきた．この評
価手法を，日本で最も地震発生可能性が高い内陸活断
層系の 1 つである糸魚川－静岡構造線活断層系に対し
て適用・検証する試みが報告された．

（3）�地下構造探査による活断層 -震源断層システムのイ
メージング

　 　反射法地震探査を中心とした地下構造探査により，
活断層のイメージングが大きく伸展した．日本列島は
日本海の形成に伴って正断層を形成するような伸張の
変形を経験したが，この際に形成された断層群は，現
在の震源断層の骨格をなす場合が多い．中央構造線，
伊豆衝突帯，日本海沿岸の事例が紹介された．日本
海沿岸のリフト帯の短縮変形によって形成された活褶
曲帯では，リフト形成時に作られた断層システムが，
断層のセグメンテーションにも重要な影響を与えてい
る．過去のリフトシステムの理解など，形成史を考慮

に入れることにより，セグメント区分や地震の規模予
測をより有効に行える可能性がある．

　 　今後の課題としては，プレート境界から駆動される
応力・ひずみによる内陸地震の発生を物理的に理解す
ることが物理的な長期予測の鍵となる．このためには
精度の高い震源断層の位置・形状や滑り角を求め，統
合地殻構造モデルの中での応力蓄積を検討していくこ
とが重要な課題となるという報告がされた．

（4）�「孤立した短い活断層」から発生する地震の規模評
価について

　 　地表で認められている長さが短い活断層において
は，その長さから推定されるよりも規模が大きな地震
がその周辺で発生することがあり，地震防災において
その評価は重要である．しかし，これまでの活断層調
査においては，活動性が高い主要な活断層に対象が
限られ，短い活断層や活動性が低い活断層の調査や
評価はあまり進展していない．ここでは，孤立した短
い活断層について，詳細な地形判読と地下構造との関
係を検討した研究事例が紹介された．既存の活断層カ
タログから約 100 の対象断層を抽出し，大縮尺の空中
写真とデジタル標高モデル（DEM）を用いた地形解
析を行った．さらに，地質図に示されている断層及び
重力異常図から推定される地下構造との比較検討を行
い，その結果に基づいた「孤立した短い活断層」から
発生する地震規模の評価手法についての考察が報告
された．その結果，47 の対象断層で断層長が伸びる
可能性が認められた．今後の課題として，活動度の代
わりに平均変位速度を用いて定量的な評価手法に発
展させることが期待される．

（5）�中規模内陸地震（M5-6クラス）による地表変位の
検出

　 　地殻内地震に伴って地表に断層が生じる場合，その
最大変位量は地表地震断層の長さと正の相関があるこ
とが経験的に知られている．ただし，M6 以下の地震
の場合には，地表地震断層の観測データが少ないため，
こうした経験式がどこまで短い断層に適用できるのか
よく分かっていない．1990 年代から合成開口レーダー

（SAR）センサを搭載した人工衛星が運用されており，
地殻変動を詳細に捉えられるようになってきた．

　 　1996 年～ 2013 年に日本で発生した 17 個の中規模
地殻内地震（Mw5.0-6.9，大半は Mw<6.0）を対象に
して，SAR 干渉解析により地表変位の検出を試みた結
果，12 個の地震については断層運動に関連した地殻
変動が認められ，そのうち 8 個の地震については干渉
縞に明瞭な不連続が認められた．これらの不連続を断
層変位として評価し，その長さと最大変位量を測定し
た結果，最大変位量と断層長には正の相関が認められ
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た．観測された地表変位の形状は，狭い範囲での撓曲
変形を示唆しているため，厳密な意味での断層変位と
は区別すべきかもしれないが，M5-6 クラスの地震に
対応した小規模の断層も含めて，その地表変位の予測
のために断層長の把握が有効であることが分かった．

第 207回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2015 年 5 月 22 日（金）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，高橋，遠田，八木，

池田，佐藤，佐竹，小川，尾形，後藤，青井，汐見，堀，
宍倉，石川（岩渕委員代理），橋本，前田，飛田，
今給黎

　　（招聘報告者）
　　　田中（防災科学技術研究所），鴨川（東京学芸大学）
議事概要
1　第 24期の地震予知連絡会の体制について
　 　全会一致で平原和朗委員が会長に選出された．平

原会長により，松澤暢委員と山岡耕春委員が副会長に
指名された ｡ 松澤暢委員が東日本部会長に，平田直委
員が中日本部会長に，澁谷拓郎委員が西日本部会長に，
山岡耕春委員が重点検討課題運営部会長に指名され
た．北海道大学・高橋浩晃准教授が新たに委員に就
任した．
2　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2015 年 2 月から 2015 年 4 月までの 3 か

月間に発生した M5 以上の地震は 35 回であった．
目立った活動としては，2 月 17 日の三陸沖の地震

（M6.9）， 4 月 20 日の与那国島近海の地震（M6.8）
が挙げられる．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2 月末から 3 月上旬及び 4 月下旬から 5 月初めに

かけて十勝沖で，5 月上旬から日向灘周辺で超低周
波地震活動があった．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　東北地方太平洋沖地震後の余効変動の影響や長

野県北部の地震の影響が見られる．
（2）東北地方太平洋沖地震関連

　 　東北地方太平洋沖地震以降の累積水平変動には，
東北地方から関東甲信越にかけて東向きの変動が見ら

れ，岩手川崎 A 観測点で最大約 119cm に達している．
また，上下変動には，宮城県から千葉県にかけての太
平洋沿岸と関東甲信越地方及び青森県から北海道の
襟裳岬付近にかけた地域に隆起が，岩手県沿岸と奥
羽脊梁山脈付近に沈降が見られ，M 牡鹿観測点で最
大約 40cm の隆起が観測されている．2015 年 1 月まで
の海底地殻変動のデータには，宮城沖 1 及び釜石沖 1
で西向きの地殻変動が引き続き見られる．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　日本海溝・千島海溝周辺
　　a　三陸沖の地震
　　　 　2015 年 2 月 17 日に三陸沖で M6.9 の地震（最

大震度 4）が発生した．この地震の発震機構は
西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で，
太平洋プレートと陸のプレートの境界で発生し
た．この地震は東北地方太平洋沖地震の余震域
で発生した．岩手県の久慈港で 27cm の津波を観
測したほか，北海道から岩手県の太平洋沿岸で
微弱な津波を観測した．今回の地震の発生後，こ
の地震の震央周辺で，最大震度 1 以上を観測す
る地震が 2 月 28 日までに 12 回発生し，地震活
動が活発になった．2 月 17 日の三陸沖の地震に
伴い，わずかな地殻変動が検出された．

　　b　宮城県沖の地震
　　　 　2015 年 5 月 13 日に宮城県沖で M6.8 の地震（最

大震度 5 強）が発生した．この地震は，発震機構
が東西方向に圧力軸を持つ逆断層型で，太平洋
プレートと陸のプレートの境界で発生した．また，
今回の地震に伴い，約 2cm の地殻変動が GNSS
観測により検出された．

　イ　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　豊後水道の長期的スロースリップ
　　　 　2014 年夏頃から始まった豊後水道付近の長期

的スロースリップは，現在は停滞している．
　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動が，

東海地方（4 月 14 日から 19 日）で発生した．そ
れ以外の主な微動活動が，東海地方（4 月 4 日か
ら 7 日），四国東部（1 月 30 日から 2 月 1 日及び 4
月 16 日から 20 日），四国中部（2 月 7 日から 14 日），
豊後水道（3 月 25 日から 29 日）で発生した．

（4）その他の地殻活動
　ア　鳥島近海の地震
　　 　2015 年 5 月 3 日に鳥島近海で M5.9 の地震が発

生した．この地震により，東京都の八丈島八重根で
0.5m の津波を観測したほか，伊豆諸島で 0.1m から
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0.3m の津波を観測した．
　イ　与那国島近海の地震
　　 　2015 年 4 月 20 日に与那国島近海で M6.8 の地震

（最大震度 4）が発生した．この地震の発震機構は，
南北方向に圧力軸を持つ逆断層型であった．今回の
地震の発生後，同日 20 時 45 分に M6.0 の地震（最
大震度 3），20 時 59 分に M6.4 の地震（最大震度 2）
が発生する等，最大震度 1 以上を観測する余震が 4
月 30 日までに 4 回発生した．

　ウ　ネパールの地震
　　 　2015 年 4 月 25 日にネパールにおいて，深さ

15km で Mw7.9 の地震が発生した．この地震の発震
機構は南北方向に圧力軸を持つ逆断層型であった．
余震は，本震の震央から東南東方向へ約 200km に
わたり発生している．最大規模の余震は，5 月 12
日に発生した M7.3 の地震（深さ 15km）である．
だいち 2 号のデータを用いた SAR 干渉解析により，
最大約 1.2m の地殻変動が検出された．

3　�重点検討課題「予測の根拠となるモニタリングデー
タと処理方法」の検討

　 　予測の根拠となるモニタリングデータや予測につな
げるための処理方法及びどのような予測情報が得られ
るかについてレビューが行われ，予測実験の定量的評
価方法や予測実験の試行の進め方等の議論が行われ
た．

（1）統計モデルによる地震活動異常のモニタリング
　 　ETAS モデルから期待される地震活動度を基準とし

た異常の検知方法により，地震活動の相対的静穏化等
を捉えた事例が紹介された．地震活動の異常を抽出す
るために，地殻特性等の地域性にあった標準予測モデ
ルの構築が必要であることが指摘された．

（2）地震活動の潮汐相関にもとづく予測
　 　地震活動と地球潮汐との間の相関関係に関する研

究事例が紹介された．東北地方太平洋沖地震やスマ
トラ沖地震等の発生前に顕著な地震活動との潮汐相関
が見られることが示された．過去の大地震に遡り，現
象の特性や普遍性の程度を明らかにしていくととも
に，系統的なモニタリングを実施し，潮汐相関が出現
した事例に対する追跡・検討調査を進めていく重要性
が指摘された．

（3）種々のモニタリングデータにもとづく予測
　 　地震学的，測地学的，地球化学的，地球電磁気的手

法等を用いた地震発生の先行現象候補の事例が紹介さ
れた．異常の出現報告は比較的多いものの，地震発生
率の算出例は多くないことが示された．機械的な先行
現象確率予測のために，地震発生率未算出の先行現象
事例についての更なる研究の必要性が指摘された．

（4）シミュレーションと観測データにもとづく予測
　 　観測や数値シミュレーションで見られる固着状態の

変化に関する考察が紹介された．シミュレーションに
よる地震発生サイクルモデルによると，固着のはがれ
やゆっくり滑りの発生は，自発的に大地震が起こる状
況に近づいている場合があることを示唆することが指
摘された．また，固着のはがれが進んでいると，近傍
の地震のみならず，遠方で発生した大地震や近傍で進
行するゆっくり滑りにより，地震が誘発される可能性
もあることが指摘された．

第 208回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2015 年 8 月 21 日（金）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，平田，澁谷，高橋，遠田，エネスク

（八木委員代理），佐竹，篠原，小原，小川，尾形，
松本，後藤，浅野（青井委員代理），汐見，堀，
宍倉，石川（岩渕委員代理），橋本，前田，飛田，
今給黎

　　（招聘報告者）
　　　鶴岡（東京大学地震研究所）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）　地殻活動の概況

　 　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2015 年 5 月から 2015 年 7 月までの 3 か月

間に発生した M5 以上の地震のうち，主なものとし
て，5 月 13 日の宮城沖の地震（M6.8），5 月 30 日
の小笠原諸島西方沖の深発地震（M8.1），5 月 31 日
の鳥島近海の地震（M6.6），6 月 11 日の岩手沖の地
震活動（最大 M5.9）があった．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　5 月から 7 月にかけて日向灘及び足摺岬沖で超低

周波地震活動があった．5 月上旬に日向灘で活動が
開始し，6 月上旬までに足摺岬の南方沖に到達した
後，7 月上旬までには活動がほぼ終息した．足摺岬
沖における顕著な活動は，豊後水道のスロースリッ
プと同期して発生した 2010 年以来である．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震後の余効変
動や長野県北部の地震の影響が見られる．
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（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震以降の累積水平変動には，

東北地方から関東甲信越にかけて東向きの変動が見ら
れ，岩手川崎 A 観測点で最大約 123cm に達している．
また，上下変動には，宮城県から千葉県にかけての太
平洋沿岸と関東甲信越地方及び青森県から北海道の
襟裳岬付近にかけた地域に隆起が，岩手県沿岸と奥羽
脊梁山脈付近に沈降が見られる．M 牡鹿観測点で最
大約 40cm の隆起が観測されている．

（3）　プレート境界の固着状態とその変化
　ア　日本海溝・千島海溝周辺
　　a　宮城県沖の地震
　　　 　2015 年 5 月 13 日に宮城県沖の深さ 46km で

M6.8 の地震（最大震度 5 強）が発生した．この
地震は発震機構が東西方向に圧力軸を持つ逆断
層型で太平洋プレートと陸のプレートの境界で発
生した．この地震の発生域では，M6 クラスの地
震が繰り返し発生してきたことが報告された．こ
の地震に伴う地殻変動から，プレート境界におけ
る西傾斜の逆断層滑り（Mw6.8）が推定された．

　イ　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　南海トラフ沿いの海底地殻変動観測結果
　　　 　東北地方太平洋沖地震の影響を除去した海底

地殻変動のデータには，アムールプレートに対す
る年間最大 5.8cm の速度の北西向きの変動が見
られる．

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動
が，四国西部（5 月 26 日から 6 月 2 日）で発生した．
それ以外の主な微動活動が，紀伊半島北部（5 月
4 日から 10 日及び 7 月 17 日から 25 日），紀伊半
島南部（6 月 4 日から 8 日），四国中部（5 月 31
日から 6 月 5 日）で発生した．　

（4）その他の地殻活動
　ア　小笠原諸島西方沖の地震
　　 　2015 年 5 月 30 日に小笠 原 諸島西方沖の深さ

682km で M8.1 の地震が発生した．この地震は，東
西方向に張力軸を持つ型で，太平洋プレート内部で
発生した．深さ 500km 程度の場所では定常的に地
震活動が見られているが，今回の震源付近は，これ
まで地震の発生が見られない領域であった．

2　重点検討課題「予測実験の試行について」の検討
　 　前回に引き続き，「予測実験の試行」に関する検討

が行われた．今回は，定式化された手法を過去のデー
タに適用して，現在までの状況を予測する事例が紹介
され，議論が行われた．

（1）CSEPに基づく地震活動予測の検証
　 　将来の地震の数を予測する地震活動予測モデルを，

地震カタログを基に比較・検証する CSEP の事例が
紹介された．地震予測結果を評価するためには，予
測領域の分割の仕方や地震が起きない情報の活用等
が重要であることが指摘された．また，東北地方太平
洋沖地震後については，地震数の評価が重要であり，
ETAS モデルあるいは改良大森公式による外挿処理が
効果的であることが報告された．

（2）気象庁における繰り返し地震の調査の取り組み
　 　宮古島の繰り返し地震の発生予測等に関する報告

がなされた．一例として，地震波形の相似性を基に
区分された宮古島周辺の繰り返し地震のうち 1 つの
タイプについて，BPT 分布モデルを用いた分析から，
2015 年 3 月 14 日時点で，次の地震が 2017 年 3 月～
2018 年 1 月の期間に 70% の確率で発生すると予測さ
れることが紹介された．

（3）前震活動に基づく地震発生の経験的予測
　 　前震活動を伴いやすい 3 つの領域（日本海溝沿，

伊豆半島沖，長野県北中部）について，本震を予測す
るための有効な前震候補の選択条件及びそれを基にし
た事後予測の結果が紹介された．本手法を適用するこ
とにより，3 領域の地震予測に関して高い確率利得が
得られた．適中率（前震候補のうち真の前震の割合）
はそれぞれ約 22％，22％，11％であり，予知率（予
測された本震の割合）は約 27％，68％，45％であっ
たことが報告された．

（4）東北地方太平洋沖地震の余効変動の予測実験
　 　東北地方太平洋沖地震の余効変動の関数近似によ

る予測実験が紹介された．余効変動時系列について，
対数関数と指数関数を組み合わせたモデルによって良
好な近似や短期的予測結果が得られること等が報告さ
れた．また，粘弾性緩和と余効滑りの分離は現状では
困難なことや定常速度成分が予測結果を左右すること
等が指摘された．

（5）�平常的な地震活動と「予測」の価値　－当たり前
の地震について－

　 　予測の価値について平常的な地震活動を基にした
考察が報告された．ポワソン過程による確率を用いる
ことで，対象とする事象の予測の価値を評価する事例
が紹介された．研究者にとっては当たり前の結論でも
社会に伝えていく必要性があることが指摘された．
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第 209回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2015 年 11 月 27 日（金）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，高橋，八木，池田， 

佐藤，佐竹，篠原，小原，小川，尾形，松本，後藤，
青井，汐見，堀，松本（宍倉委員代理），岩渕，橋本，
前田，飛田

　　（招聘報告者）
　　　 日置（北海道大学），水藤（国土地理院），松澤（防

災科学技術研究所）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2015 年 8 月から 2015 年 10 月までの 3 か

月間に発生した M5 以上の地震は 33 個であった．8
月 17 日の種子島近海の深さ 7km で起きた M5.0 の
地震は正断層型でこの地域ではやや珍しい地震で
ある．それ以外には特に目立った地震は見られな
かった．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　十勝沖で 8 月上旬及び 10 月中旬に，紀伊水道沖

で 8 月中旬，下旬，9 月上旬及び下旬に，日向灘周
辺で 10 月中旬及び下旬に超低周波地震活動があっ
た．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震の余効変動
や長野県北部の地震の影響が見られる．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震以降の累積水平変動には，

東北地方から関東甲信越にかけて東向きの変動が見ら
れ，岩手川崎 A 観測点で最大約 126cm に達している．
また，上下変動は，宮城県から千葉県にかけての太平
洋沿岸，関東甲信越地方及び青森県から北海道の襟
裳岬付近にかけた地域に隆起が，岩手県沿岸及び奥
羽脊梁山脈付近に沈降が見られる．M 牡鹿観測点で
最大約 42cm の隆起が観測されている．海底地殻変動
観測結果は，釜石沖 1，釜石沖 2，宮城沖 1 で陸側へ，
福島沖，銚子沖では海溝側への変動が起きている．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　紀伊水道の地殻活動

　　　 　紀伊水道に近い四国東部，紀伊半島西部で低
周波微動活動が 2014 年半ば頃から，活発化して
おり同時期に GNSS 観測に変位が見られている．
GNSS 観測により，紀伊水道周辺で 2014 年半ば
頃から非定常的な地殻変動が観測されている．非
定常地殻変動に基づく解析により，紀伊水道のプ
レート境界面で最大 3cm 程度の滑りが推定され
ている．

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動
が，四国中部から西部（10 月 29 日から 11 月 8 日），
豊後水道（9 月 1 日から 9 月 6 日）で発生した．
それ以外の主な微動活動が，紀伊半島中部（10
月 24 日から 28 日），四国東部（9 月 25 日から 10
月 4 日），四国中部（10 月 19 日から 22 日）で発
生した．

（4）その他の地殻活動
　ア　薩摩半島西方沖の地震
　　 　2015 年 11 月 14 日に薩摩半島西方沖で M7.1 の地

震が発生した．この地震は地殻内で発生し，発震機
構は北西―南東方向に張力軸を持つ横ずれ断層型
である．この地震により津波が発生し，トカラ列島
の中之島で 0.3m の津波が観測されている．この地
震は 1923 年以降，九州の西方沖で発生した最大規
模の地震であった．この地震の震源に近い観測点を
含めた解析で，余震域が沖縄トラフの走向にほぼ平
行で 60km 程度の長さであることが示された．

　イ　チリ中部沿岸の地震
　　 　2015 年 9 月 17 日（日本時間）に，チリ中部沿岸

の深さ 21km で Mw 8.3 の地震が発生した．この地
震はナスカプレートと南米プレートの境界で発生し
た．この地震に伴い国内では北海道から沖縄にかけ
ての太平洋沿岸で津波が観測された．また合成開口
レーダーの解析により，震央の北側 50-70km 付近
の沿岸部を中心に 1m 以上の変動が観測され，震源
断層の滑りの中心域は南緯 31°付近と考えられる．

2　�重点検討課題「東北地方太平洋沖地震がもたらす広
域地殻活動」の検討

　 　東北地方太平洋沖地震前後での広域的な地殻活動
の変化の特徴が紹介され，議論が行われた．

（1）�東北地方太平洋沖地震後の日本列島周辺域のプレー
ト運動速度の変化

　 　海溝型地震である 2003 年十勝沖地震及び東北地方
太平洋沖地震の後に，震源域の両側の領域で GNSS
観測局の陸向きの速度が高まった．また，東北地方太
平洋沖地震後に海溝軸を中心とする地域で重力変化
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が見出されている．さらに，宮城沖の日本海溝の両側
において，高速な陸向きの地殻変動が見られている．
加えて，太平洋プレート上にある南鳥島 GNSS 観測
局の速度が東北地方太平洋沖地震前後で変化してい
る可能性が報告された．これらの原因として，海溝で
プレート境界型の地震が起こると，プレート間のカッ
プリングが喪失しスラブに働く力の均衡が破れ，一時
的にスラブの加速が起きたのではないかという解釈が
示された．また重力の変化は地震後のアセノスフェア
の粘性緩和に伴う物質流動のためであるという解釈が
示された．さらに宮城沖の海底の西向きの動きはスラ
ブの加速と固着の回復でも解釈できることが報告され
た．なお，南鳥島の速度変化には不確定性があること
が報告された．

（2）東北地方太平洋沖地震前後の地殻変動の変化
　 　東北地方太平洋沖地震前（1999 年）と後（2014 年）

での GNSS 観測に基づく全国の地殻変動の特徴が報
告された．その結果，地震前の水平変動は，北西―西
北西の変動が卓越していたが，地震後は東北日本の広
い範囲及び北信越・近畿から中国地方北部で東向きの
変動が見られた．ひずみ場は，地震前には日本列島全
域で北西―南東から東西方向の短縮が卓越していた
が，地震後は北海道南西部，東北地方北部，日本海
側，中日本で伸張が卓越している．東北地方太平洋側
は，地震後は東向きの変動であるが，伸張場ではなく
短縮場となっている．牡鹿半島周辺は東西短縮，奥羽
山脈周辺は南北短縮が卓越している．また上下変動で
は，地震前後で隆起・沈降のセンスが逆転，もしくは
地震後に隆起が卓越していることが報告された．東北
地方太平洋側は沈降から隆起が卓越するようになって
いる．また関東・甲信越では，地震前は顕著な傾向が
なかったが，地震後は隆起が卓越している．東北地方
日本海側では隆起から沈降に傾向が変化している．東
北地方での隆起・沈降の境は奥羽山脈に沿っており，
時間的に変化していないことが報告された．

（3）�平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震前後
の全国の地震活動の変化

　 　東北地方太平洋沖地震前後の海域の地震活動変化
は，東北地方を除いて全国的に顕著な変化は見られな
い．東北地方太平洋沖地震の前震・本震・余震の発
生状況は，震源域の沿岸部付近の地震活動が残って
はいるものの，全体的にはかなり減衰している．2014
年には震源北側の領域で活動が一時低下していたよう
にも見える．地震の滑り域から外れた日本海溝付近に
おいても地震活動の活発化が見られ，その後，徐々に
活動は低下している．また，内陸の地震活動は，東北
地方太平洋沖地震の発生直後から秋田県内陸や福島・

茨城県北部，長野県などで地殻内の地震活動が活発
化し，震源域周辺では正断層型の地震が発生している．
クーロン応力の増加が予測された糸魚川－静岡構造線
断層帯付近では活発な地震活動が見られる．

（4）東北地方太平洋沖地震前後のスロー地震活動の変化
　 　十勝沖では超低周波地震の活動が 2003 年十勝沖地

震の後に活発化していたが，徐々に低調になってきて
いる．この傾向は，2011 年東北地方太平洋沖地震の
後も継続しており，東北地方太平洋沖地震に伴う顕著
な変化は見られていない．東北地方太平洋沖について
は，近年，超低周波地震の発生が，東北地方太平洋
沖地震の大すべり域付近及び，岩手沖や福島・茨城沖
の領域で報告されている．岩手沖や福島・茨城沖の活
動は東北地方太平洋沖地震後に活発化し，その後徐々
に低調になりながらも活動が検出されている．一方，
大すべり域の活動は地震後には検出されていない．海
底水圧計や海底地震計を用いた研究からは，東北地
方太平洋沖地震前に SSE や低周波微動が発生してい
たことも報告されている．房総半島沖のスロースリッ
プの活動間隔は地震前に比べて短くなっている．南海
トラフ沿いのスロー地震活動は東北地方太平洋沖地震
前後で顕著な変化は見られない．

（5）�東北地方太平洋沖地震前後の広域的な地殻活動の
変化

　 　ロシア沿海州や中国東北部では，地震時に最大で
5cm 程度の変位が観測され，広域的な余効変動が現在
も継続中である．ウラジオストク周辺では余効変動に
よる変位量が地震時変位を上回りつつあり，粘弾性モ
デルから予測されるものよりも大きい．中国東北部の
断層帯でクーロン応力の増加が予測されているが，地
震活動に顕著な変化は見られない．現在と同じレート
で余効変動が数百年継続する可能性があり，今後地震
活動に変化が現れる可能性もあるという報告がされた．
また東北地方太平洋沖地震の震源域を除く日本列島全
域の地震活動の ETAS モデルによると，2014 年頃から
地震活動の低下傾向が見られる．東北沖に隣接する千
島海溝南西部，伊豆小笠原海溝北部及び九州内陸部で
は，東北地方太平洋沖地震前後で顕著な地震活動の変
化は無いように見える．千島海溝南西部の十勝沖・根
室沖・色丹島沖の領域では，2007 年頃からの地震活動
度の低下が，東北地方太平洋沖地震で変化することな
く現在まで継続していることが報告された．
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第 210回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2016 年 2 月 22 日（月）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，高橋，遠田，八木，

池田，佐竹，篠原，中島（小川委員代理），尾形，
松本，後藤，青井，汐見，宍倉，岩渕，橋本，前田，
飛田

　　（招聘報告者）
　　　 鶴岡（東京大学地震研究所），林（気象研究所）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2015 年 11 月から 2016 年 1 月までの 3 か

月間に発生した M5 以上の地震は 27 回であった．
目立った活動としては，2015 年 11 月 14 日の薩摩
半島西方沖の地震（M7.1），2016 年 1 月 14 日の浦
河沖の地震（M6.7）が挙げられる．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2016 年 1 月 14 日の浦河沖の地震（M6.7）の発生

後，20 日頃まで十勝沖で活発な超低周波地震活動
があった．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震の余効変動
の影響が見られる．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震以降，東北地方から関東甲

信越にかけて東向きの変動が見られ，累積水平変動は
岩手川崎 A 観測点で最大約128cmに達している．また，
上下変動は，宮城県から千葉県にかけての太平洋沿岸
と関東甲信越地方及び青森県から北海道の襟裳岬付
近にかけた地域に隆起が，岩手県沿岸及び奥羽脊梁山
脈付近に沈降が見られ，M 牡鹿観測点で最大約 43cm
の隆起が観測されている．海底地殻変動のデータには，
釜石沖 1，釜石沖 2，宮城沖 1 で陸側へ，福島沖，銚
子沖では海溝側への変動が見られる．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　千島・日本海溝周辺
　　a　浦河沖の地震
　　　 　2016 年 1 月 14 日に 浦 河 沖 の 深 さ 52km で

M6.7 の地震（最大震度 5 弱）が発生した．この
地震は発震機構が西北西－東南東方向に圧力軸

を持つ逆断層型で，太平洋プレートと陸のプレー
トの境界で発生した．この地震に伴い，えりも岬
周辺の GNSS 観測点で最大約 1cm の東向きの変
動と隆起が観測された．

　イ　駿河トラフ・南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�駿河トラフ及び南海トラフ沿いの海底地殻変動

観測結果
　　　 　東北地方太平洋沖地震の影響を除去した海底

地殻変動のデータには，アムールプレートに対す
る年間最大 5.1cm の速度の北西向きの変動が見ら
れる．

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動
が，紀伊半島北部から東海地方（12 月 28 日から
1 月 14 日），四国中部から西部（10 月 29 日から
11 月 8 日）で発生した．それ以外の主な微動活
動は，紀伊半島南部（11 月 25 日から 28 日，1 月
8 日から 13 日），四国東部から中部（12 月 26 日
から 1 月 5 日），四国中部（1 月 8 日から 12 日），
豊後水道（11 月 8 日から 12 日）で発生した．傾
斜データを用いたモデル計算から，伊勢湾周辺で
スロースリップが発生したことが推定された．

2　重点検討課題「予測実験の試行について02」の検討
　 　第 208 回に引き続き，「予測実験の試行」に関する

検討が行われた．今回は，第 208 回と同じ手法によっ
て，前回発表時以降の地震発生や地殻変動について，
実際の発生状況あるいは変動の進行がどの程度適合
しているかが紹介され，議論が行われた．

（1）�CSEP参加グループによる予測手法：予測と実際
の活動の比較検証

　 　将来の地震の数を予測する地震活動予測モデルを，
地震カタログを基に比較・検証する CSEP の事例が紹
介された．空間分布の予測のための Relative Intensity
モデルに地震数を予測する大森宇津則を組み込んだ
モデルを用いることにより，関東地方における将来 3
か月の予測が実際の地震発生を良く説明することが報
告された．

（2）�沖縄地方の繰り返し地震の確率論的発生予測手法：
予測と実際の発生状況の比較検証

　 　宮古島で発生する 4 つの繰り返し地震のグループ
に対して，BPT 分布モデルを用いた地震発生予測を
過去に遡って実施した結果が報告された．このうち，
M4 程度の繰り返し地震が 2 － 3 年おきに発生するグ
ループにおいては，7 つの予測について 4 事例が適中
した．
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（3）�群発的地震活動を前震活動と仮定して行う本震の
発生予測手法：最近の活動事例による検証

　 　前震活動を伴いやすい領域（日本海溝沿い，伊豆
半島沖，長野県北中部）における発生予測の結果が
示された．2015 年 8 月以降，前震候補も対象地震も
発生しなかったことから，予知率及び適中率に変化は
なかった．また，長野県北中部地域に対して得られて
いる最適パラメータを日本の内陸地震に適用したとこ
ろ，福島県東部，銚子付近，鹿児島県西方沖で前震
活動が見られることが紹介された．

（4）東北地方太平洋沖地震の余効変動の予測実験
　 　東北地方太平洋沖地震の余効変動の関数近似によ

る予測実験が紹介された．対数関数と指数関数を組み
合わせた混合モデルによって，余効変動時系列の短期
予測が向上したことが報告された．この結果を受けて，
東海地方の長期的スロースリップ等の地殻活動監視に
活用されていることが紹介された．また，中長期予測
は，定常速度及び長期の時定数に強く依存し，これら
の安定した推定が今後の課題であることも示された．

（5）�確率予測と二値予報の採点法　〜採点の適正さと
利用者の効用の観点から導出する採点式とその適
用例〜

　 　予測を適正な方法で採点することの重要性と，確率
予測の新しい採点手法である拡張ブライアスコアが紹
介された．基準予測との比較が組み込まれたこのスコ
アで，予測手法の性質を把握できることが，相似地震
への適用を通じて示された．

第 211回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2016 年 5 月 18 日（水）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，高橋，遠田，八木， 

池田，佐竹，篠原，小原，小川，尾形，松本，後藤，
青井，汐見，堀，宍倉，長屋，橋本，前田，宇根，
今給黎

　　（招聘報告者）
　　　熊原（広島大学）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2016 年 2 月から 2016 年 4 月までの 3 か月

間に発生した M5 以上の地震は 37 回であった．目
立った活動としては，2016 年 4 月 1 日の三重県南
東沖の地震（M6.5），2016 年 4 月 14 日以降の熊本
地震（最大 M7.3）が挙げられる．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　日向灘では，4 月 16 日以降に超低周波地震活動

が活発化し，足摺岬や室戸岬沖においても活動が
あった．また紀伊半島沖においても，4 月上旬に超
低周波地震活動があった．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震の余効変動
の影響が見られる．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震以降，東北地方から関東甲

信越にかけて東向きの変動が見られ，累積水平変動は
岩手川崎 A 観測点で最大約130cmに達している．また，
上下変動は，宮城県から千葉県にかけての太平洋沿岸
と関東甲信越地方及び青森県から北海道の襟裳岬付
近にかけた地域に隆起が，岩手県沿岸及び奥羽脊梁山
脈付近に沈降が見られ，M 牡鹿観測点で最大約 46cm
の隆起が観測されている．海底地殻変動のデータには，
釜石沖 1，釜石沖 2，宮城沖 1 で陸側へ，福島沖，銚
子沖では海溝側への変動が見られる．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　駿河トラフ・南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　紀伊水道周辺の非定常地殻変動
　　　 　2014 年半ば頃から，紀伊水道を挟んで西側の

四国東部で南東向きの，東側の紀伊半島西部で
東向きの非定常的な地殻変動が観測されている．
紀伊水道のプレート境界面上で最大約 15cm の滑
りが推定された．

　　b　豊後水道周辺の非定常地殻変動
　　　 　2015 年 12 月頃から，豊後水道周辺で南東向き

の非定常地殻変動が観測されている．四国西部と
豊後水道付近のプレート境界面上で最大約 7cm
の滑りが推定された．

　　c　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　主な微動活動として，紀伊半島北部（4 月 1 日
から 4 月 4 日），紀伊半島南部（3 月 30 日から 4
月 2 日），四国東部（4 月 14 日から 4 月 22 日），
四国中部（4 月 29 日から 5 月 3 日）で発生した．

　d　三重県南東沖の地震
　　　 　2016 年 4 月 1 日に三重県南東沖で M6.5 の地震

が発生した．発震機構は北西－南東方向に圧力軸
を持つ逆断層型でフィリピン海プレートと陸のプ
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レート境界で発生した．今回の地震の震央周辺で
は 2004 年に M7.4 及び M7.1 の地震が海洋プレー
ト内部で発生している．1923 年 1 月以降の活動
を見ると，今回の地震の震央周辺では 1944 年 12
月 7 日に M7.9 の東南海地震，1946 年 12 月 21 日
に M8.0 の南海地震が発生している．震源分布の
詳細な解析によると，本震と余震は約 10km 離れ
ている．低周波地震が 2015 年 9 月 1 日から 2016
年 4 月 30 日まで海溝軸付近に集中して発生して
いる．本震の 2 日後からまとまった低周波地震の
活動があった．

2　�重点検討課題「平成 28年（2016 年）熊本地震」の
検討

　 　「平成 28 年（2016 年）熊本地震」に関して， （1）
発生の背景・原因，（2）主要イベントの地震像・前震
発生直前から本震に至る過程のモニタリング，（3）今
後の活動，に関して議論が行われた．

（1）発生の背景・原因に関すること
　ア　地震の概要
　　 　 平 成 28 年 4 月 16 日 1 時 25 分 に 深 さ 12km で

M7.3 の地震が発生した．これに先立ち，4 月 14 日
に M6.5 の地震が，15 日に M6.4 の地震が本震の震
央付近で発生した．また，熊本県熊本地方，阿蘇地
方，大分県中部等の範囲でも地震活動が活発となっ
た．一連の地震活動領域には，布田川断層帯，日奈
久断層帯，別府－万年山断層帯が存在している．初
動解及び CMT 解は，それぞれ北西－南東方向及び
南北方向に張力軸を持つ横ずれ断層型を示す．一
連の地震の多くは概ね南北方向に張力軸を持つ横
ずれ型の発震機構解をもつ．今回の地震活動の付
近では，1889 年 7 月 28 日に M6.3 の地震が発生し
ている．

　イ　発生場
　　 　震源領域では垂直応力成分と水平最大圧縮応力

がほぼ等しく，複雑な断層運動が形成されやすい場
であることが指摘された．

（2）モニタリングに関すること
　 　ア　震度分布
　　 　本震により震央付近の熊本県益城町，西原村で

震度 7 の揺れを観測した．また 14 日発生の M6.5
の地震により熊本県益城町で震度 7 の揺れを観測し
た．これらの地震を含めて，5 月 6 日までに震度 6
弱以上を観測した地震は 7 回発生した．大分県中部
では，本震とほぼ同時に M5.7 の地震が，同日 7 時
11 分に M5.4（最大震度 5 弱）の地震が発生した．

　イ　応力場・震源過程・震源分布・地殻変動
　　 　起震応力場の推定から，日奈久－布田川断層帯

の北部では最小主応力軸（σ3 軸）が南北に近い正
断層場が，南部ではσ3 軸が北北西－南南東に近い
横ずれ断層場が卓越することが報告された．前震

（M6.5）の波形インバージョン解析の結果，破壊開
始点付近とその北北東の浅い領域に大きな滑り（最
大 0.7m）が推定された．本震の波形インバージョ
ン解析から，震央の北東 10 ㎞から 30 km 程度の領
域に大きな滑り（最大 4.6m）が求まり，阿蘇山付
近にまで及ぶことがわかった．浅い領域の滑りは，
地表踏査で確認された地表地震断層と整合的であ
る．主たる破壊は地震発生から 5 － 15 秒後に生じ，
約 20 秒で収束した．本震直後に大分県で誘発され
た地震について，観測波形や最大地表加速度の距
離減衰から，K-NET 湯布院観測点のごく近傍で 1
時 25 分 40 秒頃に M5.5 の地震が発生したと考えら
れる．SAR 干渉解析から，日奈久断層帯と布田川
断層帯の東端から北東に延びる領域において，変位
の急勾配が見られた．得られた地殻変動は，4 枚の
断層によって概ね説明することができることが報告
された．震源の鉛直分布から，複雑な断層面で破壊
が起きたことが示唆された．本震後の布田川断層周
辺では正断層運動の地震が多く見られた．本震の初
動解と CMT 解の発震機構には顕著な違いが見られ
ることが指摘された．

　ウ　地殻変動
　　 　GNSS 連続観測から，本震に伴い最大 98 ㎝の地

殻変動が検出された．だいち 2 号による SAR 干渉
解析から，布田川断層帯及び日奈久断層帯に沿って，
顕著な地殻変動が検出された．SAR 及び GNSS 観
測結果から推定された滑り分布モデルは，布田川断
層帯及び日奈久断層帯に沿った位置に震源断層が
推定され，布田川断層帯では北西傾斜の断層面とそ
の東側延長に南東傾斜の断層面，日奈久断層帯で
は北西傾斜の断層面で，それぞれ右横ずれ的な動
きが生じたと推定された．

　エ　地表地震断層調査
　　 　日奈久断層帯では高野－白旗区間の北部約 6km

にわたって，布田川断層帯では布田川区間をやや超
える約 28km にわたって地表地震断層が出現したこ
とが報告された．これらの断層は，従来指摘されて
いた活断層にほぼ一致する場所に出現しているが，
布田川断層帯では，これに加えて複数の平行な断層
や幅広い変形帯を伴っている．日奈久断層帯沿いで
は高木地区において最大約 75 ㎝の変位が，布田川
断層帯沿いでは堂園付近で最大 2.2m の横ずれ変位
があった．

　　 　現地調査から約 31km の長さの地表地震断層が確
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認された．布田川断層帯から日奈久断層帯沿いの地
表地震断層の変位は右横ずれ変位を主体とし，右横
ずれ変位は最大約 2m，上下変位は最大約 80cm で
あった．出ノ口断層沿いでは，左横ずれ変位（最大
約 1m）を伴う北落ちの正断層（最大約 2m）があった．

（3）今後の活動に関する議論
　ア　前震・余震活動に関する確率予測
　　 　4 月 14 日の地震（M6.5）の前震確率は概ね 5％

であったことが報告された．熊本県熊本地方，阿蘇
地方，大分県中部地方における余震は，ETAS モデ
ルで予測される時間推移と調和的である．

　イ　余効変動
　　 　GNSS 連続観測により，本震後約 3 週間で最大約

2cm の余効変動が検出された．余効変動は時間経
過とともに減衰している．

　ウ　日向灘の地震と九州内陸の地震の関係
　　 　1900 年以降に日向灘及び九州内陸で発生する地

震活動を調べたところ，日向灘で発生した地震の前
後 0.5 年間の九州内陸で発生する地震の回数が顕著
に多いことが報告された．

　エ　熊本地震による静的応力変化
　　 　本震に伴い，緑川断層帯東部，雲仙断層群，別

府－万年山断層帯東部，佐賀平野東縁断層帯等で，
クーロン応力の増加が見られることが報告された．

第 212回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2016 年 8 月 22 日（月）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，高橋，遠田，八木， 

佐藤，佐竹，篠原，小原，中島（小川委員代理），
尾形，汐見，堀，宍倉，石川（長屋委員代理），橋本，
前田，宇根，今給黎

　　（招聘報告者）
　　　 飯沼（海洋研究開発機構），武藤（東北大学），

橋間（東京大学地震研究所），水藤（国土地理院）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2016 年 5 月から 2016 年 7 月までの 3 か月

間に発生した M5 以上の地震は 38 回であった．目
立った活動としては，2016 年 6 月 16 日の内浦湾の

地震，2016 年 5 月 16 日の茨城県南部の地震，7 月
27 日の茨城県北部の地震，8 月 20 日及び 21 日の三
陸沖の地震活動が挙げられる．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　室戸岬沖では超低周波地震活動が 4 月中旬から 5

月下旬まで断続的に継続した．
　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震の余効変動
と熊本地震の影響が見られる．

（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　日本海溝・千島海溝周辺
　　a　三陸沖の活動
　　　 　2016 年 8 月 20 日から 21 日にかけて三陸沖で

地震活動があった（最大 M6.4）．活動域は北と南
に 2 つあり，そのうち北側の活動域は 1994 年三
陸はるか沖地震の初期破壊開始点付近に位置す
る．

　　b　茨城県北部の地震
　　　 　2016 年 7 月 27 日に茨城県北部の深さ 57km で

M5.4 の地震（最大震度 5 弱）が発生した．この地
震は，発震機構が西北西－東南東方向に圧力軸を
持つ逆断層型で，太平洋プレートと陸のプレート
の境界で発生した．この領域では，平成 23 年（2011
年）東北地方太平洋沖地震の発生以降，地震活動
が活発になっており，2012 年 3 月 1 日には M5.3
の地震（最大震度 5 弱）が発生している．

　イ　相模トラフ周辺・首都圏直下
　　a　茨城県南部の地震
　　　 　2016 年 5 月 16 日に茨城県南部の深さ 42km で

M5.5 の地震（最大震度 5 弱）が，6 月 12 日に茨
城県南部の深さ 40km で M4.8 の地震（最大深度
4）が，7 月 17 日及び 20 日に茨城県南部の深さ
42km で M5.0 の地震（最大震度 4）が発生した．
これらの地震は，発震機構が北西－南東方向から
北北西－南南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で，
いずれもフィリピン海プレートと陸のプレート境
界で発生した．

　ウ　駿河トラフ・南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　南海トラフ沿いの海底地殻変動観測結果
　　　 　東北地方太平洋沖地震の影響を除去した海底地

殻変動のデータには，アムールプレートに対する年
間最大 5.1cm の速度の北西向きの変動が見られる．

　　b　紀伊水道周辺の非定常地殻変動
　　　 　2014 年半ば頃から，紀伊水道周辺で非定常的

な地殻変動が観測されている．紀伊水道のプレー
ト境界面上で最大約 15cm の滑りが推定された．
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　　c　四国・九州地域の非定常地殻変動
　　　 　2015 年 12 月頃から，豊後水道周辺で非定常的

な地殻変動が継続して観測されている．
　　　 　2013 年 10 月頃から 2014 年 10 月頃までに，日

向灘，宮崎北部及び豊後水道のプレート境界でス
ロースリップが発生していたことが推定された．
日向灘，宮崎北部では最大約 10cm の滑りが，豊
後水道付近では最大約 3cm の滑りが推定された．
また，2015 年 6 月頃から，日向灘及び四国西部
のプレート境界でスロースリップが発生していた
ことが推定された．日向灘では最大約 5cm の滑
りが，豊後水道付近では最大約 4cm の滑りが推
定された．豊後水道においては，2014 年のスロー
スリップがプレート境界のやや深い領域で，2015
年末以降はそれより南側の浅い領域で発生して
いる．

　　d　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動が
紀伊半島北部から東海地方にかけて 7 月 25 日か
ら 8 月 5 日にかけて発生した．それ以外の主な微
動活動は，紀伊半島中部（5 月10 日から 5 月15日），
四国中部（4 月 29 日から 5 月 3 日）で発生した．

（3）その他
　ア　内浦湾の地震
　　 　2016 年 6 月 16 日に，北海道南部・内浦湾の深さ

11km で M5.3 の地震（最大震度 6 弱）が発生した．
この地震は，陸のプレートの地殻内で発生し，発震
機構は北東 - 南西方向に圧力軸を持つ逆断層型で
あった．震央付近では，M5.3 の地震の前からまと
まった地震活動が続いていた．

　イ　熊本地震
　　 　平成 28 年（2016 年）熊本地震の地震活動は，熊

本県熊本地方及び阿蘇地方では減衰しつつも継続し
ている．7 月に震度 1 以上を観測した地震は 114 回
あり，最大規模の地震は 7 月 9 日に有明海で発生し
た M4.5 の地震（最大震度 4）であった．GNSS 連
続観測により，本震後約 3 か月半で最大約 4cm の余
効変動が検出された．この余効変動から，布田川断
層帯，その東側に延びる断層面，日奈久断層帯での
滑りが推定された．

2　�重点検討課題「余効変動と粘弾性　－日本列島広域
地殻活動予測に向けて－」の検討

　 　地震後に生じるゆっくりとした地殻変動である余効
変動とその主要因である粘弾性緩和について，今後の
地殻活動予測の観点から議論が行われた．

（1）趣旨説明と概説

　ア　余効変動と粘弾性　―基本的理解―
　　 　余効変動の発生要因（間隙弾性反発，余効滑り，

粘弾性緩和）に関する基礎的事項が説明された．粘
弾性緩和による変動の理解とその取扱いが，広域地
殻活動の予測に重要であることが指摘された．

（2）東北地方太平洋沖地震の余効変動
　ア　�東北地方太平洋沖地震の余効変動　－海域にお

ける観測と粘弾性モデル－
　　 　海底地殻変動観測データをもとに構築された粘

弾性緩和モデルが紹介された．地震時に大きな滑り
が生じた宮城県から福島県沖では粘弾性緩和が，福
島県南部から茨城県の沖合では余効滑りが，余効変
動の主要因としてそれぞれ挙げられた．また，岩手
県から青森県の沖合においては，プレート境界浅部
での顕著な余効滑りを示唆する結果が得られないこ
とも示された．

　イ　�不均質岩石レオロジーを考慮した東北沖地震余
効変動解析

　　 　火山直下の低粘性体等の不均質構造を考慮した
粘弾性緩和モデルが紹介された．内陸の不均質性
を考慮することにより，陸海域の水平及び上下変動
を説明できることが示された．また，粘弾性緩和に
加えて，本震の滑り域下端において余効滑りが生じ
ていることが示された．

　ウ　�2011年東北沖地震後の地殻変動データを用いた
粘性構造と余効すべりの推定

　　 　粘弾性緩和と余効滑りの両方の効果を考慮して
構築されたモデルが紹介された．水平及び上下変
動を説明するには，大陸側の深さ 150 － 300km の
領域と沈み込む海洋プレートの屈曲部分の底部に低
粘性領域が必要であることが示された．余効変動の
主要因として，東北南部では粘弾性緩和が，関東と
東北北部では余効滑りが，それぞれ挙げられた．

　エ　�東北地方太平洋沖地震の粘性緩和による変動と
粘性構造の不均質の重要性

　　 　粘性構造の不均質が余効変動に及ぼす影響につ
いて報告がなされた．一様な粘性構造では観測され
る上下変動とのかい離が大きくなることから，粘性
構造の不均質がモデル化には不可欠であることが指
摘された．特に，マントルウェッジ，海洋マントル，
海洋プレート下の低粘性領域の粘性率の違いや粘
性構造の深さ依存性を考慮する必要性が示された．

（3）日本列島広域地殻活動予測に向けて
　ア　�日本列島とその周辺の 3次元粘弾性不均質モデ

ル構築に向けて
　　 　3 次元粘弾性不均質モデル計算の高度化に関する

報告がなされた．京コンピューターを用いた大規模
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有限要素解析の技術開発が進められており，これに
より粘弾性緩和の挙動を制御する粘性率と余効滑り
等のプレート境界面上の断層滑りを同時に推定する
ことが可能となりつつあることが報告された．

第 213回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2016 年 11 月 11 日（金）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，山岡，平田，澁谷，高橋，遠田，八木，池田，

佐藤，小原，小川，尾形，松本，後藤，青井，汐見，堀，
宍倉，石川（長屋委員代理），橋本，前田，宇根，
今給黎

　　（招聘報告者）
　　　 古村・加藤（東京大学地震研究所），高橋（防災

科学技術研究所），松本（産業技術総合研究所），
横田（海上保安庁）

議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2016 年 8 月から 2016 年 10 月までの 3 か

月間に発生した M5 以上の地震は 52 回であった．
目立った活動としては，8 月 20 日及び 21 日の三陸
沖の地震活動，9 月 23 日の関東東方沖の地震，10
月 21 日の鳥取県中部の地震が挙げられる．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　十勝沖で 10 月下旬に超低周波地震活動があった．
　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震の余効変動
と熊本地震の影響が見られる．

　エ　日本列島内陸部の常時地震活動度
　　 　階層的時空間 ETAS モデルから推定される常時地

震活動度が報告された．2000 年以降発生した M6.0
以上の地震及び 599 年から 1884 年に発生した M6.8
以上の内陸地震と比較すると，その多くが定常地震
活動度が高い場所で発生していることがわかった．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　海底地殻変動のデータには，釜石沖 1，釜石沖 2，

宮城沖 1 で陸側へ，福島沖，銚子沖では海溝側への
変動が見られる．

（3）プレート境界の固着状態とその変化

　ア　駿河トラフ・南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　紀伊水道周辺の非定常地殻変動
　　　 　2014 年半ば頃から，紀伊水道周辺で非定常的

な地殻変動が観測されてきたが，2016 年 5 月頃
から鈍化し，現在はほぼ収まったように見える．

　　b　四国・九州地域の非定常地殻変動
　　　 　豊後水道周辺で 2015 年 12 月頃から観測され

ている非定常的な地殻変動は，2016 年 9 月頃か
ら鈍化している．

　　c　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動
が紀伊半島北部から東海地方にかけて 7 月 25 日
から 8 月 5 日に，豊後水道から四国西部にかけて
10 月 23 日から 30 日に発生した．それ以外の主
な微動活動は，東海地方（10 月 16 日から 21 日），
紀伊半島北部（8 月 19 日から 23 日），紀伊半島
南部（8 月 12 日から 15 日），四国東部（10 月 29
日から 11 月 4 日），四国東部から西部（8 月 1 日
から 9 月 7 日）で発生した．

（4）その他
　ア　関東東方沖の地震
　　 　2016 年 9 月 23 日に関東東方沖（プレート三重

会合点付近）の深さ 15km で M6.7 の地震が発生し
た．この地震は，発震機構が東西方向に圧力軸を持
つ逆断層型であった．今回の地震の震源周辺では，
9 月から地震活動が活発になっており，9 月 2 日に
M5.3 の地震が発生している．この地震を含め，9
月 30 日までに M5.0 以上の地震が 9 回発生した．

　イ　鳥取県中部の地震
　　 　2016 年 10 月 21 日 14 時 07 分に鳥取県中部の深さ

11km で M6.6 の地震が発生した．この地震は，陸の
プレートの地殻内で発生した．発震機構は西北西－
東南東方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型であった．
地震活動は，北北西－南南東方向にのびる長さ約
10km の領域を中心に発生した．同日 12 時 21 分に
ほぼ同じ場所で M4.2 の地震が発生するなど，やや
まとまった地震活動が見られていた．近地強震波形
から推定された滑り分布では，主要な滑り域が破壊
開始点から浅い領域に広がっており，最大滑り量は
1.7m，モーメントマグニチュードは 6.2 と推定された．

　　 　DD 法による 2000 年以降の地震の震源再決定の
結果から，鳥取県中部では，北北西―南南東にのび
る震源分布が複数列見られる．今回の地震の余震
活動は，北側と南側で走向方向にやや違いが見られ
る．また，北側ではほぼ鉛直な面上に震源が並ぶが，
南側ではやや西に傾斜する．強震波形から推定され
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た滑り分布では，滑り量の大きな領域が南と北の 2
か所見られる．最大滑り量は 0.7m で，左横ずれ断
層運動を示す．

　　 　GNSS 観測では，この地震に伴い湯梨浜町の羽
合で最大約 7cm などの地殻変動が観測された．干
渉 SAR データから推定された 3 次元変位場による
と，左横ずれ断層運動を示唆する変動が観測された．
GNSS 及び干渉 SAR 解析結果を用いて推定された
震源断層モデルでは，北北西－南南東走向の鉛直
の断層面での左横ずれ運動が推定された．滑りの中
心域は震源よりやや北側の深さ約 5km に位置して
おり，モーメントマグニチュードは 6.2 である．

　　 　階層時空間 ETAS モデルで解析した鳥取県中部
の地震の前後の地震活動の空間確率の予測が示さ
れ，本震の発生前に地震の発生確率が高くなってい
る状況であったことが示された．また，余震確率の
リアルタイム予測法による結果が示され，予測分布
は実際の気象庁データによる頻度分布と概ね一致し
ていることが報告された．

　ウ　熊本地震
　　 　熊本地方及び阿蘇地方における平成 28 年（2016

年）熊本地震の一連の地震活動は，全体として引き
続き減衰しつつも，活動は継続している．大分県中
部の活動は低下した．

2　重点検討課題「南海トラフ地震」の検討
　 　南海トラフ地震に関する過去の地震の調査，地殻変

動や地震等の観測結果，地震発生シミュレーション等
の最新の知見が報告され，議論が行われた．

（1）�「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」震源
モデル・シナリオ研究の成果と概要

　 　資料の精査に基づく南海トラフ地震の発生履歴と連
動性について報告がなされた．南海トラフ地震の証拠
とされてきた資料の中には，信頼性の低いものがあり，
地震発生の規則性がこれまで考えられていたものより
強くない可能性があることが示された．資料の正当性
や妥当性を多面的に精査することが重要であることが
指摘された．

（2）DONETによる震源域のモニタリング
　 　地震・津波観測システム「DONET」の品質評価と

モニタリングについて報告がなされた．2016 年 5 月
に DONET が完成し，地震活動，スローイベント，
地殻変動等の地殻活動が広帯域でモニタリングされて
いることが示された．また，東南海地震と南海地震の
連動性評価のためには，南海地震震源域でのリアルモ
ニタリングを行う新たなシステム「DONET2」の完
成が必要であることが指摘された．

（3）�陸上ボアホール地殻変動観測による震源のモニタ
リング

　 　歪・傾斜・地下水等の統合データに基づく南海ト
ラフ沿いのゆっくり滑りの検出に関する報告がなされ
た．Hi-net の傾斜や気象庁の歪のデータを加えること
により，プレート境界面上のスロースリップの検知能
力が向上することが示され，2012 年から 2015 年の 3
年間で計 91 のスロースリップを検出し，その断層モ
デルを推定できたことが報告された．

（4）海底地殻変動観測による震源のモニタリング
　 　面的に展開された海底地殻変動観測網のデータを

用いて推定された南海トラフ沿いの滑り欠損速度の分
布が報告された．海域の地殻変動データを加えること
で，従来の陸上のみの観測データでは見られなかった
海域における固着分布の空間的な強弱が明瞭になっ
た．また，超低周波地震（VLFE）の発生域と固着の
強い領域には相補的な関係があることが示された．

（5）南海トラフで発生しているスロー地震について
　 　南海トラフ沿いで発生する様々なタイプのスロー地

震について世界の事例と比較しつつ報告がされた．ス
ロー地震の発生によって，その周囲に応力を加えるこ
とがあるために，隣接した領域における断層破壊を促
進する可能性があることが示された．今後，巨大地震
の切迫度評価手法の構築も含めて，スロー地震のモニ
タリングを注意深く，高精度に継続することの重要性
が指摘された．

（6）モニタリングから何がわかるか
　 　数値シミュレーション手法について，現状のレ

ビューや直近の事象の予測可能性について報告がなさ
れた．観測データから地下で何が起きているかの解析
をリアルタイムで行うことが必要であり，その上で解
析結果をいかに大地震発生評価に結び付けるかが重
要であることが指摘された．観測データの解析結果を
評価する手法の 1 つとしてシミュレーションが挙げら
れることが示された．

第 214回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2017 年 2 月 20 日（月）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，澁谷，高橋，遠田，八木，池田，

佐藤，佐竹，篠原，小原，中島（小川委員代理），
松本，後藤，青井，汐見，堀，宍倉，長屋，橋本，
前田，宇根，今給黎
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　　（招聘報告者）
　　　鶴岡（東京大学地震研究所），藤原（国土地理院）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2016 年 11 月から 2017 年 1 月までの 3 か

月間に発生した M5 以上の地震は 38 回であった．
目立った活動としては，11 月 22 日の福島県沖の地
震活動が挙げられる．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　十勝沖で 12 月中旬に超低周波地震が検出された．
　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震の余効変動，
熊本地震，鳥取県中部の地震，福島県沖の地震，茨
城県北部の地震の影響が見られる．

（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　駿河トラフ・南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動が

紀伊半島北部から中部にかけて 12 月 5 日から 18
日に発生した．それ以外の主な微動活動は，四国
東部（10 月 29 日から 11 月 4 日，11 月 21 日から
28 日），四国中部（11 月 4 日から 8 日）で発生した．

（3）その他
　ア　福島県沖の地震
　　 　2016 年 11 月 22 日 に 福 島 県 沖 の 深 さ 12km で

M7.4 の地震が発生した．この地震は陸のプレート
の地殻内で発生し，発震機構は北西－南東方向に張
力軸を持つ正断層型であった．この地震により，宮
城県の仙台港で 144cm の津波を観測するなど，北
海道から和歌山県にかけての太平洋沿岸及び伊豆・
小笠原諸島で津波を観測した．その後，この地震の
震源付近では M5 以上の地震が 2017 年 1 月 31 日
までに 13 回発生した．この地震に伴う地殻変動は，
南東傾斜の断層面での正断層の滑りで説明されるこ
とが報告された．

　イ　茨城県北部の地震
　　 　2016 年 12 月 28 日に茨城県北部の深さ 11km で

M6.3 の地震が発生した．この地震は地殻内で発生
し，発震機構は東北東－西南西方向に張力軸を持つ
正断層型であった．地震活動は北北西－南南東方向
に延びる長さ約 15km の領域で西南西方向に傾斜し
て発生している．今回の地震の震央付近では 2011
年 3 月 19 日に M6.1 の地震が発生している．

　　 　GNSS 観測により，この地震に伴い震央周辺の観
測点で地殻変動が観測された．だいち 2 号のデータ
を用いた SAR 干渉解析では，最大約 27cm の衛星
－地表間の距離伸張が観測され，最大の地殻変動
が観測される領域では，長さ約 2km の変位の不連
続が見られた．地殻変動に基づく震源断層モデル
は，2 枚の断層を仮定して推定され，北北西（北西）
－南南東（南東）走向で南西傾斜の断層面で，最
大変位域の浅部に局所的な滑りが推定された．SAR
干渉解析の結果は，今回の地震の地殻変動が 2011
年 3 月 19 日の地震とほぼ同じ領域で観測されてお
り，特に地表付近では 2011 年の地震とほぼ同じ位
置で滑りが生じたことを示唆する．

　ウ　鳥取県中部の地震
　　 　2016 年 10 月 21 日からの鳥取県中部地震の地震

活動は，全体として引き続き減衰しつつも，活動は
継続している．

　エ　ニュージーランドの地震
　　 　2016 年 11 月 13 日にニュージーランドの南島の

深さ 22km で Mw7.8 の地震が発生した．発震機構
は西北西―東南東方向に圧力軸を持つ型であった．

　　 　だいち 2 号のデータを用いた SAR 干渉解析の結
果は，今回の地震により非常に複雑な断層運動が生
じたことを示唆する．

2　重点検討課題「予測実験の試行 03」の検討
　　 　第 210 回重点検討課題にて行われた「予測実験

の試行 02」に引き続き，地震活動の予測可能性に
関して議論が行われた．

（1）�CSEP参加グループによる予測手法（予測と実際
の活動の比較検証）

　 　CSEP（地震活動予測実験）参加グループによる 3
か月間の予測では，2016 年 2 月 1 日からの 4 回分の
評価結果が報告された．その結果，東北地方太平洋
沖地震後においては，地震数の予測と空間分布の予測
を分離して大森・宇津式で地震数を算出する地震活動
予測モデルが有効であることが報告された．

（2）�群発的地震活動を前震活動と仮定して行う本震の
発生予測手法（最近の活動事例による検証）

　 　群発的地震活動を前震活動と仮定し，その統計的
性質から本震発生を経験的に予測した場合，日本海溝
の 3 領域，伊豆半島沖及び長野県北中部では，比較
的効率よく予測できる．これらの地域についての 210
回以降の状況及び，熊本地震と鳥取中部の地震に関
連して九州中部地域及び山陰地域についての同手法
の予測効率について報告された．九州中部地域につい
ては，熊本地震の直前の活動は今回得られた前震条
件を満たした．山陰地域については 2016 年末までの
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データを用いた場合，昨年の鳥取県中部の地震の直前
の活動は前震条件を満たしたが，2015 年末までのデー
タを用いて前震条件を求めた場合，満たさなくなった．
確率利得はあるものの実用的には的中率も予知率も低
く，本手法を予報等に活用するためには，特に適中率
が低い場合についての更なる検討が必要である．

（3）�沖縄地方の繰り返し地震及び東北地方太平洋沖地
震の余震活動（予測と実際の発生状況の比較検証）

　 　沖縄地方の繰り返し地震及び東北地方太平洋沖地
震の余震活動に関する報告が行われた．宮古島付近
の繰り返し地震の 4 グループの内 2 つのグループにお
いて，発生確率 70％と予測されていた期間内に新た
な地震が 1 回発生した．沖縄本島近海の繰り返し地震
では，発生確率 70％の予測期間内に地震が発生した
割合（的中率）は 2/6 ～ 7/8 であった．東北地方太平
洋沖地震の余震域内では，2015 年末までの M5.0 以上
の地震発生状況から 2016 年に M7.0 以上の余震が年
0 ～ 1 回程度発生することが予測され，実際の発生状
況とよく一致した．余震活動を領域別に見ると，M6.0
以上の余震については，沿岸領域に比べて沖合・海溝
付近では合いが良くないが，活動特性の違いに起因す
ることが考えられる．

（4）東北地方太平洋沖地震の余効変動の予測実験
　 　東北地方太平洋沖地震の余効変動を 2 つの対数関

数，1 つの指数関数及び定常速度の和でモデル化し，
将来予測を行う手法について，短期予測（～ 6 年）と，
長期予測（～ 20 年）の検証が報告された．その結果，
局所的変動が短期予測での微小なずれや，長期予測
での近似期間の違いによるブレの原因となる可能性が
あることが示された．また推定された短期成分の空間
分布は余効滑り，長期成分は物理的なモデルで推定さ
れた粘弾性緩和による地殻変動とそれぞれ対応するこ
とが報告された．

（5）気象庁震度データベースを用いた地震予測
　 　気象庁震度データベースを用いた地震予測では，定

常的な地震活動を仮定して定常ポワソン過程に基づ
く「中期予測」（3 ～ 12 か月）をしても，震度 4 程度
の地震（動）であれば相当の「適中率」が見込めるこ
と，「予測」の対象期間を長くする，あるいは，対象
領域を広く取ると「適中率」は見かけ上向上すること
が報告された．また単純な「予測」を通じて定常的地
震活動がイメージ可能な対象期間の確率で説明 / 理解
できることが示された．予測情報を評価するには，ま
ず定常ポワソン過程による予測と比較して情報の価値
を見極める必要があることが示された．2011年を境に，
日本全体として地震活動が活発化しているため，2001
年～ 2010 年の地震活動を基準とした予測は，直前 3

年を基準にした予測より，特に 3 か月予測で成績が悪
くなることが報告された．

第 215回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2017 年 5 月 19 日（金）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，高橋，遠田，八木， 

宮内，佐藤，佐竹，篠原，小原，中島，尾形，松本， 
後藤，高橋（青井委員代理），汐見，堀，今西，長屋，
青木，橋本，宇根，矢来

　　（招聘報告者）
　　　 高橋（防災科学技術研究所），荒木（海洋研究開

発機構）, 石川（海上保安庁），木戸（東北大学），
前田（東京大学地震研究所），干場（気象研究所）

議事概要
1　第 25期の地震予知連絡会の体制について
　 　全会一致で平原和朗委員が会長に選出された．平

原会長により，松澤暢委員と山岡耕春委員が副会長に
指名された．松澤暢委員が東日本部会長に，平田直委
員が中日本部会長に，澁谷拓郎委員が西日本部会長に，
山岡耕春委員が重点検討課題運営部会長に指名され
た．千葉大学・宮内崇裕教授，東京工業大学・中島淳
一教授，産業総合研究所・今西和俊地震テクトニクス
研究グループ長，気象庁・青木元地震予知情報課長，
国土地理院・矢来博司地殻変動研究室長が新たに委
員に就任した．
2　�地震予知連絡会 SAR解析ワーキンググループ成果
報告及び期間延長

　 　地震 SAR 解析 WG（平成 26 年 2 月設置）の 3 年
間の活動成果が報告された．活動期間については，第
214 回に 2 年間の延長が承認済みである．
3　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況

　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2017 年 2 月から 2017 年 4 月までの 3 か月

間に発生した M5 以上の地震は 23 回であった．
　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2 月末から 3 月上旬及び 4 月下旬から 5 月初めに

かけて十勝沖で，5 月上旬から日向灘周辺で超低周
波地震活動があった．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島
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のひずみには，東北地方太平洋沖地震の余効変動，
熊本地震，鳥取県中部の地震，福島県沖の地震，茨
城県北部の地震の影響が見られる．

（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　日本海溝・千島海溝周辺
　　a　福島県沖の地震
　　　 　2017 年 2 月 28 日に福島県沖の深さ 52km で

M5.7 の地震が発生した．この地震は発震機構が
西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で，
太平洋プレートと陸のプレートの境界で発生し
た．この地震の震源付近では 2017 年 4 月 30 日ま
でに M5.0 以上の地震が 3 回発生した．

　イ　駿河トラフ・南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動

が紀伊半島北部から中部にかけて 4 月 19 日から
30 日に，四国東部から中部にかけて 3 月 2 日か
ら 11 日に発生した．それ以外の主な微動活動は，
東海地方（2 月 13 日から 18 日），東海地方から
紀伊半島北部（3 月 27 日から 4 月 1 日），紀伊半
島中部（3 月 2 日から 8 日），四国西部（2 月 7 日
から 10 日，2 月 26 日から 3 月 3 日）で発生した．

（3）その他
　ア　茨城県北部の地震活動
　　　 　2016 年 12 月 28 日の地震（M6.3）以降も，北

北西－南南東方向に延びる長さ約 15km の領域で
M4.0 以上の地震が 2 月 7 日と 4 月 20 日に計 3 回
発生する等，地震活動は減衰しつつも継続してい
る．

　イ　熊本地震の地殻活動
　　　 　広域にわたる余効変動が継続していることが

GNSS 連続観測により検出された．熊本地震の発
生から約一年間にわたる余震活動の活動推移を
調べた結果，背景地震活動と余震発生強度が共
に緩やかに減衰していることがわかった．

4　重点検討課題「海域モニタリングの進展」の検討
　 　海域における地震・津波・地殻変動モニタリングに

ついての報告と今後の進展の方向性についての議論が
行われた．

（1）�防災科研が運用する地震津波海域観測網�-DONET�
&�S-net-

　 　南海トラフ及び日本海溝沿いに展開される海域観測
網DONET及びS-netの運用状況について報告された．
DONET については，DONET2 の埋設作業が完了し，
最終的な品質確認を経てデータが公開される予定で
あることが報告された．S-net については，全ケーブ

ルシステムの構築が終了したことが報告された．2016
年 8 月 20 日発生の三陸沖地震等で，詳細な震源分布
の把握や津波の観測ができたことが報告された．

（2）南海トラフ長期孔内観測システムによる観測
　 　南海トラフの海底下で，地震・地殻変動・孔内間隙

水圧等の観測を行う「長期孔内観測システム」の開発
と設置状況について報告された．観測機器は，地球深
部探査船「ちきゅう」によって南海トラフ海底に掘削
した孔内に設置され，DONET に接続されていること
が紹介された．現在，東南海地震震源域の 2 か所に
設置されており，三重県南東沖地震では，余効変動や
浅部ゆっくり滑りが検出されたことが報告された．

（3）�GPS-A 海底地殻変動観測のこれまでの進展と今後
の展望

　 　海底の絶対位置を測定する GPS- 音響測距結合方式
（GPS-A）による海底地殻変動観測の現状について報
告された．これまでの観測の結果，東北地方太平洋沖
地震後の余効変動の検出や南海トラフのプレート間固
着の推定といった成果が得られていることが紹介され
た．今後は，さらなる観測点の展開，測位精度の向上，
無人機によるリアルタイム・連続観測に向けた技術開
発が課題であることが指摘された．

（4）海底間音響測距観測の現状について
　 　音波の往復時間を計測することで測器間の距離変

化を計測する海底間音響測距観測の現状や今後の展
開について報告された．海底間音響測距は，GNSS
音響計測と比べると観測精度が高く，1km の基線で
2-5mm の繰り返し観測精度が得られることが示され
た．今後，リアルタイムデータ取得に向けて，海底ケー
ブルに接続する必要性が指摘された．また，将来的に
は，測器を鎖状や面的に配列することで，広域のひず
み観測を展開できる可能性が示唆された．

（5）海域稠密観測時代の津波即時予測研究とその展望
　 　津波の即時予測に関する現状と展望について報告さ

れた．数値シミュレーションによる予測結果を稠密な
観測網の津波記録と同化して現在時刻の津波波動場
を直接推定する「津波データ同化法」を適用すること
により，津波の到達までに波動場を再現できることが
示された．また，現在構築されつつある海域観測網に
より，予測時間の短縮が見込めることが示された．課
題としては，波源域で海底と海水が同期している間は，
水圧計で津波の観測ができないことが指摘された．将
来的には，さらなる時間短縮のために津波生成の物理
とそのデータ活用手法の研究が必要であることが指摘
された．

（6）�海底データを用いたモデル計算：地震動即時予測�
-“揺れの数値予報”の適用例 -
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　 　地震の揺れの即時予測に関する現状と海底データ
を利用する効果について報告された．地震の揺れの伝
播に関する情報を逐次取り込みながら揺れを計算する
ことで，正確な揺れの分布を予測できることが，熊本
地震等の事例を通じて紹介された．海域で発生する巨
大地震を想定して海底地震計の利用の有効性を検証
した結果，陸上に揺れが到達する前に揺れを予測でき
ることから，特に沿岸に近い地域で効果があることが
示された．

（7）総合討論
　 　海域モニタリングのリアルタイム化に向けた展望

や，観測の時間分解能と空間分解能のどちらを重視す
べきか等について議論が行われた．

第 216回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2017 年 8 月 21 日（月）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，遠田，八木，宮内， 

佐藤，篠原，小原，中島，尾形，松本，八木原（後藤 
委員代理），青井，汐見，堀，今西，長屋，青木，
橋本，宇根，矢来

　　（招聘報告者）
　　　 吉田（気象大学校），酒井・加藤（東京大学地震

研究所），矢田（新潟大学）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2017 年 5 月から 2017 年 7 月までの 3 か月

間に発生した M5 以上の地震は 29 回であった．最
大震度 5 弱以上を観測した地震は 5 回であった．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　十勝沖で 6 月中旬から下旬に超低周波地震活動

が約 7 か月ぶりに検出された．
　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震の余効変動，
熊本地震の余効変動，鳥取県中部の地震，福島県
沖の地震，茨城県北部の地震の影響が見られる．

（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　駿河トラフ・南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　南海トラフ沿いの海底地殻変動観測結果

　　　 　西南日本の沖合の海底において，年間 2 － 5cm
の速度で北西方向の地殻変動が見られる．

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動が
四国西部から豊後水道にかけて 7 月 20 日から 26
日に発生した．それ以外の主な微動活動は，紀伊
半島北部（5 月 4 日から 13 日），紀伊半島西部（7
月 25 日から 28 日），豊後水道（5 月 3 日から 6 日）
で発生した．

（3）その他
　ア　長野県南部の地震
　　 　2017 年 6 月 25 日 に 長 野 県 南 部 の 深 さ 7km で

M5.6 の地震が発生した．この地震は地殻内で発生
し，発震機構は西北西－東南東方向に圧力軸を持
つ逆断層型であった．この地震は，昭和 59 年（1984
年）長野県西部地震（M6.8）とその後の活動域の
北東端付近で発生した．

　イ　鹿児島湾の地震
　　 　2017 年 7 月 11 日に鹿児島湾の深さ 10km で M5.3

の地震が発生した．この地震は地殻内で発生し，発
震機構は西北西－東南東方向に張力軸を持つ横ずれ
断層型であった．この地震の震央付近では，2016 年
12 月頃からやや活発な地震活動がみられていたが，
この地震発生以降，地震活動はより活発となった．

2　重点検討課題「首都圏直下地震」の検討
　 　首都圏の直下で発生する地震と地震動の特徴につ

いて議論が行われた．
（1）相模トラフ沿いの地震長期評価（第二版）

　 　地震調査委員会による「相模トラフ沿いの地震活
動の長期評価（第二版）」について，相模トラフ沿い
の M8 クラスの地震と，南関東地域の直下で発生する
M7 クラスの地震に関する長期評価の基礎となる科学
的知見や考え方について報告があった．相模トラフ沿
いの地震については，従来の「元禄型」「大正型」の
タイプ別による評価から，固有地震に固執せずに震源
域の多様性を考慮した評価となったこと等が紹介され
た．また，南関東地域直下の地震については，元禄
地震と大正地震の間に発生した地震も考慮した評価と
なったこと等が紹介された．

（2）�関東地域の活構造への東北地方太平洋沖地震の影
響について

　 　東北地方太平洋沖地震後の粘弾性緩和を考慮した
応力変化が関東地域の活構造に与える影響について
報告があった．関東平野下には伏在活断層が分布し，
多くは推定平均変位速度が 0.1mm/year 以下の C 級の
活動度であることが示された．東北地方太平洋沖地震
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後 100 年間の応力変化を計算した結果，伏在活断層
の多くは地震活動が抑制される傾向にあるが，断層の
形状により促進される断層もあることがわかった．

（3）関東下のプレート構造と地震活動
　 　関東地方のプレート構造と地震テクトニクスの関係

について報告があった．1921 年茨城県南部の地震や
1987 年千葉県東方沖地震の発生メカニズムが，プレー
ト東側の沈み込み遅れで説明できることが紹介され，
プレートの構造不均質を詳細に考慮することで地震
活動の理解が深まることが示された．フィリピン海プ
レート境界面の絶対的な深さや陸のモホ面の深さ等の
理解に不十分な点が残されている点や，温度構造等と
の統合的な理解によるプレートの摩擦特性や強度分布
の定量化が今後の課題であることが指摘された．

（4）首都圏の速度構造・Q�構造と地震活動
　 　首都圏地震観測網等のデータから得られた地震波

の速度構造と減衰構造について報告があった．データ
の解析により，フィリピン海プレートの上面の深さが
従来のモデルより浅くなったことやプレート内の速度
構造や減衰構造の不均質が明らかになったことが紹介
された．また，東北地方太平洋沖地震前後の地震活動
度とプレート構造との関係を調べたところ，フィリピ
ン海プレート上面と太平洋プレート上面で地震活動の
活発化が見られることが示された．

（5）地震活動・房総半島沖のゆっくり滑りと群発活動
　 　関東地方の非地震性滑りの時空間発展と房総半島

沖のゆっくり滑りについて報告があった．東北地方太
平洋沖地震に伴い，非地震性滑りが一時的に加速した
後，緩やかに低下したことが示され，プレートの沈み
込む速度の変化により，プレート境界やその付近の地
震活動が高まったと考えられることが指摘された．ま
た，房総半島沖で発生するゆっくり滑りでは，滑り領
域の広がりや伝播方向がイベント毎に異なり，その発
生履歴が複雑であること等が示された．

（6）1855年安政江戸地震と史料
　 　家屋倒壊率を再検討して史料を分析した場合の

1855 年安政江戸地震の被害について報告があった．
歴史地震の規模を導き出す家屋倒壊率において，従
来の研究では半潰の記述の解釈が不適切であり，従来
示されていた幸手市付近の大きな被害域は存在しない
可能性が示された．広域の被害報告書をもとに全壊家
屋倒壊率を調べたところ，被害が江戸付近に限られる
可能性が指摘された．前近代の地震研究では，史料と
その詳細な検討が必要であることが指摘された．

第 217回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2017 年 11 月 22 日（水）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，山岡，勝俣（高橋委員代理），平田，西上（澁谷 

委員代理），遠田，八木，宮内，佐藤，佐竹，小原，
中島，尾形，松本，中尾（後藤委員代理），汐見，
堀，松本（今西委員代理），石川（長屋委員代理），
青木，橋本，宇根，矢来

　　（招聘報告者）
　　　 野村（統計数理研究所），弘瀬（気象研究所），

楠城（静岡県立大学），中谷（東京大学地震研究所） 
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2017 年 8 月から 2017 年 11 月までの 3 か

月間に発生した M5 以上の地震は 28 回であった．
　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　期間内に目立った浅部超低周波地震は検出され

なかったが，8 月中旬と 10 月上旬に日向灘で超低
周波地震が検出された．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震の余効変動，
熊本地震の余効変動，鳥取県中部の地震，福島県
沖の地震，茨城県北部の地震の影響が見られる．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震以降，東北地方から関東甲

信越にかけて東向きの変動が見られ，累積水平変動は
岩手川崎 A 観測点で最大約 139cm に達している．ま
た，上下変動は，宮城県から千葉県にかけての太平洋
沿岸では隆起が，岩手県沿岸と奥羽脊梁山脈付近で
は沈降が見られる．海底地殻変動観測によると，釜石
沖，宮城沖で陸側へ，福島沖，銚子沖で海溝側への
変動が見られる．2014 年以降では福島沖，銚子沖の
年平均地殻変動量が小さくなっている．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　駿河トラフ・南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　南海トラフ沿いの海底地殻変動観測結果
　　　 　東海・紀伊半島・四国・九州の太平洋側ではフィ

リピン海プレートの沈み込みに伴う西北西方向の
地殻変動が顕著に見られる．上下変動では，御前
崎，潮岬，室戸岬のそれぞれの周辺で沈降が見ら
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れる．2006 年から 2009 年までの変動速度を定常
状態と仮定すると，最近 1 年間で顕著な変化は見
られない．　

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　主な微動活動として，四国東部（8 月 8 日から
14 日），四国中部（9 月 9 日から 16 日），豊後水道（10
月 14 日から 20 日）で発生した．

（4）その他
ア　秋田県内陸南部の地震
　　 　2017 年 9 月 8 日に秋田県内陸南部の深さ 9km で

M5.2 の地震が発生した．この地震は地殻内で発生
し，発震機構は北西－南東方向に張力軸を持つ横
ずれ断層型であった．この地震の発生以降，9 月 9
日には M3.4 の地震が発生する等，最大震度 1 以上
を観測する地震が 10 月 31 日までに 54 回発生した．
この地域では，東北地方太平洋沖地震以降，地震
活動が活発になっていた．

　イ　茨城県北部の地震活動
　　 　2016 年 12 月 28 日の M6.3 の地震以降に地震活動

が活発化した領域とその付近では，8 月から 11 月
の間に M4.5 以上の地震が 4 回発生するなど，活発
な状況が継続している．

　ウ　鹿児島湾の地震
　　 　鹿児島湾では，2016 年 12 月頃から活発な地震活

動がみられており，2017 年 7 月 11 日に M5.3，8 月
24 日に M4.4，11 月 1 日に M3.8 の地震が発生する等，
活発な状況が継続している．

　エ　イラン・イラク国境付近の地震
　　 　2017 年 11 月 12 日にイラン・イラク国境付近で

発生した Mw7.3 の地震について，だいち 2 号の
データを用いた干渉 SAR 解析を行った結果，最大
約 90cm の隆起及び最大約 50cm の西向きの変動が
捉えられた．推定された断層滑りはやや右横ずれ成
分を含む逆断層運動で，震源よりも浅い側で最大約
3m の滑りが推定された．

2　重点検討課題「予測実験の試行�04」の検討
　 　地震活動のデータにもとづく地震の予測において，

新たに取り組まれつつある手法の紹介とこれまでの予
測がどの程度適合していたのかの検討及び予測実験
に移行するための課題が議論された．

（1）�マグニチュードと時空間情報に基づく前震確率評価
モデルの識別性能

　 　地震群が前震である確率を評価するモデルについ
て報告があった．地震群のマグニチュード差及び時空
間距離の情報に基づいて，1926 年から 1999 年までの
気象庁カタログから推定した前震確率の評価モデル

を，2000 年以降の同カタログに適用して前震確率を
計算した結果が示された．前震確率の評価値と実際の
適中率は概ね整合的であることが報告された．

（2）地震マグニチュードの予測モデル
　 　地震のマグニチュードの確率予測を行う試みについ

て報告があった．過去の震源データからマグニチュー
ドの予測確率密度分布を逐次再計算する手法を適用
することで，b 値（地震の規模別発生頻度に関するパ
ラメータ）を一定とした予測に比べて，予測の性能が
向上することが示された．今後の課題として，地震発
生履歴の特徴に関係するマグニチュード予測モデルの
探求の必要性等が指摘された．

（3）�本震前に現れるG-R 則からの逸脱と，その特徴に
基づいた地震予測モデルの提案

　 　地震の規模別発生頻度に関する法則（G-R 則）か
らの逸脱率（η値）を基にした予測モデルに関して報
告があった．1990 年以降の地震に予測モデルを適用
した結果，対象地震の規模に応じた余震域に対応する
半径を用いることで確率利得や予知率が高まることが
示された．

（4）b値にもとづく全地球規模の大地震発生予測のモデル
　 　地震の規模別発生頻度に関するパラメータである

b 値に基づく予測モデルについて報告があった．1980
年以降の国内外の M8 以上の地震を対象に，b 値の変
化に基づく予測の試行実験の結果が示された．今後の
課題として，b 値の予測モデルの最適化やリアルタイ
ムの事前予測システムの構築が指摘された．

（5）Mw8.0 以上の地震に先行した地震活動長期静穏化
　 　1990 年から 2017 年に発生した国内外の Mw8.0 以上

の地震 20 個における地震前の静穏化の有無について
報告があった．解析の結果，すべての地震において，
発生前に 10 年間程度より長い静穏化が見られたことが
示された．また，20 個中 12 個の地震では，同程度の
静穏化が震源域の周囲にただ 1 つだけ存在し，大地震
と静穏化が一対一に対応していたことが報告された．

（6）�経験則から期待される大地震発生の確率：相場の
レビュー

　 　経験則による大地震発生の確率予測について報告
があった．M6 以上の地震を対象に，過去に提案され
てきた複数の予測手法から得られる予測範囲，時間，
確率等のパラメータが比較・検討された．予測に関す
る幾つかのパラメータのうち，情報の受け手にとって
適中率が重要であることが指摘された．
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第 218回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2018 年 2 月 23 日（金）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，片尾（澁谷委員代理），

高橋，遠田，八木，宮内，佐藤，佐竹，篠原，小原，
中島，尾形，松本，後藤，青井，汐見，今西，長屋，
尾崎（青木委員代理），橋本，宇根，矢来

　　（招聘報告者）
　　　 宮下（産業技術総合研究所），藤原・小林（国土

地理院），加藤（東京大学地震研究所），熊澤（統
計数理研究所） 

議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2017 年 11 月から 2018 年 1 月までの 3 か

月間に発生した M5 以上の地震は 30 回であった．
　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　2017 年 12 月中旬から下旬に日向灘及びその周辺

域において超低周波地震が検出された．1 月上旬に
もほぼ同様の領域で活動があった．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震及び熊本地
震の余効変動の影響が見られる．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震以降，東北地方から関東甲

信越にかけて東向きの変動が見られ，累積水平変動は
岩手川崎 A 観測点で最大約 141cm に達している．ま
た，上下変動は，宮城県から千葉県にかけての太平洋
沿岸では隆起が，岩手県沿岸と奥羽脊梁山脈付近で
は沈降が見られる．海底地殻変動観測によると，最近
の 3 年間では，福島沖，銚子沖の南東方向への年平均
速度が，2011 年から 2014 年の平均速度に比べて小さ
くなっている．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　駿河トラフ・南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動が

紀伊半島中部から東海地方にかけて 11 月 15 日
から 12 月 5 日に発生した．それ以外の主な微動
活動は，四国東部（11 月 22 日から 30 日），紀伊

半島西部（1 月 2 日から 6 日）で発生した．11 月
15 日から 12 月 5 日に発生したスロースリップで
は，GNSS 連続観測でも変動が捉えられており，
プレート間の滑りを推定した結果，三重県北部か
ら愛知県西部にかけて最大約 10 ㎜の滑りが推定
された．

（4）その他
　ア　青森県東方沖の地震
　　 　2018 年 1 月 24 日に青森県東方沖の深さ 34km で

M6.3 の地震が発生した．この地震の発震機構は東
西方向に圧力軸を持つ逆断層型で，太平洋プレート
と陸のプレートの境界で発生した．ほぼ同じ場所で
2001 年 8 月に M6.4 の地震が発生しており，これら
が相似地震の可能性があることが指摘された．

　イ　台湾付近の地震
　　 　2018 年 2 月 4 日に台湾付近の深さ 10km で M6.5

の地震が発生し，2 月 7 日には深さ 10km で M6.7
の地震が発生した．これらの地震を含め，2 月 19
日までに M6.0 以上の地震が 4 回発生した．また「だ
いち 2 号」の SAR データ解析から，台湾・花蓮市
の米崙断層（Milun Fault）から嶺頂断層（Lingding 
Fault）北部にかけて，約 15 ㎞にわたって断層沿い
に顕著な地殻変動が生じたことが明らかとなった．

2　重点検討課題「熊本地震で見えてきた課題」の検討
　 　熊本地震の最新の研究成果が報告され，内陸地震

予測への調査研究の方向性などについて議論された．
（1）2016年熊本地震と日奈久断層帯の古地震履歴

　 　布田川断層帯及び日奈久断層帯の未破壊区間の古
地震調査について報告があった．調査の結果，日奈久
断層帯では，海陸のいずれにおいても，既存の活動評
価より高い頻度（平均 2000 年から 3000 年程度）で地
震を起こしてきたことがわかった．時間分解能の良い
地層が堆積する場所を選定し，トレンチ壁面で観察さ
れた断層の位置づけを検討することの重要性等が指摘
された．

（2）�ALOS-2�の SAR�で見つかった平成28�年熊本地震
による地表断層群

　 　「だいち 2 号」のレーダー観測による熊本地震の地
殻変動について報告があった．地震を引き起こした主
要な断層運動による地殻変動だけではなく，地震に誘
発され受動的に動いたと考えられる 230 程の地表断層
群が阿蘇外輪山北西等で発見された．これらの断層群
は，今までの活断層のイメージを変える多様性を持っ
ており，活断層とは何かについて理学面・防災面から
再検討すべきであることが指摘された．

（3）2016年熊本地震��－地震観測から得られた地震像－
　 　稠密な地震観測により得られた震源について報告が
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あった．解析の結果，日奈久断層帯や布田川断層帯に
関連した複数の断層面が捉えられ，これらの断層面群
により複雑な地震活動が起きたことがわかった．また，
断層周辺の応力分布を調べたところ，熊本地震の複雑
な断層の滑りは，地震前の断層にかかる応力場が一様
でないために引き起こされたことが示された．

（4）2016年熊本地震の本震前に見られた前震域の拡大
　 　地震活動の時空間発展について報告があった．解

析の結果，4 月 14 日の前震発生以降，ゆっくり滑り
の伝播によると考えられる地震発生域の拡大が捉えら
れ，本震の破壊開始点へ向かう動きが見られた．前
震やゆっくり滑りによる断層面の固着の剥がれによっ
て，本震の断層面に応力が加わり，本震の発生が促さ
れた可能性があることが指摘された．

（5）点過程モデルによる熊本地震前後の地震活動の解析
　 　熊本地震発生前後の地震活動について報告があっ

た．解析の結果，地震前には布田川断層帯北側のごく
狭い領域のみで群発地震や東北地方太平洋沖地震によ
る誘発地震が見られた．また，本震前に発生した M6.4
の地震直後からは有意な地震活動の静穏化が認められ
た．本震後の余震活動からは，断層強度が徐々に回復
していることや阿蘇地域での地震の大部分が本震の応
力変化の誘発により起きていること等がわかった．

（6）熊本地震の余効変動
　 　「だいち 2 号」のレーダー観測による熊本地震後に

進行する地殻変動（余効変動）について報告があった．
解析の結果，布田川断層帯周辺の地盤が広域に隆起
及び西向きに動いていること等がわかった．日奈久断
層帯の余効滑りに加えて，下部地殻・上部マントルが
ゆっくりと変形する粘弾性緩和により余効変動が引き
起こされていることが示され，内陸地震における粘弾
性緩和の重要性が指摘された．

第 219回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2018 年 5 月 25 日（金）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，高橋，八木，宮内， 

佐藤，佐竹，篠原，中島，尾形，松本，中尾，青井，
汐見，飯沼（堀委員代理），今西，楠，青木，橋本，
宇根，矢来

　　（招聘報告者）
　　　 加藤（東京大学地震研究所），寺川（名古屋大学），

行竹（神奈川県温泉地学研究所），雷（産業技術
総合研究所），渡邊（富山大学），吉岡（神戸大学）

議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2018 年 2 月から 2018 年 4 月までの 3 か月

間に発生した M5 以上の地震は 40 回であった．
　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　紀伊半島西部から四国東部の南方沖において，

2018 年 3 月から 4 月に超低周波地震が検出された．
　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震及び熊本地
震の余効変動の影響が見られる．

（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　駿河トラフ・南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース

リップ活動状況
　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動

が四国西部から中部（2 月 21 日から 3 月 11 日），
四国東部（3 月 17 日から 3 月 25 日），紀伊半島
北部から中部（4 月 13 日から 4 月 20 日）で発生
した．それ以外の主な微動活動は，紀伊半島南
部（2 月 11 日から 2 月 15 日）で発生した．2 月
21 日から 3 月 25 日に発生したスロースリップで
は，GNSS 連続観測でも変動が捉えられており，
プレート間の滑りを推定した結果，豊後水道から
愛媛県西部にかけて最大約 20 ㎜の滑りが推定さ
れた．滑りの中心が時間と共に西側から東側へ移
動していることが分かった．

（3）その他
　ア　根室半島南東沖の地震
　　 　2018 年 4 月 14 日に根室半島南東沖の深さ 53km

で M5.4 の地震が発生した．発震機構は北西－南東
方向に張力軸を持つ正断層型で，太平洋プレート内
部で発生した．

　イ　長野県北部の地震
　　 　2018 年 5 月 12 日に長野県北部の深さ 11km で

M5.2 の地震が発生した．発震機構は西北西－東南
東方向に圧力軸を持つ型であった．この震源付近で
は 2014 年 11 月 22 日に M6.7 の地震が発生している．

　ウ　島根県西部の地震
　　 　2018 年 4 月 9 日 に 島 根 県 西 部 の 深 さ 12km で

M6.1 の地震が発生した．発震機構は西北西－東南
東方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型であった．この
地震の発生以降，震源付近で地震活動が活発とな
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り，震度 1 以上を観測する地震が 4 月 30 日までに
47 回発生した．この地震に伴い，GNSS 連続観測
点（大田）が東南東方向に 1cm 移動する等，地震
のメカニズム解と整合する地殻変動が観測された．

　エ　西表島付近の地震
　　 　2018 年 3 月 1 日 に 西 表 島 付 近 の 深 さ 15km で

M5.6 の地震が発生した．この地震は陸のプレート
の地殻内で発生した．発震機構は，北東－南西方向
に張力軸を持つ型であった．この地震の発生後，地
震活動が活発となり，5 月 13 日までに震度 1 以上
を観測する地震が 47 回発生した．

2　重点検討課題「地震と水」の検討
　 　地震と水に関する最新の研究成果が報告され，水等

の地下の流体が地震発生過程に果たす役割等につい
て議論された．

（1）地震発生への水の役割
　 　時間スケールの違いから見た水の役割について報

告があった．長期的な時間スケールでは，断層の深部
延長に存在する流体が，近傍の変形を促進して既存
断層への応力集中をもたらす役割を果たすことが示さ
れた．一方，短期的な時間スケールでは，間隙水圧の
増加や地下水のくみ上げ等の表層荷重変化による地震
活動への影響が見られることが示された．

（2）地震の発生における応力と流体の役割
　 　地震のメカニズム解から，地殻内の間隙流体圧の時

空間変化を推定する手法とその応用事例について報告
があった．開発された手法を用いることにより，地震
活動と間隙流体圧の時間発展の関係を調べることが可
能になり，スイスのバーゼル地熱貯留槽の注水実験で
は，断層強度の低下による地震活動の活発化が認めら
れたこと等が紹介された．

（3）箱根火山における群発地震と地殻流体との関係
　 　2009 年の群発地震活動の解析結果について報告が

あった．群発地震はほぼ鉛直な面上に分布し，時間と
ともに拡散的に拡大していること等が示され，断層破
砕帯中を高圧流体が拡散する過程で群発地震が誘発
された可能性が指摘された．

（4）長期・短期注水による誘発地震に関する研究
　 　中国・四川盆地での注水活動から得られた結果につ

いて報告があった．注水による誘発地震の発生頻度は
注水履歴に強く依存していることや，地震の多くは注
水した層の上部及び下部の脆性的な堆積層中の既存
断層に集中すること等が示された．また，誘発地震は
余震をトリガーする能力が低いことが示された．

（5）�地震波速度・電気伝導度から推定される地殻内の
流体分布

　 　含水岩石の弾性波速度・電気伝導度の実験結果を

もとに考察された地殻内の流体について報告があっ
た．観測から得られる電気伝導度及び地震波速度の変
化は，地殻内のチューブ状に連結するクラックが増加
することで説明可能であることが指摘された．

（6）�関東下における海洋プレートの温度・脱水分布と
微小地震の発生の関連性について

　 　3 次元熱対流沈み込みモデルにより推定された温度
構造や含水量分布と関東下の微小地震の発生メカニ
ズムの関連性について報告があった．太平洋プレート
の地殻内地震は，岩石の相転移に伴う脱水域とよく対
応している一方，太平洋プレート深部の地震活動は，
フィリピン海プレートの影響により深部に運ばれた水
が脱水する領域とよく対応していることが示された．

第 220回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2018 年 8 月 24 日（金）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，澁谷，勝俣（高橋委員代理）， 

遠田，八木，宮内，佐藤，佐竹，篠原，小原，中島， 
松本，中尾，青井，汐見，堀，今西，石川（楠委員 
代理），青木，橋本，宇根，矢来

　　（招聘報告者）
　　　 宍倉（産業技術総合研究所），松浦（地震予知

総合研究振興会），植平（防災科学技術研究所），
小平（海洋研究開発機構）

議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2018 年 5 月から 7 月までの 3 か月間に発

生した M5 以上の地震は 26 回であった．
　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　紀伊半島西部～四国東部の南方沖における超低

周波地震は 5 月も断続的に発生した．また，十勝沖
では 5 月中旬から 6 月上旬に超低周波地震活動が
あった．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震，熊本地震
の余効変動及び房総半島スロースリップの影響が見
られる．
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（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震以降，東北地方から関東甲

信越にかけて東向きの変動が見られ，累積水平変動は
岩手川崎 A 観測点で最大約 143cm に達している．ま
た，上下変動は，宮城県から千葉県にかけての太平洋
沿岸では隆起が，岩手県沿岸と奥羽脊梁山脈付近で
は沈降が見られる．海底地殻変動観測によると，釜石
沖，宮城沖で陸側へ，福島沖，銚子沖で海溝側への
変動が見られる．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　相模トラフ周辺
　　a　�千葉県東方沖から千葉県北東部及び南部付近に

かけての地震活動
　　　 　2018 年 6 月 3 日から，千葉県東方沖から千葉

県北東部及び千葉県南部付近にかけて地震活動
が活発となり 6 月 30 日までに震度 1 以上の地震
が 26 回発生した．これらの地震は主にフィリピ
ン海プレートと陸側のプレートの境界で発生し
た．過去にもこの地域ではスロースリップと同期
して活動が活発化している．

　　b　房総半島のスロースリップ
　　　 　房総半島で 6 月初旬頃から非定常な地殻変動

が GNSS 及び傾斜計で検出された．解析の結果，
房総半島沖合で陸側のプレートとフィリピン海プ
レートの境界で滑りが発生したことが推定され
た．今回のイベントは 1996 年以降では過去最大
の地殻変動を伴い，滑りの規模も最大であった．

　　c　千葉県東方沖の地震
　　　 　2018 年 7 月 7 日に千葉県東方沖の深さ 57km

で M6.0 の地震が発生した．発震機構は西北西－
東南東方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型で，太
平洋プレート内部で発生した．

　イ　駿河トラフ・南海トラフ・南西諸島海溝周辺辺
　　a　南海トラフ沿いの海底地殻変動観測結果
　　　 　西南日本の沖合いの海底において，北西方向

の地殻変動が見られる．熊野灘の観測点の変動
には，2017 年に発生した短期的スロースリップ
の影響が見られる．また，紀伊水道の観測点では，
2017 年以降，南向きの変動が見られる．

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　紀伊半島西部から南部（6 月 22 日から 25 日），
四国中部から東部 （6 月 13 日から 26 日），四国西
部（7 月 21 日から 27 日），豊後水道（7 月 18 日
から 20 日）で低周波微動が発生した．

（4）その他
　ア　長野県北部の地震（5月12日�M5.2）

　　 　2018 年 5 月 12 日長野県北部の深さ 11km で M5.2
の地震が発生した．発震機構は西北西－東南東方
向に圧力軸を持つ型であった．この地震の付近では
2014 年 11 月 22 日に M6.7 の地震が発生している．

　イ　長野県北部の地震（5月25日�M5.2）
　　 　2018 年 5 月 25 日 に 長 野 県 北 部 の 深 さ 6km で

M5.2 の地震が発生した．発震機構は北北西－南南
東方向に圧力軸を持つ横ずれ型であった．

　ウ　大阪府北部の地震
　　 　2018 年 6 月 18 日に大阪府北部の深さ 13km で

M6.1 の地震が発生した．発震機構は西北西－東南
東方向に圧力軸を持つ型であった．この地震の発生
以降，震源付近で地震活動が活発となり，震度 1 以
上の地震が 7 月 31 日までに 55 回発生した．今回の
地震活動で発生した M4.0 以上の発震機構は，これ
までの活動と調和的であった．大阪府北部地震の前
に，阿武山観測点の歪計や逢坂山観測点の水位に
急激な変化が観測された．地震波形の解析から，北
側に位置する東傾斜の断層では主に逆断層，南側
の南東傾斜の断層では主に右横ずれの滑りが推定
された．また，この地震の発震機構と調和的な地殻
変動が，GNSS によって検出された．

2　�重点検討課題「千島海溝・北海道東方沖と三陸北部
における巨大地震」の検討

　 　三陸沖北部・千島海溝における巨大地震のプレート
境界構造やその履歴・今後の発生可能性等について，
最近の知見を中心に議論された．

（1）�地震調査委員会の「千島海溝沿いの地震活動の長
期評価（第三版）」について

　 　地震調査委員会により2017年12月に公表された「千
島海溝沿いの地震活動の長期評価（第三版）」に関す
る報告があった．超巨大地震の今後 30 年以内に発生
する発生確率は 7 － 40％であり，M8.8 程度以上の規
模が想定されることが示された．また，これまで考慮
されていなかった海溝軸付近の津波地震や海溝軸外
側の正断層地震についての評価が追加されたことも報
告された．

（2）千島海溝・日本海溝北部沿いの超巨大地震履歴
　 　北海道東部の地質記録の分析により，17 世紀に発

生した超巨大地震では巨大な津波を伴い，余効変動に
より沿岸部が 1 － 2m 隆起したことがわかった．また，
超巨大地震が平均約 340 － 380 年の間隔で発生してき
たことがわかった．17 世紀の津波堆積物は北方四島
及び北海道西部から東北地方北部でも見られることか
ら，1611 年慶長三陸地震との関連が指摘された．

（3）北海道東方沖の相対的地震活動度の静穏化と現状
　 　北海道東方沖では，地震活動が 2008 年 10 月頃か



328 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 4 部　参 考 資 料  地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　２．地震予知連絡会関係資料 329

ら約 7 年間静穏化し，2015 年後半から定常状態に戻
りつつあることが示された．東北地方太平洋沖地震前
にも東北沖で静穏化が見られたこともあり，地震活動
や地殻変動等のモニタリングを強化すべきことが指摘
された．また，津波計算で仮定する断層形状によって
津波の到達範囲等の結果が変わり得ることが示され，
17 世紀の超巨大地震と 1611 年慶長三陸地震との関係
性を再考する必要性が指摘された．

（4）�日本海溝海底地震津波観測網（S-net）の概要と地
震検知能力

　 　日本海溝沿いに設置された海底地震津波観測網
（S-net）は，2016 年 2 月からデータ伝送が開始され，
海溝軸外側の海域も含めて，現在，150 観測点が稼働
していることが報告された．S-net の整備により，海
溝軸外側付近まで概ね M1.5 以上の地震の検知が可能
となったこと，海域で発生する地震の震源決定精度が
上ったこと等が示された．

（5）日本海溝地震発生帯の地下構造とその地震学的意義
　 　日本海溝の海溝軸外側から海溝軸までの地下構造

探査に関する報告があった．海溝軸外側から海溝軸の
領域には局所的に海洋性堆積層が薄い領域があり，北
緯 39.5 度付近では遠洋性粘土層の連続性が乱されて
いることが示された．このような堆積層構造が，東北
地方太平洋沖地震の断層滑りの北方への伝播を止め
た構造的要因と考えられることが指摘された．

第 221回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2018 年 11 月 30 日（金）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，平田，澁谷，高橋，遠田，八木， 

宮内，佐藤，篠原，小原，中島，尾形，松本，中尾， 
青井，汐見，堀，松本（今西委員代理），楠，青木，
橋本，宇根，矢来

　　（招聘報告者）
　　　鶴岡・加藤（東京大学地震研究所）
議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2018 年 8 月から 10 月までの 3 か月間に発

生した M5 以上の地震は 40 回であった．
　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動

　　 　8 月下旬，10 月下旬に日向灘で超低周波地震活
動が検出された．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震，熊本地震
の余効変動，房総半島スロースリップ，及び北海道
胆振東部地震の影響が見られる．

　エ　全国の海底地殻変動観測結果化
　　 　海底地殻変動観測によると，最近 4 年間の水平移

動速度には，東北地方太平洋沖地震の余効変動，フィ
リピン海プレートの沈み込みに伴う変動が見られる．

（2）東北地方太平洋沖地震関連
　 　東北地方太平洋沖地震以降，東北地方から関東甲

信越にかけて東向きの変動が見られ，累積水平変動は
岩手川崎 A 観測点で最大約 145cm に達している．ま
た，上下変動は，宮城県から千葉県にかけての太平洋
沿岸では隆起が，岩手県沿岸と奥羽脊梁山脈付近で
は沈降が見られる．海底地殻変動観測によると，釜石
沖，宮城沖で陸側へ，福島沖，銚子沖で海溝側への
変動が見られる．

（3）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　駿河トラフ・南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　南海トラフ沿いの海底地殻変動観測結果
　　　 　西南日本の沖合いの海底において，北西方向

の地殻変動が見られる．紀伊水道の観測点では，
2017 年以降，南向きの非定常な変動が見られ，
紀伊水道沖合いでプレート間滑りが推定された．

　　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロース
リップ活動状況

　　　 　短期的スロースリップイベントを伴う顕著な微
動活動が四国西部から豊後水道（9 月 29 日から
10 月 6 日），四国東部から中部（10 月 31 日から 
11 月8日）で発生した．それ以外の主な微動活動は，
東海地方（10 月 7 日から 10 日），紀伊半島北部か
ら南部（9 月 18 日から 10 月 1 日），四国東部から
中部 （10 月 10 日から 15 日），四国中部（8 月 6 日
から 12 日）で発生した．そのうち，紀伊半島北部
から南部及び四国西部から豊後水道の微動活動に
同期した短期的スロースリップに伴う地殻変動が
GNSS で検出され，プレート間滑りが推定された．

　　c　九州北部の非定常地殻変動
　　　 　2017 年 1 月から 2018 年 1 月の期間を定常変動

とした場合，2018 年 4 月から 10 月にかけて九州
北部を中心に南東向きに最大 1 ㎝程度のわずかな
非定常変動が見られた．この非定常変動から，日
向灘北部で最大 14cm に達するプレート間滑りの
発生が推定された．
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（4）その他
　ア　�平成 30年北海道胆振東部地震（9月 6日�〜最

大M6.7）
　　 　2018 年 9 月 6 日に胆振地方中東部の深さ 37km

で M6.7 の地震が発生し，最大震度 7 を記録した．
この地震は陸のプレート内で発生した．発震機構
は東北東－西南西方向に圧力軸を持つ逆断層型で
あった．この地震の発生以降，地震活動が活発にな
り，10 月 31 日までに M4.0 以上の地震が 53 回，最
大震度 4 以上の地震が 23 回発生した．地震活動は，
南北方向に延びる長さ約 30km の領域を中心に発生
しており，減衰しつつも継続している．地震は，地
震本部が長期評価を行った断層の位置から離れた
場所で発生している．SAR 及び GNSS で観測され
た地殻変動から，ほぼ南北走向の高角な断層面に
おける逆断層運動が推定された．断層の上端は深さ
約 16km に位置し，Mw6.6 と推定された．本震後約
24 日後から余震活動が統計的なモデルの予測値か
らかい離する傾向が見られた．これは，対応する様
に余震群の南端に群発型の群れが発生し始めたた
めである．また余震の b 値の増加傾向が認められ，
これは b 値の高い浅い場所での余震活動の割合が
増えたためと考えられる．本震発生後 3 時間の地震
データに基づくリアルタイム余震確率予測から，本
震後に大きい地震が発生する確率が大阪北部地震
より高いことが示された．

　イ　�インドネシア・スラウェシ島，ミナハサ半島の地
震（9月28日�Mw7.5）

　　 　2018 年 9 月 28 日にインドネシア・スラウェシ島，
ミナハサ半島の深さ 10km で Mw7.5 の地震が発生
した．この地震の発震機構は北西－南東方向に圧力
軸を持つ横ずれ断層型であった．SAR 解析の結果，
震央付近から南側で顕著な変動が見られ，変動域
は約 160 ㎞の範囲に及んでいることが分かった．震
源域の南部では約 5m 程度の変位が見られ，南北走
向の断層に沿った左横ずれ運動と調和的である．

2　重点検討課題「予測実験の試行 05」の検討
　 　これまで行ってきている予測実験の試行の報告を行

うとともに，スロースリップの地震活動への影響や北
海道東方沖の地震活動の静穏化に関する地殻活動の
現状について検討が行われた．

（1）�群発的地震活動を前震活動と仮定して行う本震の
発生予測手法（最近の活動事例による検証）と沖
縄地方の繰り返し地震

　 　群発的地震活動を基にした最近 1 年間の本震の発
生予測に関する報告があった．日本海溝沿い等の領域
を対象に試行した結果，前震と判断され，その後本震

が発生する事例はなかった．さらに，沖縄地方におけ
る繰り返し地震の発生状況とその発生予測について報
告があった．宮古島近海や沖縄本島近海（国頭村東
方沖）における 2018 年の活動では，発生確率が 70％
と予測された期間内に繰り返し地震が発生した領域が
あったことが報告された．

（2）�CSEP参加グループによる予測手法：予測と実際
の活動の比較検証（3）

　 　関東の地震活動の予測の評価について報告があっ
た．モデルの改良により，予測性能を示す情報利得値
が向上することが示された．一方，地震発生数の予測
については，予測モデル毎に結果に差があることが示
され，発生数の予測精度を考慮したモデルの改良も重
要であることが指摘された．

（3）スロー地震と巨大地震の関係
　 　海外のプレート境界付近の固着域周辺で発生した

最近のスロー地震と巨大地震の関係について紹介が
あった．スロー地震のすべりが，巨大地震発生前に加
速を示す事例は見つかっておらず，長期評価と組み合
わせて，プレート境界の滑り速度の変化に基づいた確
率論的な地震発生予測モデルの構築が必要不可欠で
あることが指摘された．

（4）北海道東部の最近の地殻変動
　 　GEONET 観測による最近の地殻変動と潮位観測に

よる長期間の上下変動について報告があった．地震活
動の静穏化が終息以降，GNSS 観測において顕著な変
化は見られないものの，根室付近の沈降速度がわずか
に増加している可能性が示唆された．潮位データから
推定される地盤の上下変動に近年見られる変化には，
東北地方太平洋沖地震による広域の地殻変動や海面上
昇の影響が含まれる可能性があることが指摘された．

（5）�北海道東方沖の地震活動の相対的静穏化を受けた
他の物理量変化の検討

　 　北海道東方沖における地震活動や地殻変動の解析
で見られている相対的な変化について紹介があった．
2015 年頃まで，地震活動の顕著な静穏化，地震の発
生数と規模の関係を示す b 値の低下，プレート間固着
の変化が見られていたことが報告された．先行的な変
化が中・長期的に見られていることから，戦略的な多
種目の調査と解析の検討に今後取り組む必要性が指
摘された．
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第 222回地震予知連絡会
議事概要

日　時　2019 年 2 月 22 日（金）
場　所　 国土地理院関東地方測量部地震予知連絡会会

議室
出席者（委員）
　　　 平原，松澤，山岡，澁谷，高橋，遠田，宮内，佐藤， 

佐竹，篠原，小原，中島，尾形，松本，中尾，青井， 
汐見，有吉（堀委員代理），楠，青木，橋本，宇根，
矢来

　　（招聘報告者）
　　　 新井（海洋研究開発機構），浅野（防災科学技術

研究所），西村（京都大学防災研究所），八木原（鹿
児島大学），中村（琉球大学）

議事概要
1　地殻活動モニタリングに関する検討
（1）地殻活動の概況
　ア　全国の地震活動について
　　 　国内で 2018 年 11 月から 2019 年 1 月までの 3 か

月間に発生した M5 以上の地震は 32 回であった．
期間外の 2 月 21 日の北海道胆振地方の地震では，
震度 6 弱が観測された．

　イ　日本周辺における浅部超低周波地震活動
　　 　日向灘で 1 月上旬に超低周波地震活動を検出し

た．11 月中旬にも超低周波地震活動を検出したが，
この活動は種子島の東方沖以南が活動の中心と思
われる．1 月下旬にもほぼ同領域にて，各指標が掲
載基準に達しない超低周波地震活動を検出した．

　ウ　日本列島のひずみ変化
　　 　GNSS 連続観測によると，最近 1 年間の日本列島

のひずみには，東北地方太平洋沖地震，熊本地震
の余効変動，房総半島スロースリップ，及び北海道
胆振東部地震の影響が見られる．

　エ　全国の海底地殻変動観測結果
　　 　海底地殻変動観測によると，最近 4 年間の水平

移動速度には，東北地方太平洋沖地震の余効変動，
フィリピン海プレートの沈み込みに伴う変動が見ら
れる．

（2）プレート境界の固着状態とその変化
　ア　駿河トラフ・南海トラフ・南西諸島海溝周辺
　　a　南海トラフ沿いの海底地殻変動観測結果
　　　 　西南日本の沖合いの海底において，北西方向

の地殻変動が見られる．紀伊水道の観測点では，
2017 年以降，南向きの非定常な変動が見られ，
紀伊水道沖合いでプレート間滑りが推定されてき
た．現在はプレート間滑りは終息している．

　b　�西南日本の深部低周波微動・短期的スロースリッ
プ活動状況

　　　 　短期的スロースリップを伴う顕著な微動活動
が四国東部から中部（10 月 31 日から 11 月 8 日）
で発生した．それ以外の主な微動活動は，紀伊半
島南部（1 月 19 日から 23 日）で発生した．2018
年後半より豊後水道南東側の微動の発生率増加
が見られる．

　c　九州北部・豊後水道の非定常地殻変動
　　　 　2017 年 1 月から 2018 年 1 月の期間を定常変動

とした場合，2018 年 4 月から 10 月にかけて九州
北部を中心に南東向きに最大 1 ㎝程度，2018 年
10 月から 2019 年 1 月にかけて豊後水道周辺で南
東向きに最大 1cm 程度のわずかな非定常変動が
見られた．この非定常変動から，2018 年 4 月か
ら 10 月まで日向灘北部で最大 10cm，2018 年 10
月から 2019 年 1 月まで豊後水道で最大 9cm に達
するプレート間滑りの発生が推定された．豊後水
道周辺の非定常地殻変動は 2019 年初頭からその
速度が増加している．

（3）その他
　ア　�熊本県熊本地方の地震（1月 3日M5.1，26日

M4.3）
　　 　2019 年 1 月 3 日に熊本県熊本地方の深さ 10km

で M5.1 の地震（最大震度 6 弱）が発生した．この
地震は地殻内で発生した．発震機構は，南北方向に
張力軸を持つ横ずれ断層型であった．この地震の発
生以降，震源付近で地震活動が活発になり，31 日
までに震度 1 以上を観測した地震が 8 回発生した．
このうち，26 日に深さ 10km で M4.3 の地震（最大
震度 5 弱）が発生した．この地震の発震機構は南北
方向に張力軸を持つ型であった．地震活動は北西－
南東方向に延びる長さ約 5km の領域を中心に発生
しており，減衰しつつも継続している．

　イ　種子島近海の地震（1月8日　M6.0）
　　 　2019 年 1 月 8 日に発生した種子島近海の M6.0 の

地震に伴い，震源近くの西之表電子基準点が南東
に 2cm 程変動した．

　ウ　�首都圏直下の三次元地震活動の時空間統計モデ
ルと詳細予測

　　 　東北沖地震の影響や地震活動度の深さを考慮し
た時空間 ETAS モデルが作成された．作成された
モデルは，首都圏地域での実際の地震発生をよく予
測できている．

　エ　インドネシア・クラカタウ火山の噴火
　　 　2018 年 12 月 22 日にインドネシアのアナク・ク

ラカタウ火山の噴火を原因とする津波が発生した．
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だいち 2 号が撮像した噴火前後の強度画像の比較
から，島の南西部で明瞭な地形変化が認められた．
また，SAR 干渉解析より，アナク・クラカタウ島付
近を中心として衛星から遠ざかる変動が見られた．

　オ　胆振地方中東部の地震（2月21日　M5.8）
　　 　2019 年 2 月 21 日に 胆 振 地 方 中 東 部 の 深 さ 約

35km で M5.8（暫定値）の地震（最大震度 6 弱）
が発生した．昨年 9 月 6 日に発生した平成 30 年北
海道胆振東部地震の震源を含む南北約 30km の領域
で地震活動が継続しており，今回の地震はその領域
内で発生した．地震の発震機構は東西方向に圧力軸
を持つ型であった．GNSS 観測の結果（速報）及び
陸域観測技術衛星 2 号「だいち 2 号」の合成開口レー
ダー干渉解析の結果によると，今回の地震に伴う有
意な地殻変動は観測されていない．

2　重点検討課題「南西諸島の地殻変動」の検討
　 　陸・海域の地震観測や地殻変動観測，構造探査等

で明らかになった南西諸島の地殻活動が紹介され，そ
の現状について議論された．

（1）琉球海溝におけるプレート沈み込み構造と地震活動
　 　琉球海溝で実施された地殻構造探査の結果が報告

された．琉球海溝の南部では，1771 年八重山地震の
津波発生域において分岐断層があることが示された．
北部では，1995 年奄美大島近海地震の震源域におい
て奄美海台が沈み込んでいることやプレートが途中で
断裂していることが示された．

（2）�南西諸島北部〜日向灘における地震・超低周波地
震活動の特徴

　 　西南日本における浅部超低周波地震の共通点や地
域性等について報告があった．南西諸島では，西南日
本の中でも超低周波地震が頻度高く発生している領域
であること等が示された．機動観測のデータを追加し
た解析から，奄美大島の北東沖で超低周波地震の震
源が南西方向に移動していること等が示された．

（3）�GNSSデータから推定された南西諸島の短期的ス
ロースリップイベント

　 　南西諸島で発生するスロースリップは，様々な深度
や継続期間を持って発生しており，南海トラフ沿いで
発生するスロースリップとは異なる特徴を持つことが
示された．また，スロースリップは通常の中小地震や
過去の大地震の発生領域とは重ならないことが多く，
低周波地震はスロースリップの発生領域の周辺域で主
に発生する傾向があることが指摘された．

（4）�海域及び島嶼域観測による南西諸島北部域の地震
活動・地殻変動モニタリング

　 　準定常海底地震観測により低周波微動が検出され，
それらがスロースリップと同期して発生している可能

性があること等が指摘された．また，2015 年頃からプ
レート境界における準静的滑りの速度が広域でほぼ同
時に変化したことが報告された．背弧側にある女島で
の GNSS 観測により，沖縄トラフ北端部が約 5 mm/
yr の速度で拡大していることを初めて定量的に捉えた
こと等が紹介された．

（5）�南西諸島海溝沿いにおける海底地殻変動観測に基
づくプレート間カップリング

　 　南西諸島中部の沖縄島沖におけるプレート間の固着
域は，1791 年の津波地震の震源域と一致している一
方，スロースリップの発生域とは重ならないことが指
摘された．また，南西諸島南部の波照間島沖では南方
向の動きが観測されているものの，プレート間の固着
の有無については現段階では不明であることが報告さ
れた．
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回 重点検討課題名 報告課題 報告者

182 

「プレート境界深部
すべりに係わる諸現
象」
コンビ－ナ　
防災科学技術研究所
小原 一成

産総研地下水等総合観測による最近の成果 産業技術総合研究所　小泉 尚嗣

GEONET で見る短期的 SSE 国土地理院　今給黎 哲郎

新宮ボアホールひずみ計で捉えた短周期スロースリップイベント 名古屋大学・東濃地震科学研究所　
山岡 耕春

１．深部低周波地震
２．空間分布
３．時空間分布（移動性・周期性）
４．長期的スロースリップ発生前の深部低周波地震活動変化
５．深部低周波地震のクラスターと歪変化の関係
６．歪変化から推定される東海短期的スロースリップのモー
メント解放履歴

気象庁　土井 恵治

１．各現象の特徴と検出・解析手法
２．現象の全体像
３．時系列的特徴
４．特徴的な活動事例
５．諸現象の関係
６．短周期スロースリップ・深部低周波微動

防災科学技術研究所　小原 一成

発生メカニズムに関する研究の現状の紹介 海洋研究開発機構　中田 令子

183 

「プレート境界浅部
の固着とすべりのモ
ニタリング」
コンビーナ
東北大学
松澤 暢

１．各地域のすべり欠損分布の共通性と多様性・地域性
２．小領域での解析の詳細
３．中領域での解析の詳細
４．すべり欠損分布のモニタリングにおける問題点 

国土地理院　水藤 尚

海底地殻変動から見たプレート境界の固着とすべりの状況 海上保安庁　佐藤 まり子
小繰り返し地震から見た千島弧から東北日本弧にかけてのプ
レート境界のすべりの時空間分布
プレート境界すべりの推定の感度・分解能・信頼度・仮定

東北大学　内田 直希

相似地震クラスター毎のすべり履歴 防災科学技術研究所　小原 一成　
他

日向灘・南西諸島北部域の小繰り返し地震 鹿児島大学　後藤 和彦
中～大規模（M4 ～ M6）の繰り返し地震についての規則性と
不規則性 気象庁　土井 恵治

繰り返し地震の発生の規則性と不規則性に関する研究の現状 気象庁気象研究所　岡田 正実

184 
「地震波干渉法」
コンビーナ　
名古屋大学　
山岡 耕春

地震波干渉法の原理と概要 名古屋大学　渡辺 俊樹

微動アレイ探査法と地震波干渉法 建築研究所　横井 俊明

地盤・地震基盤構造調査への応用 横浜市立大学　吉本 和生
Hi-Net データの地震ノイズ干渉法解析から見える北海道の地
殻構造 北海道大学　谷岡 勇市郎

静岡県森町に設置した弾性波アクロス送信装置を用いた解析 気象庁気象研究所　吉田 康宏

東北大学大学院理学研究科における地震波干渉法に関する研究 東北大学　中原 恒
単独微小地震観測点の雑微動の自己相関関数を利用した地下
構造の時間変化検出の可能性 京都大学防災研究所　大見 士朗

地震波干渉法によって検出された 2007 年大分県中部の群発
地震に伴う地震波速度変化 防災科学技術研究所　小原 一成

地震波干渉法を用いた日本列島 S 波速度構造の時間変化の検
出に向けて 東京大学地震研究所　西田 究

重点検討課題一覧



334 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 4 部　参 考 資 料

回 重点検討課題名 報告課題 報告者

185 

「内陸地震準備過程
のモニタリング」
コンビーナ
産業技術総合研究所
桑原 保人

地下構造と地震活動・活断層の空間分布の特徴 防災科学技術研究所　松原 誠

活断層深部の比抵抗構造と物性 東京工業大学　小川 康雄
測地観測による断層周辺での地殻変動分布の特徴と断層深部
すべり 国土地理院　西村 卓也

東北日本のひずみ集中域の空間分布と地下構造・地震活動の
関係，応力集中機構の解明 東北大学　松澤 暢

中部日本活断層域における地殻変動・レオロジー構造と応力
蓄積過程 名古屋大学　山岡 耕春

西南日本のひずみ集中域の地下構造・断層強度の観測と応力
集中機構のモデル化 京都大学防災研究所　西上 欽也

歪集中帯（跡津川断層域）における地殻内不均質構造と内陸
震源域への歪・応力集中プロセス 東京大学地震研究所　岩崎 貴哉

内陸大地震発生過程のモデル化の枠組み―東北日本脊梁山脈
周辺を中心に― 建築研究所　芝崎 文一郎

186 

「プレート境界の固
着とすべりのシミュ
レーション - モニタ
リングによって何が
検知されると期待さ
れるのか？」
コンビーナ
東北大学
松澤 暢

アスペリティの階層構造と破壊の連動性 海洋研究開発機構　堀 高峰

東海の割れ残りとスローイベントとの関係 気象庁気象研究所　弘瀬 冬樹
南海トラフ沿いの巨大地震発生前のスローイベントの挙動の
変化 防災科学技術研究所　松澤 孝紀

様々なイベント間の相互作用と大地震前後の周囲の活動変化 海洋研究開発機構　有吉 慶介

歪計による短期的スローイベントの検知能力 気象庁　木村 一洋

プレート境界面上のすべりの検知能力 国土地理院　水藤 尚

短期的スローイベントと微動の準リアルタイムでの検知能力 防災科学技術研究所　小原 一成

187 
「地震活動について」
コンビーナ
統計数理研究所　
尾形 良彦

CSEP 日本の取り組みについて 東京大学地震研究所　平田 直
G-R 則および改良 G-R 則を用いた地震発生予測モデル
－ MGR モデル－ 気象庁気象研究所　弘瀬 冬樹

b 値と ETAS モデルにもとづく日本列島の標準的地震発生予測 統計数理研究所　尾形 良彦

Operational forecasting の勧告について 名古屋大学　山岡 耕春

CSEP 日本版クローンモデル
京都大学防災研究所　遠田 晋次
防災科学技術研究所　Bogdan 
Enescu

地震活動の短期・中期予測の確率利得と警報型地震予測の性
能評価について 統計数理研究所　尾形 良彦

2003 年十勝沖地震前の静穏化 北海道大学　勝俣 啓

地震活動特有パタンの再現と固有地震 防災科学技術研究所　松村 正三

前震による確率予測 気象庁気象研究所　前田 憲二

地震活動の予測的な評価手法の検討について 気象庁　宮岡 一樹
房総半島周辺の群発地震の統計分析と東京湾のゆっくりすべ
りの可能性検討 東京大学　井出 哲

注水誘発地震の統計的な特徴 産業技術総合研究所　桑原 保人
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回 重点検討課題名 報告課題 報告者

188 

「プレート境界すべり
現象に関する今後の
モニタリング戦略」
コンビーナ
東京大学地震研究所
小原 一成

深部低周波微動の深さ依存性 東京大学地震研究所　小原 一成

深部微動の線状構造・継続時間・移動様式・潮汐応答 東京大学　井出 哲

茨城沖におけるアスペリティと地下構造 東京大学地震研究所　望月 公廣

房総沖 SSE と底付け作用 防災科学技術研究所　木村 尚紀

東海における長期的 SSE・微動と地下構造 東京大学地震研究所　加藤 愛太郎
プレート境界における電磁気学的地下構造探査
－海洋プレート沈み込み開始から低周波微動域へ－ 京都大学　後藤 忠徳

アクロスによるプレート境界状態変化検出の試み 気象庁気象研究所　吉田 康宏

歪計による短期的 SSE の検知能力 気象庁　木村 一洋

GPS による短期的スロースリップイベント検出の可能性 国土地理院　西村 卓也

モニタリング手法の高度化への取り組み 防災科学技術研究所　廣瀬 仁

ひずみ計多点展開の効果，地震計鉛直アレイによる微動検出 産業技術総合研究所　小泉 尚嗣

189 

「海域のモニタリン
グ技術の動向」
コンビーナ
東京大学地震研究所
篠原 雅尚

長期観測型 OBS を用いた繰り返し観測によるモニタリング 東京大学地震研究所　山田 友朗

気象庁の海底ケーブル観測システム 気象庁　長谷川 洋平
地震・津波観測監視システム（DONET）によるモニタリン
グ 海洋研究開発機構　有吉 慶介

新たに開発したインライン式海底地震観測システム 東京大学地震研究所　篠原 雅尚

海上保安庁の GPS/A 観測システムとその結果 海上保安庁　佐藤 まり子

名古屋大学の GPS/A 観測システムとその成果 名古屋大学　田所 敬一
AUV と海底ケーブルを用いた GPS/A 海底地殻変動観測シス
テム

東京大学生産技術研究所　望月 将
志

GPS/A 観測，海底上下変動観測と海底測距観測 東北大学　藤本 博己

190 重点検討課題なし

191 

「東北地方太平洋沖
地震に関する検討

（その 2）」
コンビーナ
名古屋大学
山岡 耕春

第 190 回地震予知連絡会のまとめとそれ以降の新知見について 名古屋大学　山岡 耕春

津波地震について 北海道大学　谷岡 勇市郎

海溝沿い浅部プレート境界について 海洋研究開発機構　高橋 成実

今後の余震・誘発地震・余効変動について 京都大学防災研究所　遠田 晋次
島弧 —- 海溝系における長期的歪み蓄積過程と超巨大歪解放
イベントの可能性 東京大学　池田 安隆

192 

「プレート境界に関
するわれわれのイ
メージは正しいか？

（その 1）南海トラフ・
南西諸島海溝」
コンビーナ
防災科学技術研究所
小原 一成

津波堆積物から見た南海トラフ沿いの巨大地震履歴 高知大学　松岡 裕美

1771 年八重山地震津波 琉球大学　中村 衛

海溝付近や固着域深部（微動発生域）まで高速破壊するか？ 海洋研究開発機構　堀 高峰

東海地震のシミュレーション 気象庁気象研究所　弘瀬 冬樹

日本海溝緊急調査の成果と南海トラフ地震発生帯との比較 海洋研究開発機構　小平 秀一

初めて見たプレートの沈み込みと南海トラフの地震系列 地震予知連絡会　島崎 邦彦
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193 

「東北地方太平洋沖
地震に関する検討

（その 3）」
コンビーナ
東北大学
松澤 暢　

三陸海岸の第四紀後期隆起プロセス 千葉大学  宮内 崇裕

余震活動と誘発された地震の活動の推移，および今後の大き
な余震の見通しについて 気象庁　齋藤 誠

余効変動の推移と今後の隆起・沈降の見通しについて 国土地理院　飛田 幹男

2011 年東北地方太平洋沖地震前後の繰り返し地震の規模変化
について 東北大学　松澤 暢

東北沖 M9 地震の余震活動モニタリングについて 統計数理研究所　尾形 良彦

東北地方太平洋沖地震（M 9.0）に伴う地殻変動 東北大学　日野 亮太

海底観測から得られた余震活動の特徴 東京大学　篠原 雅尚

地形，地下構造調査から推定された変動現象 海洋研究開発機構　小平 秀一

194 

「レート境界に関す
るわれわれのイメー
ジは正しいか？（そ
の 2）千島海溝」
コンビーナ
北海道大学　
谷岡 勇市郎

千島海溝沿いすべり欠損分布について 国土地理院　西村 卓也

千島海溝沿い相似地震の解析結果について 東北大学　内田 直希

十勝沖の浅部超低周波地震の観測によって分かってきたこと 防災科学技術研究所　浅野 陽一

地震活動から見るプレート境界の状況 北海道大学　勝俣 啓

北海道における古津波研究の現状と課題 北海道大学　西村 裕一

北海道太平洋沖海底構造調査結果及び海底地震観測レビュー 北海道大学　東 龍介

地震発生サイクルモデルから見た十勝～根室沖での地震発生
の特徴と今後検討すべきこと 海洋研究開発機構　堀 高峰

195 

「プレート境界に関
するわれわれのイ
メージは正しいか？

（その 3）相模トラフ
周辺・首都圏直下」
コンビーナ
東北大学
遠田 晋次　　

｢ 平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震 ｣ 前後の関東
地方の地震活動について 気象庁　齋藤 誠

関東地方の相似地震活動とその変化について 防災科学技術研究所　木村 尚紀

海底地震計による東北沖地震震源域南部の余震活動 東京大学　篠原 雅尚

関東地方の余効変動 国土地理院　小沢 慎三郎

東北沖地震による関東地域の応力変化と誘発地震活動につい
て 京都大学　遠田 晋次

関東地方の地震テクトニクスと M7 クラスの地震について 東北大学　中島 淳一

首都圏直下における最新のプレート構造モデル 東京大学　酒井 慎一

関東南部の地震間地殻変動とプレート間カップリング 国土地理院　西村 卓也

1885 年以降に南関東で発生した M7 級地震の類型化 東京大学　石辺 岳男

津波堆積物から見た関東地震の再来間隔 産業技術総合研究所　藤原 治

相模トラフ沿いの海溝型地震の新しい解釈 産業技術総合研究所　宍倉 正展

196 

「内陸で発生する地
震について」
コンビーナ
地震予知連絡会　
島崎 邦彦

西南日本内陸地震の活動期 海洋研究開発機構　堀 高峰

近畿のテクトニクスについて
－西南日本のテクトニクスの中で－ 京都大学　竹村 恵二

短い活断層等，九州の例 東北大学　今泉 俊文

沿岸海域の活断層
－柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯の若狭湾－越前・加賀沖への延長部
の例－

産業技術総合研究所　杉山 雄一

東北地方太平洋沖地震に誘発された福島県浜通りの地震 京都大学　堤 浩之
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197 

「世界の巨大地震・
津波」
コンビーナ
東京大学地震研究所
佐竹 健治

南米（1960 年チリ地震を中心に） 産業技術総合研究所　宍倉 正展

カスケード沈み込み帯における巨大地震の研究史 東京大学地震研究所　佐竹 健治

アラスカ・アリューシャン・カムチャッカの巨大地震 北海道大学　谷岡 勇市郎

インド洋 筑波大学　藤野 滋弘

2004 年 M9.1 スマトラ地震に先行した地震発生率の変化について 統計数理研究所　尾形 良彦

地中海地域 海洋研究開発機構　金田 義行・堀 
高峰

地震の最大規模（Mmax）について 東北大学　松澤 暢

M9 クラス巨大地震のすべり量分布とスケーリング 東京大学地震研究所　室谷 智子

プレート間カップリング 国土地理院　西村 卓也

津波地震 建築研究所　藤井 雄士郎

198 

「東北地方太平洋沖
地震に関する検討

（まとめ）」
コンビーナ
東北大学
松澤 暢

断層すべり特性の深さ依存について 筑波大学　八木 勇治

地殻変動観測からの描像と展望 東北大学　日野 亮太

津波観測からの描像と展望 東京大学地震研究所　佐竹 健治

地震断層のイメージングと地震に伴う構造変化 海洋研究開発機構　中村 恭之

2011 年東北太平洋沖地震前に見られた前兆的現象 - 気象庁気象研究所　前田 憲二

考えられるモデルのレビュー 京都大学　平原 和朗

199 

「日本海で発生する
地震と津波」
コンビーナ
北海道大学　
谷岡 勇市郎

最新の陸域構造調査結果 東京大学地震研究所　佐藤 比呂志

日本海東縁地震発生帯と地下構造の関係 海洋研究開発機構　小平 秀一

地殻変動観測結果 京都大学防災研究所　西村 卓也

地形・地質調査から分かる震源像 産業技術総合研究所　岡村 行信

日本海東縁の津波堆積物 北海道大学名誉教授　平川 一臣

日本海沿岸での過去の津波災害 地震予知総合研究振興会　松浦 律
子

200 

「地震の短期予測の
現状と評価」
コンビーナ
名古屋大学
山岡 耕春

予測の評価 東京大学地震研究所　鶴岡 弘

震源核 東京大学地震研究所　吉田 真吾

トリガリング 京都大学防災研究所　宮澤 理稔

電磁気学的予測 東京学芸大学　鴨川 仁

短期予測と統計モデル 統計数理研究所　尾形 良彦

201 

「物理モデルに基づ
いた地震発生予測
研究」
コンビーナ
海洋研究開発機構
堀 高峰

地震発生の物理に基づく予測シミュレーション 名古屋大学　橋本 千尋

プレート境界すべり時空間変化の推移予測 海洋研究開発機構　堀 高峰

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」にお
ける物理モデルに基づく地震発生予測 東北大学　日野 亮太

202 

「地震・津波即時予
測とリアルタイムモ
ニタリング」
コンビーナ
気象庁
土井 恵治

リアルタイムモニタリングシステムの構築 気象庁　束田 進也
強震モニタリングシステム
- 防災科学技術研究所の例 - 防災科学技術研究所　青井 真

津波予測の技術 気象庁　中村 浩二

GNSS 変位データを用いた 即時地震規模推定 国土地理院　宮川 康平

地震動・津波予測の利活用 鉄道総合技術研究所　山本 俊六
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203 

「日本列島の長期広
域変動について」
コンビーナ
東北大学
松澤 暢

日本列島とその周辺のプレート運動 東京大学地震研究所　加藤 照之

日本列島の生い立ちと長期地殻応力・歪の起源 東京大学地震研究所　佐藤 比呂志

日本列島の温度構造と地殻流体の分布 海洋研究開発機構　岩森 光
臨時観測データを用いて求めた 東北日本地殻内の応力場の詳
細な空間分布と 絶対応力・断層強度の推定

東北大学　吉田 圭佑・長谷川 昭・
岡田 知己 

204 

「地震・地殻変動予
測能力の現状評価」
コンビーナ
東北大学
遠田 晋次

余効変動の予測能力評価 国土地理院　飛田 幹男・赤司 貴則
奥尻島における 1993 年北海道南西沖地震（M7.8） 以降 20 年
間の地殻上下変動 地域地盤環境研究所　越後 智雄

スロースリップ，SSE の 予測能力評価 防災科学技術研究所　木村  武志

繰り返し小地震に対する予測能力評価 気象庁気象研究所　岡田 正実

地震活動静穏化に基づく予測能力評価 気象庁気象研究所　吉川 澄夫

常時地震活動・余震・誘発地震の予測能力と評価 統計数理研究所・東京大学地震研究
所　尾形 良彦

205 

「物理モデルに基づ
いた地震発生予測
研究　その 2」
コンビーナ
京都大学
平原 和朗

南海トラフ沿い巨大地震とスロースリップ 気象庁気象研究所
弘瀬 冬樹・前田 憲二・藤田 健一

南海トラフにおける長期的・短期的スロースリップイベント
とプレート間大地震準備過程の数値モデリング 防災科学技術研究所　松澤 孝紀

巨大地震サイクルに伴うゆっくり地震の活動変化と検知可能
性 海洋研究開発機構　有吉 慶介

地震発生に至るプロセスとしてのゆっくりすべりと予測にお
ける役割 海洋研究開発機構　堀 高峰

206 

「兵庫県南部地震か
ら 20 年　活断層研
究の進展と課題」
コンビーナ
産業技術総合研究所
宍倉 正展

近年出現した地震断層の活動履歴調査で認められたすべり量
の多様性 産業技術総合研究所　丸山 正

長大活断層系の連動性評価と課題 産業技術総合研究所　近藤 久雄
地下構造探査による活断層
－震源断層システムのイメージング－ 東京大学地震研究所　佐藤 比呂志

「孤立した短い活断層」から発生する地震の規模評価について 産業技術総合研究所　吾妻 崇

中規模内陸地震（M5-6 クラス）による地表変位の検出 電力中央研究所　青柳 恭平

207 

「予測の根拠となる
モニタリングデータ
と処理方法」
コンビーナ
海洋研究開発機構　
堀 高峰

地震活動の潮汐相関にもとづく予測 防災科学技術研究所　田中 佐千子

種々のモニタリングデータにもとづく予測
先行現象検知による確率予測 東京学芸大学　鴨川 仁

シミュレーションと観測データにもとづく予測実験の試行 海洋研究開発機構　堀 高峰

208 

「予測実験の試行に
ついて」
コンビーナ
国土地理院
今給黎 哲郎　

CSEP に基づく地震活動予測の検証 東京大学地震研究所　鶴岡 弘

気象庁における繰り返し地震の調査の取り組み 気象庁　橋本 徹夫

前震活動に基づく地震発生の経験的予測 気象庁気象研究所　前田 憲二

東北地方太平洋沖地震の余効変動の予測実験 国土地理院　飛田 幹男
平常的な地震活動と「予測」の価値
- 当たり前の地震について - 国土地理院　今給黎 哲郎

209 

「東北地方太平洋沖
地震がもたらす広域
地殻活動」
コンビーナ
北海道大学
高橋 浩晃

東北地方太平洋沖地震前後の全国の地殻変動の変化 国土地理院　水藤 尚

東北地方太平洋沖地震前後のスロー地震活動の変化 防災科学技術研究所　松澤 孝紀

東北地方太平洋沖地震前後の 広域的な地殻活動の変化 北海道大学　高橋 浩晃
東北地方太平洋沖地震後の日本列島周辺域のプレート運動速
度の変化 北海道大学理学研究院　日置 幸介



338 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 4 部　参 考 資 料  地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　２．地震予知連絡会関係資料 339

回 重点検討課題名 報告課題 報告者

210 

「予測実験の試行
02」
コンビーナ
国土地理院
今給黎 哲郎　　

CSEP 参加グループによる予測手法：
予測と実際の活動の比較検証 東京大学地震研究所　鶴岡 弘

沖縄地方の繰り返し地震の確率論的発生予測手法：
予測と実際の発生状況の比較検証 気象庁　橋本 徹夫

群発的地震活動を前震活動と仮定して行う本震の発生予測手法：
最近の活動事例による検証 気象庁気象研究所　前田 憲二

東北地方太平洋沖地震の余効変動の予測実験 国土地理院　飛田 幹男

気象庁震度データベースを用いた地震予測
2015 年の活動で見た「予測」と実際の比較 国土地理院　今給黎 哲郎

確率予測と二値予報の採点法
－採点の適正さと利用者の効用の観点から導出する採点式と
その適用例－

気象庁気象研究所　林 豊

211 

「平成 28 年（2016 年）
熊本地震」
コンビーナ
東京大学地震研究所
平田 直

地震活動の履歴
地震活動全般　 気象庁　橋本 徹夫

九州地方の地殻変動（水平）－熊本地震前 5 年間－
GNSS 連続阿観測による九州周辺のひずみ分布
約 10 年間の測地観測による九州周辺のひずみ分布
九州地方の上下変動
薩摩半島西方沖の地震（11 月 14 日 M7.1）に伴う地殻変動
平成 28 年（2016 年）熊本地震前の地殻変動

国土地理院　矢来 博司

活断層評価の概説 産業技術総合研究所　穴倉 正展

熊本平野における活断層分布の再検討 東京大学　池田 安隆

震源域およびその周辺における震源分布
DD 法により再決定した地震分布
震源域周辺のメカニズム解と応力場の特徴
震源過程：4 月 14 日 21 時 26 分の地震（M 6.5）
震源過程：4 月 16 日 1 時 25 分の地震（M 7.3）
誘発された地震による大分県での強震動
地震および余震による高周波エネルギー輻射量
PALSAR-2/InSAR による地殻変動

防災科学技術研究所　汐見 勝彦

平成 28 年（2016 年）熊本地震 九州大学　松本 聡

地殻変動
GNSS 連続観測時系列
緊急 GNSS 観測による変動量
MAI 法による断層近傍の地殻変動
震源断層モデル
滑り分布
布田川断層帯周辺の地表の亀裂分布図
土砂崩壊地分布図
南阿蘇村河陽・黒川地区の断層について

国土地理院　矢来 博司

地表地震断層および古地震・地質構造からみた 2016 年熊本
地震 産業技術総合研究所　穴倉 正展

2016 年熊本地震の地表地震断層の分布とその特徴 広島大学　熊原 康博

2016 年熊本地震をめぐる地震活動および余震活動に関する確
率予測問題 統計数理研究所　尾形 良彦

熊本地震の震度と加速度，長周期地震動等いついて 気象庁　橋本 徹夫

平成 28 年（2016 年）熊本地震（4 月 16 日 M7.3）の余効変動
「だいち 2 号」による地震後地殻変動分布図 国土地理院　矢来 博司

九州内陸の地震と日向灘で発生する地震の時間的関係 名古屋大学　山岡 耕春

熊本地震による静的応力変化と広域余震活動 東北大学　遠田 晋次



340 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 4 部　参 考 資 料

回 重点検討課題名 報告課題 報告者

212 

「余効変動と粘弾性 
－日本列島広域地
殻活動予測に向け
て－」
コンビーナ
京都大学
平原 和朗

余効変動と粘弾性 －基本的理解－ 京都大学　平原 和朗

東北地方太平洋沖地震の余効変動
－海域における観測と粘弾性モデル－ 海洋研究開発機構　飯沼 卓史

不均質岩石レオロジーを考慮した東北沖地震余効変動解析 東北大学　武藤 潤

2011 年東北沖地震後の地殻変動データを用いた粘性構造と余
効すべりの推定 東京大学地震研究所　橋間 昭徳

東北地方太平洋沖地震の粘性緩和による変動と粘性構造の不
均質の重要性 国土地理院　水藤 尚

日本列島とその周辺の 3 次元粘弾性不均質モデル構築に向けて 海洋研究開発機構　堀 高峰

213 
「南海トラフ地震」
コンビーナ
名古屋大学
山岡 耕春

「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」震源モデル・
シナリオ研究の成果と概要 - 1 東京大学地震研究所　古村 孝志

DONET による震源域のモニタリング 防災科学技術研究所　高橋 成実

陸上ボアホール地殻変動観測による震源のモニタリング 産業技術総合研究所　松本 則夫

海底地殻変動観測による震源のモニタリング 海上保安庁海洋情報部　横田 裕輔

南海トラフで発生しているスロー地震について 東京大学地震研究所　加藤 愛太郎

モニタリングからなにがわかるか 海洋研究開発機構　堀 高峰

214 

「予測実験の試行
03」
コンビーナ
東北大学
松澤 暢

沖縄地方の繰り返し地震及び東北地方太平洋沖地震の余震活
動（予測と実際の発生状況の比較検証） 気象庁地震火山部　橋本 徹夫

CSEP 参加グループによる予測手法：
予測と実際の活動の比較検証（2） 東京大学地震研究所　鶴岡 弘

群発的地震動を前震活動と仮定して行う本震の発生予測手
法：
最近の活動事例による検証（3）

気象研　前田 憲二・弘瀬 冬

気象庁震度データベースを用いた地震予測 
2015 年～ 2016 年の活動で見た「予測」と実際の比較

国土地理院　今給黎 哲郎 ・
滋賀県立大学　小泉 尚嗣

東北地方太平洋沖地震の 余効変動の予測実験 国土地理院　藤原 智

215 

「海域モニタリング
の進展」
コンビーナ
東京大学地震研究所
篠原 雅尚

防災科研が運用する地震津波海域観測網
－ DONET ＆ S-net － 防災科学技術研究所　高橋 成実

南海トラフ長期孔内観測システムによる観測 海洋研究開発機構　荒木 英一郎

GPS － A 海底地殻変動観測のこれまでの進展と今後の展望 海上保安庁　石川 直史

海底間音響測距観測の現状について 東北大学災害科学国際研究所　
木戸 元之

海域稠密観測時代の津波即時予測研究とその展望 東京大学地震研究所　前田 拓人

海底データを用いたモデル計算：地震動即時予測
－「揺れの数値予報」の適用例－ 気象庁気象研究所　干場 充之

216 
「首都圏直下地震」
コンビーナ
東京大学地震研究所
平田 直

『相模トラフ沿いの 地震長期評価（第二版）」 について 気象庁気象大学校　吉田 康宏

関東地域の活構造への東北地方太平洋沖地震の影響について 東京大学地震研究所　佐藤 比呂志

関東下のプレート構造と地震活動 東京工業大学理学院　中島 淳一

首都圏の速度構造・Q 構造と地震活動 東京大学地震研究所　酒井 慎一

地震活動・房総半島沖のゆっくり滑りと群発活動 東京大学地震研究所　加藤 愛太郎

1855 年安政江戸地震と史料 新潟大学　矢田 俊文
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回 重点検討課題名 報告課題 報告者

217 

「予測実験の試行 
04」
コンビーナ
海洋研究開発機構
堀 高峰

マグニチュードと時空間情報に基づく前震確率評価モデルの
識別性能 統計数理研究所　野村 俊一

次の地震のマグニチュード予測と評価 統計数理研究所　尾形 良彦

本震前に現れる G-R 則からの逸脱と，その特徴に基づいた地
震予測モデルの提案 気象庁気象研究所　弘瀬 冬樹

b 値にもとづく全地球規模の大地震発生予測のモデル 静岡県立大学　楠城 一嘉

Mw8.0 以上の地震に先行した地震活動長期静穏化 北海道大学　勝俣 啓

経験則から期待される大地震発生の確率 : 相場のレビュー 東京大学地震研究所　中谷 正生

218 

「熊本地震で見えて
きた課題」
コンビーナ
東北大学
遠田 晋次

2016 年熊本地震と日奈久断層帯の古地震履歴 産業技術総合研究所　宮下 由香里

ALOS-2 の SAR で見つかった平成 28 年熊本地震による地表
断層群 国土地理院　藤原 智

2016 年熊本地震 －地震観測から得られた地震像－ 九州大学地震火山観測研究センター 
松本 聡

2016 年熊本地震の本震前に見られた前震域の拡大 東京大学地震研究所　加藤 愛太郎

点過程モデルによる熊本地震前後の地震活動の解析 統計数理研究所　熊澤 貴雄

2016 年熊本地震の余効変動
－ SAR が捉えた広域・局所変動の詳細－ 国土地理院　小林 知勝

219 
「地震と水」
コンビーナ
産業技術総合研究所
今西 和俊

地震発生への水の役割 東京大学地震研究所　加藤 愛太郎

地震の発生における応力と流体の役割 名古屋大学　寺川 寿子

箱根火山における群発地震と地殻流体との関係 神奈川県温泉地学研究所　行竹 洋
平

長期・短期注水による誘発地震に関する研究 産業技術総合研究所　雷 興林

地震波速度・電気伝導度から推定される地殻内の流体分布 富山大学　渡邊 了

関東下における海洋プレートの温度・脱水分布と微小地震の
発生の関連性について 神戸大学　吉岡 祥一

220 

「千島海溝・北海道
東方沖と三陸北部に
おける巨大地震」
コンビーナ
東京大学地震研究所
佐竹 健治

地震調査委員会の「千島海溝沿いの地震活
動の長期評価（第三版）」について

東京大学地震研究所・地震調査委員
会長期評価部会長　佐竹 健治

千島海溝・日本海溝北部沿いの超巨大地震履歴 産業技術総合研究所　宍倉 正展

北海道東方沖の相対的地震活動度の静穏化と現状 地震予知総合研究振興会　松浦 律
子

日本海溝海底地震津波観測網（Snet）の概要と地震検知能力 防災科学技術研究所　植平 賢司

日本海溝地震発生帯の地下構造とその地震学的意義 海洋研究開発機構　小平 秀一

221 

「予測実験の試行
05」
コンビーナ
気象庁気象研究所
橋本 徹夫

群発的地震活動を前震活動と仮定して行う本震の発生予測手
法（最近の活動事例による検証）と沖縄地方の繰り返し地震 気象庁気象研究所　橋本 徹夫

CSEP 参加グループによる予測手法：予測と実際の活動の比
較検証（3） 東京大学地震研究所　鶴岡 弘

スロー地震と巨大地震の関係 東京大学地震研究所　加藤 愛太郎

北海道東部の最近の地殻変動 国土地理院　矢来 博司

北海道東方沖の地震活動の相対的静穏化を受けた他の物理量
変化の検討 海洋研究開発機構　堀 高峰
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回 重点検討課題名 報告課題 報告者

222 

「南西諸島域の地殻
活動」
コンビーナ
鹿児島大学
中尾 茂

琉球海溝におけるプレート沈み込み構造と地震活動 海洋研究開発機構　新井 隆太

南西諸島北部～日向灘における地震・超低周波地震活動の特
徴 防災科学技術研究所　浅野 陽一

GNSS データから推定された南西諸島の短期的スロースリッ
プイベント 京大防災研　西村 卓也

海域及び島嶼域観測による南西諸島北部域の地震活動・地殻
変動モニタリング 鹿児島大学　八木原 寛

南西諸島海溝沿いにおける 海底地殻変動観測に基づくプレー
ト間カップリング 琉球大学　中村 衛

223 

「西南日本日本海側
の地殻活動」
コンビーナ
東京大学地震研究所
篠原 雅尚

西南日本の日本海側における堆積物による津波履歴調査 新潟大学　卜部 厚志

西南日本と日本海南部の震源断層 東京大学地震研究所　佐藤 比呂志

日本海南西部の海底活断層による沿岸部の津波高 東京大学地震研究所　佐竹 健治

南海トラフの固着による西南日本の震源断層における応力蓄積 東京大学地震研究所　橋間 昭徳
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地震及び火山噴火予知のための観測研究計画
の見直しについて（建議）

2012 年 11月　科学技術・学術審議会

Ⅰ．�地震及び火山噴火予知のための観測研究の推進の
基本的考え

（東北地方太平洋沖地震の検証と計画見直しについて）
平成 23 年 3 月 11 日にマグニチュード（M）9 クラス

の超巨大地震である東北地方太平洋沖地震が発生し，多
くの尊い人命が失われ，大きな被害がもたらされた．測
地学分科会では，事前に超巨大地震発生の可能性を追究
できなかったことを真摯に反省し，関係学会などにおけ
る議論も踏まえた上で，現行計画の総点検を行った．こ
れまでの研究により，地震活動の特性や地震発生の仕組
みなどに関する理解が進み，地震発生の長期評価などに
役立てられるようになったが，一般的に，「いつ（時期）」，

「どこで（場所）」，「どの程度の大きさ（規模）」の地震
が起こるかを地震発生前に予測することは，現在の科学
技術の水準では困難であることを改めて認識した．この
ため，測地学分科会では，地震発生のメカニズムを理解
するための基礎研究を一層推進すべく，これまでに得ら
れた教訓や課題について整理をするとともに，今後の研
究の方向性について検討を行った．

（地震と火山噴火予知研究の経緯）
昭和 40 年に始まった地震予知計画においては，平成

10 年度の第 7 次計画まで，地震活動の地域ごとの特徴，
地震発生の仕組みなどに関する知見が蓄積されたが，地
震の前兆現象の観測に基づく手法だけでは，予知の実現
は難しいことも分かってきた．このため，平成 11 年度
に始まった「地震予知のための新たな観測研究計画」（第
1 次新計画）では，地震の発生に関する基礎的研究を進
め，地震発生に至る地殻活動をモデル化し，モニタリン
グとモデルに基づいて地殻活動の推移予測を行うことを
新たな目標として掲げ，平成 16 年度からの第 2 次新計
画では，地震発生の準備過程の解明を進め，地殻活動
の推移予測を目的とした現実的な物理モデルに基づいた
数値シミュレーションモデルを開発することを目指し計
画を推進してきた．しかしながら，現状の地震予知は，
中・小規模の繰り返し地震や特定の領域の群発地震につ
いては，その発生予測と検証が進んでいるが，短期予知
の観点や発生頻度の低い大規模な地震の中・長期予測
についてはその手法の確立に至っていない．

一方，火山噴火予知計画は，昭和 49 年度の第 1 次計
画から 5 か年ごとに平成 20 年度の第 7 次計画まで推進

され，マグマ供給系・熱水系がモデル化された火山では，
観測データから噴火に先立つ流体移動の把握が可能と
なった．また，適切な観測体制が取られた火山では噴火
時期をある程度予測できるようになり，活動的な火山に
ついては，活動度の把握に基づいて噴火警戒レベルを設
定することができるようになった．しかし，噴火の様式
や規模等の噴火推移予測については，経験則に基づく予
測が成立する場合以外は依然として困難な状況にある．

地震及び火山噴火は，同じ地球科学的背景を持つ自然
現象であり，測地学的・地震学的手法による共同での観
測研究は，それぞれの現象解明に有効である．現行の計
画では，これまで独立の計画としてきた地震予知研究と
火山噴火予知研究を発展的に統合した計画として推進し
ており，「予測システムの開発」をより明瞭に指向した
研究に重点を置くこととして，「地震・火山現象予測の
ための観測研究」，「地震・火山現象解明のための観測研
究」，「新たな観測技術の開発」，「計画推進のための体制
の強化」の 4 項目を柱として推進してきた．

（超巨大地震を予測できなかった理由）
地震発生に関するシミュレーション技術は急速に進歩

し，過去に発生した地震についてその発生の特徴を再現
することが可能なレベルに達しているものの，発生履歴
が詳しく知られていない地震については，その規模や発
生間隔を推定することすら基本的に困難である．東北地
方太平洋沖において地震の発生を説明できるとされてい
た従来のアスペリティ（用語解説参照）モデルは，東北
地方太平洋沖のプレート境界の広い範囲が一度に滑る
ような超巨大地震を発生させ得るモデルとはなっていな
かった．この事実は，様々な規模の地震の発生を説明し，
地震発生を予測するモデルの構築がいまだ研究の課題
であること示している．

海溝軸付近のプレート境界における固着や滑りに関し
ては，地震の解析やシミュレーションのために必要なプ
レート境界の海溝側の境界条件の確立ができていなかっ
た．その要因として，阪神淡路大震災以降に整備された
陸上の観測網だけでは十分な分解能を持ったデータが得
られていなかったことや，近年実用的な運用がなされて
きた海底地殻変動観測についても，必要な時空間分解
能を得るだけの十分な観測網が整備されていなかったこ
とが挙げられる．そのため，海溝軸付近は太平洋プレー
トの固着が弱く，常にずるずると滑っているため地震時
には大きく滑らないという仮定の基に，地震の解析やシ
ミュレーションの検討が進められていた．

また，変動地形学的，古地震学的，地質学的手法を

３．科学技術・学術審議会（旧：測地学審議会）関係資料
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用いた超巨大地震の発生履歴に関する研究成果を取り入
れる努力が不足していた．古文書などに残っている地震
の詳細な記録は，そのほとんどが江戸時代以降のため，
東北地方太平洋沖地震のように発生間隔の非常に長い
地震の場合，情報の欠落などにより，精度の高い情報を
得ることは困難であった．また，津波堆積物や地質調査
による地震発生履歴調査については，異なった場所での
年代測定の結果に系統的な差異があることもあり，信頼
性の高いデータを得ることはなかなか容易ではない．そ
のため，精度の高い近代的な観測データと，信頼性の評
価が困難なこれらの調査結果を併合して，超巨大地震の
発生可能性を評価する取組が不足していた．

このように，単純なアスペリティモデルにとらわれす
ぎていたこと，海溝軸付近のプレート境界に関する知見
が不足していたこと，さらに，現行の計画では津波堆積
物調査等を含む古地震調査の研究の観点が不足してい
たことなどが主な問題となって，東北地方太平洋沖の広
い範囲で一度に滑るような超巨大地震について発生可能
性の指摘ができなかったことが明らかになった．

（東北地方太平洋沖地震の発生により明らかになったこと）
東北地方太平洋沖地震については，その発生直後から

内外の多くの研究者・研究機関が地震発生過程の解析を
進め，その結果，この地震で何が起きたかが明らかになっ
てきた．これらのほとんどの研究には，我が国がこれま
で計画的に整備をしてきた陸上の地震計及び GPS 観測
によるデータが利用されているほか，近年に整備された
海域の津波計・波浪計，さらに，実用的な計測が可能と
なった海底における地殻変動観測によるデータが用いら
れており，海底下で発生した地震としては，これまでに
世界中で発生したいかなる地震よりも精緻な研究結果が
得られている．これらの研究結果は，関連研究組織や学
協会によるシンポジウム，さらに，建議に基づき設置さ
れた地震予知連絡会などを通じて早期から検討が進めら
れ，学術誌を通じて国内外に広く発信されている．この
ような検討作業の結果，従来にない精度と分解能で東北
地方太平洋沖におけるプレート境界での滑りの発展過程
が明らかになるとともに，少なくとも海溝付近において
50m 以上の急激な滑りがあったことがほぼ確実であるこ
とがわかった．今回の地震で明らかになったプレート境
界での滑りの特徴は，今後の地震・津波防災対策にとっ
て非常に重要な知見である．

（地震発生予測研究の現状と限界）
今回の東北太平洋沖地震の発生前にもプレート境界

の地震発生については精力的な観測研究が行われてい
た．プレート境界面の摩擦則を用いたシミュレーション

技術の向上が図られ，繰り返し発生する巨大地震や大地
震の特徴が再現できるようになっていた．また，地震計
や GPS などの観測網が充実し，それらのデータ処理や
解析技術の進展により，地震時の断層運動だけでなく，
ゆっくり滑りについても観測できるようになっていた．
これらシミュレーションと観測の双方から，プレート間
滑りの多様性に関する理解が進み，プレート境界の滑
りと固着についてのモニタリングとそれを用いたシミュ
レーションが進められていた．特に，南海トラフ沿いの
プレート境界深部で短期的な微動・ゆっくり滑りや長期
的なゆっくり滑りが発生していることが分かるようにな
り，大地震発生過程を考える上で重要な情報が得られて
きている．

一方，日本海溝沿いでは，過去に何度か発生した大地
震の滑り分布などから，その地震発生の時間的空間的特
徴が次第に明らかになってきていた．その結果，非地震
性滑りの進行により固着領域（アスペリティ）に応力が
集中し，やがて地震発生に至るというモデル（アスペリ
ティモデル）が有力であるとされ，M8 程度以下の地震
の発生場所と規模を説明することが可能であるとされて
いた．しかし，観測研究計画推進委員会を中心とした研
究者らにより企画されたシンポジウムで指摘されたよう
に，100 年程度の短期間のデータにより比較的単純なモ
デルでプレート境界の仕組みを理解しようとしたこと，
陸域の観測データにより海溝近くの固着状態を推定して
いたため，東北地方太平洋沖の地域において超巨大地震
の発生可能性について十分検討していなかったこと等か
ら，平成 23 年東北地方太平洋沖地震の発生を予見する
ことが出来なかった．また，日本地震学会でも，特別シ
ンポジウムなどの場で，同様の指摘がなされたほか，現
在も災害軽減における地震学の果たすべき役割について
真剣な議論が行われている．測地学分科会としても，超
巨大地震発生の可能性を追究できなかったことについて
真摯に反省し，以下のように今後の課題として反省点を
整理した．

（今後の課題）
今回の地震の発生機構，すなわち，なぜこのように大

きな滑りにまで発展したのかという原因については，い
まだ最終的な結論には至っていない．例えば，比較的海
溝に近いプレート境界の固着が強く，大きなひずみエネ
ルギーを蓄積していたという考え方や，滑りによる摩擦
熱によって間隙水圧が上昇し，摩擦の度合いが極端に減
少し，大きな滑りに至ったという考え方など，多くの地
震発生モデルが提唱され，現在もまだ議論が続いている．
プレート間の摩擦特性の物理的メカニズムを解明すると
共に，その地学的理解を深化させる観測研究も必要で
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ある．また，地震発生履歴を解明するためには，沿岸域
の津波堆積物調査のみならず直接深海底において地形・
地質学的調査をすることが必要である．このような超巨
大地震の発生機構を解明することは，今後，ほかの地域
で発生の可能性がある超巨大地震による災害を軽減する
上でも非常に重要な課題となる．

測地学分科会では，このような事態を真摯に受け止め，
今回の計画見直しにより，これまで地震の発生機構の基
本的考え方であったアスペリティモデルを再検討すると
ともに，他の多様なモデルについても検討を行い，古地
震調査等の研究も含めて超巨大地震の発生の可能性に
ついて徹底的に検討することとする．本計画の研究課題
の内容を見直し，超巨大地震の研究に研究資源を集中さ
せるために，地震破壊過程の項目などに係る個別課題の
うち 3 課題については中止し，地震発生予測システムな
どに係る課題については大幅な計画の縮小を行い，超巨
大地震の発生機構の解明とこの地震に起因する地殻活
動に関する観測研究を強く推し進めることが必要と判断
した．超巨大地震に関する観測研究の最終的な目標は，
東日本大震災のような甚大な地震・津波災害の軽減に資
することである．このため，社会学，考古学，歴史学等
の人文・社会科学系を含む様々な分野の知見を統合して
推進することが重要である．得られた成果については，
社会に対してより速やかに伝える必要があるとともに，
国内でも関係する機関の協力を広げ，国際的に広く意見
交換を行うなどして我が国にとどまらない英知の結集を
図る必要がある．さらに，今後の計画策定については，
海外の専門家からの意見も取り入れ，地質学や電磁気学
的観点など，研究の可能性の幅を広げる努力も必要であ
る．なお，超巨大地震に起因する余効的な地殻変動や誘
発された地震活動などは，現在も進行中の現象であるこ
とから，これらの研究成果を踏まえた検証作業は引き続
き行い，外部評価も加えた計画全体の再構築に向けて今
後更に検討を行うこととする．

Ⅱ．基本的方針
（1）地震・火山現象予測のための観測研究の推進

地震・火山噴火予知のためには，観測を通じて地殻や
マントルで進行している諸過程を迅速に把握し，地殻活
動を予測する数値シミュレーションへのデータ同化，又
は噴火シナリオに基づく火山活動の予測を行う必要があ
る．このために，地震・火山現象のモニタリングシステ
ムを整備し，高度化する．同時に，地震・火山現象を予
測するシステムをそれぞれ構築し，さらに，地震・火山
現象のデータベースを構築して，情報の統合化を図る．

《地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化》
日本列島全域に整備された稠密（ちゅうみつ）な地震・

地殻変動等の観測網及び全国の火山に配備された地震・
地殻変動・熱・全磁力等の火山活動観測網から得られる
データを活用し，地震活動・地殻変動及び火山活動を的
確にモニターするとともに，活動の予測に有用な情報の
収集に努める．このために必要な観測網の維持・強化や
常時観測体制の整備を行うとともに，活動の的確な把握
と評価に役立つ新たな観測手法等の導入を進めて，モニ
タリングシステムの性能向上を図る．さらに，大地震の
発生や火山噴火の可能性の高い地域では，活動の予測
に有用な情報を数多く収集することが必要であり，地震
現象・火山現象モニタリングの観測項目の多項目化，観
測点の高密度化や観測データの実時間処理システムの
一層の整備に努める．本計画では，地殻活動予測シミュ
レーションへのデータ同化とシミュレーション結果の検
証及び噴火シナリオに基づく火山現象の予測を行うため
に，地震・火山現象の組織的なモニタリングを行う．

《地震・火山現象に関する予測システムの構築》
（地震発生予測システム）

地震発生に至る物理・化学過程の理解に基づいて，プ
レート境界の応力・ひずみ等の推移を予測するシミュ
レーションモデルを構築する．常時モニタリングシステ
ムによって得られる観測データを予測シミュレーション
モデルに取り込む手法を開発して，データ同化実験を行
い，予測を試行する．同時に，これらのシミュレーショ
ンを継続的に高度化していくために，地震発生の物理・
化学過程に関する基礎的なシミュレーション研究を推進
する．統計モデルや物理モデルに基づいて地震活動を評
価し，時空間的に高分解能な地震活動評価を行う手法を
確立するために，地震活動予測手法の妥当性を評価・検
証する枠組みを構築する．

（火山噴火予測システム）
これまでの火山噴火予知研究の成果に加え，地質調査・

解析による噴火履歴の解明等に基づき，噴火シナリオを
我が国の主要な活火山について順次作成する．モニタリ
ングシステムによって得られた観測データから火山活動
の評価を行い，噴火シナリオに基づいた火山活動の推移
予測を試行する．さらに，過去の噴火活動時の観測デー
タの詳細な検討や研究成果に基づいて噴火シナリオの高
度化を図る．

《地震・火山現象に関するデータベースの構築》
地震・火山活動を解明して予測するために，日本列島

及びその周辺域の地震・火山現象の基礎データベースを
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構築するとともにデータの流通を図る．また，それらの
情報を統合化し，地殻活動予測シミュレーションに活用
するとともに，噴火シナリオに基づく噴火予測に活用す
ることを目指す．

（2）地震・火山現象解明のための観測研究の推進
地震・火山現象の予測システムの構築のためには，地

殻やマントルで進行している諸過程の正しい理解とその
モデル化が不可欠である．このために，日本列島及び周
辺域の長期・広域の地震・火山現象，地震・火山噴火に
至る準備過程，地震発生先行・破壊過程と火山噴火過程，
地震発生・火山噴火素過程の解明のための観測研究を
推進する．

《日本列島及び周辺域の長期・広域の地震・火山現象》
日本列島及びその周辺域の地震・火山現象は，列島と

その周辺に位置する複数のプレートの相互作用に起因す
る応力・ひずみ場やマグマの挙動に支配されている．し
たがって，長期的あるいは広域の地震・火山現象を解明
するために，日本列島及びその周辺域で，長期的なプレー
ト運動とそれに伴う応力場を明らかにし，上部マントル
における水の供給・輸送過程とマグマの生成・上昇機構
を明らかにする研究を推進する．これらの研究に加え，
マグマ等の地殻流体の分布を含む広域の地殻・上部マン
トル構造を明らかにすることや，地震現象と火山現象に
共通する原因であるプレート運動の影響を正確に評価す
るために，地震活動と火山活動の相互作用に関する研究
を推進する．また，地震現象の予測精度向上に不可欠な
地震発生サイクルに関する理解を深めるために，アスペ
リティやセグメントの破壊様式についての過去の活動履
歴を明らかにする．同時に，長期的な内陸の地殻ひずみ
の時空間分布を解明する．

《地震・火山噴火に至る準備過程》
（地震準備過程）

地震発生の準備過程を解明するために，地殻とマント
ルで応力が特定の領域に集中し地震発生に至る過程を
明らかにする観測研究を実施する．プレート境界地震に
関しては，プレート境界面上で進行する非地震性滑りの
時空間変化を高精度に把握するとともに，地震性滑りと
の関係を明らかにする．アスペリティの分布やアスペリ
ティ間の相互作用を含む破壊過程の特徴を精査し，ア
スペリティの概念に基づいた地震発生モデルを再検討
する．また，超巨大地震も対象とする統合的な地震発生
モデルの構築を目指すため，地震発生メカニズムの多様
性についての理解を深め，当面はその特性を組み込んだ
複数の地震発生モデルの研究を進める．さらに，地殻及

びマントルの性質や境界面の形状と滑り特性との関係の
調査も進める．内陸地震に関しては，地震発生層である
上部地殻と下部地殻・最上部マントルの不均質とその変
形の空間分布を把握し，ひずみ集中帯の形成・発達と地
震発生に至る過程に関する定量的なモデルの構築を目指
す．また，スラブ内地震の発生機構を解明するため，ス
ラブ内の震源分布や地震波速度構造を詳細に明らかに
することにより，スラブ内に取り込まれた流体の地下深
部における分布と挙動の解明を図る．

（火山噴火準備過程）
火山下の地殻内における多様なマグマの上昇・蓄積過

程を解明するために，複数の火山において多項目の観測
や探査を実施して，火山体構造とマグマ供給系及び火山
体浅部における火山流体の状態と変動を把握する．噴火
履歴とマグマの発達過程を解明するために，地質調査や
岩石学的研究により，高精度の噴火履歴を復元し，噴火
の推移及びマグマ供給系の変遷の把握を行う．

《地震発生先行・破壊過程と火山噴火過程》
（地震発生先行過程）

地震発生予測の時間精度を高め，短期予測を可能に
するためには，地震発生の直前に発生する不可逆的な物
理・化学過程（直前過程）を理解して，予測シミュレー
ションモデルにそれらの知見を反映させ，直前過程に伴
う現象を的確に捕捉して活動の推移を予測する必要があ
る．このために，地震に先行する地殻やマントルの諸過
程を地震発生先行過程と位置付けて研究し，その発生機
構を明らかにして，特定の先行過程が地震準備過程や直
前過程のどの段階にあるかを評価する研究を行う．

（地震破壊過程と強震動）
大地震の断層面の不均質性と動的破壊特性及び強震

動・津波の生成・伝播（でんぱ）過程を理解するために，
震源解析及び震源物理に基づく破壊過程の研究を一層
推進し，震源モデルや地下構造モデルの高度化を図る．

（火山噴火過程）
噴火機構の解明のためには，火道浅部におけるマグマ

の移動・発泡や物性変化などの噴火過程の詳細を高時
空間分解能で明らかにして，爆発的噴火のモデル化を行
う．また，噴火現象の総合的な観測に基づき，噴火推移
の多様性を支配する要因を理解することを目指す．

《地震発生・火山噴火素過程》
地殻・上部マントル構成物質の変形・破壊について，

実験・理論的手法により従来よりも広い条件範囲にわ
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たって物理的・化学的素過程を明らかにする．地下深部
の岩石の物性及び環境をリモートセンシングにより推定
することができるようにするため，可観測量との関係を
様々な条件の下で定量的に求める．さらに，室内実験で
得られた知見を実際の自然現象に適用できるようにする
ため規模依存性を明らかにする．また，火山噴火のモデ
ル化のために，マグマの分化・発泡・脱ガス過程を明ら
かにするとともに，それらのパラメータを取り込んだマ
グマ上昇の数値モデルを作成することを目指す．

（3）新たな観測技術の開発
新たな観測技術の開発や既存技術の高度化により，従

来にない質・量の観測データが得られると，地震・火山
現象に関する理解が飛躍的に進む．そのため，海底にお
ける観測技術の開発をはじめとして，地下の状態のモニ
タリングや噴火活動域における観測技術の高度化，宇宙
技術等の利用の高度化を進める．

《海底における観測技術の開発と高度化》
日本列島周辺の海域では，多くのプレート境界地震が

発生しており，さらに，活動的な火山島も存在する．こ
のため，海底における地殻変動をはじめとした各種観測
データを安定して取得するための技術開発が，地震及び
火山噴火予知に有用な観測データを取得するために必要
である．海底における地殻変動観測技術及び地震観測技
術の高度化と海底における各種データを実時間で利用で
きるシステムの開発を図る．

《宇宙技術等の利用の高度化》
GPS や衛星搭載合成開口レーダー（SAR）等の宇宙

測地技術を利用した解析技術の高度化を図る．地震や火
山活動をより高い精度で面的に把握する人工衛星や航空
機を用いたリモートセンシング手法の実現を目指す．

《観測技術の継続的高度化》
地震発生場や火山などにおいて，地下の状態をモニタ

リングする技術や，センサー技術や観測ネットワーク技
術など，データを量・質的に増大させる技術開発を進め
る．断層面の固着状態，マグマなどの地殻流体の移動，
またそれらに付随する現象のモニタリングのために，精
密に制御された弾性波震源・電流源，宇宙線等を用いた
技術の高度化を図る．地震活動の高い地域や噴火活動域
近傍でのデータは非常に貴重な情報をもたらす．このた
めに，山間地・離島・火山近傍など電源・通信事情の不
十分な場所における効率的データ取得のためのセンサー
技術やネットワーク技術の高度化を図る．また，気象変
化による擾乱（じょうらん）や人工的な雑音から離れ，

高品質のデータを取得するため，大深度ボアホールにお
ける計測技術の開発が必要である．

（4）計画推進のための体制の強化
《計画を推進する体制の整備》

本計画に基づいた計画遂行を担う各大学や関係機関
が，それぞれの機能に応じた役割分担と密接な協力・連
携の下に，計画全体を組織的に推進する体制の確立及び
評価体制の充実を図る．このために，観測研究計画推進
委員会を充実し，地震予知連絡会の役割を明確化する．
さらに，地震調査研究推進本部が策定する「新しい総合
的かつ基本的な施策」に，本計画に盛り込まれる実施内
容が反映されることを期待する．また，火山監視観測網
の整備と火山観測研究の充実を図るために，火山噴火予
知連絡会の機能強化を行う．

《基礎的な観測研究体制の強化》
長期にわたる継続的かつ基礎的な観測研究の主な担

い手である国立大学法人が，本計画を推進するために，
個々の法人の枠を超え全国の国公私立大学の研究者が
連携して拠点を形成し，観測研究を実施していく必要性
がある．関係する全国の国公私立大学間及び研究機関間
の継続的連携・協力の一層の強化が不可欠であり，同時
に工学・人文社会科学等の他の研究分野との共同研究
を促進する必要がある．したがって，全国共同利用の役
割はこれまで以上に重要なものとなることから，例えば，
地震・火山噴火予知研究協議会が置かれている東京大
学地震研究所を中核的な研究拠点として，各大学の地震・
噴火予知関連研究センターとの連携を一層強化すること
が必要である．

《計画を実施するための予算的措置》
国，各大学及び関係機関においては，地震予知研究及

び火山噴火予知研究が本計画に沿って着実に推進される
よう，予算・人材面での適切な措置を講じるべきである．
特に国立大学法人については，全国共同利用による人的・
物的資源の効率化を図りつつ，必要な経費を運営費交付
金等により支援されることが望まれる．また，本計画は
長期間を見通しつつ，段階的に予知の実現を目指すもの
であるため，特に萌芽（ほうが）的な研究や基礎基盤的
な研究等に対しての予算的配慮が期待される．

《人材の確保，特に若手研究者の養成》
地震・火山噴火の予知の実現という最終目標を達成す

るためには，長期的な観測研究が不可欠である．このた
め，大学は，教育研究環境の向上を図るなど，長期的な
視野に立って大学院生の確保に努めるとともに，観測研
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究を生かした教育活動を継続して若手研究者の育成に
努力する．研究者のキャリアパスの確保と若手研究者支
援の方策を検討し，研究資金制度の充実などを通じて，
研究者が充分に活躍できる環境をつくることに努める．

《国際共同研究・国際協力の推進》
地震や火山噴火に関する事例を効率的に集積し，地震

予知及び火山噴火予知の研究を推進するためには，国内
外を問わず多様な地震・火山活動の比較研究及び緊急
時の国際共同調査研究による研究成果・知識の交換が必
要である．このため，国際共同研究の推進，研究者の交
流等による研究成果の普及・発信，緊急調査体制の整備，
観測データの継続的な交換と技術支援等に取り組む．

《研究成果の社会への還元》
本計画を進めることによって得られる知見は地震や火

山噴火に対する防災・減災に有益であるため，積極的に
研究の成果を社会に伝える必要がある．研究成果の普及
は，防災意識の向上のためにも重要であり，本計画推進
への理解を得るためにも積極的に進める必要がある．こ
のため，地震・火山に関する普及活動を組織的に推進す
る．また，地震，火山噴火による被害軽減に資するため，
情報や報道発表内容の質的向上を図り，的確かつ迅速に
提供するように努める．

（5）�超巨大地震に関する当面実施すべき観測研究の推
進

現行の計画では，今回発生した平成 23 年東北地方太
平洋沖地震のような M9 クラスの地震（超巨大地震）の
発生予測の観測研究の推進が十分ではなかった．超巨大
地震やそれに起因する現象を予測するためには，基礎的
な研究を進める必要がある．このため本見直し計画では，
超巨大地震の発生機構とそれに起因する現象を解明する
ために速やかに実施すべき観測研究を推進し，次に，超
巨大地震やそれに起因する現象を予測するための観測研
究に着手する．さらに，これら解明と予測のための観測
研究に必要な新技術の開発を行う．

《超巨大地震とそれに起因する現象の解明のための観測
研究》

超巨大地震の発生機構とそれに起因する現象を解明
するための観測研究を進める．超巨大地震の発生機構を
理解するには，地震発生サイクル，震源域の大きさや滑
り量について，超巨大地震とこれまで知られている大地
震の関係を解明する必要がある．このために，幅広い規
模にわたる地震の発生サイクルや震源域の時空間的な階
層性についての研究を進める．超巨大地震発生に先行し

て現れた現象について調査研究を行う．平成 23 年東北
地方太平洋沖地震発生後は余震活動が活発であり，M7
クラスの余震も発生している．震源域付近ではプレート
がゆっくり滑る余効的な地殻変動が継続し，新たな大地
震の発生の可能性もある．超巨大地震の発生に伴い，日
本列島の応力場が変化したことが原因と考えられる，日
本列島の内陸や火山周辺で地震活動が活発になる現象
が見られており，これらを理解するための観測研究を推
進する．

《超巨大地震とそれに起因する現象の予測のための観測
研究》

超巨大地震やそれに起因する現象を予測するために，
地殻活動の現状把握のためのモニタリングや過去の地震
発生履歴の調査を強化する．超巨大地震は低頻度の現
象のため，その発生予測には，新しい統計的な手法を用
いた予測手法の開発を行うことが必要である．また，超
巨大地震の発生に伴う津波について予測手法を開発する
研究を進める．

《超巨大地震とそれに起因する現象の解明と予測のため
の新技術の開発》

超巨大地震とそれに起因する現象を解明して予測する
には，陸域からの観測だけでは精度が不足しており，海
溝軸付近の地殻変動や地震活動等を即時的に精度よく
観測する必要がある．深海底での観測には，既存の海底
観測技術を高度化するための技術開発が必要である．さ
らに，沈み込み帯で発生する超巨大地震の発生履歴を理
解するためには，沿岸域での古地震調査だけでは限界が
ある．海溝軸付近の深海底における，地震活動履歴を明
らかにすることのできる技術を開発する．

Ⅲ．計画の実施内容
１．地震・火山現象予測のための観測研究の推進
（1）地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化
〇地震現象と火山現象の予測精度を向上させるために

は，日本列島域を対象としたモニタリングシステムに
加え，大地震の発生が予想される特定の地域や火山噴
火の可能性の高い地域における地震・火山現象モニタ
リングが重要である．そのため，高密度かつ多項目の
諸観測を一層整備するとともに，既存の観測網の着実
な維持・更新を行う必要がある．こうした地域では，
活動の予測に有用な情報を数多く収集することが必要
であり，より詳細かつ定量的な活動の把握と評価を行
うことができるよう，モニタリングシステムの高度化
を推し進める．地震発生の可能性が高い地域の中でも，
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東海・東南海・南海地域は，その切迫性が極めて高く，
この地域における地震予知への取組は，社会的要請に
応えるという観点からも大きな意味を持っており，以
下ではこれらを分けて記述する．

（2）地震・火山現象に関する予測システムの構築
2-1�地震発生予測システム
〇地震発生予測システムを構築するために，これまで，

地震発生に至る物理・化学過程の理解に基づいて，プ
レート境界の応力・ひずみ等の推移を予測するシミュ
レーションモデルを開発してきた．この開発した予測
シミュレーションモデルに実際の観測データを取り入
れることにより，定量的な地殻活動予測を行うことを
目指す．予測シミュレーションモデルとモニタリング
を総合化したものとしての予測システムの構築を目指
す．

〇「地殻活動」とは，ひずみエネルギーの蓄積・応力の
集中から大地震の発生に至る一連の過程及びそれに
付随する諸現象のことを指す．大地震発生に至る一
連の物理過程を理解・再現する延長上で大地震を予
測する「地殻活動予測」が目標である．こうした目的
のために，地殻活動予測シミュレーションの改良，シ
ミュレーションに観測情報を取り込むためのデータ同
化手法の開発を進め，実データと予測シミュレーショ
ンを結合させたデータ同化実験を実施する．また，モ
デルパラメータや観測情報の不確定さによる予測シ
ミュレーションの誤差を適切に評価するための手法を
開発する．さらに，現在の大規模予測シミュレーショ
ンでは考慮されていない物理過程や破壊の非線形性・
規模依存性等を考慮した地震発生の数値モデルを構
築することにより，大規模シミュレーションモデル高
度化のための研究を進める．内陸の活断層についても，
予測シミュレーションに向けての研究を行う．

〇地震活動のデータに基づく確率論的な予測を行うため
に，地震発生の準備過程や素過程を考慮した新しい
地震活動予測手法を開発し，これを用いて地震活動の
予測実験を行う．また，地震・火山現象に関するデー
タベースの構築と連携して，予測の性能を評価するた
めに必要な地震活動データを整備する．その際，同種
の研究を行っているアメリカ，ヨーロッパ等の研究グ
ループとの国際連携を図る．

2-2�火山噴火予測システム
〇より高度な火山噴火予知を目指して，噴火規模，様式，

推移の予測を行うためには，噴火シナリオ（予想され
る噴火前駆現象や噴火活動推移を網羅した噴火事象
系統樹）を作成することが有用である．そのため，地

震・火山現象に関するデータベースを活用するととも
に，地質調査・解析によって明らかにされた噴火履歴
を参照して，噴火シナリオを我が国の主要な活火山に
ついて順次作成する．また，過去の噴火時の観測デー
タの再検証や研究成果を取り入れて噴火シナリオを高
度化する．活動的な火山について，観測データと噴火
シナリオに基づき，火山活動の現状を評価し推移予測
を試行する．

（3）地震・火山現象に関するデータベースの構築
〇地震現象や火山現象に関する予測のために必要な基

礎データベースを構築するとともに，それらに関する
情報の統合化を図り，「地震・火山現象に関するデー
タベース」として体系化することを目指す．すなわち，
関係機関が長期にわたって蓄積してきた素材的データ
や，モニタリングシステム及び観測研究で新たに得ら
れるデータを集積・流通させ，利用しやすい基礎デー
タベースを構築する．これから，地震発生や火山噴火
の予測に用いられるデータが作られる．さらに，基礎
データと研究成果の統合化により，プレート構造デー
タベース・地震破壊過程データベース，火山地質図な
どの統合データベースを作成する．

２．地震・火山現象解明のための観測研究の推進
（1）日本列島及び周辺域の長期・広域の地震・火山現象
〇日本列島の周辺で発生する地震現象や火山現象の予

測にとって基本的に重要である長期的なプレート運動
とそれに伴う広域の応力場を明らかにする．また，上
部マントルにおけるマグマの生成・上昇機構を解明す
る．これらに加え，マグマ等の地殻流体の分布を含む
広域の地殻・上部マントル構造を明らかにする研究や，
地震活動と火山活動の相互作用に関する研究を推進
して，プレートの沈み込みがどのように地震現象・火
山現象全体に影響するかを統一的に理解する研究を
進める．

（2）地震・火山噴火に至る準備過程
2-1�地震準備過程
〇プレート境界の地震発生の準備過程を理解するため

に，海洋及び陸側の地殻とマントルで応力が特定の領
域に集中し地震発生に至る過程を明らかにする観測
研究を実施する．M7 ～ M8 クラスの大地震の発生領
域を調査してアスペリティの分布を解明し，アスペリ
ティ間の相互作用を含む破壊過程の特徴を精査する．
また，大地震から超巨大地震までの様々な規模の地震
の発生様式を解明し，アスペリティモデルを用いた地
震発生モデルが適用できる時空間的範囲を再検討す
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る．さらに，地震発生の準備過程の多様性についての
理解を深め，その特性を組み込んだ複数の地震発生
モデルの研究を進める．同時に，地殻とマントルの境
界面の形状と滑り特性との関係を明らかにする観測的
及び理論的研究を実施する．内陸地震については，広
域の応力によって非弾性的な変形が進行して，特定の
震源断層に応力が集中する過程を定量的にモデル化
する．そのために，ひずみ集中帯の観測を強化し，地殻・
マントルの不均質構造と変形様式を詳細に明らかにす
ることで，ひずみの集中機構を解明する．また，スラ
ブ内地震の発生機構を理解するために，スラブ内に取
り込まれた流体の分布と挙動を明らかにする．

2-2�火山噴火準備過程
〇観測に基づき火山活動の現状を評価し，噴火の時期

と規模を予測するために，複数の火山において多項目
の地球物理学的観測や探査及び地質調査を実施して，
マグマ上昇・蓄積過程の多様性の理解とモデル化を目
指した研究を推進する．また，これらのマグマ上昇・
蓄積を支配する火山体構造や，水蒸気爆発の準備過
程の理解に必要な火山体浅部における火山流体の状
態と変動についても解明を進める．

〇噴火間隔，規模，様式についての規則性や時間的変化
を理解するため，全国の活火山の地質調査・岩石学的
研究を実施して精度の高い噴火履歴を解読するととも
に，マグマ溜まりにおけるマグマの分化や混合などの
マグマ発達過程を解明することを目指す．

（3）地震発生先行・破壊過程と火山噴火過程
3-1�地震発生先行過程
〇地震発生の予測の時間精度を高め，短期予測を可能に

するためには，地震発生の直前に発生する非可逆的な
物理・化学過程（直前過程）を理解して，予測シミュ
レーションモデルにそれらの知見を反映させ，直前過
程に伴う現象を的確に捕捉して活動の推移を予測する
必要がある．これまでの研究によって，地震に先行し
て発生する現象は多種多様であり，地震発生準備過
程から直前過程にまたがって発生する現象の理解を進
める必要性が認識されてきた．このために，①地震に
先行する地殻等の諸過程を地震発生先行過程と位置
付けて研究し，②そのメカニズムを明らかにして，特
定の先行過程が地震準備過程や直前過程のどの段階
にあるかを評価し，③数値モデルを作成し，④モデル
を予測シミュレーションシステムに組み込む必要があ
る．地震発生予測システムの研究で行う③と④の研究
に資するために，地震発生先行過程に関する研究では，
上記のうち①と②を実施する．

3-2�地震破壊過程と強震動
〇大地震の断層面の不均質性と動的破壊特性及び強震

動・津波の生成・伝播（でんぱ）過程を理解するため
に，震源解析及び震源物理に基づく破壊過程の研究
を推進する．プレート境界のアスペリティ分布及び内
陸活断層やスラブ内地震の強震動生成域を事前に推
定するために，強震動生成域と地震活動や地殻不均質
構造等との関連性を調査する．短周期強震動の生成に
関わる，断層滑りの動的特性とアスペリティ内の微細
構造との関連を重点的に調査する．不均質な地下構造
や詳細な海底地形及び断層破壊の動的特性を正しく
評価した震源モデルを用いて，強震動及び津波の大規
模数値シミュレーションを行い，マグニチュード（M）
8 クラスの海溝型地震から M6 クラスの内陸地震まで，
幅広い規模の地震に用いることができる強震動・津波
の予測手法の開発を目指す．

3-3�火山噴火過程
〇火山噴火の規模や爆発性を支配する要因を理解する

ために，火山浅部でのマグマの上昇と火山爆発現象の
モデル化を行うことを目標とする．そのために，繰り
返し発生する噴火を対象として集中的な地球物理学・
物質科学的観測を行い，火道浅部におけるマグマの移
動，発泡，脱ガス等に伴う諸過程やマグマの物性変化
を高時空間分解能で明らかにする．

〇また，噴火の推移を支配する物理・化学的要因を理解
するために，新たに噴火が発生した火山において地球
物理学・地球化学・物質科学的観測を実施する．さらに，
火道の構造やマグマの動態を理解するために，ボーリ
ング探査を実施する．これらの観測結果や地質学的情
報に基づいて，噴火推移に関する定量的な噴火シナリ
オの開発研究を行う．

（4）地震発生・火山噴火素過程
〇地球構成物質の変形・破壊の特性を，広い条件範囲

にわたって実験的に明らかにする．地下深部の岩石の
変形・破壊特性を推定するために，地震波速度や比抵
抗等の地球物理学的観測による推定が可能な物理量
と変形・破壊特性との定量的関係を室内実験により解
明する．地震発生モデルで利用するために，変形・破
壊の物理・化学的素過程を理解して，実験結果の実
験条件範囲外での適用可能性について検討する．様々
な規模の地震破壊を至近距離で観察できる鉱山の誘
発地震等を用いて，変形・破壊現象の規模依存性を
明らかにするための実験・観測研究を行う．さらに，
火山噴火においては，変形・破壊以外に，マグマの性
質と挙動を理解することが不可欠であるので，噴出物
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の分析・解析や室内実験を行うとともに，それらの結
果を考慮した噴火過程の検討を行う．

３．新たな観測技術の開発
（1）海底における観測技術の開発と高度化
〇日本列島は海に囲まれており，巨大地震のほとんどは

海域で起こるほか，伊豆諸島をはじめ多くの活動的な
火山島が海域に存在する．そのため，海域においても，
陸域の観測網と同等のデータを取得する必要があり，
地殻変動帯域から地震帯域までの広い周波数帯域で，
高ダイナミックレンジの観測を実施する必要がある．
しかし，現在の観測技術では，海域で陸域と同じ観測
を行うことは難しい．そこで，海底における諸観測技
術，特に地殻変動と地震観測技術の開発と一層の高
度化を行う．

〇日本周辺のプレート境界における地震活動及び固着
状態を高精度でモニターするためには，海域における
地殻変動及び地震活動の実時間観測が不可欠である．
海底での実時間観測と実時間データ伝送に関する技
術の開発を行う．

（2）宇宙技術等の利用の高度化
〇 GPS や衛星搭載 SAR 等の宇宙技術は，地震及び火

山活動を深く理解するとともにそれらの活動を的確に
把握するための観測手段として重要な役割を果たして
いる．それらのデータを利用した解析技術の高度化を
図ることにより，より高精度な測地手法の実現や様々
な地震や火山活動をより高い精度で把握するリモート
センシング手法の実現を目指す．特に，「だいち」な
どによる衛星観測は，国内国外の地震・火山現象の解
明に有用なデータを提供しており，地球観測衛星が継
続して打ち上げられることが極めて重要である．

（3）観測技術の継続的高度化
〇地震・火山噴火予知研究では，従来の観測手法の高

度化により，地震活動・地殻変動や火山活動に関す
る質・量的に新たな情報を得ることが可能となり，飛
躍的な進歩を遂げてきた．そのため，新たな観測技術
の開発と同時に継続的な高度化が必要である．特にプ
レート境界面あるいは断層面の結合状態，マグマや流
体の移動，また，それらに付随する地殻現象のモニタ
リング技術の高度化が必須である．そのために，自然
の信号源である地震波や宇宙線を用いた方法に加え，
人工的に精密に制御された弾性波震源や電流源等を
用いる技術の開発と高度化を推進する．

〇また，地震活動の活発な地域や噴火活動域において
地震・測地・地球電磁気観測等の多項目観測データ

を広域かつ稠密に取得するために，山間地・離島・火
口近傍等の電源や通信事情が不十分な場所でデータ
を効率よく取得する技術を開発する．さらに，首都圏
をはじめとする人工的雑音の多い地域や堆積層が厚い
地域での観測，降雨等の気象の影響を避けた高精度
の地震活動・地殻変動の観測を行うために大深度ボア
ホール内観測の高度化を図る．

４．計画推進のための体制の強化
（1）計画を推進する体制の整備
（観測研究計画推進委員会の充実及び関係機関の役割の
明確化）
〇地震・火山現象を理解し，予測するためには，長期に

わたる継続的な観測データの取得が不可欠であるとと
もに，今後発生する事象については，可能な限りの高
精度のデータを取得することが重要であることから，
国として，継続的な観測とそれを実現する体制の更な
る整備が必要である．

〇現在，測地学分科会地震火山部会の下に設置された
観測研究計画推進委員会は，地震及び火山噴火予知
のための観測研究に関する①計画の進捗状況の把握，
②計画の達成度の評価，③計画の実施に関する問題
点と今後の課題の整理，④各機関の実行計画に関す
る情報交換及び協力・連携体制の検討を目的とし，そ
の目的達成に向けて関係各機関が協力して，定期的な
進捗状況の把握，実施計画及び研究成果の取りまとめ，
研究の評価を実施する．

〇一方，地震予知連絡会については，設立当初からこれ
までの活動を積極的に評価し，今後は，観測研究計画
推進委員会と適切に連携・協力しつつ，「1 地震・火
山現象予測のための観測研究の推進」を図るために，
地震活動・地殻変動等に関するモニタリング結果を中
心とした情報交換を行い，モニタリング手法の高度化
を検討する場として，その役割を明確化した上で充実
する．

〇大学は，引き続き地震・火山噴火予知研究協議会の機
能を強化して，関係機関とのより緊密な連携の下，主
として，基礎的な観測研究の推進を図り，観測研究計
画推進委員会の活動に貢献する．

（地震調査研究推進本部が策定する新しい総合的かつ基
本的な施策への反映）
〇本計画は，予知の実用化を目指し，研究者の自由な発

想に基づいた議論の上で策定され，地震予知研究，火
山噴火予知研究を大学や関係機関が役割分担をしな
がら推進するための計画であるのに対して，地震本部
が策定作業を進めている「新しい総合的かつ基本的な
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施策」は，国として今後 10 年間に推進すべき地震調
査研究の基本を定めるトップダウン型の計画である

〇これまでの地震予知研究の推進により，特に海溝型地
震の理解が進み，物理モデルに基づく中期予測も視野
に入りつつある．また，南海トラフにおける巨大地震
の連動性などの理解も進んでおり，さらに，ひずみ集
中帯，糸魚川－静岡構造線断層帯，首都直下地震，海
溝型地震を対象とした地震本部の重点調査観測にお
いて，基礎研究面を中心として連携を図ってきた．今
後も引き続き，本計画に盛り込まれる実施内容が，「新
しい総合的かつ基本的な施策」の策定に際して，十分
に反映されることを期待する．

（火山監視観測網の整備と火山観測研究の充実，火山噴
火予知連絡会の機能強化）
〇気象庁は我が国の 47 の火山において連続監視を実施

しているが，今後も，火山噴火予知連絡会の検討結果・
提言を踏まえて，監視観測網の強化に努める．その上
で，各大学，研究機関は，火山研究予算の厳しい状況
等も直視しつつ，火山噴火予知の高度化を目指して，
観測機器等の研究資源を特定の火山に集中するなど，
観測研究の効率化・重点化を図ることを検討する．

〇さらに，このような重点化を受け，例えば防災科学
技術研究所等の研究機関において，大学の観測研究
の支援を目的とした共通基盤的な観測体制を整備す
ること等についても検討する．その際，観測点数や
観測項目等を含む整備計画の立案に関しては，火山
噴火予知連絡会が積極的な役割を果たしていくこと
を期待する．

〇また，火山噴火発生時に的確な予測を行い，火山災害
を軽減するための情報を発表するために，火山噴火予
知連絡会の機能の更なる充実を図る．具体的には，火
山の監視・観測データに基づく火山活動の総合的評価，
成果・情報の交換及び発信，ハザードマップや噴火シ
ナリオ作成，緊急時の観測研究体制の整備等がより的
確に行われるよう努める．

（2）基礎的な観測研究体制の強化
〇地震・火山現象を理解し，予測するためには，長期に

わたる継続的かつ基礎的な観測研究が不可欠である．
これまでの継続的な観測研究によって多くの新事実が
発見され，新しい概念と新モデルの創出が図られた．
その主な担い手は国立大学であり，これまで全国共同
利用研究所や附属研究センター等を中心に整備が図ら
れてきたところであるが，平成 16 年の法人化により

各大学の自主的・自律的判断の下，大学全体の運営方
針の中で位置付けられることとなり，より競争的な研
究環境となった．

〇一方，本計画の推進には，継続的かつ基礎的な観測
研究を個々の法人の枠を超え全国の国公私立大学及
び研究機関の研究者が連携して拠点を形成して実施
して行く必要性がますます高まっている．そのための
制度的な位置付けを明確化する必要がある．

〇また，災害及び防災に関する総合研究に資するため，
工学・人文社会科学等の他の研究分野との共同研究
を促進する．防災科学の共同利用・共同研究拠点とし
ての京都大学防災研究所の役割を活用して，地震学・
火山学と地震工学，地盤工学，砂防工学，社会科学
的な総合防災研究を行う必要がある．

〇このような状況においては，全国共同利用研究所の役
割はこれまで以上に重要なものとなることから，例え
ば，地震・火山噴火予知研究協議会が置かれている東
京大学地震研究所を中核的な研究拠点として，各大学
の地震・噴火予知関連研究センターとの連携を一層強
化することが必要である．

（3）計画を実施するための予算的措置
〇国，各大学及び関係機関においては，地震予知研究及

び火山噴火予知研究が本計画にのっとり着実に推進さ
れるよう，予算・人材面での適切な措置を講じるべき
である．特に国立大学法人については，全国共同利用
による人的・物的資源の効率化を図りつつ，必要な経
費を運営費交付金等により支援されることや，関係機
関における共通基盤的な観測網の整備及び維持につ
いて，国による予算的な配慮が必要である．

〇また，本研究は，短期間で目標を達成できるようなも
のではないことに留意する必要がある．研究者の自由
な発想に基づく個々の基礎的研究の果たす役割が大き
く，それらの着実な積み重ねにより，より長期間を見
通しつつ，段階的に予知の実現を目指すものである．
このため，本計画のうち，特に萌芽（ほうが）的な研
究や基礎基盤的な研究等に対して，国として支援を行
うための研究資金制度等の充実を期待する．

（4）人材の確保，特に若手研究者の養成
〇大学は，教育研究環境の向上を図るなど，長期的な視

野に立って大学院生の確保に努めるとともに，観測研
究を生かした教育活動を継続して若手研究者の育成
に努力する．また，地震予知研究及び火山噴火予知研
究に携わる次世代の人材を確保するため，国，大学及
び研究機関，更には研究者自身が，関連する他分野と
の連携を図り，高等学校や大学等での地学等関連する
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教育の充実・強化に努める．
〇大学や研究機関等においては，地震予知研究及び火山

噴火予知研究に携わる研究者のキャリアパスを確保す
るため，若手の准教授，助教等のポストの確保や，ポ
ストドクターの年齢制限等採用要件の柔軟な運用，民
間企業等との共同研究を通じた就職先支援等の具体
策を講じるよう努力する．また，若手研究者の研究資
金を確保するため，国において，特に若手研究者を対
象とした競争的研究資金制度等の充実を期待する．

（5）国際共同研究・国際協力の推進
〇地震・火山現象に関する理解を深め，地震予知及び火

山噴火予知の研究を推進し，災害軽減に資するために
は，国内外の地震・火山活動に関する国際共同観測・
比較研究，多国間の観測データの持続的交換，知識・
経験の交換・共有，技術の交換・支援や人材の交流・
育成が有効かつ不可欠である．そこで，関係機関は，
それぞれの実績や機能を踏まえ，かつ，相互に連携を
図りながら，これらの実施に当たる．相互に連携して
国際共同研究・国際協力を推進するため，当面は地震・
火山噴火予知研究協議会，自然災害研究協議会，防
災研究フォーラム等の既存の組織を活用しつつ，新た
な連携の仕組みの構築を目指す．

〇大学は，全国共同利用の地震研究所の国際地震・火
山研究推進室の機能を活用して継続的に研究者の招
聘（しょうへい）・派遣を行い，地震・火山噴火予知
研究に関する国際共同研究を推進する．諸外国で発生
する大規模な地震・津波・火山活動に対する緊急調査
のために必要な体制の整備を図りつつ，機動的に調査
を実施する．また，地震・火山噴火予知研究に関する
我が国での国際シンポジウムの開催，及び諸外国で開
催される国際会議の企画や研究者の派遣を行う．さら
に，留学生や研修生の受入れ等により国際的な人材の
育成に努め，国際共同研究推進の基礎を作る．

〇防災科学技術研究所は，アジア・太平洋・中南米の開
発途上国において，地震・火山噴火にかかわる災害軽
減のための国際共同研究や観測網整備・運用に対する
技術支援を行う．

〇海洋研究開発機構は，環太平洋及びインド洋における
地震発生帯研究推進のため，米国，カナダ並びにイン
ドネシア等の大学研究機関との共同研究・連携研究を
実施する．また，米国，カナダ及び欧州の国際的な海
底観測ネットワークの研究グループと連携を図り，海
底観測の技術開発並びにデータ活用を推進する．

〇産業技術総合研究所は，アジア太平洋地域を中心に
東・東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）な
どを通じて，地震・火山情報の共有化のための研究集

会などを行う．
〇気象庁は，国際地震センター，米国地質調査所，包括

的核実験禁止条約機構，米国大学間地震学研究連合
（IRIS）及び近隣国との地震観測データの交換を継続
するとともに，組織的な連携・協力を行う．また，航
空路火山灰情報センター，北西太平洋津波情報セン
ター及びインド洋津波監視情報関連の業務を引き続き
行う．さらに，開発途上国における地震・火山の観測
体制や，津波の警報体制の整備に対して技術的な支
援を行う．

〇国土地理院は，国際 GNSS 事業（IGS）に参加し，
IGS 観測局の運用・データの IGS データセンターへの
提供を継続することにより，プレート運動や地殻変動
の高精度な監視に必要な GPS 衛星の精密軌道の決定
に貢献するとともに，国際 VLBI 事業に参加し VLBI
国際共同観測を定常的に実施することで，地殻変動や
プレート運動監視の基準となる ITRF 座標系の構築等
に貢献する．また，アジア太平洋地域の広域地殻変動
を把握するため，アジア太平洋 GIS 基盤常置委員会
を通じて，当該地域の国家測量機関と連携した測地観
測データの交換・収集を行う．

〇海上保安庁は，国際レーザー測距事業（ILRS）に参
加し，レーザー測距データの提供を継続することによ
り，日本周辺のプレート運動を把握する．

〇建築研究所は，開発途上国の地震災害軽減に資するた
めに，これらの国の研究者・技術者に対して地震学及
び地震工学に関する研修（国際地震工学研修）を行い，
地震学，地震工学，地震防災対策，津波防災の専門
家の育成に努める．

（6）研究成果の社会への還元
〇国民に対して，地震予知・火山噴火予知研究の成果を

分りやすく継続的に伝えることは，地震及び火山噴火
に関する防災意識の向上に貢献し，防災・減災対策に
有益である．同時に，研究成果の発信は，地震・火山
噴火予知研究の重要性と本計画を推進することへの理
解を得るためにも重要である．このため，本計画によっ
て得られた研究成果を社会に分かりやすく伝えること
に一層努力して取り組む．

〇地震に関しては，最新の科学的な知見や情報を基に，
地震本部地震調査委員会が地震活動評価や地震発生
可能性の長期評価及び強震動評価を行い，その結果
を公表している．本計画の成果を，地震調査委員会の
評価に適切に活用されるように努める．東海地震予知
について，気象庁は，関係機関の協力を得て観測され
た地殻活動の状況に応じて情報を発表している．本計
画で得られた知見を地震防災対策強化地域判定会で
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の議論に随時反映させる．
〇火山噴火に関しては，気象庁は，火山防災に関する情

報を公表している．気象庁は，情報の質的向上を図る
ため，火山噴火予知連絡会及び関係機関の協力の下，
防災対応を分かりやすく表現した噴火警戒レベルを導
入する火山を順次増やす．また，海上保安庁は，引き
続き，船舶の安全航行確保のため，航行警報による情
報提供を行う．本研究計画の成果が，これらの防災情
報の改善に寄与できるように努める．

〇研究成果の普及のためには，関係機関が連携して，計
画全体として組織的な情報の発信に努める必要があ
る．例えば，ホームページ等の充実，講演会の開催，
講師の派遣，パンフレットや解説書の発行，防災関係
者との研究会や勉強会，さらに，マスメディアへの解
説を積極的に行うなど，固体地球科学の分野について
アウトリーチ活動を幅広く強化し，研究成果に基づく
正確な科学的な知見の普及活動を進めていくことが必
要である．

〇その際，より効果的な普及活動として，防災に関する
各種説明会等と連携することにより，より大きな効果
が得られることが期待される．また，このような直接
的な普及活動以外にも，国や地方自治体の各種委員会
等を通して研究成果が社会に生かされることも重要で
ある．

５．�超巨大地震に関する当面実施すべき観測研究の推
進

（1）�超巨大地震とそれに起因する現象の解明のための
観測研究

〇平成 23 年東北地方太平洋沖地震のような M9 クラス
の地震（超巨大地震）やそれに起因する現象を予測す
るための基礎的な知見は少ない．このため，本見直し
の計画では，まず超巨大地震の発生機構解明を目的と
する観測研究を実施する．プレート境界では近年の我
が国の研究によって，低周波微動・低周波地震やゆっ
くり滑りなど，多様な滑りとプレートの固着の形態が
発見されている．これらの知見に基づいて，プレート
境界で発生する超巨大地震の発生機構を理解する必
要がある．

〇これまで知られていた M8 クラスの巨大地震の発生サ
イクルと超巨大地震の発生サイクルの関係を理解する
ことは，地震発生の準備過程を解明するために重要で
ある．このためには，幅広い規模にわたる地震の発生
サイクルや，サイクルの階層性についての研究を進め
る必要がある．このためには長期間にわたる歴史地震
や地質学データなどの古地震学的な研究を推進する
必要がある．

〇平成 23 年東北地方太平洋沖地震の震源断層は，従来
考えられていた複数の M8 クラスの巨大地震の震源断
層領域を含み，地震時の滑り量も M8 クラスの巨大地
震より一桁大きく，海溝軸近くの浅部の滑り量は特に
大きかった．こうした超巨大地震の震源過程の詳細を
明らかにすることは，M8 クラスの巨大地震の発生機
構を理解するためにも重要である．なお，超巨大地震
は甚大な被害を与えるが，極めてまれな現象である．
一方，M8 クラスの巨大地震，内陸地震，スラブ内地
震は，より発生頻度の高い被害地震となる可能性があ
る．これらの研究のバランスを取ることが重要である．

〇超巨大地震の発生を理解するためには，超巨大地震に
先行して起きた各種現象を調査研究して超巨大地震
の地震発生メカニズムや準備過程として進行する現象
を理解する事が必要である．

〇平成 23 年東北地方太平洋沖地震発生後は余震活動が
活発であり，M7 クラスの余震も発生している．東北
地方太平洋沖地震後にプレート境界がゆっくり滑るこ
と等による余効的な地殻変動が東北地方の太平洋側
沿岸部を中心に継続し，新たな大地震の発生の可能性
もある．超巨大地震の発生に伴う日本列島の応力場の
変化が原因と考えられる，日本列島の内陸や火山周辺
で地震活動が活発になる現象が見られており，応力や
ひずみの再配分を明らかにするための観測研究が必要
である．

ア．超巨大地震の発生サイクルの解明
〇大学と産業技術総合研究所は，千島海溝沿い，日本海

溝沿い，南海トラフ沿い，及び，世界の沈み込み帯の
超巨大地震の発生サイクルを，地球物理学的，変動地
形学的，古地震学的，地質学的手法を用いて解明する．

〇高性能計算（high-performancecomputing，HPC）等
により，沈み込み帯で発生する地震に関する大規模シ
ミュレーション等を行い，超巨大地震発生サイクルの
解明を目指す．

イ．超巨大地震の発生とその前後の過程の解明
〇平成 23 年東北地方太平洋沖地震に先行して発現した

地震活動や地殻変動の特徴を調べ，地震発生の準備
過程の推移として理解する．とりわけ，震源域を含む
プレート境界付近における地震活動の時間的・空間的
推移，地震数の規模依存性に関する理解を深め，直
前の前震活動とゆっくり滑りの解明を進める．

〇大学は，平成 23 年東北地方太平洋沖地震の震源過程
を解明するために，海域で観測研究を実施する．海域
での観測によって推定された数十メートルに及ぶ地震
時滑りの実体解明とその特殊性や一般性についての理
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解を深める．
〇大規模に進行している余効滑りを含む平成 23 年東北

地方太平洋沖地震後の地殻変動とそれに伴う応力の
再配分に関する観測研究を進める．

〇余効滑りの時空間的変化と，地質学的研究による地殻
上下変動の長期的収支の関係を解明するための水準
測量等を含む観測研究を行う．

〇大学と産業技術総合研究所は，地球物理学的，変動
地形学的，古地震学的，地質学的手法を用いて南海ト
ラフ超巨大地震の発生履歴を解明する．

ウ．�超巨大地震に誘発された内陸地震や火山活動等の
解明

〇平成 23 年東北地方太平洋沖地震とその余効的な地殻
変動によって変化した日本列島全域の地殻とマントル
の応力状態を把握し，内陸地震発生や火山活動への影
響を解明する．

〇大学等は，地殻活動の活発な内陸の活構造地域や火
山地域等において，超巨大地震に起因した応力変化の
影響を解明するために観測及び数値モデリングに基づ
く研究を実施する．

（2）�超巨大地震とそれに起因する現象の予測のための
観測研究

〇超巨大地震やそれに起因する現象を予測するための基
礎的な知見は必ずしも多くないが，予測のためには地
殻活動の現状把握のためのモニタリングを行う．

〇超巨大地震の発生可能性や頻度を予測するために，地
形・地質学的手法など古地震学的手法を用いた地震
発生履歴の調査を強化する必要がある．これらは，陸
上での調査だけでなく，海底地形・地質の調査も重要
である．これらの成果は，（1）超巨大地震の発生機構
の解明のための観測研究にも利用される．

〇超巨大地震は低頻度の現象であるため，その発生予測
には，新しい統計的な手法を用いた低頻度現象の予測
手法の開発を行う必要がある．同時に，歴史地震学，
地質学などのデータを用いた低頻度現象の事象発生
シナリオとその分岐確率を求める研究を始める必要が
ある．

〇超巨大地震に伴い発生する現象として津波がある．超
巨大地震に伴う津波の予測手法を開発する研究を進
める必要がある．

ア．�超巨大地震の震源域における地殻活動のモニタリン
グ

〇陸域と海域の観測によって，平成 23 年東北地方太平
洋沖地震震源域における地震活動などの地殻活動の

予測のための地震・地殻変動のモニタリングを行う．
〇防災科学技術研究所は，日本海溝海底地震津波観測

網を整備し，日本海溝沿いの地震活動及び津波のモニ
タリングの強化を図る．

〇海洋研究開発機構は，沈み込み帯域での地殻活動，
地殻構造調査研究を行う．

〇海上保安庁及び大学は，多項目・高精度な海底地殻
変動観測によってプレート境界付近の地殻活動のモニ
タリングを行う．

〇気象庁は，関係機関の地震津波観測網のデータも併せ
て，地震活動及び津波のモニタリングを行う．

イ．超巨大地震の長期評価手法
〇古地震学的な手法等による地震発生サイクルの研究と

それに基づく巨大地震の発生可能性（地震発生ポテン
シャル）と発生頻度の評価（長期評価）の高度化を図る．

〇超巨大地震のような低頻度の事象については，史料や
地質データに基づいて，事象発生シナリオと分岐確率
の評価の研究を始める．

〇大学は，まれにしか発生しない超巨大地震の長期評価
を統計的手法に基づいて行う手法を開発して，全世界
の地震データに基づいて検証する研究を行う．統計地
震学的モデルと震源物理学的モデルに基づく数値実
験的手法を統合した新しい手法を開発して，巨大地震
発生の超過確率を評価する研究を行う．

ウ．超巨大地震から発生する津波の予測
〇防災科学技術研究所は，日本海溝海底地震津波観測

網を整備して津波予測の高度化に資する研究を進め
る．

〇大学及び気象庁は，陸上及び海域の観測データ，海底
観測データを用いて即時的に超巨大地震によって発生
する津波を予測するシステムの研究開発を行う．

（3）�超巨大地震とそれに起因する現象の解明と予測の
ための新技術の開発

〇超巨大地震の発生の準備過程，震源過程，余効滑りと
それに伴う地殻変動と地震活動を精度よく観測するた
めには，海溝軸付近の海底の地殻変動を観測する必要
がある．この領域の地殻変動を陸域の観測から推定す
るだけでは精度が不足するため，海溝軸付近の深海底
での観測が不可欠である．このため，既存の海底地殻
変動の観測技術を高度化する技術開発が必要である．
なお，新しい海底観測による研究を強化すると同時に，
既存の陸上の地震・地殻変動観測網を維持する必要
がある．

〇沈み込み帯で発生する超巨大地震の発生履歴の調査
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研究は，沿岸域での古地震調査だけでは限界がある．
海溝軸付近の深海底において，海底地形調査や地質
調査を行うことができれば，超巨大地震の発生履歴
の解明に貢献できる．このためには，深海底で高分
解能の反射法地震探査や掘削調査等から地震活動履
歴を明らかにすることのできる技術を開発する必要
がある．

ア．超巨大地震のための海底地殻変動観測技術
〇大学は，深海型の海底地殻変動観測システムを開発

する．

イ．海底地形・堆積物調査技術
〇プレート境界断層の活動履歴を解明するために，深海

底で地形・地質学的調査に基づく古地震学的研究手
法を開発する．

なお，超巨大地震に関する観測研究の最終的目標は，
東日本大震災のような甚大な地震・津波災害の軽減に資
することである．このため，断層運動と地震動の生成・
伝搬から，地表での強震動，建物の揺れなどを，地震学，
地震工学，地盤工学などの分野が連携して総合的に理
解し，建物などの構造物の被害予測の研究を行うことが
重要である．また，幅広い分野の知見を生かし，本研究
で得られた観測研究の成果を，地震や火山噴火の災害軽
減に役立てられるように，社会に対してより速やかに伝
える必要がある．さらに，本計画推進への理解を得るた
め，本計画の方向性や内容についても，地球科学関連学
界や広く社会に対して，より積極的に伝えていく十分な
努力が必要である．発生頻度の低い超巨大地震・巨大噴
火や津波予測に関する研究においては，世界の他の地域
のデータを用いた研究を推し進めることが重要であり，
国内の関係機関の協力はもちろん，国際共同研究や国際
協力をより一層推進する必要がある．特に，米国や欧州
などの地震や火山噴火の多い国との共同研究や，データ
の交換を進め，各国の地震火山のデータベースと国際的
なデータベースとの整合性を図る必要がある．加えて，
本研究に関する予算や人事面についてもメリハリを利か
せた適切な措置を講じるとともに本計画の実施機関にお
いても幅広く協力していくべきである．また，今後は地
震調査研究推進本部が策定する調査観測計画に，本計
画の研究成果が適切に反映されることを期待する．

災害の軽減に貢献するための地震火山観測研
究計画の推進について（建議）

2013 年 11月　科学技術・学術審議会

Ⅰ．現状の認識と長期的な方針
１．�地震及び火山噴火予知のための観測研究に関する
現状認識

プレート沈み込み帯に位置する我が国では，地震及び
火山噴火が多発することは必然である．これまで，地震
や火山噴火による災害が度々発生し，多くの国民の生命
や暮らしが奪われるなど多大な被害を受けてきた．平成
7 年の阪神・淡路大震災（兵庫県南部地震）では，建造
物崩壊や火災により 6400 人以上が犠牲となり，平成 23
年の東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）では，津
波による死者・行方不明者が 2 万人近くに上った．平成
12 年の三宅島噴火では，約 4000 人の全島民が島外へ避
難し，長期間にわたり不便な生活を強いられた．

特に，東北地方太平洋沖地震では，その震源域で大地
震が発生する可能性が従来危惧され，これまで多くの調
査研究が行われていた．しかし，その規模がマグニチュー
ド 9 に達する超巨大地震となる可能性については，これ
までの観測研究計画の中で追究されていなかった．これ
を受け，観測研究計画の問題点を以下のように総括し，
超巨大地震に関する観測研究を強化するなどの計画の見
直しを行い，平成 24 年 11 月に計画を建議した．
・プレート境界の巨大地震発生機構に関して限られたモ

デルに固執していた．
・観測環境の厳しい海溝付近の観測網を整備するには

至っておらず，十分なデータがなかったためプレート
境界での滑り特性を理解することができていなかっ
た．

・史料，考古データや津波堆積物の地質学的調査研究
などの広い研究分野の成果の活用が不十分であった．

・数百年間に一度という低頻度現象であっても，発生す
れば極めて甚大な災害をもたらす大規模な地震や火山
噴火の研究への取組が不足していた．

・行政機関等と協力して，地震や火山の研究成果を防
災や減災に役立てることを十分に考慮した研究計画に
なっていなかった．
これらの問題点のうち，直ちに対応できることは，計

画を見直した際に対処した．
しかし，平成 25 年度末までの限られた残りの計画期

間では，全ての問題点に対応することは難しく，残され
た問題点を考慮に入れて，今後の計画を策定する必要が
ある．

また，「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学
術政策の在り方について（建議）」（平成 25 年 1 月）では，
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特に，地震研究において，大地震の発生やそれに伴う巨
大津波の発生の可能性を事前に国民に十分に伝えられな
かったことが，大きな問題であると指摘された．その対
応として，地震，火山分野だけでなく，防災分野や人文・
社会科学分野を含めた研究体制で総合的かつ学際的に
研究を推進することや，低頻度で大規模な自然現象につ
いても正しく理解し，防災・減災に貢献できる体制にす
ることなどが必要であるとされた．また，地震学・火山
学の現状を丁寧に説明するとともに，地方自治体等が適
切な防災対策を取れるように，科学的見地から助言を与
える取組なども必要とされた．

さらに，平成 24 年 10 月には，「地震及び火山噴火予
知のための観測研究計画」の外部評価がまとめられ，地
震や火山噴火による災害の多い我が国において，地震や
火山に関する科学的な研究成果を防災・減災につなげて
いくことが重要であるとされた．学術的には，国際的に
見ても重要な研究成果が挙げられていることは高く評価
された．さらに，地震予知計画と火山噴火予知計画を統
合して計画を進めることは有効であり，今後も一層統合
に努めるべきであるとされた．しかし，東北地方太平洋
沖地震の発生を踏まえて，以下の課題を改善すべきとし，
40 年以上にわたる予知に関わる計画の抜本的見直しが
必要であるという指摘を受けた．
・国民の命を守る実用科学としての地震・火山研究の推

進・低頻度ながら大規模な地震及び火山噴火に関する
研究の充実

・研究計画の中・長期的なロードマップの提示
・世界的視野での観測研究の一層の推進
・火山の観測・監視体制の強化
・研究の現状に関する社会への正確な説明
・社会要請を踏まえた研究と社会への関わり方の改善

これまでは自然現象としての地震・火山噴火の予知に
基づいて災害軽減に貢献することを目標に計画を推進し
てきたが，今後はこの方針を転換し，以下のような考え
に基づいて計画を推進する必要がある．すなわち，地震
や火山噴火による災害は，地震や火山噴火が引き起こす
地震動，津波，火山灰や溶岩の噴出などの外力（「災害
誘因」）が，人の暮らす社会や自然環境の脆弱性（「災害
素因」）へ作用することによって生じる．地震・火山災
害を軽減するためには，災害を予測して，それに備える
ことが基本であることから，今後の計画は，災害誘因の
予測に基づき災害の軽減に貢献することを最終的な目標
と位置付ける．

以上を踏まえ，かつ以下に記述するこれまでの観測研
究計画の経緯と成果に鑑みて，本計画を策定した．

２．�地震及び火山噴火予知のための観測研究のこれま
での経緯と成果

2-1��地震及び火山噴火予知のための観測研究のこれまで
の経緯

全国の大学，行政機関，国の研究機関が連携し，地
震予知のための観測研究計画を昭和 40 年から進めてき
た．昭和 40 年度に開始された第 1 次計画から，平成 6
年度に開始された第 7 次計画まで，調査観測体制の整
備を着実に進め，全国に整備した高感度の地震観測網や
地殻変動観測網の観測データから地震の前兆現象を見
つけ出すことにより，地震予知を目指すことに力を注い
だ．計画の進捗に伴い，地震や地殻変動の観測データが
蓄積されるとともに，研究者も増加し，地震学は着実に
進歩したが，地震予知は実現できていなかった．そのよ
うな状況の下で，平成 7 年に阪神・淡路大震災（兵庫県
南部地震）が発生し，それを契機に計画を総括した．そ
の際，地震の前兆現象の発現様式は複雑かつ多様であり，
その中に系統性が見いだせるほどにはデータが蓄積して
いない．また，同じ前兆現象が確実に発現するとは限ら
ず，前兆現象のみに基づく地震予知には限界があると結
論付けた．このため，地震の前兆現象の発見に重点を置
いていた研究の方針を大きく転換することになった．

平成 11 年度に開始された「地震予知のための観測研
究計画」では，地震の様々な特性を知り，その発生機構
を知ることが地震予知の実現に着実につながるとの考え
方に立ち，地震発生に関する基礎的研究を重視した．地
震の発生機構を理解し，それに基づく物理モデルと観測
データにより，地殻活動の推移予測を目指して計画を進
めてきた．高感度・高密度の地震及び地殻変動観測網
から得られるデータから，地震に先行する現象の観測事
例が増加し，地震現象の理解は一層深まった．例えば，
釜石沖で繰り返し発生するマグニチュード 5 クラスの地
震は，その発生時期・規模の予測が可能な場合がある
ことが明らかになった．さらに，世界に先駆けて，ゆっ
くり滑りや低周波微動などの現象が西南日本などで発見
され，プレート境界滑りの多様性が明らかになった．そ
れらの物理過程についても理解が進み，プレート境界に
おける大地震の発生過程との関連についても研究が進展
し，大地震の発生を含むプレート境界での多様な滑りの
数値シミュレーションができるまでになっている．歴史
地震研究においては，地震史料集の編纂が進み，江戸時
代より前の地震・噴火史料のデータベース化が進んだ．
さらに，考古データから地震災害を読み取る地震考古学
という学術分野ができるなど大きな進展があった．

このように，計画開始当時に比べて，地震現象につい
ての科学的知見は格段に増えたが，それに伴い地震現象
の複雑さも明らかになり，大地震の発生予測の実現には
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いまだ至っていない．また，東日本大震災では，歴史地
震研究による成果を，十分には活用できなかった．

一方，昭和 49 年度に開始された火山噴火予知計画で
は，火山噴火予知の実用化を目標に，個々の火山の活動
度の把握と，火山現象の理解に基づく火山噴火の仕組み
の総合的理解を目指して計画が推し進められてきた．第
1 次計画以来，年次的に観測網の整備と実験観測を推進
し，活動的火山における観測点の高密度化・高精度化と
観測内容の多項目化が進んだ．その結果，観測網が整備
された幾つかの火山については，噴火の先行現象の検知
とそれに基づく噴火開始前の情報発信が可能になった．
また，組織的な地質調査，系統的な岩石の化学分析や年
代測定が実施された火山では，火山活動の長期予測と噴
火ポテンシャル評価の基礎となる情報を得た．

地震や地殻変動の定常的観測や臨時観測のデータな
どにより火山体の地下構造や周辺の応力場とマグマ蓄積
の関係が明らかになった火山では，マグマ供給系・熱水
系のモデル化が行われ，観測データから噴火に先立つマ
グマの移動を捉えることも可能になった．また，宇宙線

（ミューオン）による火道透視技術や，人工衛星や航空機，
ヘリコプターによるリモートセンシング技術が，噴火現
象の理解や活動評価に有効であることが実証された．さ
らに，掘削試料や噴出物の解析及び火山ガス組成測定に
より，マグマの上昇や脱ガスなどの噴火過程に関する理
解が進展した．近年では，火口近傍での広帯域地震観測，
地殻変動観測，空気振動観測，火山ガスの連続測定によ
り，火山性地震や微動の発生機構，爆発と火山ガス放出
の関係についての研究が進み，火山噴火をマグマや揮発
性成分の運動と関連させて議論できるようになった．近
年，マグマの物性とマグマ上昇速度などと噴火規模・様
式の関連が見られる例も見つかり，火山噴火予知のため
に重要な知見が蓄積された．

火山監視体制の強化と噴火前に現れる地震活動や地
殻変動に基づき，有珠山や三宅島などでは噴火発生の予
知が実践された．また，これらの実績を踏まえて，気象
庁は平成 19 年より，防災機関や住民が取るべき防災対
策と連動した噴火警戒レベルを火山ごとに順次運用を開
始している．さらに，火山噴火予知研究の成果を防災に
役立てるため，大学及び関係機関は地方自治体等との連
携を進めている．

しかし，噴火の規模や様式，活動推移の予測に成功す
るまでには，火山噴火現象の理解は進んでいない．例え
ば，平成 12 年の三宅島噴火の際，山頂カルデラ形成や
火山ガスの長期噴出を活動初期には予測できなかった．
また，平成 23 年の新燃岳噴火では，その噴火規模・様
式を予測できなかった．また，国立大学の法人化に伴い，
大学においては老朽化した火山観測網の更新や高度化

が進まず，観測研究の縮小が危惧される．外部評価では，
この点を踏まえて火山観測・監視体制の維持についての
検討が必要であると指摘された．

平成 21 年度からの計画では，地震予知研究と火山噴
火予知研究が統合され，プレートの沈み込みという共通
の地球科学的環境で発生する地震と火山噴火の相互作
用の研究が始まるとともに，観測基盤の有効利用が進め
られた．

マグマの発生や地震発生に重要な役割を果たす沈み
込む海洋プレート（スラブ）からマントルウェッジへの
水の供給に関して，スラブの上方に地震波低速度で低比
抵抗の領域が日本列島の多くの地域で確認され，その実
態が明らかになりつつある．また，広域の三次元地震波
速度構造や比抵抗構造の調査により，上部マントルにお
けるマグマの発生と上昇経路について理解が進んだ．さ
らに，伊豆大島で発生する火山性地震は，マグマの貫入
と広域応力場による応力変化で発生し，震源での岩石の
物性の違いによりその発生様式が異なることが明らかに
なりつつある．

2-2 地震・火山噴火の防災や減災につながる成果
これまでの研究の進捗により，多くの学術的成果が得

られてきた．そのうち，地震や火山噴火の防災や減災に
役立つと見込まれる成果を以下に挙げる．

地震予知研究では，地震の発生機構，断層モデル，地
震波伝播過程などの研究や古地震の調査が進展し，科
学的な理解に基づき，地震発生の長期評価や，地震によ
る強震動，津波の予測が行われるようになった．特に，
以下に挙げる例は，地震の防災・減災に活用可能な成果
である．
・地震動や津波の即時予測に関するこれまでの研究成果

は，気象庁の緊急地震速報や津波警報などに活用され
ている．

・陸域の高密度の地震及び GNSS 観測網に加え，海域
の地震観測や地殻変動観測網とそのデータ解析手法
開発により，東北地方太平洋沖地震を始めとする多く
の地震について，震源断層の詳細な滑り分布や，本震
発生に至る過程の理解が深化した．特に，近年実用化
された海底地殻変動観測の貢献は大きく，今後も，プ
レート境界のひずみ蓄積過程の解明や地震発生ポテン
シャル評価などでの利用が期待されている．

・東北地方太平洋沖地震で発生した巨大津波は，海底に
敷設したケーブル式津波計により沿岸到着の約 20 分
前に捉えられていた．この観測システムはこれまでの
観測研究計画で開発されたものであり，この実績に基
づき，政府により太平洋岸に海底観測網の敷設が整備
されつつある．
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・陸域の GNSS 観測網の即時解析から，超巨大地震の
規模を短時間で正確に把握できる手法が開発された．
この手法の気象庁の津波警報等への活用も検討され
ている．

・上記の方法による地震規模の推定や，海底観測やブイ
による沖合の津波計データを即時的に解析し，津波浸
水域を高精度に推定する手法の開発が進められてい
る．また，直近のデータを逐次的に処理し，津波浸水
域の予測を高精度化する研究も進められている．さら
に，これらの実用化についても進められている．
火山噴火予知研究では，多項目の地球物理学観測及

び物質科学的調査に基づく火山活動のモニタリングの進
展により，マグマ蓄積や火道浅部活動の理解が進み，噴
火活動の評価が行われるようになった．それにより，以
下に挙げるような火山の噴火規模や様式，その推移の予
測に関する新たな研究成果が得られた．
・富士山の地下構造とその活動史の解明が進み，地殻の

中・深部のマグマの混合により，マグマの多様性や噴
火様式の違いが生じ得ることが明らかとなった．また，
桜島でもマグマの成分が年代と共に変化し，それに伴
い噴火様式も変化していることが明らかになった．こ
のように，マグマ特性の物質科学的分析を進めること
により，火山噴火活動の予測などにつながることが期
待されている．

・繰り返し発生する小規模な噴火現象の発生時間や規
模，様式と，火口近傍で観測された山体膨張などの先
行現象との間の相関が得られた．限られた事例ではあ
るものの，この関係は噴火規模や様式の予測に新たな
経験則として利用できることが期待されている．

・噴火履歴の解読や近年の地震・地殻変動データに基づ
き，三宅島や桜島，伊豆東部火山群，霧島山新燃岳な
どの火山について，火山噴火事象系統樹（噴火シナリ
オ）の高度化が図られた．噴火事象系統樹は，火山活
動の推移を俯瞰的に理解して防災・減災対策を立てる
ときに役立てられ，地域防災計画の中で参考にされて
いる．
地震研究と火山研究の連携では，伊豆半島東方沖に

おけるマグマの貫入による地殻変動と群発地震活動度の
関係が明らかになり，火山活動が地震活動に及ぼす影響
についての理解が進展すると同時に，その知見は気象庁
の発表する「地震活動の見通しに関する情報」に応用さ
れた．

３．観測研究計画の長期的な方針
3-1�基本的方針

地震・火山の観測研究計画は，国民の生命と暮らしを
守るための災害科学の一部として，計画を推進すべきと

考える．地震・火山災害は，地震や火山噴火の発生によ
り生じる強震動，津波，火山灰や溶岩の噴出などの災害
誘因が，人の住む自然環境や社会環境に作用し，その脆
弱性により発生する．地震や火山に関する災害科学とは，
災害を引き起こす地震や火山噴火の発生から災害の発生
や推移を総合的に理解し，その知見を防災・減災に生か
すための科学であり，理学，工学，人文・社会科学など
の研究分野が学際的かつ総合的に進める必要がある．一
旦発災すると被害が甚大となる地震，津波，火山噴火に
よる災害を軽減するためには，長期的展望に基づき，災
害を起こす原因にまで遡った理解に基づく方策を探る必
要がある．つまり，自然現象である地震や火山噴火を理
解し，それらが引き起こす災害の姿を予あらかじめ知る
必要がある．この際に，地震や火山噴火の発生の場所，
規模，時期などの予測に始まり，災害の発生から地震や
火山噴火現象の発展段階に応じて起こり得る災害の推移
を予測することが重要である．観測研究計画は，以上を
踏まえ，防災・減災にも貢献できる計画として機能すべ
きである．これまでは，地震や火山噴火の発生予測がで
きればおのずと防災・減災に貢献できるという考え方で
計画が進められてきた．この考え方を見直し，地震・火
山噴火の発生予測とともに地震・火山噴火による災害誘
因の予測の研究も行い，それらの成果を活用することに
より防災・減災へ貢献するという考え方へと移行する．
今がまさにその転換点にあると認識する．

これまでの計画では，地震及び火山噴火「予知」とい
う言葉を使用してきた．予知という言葉は，一般的には

「予め（前もって）知る」ことに関して幅広い意味で用
いられているため，地震や火山噴火に関する最近の理学
研究では，定量性を念頭に置いた限定的な語感を持つ「予
測」という言葉が好んで使われるようになっている．し
かしながら，理学，工学，人文・社会科学の研究分野の
専門知を結集して，総合的かつ学際的に研究を進める災
害科学においては，むしろ「前もって認知し，災害に備
える」ことを幅広く捉えて「予知」という言葉を用いる
方が妥当である．災害の根本原因である地震や火山噴火
の発生と，それらが引き起こす災害誘因を共に予測して，
地震や火山噴火による災害の軽減につなげることの意味
は重く，必要性も大きい．これからは，自然現象である
地震や火山噴火の発生予測にとどまらず，災害の発生ま
でを視野に入れた災害の予知を目指す学術研究として，
計画を推進する必要がある．

3-2�課題への対応
新たに計画を策定するに当たり，現状認識に挙げた課

題を以下のようにまとめた．
・国民の命を守る実用科学としての地震・火山研究を推



360 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 4 部　参 考 資 料

進すること，
・低頻度大規模現象について取り組むこと，その際，地

震や火山噴火の発生間隔の長さや頻度の低さを考慮し
て，歴史学，考古学，地質学などの関連研究分野と協
力して研究を推進するとともに，国外の事例も取り入
れて研究すること，

・中長期的な視点で計画を策定すること，
・研究成果を防災・減災につなげるため防災学，人文・

社会科学などの関連研究分野と協力して研究を推進
すること，

・研究の社会への関わり方を改善すること．
（実用科学）

本計画では，外部評価で指摘された「実用科学」を，
地震・火山研究の科学的知見を防災・減災に活用し，国
民の生命と暮らしを守る災害科学として推し進めること
と捉えた．そのため，自然現象である地震・火山現象の
理解を深めつつ，地震や火山噴火の発生の予測を目指し
た研究を継続的にかつ着実に実施することに加えて，地
震動や津波，火山灰や溶岩の噴出など災害を引き起こす
現象の予測を含めた災害の予知に貢献する研究を推進
する．

大地震の発生時期を予測することは現段階では難しい
が，釜石沖の繰り返し地震や伊豆東部の群発地震の活動
予測などの限られた事象ではあるが，地震発生予測に関
連した新たな成果が生まれている．また，火口近傍での
観測により，噴火規模の予測に結び付く可能性の高い新
たな知見も得られている．このような事例を参考に，地
震発生と火山噴火の予測を目指した研究を継続する．そ
の際，多様なデータ，手法，モデルを取り入れ，地震・
火山現象の物理・化学過程の理解に基づく地震発生や
火山噴火の予測の研究を進めると同時に，十分な精度を
持つ観測データや調査結果に裏付けられた経験則も，そ
の適用範囲を考慮した上で活用する．

海底観測装置の開発や高度化，地域防災計画の参考
にされた噴火事象系統樹（噴火シナリオ）など，これま
での観測研究計画の成果が社会に役立てられている例も
多い．また，津波浸水域の高精度逐次予測，GNSS 即時
処理による巨大地震震源域の即時推定などは，実用化に
向けた研究が進んでいる．今後の計画では，ここで挙げ
られたような災害の予知に役立つ研究成果を増やし，社
会に貢献する．
（低頻度・大規模現象）

巨大地震や大規模噴火現象は，発生頻度が低いため
未解明な部分が多い．そのため，それらに起因する災害
の軽減を図るためには，その発生機構の解明が必要であ
る．東北地方太平洋沖地震という超巨大地震の発生機
構を理解するとともに，この地震が隣接域の地殻活動に

及ぼす影響を研究することは，同じ地学的環境にある他
の地域の防災・減災に資することが期待できる．これら
の成果を後世に引き継ぐことが東日本大震災を経験した
我々の大きな責務だと考える．また，これまでに南海ト
ラフで発生した巨大地震の特性の解明に力を入れる．大
規模噴火は近年日本では発生していないものの，史料，
考古データ，地形・地質データからこれまで繰り返して
発生してきたことは明らかである．歴史学，考古学，地
質学，地形学などの研究者と連携し，近代的観測開始
以前の地震や火山噴火の特性を理解する．また，日本以
外の事例との比較が重要であるため，世界の他の地域の
データを用いた研究を推し進めることも重要であり，国
際共同研究や国際協力をより一層推進する必要がある．
その際，マグニチュード 8 クラスの巨大地震，内陸地震，
スラブ内地震についても大きな被害をもたらす可能性が
あることから，計画の中でバランスを取りつつ研究を進
める．
（中長期的な展望）

地震・火山噴火による災害を軽減するため，観測研究
計画では次のような取組を中長期的な展望の下，体系的
に実施する必要がある．

（1）地震や火山噴火が引き起こす災害がどのようなもの
があるかを解明し，国民や関係機関に広く知らせるこ
と，

（2）地震や火山噴火が，どこで，どのくらいの頻度・規
模で発生し，それらによる地震動，地盤変形，津波，
噴火規模・様式がどのようなものかを想定して，長期
的な防災・減災対策の基礎とすること，

（3）地震や火山噴火の発生直後に，地震動や津波，火砕
流や降灰，溶岩流などを予測することにより避難に役
立てること，

（4）地震の発生や火山噴火の発生や推移を事前に予測
することにより防災・減災対応を取ること．

（1）については，地震や火山噴火が引き起こす災害の
特徴を科学的に解明して，その災害について，専門家と
社会との共通理解を醸成する．自然現象として数十年に
一度発生する程度の地震や火山噴火現象によって引き起
こされる災害の理解は進められてきたが，低頻度で発生
する巨大地震や大規模噴火の理解は不足し，その災害に
ついての知見も限られている．今後 10 年程度，歴史学
や考古学，地質学などに基づく地震，津波，火山災害の
研究を系統的・組織的に推進し，国内外で発生した大規
模な地震・噴火現象と災害事例を集積することにより低
頻度大規模現象についても一定の知見が得られると期待
される．
（2）では，観測データ，史料，考古学データ，地質学

データ等に基づく地震の統計学的解析や火山噴火の活
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動履歴の調査により，地震や火山噴火とそれによって引
き起こされる災害の発生場所や規模・頻度を推定し，長
期的な防災・減災対策の基礎的知見を得る．これまで
も，地震・火山研究の成果に基づき地震発生の長期評価
や地震による揺れの予測図（地震ハザードマップ），降
灰や溶岩流を予測した火山ハザードマップなどが作成さ
れ，防災行政や避難計画の策定などに貢献している．今
後 10 年程度は，地震の統計的性質も考慮した大地震の
長期予測手法の開発や，発生の繰り返し間隔や規模のゆ
らぎに関する理論的研究を進める．火山噴火に対しては，
地質調査を着実に推進し，国内火山の詳細な噴火履歴の
作成に努める．
（3）では，自然現象としての地震発生や火山活動を観

測により即時的に把握して，地震動や津波，火砕流や降
灰，溶岩流，噴石などを予測する．近年，地震発生によ
る強い揺れや津波到来の即時的な予測が可能となり，緊
急地震速報や津波警報などに活用されている．また，火
山噴火に伴う噴石や降灰の予測手法の開発が，現在進
められている．このような予測は，避難や防災行動に直
接的に結び付き，その精度向上は短期的には最も効果が
高いと思われる．そのため，今後 5 年間は，既に実用化
されているものについてはその信頼性や精度の向上を図
り，開発中のものは開発を効率的に進める．また，情報
通信網等の社会基盤の発展や，社会の構造変化により，
求められる情報が時代と共に変化することも考慮し，今
後の災害情報の在り方についての研究も同時に進める．
（4）で示す地震や火山噴火の発生が予測できれば，防

災・減災への応用範囲は広く，効果も大きいと考えられ
る．地震や火山噴火の発生前の現象を検知し，経験的な
法則や理論的な裏付けのあるモデルを用いて，地震発生
や火山噴火の予測を目指す．予測のためには観測データ
は不可欠であり，震源近傍や火口付近などでの観測を強
化することが重要である．地震現象や火山噴火現象は非
線形性が強く，これまでの研究の蓄積があるにも関わら
ず，予測が確実に行える状況ではなく，予測の実現には
今後も息の長い取組が必要である．

プレート境界地震の短期予測については，断層摩擦滑
りの物理モデルと観測データを統合して，地震を含めた
断層滑りの時空間発展の予測をする研究を進める．その
ために，観測，実験，理論研究により物理モデルを高度
化することと，モニタリングデータの利用法の高度化を
目指した研究を重視し，この計画の中で予測実験を試行
する．内陸地震については，地震発生機構の物理モデル
が確立していない．そのため，まず，モデル構築のため
の研究に集中し，モデルとデータを統合した予測の準備
を行い，プレート境界地震と同じように予測のための研
究を行うことを目指す．また，多様な観測から得られる

大地震の先行現象に関する経験則を利用した地震発生
予測を試行するため，地震活動の変化などの先行現象の
研究を進め，今後 10 年程度で先行現象についての統計
評価を行う．

火山噴火予測では，観測データに現れる異常現象を基
に噴火発生を予測する研究を中心に進める．起こり得る
火山現象を網羅的に示した噴火事象の系統樹を活用し，
火山活動の進行により発現する事象を支配している物
理・化学過程を，観測データや火山噴出物や火山ガスの
解析結果，理論的な研究成果から明らかにする．個々の
事象が発現する機構の理解の積み重ねと，それに基づく
事象分岐論理の解明により，予測の実現を目指す．噴火
履歴に基づく噴火事象系統樹の作成と高度化を着実に
進めるとともに，この計画期間中に，火山事象分岐の判
定方法を加えた新たな噴火事象系統樹の原型（プロトタ
イプ）を作成する．その後も，基礎研究の成果を取り入
れながら，実際の火山噴火活動の判断基準として試用し，
高度化を進める．
（関連分野との協力）

前述のように，発生間隔が極めて長い低頻度で大規模
な地震・火山現象を理解するためには，史料，考古デー
タ，地形・地質データの利用が不可欠であり，歴史学，
考古学，地質学や地形学などの研究者と連携した研究を
開始する．また，観測研究計画が，災害科学に貢献すべ
きとの観点から，理学だけでなく，防災研究に関わる工
学，社会科学の研究分野と連携し，災害誘因予測研究を
行う．このような関連研究分野と連携して計画を推進す
るには，体制の整備も必要であり，その取組も行う．
（研究の社会への関わり方の改善）

地震や火山噴火が引き起こす災害がどのようなものが
あるか，研究から得られた防災や減災に資する成果を，
国民や関係機関に広く知らせることが，観測研究には求
められている．そのため，過去の地震・火山災害事例や
災害の発生機構に関する研究も実施する．また，それら
を含めた地震や火山噴火に関する研究成果を，社会に分
かりやすく伝えるための取組を行う．さらに，研究成果
を生かした被害軽減のための災害情報の高度化について
の研究も実施する．

3-3 観測研究計画実施体制の整備と計画の推進
国民の生命と暮らしを守る実用科学として，地震・火

山災害に関する科学（災害科学）が活用され，防災・減
災に効果的に役立つためには，地震発生・火山噴火の仕
組みを理解する基礎研究，それらを予測する応用研究，
さらに，防災・減災に役立てる方策を示す開発研究のそ
れぞれを体系的・組織的に進める必要がある．

東日本大震災を踏まえた科学技術・学術政策の在り方
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の検討の中で，基礎研究，応用研究，開発研究のいずれ
の段階でも，研究者の内在的動機に基づく学術研究，政
府が設定する目標などに基づく戦略研究，政府の要請に
基づく要請研究の三つの方法によって進められるべきで
あることが指摘された．また，学術研究においても課題
解決とともに自ら研究課題を探索し発見する行動が求め
られている．さらに，地震・火山噴火研究においては，
人文・社会科学も含めた研究体制の構築，海外の地震・
火山噴火多発国との連携強化，防災や減災に十分貢献で
きるような研究体制の見直しなどが指摘されている．（東
日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り
方について（建議），平成 25 年 1 月 17 日）

観測研究計画は，地震や火山災害の軽減という社会の
要請を踏まえた課題解決を目指し，全国の大学，研究開
発法人，行政官庁が協力して推進する研究計画である．
地震・火山の災害軽減に必要な災害の予知は，その手法
がいまだ確立していないので，研究者の創意工夫に基づ
いて体系的かつ継続的に推進する必要がある．そのため，
学術的な基礎研究を主体として実施する観測研究の推
進体制が必要である．また，成果を社会の防災・減災に
効果的に役立てるためには，政府の地震・火山防災施策
で設定する要請や目標を十分考慮し，防災・減災に貢献
できる体制を構築する必要がある．

大規模な地震・火山噴火の発生間隔は人間の生活時
間に比べて長いため，長期的かつ継続的に，観測・調査，
観測データ・資料の蓄積，及び総合的な解析を地震・火
山噴火研究全体として実施する体制が必要である．観測
データ・資料及び研究成果のデータベースの構築などの
研究基盤の開発・整備に努める一方，現在の技術では困
難に見える観測や解析の新展開を図るため，新たな技術
開発を行う．

地震・火山噴火などの自然現象に起因する災害誘因だ
けでなく，地形・地盤などの自然環境や人間社会の持つ
脆弱さが災害素因となり，災害の大きさが決まる．本計
画を災害科学の一部として捉えた場合，これまで実施し
てきた災害誘因としての地震・火山噴火研究に加えて，
災害素因との関係を意識して研究を進めることが必要と
なる．このため，理学だけではなく，防災学に関連する
工学，人文・社会科学などの関連研究分野との連携を図
りつつ，計画を推進する．また，地震や火山噴火現象の
推移を理解して予測するには，近代的な観測の実施期間
が短すぎることから，歴史学，考古学などと連携して過
去の事例を調査する歴史災害研究を行うことが不可欠で
ある．ただし，過去の地震と噴火の史料，考古データを
収集して歴史災害研究を行う組織が存在せず，後継者養
成も行われていない状況は，従来から大きな問題となっ
ていた．歴史災害に関する学際的研究は，これを解決す

る長期的な見通しをもって行われる必要がある．
長期的な展望の下に，防災力の高い社会に変えていく

ための研究と防災業務に携わる人材の養成を行う必要が
ある．若手研究者や防災業務を担当する人材の育成だけ
でなく，地震・火山の専門教育を受けたものが防災・科
学技術に係る行政，企業，教育機関に携わる取組を強化
し，地震・火山災害に強い国家の構築を支援する．

研究成果が適切に理解され，実際の防災・減災に活用
されるため，その内容を分かりやすく社会に伝える組織
的な活動が重要である．地震・火山科学が社会に発信す
る情報の在り方を含め，広く災害情報についても検討す
る．さらに，そのための人材の確保を図る必要がある．

低頻度の災害の予知を研究するためには，日本だけで
なく海外の他の地域の事例を取り入れるなどの国際的な
共同研究を行う必要がある．同時に，本計画の成果を海
外，特にアジア諸国の地震・津波，火山災害の軽減に役
立ててもらうことは，災害科学の先進国である我が国の
責務である．そのような観点から国際共同研究・国際協
力を実施する必要がある．

Ⅱ．本計画策定の基本的な考えと計画の概要
１．本計画策定の基本的な考え

前章の観測研究計画の長期的な方針に従い，これまで
の計画のように地震や火山噴火予知の実現により災害軽
減に貢献するという方針から，次のように方針を転換す
る．すなわち，地震発生・火山噴火の予測を目指す研究
を継続しつつも，計画の目標を広げ，地震・火山噴火に
よる災害誘因の予測の研究も組織的・体系的に進め，国
民の生命と暮らしを守る災害科学の一部として計画を推
進する．つまり，地震や火山現象の理解にとどまらず，
地震や火山噴火が引き起こす災害を知り，研究成果を地
震，津波及び火山噴火による災害の軽減につなげる．そ
のため，地震学や火山学を中核とし，災害や防災に関連
する理学，工学，人文・社会科学などの分野の研究者が
参加し，協働して計画を推進する．このような方向転換
の最初の 5 か年として，計画を策定する．

本計画では，地震・火山災害の根本原因から発災まで
を視野に捉え，以下の研究を連携させて計画を進める．
すなわち，地震と火山噴火の仕組みを自然科学的に理解
する研究，発災の原因である地震発生や火山噴火を科学
的理解に基づき予測する手法の研究，地震動や津波，降
灰，火砕流や溶岩噴出などの自然現象を事前に評価する
とともに，それらの原因となる地震や火山噴火発生直後
に即時的に予測する手法開発や災害情報の高度化に関
する研究である．これらの観測研究を進め，その成果が
防災・減災に効果的に利活用されるためには，長期的な
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取組が必要であり，そのために本計画の推進体制を整備
する．

以上の方針に基づき，以下の項目に分けて，計画を推
進する．
1.「地震・火山現象の解明のための研究」では，地震・

火山噴火予測や災害の予知の基礎とするために，地震
や火山噴火の特性を解明し，地震や火山噴火が発生
する場や地震・火山噴火現象の物理・化学過程を解
明する．

2.「地震・火山噴火の予測のための研究」では，多様な
データや考え方を取り入れ，地震や火山噴火の発生を
予測する手法を開発する．物理・化学的過程に基づく
演繹的手法や先行現象の観測事例に基づく帰納的手
法を用いて，予測を目指す．

3.「地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究」では，
地震や火山噴火がどのように災害をもたらすかに照準
を合わせて，地震・火山研究の成果を災害軽減に役立
てる．地震学・火山学的な手法により災害を予測する
研究を推進するとともに，これを災害軽減に結び付け
るための研究を行う．

4.「研究を推進するための体制の整備」では，関連機関，
研究分野と連携を取りながら，計画の進捗状況を把握
して研究を効果的に推進する体制を構築し，観測網や
データベースなどの研究基盤を整備・拡充する．研究
者，技術者などの育成，国際共同研究，本計画の現状
を知ってもらうための取組を組織的に行う．

 本計画の実施に当たり，優先度の高い地震・火山噴火
については，特にこれらの項目を横断した実施計画を
立てて推進する必要がある．例えば，東北地方太平洋
沖地震，南海トラフの巨大地震，首都直下地震，桜島
火山噴火については，本計画実施期間に災害科学の発
展に着実に貢献できることや，発生した場合の社会へ
の影響の甚大さを考慮して，上記 1．～ 4．の全ての
項目を含む総合的な研究として優先して推進する．

２．本計画の概要
2-1地震・火山現象の解明のための研究

地震・火山噴火現象を科学的に解明することは，それ
らの発生予測やそれに伴って生じる地震動，津波，火山
灰，マグマの噴出などによる災害に備えるための基本と
して重要である．近代的観測データだけでなく史料，考
古データ，地形・地質データ等も活用して，また，特に
低頻度で大規模な現象に注目して，過去の地震や火山噴
火の理解を進める「地震・火山現象に関する史料，考古
データ，地質データ等の収集と整理」，「低頻度大規模地
震・火山現象の解明」を行う．また，多項目の観測に基
づき地震・火山噴火の発生場の理解を進め，地震・火山

現象の物理・化学過程の理解に基づくモデルを構築する
ため，「地震・火山噴火の発生場の解明」，「地震現象の
モデル化」，「火山現象のモデル化」を行う．

（1）�地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質デー
タ等の収集と整理

地震・火山現象とそれに伴う災害を長い時間スケール
にわたって正確に把握するために，史料の解読・解釈，
考古データの集約・分析，地質調査データ等の調査・分
析を行う．近代的な観測データや現在の地震・火山噴火
に関する資料と対比・統合することを考慮して，データ
ベース化を進める．

（2）低頻度大規模地震・火山現象の解明
低頻度で大規模な地震・火山現象の発生過程や，そ

れによる強震動，津波，噴火現象を理解するために，現
在の地震学や火山学の知見と対比しながら，近代的観測
データの解析や史料，考古データ，地形・地質データの
解読・分析を進める．海外の事象も対象として事例を増
やすとともに，最新のデータが得られている平成 23 年
東北地方太平洋沖地震及びその津波の発生機構や余震・
余効変動，近い将来発生が懸念される南海トラフでの巨
大地震の予測及び災害軽減に資する研究を実施する．

（3）地震・火山噴火の発生場の解明
過去の大地震の震源断層周辺の構造，マグマ溜まりや

火道などの構造や物質科学的特性，震源域や火山周辺
の応力・ひずみの時空間分布を明らかにし，地震発生や
火山噴火現象のモデル化の研究を進めるため，地震・地
殻変動観測や電磁気探査などを実施する．これにより，
地震と火山の相互作用や，平成 23 年東北地方太平洋沖
地震及びその余効変動による大きな応力場の擾乱が，地
震活動や火山活動に及ぼす影響を調べる．

（4）地震現象のモデル化
地震発生予測のためのシミュレーションや高精度の地

震動・津波のシミュレーションを効率的に行い，地震発
生機構の定量的な理解や，プレート境界での多様な滑り
を再現するためには，プレート境界面深度や地震波速度
などの構造モデル，地殻やマントルの変形特性やプレー
ト境界面の摩擦特性の推定が必要である．このため，こ
れまでに得られたデータや，新たな観測データを取得し
て，多くの研究で共通に利用可能な日本列島域の標準構
造モデルを構築する．さらに，摩擦構成則や複雑な破壊
現象を考慮した現実をより良く説明できる断層物理モデ
ルを構築する．
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（5）火山現象のモデル化
大規模な災害を引き起こす可能性があるマグマ噴火

と，噴火としての規模は小さいが突然発生するために発
災の危険性が高い水蒸気爆発や火山ガス噴出の発生を
予測するため，多項目の観測データや火山噴出物の解析
から，先行現象やそれに続く様々な火山現象を捉え，そ
れらの諸現象の発生機構や，それぞれの現象の相関・因
果関係を明らかにする．その際，火山の性質や噴火様式
に着目し，火山ごとの噴火活動の類似・相違点を比較検
討する．さらに，マグマの挙動についての理論的及び実
験的研究の成果を取り入れて，観測された火山現象の物
理・化学過程を明らかにし，そのモデル化を進める．

2-2�地震・火山噴火の予測のための研究
科学的理解に基づいた地震や火山噴火の予測を目指

した研究を実施する．長期的な地震の防災・減災計画の
基礎となる地震の規模や頻度の予測の高度化を目指した

「地震発生長期評価手法の高度化」，観測データと物理・
統計モデルに基づくプレート境界の地震発生や地殻活動
の定量的理解と予測を試みる「モニタリングによる地震
活動予測」，さらに，地震に先行すると報告されている
現象の統計学的検証と発現過程理解に基づき地震発生
の短期予測を目指す「先行現象に基づく地震活動予測」
の研究を行う．また，可能性のある噴火現象の推移を俯
瞰的視点でまとめるとともに，火山活動の事象分岐の論
理を取り込み，噴火の発生，規模，様式，及び推移の予
測を目指して「事象系統樹の高度化による火山噴火予測」
の研究を行う．

（1）地震発生長期評価手法の高度化
地震発生の長期評価は，計画的に地震災害に備えるの

に有用であり，その信頼性や精度の向上は重要である．
史料，考古データ，地質データなどに基づき推定された
長期間の地震の繰り返し特性を理解し，さらに，近年の
観測データや高性能計算機による数値シミュレーション
などを利用する手法を開発して，地震発生の長期評価手
法の高度化を行う．

（2）モニタリングによる地震活動予測
観測網の充実により地殻活動の詳細を正確に把握する

ことが可能になってきた．地殻活動予測を行うために，
地震・火山噴火の発生場についての研究成果や，地震
現象のモデル化の研究で開発された物理モデルに基づ
き，高性能計算機などにより数値シミュレーションを実
施し，観測データと比較する．これにより，地殻内の状
態を定量的に推定し，地殻活動予測を試みる．また，様々
な地震発生予測モデルを用いて地震活動の予測を行い，

その予測の性能を評価する．

（3）先行現象に基づく地震活動予測
地震発生に先行して発現する事象（地震の先行現象）

が観測できれば，それを利用して地震の短期予測をする
ことは可能になるであろう．これまで地震の先行現象を
観測したとの報告は多いが，内容は非常に多様であり，
それらの系統性は必ずしも明瞭ではない．先行現象の捕
捉を目指した観測を行い，これまでに得られているデー
タも含めて，観測された現象と地震の関係を統計的に評
価する．様々な観測された現象と地震発生との関係につ
いて統計的な有意性を確かめつつ，その物理学的根拠を
研究する．

（4）事象系統樹の高度化による火山噴火予測
近い将来に火山災害が懸念される火山について，火

山活動の推移を俯瞰的に理解してその予測を目指すため
に，史料，考古データ，地質調査，火山噴出物の解析，
地球物理観測の研究成果を多角的に取り入れ，可能性の
ある火山活動や噴火現象を網羅してその時系列を整理し
た噴火事象系統樹を作成する．また，火山活動の活発化
や噴火の発生，噴火発生後の噴火規模や様式の急激な
変化の予測を行うため，これまでの火山学的知見や本計
画の成果を基に，観測データの特徴，火山噴出物の解析
などから，事象分岐の条件や論理を導き出す．これによ
り，火山噴火の予測を目指す．

2-3�地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究
東日本大震災以降，社会の要請に応えた地震・火山噴

火に関する研究の推進が強く望まれている．災害とは，
地震・火山噴火という自然現象（根本的原因）が引き起
こす地震動や津波，火山灰や溶岩の噴出などの「災害誘
因」が，自然・社会の脆弱性である「災害素因」に働き
かけ，その作用・影響が顕在化して被害が発生すること
である．地震・火山噴火研究の成果を効果的に社会還元
するためには，理学，工学，人文・社会科学などの複合
領域の専門知を有機的につなげ，地形・地盤・海岸線の
形状などの自然素因や人口，社会基盤，経済などの社会
素因への影響・被害という視点から，災害誘因の研究を
推進する必要がある．このため，地震や火山噴火の発生
から災害に至るまでの過程を史料や調査・観測記録から
解明する「地震・火山噴火の災害事例の研究」，災害誘
因が自然や社会の脆弱性などの災害素因に与える作用力
とその波及効果を明らかにする「地震・火山噴火の災害
発生機構の解明」，災害誘因の発生可能性を事前に評価
する手法の高精度化を目指す「地震・火山噴火の災害誘
因の事前評価手法の高度化」，災害誘因を地震・火山噴
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火発生直後に即時的に予測する「地震・火山噴火の災害
誘因の即時予測手法の高度化」，さらに，「地震・火山噴
火の災害軽減のための情報の高度化」の研究を行う．

（1）地震・火山噴火の災害事例の研究
強震動，津波，火山灰や溶岩の噴出などの災害誘因

が，地形・地盤など災害の自然素因と建造物などの脆弱
性などの社会素因とどう結び付いて災害を出現させたか
を，近代的な観測や調査データ，近代的観測開始以前の
史料を含めて，長期的視点から明らかにする．近代的な
観測・調査データや史料に基づき，地震・火山災害の特
性を社会環境の時代的変化に留意して理解する．さらに，
国内外の事例研究により社会の地域的特性と地震・火山
災害との関係を明らかにする．

（2）地震・火山噴火の災害発生機構の解明
地震発生・火山噴火によって生じる災害誘因が，社会

の損傷・破壊などに与える影響，被害拡大や社会混乱の
波及効果を理解し，災害発生機構の解明を進める．社会
の地震・火山災害への脆弱性は，災害誘因，例えば，揺
れの強さなどによって異なることに留意する．さらに，
二次災害の抑止，被害の軽減化，社会混乱の防止などの
防災・減災に資するための誘因研究の新たなモデルを総
合的かつ学際的に構築する．特に，社会的影響の大きな
首都圏などの大都市圏で想定される地震災害に関する研
究を，重点的に推し進める．

（3）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化
地震・火山噴火による災害対策に資するため，地震や

火山噴火に伴う地震動，津波，地滑り，山体崩壊などを，
地震や火山噴火前に高精度に評価する手法を開発する．
そのために，本計画で得られる地震発生や火山噴火の理
解や，構造モデルなどの最新の研究成果を利用して，災
害の予知に資する研究を行う．

（4）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化
地震・火山噴火に伴う地震動や津波，火山灰や溶岩の

噴出などの災害誘因を，地震・火山噴火発生直後に高精
度かつ即時的に予測するために，各種観測データの利用
法や解析手法を開発し，高度化する研究を進める．

（5）地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化
地震・火山噴火の予測に関する情報は，観測データに

基づく決定論的あるいは確度の高い情報，長期的な活動
履歴に基づき確率を算出した予測情報，データの総合的
判断に基づく定性的な情報など，その性質は多様である．
特に，決定論的あるいは確度の高い予測情報を発信する

ことは難しい場合が多い．このような不確実な予測情報
を災害軽減のために有効に役立てるための方法を検討す
る．また，地震発生・火山噴火に関わる平常時の「災害
啓発情報」，発災直前の「災害予測情報」，発災直後の「災
害情報」，復旧・復興期の「災害関連情報」の内容や発
表方法についても，災害素因の影響も考慮したリスク・
コミュニケーションの方法論などに基づいて探求し，災
害情報の高度化を進める．

2-4�研究を推進するための体制の整備
観測研究の成果が防災・減災に効果的に役立つため

には，行政機関等の関連機関との連携の下に，適切な計
画推進体制を整備する必要がある．さらに，長い時間ス
ケールをもつ地震・火山現象の理解とその予測には，そ
の基盤となる観測網の維持・拡充を進めるとともに，デー
タの継続的取得と膨大なデータの効率的利用が重要であ
る．発生すると甚大な被害をもたらす低頻度で大規模な
地震・火山現象の理解を深め，それによる災害を軽減す
るためには，防災研究に関連する工学や人文・社会科学
の研究分野との連携を強化し，総合的かつ学際的に研究
を進める必要がある．また，長い時間間隔で発生する地
震・火山研究の推進や研究成果が適切に利活用されるた
めには，長期的視点に立って継続的に人材を育成する必
要がある．さらに，観測事例を増やすために国際的な共
同研究を推進するとともに，国際交流を進め，各国の防
災研究を学ぶことも必要である．

（1）推進体制の整備
国民の生命と暮らしを守る実用科学としての地震・火

山研究を実施し，成果が防災・減災に効果的に役立てら
れる計画として推進する体制を作る．このために，社会
の中の科学としての観点から，本計画が地震・火山防災
行政，自然災害研究の中でどのように貢献するべきかを
十分に踏まえた上で実施計画を立案し，推進する．特に，
地震調査研究推進本部（以下，地震本部）との一層の
連携を図る．さらに，計画の進捗状況を把握し，計画の
達成度を計画立案の趣旨に沿って評価し，計画実施に関
する問題点と今後の課題の整理を行い，次の実施計画に
反映させる体制を整備する．このために，各機関の実施
計画に関する情報交換及び協力・連携方策の検討を行
い，成果が効果的に利活用される仕組みを構築する．

（2）研究基盤の開発・整備
防災情報の発表や，地震や火山活動の評価，防災・

減災の基盤となる地震・火山研究に必要な観測データを
取得するため，行政機関，研究開発法人や全国の大学
が協力して，日本全土の陸域に展開されている地震や地
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殻変動などの観測基盤を維持・拡充するとともに，近年
新たに設置が進められている海域や火口近傍における観
測体制を強化する．これらの観測網で取得される大量の
地震・火山観測データを効率的に流通するためのシステ
ムを維持・拡充する．本計画で得られる観測データ・調
査資料などの基礎的資料や研究成果である構造モデル，
解析結果やソフトウエアなどをデータベース化し，これ
らを研究者間で共有する仕組みを構築する．さらに，地
震や火山噴火時に全国の研究者が連携して効率的に臨
時観測を行うための体制を整える．新たな観測技術の開
発や，地殻活動モニタリングなどの技術の高度化を行い，
計画を推進する．

（3）関連研究分野との連携の強化
本計画が災害科学の一部として機能すべきであるとい

う観点から，理学だけではなく工学，人文・社会科学な
どの関連研究分野との連携を図る．近代的な観測の行わ
れた期間は，地震や火山噴火現象の推移を理解して予測
するには短すぎることから，過去の事例を調査する歴史
災害研究を行うことが不可欠であり，歴史学や考古学と
の連携は重要である．また，成果が効果的に防災・減災
に役立てられるようにするには，防災研究分野との連携
も必要である．これらの観点から，地震・火山災害の軽
減という課題を解決するための総合的かつ学際的研究を
推進する体制を構築する．

（4）�研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人
材の育成

地震・火山噴火の発生予測の方法の構築とその検証
には，世代を超えた継続的な観測研究の推進とそれを支
える人材育成が不可欠である．また，物理学，化学のよ
うな基礎的な学術分野だけでなく，地質学，地形学，歴
史学などのフィールド調査が重要な分野や数値計算技
術，観測技術開発などの科学技術まで幅広い知識が必
要であり，若手研究者の育成は極めて重要である．さら
に，地震科学や火山科学の基礎知識を習得したものが防
災・科学技術に関わる行政，企業，教育機関に携わるこ
とも重要である．このような観点から，複数の教育・行
政機関が連携し，観測研究を生かした教育活動を継続し
て，若手研究者・技術者，防災業務，防災対応に携わる
人材の育成を行う．

（5）社会との共通理解の醸成と災害教育
関連機関が協力して，災害の根本原因である地震や火

山噴火に関する研究成果を社会に分かりやすく伝えるた
めの取組を強化し，社会との共通理解の醸成をはかる．
なお，その基礎として学校教育，社会教育などで，体系

的で創造的な防災教育を行う取組を強化する必要があ
る．また，地震や火山噴火に関して社会に発信する災害
情報の在り方についても広い視点で検討する．

（6）国際共同研究・国際協力
大規模な地震・津波，火山災害は，世界各地で発生

することから，国際的な防災・研究機関と連携を強める．
特に，低頻度の災害の研究を推進するためには，日本だ
けでなく海外の他の地域の事例も研究する必要があるこ
とから，国際的な共同研究を行う体制を整備する．さら
に，災害科学の先進国である我が国の責務として，開発
途上国における地震・火山災害の防止・軽減に貢献する
体制の維持・整備を行う．

Ⅲ．計画の実施内容
１．地震・火山現象の解明のための研究

地震や火山噴火が引き起こす災害の予知の基本となる
地震・火山現象の科学的理解の深化を目指す．過去の地
震や火山噴火の事例，地震や火山噴火を引き起こす構造
や応力場などの研究を進め，地震・火山現象の物理・化
学過程を理解する．特に，発生すると甚大な被害をもた
らす低頻度大規模の地震・火山現象は，発生間隔が長い
ことから史料・考古・地質データ等の収集から始め，近
代的な観測データを統合して，その全体像を把握する．
その際，事例を増やすために国際的な共同研究も推進す
る．また，地震や火山噴火の予測に利用するため，地震
や火山噴火の発生場，地震発生過程，火山活動，火山
噴火過程のモデル化を進める．

（1）�地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質デー
タ等の収集と整理

歴史地震・歴史噴火に関わる史料の収集・データベー
ス化と校訂・解釈作業を進める．その際，広い意味での
災害史データにも目を配り，史料の新たな収集を行う．
地震・火山災害に関する考古データの集約は相対的に整
備が遅れており，データベース化を進めつつデータ収集
を強化する．さらに，地震・火山噴火現象に関係する過
去の事象と現在の状況を把握するための地質データ等の
調査・分析を進める．これまで独立に集められてきた史
料，考古データ，地質データ等を系統的かつ体系的に整
理し，近代的な観測データと対比・統合しやすいデータ
ベースを構築する．

ア．史料の収集とデータベース化
〇大学は，過去の地震や火山噴火現象，それに関連する

地変や地下水異常などの諸現象，それによる災害に関



366 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 4 部　参 考 資 料  地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　３．科学技術・学術審議会（旧：測地学審議会）関係資料 367

する史料の収集，調査，解読などを進め，近代的な観
測データとの対比可能なデータベースを構築する．ま
た，世界の地震・火山災害史に関する国際共同研究を
進める．特に，中国史料を中心に東アジアにおける地
震・火山災害史料のデータを集積し，その解析を進め
る．

〇気象庁は，過去の火山噴火，これに伴う異常現象や
先行現象などのデータの整備を図るとともに，国際的
データベース作成にも寄与する．

イ．考古データの収集・集成と分析
〇大学は，考古遺跡の発掘調査資料などを収集・分析

し，地震や津波，火山噴火被害に関する検討を行うと
ともに，近代的な観測データとの統合を意図したデー
タベース化を行う．

ウ．地質データ等の収集と整理
〇大学は，地質調査で確認された津波堆積物などの試

料を収集・分析し，津波の浸水範囲について検討する
とともに，近代的な観測データとの統合を含めたデー
タベース化を行う．

〇産業技術総合研究所は，地形・地質調査に基づく活
断層や津波堆積物などの情報について，収集と整理を
行い，データベース化及びその更新・維持を行う．

〇大学は，マグマ噴火が想定される火山について，火山
ガスのデータの蓄積を行い，岩石学的知見と統合した
データの整理を行う．

〇産業技術総合研究所は，活動的火山の地質図整備を
推進し，火山に関する基礎データの収集と整理を行い，
データベースの更新・維持を行う．

〇海洋研究開発機構は，海底火山の噴火を予測する基
礎データとして，伊豆・小笠原・マリアナ海洋性島弧
の海底火山や海洋底の調査を実施する．さらに，他の
海洋性島弧の試料解析を行い，地質・噴出物データの
収集を行う．

（2）低頻度大規模地震・火山現象の解明
史料，考古学的な発掘痕跡調査，地形・地質調査な

どのデータと近代的な観測データを対比・統合すること
によって，近代的な観測開始以前の地震，火山噴火，津
波の具体像を明らかにする．大規模な地震や火山噴火に
ついて，海外で発生したものも含め，主に近代的観測デー
タの解析に基づき発生機構を解明する．特に，高密度な
観測データが記録された東北地方太平洋沖地震につい
ては，その発生機構や津波励起過程，余震・余効変動
の解明を進める．また，南海トラフで発生したこれまで
の巨大地震や現在の地殻活動について研究を進める．過

去の大規模現象については，観測データのある近代以降
の現象を参考に，低頻度・大規模な地震・火山現象の特
徴を抽出し，現象の理解を進める．

ア．�史料，考古データ，地質データ及び近代的観測デー
タ等に基づく低頻度大規模地震・火山現象の解明

〇大学は，津波堆積物調査を含む地質学的・地形学的
調査と津波の数値モデリングから，過去に発生したプ
レート境界型巨大地震の震源過程を解明する．また，
南海トラフ沿いでの海溝型巨大地震の発生が懸念され
る東海・南海地域や首都直下地震の発生が懸念され
る関東地方などを対象地域として，史料，考古データ，
地形・地質データなどのデータベースを用いて，地震
動や津波，火山噴火による被害分布を基に，近代的な
観測データやそれを用いた数値計算結果と比較検討
し，過去の地震・津波・噴火の実像を解明する．

〇海洋研究開発機構は，千島海溝や琉球海溝を含む世
界の沈み込み帯で，高分解能地下構造探査・深海掘削・
地質学的調査により低頻度大規模地震の発生履歴を
解明する．

〇産業技術総合研究所は，糸魚川―静岡構造線活断層
系などにおいて，断層セグメントの連動履歴を解明す
ることで古地震シナリオを構築し，地震規模予測及び
長期予測の高度化について検討する．また，千島海溝
から日本海溝，相模トラフ・南海トラフ，琉球海溝沿
いで，過去約 3000 年間の巨大地震・巨大津波の履歴
と規模を，津波堆積物調査や過去の地殻変動の調査
などで明らかにし，地震シナリオ構築を目指す．

〇大学及び産業技術総合研究所は，カルデラ噴火につい
て，支笏，姶良，摩周，十和田及び鬼界カルデラなど
を対象に，先行する噴火活動の規模・様式，引き続く
カルデラ噴火の推移を，野外調査及びトレンチ・ボー
リングのデータを基に調べる．また，カルデラ噴火に
至るマグマ蓄積や噴火の周期性を，噴出物の物質科学
的分析を時間軸に着目して行い，大規模噴火の発生過
程を調べる．

〇大学は，山体崩壊現象について，磐梯山や雲仙岳を対
象に，史料の解読及び地質調査を基に先行現象と崩
壊過程を調べる．さらに，北日本の日本海東縁の火山
体を対象として，大地震により誘発された可能性のあ
る火山体崩壊現象の規模と頻度を地質学的手法により
予察的に検討する．

〇大学は，昭和南海地震の観測記録と文献との比較によ
りその実体を詳細に解明し，その成果から過去に繰り
返し発生した南海トラフでの巨大地震の具体像を類推
し，繰り返し特性を解明する．

〇大学は，桜島大正噴火や磐梯山明治噴火などの顕著な
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国内の噴火について，当時の地震記録と文献の調査を
行う．また，桜島地震の規模・震源・発震機構を当時
の地震記録から推定する．

イ．プレート境界巨大地震
〇大学，気象庁及び海上保安庁は，東北地方太平洋沖

地震震源域や日本海溝及び南海トラフ沿いの海溝で，
海底での地震及び地殻変動の観測を実施し，地震活
動，余効変動，固着回復過程などの詳細を調べ，構造
との関係を明らかにする．海洋研究開発機構は，東北
地方太平洋沖地震の巨大な滑り現象の理解のため，地
震時の海底地形及び海底下の変動を推定する．また，
日本海溝周辺の海域で，海溝軸までの大滑りを伴った
大地震の時空間分布を調べるとともに，高分解能地下
構造調査と地質学的調査（採泥）を実施する．大学は，
これらの結果を用いて，プレート境界での状態を模し
た環境下で摩擦実験を行い，多様な滑り現象が起こ
る条件を明らかにする．摩擦構成則の定式化に基づく
数値シミュレーションを行い，日本海溝に沈み込むプ
レート境界で起こる滑り現象の多様性の統一的な説明
を試みる．

〇大学は，日本海溝や南海トラフなどを対象に詳細な海
底地形データを取得し，これを利用して，過去の地震
の震源域を推定する．また，プレート境界の巨大地震
の詳細な破壊過程を分析・比較することにより，その
発生様式を解明する．以上の成果を利用して，南海ト
ラフで今後発生すると予想される巨大地震も念頭に入
れ，巨大地震の震源断層モデルを推定する．

（3）地震・火山噴火の発生場の解明
大地震が発生するプレート境界やプレート内，活断層

や火山の分布する内陸は，それぞれ地学的性質に違いが
あるので，プレート境界，海洋プレート内部，内陸の三
つに分類し，それぞれの場の特徴について研究を進める．
プレート境界において，地震性滑りや非地震性滑りが生
じる場を，構造調査や岩石実験，数値シミュレーション
から調べ，地震発生に影響を及ぼすプレート境界の摩擦
特性や応力の不均一性を調べる．アウターライズ地震や
スラブ内地震が発生する海洋プレート内部の構造や応力
場，温度場，水分布を，観測や室内実験などにより明ら
かにする．内陸地殻の非弾性変形，流体の存在，複数の
断層の相互作用などに着目し，観測や岩石実験により内
陸断層への応力集中機構を調べる．また，火山体やマグ
マ供給系の物理的構造を観測などにより調べる．火山近
傍から広域までの応力の時空間変化と，火山活動や地震
活動，及び両者の相互作用を調べる．

ア．プレート境界地震
〇大学，気象庁，防災科学技術研究所及び海洋研究開

発機構は，千島海溝や南海トラフから琉球海溝の国内
の沈み込み域，ニュージーランドなどの海外の沈み込
み帯において，プレート境界面の形状とプレート境界
周辺の地下構造，並びに微小地震・低周波微動・ゆっ
くり滑りの発生域の分布とその周辺の構造を明らかに
する．また，南海トラフなどにおける海底下深部掘削
により地震発生帯の構成物質の試料を採取し，その分
析に基づき摩擦特性を明らかにする．さらに，その際
に作られた掘削孔に長期孔内観測システムを設置し，
高精度で地殻変動を観測する．また，ゆっくり滑りの
発生に伴う地震学的構造の変化，重力・電磁力場に現
れる間隙流体圧の変化の検出を試み，ゆっくり滑りの
発生機構の理解を深める．

〇海上保安庁は，和歌山県下里の観測所において人工
衛星レーザー測距（SLR）観測を実施し，広域のプレー
ト相対運動決定に資するデータを取得する．

〇防災科学技術研究所は，プレート境界型地震の震源モ
デルの精度向上のため，短周期地震波や津波の生成
伝播過程の解明を進める．

イ．海洋プレート内部の地震
〇大学及び海洋研究開発機構は，日本海溝の海側斜面

における地震・地殻変動観測と構造探査を実施し，東
北地方太平洋沖地震の影響で進行している太平洋プ
レート内の変形とそれに伴う応力変化を明らかにす
る．プレート内地震発生領域の地下構造を広域に推定
する．また，沈み込んだ海洋プレート（スラブ）内部
で発生する地震を詳細に解析し，スラブ内地震の震源
分布と不均質構造の空間分解能向上を図る．さらに，
大学は，比抵抗構造モデルの高度化や地殻熱流量の
収集を進め，沈み込み帯下の温度構造・水分布モデ
ルを構築する．室内実験により，スラブ中に存在する
含水鉱物の脱水に伴う脆性変形過程を明らかにし，含
水鉱物の脱水とマントル融解を考慮したスラブ内地震
の発生過程を，数値シミュレーションと観測データの
比較から明らかにする．

〇大学は，南関東（首都圏）下に沈み込んでいるフィリ
ピン海プレートと太平洋プレート内部で発生する地震
の発生機構を，観測，室内実験，数値シミュレーショ
ンを総合して解明する．

ウ．内陸地震と火山噴火
〇大学は，多項目の高密度観測により，東北地方太平洋

沖地震後のひずみ速度場の変動を観測・解析し，地震
学的構造・比抵抗構造及び実験・物質科学的知見に
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基づくシミュレーションと比較することにより，東北
日本弧のレオロジー構造を定量的に明らかにする．ま
た，精密な震源分布や発震機構解などを基にして，誘
発地震域で見られる地震活動の移動現象と地殻流体
との関係を明らかにする．

〇大学は，西南日本のひずみ集中帯などにおいて，高密
度地震観測と電磁気観測などの実施と既存データの
再解析により，断層の深部延長や断層両端部における
不均質構造と，横ずれ断層への応力集中機構を説明
できる物理モデルを構築する．また，断層強度の時間
変化や，沈み込むフィリピン海プレートと島弧地殻・
上部マントルの相互作用を調べる．

〇大学は，九州，本州，北海道域の活動的火山とその周
辺地域において，高密度な地震，地殻変動，電磁気，
重力などの観測を実施し，火山噴火発生場における地
震学的構造，比抵抗構造，変形場，応力場，温度構
造を推定する．これらと室内実験や野外調査などの結
果と合わせることにより，地殻深部から火山体浅部に
おける流体分布など，マグマ供給系を明らかにする．
また，火山周辺域で発生する低周波地震の発生機構
や火山構造性地震活動と応力の時空間発展の関係を
明らかにし，火山活動が，周辺断層の応力場に与える
影響を評価し，地震と火山噴火の相互作用に関する研
究を進める．

〇大学は，列島規模及び特定地域を対象に，地質・地球
物理・地球化学的手法により，地殻・マントルにおけ
る水やマグマ分布，応力場，流動変形場，温度構造
を推定し，地殻流体やマグマ生成，地震・火山噴火発
生場を理解する．また，断層破砕帯を通過した深部流
体を含む温泉水などの溶存成分をモニタリングし，そ
の時間変化と断層の応力状態との比較から，内陸地震
の載荷機構を調べる．

〇国土地理院は，ひずみ集中帯などにおいて，GNSS・
SAR 干渉解析・水準測量による高密度地殻変動観測
を実施し，非地震時及び東北地方太平洋沖地震発生
後の余効変動発生下における地殻変動を明らかにす
る．東北地方太平洋沖地震の粘弾性緩和に伴う地殻
変動の数値シミュレーションを実施する．過去に発生
したマグニチュード 6 ～ 7 クラスの地震について，断
層モデルの推定と余効変動の解析を行う．

（4）地震現象のモデル化
これまでの研究で得られた日本列島周辺のプレート境

界面の形状や地震波速度構造，地震発生層の下限など
の構造情報を整理し，それらを評価して，多くの研究者
が利用できる標準的な構造共通モデルを構築する．また，
構造についての情報が不足している領域での観測や，現

時点で未推定の粘弾性などの物理パラメータを得るため
の観測を実施し，共通モデルを補う．さらに，摩擦構成
則や複雑な破壊現象を取り入れたより現実に近い断層物
理モデルを構築する．これらの構造共通モデルと断層物
理モデルを利用して，地震発生機構の定量的な理解を進
め，地震やプレート境界での滑り過程を再現するシミュ
レーションに応用する．

ア．構造共通モデルの構築
〇大学及び海洋研究開発機構は，日本列島全体及びそ

の周辺域を対象領域とする構造共通モデルの構築を
進める．東北地方太平洋沖地震後の地殻変動・地震
活動などを支配するひずみ・応力状態の定量的な評価
に必要な構造要素を考慮しつつ，沈み込むプレート境
界，リソスフェア・アセノスフェア境界，モホ面，地
震発生層の下限，震源断層の形状，日本列島下のマン
トル及び地殻の岩石・レオロジーモデルを構築する．

イ．断層滑りと破壊の物理モデルの構築
〇大学は，プレート境界，活断層，その他の地震発生域

における地球物理及び地球化学観測や野外観察，室
内実験や数値シミュレーションなどを通じて，断層帯
の微細構造や間隙流体の存在が断層強度や破壊過程
に及ぼす物理・化学的影響を明らかにする．その上で，
断層周辺の不均質構造と地震断層破壊との力学的相
互作用や，断層帯の間隙流体と摩擦滑りとの非線形相
互作用を取り入れた定量的な地震発生モデルを構築
する．また，大学及び防災科学技術研究所は，各種
実験に基づく摩擦構成則の改良や複数の素過程の相
互作用を考慮した断層滑りモデルを構築し，地震発生
モデルの高度化を進める．また，地震発生場における
物理量分布の統計的性質と地震活動の特徴を比較し，
大地震発生に至る過程における地震活動変化の特徴
を明らかにする．さらに，粘弾性媒質中でのプレート
境界地震と内陸地震を連成させた地震サイクルシミュ
レーションを行い，プレート境界地震と内陸地震との
力学的相互作用について理解する．

（5）火山現象のモデル化
大規模な災害を引き起こす可能性があるマグマ噴火

や，噴火規模は小さいものの発生の予測が困難で災害を
引き起こす可能性が高い水蒸気爆発や火山ガスの噴出を
予測するため，火口近傍や火山周辺における多項目の観
測や火山噴出物の解析から，先行現象とそれに続く噴火
現象を把握し，それら諸現象のモデル化を行う．その際，
火山の性質や噴火様式の共通性や相違に着目し，主にマ
グマ噴火を主体とする火山，及び水蒸気爆発の発生しや
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すい熱水系が発達した火山に分けて，比較検討する．マ
グマの挙動についての理論的及び実験的研究の成果を
取り入れて，両タイプの火山のモデル化を図る．

ア．マグマ噴火を主体とする火山
〇大学は，マグマ噴火を主体とする活動的火山である有

珠山，浅間山，伊豆大島，桜島などを対象にして，火
山性地震，地盤変動などの火山現象，火山体の地震
波速度や比抵抗の構造とその時間変化，火山灰・火山
ガスなどの成分変化を総合的に理解し，火山現象の定
量化を行う．噴火に先行するマグマの蓄積・上昇過程
と初期噴火発生後のマグマの移動と発泡・破砕などの
過程の多様性を理解し，そのモデル化を行う．また，
他の火山も含めて，海外の火山との比較研究を定量的
な解析結果を中心に進め，マグマ活動に見られる共通
性を抽出し，室内実験や数値計算の結果との比較から，
より一般的化された噴火過程のモデル構築を目指す．

〇産業技術総合研究所は，桜島，伊豆大島，浅間山など
において，火山ガスや固形噴出物の分析・解析，電磁
気観測に基づいてマグマ活動機構の解明とモデル化
を行う．

〇気象庁及び国土地理院は，火山活動に伴う地殻変動源
のモデル化及び即時推定と変動予測の研究を行う．

〇海上保安庁は，南方諸島及び南西諸島の海域火山に
おいて，航空機を使用した目視観測，熱画像撮影や磁
気測量などの定期巡回監視を実施し，火山内部の磁気
的・熱的構造の異常や時間変化を求める．また，測量
船を使用して海底地形調査，地殻構造探査や噴出物
採取などの多項目にわたる観測を実施する．また，伊
豆諸島海域において GNSS 連続観測を実施し，火山
活動に伴う地殻変動を検出する．

イ．熱水系の卓越する火山
〇大学は，熱水系の卓越する十勝岳，吾妻山，草津白根山，

阿蘇山，口永良部島，焼岳などの火山を対象に，火口
近傍を含む火山体周辺において地震観測，地殻変動
観測や地球電磁気観測，物質科学的分析を行う．こ
れらにより，火山熱水系の構造についての物理的・化
学的特性や時空間変化を明らかにするとともに，火口
浅部のマグマや火山性流体に関わる異常現象の検知
事例を増やし，その機構の定量的な理解を深める．ま
た，水蒸気爆発の履歴やマグマ噴火への移行について，
物質科学的・地質学的手法による再検討を行い，熱水
系が卓越する火山の中長期的活動を把握する．

〇大学は，海域火山の火山性流体の化学組成の特徴を
明らかにし，海域火山の活動を評価する新たな手法の
開発を目指す．

〇気象庁は，雌阿寒岳，草津白根山などにおいて，全磁
力の連続観測及び繰り返し測量を実施し，火山活動の
消長に応じた空間的・時間的な磁場変動とその原因を
客観的に評価する手法の開発を進める．

〇産業技術総合研究所は，電磁気・熱及び地球化学観
測に基づき熱水系の実態を明らかにするとともに，シ
ミュレーション手法を活用して熱水系の時間変動を定
量的に解析する．

２．地震・火山噴火の予測のための研究
地震や火山噴火現象の科学的理解に基づき，地震発

生や火山噴火，及び地震活動や火山活動の予測研究を
行う．地震発生予測では，近年プレート境界の固着状況
が明らかになり，観測と数値シミュレーションとの対比
が可能になりつつあるプレート境界地震の長期評価に研
究の重点を置く．中・短期的な予測を目指すため，観測
データと数値シミュレーションの比較や統計学的な地震
活動評価手法を開発する．また，地震に先行して発生し
た現象のうち，十分な精度を持つ観測から得られたもの
を統計的に評価し，その物理・化学過程の理解を進める．
火山噴火予測では，幾つかの活動的な火山において，噴
火履歴に基づいて，噴火事象系統樹を作成する．さらに，
噴火規模・その推移の予測を目指して，観測や理論研究
に基づき噴火事象の分岐過程と観測データの関係を明ら
かにし，事象分岐論理の構築を進めて，火山噴火の規模，
推移，様式の予測を目指す．

（1）地震発生長期評価手法の高度化
史料，考古データ，地質データ等と近年の観測データ

とを統合して得られる地震発生の繰り返し特性の多様性
を加味し，地震発生長期評価の高度化のための研究を
行う．プレート境界で発生する大地震については，観測
データから推定されるプレート固着状態を考慮した数値
シミュレーション等により，新たな地震発生の長期評価
手法の開発を行う．
〇大学及び海洋研究開発機構は，超巨大地震や連動型

地震などを含めた地震発生サイクルの数値モデリング
を行い，地震再来間隔と規模に多様性が生じる発震機
構を明らかにするとともに，南海トラフや日本海溝，
千島海溝などにおける大地震の発生パターンとの比較
を行う．さらに，実際の地震発生履歴に類似した発生
のパターンを再現できる複数のシナリオを用意して，
地殻変動や津波などの観測データとの比較等により，
モデルと観測との整合性を評価する．

〇大学は，航空レーザー測量による数値標高モデルを利
用して，活断層とずれ量のマッピングを実施する．変
動地形に基づき活断層で発生する大地震のモデルを
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構築する手法を開発し，活断層の活動特性を推定する．

（2）モニタリングによる地震活動予測
物理モデルに基づく数値シミュレーションと地震活動

や測地データ等の観測データを比較することにより，プ
レート境界滑りの時空間発展機構の包括的理解を目指
す．さらに，プレート境界滑りを予測する手法を開発す
る．また，地殻ひずみ・応力の変動を，断層滑りや広域
応力場を基に推定し，地震・火山現象に及ぼす影響を評
価する．統計的モデルを用いて，地震活動の予測実験を
行うとともに，その予測性能を評価する．

ア．プレート境界滑りの時空間発展
〇大学及び国土地理院は，海陸の地殻変動観測データか

ら，マイクロプレート運動や背弧拡大の効果を考慮に
入れて，プレート運動とプレート境界における固着状
態の推定を行う．大学及び防災科学技術研究所は，日
本列島及び世界で発生する小～中規模相似地震カタ
ログを作成し，その活動度からプレート境界における
固着状態の時空間変化を高精度にモニタリングする手
法を開発する．海洋研究開発機構は，長期坑内計測を
含む海底ケーブルネットワークを中心としたリアルタ
イム・モニタリングシステムを構築・運用し，海底で
のプレート境界の固着状態の時空間変化の即時的な検
出に努める．海上保安庁は，海底地殻変動等の観測を
強化し，プレート境界の固着状態の把握に努める．

〇大学，気象庁及び産業技術総合研究所は，日本各地
で発生する各種ゆっくり滑りとそれに誘発される群発
地震，低周波地震，低周波微動の活動を観測し，これ
らの時空間発展を明らかにし，ゆっくり滑りを含む多
様な滑り現象との相互作用の理解を進める．大学，気
象庁，防災科学技術研究所，産業技術総合研究所及
び海洋研究開発機構は，これら滑り現象のモニタリン
グと数値シミュレーションに基づくプレート境界滑り
のモデル構築や地震発生予測を試みる．また，大学は，
過去のデータの再解析を行い，ゆっくり滑りの発生履
歴を長期にわたって調査し，ゆっくり滑りと大地震の
発生サイクルとの関係を明らかにする．

〇大学及び海洋研究開発機構は，数値シミュレーション
と地殻活動データとの比較により，現在のプレート運
動を説明できる摩擦パラメータ等を推定するデータ同
化手法を開発する．さらに，大地震発生前後に観測さ
れる地殻変動場を，このデータ同化手法に準即時的に
適用する技術の開発を進める．ゆっくり滑りや東北地
方太平洋沖地震前後の地殻活動を対象として，データ
同化手法の検証実験を行う．また，東北地方太平洋沖
地震後の地殻活動や南海トラフのプレート境界滑りを

対象として，予測の試行を行う．
〇気象庁，防災科学技術研究所及び海洋研究開発機構

は，海陸の地震観測網等から得られるデータなどを逐
次的に解析することによりプレート境界滑りの異常を
検知する技術や，将来発生する海溝型巨大地震の切
迫度を評価する手法の開発を進める．産業技術総合研
究所は，過去の南海地震前の地下水変化のメカニズム
解明の研究を進める．

イ．地殻ひずみ・応力の変動
〇大学は，高密度な観測によるデータを利用して，内

陸で発生する地震の高精度な震源位置，発震機構解，
相似地震のカタログを作成し，地震活動と応力場など
の関係を明らかにする．また，複雑な断層構造と地震
活動の関係を調べる．大学及び産業技術総合研究所
は，微小地震や深部低周波微動の解析から応力の時
空間変動を推定する手法を開発する．

〇大学は，鉱山等において，震源ごく近傍での絶対応力・
ひずみ変化を測定し，応力と地震活動の関係を調べる．

ウ．地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験
〇大学は，統計モデルや物理モデルに基づいて現在と

過去の地震活動を評価し，将来の地震活動を予測し，
観測データに基いて予測の妥当性を評価・検証する
定量的予測・検証実験を継続する．同時に，大地震
や巨大地震の確率的予測の検証方法を検討する．な
お，日本全体の地震活動予測とともに，首都圏を含
む関東地域などの限定された地域での地震活動の予
測・検証実験も行う．先行現象に基づく予測の検証
実験にも取り組む．

〇地球規模の広域な地震活動や，世界の様々な地域の地
震活動の予測・検証実験を行うために，国際的な地震
活動予測可能性共同実験（Collaboratoryforthe Study 
of EarthquakePredictability：CSEP）に継続して参加
する．世界標準の地震発生予測モデルや検証方法の
改善，実験方法の改良にも貢献する．

〇大学は，断層の空間分布や地震活動履歴，余震活動
などを考慮して，地震サイクルの中の地震活動の特
徴の変化を明らかにする．また，世界の多様な地震
活動を再解析して，各地域の地震発生場の階層構造
の特徴付けを行う．これらの特徴を，既存の確率論
的地震活動モデルに取り入れる方法を開発して予測
を試行する．

（3）先行現象に基づく地震活動予測
これまで報告されている地震に先行して発生したとさ

れる現象について，地震発生との関係の有意性を統計的
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に評価する．また，先行現象と地震発生を結び付ける物
理・化学過程を明らかにし，先行現象と地震発生の関連
を科学的に検証することを目指す．
〇大学は，地震活動や電磁気現象などの大地震に先行

すると報告されている種々の現象について，現象と地
震発生の相関を客観的に評価する．また，それぞれの
現象の予測能力を定量的に評価する手法を開発する．

〇大学は，中・短期的な地震活動変化の客観的検出に基
づいた大地震発生の予測モデルを開発し，その統計的
評価を行う．また，最近世界各地で発見され始めた極
微小な地震からなる前震活動の検出例を増やし，その
特徴を調査する．岩石実験における試料の破壊や不安
定滑りに先行する微小破壊についても，新たな計測方
法による実験のデータを用いて再検討し，大地震の前
震活動との対応も考慮して，その特徴を明らかにする．

〇大学は，全国の放射線管理施設の協力の下，大気中
ラドン濃度のデータを広範囲に収集・分析し，地震・
火山噴火・ゆっくり滑り・地殻ひずみなどの活動と比
較する．また，地震に伴う電磁気現象の観測を ULF，
VLF，VHF 帯にわたり総合的に行い，さらに，衛星デー
タも利用して，電磁気現象と地震発生との関係につい
て統計的に検証するとともに，その発生メカニズムの
追及のため地圏，大気圏，電離圏結合に関する観測研
究を行う．地下水に現われる地震の先行現象の発生機
構をモデル化し，観測によって検証する．

（4）事象系統樹の高度化による火山噴火予測
これまで作成してきた幾つかの火山の噴火事象系統樹

に，最新の噴火履歴の情報や，マグマ供給系の進化に関
する知見を加え，噴火事象系統樹の高度化を行う．現在
の火山学的知見及び本研究計画から得られる成果に基
づいて，火山噴出物の特性や観測データと，噴火事象の
分岐の関係からその機構を明らかにし，噴火予測に結び
付く事象分岐論理を構築する．
〇大学及び産業技術総合研究所は，噴火履歴・推移，

マグマ供給系の時間変遷，及び地球物理・地球化学
観測研究の成果に加え，実験等で得られた物理モデ
ルを導入することにより，これまでに作成されてきた
噴火事象系統樹の高度化を目指す．また，浅間山，十
勝岳及び阿蘇山の噴火事象系統樹を作成する．さらに，
富士山や低頻度大規模噴火について噴火事象系統樹
を試作し，データの整理と作成上の問題点を洗い出す．

〇大学は，火山噴火の発生や規模，様式，推移の予測や
中長期的な火山活動の変化の予測を目指し，地震・地
殻変動・電磁気現象などの地球物理学観測，火山ガ
スや火山噴出物の物質科学的解析，理論・実験研究
の成果などから，噴火事象及び火山活動の事象分岐論

理を構築する．その際，海外の火山の例も参考にする．
〇防災科学技術研究所は，火山の噴火様式や推移予測，

火山活動分岐判断のため，基盤的火山観測網による
データの解析，噴火予測システムの開発，数値シミュ
レーション技術の開発，及び国際火山データベース
WOVOdat の運用により，火山活動分岐判断に資する
研究を実施する．

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究
地震・火山噴火という自然現象が引き起こす地震動，

津波，火山灰や溶岩の噴出などの「災害誘因」が，自然・
社会の「災害素因」に働きかけ，その作用・影響が顕在
化して災害が発生するという視点から，地震・火山噴火
による災害誘因の自然素因への作用，社会素因への影響，
社会的影響の波及効果を総合的に研究する．このため，
理学，工学，人文学，社会科学などの専門知を有機的に
つなげた複合学術領域として研究を推進し，成果を効果
的に社会還元する．地震・火山噴火の災害事例の研究や，
地震・火山噴火の災害発生機構の解明を進めるとともに，
地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法や即時予測
手法についても研究を進める．また，災害軽減のための
情報発信について研究を実施することにより，防災・減
災に貢献する．特に，災害情報の高度化のためには，関
連する多くの研究分野の研究者や行政機関と連携し，地
震・火山現象や災害の基礎情報の啓発や予測情報の利
用方法に関する研究も行う．

（1）地震・火山噴火の災害事例の研究
強震動，津波，火山灰や溶岩の噴出などの災害誘因

が，地形・地盤など災害の自然素因のみでなく，災害
への曝露人口，建造物の脆弱性，社会の回復力などの
社会素因とどう結び付いて災害を出現させたかを，近
代的な観測や調査データ，近代観測開始以前の史料に
残る地震・津波・噴火の記載に基づき長期的視野をもっ
て明らかにする．近代的な観測・調査データや史料よ
り，地震・火山災害の特性や地域性を明らかにし，デー
タベース化を図るとともに，地震・火山噴火による災
害と社会環境の関係を明らかにする．さらに，国内外
の事例研究により社会の地域的特性と地震・火山災害
との関係を明らかにする．
〇大学は，近代的な観測や調査データ，近代観測開始以

前の史料データベースなどの解析から，歴史時代の地
震・津波・火山噴火における対応や教訓などを多角的
に分析するとともに，自然災害史の立場から今後の防
災・減災施策に有用な知見を得る．また，地域特性を
持つ過去の災害事例について，その災害誘因を明らか
にする．
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〇我が国だけでなく，海外の災害の事例を収集して，異
なる社会的環境での地震・火山噴火がもたらす災害誘
因の影響を解明する．

（2）地震・火山噴火の災害発生機構の解明
地震・火山噴火がもたらす災害誘因が災害素因に与え

る作用力だけでなく，自然環境や社会が受ける損傷，破
壊などの影響，災害による経済機能の低下，被害拡大，
社会混乱などの社会・経済的影響の波及効果を検証し，
災害発生機構を解明する．それらの誘因と素因の関係に
おいて，二次災害の抑止，被害の軽減化，社会混乱の防
止などの防災・減災に資するための誘因研究の新たなモ
デルを構築する．特に，社会的影響の大きな首都圏など
大都市圏で想定される地震災害については，災害発生機
構を重点的に解明する．
〇大学は，強震動が増幅され，人口密度が高い場合が多

い堆積平野・堆積盆地などを対象にして，地震災害の
素因と誘因の関係や災害発生機構を多面的に分析し，
災害を制御する要件を明らかにする．特に，首都圏や
阪神圏などの大震災の可能性に関する研究を進める．

〇大学は，誘因の原因となった地震や火山噴火と被害の
地理的分布との関係を調べ，脆弱性概念と結び付けて
災害要因（素因と誘因）を分析する．高知県，三重県，
静岡県等，南海トラフの巨大地震被害が想定される地
域を対象に住民の意識調査などを行い，地域の課題
解決の筋道を見出す．

（3）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化
断層破壊過程の推定や伝播過程の計算手法改良など

により，地震動と津波の事前評価手法の高度化を行う．
火山噴火や山体崩壊による津波についても検討する．ま
た，甚大な被害を及ぼす強震動や火山噴火が引き起こす
地滑り現象の発生ポテンシャル評価と事前評価手法の高
度化を行う．
〇大学及び産業技術総合研究所は，過去のプレート境界

型地震や内陸地震などによる強震動や長周期地震動・
津波災害の発生要因の検証に基づいて，震源断層モ
デルや堆積盆地などの地下構造モデルの高度化を進
めるとともに，それらに立脚した広帯域強震動・津波
評価手法を研究する．

〇大学は，地震動や火山噴火に伴って発生する地滑り現
象について，地形・地質的要因の調査・分析，地震動
観測，シミュレーションなどを行い，発生のポテンシャ
ル評価と事前評価手法の高度化を進める．

（4）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化
地震発生後の地震波・津波などの観測データや，それ

らから速やかに推定される震源特性を用いて，強震動と
津波の即時予測手法の高度化を行う．火山噴火の特性の
即時推定や，それらによる様々な災害の予知につながる
方法を検討する．また，火山灰の監視技術の向上と，数
値シミュレーションを用いた予測方法の高度化を図る．
〇大学，気象庁及び国土地理院は，大地震の即時的規模・

断層面推定と高精度津波即時予測のため，GNSS 観測
データ，地震観測データ，沖合地震津波観測網の津
波観測データ，津波が生成する磁場観測記録などを活
用し，海陸の地殻変動を自動検知する技術を高度化す
る．また，発震機構や断層面上の滑り量分布や余震分
布を早期に自動推定する手法を開発する．大学及び気
象庁は，即時的地震，地殻変動，津波波形情報などに
より，地震動や津波などを高速かつ高精度に予測する
手法を開発する．

〇大学は，定量的降灰予測に資する，爆発的噴火に伴う
火山灰噴出率，噴煙柱の到達高度や粒子密度の時空
間変化を，GNSS データの準即時的解析やレーダー観
測，数値シミュレーションなどにより推定する方法を
構築する．気象庁は，レーダーや衛星などを用いた噴
煙などの観測手法の高度化，移流拡散モデルによる降
灰・噴石の数値予測手法の高度化，地震・空振・地
盤変動データを用いた噴火規模の把握方法の開発を
行う．

（5）地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化
平常時における「災害啓発情報（特に，地震・火山噴

火に関わる科学的情報）」，発災直前の「災害予測情報」，
発災直後の「災害情報（特に，地震・火山噴火がもたら
す二次自然災害の可能性）」，復旧・復興期の「災害関連
情報（特に，当該災害を受けて今後の災害発生の見通し）」
など時には不確実さを伴う情報を災害軽減に有効に役立
てるための方法を検討し，災害素因の影響も考慮したリ
スク・コミュニケーションの方法論を研究する．
〇大学は，地震の長期評価，強震動ハザードマップなど

の災害情報が災害軽減に有効に活用されるための情
報コミュニケーション手法について研究する．

〇大学は，桜島火山等をモデルケースとして，火山噴火
事象系統樹及び火山活動の分岐論理を避難計画の立
案・実施などの地域防災対策などに反映させる方策に
ついて研究する．

〇大学は，地理空間情報を活用し，土地利用や人口，避
難施設などの地域情報や住民の避難行動，災害関係
の情報流通などを分析し，地域開発と災害に対する社
会脆弱性との関係を明らかにする．

〇気象庁は，最新の研究成果，技術の進展や社会要請
等を踏まえて実施する津波警報，緊急地震速報，長周
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期地震動に関する情報，噴火警報，降灰予報などの防
災情報の改善のための検討で得られた知見や成果を
共有する．これにより，研究の推進に資する．

４．研究を推進するための体制の整備
観測研究の成果を国民の防災・減災に効果的に役立

てられるように，行政機関等の関連機関との連携の下に，
適切な計画推進体制を整備し，計画を推進する．地震火
山現象の理解とその予測研究に必要な，基盤となる観測
網の維持・拡充を進め，データを継続的に取得するとと
もに，膨大なデータを効率的に運用できる体制を検討す
る．発生すると甚大な被害をもたらす低頻度で大規模な
地震・火山現象を十分に理解して災害の軽減を図るには，
防災研究に関連する工学，人文・社会科学の研究分野と
の連携が不可欠であることから，総合的かつ学際的研究
を進める体制を構築する．また，長い時間間隔で発生す
る地震・火山噴火を対象とした研究の継続的な推進や研
究成果の適切な利活用のために，長期的視点に立ち人材
を育成する．さらに，観測事例を増やすために国際的な
共同研究を推進するとともに，国際交流を進め，各国の
防災研究を学ぶことにも努める．

（1）推進体制の整備
社会の中の科学としての観点から，地震・火山防災行

政，自然災害研究の中で本計画がどのように貢献するべ
きかを十分に踏まえた上で計画を推進する体制を整備す
る．計画の推進のためには，進捗状況の把握，計画の達
成度の評価，計画実施に関する問題点と今後の課題の整
理を常に行う必要がある．また，各機関の実行計画に関
する情報交換及び協力・連携方策の検討を行い，成果が
効果的に利活用される仕組みを構築することも重要であ
る．以上の点を考慮し，計画を推進する体制を強化する．
〇地震・火山防災行政，防災研究全体の中で本計画が

どのように貢献すべきかを十分に踏まえた上で実施計
画を立案する．特に，地震本部の策定する「新たな地
震調査研究の推進について」との整合性にも留意する．

〇地震火山部会は，学術的な研究の動向にも配慮しつつ，
各年次の計画立案，進捗の把握，取りまとめを行い，
毎年の研究成果を取りまとめて公表するとともに，3
年次に計画全体の自己点検を行い，外部評価等を行う．
また，計画進捗，成果について地震本部と情報交換し，

「新たな地震調査研究の推進について」との整合性を
確認する．なお，各年次の計画の立案にあっては，本
計画の実施項目をそれぞれ独立して推進するのではな
く，項目間の連携を強化し，総体的に計画を推進する
ように留意する．

〇本計画は，地震学と火山学を中核とし，防災学に関連

する工学や人文・社会科学の研究者が参加する総合
的な学際研究として推進することから，学術的な災害
研究関連組織との連携が不可欠であり，推進体制を一
層強化する必要がある．そのためには，研究推進体制
の抜本的改革を目指した制度設計を，大学の地震・火
山噴火予知研究協議会を中核として行う．

〇「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である
東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災
学の共同利用・共同研究拠点」である京都大学防災
研究所とは，地震発生・火山噴火が災害誘因となる事
象に関して共同研究を推進し，複合学術領域としての
地震・火山噴火に関する災害科学の発展のために，拠
点間連携を図る．

〇地震予知連絡会は，地震活動・地殻変動などに関する
モニタリング結果や地震の予知・予測のための研究成
果などに関する情報交換を行うことにより，モニタリ
ング手法の高度化に資する役割を担う．

〇火山噴火予知連絡会は，火山活動の総合評価や，噴
火警報・火山情報の質の向上に向けた技術的検討を
通じて火山防災に資するとともに，研究成果・観測結
果の情報交換，火山観測データの流通・共有の促進，
活発化した火山における臨時観測に関する総合的な調
整，研究成果の社会への発信などを通じて，火山噴火
予知研究の推進に寄与する．

（2）研究基盤の開発・整備
日本全国に展開される地震観測網や地殻変動観測網

などの観測基盤を維持するとともに，近年新たな研究成
果が得られている海域や火口近傍などにおける観測体制
を強化する．観測データ等の基礎的資料，構造モデルや
ソフトウエアを含む研究成果，観測データの自動解析結
果をデータベース化し，これらを共有することにより効
率的に研究を進める．これらの観測網による大量の地震・
火山観測データを効率的に流通させるためのシステムを
構築する．また，関連機関が連携して効率的に臨時観測
等を行う体制を整える．海域や火口近傍などの観測困難
域において使用可能な観測機器開発を行うとともに，宇
宙技術による地殻活動や地下状態のモニタリング技術の
高度化を図る．

ア．観測基盤の整備
〇防災科学技術研究所は，基盤的地震観測網について

安定的な運用を継続するとともに，日本海溝海底地震
津波観測網の整備・運用を行い，良質な観測データの
取得・流通を図る．また，重点的に観測を強化すべき
火山について観測施設の整備・運用を行う．これによ
り得られる観測データについては，全国の大学が運用
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する観測網のデータとの共有化を進める．
〇大学は，全国の陸域，海域及び火山周辺に設置された

地震・地殻変動などの各種観測網から得られるデータ
を即時的に流通させるシステムを運用するとともに，
大容量かつ多項目の観測データを確実に，かつ効率的
に流通させるための通信方式等の開発を行う．

〇気象庁は，津波警報や地震情報等を適切に発表する
ため全国に展開している地震計及び震度計，東海地域
を中心に展開しているひずみ計などの観測を継続する
とともに，文部科学省と協力して，大学，防災科学技
術研究所など関係機関の地震観測データを合わせて
一元的に処理し，その結果を大学，関係機関に提供す
ることにより，研究の推進に資する．

〇国土地理院は，GNSS 連続観測（GEONET）による
地殻変動連続観測を継続的に実施し，南海トラフ巨大
地震の想定震源域において地殻変動連続観測，絶対
重力観測，及び水準測量を行う．また，局所的な地殻
変動を詳しく捉えるために水準測量，GNSS 測量，重
力測量，自動測距・測角装置などによる観測を行う．
全国を網羅する密度での地磁気の連続観測と富士山
中腹における全磁力の連続観測を行う．陸域観測技術
衛星 2 号（ALOS-2）等を利用した SAR 干渉解析を定
期的に実施し，地震・火山活動などに関連する地殻変
動情報を整備・更新する．

〇気象庁，国土地理院及び海上保安庁は，潮位連続観
測を継続し，地殻変動に伴う地盤の上下動を連続的に
検知するとともに，津波の発生状況を把握・公表する．
また，国土交通省の関係機関が所有する潮位データを
集約して即時的に共有し，国土交通省防災情報提供セ
ンター等において引き続き公表する．

〇国土地理院は，航空機 SAR により全国の活動的な火
山の火口等の地形測量を実施し，活発な噴火の際に
は地形変化を明らかにする．また，地殻活動が活発化
した地域等において GNSS 火山変動リモート観測装
置による連続観測及び重力観測を行う．また，超長基
線電波干渉法（VLBI）測量を実施し，国際地球基準
座標系（ITRF）に基づいた位置基準を維持管理して，
各観測局の位置情報の算出と日本列島の位置基準の
高精度化を行う．

〇気象庁は，噴火警報等の情報の発表のため，火山噴
火予知連絡会において選定された，火山防災のため
に監視・観測体制の充実などの必要な 47 火山につい
て，監視観測を継続するとともに，それ以外の火山も
含め，火山活動に変化が生じた場合などに，必要に応
じて火山機動観測を実施し，関係機関の協力も得なが
ら監視体制の強化を行うことにより，研究の推進に資
する．さらに，地殻の活動や火山活動を的確に検出す

るため地磁気の基準観測と，日本全域の全磁力分布の
解析に資するための全磁力精密観測を継続する．

〇海上保安庁は，東北地方太平洋沖地震震源域や日本
海溝及び南海トラフ沿いの海溝で，海底地殻変動観
測を実施するとともに，プレート境界域等において
海底変動地形等の調査を実施する．また，伊豆諸島
海域において GNSS 連続観測を実施するとともに，
DGPS 局のデータを利用して地殻変動を検出する．
さらに，海域火山において航空機や無人測量船等な
どによる機動的観測や人工衛星によるリモートセン
シング技術を活用した観測を実施し，船舶の安全航
行確保のため，必要に応じて迅速に航行警報等によ
る情報提供を行う．

〇産業技術総合研究所は，南海トラフの巨大地震発生予
測のため，東海～紀伊半島～四国周辺で地下水等総
合観測網を整備・運用する．また，気象庁にリアルタ
イムで観測データを提供する．さらに，観測データの
グラフを公開して毎日更新する．

イ．地震・火山現象のデータベースとデータ流通
〇気象庁は，全国地震カタログを作成するとともに，発

震機構解析及び大地震時の震源過程解析を実施し，
それらの成果の公表を継続する．過去に遡った震源決
定を行うとともに，大学等による検測値を取り込み，
総合的な地震カタログの作成を継続する．

〇国土地理院は地殻活動総合解析システムのデータ
ベース（水準測量，GNSS 連続観測（GEONET），潮
位観測）を維持・更新するとともに，ユーザーインター
フェースの改良や機能拡張を行う．また，監視・観測
体制の充実などが必要とされた火山を対象に，火山防
災に資する基礎的な地理空間情報を整備する．さら
に，全国活断層帯情報（都市圏活断層図）を整備する．
GNSS 連続観測の観測点やデータの所在などの情報を
一元的に得ることのできる GNSS データクリアリング
ハウスを維持管理し，GNSS データの流通に寄与する．

〇大学は，ひずみ・傾斜データ全国流通システムを
GNSS データ等にも拡張し，震源・津波・火山噴火の
即時推定などに利用できる基盤データを整備する．ま
た，機動的な臨時観測で取得する多項目のデータを即
時的に流通，処理，管理するシステムを開発する．さ
らに，過去に取得した地震，地殻変動，電磁気，火山
ガスなどの観測データや，地震波速度構造モデルや解
析ソフトウエアを含む本計画の研究成果をデータベー
ス化し，計画参加者が共有できるシステムを構築する．

〇海上保安庁は，海域火山基礎情報図の作成を継続し，
海域火山データベース等の高度化を図る．

〇産業技術総合研究所は，地震・火山に関するデータベー
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スを引き続き更新・運用する．アジア・太平洋地域の
地震・火山災害情報に関するデータベースを，住民が
容易に利用できるようにするため，ワークショップの
開催等により意見を集約し，課題解決に努める．

〇気象庁は，地磁気基準観測及び全磁力精密観測の成
果を引き続きデータベース化し，迅速に公開するとと
もに，国際的なデータセンターに提供する．

ウ．観測・解析技術の開発
〇大学は，海底に設置する広帯域地震計の精度向上，海

底面の上下変動や傾斜を測定するセンサーを面的に
展開する技術の実用化に向けた開発を行う．また，巨
大地震の滑り域での観測を可能にする超深海域の測
地観測の技術の開発や海域観測網の高度化を進める．

〇大学は，光技術等を利用し，地下深部の高温下におい
て地震・地殻変動などを総合的に観測できる装置の開
発を行う．また，高密度アレイ観測や臨時観測に利用
できる小型のひずみセンサーの開発を行う．

〇大学は，噴火時に火口撮影や火山ガスの採取，各種観
測を火口近傍で安全に実施する技術開発を行う．火山
浅部の構造を高分解能で得られる宇宙線（ミューオン）
を利用した観測装置の開発を進める．また，人工衛星
を利用したリアルタイム火山観測システムの高度化を
進める．

〇大学は，地震・火山噴火発生場におけるひずみの変化，
地殻内流体の移動などによる微小な地震波速度構造
の時間変化を捉えるための探査技術の開発を進める．

〇海上保安庁及び大学は，GPS －音響測距結合方式に
よる海底地殻変動観測の一層の高度化を進め，従来よ
りも短時間で 2 ～ 3 センチメートルの観測精度が得ら
れるよう，効率的で安定した計測技術の開発を行う．

〇国土地理院は，電子基準点観測データの誤差特性を
総合的に分析する手法を開発し，GNSS 連続観測網の
地殻変動情報を高度化する．GPS 以外の測位衛星へ
の対応を進めるとともに，急速に進行する地殻変動の
時間推移を精度良く推定する技術開発を行う．

〇大学及び防災科学技術研究所は，宇宙航空研究開発
機構と連携して航空機 SAR データの高度利用による
火山活動モニタリング手法の開発を行う．

〇情報通信研究機構は，航空機搭載及び地上設置の先
進的なリモートセンシング技術の開発をとおして，地
震及び火山の被害状況把握やモニタリングの技術開
発を行う．

〇国土地理院は，GNSS データを利用して SAR 干渉画
像内に含まれる電離圏の影響による誤差を低減する手
法の開発を行う．国土地理院及び防災科学技術研究
所は，複数の SAR 画像を用いる干渉 SAR 時系列解析

の技術開発を行い，地殻変動計測の精度向上を図る．
また，これまで計測できなかった衛星進行方向の地殻
変動成分の計測技術について研究を行う．

〇海洋研究開発機構は，大学，宇宙航空研究開発機構
と連携して，海底地殻変動観測技術の開発，構築と運
用，深海型のシステムの開発を行う．

〇防災科学技術研究所は，火山ガス・温度等の把握を目
的とした航空機搭載型光学センサーの観測・解析技術
の開発を進める．また，気象災害に関する研究と連携
し，噴煙災害予測の高度化を目的とした噴煙観測技術
の開発を進める．

（3）関連研究分野との連携の強化
本計画が災害科学の一部として機能すべきであるとい

う観点から，理学だけではなく工学，人文・社会科学な
どの関連研究分野との相互理解に努め，連携を強化する．
地震や火山噴火現象の推移を理解して予測するには，近
代的な観測の行われている期間が短すぎることから，過
去の事例を調査する歴史災害研究を行うことが重要であ
り，歴史学や考古学との連携を進める．また，成果が効
果的に防災・減災に役立てられるように，防災研究分野
との連携も進める．
〇近代的な観測の実施された期間を超える長期間の地震

や火山噴火現象の推移を理解して，予測に役立てると
ともに，歴史上重要な災害の研究を行うために，歴史
学との連携を強化する．歴史学，考古学，地震学，火
山学，地質学などとの学際研究は，長期的な見通しを
もって行われる必要がある．このため，過去の地震と
火山災害の史料，考古データを収集，集積し，地形・
地質データと共に分析するために必要な歴史災害研究
を行う組織の設立や研究者養成の方策を検討し，地
震・火山災害軽減のための学際研究の推進に努める．

〇災害科学に貢献すべきであるという認識から，理学だ
けではなく工学，人文・社会科学などの関連研究分野
との連携を図り，地震・火山災害軽減の課題を解決す
るための学際研究を進める．このために，実施計画の
立案，実施，成果報告の各段階で，関係研究分野の
研究者の参画の仕組みを構築する．

〇大学は，日本史史料の研究資源化に関する研究拠点と
共同研究を始める．また，考古学との連携は新しい取
組であり，全国の考古学の研究拠点である奈良文化財
研究所と協力するなどし，考古学的な地震・火山噴火
痕跡の調査・分析の方法について既存の学術領域を
越えた議論を行い，そのデータ蓄積に着手する．
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（4）�研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人
材の育成

地震・火山噴火の発生予測の方法の構築とその検証の
ために，長期的な視点に立った人材の育成が不可欠であ
る．その際，基礎的な学術分野だけでなく，観測や地質
調査のフィールドワーク技術等の幅広い技術を習得した
人材を，世代を超えて継続的に育成する必要がある．さ
らに，地震・火山災害の軽減を効果的に進めるため，地
震・火山の専門教育を受けた人材が防災・科学技術に係
る行政・企業・教育機関に携わる必要がある．このよう
な観点から，複数の教育・防災業務機関が連携し，観測
研究を生かした教育活動を継続して，若手研究者，技術
者や，防災業務・防災対応に携わる人材を育成する．
〇数十年から数百年を超える時間スケールを持つ地震・

火山現象の理解と，地震・火山噴火の発生予測の方
法の構築とその検証を行うために，継続的な人材育成
を行う．その際，物理学，化学などの基礎的な学術分
野だけでなく，観測や地質調査などのフィールド調査，
観測機器の開発や数値計算技術などの幅広い技術が
習得できるよう留意する．

〇大学や研究機関等においては，観測研究に携わる研究
者のキャリアパスを確保するため，若手の准教授，助
教等のポストの確保や，ポストドクターの年齢制限等
採用要件の柔軟な運用，民間企業等との共同研究を
通じた就職先支援等の具体策を講じるよう努力する．
また，若手研究者の研究資金を確保するため，国にお
いて，特に若手研究者を対象とした競争的研究資金制
度等の充実を期待する．

〇地震・火山の専門教育を受けた者が防災行政に携わる
ことは，地震・火山防災を進める上で有効である．全
国の大学や関連する行政機関が連携し，計画の推進に
よる成果を若手・技術者と共有し，防災行政に携わる
人材を育成する．

〇本計画による地震や火山噴火の災害科学に関する成
果を公表する成果報告会を毎年開催して，地球科学
の専門家の研究推進や防災業務の改善に資する情報
を提供する．

（5）社会との共通理解の醸成と災害教育
国民や行政機関の担当者などに，防災・減災に関連

する地震・火山現象の科学的知見や，現在の地震・火
山の監視体制，予知や予測情報の現状を正しく認識し
てもらうため，関連機関が協力して，研究成果を社会
に分かりやすく伝えるための取組を強化する．その基
礎として学校教育や社会教育などに，地震・火山噴火
についての豊富で体系的な情報を，自然科学的知識の
みでなく，災害史や防災学など人文・社会科学分野の

知識も含めて提供する．
〇行政機関の担当者や国民に，防災・減災に関連する地

震・火山現象の科学的知見や，現在の地震・火山の
監視体制，予知や予測情報の現状を知ってもらうため，
関連機関が協力して，研究成果を社会に分かりやすく
伝えるための取組を強化する．

〇自治体の担当者や住民に公開講座や公開講義を実施
しながら，地震・火山現象の科学的知見や監視体制，
予測情報の現状を分かりやすく伝えるための活動を推
進する．また，災害対策に必要な情報を火山情報に連
動させて収集・統合させてリアルタイムで表示するシ
ステムを利用し，地方自治体や住民に火山防災対策の
重要性を伝える．

〇気象庁は，全国の気象台などで推進する地震・津波・
火山に関する防災啓発活動において，専門家，関係機
関，教育機関と連携し，防災担当者，国民，児童など
に対して，監視体制等の現状，防災情報の利活用とと
もに，地震・火山の研究成果について社会に分かりや
すく伝える．

〇地震予知連絡会は，議事公開，重点検討課題などの
検討内容の Web 配信などを通じて，モニタリングに
よる地殻活動の理解の状況，関連する観測研究の現状
を社会に伝える．また，地震活動の予測手法の現状を
報告，検討することで，地震発生の予知予測に関する
研究の現状を社会に伝える．

〇火山噴火予知連絡会は，火山噴火予知に関する科学的
知見やそれに基づく火山活動の総合評価，噴火警報・
火山情報の質の向上に向けた取組などを，社会に分か
りやすく発信し，防災・減災に資する．

（6）国際共同研究・国際協力
地球規模で発生する地震・津波，火山災害を，国際的

な防災・研究機関と連携して研究する取組を強化する．
日本だけでなく海外の他の地域の事例を研究する国際的
な共同研究を行う仕組みを整備して国際交流を進め，各
国の防災研究に学び，幅広い知見を得ることによって低
頻度の災害の研究を行う．特に，欧米や地震・火山噴火
が多発する国との共同研究やデータの交換を進め，国際
的なデータベースの構築に協力し，それを用いた研究を
推進する必要がある．さらに，開発途上国における地震・
火山災害の防止・軽減に国際貢献するための体制の維持・
整備を行う．
〇低頻度の災害の研究をするために，国際的な共同研究

によって海外の他の地域の事例を研究する．同時に，
災害の軽減という観点から，本計画の成果を海外，特
にアジア諸国の地震・津波，火山災害の軽減に役立て
てもらう取組を行う．大学及び海洋研究開発機構は，
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プレート境界浅部で発生するゆっくり滑りの発生メカ
ニズムの解明を目指して，同様の現象が観測される海
外の沈み込み帯において国際共同研究を継続的に実
施する．

〇気象庁は，国際地震センター，米国地質調査所，包括
的核実験禁止条約機構，米国大学間地震学研究連合

（IRIS）及び近隣国との地震観測データの交換などの
組織的な連携・協力を通じて，また，航空路火山灰情
報センター及び北西太平洋津波情報センターの国際
協力業務や開発途上国における地震・火山の観測や津
波警報の発表などの体制整備に必要な技術的な支援
を通じて，国際的な研究活動の進展に寄与する．

〇国土地理院は，アジア太平洋地域（キリバス，インド
ネシア，フィリピン）における GNSS 観測を継続して，
現地機関への技術移転を行うとともに，これらの地域
で発生する主な地震・火山噴火などに関連する地殻変
動の検出を SAR 干渉解析により行う．

〇海上保安庁は，国際レーザー測距事業（ILRS）に参
加し，レーザー測距データの提供を継続することによ
り，日本周辺のプレート運動を把握する．

〇大学は，海外の優れた地震・火山研究者や地震・火山
噴火が多発する国の研究者を招聘する取組を行い，本
計画の成果を積極的に海外に普及させるとともに，海
外の優れた成果を取り込み，計画の効果的な推進を
図る．その際，本計画で構築するデータベースは，国
際的な学術交流を促進するように，海外の学術データ
ベースとの整合性にも十分配慮して設計する．

〇大学は，中国史料を中心に東アジアにおける地震・火
山災害史料のデータを集積・研究するなど，東アジア
及び世界の地震・火山災害に関する共同研究を進める．

災害の軽減に貢献するための地震火山観測研
究計画（第 2次）の推進について（建議）

2019 年 1月科学技術・学術審議会

序文
我が国では，阪神・淡路大震災や東日本大震災のよう

な巨大な災害をはじめ，平成 3 年の雲仙岳噴火災害，平
成 26 年の御嶽山噴火災害，平成 28 年熊本地震による災
害など，地震や火山噴火による災害にたびたび見舞われ
てきた．地震や火山噴火の発生は今後も避けることはで
きないが，これらによる災害を軽減するためには，地震
や火山についての科学的理解を進展させるとともに，こ
れらが原因でもたらされる災害についても研究を進める
必要がある．

科学技術・学術審議会では，研究者の内在的動機に
基づく地震や火山に関する学術研究を推進し，この成
果を活用することにより災害の軽減に貢献することを
目標として，平成 25 年 11 月に「災害の軽減に貢献す
るための地震火山観測研究計画」（平成 26 ～ 30 年度の
5 か年計画）を建議し，関係機関においてこの計画に
基づく観測研究が実施されてきた．

このたび，災害の軽減に貢献することを目標とする
考え方をさらに推し進めるべく，平成 31 年度からの 5
年間に実施する観測研究計画として「災害の軽減に貢
献するための地震火山観測研究計画（第 2 次）」を取り
まとめた．

本計画では，地震や火山現象の解明と予測に関する
理学的研究を地震・火山災害に科学的に対処するため
の基礎と位置づけて引き続き発展させるとともに，災
害の軽減に貢献することを意識した研究を推進すると
いう視点をより明確にし，関連研究分野との一層の連
携強化や観測研究の成果を活用して災害軽減に役立て
るための方策の研究等を進めていくこととしている．
計画の推進にあたっては，政府の地震調査研究推進本
部など，関連する組織やプロジェクトとの連携をさら
に進めて，学術研究の成果をもって社会に積極的に貢
献することを目指していく．

Ⅰ．現状の認識と長期的な方針
１．地震火山観測研究計画のこれまでの経緯と位置づけ
1-1�地震火山観測研究計画のこれまでの経緯

地震や火山噴火による災害に頻繁に見舞われてきた我
が国では，こうした災害による被害の軽減を目指して，
地震や火山噴火についての観測研究が進められてきた．
地震や火山噴火の発生位置，規模，時期を精度良く予
測することを目指して，昭和 40 年から地震予知計画が，
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昭和 49 年から火山噴火予知計画が，複数次の 5 か年計
画として推進された．地震予知計画については，平成 7
年の阪神・淡路大震災を契機に総括し，前兆現象の捕捉
のみに基づく地震予知には限界があると結論づけ，それ
までの方針を転換し，地震発生の物理過程の解明とモデ
ル化に基づいて地殻活動の推移予測を目指す「地震予
知のための新たな観測研究計画」を平成 11 年度から開
始した．この計画では，観測・実験事実や物理モデルに
基づく地震発生モデルの構築が進められ，モデルと観測
データの定量的な比較ができるまでになった．

火山噴火予知計画については，研究成果の蓄積により
観測体制が整備された火山においては噴火時期をある程
度予測できるようになった．また，マグマ供給系・熱水
系のモデル化やマグマの上昇・脱ガスなどの噴火過程に
関する理解が進展した．平成 21 年度からは，地震と火
山噴火は海洋プレートが日本列島下に沈み込むという共
通の地球科学的条件の下で発生するものであり，観測研
究手法にも共通する部分があることから，地震予知と火
山噴火予知の計画を統合し，「地震及び火山噴火予知の
ための観測研究計画」を開始した．

このように，これまでの長年にわたる計画により，地
震・火山観測体制の整備が進み，地震や火山噴火の発生
機構など現象の理解は進んだが，信頼性の高い予測は簡
単ではないことも明らかになっている．地震現象につい
ては，大地震の長期評価には大きな不確実性がともなう
とともに，大地震の短期的な発生予測の実現には至って
いない．火山現象についても，噴火の規模や様式，推移
の予測はある程度経験則が成立する場合以外は依然とし
て困難な状況である．

平成 23 年には東北地方太平洋沖地震が発生し，主に
津波により，死者・行方不明者が約 2 万人にのぼるなど
の大きな被害がもたらされた．それまでの観測研究計画
では，プレート境界大地震については多くの研究が行わ
れていたが，我が国周辺においてマグニチュード 9 に達
するような超巨大地震が発生する可能性は十分に検討さ
れず，津波などの災害誘因の研究も不十分であった．こ
の反省を踏まえて計画の見直しを行い，超巨大地震に
関する当面の観測研究を推進することを主な内容とした
計画を平成 24 年 11 月に建議した．しかしながら，5 か
年計画の 4 年目での見直しであっため，東日本大震災の
発生で明らかになった課題の全てに対応することは難し
く，抜本的な見直しは平成 26 年度からの計画に持ち越
された．

平成 24 年 10 月に「地震及び火山噴火予知のための
観測研究計画」の外部評価がまとめられ，地震や火山噴
火を科学的に理解し，適切な防災・減災につなげていく
ための観測研究に対する社会的な要請は極めて強いとさ

れた．一方で，それまでの計画では社会の防災・減災に
十分に貢献できていないことが指摘され，国民の命を守
る実用科学としての地震・火山観測研究の推進，低頻度
大規模な地震及び火山噴火の研究の充実，計画の中長
期的なロードマップの提示，社会要請を踏まえた研究と
社会への関わり方の改善などが求められた．この外部評
価結果や，地震・火山学分野だけでなく防災学分野や人
文・社会科学分野を含めた総合的かつ学際的研究の必
要性が指摘された「東日本大震災を踏まえた今後の科学
技術・学術政策の在り方について（建議）」（平成 25 年
1 月）を受けて，平成 25 年 11 月に「災害の軽減に貢献
するための地震火山観測研究計画」が建議され，平成
26 年度から実施されてきたところである．

1-2 地震火山観測研究計画の位置づけ
地震や火山噴火に関する新たな観測・解析手法の開

発や，新たな地球科学現象の発見とモデル構築の多くは，
研究者の自由な発想に基づく学術研究によって進展して
きた．本計画は，このような研究者の内在的動機に基づ
く学術研究を推進し，その成果に基づき地震・火山噴火
による災害の軽減に貢献することを目的としている．そ
の実現のため，全国の大学，行政機関，国の研究機関等
が連携して，本計画に基づく様々な観測研究を実施して
いる．

一方，我が国の地震の調査研究は，阪神・淡路大震
災後に設置された政府の地震調査研究推進本部（以下，

「地震本部」）の下で一元的に推進されている．地震本部
が推進する調査研究は，政府が設定する目標などに基づ
く戦略研究や政府の要請に基づく要請研究であり，既に
確立している手法に基づいて実施され，成果についての
見通しが立ちやすい内容となっている．こうした地震本
部の調査研究の科学的・技術的な裏付けとなるのが，本
計画による基礎的研究であり，地震本部の調査研究が今
後も持続的に高度化されるためには，地震調査研究にお
ける課題を理解した上での学術研究が必要不可欠であ
る．地震本部による「新たな地震調査研究の推進につい
て－地震に関する観測，測量，調査及び研究の推進につ
いての総合的かつ基本的な施策－」（平成 21 年 4 月，平
成 24 年 9 月改訂）では，地震の調査研究は，科学技術・
学術審議会測地学分科会（以下，「測地学分科会」）で
の議論の上で策定されてきた本計画による基礎的研究の
積み重ねに基づいて実施されており，基礎的研究の進展
なしには達成できないと述べられている．今後の地震調
査研究についても，本計画による基礎的研究の成果を取
り入れて推進していくことが

必要とされており，地震調査研究の高度化のためには，
本計画は極めて重要な役割を担っている．また，本計画
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による基礎的研究の成果は気象庁による防災情報などに
も活かされており，基礎的研究の成果をより有効に活用
するために，地震本部や行政機関等との連携を一層強化
することが重要である．

火山の調査研究については，本計画で得られた火山活
動や噴火機構，観測技術などに関する長年の基礎的な研
究成果が，火山噴火予知連絡会における火山活動の評価，
気象庁の火山監視業務や噴火警戒レベルの設定，活動
火山対策特別措置法に基づいて地方自治体が設置する
火山防災協議会における活用など，国や地方自治体の施
策に活かされている．また，文部科学省は，平成 28 年
度より本計画の基礎的研究の成果等を科学的・技術的な
裏付けとして，我が国の火山観測研究をさらに飛躍させ
るとともに火山災害軽減への貢献を目指す「次世代火山
研究・人材育成総合プロジェクト」を実施している．今
後も，こうした国等の施策と連携しながら計画を実施し
ていくことが重要である．

２．�「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計
画」の成果と課題

2-1��「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計
画」の成果

平成 26 年度からの計画である「災害の軽減に貢献す
るための地震火山観測研究計画」では，従来の地震や火
山噴火の発生予測に重点を置く考え方から，地震・火山
噴火の予測を目指す研究に加えて地震・火山噴火による
災害誘因予測の研究も行い，国民の生命と暮らしを守る
災害科学の一部として計画を推進するという方針転換を
行った．この計画には，災害や防災に関連する理学，工
学，人文・社会科学分野の研究者，近代観測以前の地震・
火山噴火の解明のために歴史学・考古学分野の研究者
が新たに参加し，従来からの地震学・火山学研究者との
連携により，地震・火山現象の理解にとどまらず，地震・
火山噴火による災害を知り，研究成果を災害の軽減につ
なげることを目指して実施されてきた．

計画開始以降，関連研究分野間の組織的な連携が進
められ，地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点であ
る東京大学地震研究所と，自然災害に関する総合防災学
の共同利用・共同研究拠点である京都大学防災研究所
が拠点間連携共同研究を推進し，理工連携による南海ト
ラフ巨大地震のリスク評価のための研究などを実施して
いる．また，地震研究所と史料編纂所により，地震火山
史料連携研究機構が東京大学に設置され，近代観測以
前の地震・火山噴火を解明するため，歴史記録の網羅的
な分析・データベース化を開始した．計画に参加する大
学が連携して計画を推進するために設置されている東京
大学地震研究所地震・火山噴火予知研究協議会（以下，

「予知研究協議会」）には，平成 28 年度から行政機関や
国立研究開発法人も含め，計画に参加する全ての機関が
参加し，より強い連携の下で計画を推進する体制が整っ
た．

地震・火山噴火に対する防災・減災に貢献するための
基本となる地震・火山現象の解明と予測のための研究で
は着実に研究成果が得られている．南海トラフ沿いにお
いて，海底地殻変動観測等によりプレート境界の固着状
況の詳細が明らかになり，次の巨大地震の震源域推定に
有用な成果が得られた．平成 23 年東北地方太平洋沖地
震の発生前に，プレート境界でゆっくり滑りが発生し地
震活動にも影響を及ぼした可能性が指摘されるなど，地
震に先行して発生する現象の理解が進んだ．また，噴火
の際の観測データや地質調査結果などに基づき，複数の
火山について，起こりうる火山活動や噴火現象を時系列
的にまとめた噴火事象系統樹の高度化が進み，噴火警戒
レベルの設定や避難計画などの策定の際に科学的知見と
して活用されることが期待されている．新たに取り組ん
だ災害誘因予測の研究では，地震や火山噴火の発生直
後に，地震や津波の規模，火山噴火の状況を実時間で把
握し，さらに降灰の即時予測に役立てるための研究など
が進展した．これらは，地震学・火山学の研究成果が災
害軽減に直接的に貢献できる成果である．

東北地方太平洋沖地震，南海トラフの巨大地震，首都
直下地震，桜島火山噴火については，総合的な研究を実
施し，地震・火山に関する理学的研究成果を災害軽減に
つなげるための手法開発等の研究を異なる分野の研究者
が連携して取り組んでいる．

平成 26 年度からの 5 か年計画の実施期間中，平成 26
年 9 月の御嶽山噴火や平成 28 年 4 月の熊本地震が発生
し，大きな災害をもたらした．御嶽山噴火については，
噴火直前に急激な山体膨張を観測し，比較的規模が小さ
い噴火であっても直前予測の可能性を示したほか，噴火
前の火山活動の変化と応力場の関係が明らかになった．
また，火山災害情報の在り方に関して住民への調査を行
うなど，文理融合研究が実施された．熊本地震について
は，前震から本震に至るまでの過程が地震活動と地殻変
動により詳細に解明されたほか，大きな被害をもたらし
た地滑りの発生過程の解明や避難行動に関する調査な
ど，地震現象の解明研究のみではなく，地震による災害
に関する研究が行われた．なお，御嶽山については，戦
後最大の噴火災害をもたらしたことを受け，平成 26 年
11 月に「御嶽山の噴火を踏まえた今後の火山観測研究
の課題と対応について」が測地学分科会地震火山部会
によってまとめられ，今後の火山観測研究の体制や方向
性，戦略が検討された．
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2-2��「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計
画」における課題とその対応

地震学・火山学の研究成果を災害軽減につなげるため
に，災害や防災に関連する理学，工学，人文・社会科学
などの分野の研究者と連携して推進するという方針転換
後の最初の 5 か年計画である「災害の軽減に貢献するた
めの地震火山観測研究計画」のもとで，これまでに述べ
たように，分野連携で計画を推進するための様々な取組
を行い，災害軽減につながる研究成果も出始めている．
しかし，異なる研究分野の研究者が互いの研究について
十分に理解するには時間がかかるため，異分野間の連携
研究は萌芽的な内容が多いのも事実である．
「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計

画」の実施状況等のレビュー報告書（平成 29 年 1 月）
などの資料に基づいて，平成 29 年 7 月にまとめられた
外部評価では，防災・減災に貢献するための基本となる
地震・火山現象に関する基礎的知見を生み出し，社会的
波及効果の期待できる研究成果もあらわれてきており，
災害の軽減に貢献する方向へ方針転換したことは適切と
評価された．災害の軽減に貢献するための地震火山観
測研究をより一層推進していく必要があるとされた一方
で，今後改善すべき点として，以下の指摘があった．
・災害の軽減に貢献することを意識した研究の一層の推

進
・理学，工学，人文・社会科学の研究者間のより一層の

連携強化
・研究目標と目標に対する達成度の明確化
・社会や他分野の研究者が本計画に求めるニーズの把

握，ニーズに合致した研究の推進
・火山の観測研究を安定して実施する体制の整備

これらを踏まえ，次の 5 か年計画において，地震・火
山研究を「国民の生命を守る実用科学」と位置づける考
え方をさらに推進していく．関連研究分野の研究者間の
連携を一層強化することにより，災害軽減につながる連
携研究の成果を得ることを目指す．研究目標と目標に到
達するまでの道筋を示すとともに，特に重点的に取り組
む研究については，5 年間の計画中に達成を目指す内容
を明示する．地震・火山研究の成果を災害軽減に活かす
ためには，研究成果を社会に広めることが必要であるこ
とから，これを有効に実施するための文理融合研究を新
たに始める．

３．地震火山観測研究の長期的な方針
3-1基本的方針

地震や火山噴火が多発する我が国において，地震，火
山噴火及びこれらによる災害を科学的に解明することに
より，災害軽減に貢献することを目指して，地震・火山

の観測研究計画を推進する．そのために，地震学，火山
学を中核として，災害や防災に関連する理学，工学，人
文・社会科学などの分野の研究者が連携して，地震・火
山現象を解明し，それらの予測の高度化を進めるととも
に，その成果を活用して災害軽減に役立てるための方策
を研究する．

地震や火山噴火が，どこで，どの程度の頻度で発生し，
その発生機構はどのようなものであるかを解明すること
は，これらによる災害に科学的に対処するために，最も
基本的で重要なことである．そのため，地震・火山現象
を観測し，実験的・理論的手法なども用いて，現象の解
明を行う．高品質のデータの解析による地震・火山噴火
の発生過程や先行現象の把握や理解を進めるとともに，
先端的な観測技術による新しい物理・化学的データの解
析により発生機構や発生場の解明を進める．また，計算
機技術を活用して地震発生や火山性流体の挙動のモデ
ル化や観測データとの比較を進め，地震や火山現象の定
量的な理解を進める．さらに，史料・考古データ，地質
データを最大限利用して，長期間における地震や火山活
動を理解する．

地震や火山噴火の予測精度の向上は，災害軽減や防
災対策の立案に役立てられることが期待できるため，今
後も重要な目標の一つである．数十年以上の時間スケー
ルで地震の発生可能性を評価する長期予測は，おもに過
去の地震の発生履歴に基づいて行われてきたところであ
り，地質データや史料・考古データをさらに活用して地
震の発生履歴をより詳細に解明することにより，長期予
測精度の改善のためのデータを蓄積する．加えて，これ
までは十分に活用されていなかった観測データや地震発
生の物理モデルの利用により，長期予測の高度化を目指
す．数週間から数日の時間スケールでの地震の短期予測
については，中央防災会議防災対策実行会議南海トラフ
沿いの地震観測・評価に基づく防災対応検討ワーキング
グループによる平成 29 年の報告「南海トラフ沿いの地
震観測・評価に基づく防災対応のあり方について」にあ
るように，現時点においては，地震の発生時期や場所・
規模を確度高く予測する科学的に確立した手法はなく，
大規模地震対策特別措置法に基づく警戒宣言後に実施
される現行の地震防災応急対策が前提としている確度の
高い地震の予測はできないのが実情である．しかし，海
底観測を含めた観測技術の進展と観測網の充実により，
プレート境界等で発生している現象の把握は従来よりも
高精度でなされるようになってきており，断層滑り等の
物理モデルの発展も相まって，観測される現象の物理的
理解も深まっている．観測される現象の意味を明らかに
し，それが大地震に発展する可能性を評価して，災害軽
減に役立てるための研究を進めることは重要である．
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火山噴火の長期予測は，地質データや史料の分析をも
とに行われてきた．今後は，これまで調査が難しかった
規模の小さな噴火についても本格的に研究対象とし，火
山噴火のデータベースの充実をはかる．併せて，数日か
ら数週間の短期予測，あるいは数ヶ月から数年の中期予
測については，長年の研究観測計画により蓄積されてき
た多項目観測データの分析を進める．噴火した事例のみ
ならず，噴火には至らなかったものの，顕著な異常現象
を捉えた事例についても比較研究を進める．さらに，マ
グマや火山性流体の挙動に関するモデル化を進め，火山
活動の評価方法の構築や噴火発生を含む事象分岐の判
断基準の構築を進める．また，近年の観測網の充実によ
り，規模の小さな噴火であっても，数時間から数分前に
顕著な異常現象が捉えられる事例が少なからずあること
が明らかとなった．噴火発生メカニズムの解明とともに，
災害軽減に結びつく直前予測方法の構築を推し進めるこ
とも重要である．

地震の断層運動により生じる地震動や津波，火山噴火
による噴石や火山灰，溶岩の噴出，津波などの災害誘因
が，自然・社会の災害素因に働きかけることにより災害
が発生する．災害軽減に貢献することを目標とする本計
画では，地震・火山噴火の発生だけではなく，これらの
災害誘因の予測研究を行うとともに，災害誘因と災害素
因の相互作用も考慮して，災害が発生する過程を理解す
ることが重要である．過去の事例や理論モデルなどに基
づく地震・火山噴火の解明が進むほど，災害誘因の事前
予測の確からしさや精度は向上すると考えられるため，
地震・火山現象解明の研究成果を適切に取り入れること
が重要である．また，地震動などの災害誘因の予測は構
造物被害に関する研究などと組み合わせることにより被
害予測に直結する．災害誘因の事前予測研究の成果を利
用して，地震や火山噴火のリスク評価を改善するための
研究を理工連携で取り組む．災害誘因の即時予測につい
ては，地震・火山現象解明の成果を利用するとともに，
最新の観測システムの利用や計測・解析技術の開発によ
り予測の精度や早さの改善を目指す．また，災害誘因の
予測情報は不確実性を含んでいるなど，災害軽減に活用
するためには課題も多い．予測情報の有効な活用法の研
究についても文理融合で取り組む．

これまでの研究により，地震や火山噴火についての理
解は大きく進展し，地震本部や気象庁などから，地震や
火山噴火に関して多くの情報が発表されるようになって
いる．これらの情報をより一層活用し，地震学や火山学
に基づく研究成果を災害軽減につなげるためには，地震
や火山噴火に関する知見や情報を，いかに発信し，どの
ように活用してもらうかを研究することは極めて重要で
ある．地震や火山に関する情報が適切な防災行動や防災

対応につながるには，情報の受け手にも地震や火山及び
それらに起因する災害についての理解が必要となるが，
そのような理解を効果的に広める手法については十分に
研究されていなかった．今後，このような防災リテラシー
向上のための研究も本格的に進めていく．

3-2�長期的方針に基づく当面の取組の方向性と進め方
地震や火山噴火による災害を軽減するためには，様々

な手段を用いる必要がある．その手段には，比較的短い
期間で進展が期待できるものから，短期間での実現は
難しいが時間をかけて着実に進展させるべきものまであ
り，それぞれについて計画的に取り組むことが重要であ
る．平成 26 年度からの「災害の軽減に貢献するための
地震火山観測研究計画」では，地震・火山災害の軽減
のために，中長期的な展望の下，体系的に取り組む内容
を次のように整理した．

（1）地震や火山噴火が引き起こす災害にはどのようなも
のがあるかを解明し，国民や関係機関に広く知らしめ
ること，

（2）地震や火山噴火が，どこで，どの程度の頻度・規模
で発生し，それらによる地震動，地盤変形，津波，噴
火様式等がどのようなものかを想定して，長期的な防
災・減災対策の基礎とすること，

（3）地震や火山噴火の発生直後に，地震動や津波，火砕
流や降灰，溶岩流などの災害を予測することにより対
策に役立てること，

（4）地震の発生や火山噴火の発生とその推移を事前に予
測することにより有効な防災・減災対応を取ること．
このような分類は今後も有効と考えられ，計画の進捗

に伴い，それぞれの項目における具体的な内容を更新し
ていくことが重要である．
（1）は，地震・火山噴火の発生や，それらが引き起こ

す災害を科学的に解明して，その理解に基づいて災害に
備えることが，合理的な地震・火山災害対策の基本であ
るべきとの考えに基づいている．そのため，地震や火山
噴火がどのように災害を引き起こしてきたかを歴史記録
なども活用して明らかにし，これらに関するデータベー
スを構築・公開する．一般の国民，行政機関，報道機関
等によって，地震・火山災害について理解すべき内容は
必ずしも同一ではないと考えられるので，それぞれに対
して効果的に理解してもらうための手法を研究し，その
成果に基づき対応を促す取組が重要である．
（2）については，過去にどのような地震・火山噴火が

発生したかを科学的に明らかにすることが基本である．
近代的な観測機器によるデータは 100 年程度の蓄積しか
ないが，巨大地震や大規模噴火の発生間隔は少なくとも
数十年を超えるため，史料・考古データ，地質データも
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利用して，地震や火山噴火の発生履歴を明らかにし，過
去に発生した災害も考慮して，長期的な災害対策の基礎
とする．地震については，過去の発生履歴をより詳細に
明らかにするとともに，地震の発生間隔や規模のゆらぎ
を考慮し，理論的研究の成果も併用して地震の長期予測
の高度化を行う．火山噴火については，地質調査を着実
に進め，小規模な噴火も含むデータベースを充実させる
とともに，個々の火山の噴火の発生頻度や噴火活動の推
移の特徴を明らかにし，災害発生の視点も加えて最適な
観測体制の構築に役立てる．また，海底地殻変動観測を
含む測地学的観測技術の近年の進展により，陸域の活断
層やプレート境界でのひずみの蓄積状況や，火山直下の
マグマ溜まりの活動状況等が把握できるようになってき
ているため，これらを地震や火山噴火の長期予測に利用
する手法を開発する．さらに，その長期予測に基づいて
災害誘因をより詳細に解明し，これらがどのような被害
を引き起こしてきたか，また，今後どのような被害をも
たらす可能性があるかについても検討する．
（3）では，地震発生による地震動や津波，火山噴火

による溶岩流，火砕流，噴石，降灰，津波などの災害
誘因を，地震や火山噴火の発生直後に観測されるデー
タに基づいて即時的に予測し，その予測情報を避難等
の防災行動につなげることにより災害軽減に貢献する．
近年，地震動・津波・火山灰の即時予測手法の開発に
取り組み，大きな進展が得られている．海底観測網の
充実等により利用できる観測データも増えてきている
ため，即時予測手法の更なる高度化を進め，国や地方
公共団体等での社会実装を目指した研究を進めていく．
研究を進めるに際して，社会的ニーズの変化に対応し
た，最適な災害誘因の即時予測情報の内容や発信方法
について，情報発信の実施機関とも連携しながら考え
ていくことが重要である．
（4）については，地震や火山噴火の発生や推移の予測

ができれば，その情報に基づいて多くの防災対応を取る
ことができるため，災害の軽減には極めて効果的と考え
られる．地震や火山噴火に先行して様々な現象の観測が
報告されており，これらの観測データを蓄積し，その確
からしさを統計的に評価し，先行現象の物理・化学過程
について理論的・実験的な研究を推進する．これにより，
地震・火山噴火発生予測に利用可能な現象を科学的に明
確にして，中短期予測の実現を目指す．大地震の連続発
生及びその後の地震活動の予測，火山活動の推移予測は
長年の課題となっており，今後も継続的に研究を進め予
測の高度化を目指す．

このように，地震学・火山学の成果を，関連分野の研
究と連携させて，災害軽減につなげるための様々な取組
を継続的に行うことが重要である．各分野における研究

の発展段階はまちまちであるため，研究成果を社会実装
につなげることを考える段階にあるものもあれば，実用
化までには長期的な取組が必要なものもある．特に，観
測データを利用した地震発生の新たな長期予測，地殻活
動モニタリングと物理モデルに基づく地震発生中短期予
測，火山活動推移モデルの構築による火山噴火予測につ
いては，将来の社会実装に向けて着実に研究の進展が期
待できることから，本計画の 5 年間に重点的に取り組む．

さらに，災害誘因と災害素因の相互作用により地震・
火山災害が発生することを考慮して，本計画では災害科
学として重要な対象を選定し，地震学・火山学の研究者
と災害や防災に関連する理学，工学，人文・社会科学な
どの分野の研究者の協力のもと総合的な研究に取り組む
こととする．平成 31 年度からの 5 か年計画では，南海
トラフ沿いの巨大地震，首都直下地震，千島海溝沿いの
巨大地震，桜島大規模火山噴火，高リスク小規模火山噴
火を対象に総合的な研究を実施する．

3-3�観測研究計画実施体制の整備と計画の推進
地震や火山噴火により多くの災害に見舞われてきた

我が国では，長期間にわたって地震・火山噴火に関す
る調査研究が行われているが，その中で本計画は体系
的・組織的な基礎的研究と位置づけられる．地震・火
山噴火の研究を継続的に高度化していくためには，研
究者の内在的動機に基づく先端的な研究が重要である．
一方，災害軽減に着実につながる研究成果を得るため
には，研究者の知的好奇心にまかせるだけではなく，
地震・火山災害軽減のための課題を整理した上で，研
究成果が災害軽減につながるまでの道筋を明確に意識
して研究を進める必要がある．そのためには，地震・
火山災害軽減のための課題に直面している地震本部や
行政機関等と連携し，課題の抽出や研究成果について
の情報交換を行い，基礎研究の成果を発展させた応用
研究・開発研究の可能性や成果の社会実装について検
討すべきである．また，災害は地震や火山噴火による
地震動・津波・降灰などの災害誘因と自然・社会の災
害素因との相互作用により発生するため，構造物や社
会的脆弱性等の災害素因に関する研究を行う工学や人
文・社会科学の研究者との連携も欠かせない．さらに，
地震や火山噴火の予測に関する不確実性を含む情報を
有効に利用して災害軽減に役立てるための研究や，地
震や火山についての科学的な知見を広め社会との共通
理解を醸成するための手法についての研究を行うため
にも，関連研究分野の研究者との連携が必要である．

発生間隔が長い地震や火山噴火を解明・予測するには，
長期にわたる観測研究が必要であり，そのため継続的な
観測データの取得や地震学・火山学及び関連研究分野
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の人材育成が重要である．行政機関，国立研究開発法人，
大学等は，それぞれの役割や目的をもとに連携して観測
を実施し，データの流通や共有により観測データを有効
に活用するとともに最新の研究成果を共有しながら，協
力して観測研究を進める必要がある．また，これら観測
データは関連研究分野や海外の研究の進展にも貢献し，
成果のフィードバックが期待されることから，適切な
データ公開に関しても検討を進める必要がある．研究，
監視，防災対応をともに向上させ地震・火山災害から国
民の生命と財産を守ることにつなげるためには，観測の
維持及び更新，高精度観測技術の導入が必要である．ま
た，近代的観測以前の地震や火山噴火を解明するために
は，史料・考古データ，地質データの長期的保存や有効
利用についても組織的な取組が必要である．人材育成に
ついては，大学において学生に地震学・火山学及び関連
分野の幅広い知識や専門を深く追求する能力の習得を促
すとともに，若手研究者のキャリアパス確保のため大学，
行政機関，国立研究開発法人等が協力して取り組むこと
が重要である．火山調査研究においては，地震本部のよ
うな国が一元的に調査研究を推進する組織が存在せず，
関係機関が連携して観測設備の維持及び高度化を行う
体制の整備が進んでいない．特に，平成 16 年度の国立
大学の法人化以降，大学の観測設備の多くでこの問題が
深刻化している．一方で，活動火山対策特別措置法に基
づき地方自治体が設置する火山防災協議会において，火
山専門家は行政に助言をすることを期待され，火山調査
研究とそれを支える研究基盤が一層重要になってきてい
る．このことから，継続的な火山調査研究の推進とそれ
を支える研究基盤の整備を，国全体として一元的に進め
る仕組みの構築を目指す時期に来ている．

Ⅱ．本計画策定の基本的な考え方と計画の概要
１．本計画策定の基本的な考え方

平成 26 年度に開始された「災害の軽減に貢献するた
めの地震火山観測研究計画」では，地震発生・火山噴
火の予測を目指す研究を継続しつつ，研究対象を広げ，
地震・火山噴火による災害誘因の予測に関する研究が組
織的・体系的に進められた．地震学や火山学を中核とし，
災害や防災に関連する理学，工学，人文・社会科学など
の関連研究分野の研究者が計画に参加し，協働して計画
が実施された．一方で，地震学・火山学と関連研究分野
との共同研究は萌芽的なものが多いのが現状であった．

本計画では，上記の方針を踏襲しつつ，地震学・火山
学と関連研究分野間の連携をより一層強化することで，
地震や火山噴火による災害の軽減につながる研究を推進
する．すなわち，地震・火山現象の根本的理解とそれら

の発生予測，地震動，津波とその浸水域，斜面崩壊，降
灰，火砕流や溶岩噴出などの災害誘因の予測，災害情報
の活用に関する研究を実施する．加えて，有効な防災対
策を推進するためには，地震火山に関する国民の基本的
な理解を深めることが欠かせないため，社会の共通理解
の醸成を効果的に行うための手法開発に関する研究を新
たに開始する．また，本計画で得られる研究成果及び技
術が行政機関等で将来的に利活用されるように，関係各
機関との緊密な連携を図るための体制を整備する．

以上の方針に基づき，以下の 5 つの項目に分けて計画
を推進する．
1）「地震・火山現象の解明のための研究」では，地震・

火山現象の根本的な理解を深めるために，低頻度大規
模現象を含む多様な地震・火山現象の特性を把握し，
それらが発生する仕組みや発生する場を観測・理論・
実験に基づいて解明する．

2）「地震・火山噴火の予測のための研究」では，多様な
観測データや，活動履歴，地震・火山噴火の物理・化
学過程の数理モデルに基づき，地震・火山噴火の発生
予測手法や活動の推移予測手法を開発する．

3）「地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究」では，
地震・火山噴火の解明・予測研究の成果を災害軽減に
結びつけるために，震源過程・火山噴火現象の複雑さ
を考慮し，地震や火山噴火がもたらす災害誘因を事前
及び発生後即時的に，高精度に予測する手法の開発を
進める．同時に，災害誘因予測を災害情報につなげる
研究にも取り組む．

4）「地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のため
の研究」では，地震や火山噴火による災害事例に基づ
く災害発生機構の解明を行うとともに，地震・火山現
象に関する社会の共通理解を促すための効果的な手
法の確立を目指す．

5）「研究を推進するための体制の整備」では，参加機関
や研究分野間の連携を強化し，研究を総合的・効率
的に推進する体制を整備する．観測網，データ流通網，
データベース，解析ソフトウェアなどの研究基盤を整
備・拡充するとともに，新たな観測・解析技術の開発，
国際共同研究の推進，社会との共通理解の醸成と災
害教育，研究者・技術者などの人材の育成を組織的
に行う．
これらの中で，将来の社会実装を目指して重点的に取

り組む研究，災害科学として分野横断で取り組む総合的
研究を以下のように設定する．
・重点的に取り組む研究

 　本計画の 5 年間に，地震発生の新たな長期予測，
地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測，火山活
動推移モデルの構築による火山噴火予測について重
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点的に研究を実施する．専ら過去の大地震の発生履歴
に頼っていた地震の長期評価手法に，地震・地殻変動
等の観測データと物理・統計モデルを導入することに
より，新たな長期予測手法を開発する．また，陸域及
び海域における観測データ等を用いて地殻活動をモニ
タリングし，プレート境界の滑りの時空間変化や地震
先行現象などに基づいて中短期の大地震の発生確率
を計算する手法を開発し，実際のデータを利用した予
測実験の試行をもとに手法の有効性を検証する．観測
データや理論等による噴火推移の支配要因の理解に
基づき，噴火の準備過程から噴火の発生，終息までを
記述する火山活動推移モデルを開発し，これを利用し
た火山噴火予測の定量化を目指す．

・分野横断で取り組む総合的研究
 　本計画の実施にあたり，南海トラフ沿いの巨大地
震，首都直下地震，千島海溝沿いの巨大地震，桜島
大規模火山噴火，高リスク小規模火山噴火について
は，地震学・火山学的な見地のみならず災害科学的
な重要性も鑑みて，複数の実施項目を横断する総合
的な研究として推進する．総合的な研究を通して，
専門分野の枠を超えた学際連携を現状よりも一層進
め，地震学・火山学の成果を災害の軽減につなげる
ための方策を提案する．

２．本計画の概要
2-1地震・火山現象の解明のための研究

地震・火山現象の根本的な理解なくして，それらの発
生予測や災害誘因予測の高度化を成し遂げることは極め
て困難である．ひとたび発生すれば甚大な広域災害がも
たらされる低頻度で大規模な地震・火山噴火現象に注目
して，長期間における地震・火山活動を把握する「地震・
火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収
集と解析」を実施する．そして，それらのデータと近代
的観測データとの比較研究や，低頻度大規模な現象の事
例蓄積を通して，「低頻度大規模地震・火山噴火現象の
解明」の研究を進める．また，観測データの解析，数値
シミュレーション，室内実験，物質科学的分析等に基づ
き，「地震発生過程の解明とモデル化」及び「火山現象
の解明とモデル化」を行う．さらに，構造や，応力場，
変形場などを明らかにすることにより，「地震発生及び
火山活動を支配する場の解明とモデル化」を実施する．
（1）�地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質デー

タ等の収集と解析
地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質デー

タ等の収集と解析長期間における地震・火山現象とそれ
に伴う災害を正確に把握するために，史料・考古データ，
地質データ等を収集して調査・分析を行うことで，デー

タベースを整備・拡充する．その際，種類の異なるデー
タ間の対比等を行うことで，各データの信頼度について
検証する．

（2）低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明
低頻度で大規模な地震・火山噴火現象の発生履歴，

規模，場所を解明するために，史料・考古データ，地質
データ等の分析を行う．加えて，近代的な観測データと
の比較により過去の地震・火山現象をできる限り定量的
に理解する．海外の事例も含め，低頻度大規模地震・火
山噴火の特徴やその発生機構の理解を進める．特に，東
北地方太平洋沖地震の震源域，南海トラフ沿い及び千島
海溝沿いの巨大地震に関する研究を実施する．また，カ
ルデラ噴火を含む低頻度・大規模噴火現象に関して，噴
火準備段階からの活動の推移・履歴を把握するとともに，
噴火の発生場所や発生時等の推定精度を上げる手法の
開発・改良を進める．

（3）地震発生過程の解明とモデル化
断層滑りの多様性，地震時の動的破壊過程，複雑な

断層系における断層間の力学的相互作用，地震活動の階
層性等に関する研究を通して地震発生過程の解明を進
める．また，地球物理・地球化学的観測，野外観察，海
域・陸域の科学掘削，室内実験や数値シミュレーション
などを通して，断層面の摩擦特性や地殻流体の挙動等に
関する理解を深め，地震断層滑りの物理・化学モデルの
構築を行う．

（4）火山現象の解明とモデル化
多様な火山現象を理解するために，活火山周辺や火口

近傍において多項目高密度の地球物理・地球化学的観
測を実施し，火山下で進行する現象を時空間的に定量化
する．さらに，火山噴出物の分析，マグマの流動・破砕・
脱ガス・結晶化などの物理・化学的な実験及びマグマ上
昇過程などの数理モデルによる理論解析を進める．深部
マグマ溜まりから浅部へのマグマの上昇，浅部活動から
噴火の発生を一連の過程と捉えて噴火規模や様式を定
量的に理解し，火山活動や噴火機構のモデル化を進める．

（5）�地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデ
ル化

プレート境界域や海洋プレート内部及び内陸を含む地
殻・マントル内の地震発生域及び火山地域において，地
震波速度・減衰構造，地震活動，応力場，変形場，比
抵抗構造，レオロジー構造等を明らかにすることで，地
震や火山活動が発生する場のモデル化を進める．また，
大地震によって火山噴火が誘発される可能性や火山活動
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が地震活動へ及ぼす影響など，地震火山の相互作用に関
する研究を進める．

2-2�地震・火山噴火の予測のための研究
地震発生や火山噴火の科学的な予測手法の構築に関

する研究を実施する．長期的な地震・火山噴火発生履歴
の解明や近代的観測研究により蓄積されつつある知見を
最大限に活用し，「地震発生の新たな長期予測」及び「中
長期的な火山活動の評価」を実施する．また，地震・地
殻変動等のモニタリングデータの解析と，理論・実験等
に基づく物理・統計モデルとの統合を通して，地震発生
の予測を試みる「地殻活動モニタリングに基づく地震発
生予測」を行う．さらに，地震先行現象の統計的評価に
基づき大地震の発生確率の計算手法の開発を進め「先
行現象に基づく地震発生の確率予測」を行う．火山現象
を網羅してその時系列を整理した噴火事象系統樹の高度
化を進めるとともに，噴火の前兆から終息までを一連の
活動として捉え，「火山活動推移モデルの構築による火
山噴火予測」に関する研究を実施する．

（1）地震発生の新たな長期予測
史料・考古データ，地質データで得られる過去の大地

震の発生履歴の解明に基づいて従来の長期評価の改善
に資するとともに，観測データと物理・統計モデルに基
づく新たな長期予測手法を開発する．海域のプレート境
界地震に関しては，海域における地殻変動観測・地質調
査研究等の推進により，長期間にわたる滑り遅れや地震
モーメント蓄積量の空間分布を推定し，数値シミュレー
ション等に基づく大地震の発生予測手法を構築する．内
陸地震に関しては，明治以降の測地データや地震活動
データ等に基づく大地震の発生予測手法を開発し，活断
層の活動履歴のみに基づく現行の手法と統合することで
長期予測手法の高度化を図る．

（2）地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測
海陸統合の観測データを活用することでプレート境界

の滑りの時空間変化を推定し，数理モデルの構築を通し
て，中短期の時間スケールで，大地震の発生確率や地
震発生可能性の相対的な高まりを評価する手法を構築す
る．また，地震活動データに基づく地震発生予測モデル
を用いて地震活動の予測を行い，統計的手法に基づいて
予測性能を評価する．過去の多様な地震活動や地殻変
動等の時間的推移を整理した地震活動事象系統樹を作
成し，地震活動の予測手法の高度化につなげる．

（3）先行現象に基づく地震発生の確率予測
地震活動の変化や電離圏の状態など大地震の発生に

先行する現象の事例蓄積を継続するとともに，中短期の
地震先行現象の統計的評価に基づき大地震の発生確率
を推定する手法を開発する．また，地殻変動や地震活動
のデータに限らず，電磁気学的データや地下水データを
含む多様なデータに対して，機械学習等のデータ駆動科
学の最新手法を取り入れることで，新たな先行現象の抽
出及び統計的評価に着手する．さらに，これらの先行現
象の発現メカニズムの解明も進める．

（4）中長期的な火山活動の評価
火山噴火予測のためには，噴火発生のポテンシャルや

マグマの蓄積状態などを評価する必要がある．長期的な
時間スケールに関しては，史料や地質データ等に基づく
噴火履歴のデータベースを活用し，火山ごとに噴火の特
徴を明らかにする．また，階段ダイアグラムの高精度化
や物質科学的解析に基づいて，噴火活動のポテンシャル
評価を行う．数ヶ月から数年の中期的な時間スケールに
ついては，多項目の地球物理学的・地球化学的なモニタ
リングにより火山の状態を把握することで，火山現象と
噴火発生の関係を定量的に明らかにする．

（5）火山活動推移モデルの構築による火山噴火予測
起こりうる火山活動や噴火現象を網羅的にまとめその

時系列を整理した噴火事象系統樹をさらに発展させ，火
山噴火に先行する現象，噴火発生，噴火規模や様式の時
間変化，終息までを一連の現象として捉えた火山活動推
移モデルを構築する．観測データや物質科学的解析及び
数理モデルから推定された噴火ダイナミクスの支配要因
に基づき，火山活動の推移を決定する条件を明らかにす
る．モデルの構築にあたっては，噴火未遂及びやや広域
の地殻活動変化にも着目し，過去の観測記録や文献調査
等も活用する．これにより火山噴火の予測精度の向上を
図る．

2-3�地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究
地震・火山噴火という自然現象が引き起こす地震動，

津波，火山噴出物，斜面崩壊などの災害誘因が，自然や
社会に潜在的に存在する脆弱性などの災害素因に働きか
け，これらの誘因と素因の組み合わせと相互作用の状態
に応じて様々な規模の災害が発生する．そのため災害誘
因予測の高度化は，災害の軽減に結びつく有効な手段の
一つである．このような視点から，災害誘因や災害リス
クを事前に高い精度で評価する手法を開発する「地震・
火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化」を行う．
同時に，地震や火山噴火が発生した直後に，高精度かつ
即時的に災害誘因を予測する手法を開発する「地震・火
山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化」を実施する．
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また，災害誘因予測を防災対策の推進に効果的に結びつ
けるために，「地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情
報につなげる研究」に取り組む．

（1）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化
地震動，津波，断層のずれ，火山噴出物，地震動や火

山活動による斜面崩壊などの災害誘因を，地震や火山噴
火の発生前に高精度に評価する手法を開発する．また，
大地震等による災害リスク評価手法の高度化に取り組
む．

（2）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化
地震や火山噴火が発生した直後に，地震動，津波とそ

の浸水域，火山噴出物などの災害誘因を高精度かつ即時
的に予測する手法を開発する．また，地震・火山噴火に
よる斜面崩壊や山体崩壊で発生する津波の即時予測手
法についても検討する．

（3）�地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につな
げる研究

不確実で小さいという印象を与えがちな大地震・火山
噴火の発生確率に関する情報や，地震・火山噴火発生可
能性の相対的な高まりを示す情報を防災対策の推進につ
なげるために，切迫度に対する社会の認知等に着目した
地震・火山情報の内容や発信方法について検討する．ま
た，火山の状況を即時的に把握する手法の開発と，災害
対応のために必要な災害誘因予測情報を効果的に提供
する手法を検討する．さらに，火山周辺自治体や観光客
等に対する災害情報の発信に関する研究を進める．

2-4��地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のため
の研究

災害を軽減するためには，地震や火山現象に関する科
学的な理解を深め，現象を予測するだけでは必ずしも十
分ではなく，現象の理解・予測を災害の軽減につなげる
ための具体的な手法について検討する必要がある．そこ
で，地震・火山噴火による災害誘因の災害素因への作用
に着目し，「地震・火山噴火の災害事例による災害発生
機構の解明」に取り組む．また，地震や火山に関する科
学的な理解や過去の災害事例，想定される地震・火山噴
火により引き起こされる災害などについて，社会が利活
用可能な要素・知識体系を整理することを目指す「地震・
火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研
究」を推進する．

（1）�地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の
解明

史料・考古データベースに基づき，時代性や地域性を
考慮して地震・火山災害の特徴を明らかにし，今後の防
災・減災施策や復興施策の検討に資する要素を抽出する．
また，近年の地震や火山災害における事例を対象とし，
暴露人口や建造物の脆弱性などの社会素因と災害誘因と
の関連性に焦点を絞り，災害の発生機構を明らかにする．
災害からの復旧・復興過程に関して社会の回復力に着目
した研究にも取り組む．

（2）�地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成
のための研究

将来発生が懸念される地震・火山災害に着目し，社会
における防災リテラシーの実態を調査する．調査結果に
基づき，社会が被害の発生を抑止，あるいは軽減する対
策を考えるために必要な知識体系を明らかにすることを
目指す．知識体系を明らかにする過程で，必要な知識要
素を特定し，それらの要素を組み合わせることで，実践
的な研修プログラムを構築する．さらに，特定の地域を
対象として研修プログラムの効果を検証し，実効性を高
める．

2-5�研究を推進するための体制の整備
本計画で得られる成果を災害の軽減に効果的に役立

てられるように，計画の参加機関間で緊密な情報共有を
図るとともに，計画の実施項目間の連携を強化して計画
を推進する．その試みとして，分野横断で取り組む総合
的研究を実施する．また，地震発生・火山噴火現象の解
明とその予測研究を進める上で必要不可欠な，基盤的な
観測網の維持・整備を行うとともに，観測データや構造
共通モデル・解析ソフトウェアを含む研究成果をデータ
ベース化し，これらを共有することにより効率的に研究
を進める．同時に，観測困難地域での観測技術の開発及
び高度化に取り組む．さらに，学際的に研究を進めるた
め関連分野との連携を強化するとともに，地震・火山噴
火現象や災害に関する知見を広げるために国際的な共同
研究を推進する．社会との共通理解の醸成のために，組
織的なアウトリーチ活動を推進する．また，発生間隔の
長い大規模な地震・火山噴火の継続的な研究の進展を
図るため，世代を超えた長期的な視点に基づいて人材を
育成する．

（1）推進体制の整備
本計画の進捗状況の把握，研究成果の取りまとめを行

うとともに，計画の実施項目間及び参加機関の連携を強
化することで，効率的に計画を推進する．行政機関や地
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震本部等の関係機関との技術的・制度的な連携を進め，
本計画による研究成果・技術が災害軽減に貢献できるよ
う，災害・防災対策に係る社会ニーズを的確に把握する
ことに努める．安定的な火山観測及び火山研究のため，
中長期的視点に立った観測体制及び研究推進体制のあ
り方について検討を進める．地震学・火山学の成果を災
害軽減に活用するために，拠点間連携共同研究をさらに
発展させる．

（2）分野横断で取り組む総合的研究を推進する体制
南海トラフ沿いの巨大地震，首都直下地震，千島海溝

沿いの巨大地震，桜島大規模火山噴火，高リスク小規模
火山噴火については，それらが発生した場合の社会への
影響に鑑み，地震・火山現象の理解を災害軽減につなげ
るために，研究分野横断による総合的な研究として実施
する．これらの総合的な研究の対象はそれぞれ異なる特
徴を持つものであり，ここで得られる知見を他の大地震
や火山噴火に適用することで，より一層の災害軽減への
貢献が期待される．

（3）研究基盤の開発・整備
地震・火山現象の解明と予測のための研究を着実に進

展させて，災害関連情報の迅速な発信や，地震・火山活
動の評価の高度化につなげるため，行政機関，研究開発
法人や全国の大学が協力して，国内の陸域及び海域に展
開されている地震や地殻変動等の観測基盤を維持・整備
するとともに，近年新たな研究成果が得られている海域
や火口近傍等における観測体制を強化する．また，関連
機関の連携により機動的な観測を実施するための体制を
整備する．さらに，観測対象を広げるための新たな技術
開発を進める．観測網で得られる大量のデータを効率的
に流通，解析，可視化する技術の高度化を行なう．また，
研究成果や観測データ等をデータベース化し，これらを
迅速に共有し，相互利用できる仕組みを構築する．

（4）関連研究分野との連携強化
地震・火山研究の成果を災害軽減に役立てるために，

理学にとどまらず，工学，人文・社会科学などの関連研
究分野間の相互理解に努め，連携をより一層強化する．
また，低頻度大規模地震・火山噴火現象の規模，発生頻度，
発生機構等を明らかにするために，近代観測以前の地震・
火山現象の解明を目指し，引き続き歴史学・考古学と連
携して計画を進める．さらに，進展の著しい数理科学，
情報科学，計算機・計算科学等の研究分野の成果を取
り入れるために，これらの研究分野との連携を強化する．

（5）国際共同研究・国際協力
地震・火山災害は国内に限らず世界各地で発生するこ

とから，国際的な防災・研究機関との連携を強化する．
また，海外での国際共同研究を通じて観測研究事例を増
やすことにより，低頻度で発生する大規模な地震・火山
噴火現象の理解を促進する．さらに，研究成果を活用し，
開発途上国における地震・火山災害の軽減に貢献する体
制の維持・整備を行う．

（6）社会との共通理解の醸成と災害教育
地震・火山噴火現象と災害に関するアウトリーチ活動

を積極的かつ組織的に展開する．
その際，研究成果のみならず研究の進捗や見通しにつ

いても説明を加える．また，本計画の防災リテラシー向
上のための研究成果を活用して，研究成果や地震・火山
災害に関する知識や災害軽減の対策に必要な知識体系
等を社会に効果的に伝える．

（7）�次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対
応に携わる人材の育成

地震・火山噴火現象の理解，予測手法の高度化とその
検証及び防災リテラシーの向上には，世代を超えた継続
的な観測研究の進展を担う人材や，関連研究分野の推
進を担う人材の育成が極めて重要である．そのためには，
地震学，火山学，地質学，地形学，歴史学，災害科学，
社会科学，数理科学，計算機科学，観測・調査技術開
発などの幅広い分野において，地震・火山災害の軽減を
志す若手研究者や技術者を育成することが欠かせない．
さらに，地震・火山の専門教育を受けた人材が防災・科
学技術に関わる行政・企業・教育に携わることも非常に
重要である．このような観点から，複数の教育・研究開
発法人・行政機関が連携し，観測研究を生かした教育活
動を継続して，若手研究者・技術者，防災業務・防災対
応に携わる人材の育成を行う．火山分野においては，次
世代火山研究・人材育成総合プロジェクトも活用し，次
世代の火山研究者を育成する．

Ⅲ．計画の実施内容
１．地震・火山現象の解明のための研究

地震・火山災害を軽減するためには，地震・火山現象
の根本的な理解を深めることが重要である．長期間にわ
たる過去の地震や火山噴火の発生事例，地震・火山現象
の物理・化学過程や，構造，応力場，変形場などに関す
る研究を進め，地震や火山噴火が発生する仕組みを解明
する．一旦発生すれば甚大な被害をもたらす低頻度大規
模の地震・火山噴火現象に関しては，新たな観測データ
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の解析に加えて，史料・考古データ，地質データ等の収集・
拡充を進めて事例を増やし近代的な観測データとの比較
研究を行うことで，その特徴や多様性を把握する．また，
地震・火山噴火の発生予測やそれらが引き起こす災害誘
因の予測を高度化するために，地震発生過程と火山現象
の解明・モデル化に加えて，地震発生及び火山活動を支
配する場の解明・モデル化を進める．

（1）�地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質デー
タ等の収集と解析

地震・火山噴火現象に関係する過去の事象を理解し，
現在の状況の把握，ならびに将来の活動推移の予測に資
するために，史料，考古資料，地質の調査から得られた
情報を活用する．現存する膨大な史料の中から，文献と
して信頼できる地震・火山活動関連史料を抽出し，信頼
性の高い史料データベースを構築する．考古情報につい
ては，これまでに公開されている 10 万冊以上に及ぶ考
古遺跡の調査報告書から，地震・火山現象に関連する遺
物や災害痕跡などの資料を収集し，データベース化を進
める．地質情報については，活断層の位置，形状に関す
る情報の取得とその過去の活動履歴・地震規模を解明し，
データベースの整備を進める．また，地震に伴う地質学
的な痕跡を調査し，データの収集，整理を行うとともに，
津波堆積物等の識別手法の高度化と年代決定精度の向
上をめざす．火山噴火に関しては，地形・地質調査によ
り活動的火山の噴火堆積物等の基礎データを蓄積すると
ともに，海底火山や海洋底の調査を行い，地質・岩石学
的データの収集・整理を行い，データベース化を進める．

ア．史料の収集とデータベース化
〇大学は，既刊の地震・火山関連史料集のデータベース

を構築する．データベース化にあたっては校訂作業を
ほどこして正確な情報を提供する．また，史料中に現
れる地名に位置情報を与え，史料を地図表示できるよ
うにして利便性を図る．

〇大学は，既刊の地震史料集に収録されていない地震・
火山関連史料を収集する．特に，同一地点における有
感地震記録の長期的な把握及び近代的な観測データ
のない明治初年の関係史料の発見に重点をおく．また，
地震・火山関連史料を単体ではなく，史料群としての
性格も把握することによって，史料から適切な理解を
導き出せるように努める．

〇大学は，史料に記述された地震・火山現象に関連する
言語表現が，どのような自然現象をとらえたものであ
るのか，各種史料の比較検討によって確定し，地震・
火山活動の規模や態様を推定するための指標として活
用することを目指す．また，史料から検出できる家屋

倒壊率を震度推定として適切に活用する方法について
各種の事例から検討する．

〇大学は，近世・近代の村絵図，国絵図，地籍図等から
得られる地理空間情報を分析して，地形の歴史的変遷
を考察する．それによって，過去の地震災害の実態解
明を進めるとともに，将来発生が懸念されている災害
の被害軽減への活用を図る．

イ．考古データの収集・集成と分析
〇奈良文化財研究所は，全都道府県の既存考古データを

網羅するとともに，災害痕跡考古資料の収集とデータ
ベース作成・公開事業をさらに拡充する．その上で，
南海トラフ沿いの巨大地震などを念頭に，特定地域の
災害考古資料の収集と災害履歴の再構築・分析を行う．

〇大学は，災害痕跡考古データベースと，文献史料か
ら得られた地震・火山活動のデータベースを統合し
て検索することが可能なシステムを構築し，成果の
活用を図る．

ウ．地質データ等の収集・集成と分析
〇大学及び海洋研究開発機構は，津波堆積物の認定・

対比手法の確立や，年代決定手法の改良を進め，津
波をもたらした海溝型巨大地震の発生履歴とその規模
の解明を進める．同時に，既存の津波堆積物データの
再検討に加え，国内外での堆積物調査を実施する．

〇産業技術総合研究所は，津波堆積物等の調査結果に
基づき，津波による浸水履歴データベースの整備・更
新を行う．また，地形・地質調査により，全国の活断
層のセグメント区分の見直しや活動評価を進め，熊本
地震後の調査などの最新知見に基づく活断層データ
ベースの整備・更新を行う．さらに，複数セグメント
にわたる連動型地震の履歴を解明し，地震の発生頻度
や地震規模，破壊の多様性を明らかにする．

〇大学は，火山噴火の規模や継続時間，爆発性，噴火
活動の推移を評価する上で重要となる噴出量等の基
礎データを収集・整理する．特に，火山噴出物を用い
て岩石・鉱物学的解析を行い，マグマ溜まりの深度や
温度，含水量等の情報を得る．

〇産業技術総合研究所は，火山防災のために監視・観
測体制の充実が必要な火山を対象として火山地質図の
整備を推進する．また，全国の火山を対象として，噴
出量や歴史記録を含めた噴火年代等の基礎的な地質
情報を収集した火山データベースの整備・更新を行う．
さらに，火山噴出物から噴火年代を高分解能で推定す
る年代測定手法を開発する．
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（2）低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明
史料・考古データ，地質データ等と近代的な観測デー

タを対比・統合することによって，近代的な観測開始以
前の現象の規模・発生場所を明らかにし，地震，津波，
火山噴火の発生履歴を解明する．低頻度大規模地震につ
いては，海外で発生した事例も含め近代的観測データを
解析し，その特徴を手掛りに史料・考古データ，地質デー
タ等の分析を進める．特に，東北地方太平洋沖地震及び
南海トラフ沿い・千島海溝沿いの巨大地震に関する研究
を優先的に実施する．火山に関しては，カルデラ噴火を
含む低頻度の大規模噴火も対象とし，活動的火山の噴火
履歴及びマグマの発達過程を高い精度で明らかにする．
また，噴火推移・履歴の時空間解像度を上げるため，地
質学的解析手法，岩石鉱物の微細組織解析及び年代学
的手法の開発・改良を進める．
〇大学は，南海トラフ沿いの巨大地震・津波や西南日本

内陸部など，過去に繰り返し大規模な地震が発生して
いる地域について，海外所在の史料も含め新資料の発
掘に努める．津波痕跡に関しては，津波堆積物の形成
過程を分析することによって，現存する堆積物から過
去の現象の規模を推定する手法の構築を目指す．

〇産業技術総合研究所は，日本列島周辺の各海溝沿い
で発生する低頻度大規模地震について，津波堆積物
や海岸地形など地質学的調査により，発生履歴及び津
波波源を解明し，震源断層モデルを構築する．

〇大学，防災科学技術研究所，海洋研究開発機構及び
産業技術総合研究所は，東北地方太平洋沖地震の震
源域，南海トラフ沿いや千島海溝沿いにおける地震活
動や中規模以上の地震の震源過程を調べ，巨大地震
の発生との関連に関する研究を実施する．

〇大学は，低頻度大規模地震後の余効変動を理解する
ために，東北地方太平洋沖地震後の重力変化を追跡
することにより，地下で進行している物質移動や密度
変化の要因を明らかにする．

〇海洋研究開発機構は，日本海溝沿いや南海トラフ沿い
において，高精度な海底下 3 次元構造調査を実施し，
海底震源断層の連続性やセグメント化に関する評価方
法について検討する．

〇大学は，伊豆大島や霧島山等での爆発指数（VEI）が
4 ～ 5 クラスの大規模噴火を対象として，地質調査や，
噴出物に対する物質科学的解析，数値モデル解析を
行い，マグマ供給系の実体を解明する．また，近代以降，
海外で発生した大規模噴火について，古記録などをも
とに噴火の先行現象や噴火推移，被害状況を整理する．

〇大学は，洞爺や阿蘇等のカルデラ火山を対象として，
放射非平衡を利用した年代測定法などを適用し，カル
デラ噴火に至るマグマの蓄積や分化の過程を解明す

る．また，鬼界カルデラ等の海底カルデラを対象とし
て物質科学的研究を進める．

（3）地震発生過程の解明とモデル化
プレート間で生じる低速変形から高速滑りまでの多様

な滑り過程を包括的に理解するために，スロー地震を含
む地震活動の特徴や，スロー地震と通常の地震の発生メ
カニズムの類似性・関連性及び海域のプレート間の固着
状態等を明らかにする．また，地震時の動的破壊過程や，
複雑な断層系における断層間の相互作用による連鎖的な
破壊現象，地震活動の階層性等に関するデータ解析や理
論研究を実施する．さらに，地球物理・地球化学的観測
や野外観察，科学掘削で採取された試料の解析，室内
実験や数値シミュレーションなどの研究を通して，地震
発生や下部地殻・上部マントルのレオロジー特性に与え
る地殻流体の効果や，滑りの多様性を生み出す断層面の
摩擦特性及び断層破砕帯の微細構造等に関する理解を
深め，地震断層滑りの物理・化学モデルを構築する．

ア．地震発生機構の解明
〇大学，防災科学技術研究所及び海洋研究開発機構は，

陸域及び海域における長期間の観測により，プレート
境界で発生する様々な時間スケールをもつ滑り現象を
明らかにする．日本海溝沿いでは，東北地方太平洋沖
地震発生後のプレート間の固着状態と，周辺の応力場
の時空間変化を明らかにする．また，南海トラフ沿い
では，モニタリング手法の高度化を進めるとともに，
プレート境界周辺の詳細な不均質構造を推定し，多様
な滑り現象の発生機構を解明する．

〇大学及び海洋研究開発機構は，地震・地殻変動観測
に基づいて震源分布，地震波速度構造，ひずみ・応力
場等を推定するとともに，室内実験や数値シミュレー
ションに基づいて，複雑な断層系における断層間の相
互作用及び連鎖的な動的破壊過程についての理解を
深める．

〇大学は，地震活動の階層性を定量化する手法を開発す
る．また，世界各地の沈み込み帯を対象とした国際共
同研究を推進し，異なる地質学的環境における地震活
動の階層性の特徴を明らかにする．

〇大学は，鉱山で得られた掘削コア等の分析と，震源の
ごく近傍で取得された観測データの解析から，応力と
地震活動の関係を明らかにする．

〇大学及び海洋研究開発機構は，地球物理・地球化学
的観測や室内実験，数値シミュレーション，野外観察
に基づいて，地震発生及び下部地殻・上部マントルの
レオロジー特性に及ぼす流体の影響や地殻流体の存
在形態を明らかにする．
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イ．地震断層滑りのモデル化
〇大学及び海洋研究開発機構は，国内外の海域及び陸

域の科学掘削で採取された試料や，地球物理・地球
化学的観測，室内実験，数値シミュレーション，野外
観察から得られた情報を統合して，断層面の摩擦特性
の解明など地震断層滑りの物理・化学モデルの高度化
に取り組む．

〇大学及び海洋研究開発機構は，応力載荷速度の変化
などの様々な擾乱に対する断層滑りの応答を室内実験
や理論により解明し，観測データと比較することで，
断層滑りのダイナミクスを明らかにする．また，摩擦
特性が不均一な断層における複雑な滑り及び地震サイ
クルの複雑性に関する理解を深める．

〇産業技術総合研究所は，地質調査に基づいて，岩石
のレオロジーの空間的不均質が断層の滑り挙動に与え
る影響を評価する．また，断層破砕帯の微細構造解析
及び室内実験に基づいて，断層の滑り機構・強度や脆
性―塑性遷移領域におけるひずみの集中過程を明ら
かにする．

（4）火山現象の解明とモデル化
噴火の推移や多様性を理解するためには，現象の発生

源にできるだけ近づき，多項目観測を実施することが不
可欠である．一方，地表付近の現象の理解には，深部か
らのマグマ供給過程の理解も重要である．そのため，活
火山周辺や火口近傍において地球物理・地球化学的観
測，火山噴出物や火山ガスの分析からなる多項目同時観
測・採取・解析を行い，火山の深部から浅部で進行する
様々な過程や噴火現象を時空間的に定量化する．また，
火山現象はマグマの動きや状態の変化に支配されるた
め，マグマの流動・破砕・脱ガス・結晶化などの各素過
程の物理・化学的な実験研究や，数理モデルによる理論
解析を進め，マグマ溜まりや火道内過程のモデル化を行
う．さらに，噴火様式の分岐条件や噴煙形成の支配因子
を定量化し，多くの火山に適用することを念頭に置いて
噴火機構モデルの一般化を目指す．

ア．火山現象の定量化と解明
〇大学及び海洋研究開発機構は，霧島山，阿蘇山，伊

豆大島等，海域を含む国内外の活動的な火山や最近
噴火した火山を対象に，火山周辺や火口近傍における
多項目観測，リモートセンシング観測，噴出物の物質
科学分析を行い，噴火発生前，噴火継続中，噴火終
息後の火山活動の推移やその多様性を把握する．これ
らの結果と素過程の理解に基づいて，マグマの蓄積，
上昇，噴火を統一的に理解し，火山活動のモデル化を
進める．また，新たな観測・分析手法の開発や既存の

手法の高度化にも取り組む．
〇防災科学技術研究所は，基盤的火山観測網やリモート

センシング技術等による多項目の火山観測データを活
用し，多様な火山現象の発生機構の解明や火山災害
過程を把握するための研究開発を進める．また，火山
体周辺や火口近傍において火山観測網を補完する機
動的な調査観測を行うほか，遠隔で火山ガスや火山灰
等の分析を行うモニタリング技術を開発し，火山現象
の定量化を図る．

〇産業技術総合研究所は，活動的な火山において火山
ガスの観測を実施する．マグマ性の噴火を繰り返し
て大量の火山ガス放出を継続している火山において
は，噴火活動推移の多様性をもたらす火山ガス放出
過程のモデル化を行う．また，熱水の関与が見られ
る火山においては，熱水系とマグマ性ガスの相互作
用を明らかにする．

〇産業技術総合研究所は，三宅島等のマグマ噴火を繰
り返す火山を対象として，火山活動履歴に基づく活
動推移の類型化を行う．また，桜島等を対象として，
火山灰粒子の岩石・鉱物学的特徴の経時変化と，地
球物理・地球化学的観測データを比較することで，
爆発的・非爆発的噴火の分岐メカニズムの解明を行
う．これと共に，噴火準備段階から噴火に至るまで
のマグマ挙動の解明に向けて，噴火履歴に沿った噴
出物の岩石・鉱物学的特徴の解明及び高温高圧実験
装置を用いた実験岩石学的研究を行う．特に，大規
模カルデラ火山に対して，マグマ供給系の時間発達
過程を解明することで，大規模噴火の準備過程や噴
火の開始に関する研究を行う．

イ．マグマ溜まりと火道内過程のモデル化
〇大学及び防災科学技術研究所は，火道モデルや噴煙

拡散等の数値モデル解析を行い，噴火に伴う諸現象と
その推移，噴出量・噴出率などの物理パラメータ，マ
グマ供給系の実体とその時間変化を解明する．また，
マグマ溜まりや火道内過程を支配するマグマの流動・
脱ガス・結晶化などの各素過程に対する物理・化学的
な実験を行い，噴火様式を支配するマグマの物質科学
的性質を明らかにする．数値モデル解析の結果と素過
程の理解に加えて，地球物理・地球化学的観測や物
質科学分析の結果を組み合わせることにより，噴火機
構及び噴火推移の理解を深める．

（5）�地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデ
ル化

地質学的環境の特性に応じて，プレート境界域と海洋
プレート内部，内陸を含む地殻・マントル内の地震発生
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域，火山地域に分けて，震源分布，構造，応力場，ひず
み場，流体分布等を観測により明らかにする．特に，プ
レート境界域においてはスロー地震活動等の滑りの多様
性を明らかにし，内陸地震発生域においては，実験・物
質科学的知見に基づくレオロジー構造モデルの構築や震
源断層への応力載荷過程についての理解を深める．さら
に，火山周辺地域に関しては，観測データの解析と物質
科学的研究を統合し，熱水系及びマグマ供給系を含む火
山体浅部からやや深部までの構造を明らかにする．

地震活動と火山活動の誘発・抑制現象の事例を引き続
き蓄積するとともに，地震発生及び火山現象を支配する
場の理解に加えて，室内実験，理論モデルを通して地震
と火山活動の相互作用に関する研究を推進する．

海域から陸域までを包括した地震波速度・減衰構造，
構造境界の分布の精緻化を進めるとともに，比抵抗構造，
応力場，変形場などの情報を含めることにより，多くの
研究者が利用できる標準的な構造共通モデルをより一層
発展させ，地殻活動データ解析や地震発生数値シミュ
レーション，強震動の事前評価・即時予測手法，火山災
害予測手法などの高度化につなげる．

ア．プレート境界地震と海洋プレート内部の地震
〇大学，海洋研究開発機構及び産業技術総合研究所は，

日本周辺及びニュージーランドなどの海外の沈み込み
帯において，プレート境界面の形状とプレート境界周
辺の地下構造及び応力場，ならびに通常の地震活動と
スロー地震活動の分布等を明らかにする．

〇大学及び海洋研究開発機構は，長期孔内観測システ
ムを含む海域における地殻変動観測を推進し，ゆっく
り滑りや地震の発生等の地殻活動の現状を把握する．
また，ゆっくり滑り発生領域及びその周辺の地震学的・
電磁気学的構造の時間変化の検出を試み，ゆっくり滑
りの発生場の理解を深める．

〇大学及び海洋研究開発機構は，日本海溝アウターライ
ズ域周辺の地震観測と構造探査を実施し，沈み込む
前の海洋プレート内の地下構造や震源断層の分布，地
震発生域における流体分布を推定する．また，地球化
学的観測に基づいて，プレート境界周辺域の流体変動
のモニタリングを行う．

〇大学及び海洋研究開発機構は，日本海溝周辺や関東
地方などの稠密な地震観測が行われている地域を対
象に，スラブ内地震の震源域における不均質構造を高
い空間分解能で推定する．さらに，スラブ中の含水鉱
物の脱水やマントルの主要構成岩石の相転移に着目し
て，スラブ内地震の発生機構の理解を深める．

イ．内陸地震
〇大学及び海洋研究開発機構は，東北地方太平洋沖地

震後の地震活動・応力場・ひずみ場の時間変化を捉
え，地震波速度・減衰構造，比抵抗構造及び室内実験・
物質科学的知見に基づいて，レオロジー構造モデルの
高度化を図る．

〇大学は，東北地方太平洋沖地震前後の地殻応答シミュ
レーションを実施し，地震・地殻変動等の観測結果や
古地震学的知見との比較により，内陸地震震源断層へ
の応力載荷過程の解明を進める．また，誘発地震発生
域などでは，地震活動及び発震機構解の特徴に基づ
いて地殻流体の時間発展を推定し，内陸地震の発生に
及ぼす地殻流体の役割を分析し，内陸地震発生モデ
ルの構築を目指す．

〇大学は，西南日本のひずみ集中帯や島弧会合部などに
おいて，高密度地震観測と電磁気観測などの実施に加
えて，既存データの再解析により，内陸地震の震源断
層周辺の不均質構造や変形場，流体分布を捉え，断
層への応力載荷過程及び間隙流体が断層の強度低下
に及ぼす影響を明らかにする．

〇大学は，断層破砕帯における地球物理・地球化学的観
測に基づいて，断層破砕帯の透水性及びその構造を
推定する．また，地殻流体のモニタリング手法を開発
する．

〇国土地理院は，ひずみ集中帯などにおいて，GNSS・
SAR 干渉解析・水準測量による高密度地殻変動観測
を実施し，東北地方太平洋沖地震発生後の地殻変動
を明らかにする．

ウ．�火山噴火を支配するマグマ供給系・熱水系の構造
の解明

〇大学は，草津白根山，蔵王山，御嶽山等，近年噴火し
たが地下構造の推定が不十分な火山，あるいは活発な
火山活動に伴い顕著な地殻変動や地震活動が最近認
められる火山を対象として，自然地震や雑微動を用い
た地震学的解析や地下の比抵抗を求める MT 法によ
り，地表から深さ 10 ㎞程度までの地下構造を推定す
る．将来噴火する可能性が高い火山についても，山体
内部の構造や状態を把握するための基礎的観測を実
施する．

〇大学及び海洋研究開発機構は，鬼界カルデラ等におい
て地球物理学的観測等を実施し，カルデラ噴火を引き
起こした火山のマグマ供給系を明らかにする．

エ．�地震発生と火山活動の相互作用の理解
〇大学は，地震及び活火山の分布や地震学的構造，電

磁気学的構造，応力場，温度場，地球化学的特性，
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数値シミュレーションなどを組み合わせ，地震の発生
しやすい領域とマグマなどの地殻流体の生成と蓄積が
起きる領域との関係を明らかにする．これらの研究を
基に地殻・マントルの変形場を理解し，地震発生と火
山活動の相互作用の理解を目指す．

〇大学は，大地震によって火山噴火が誘発される現象や
火山活動が地震活動や断層の動的破壊過程へ及ぼす
影響など，観測の実施と過去のデータ解析を通して引
き続き事例を蓄積する．

オ．構造共通モデルの構築
〇大学及び防災科学技術研究所，海洋研究開発機構，

産業技術総合研究所は，日本列島及びその周辺域を
対象とする海域から陸域までを包括した地震波速度・
減衰構造，構造境界の分布の精緻化を進めるとともに，
比抵抗構造や応力場，変形場，震源断層の形状など
の情報を含めた構造共通モデルの構築を進める．

〇大学は，陸域及び海域における地殻変動データに加え
て，衛星重力データを用いて列島規模の広域粘弾性モ
デルを開発する．

２．地震・火山噴火の予測のための研究
地震・火山現象の科学的な理解に基づき，地震発生

や火山噴火の予測研究を進める．地震発生予測では，海
域のプレート境界の固着状態や地震の発生履歴，数値シ
ミュレーション等に基づいて，プレート境界地震の新た
な長期予測手法を開発する．現行の活断層の活動履歴に
基づく内陸地震の長期評価手法に対して，地殻変動や地
震活動のデータを活用した新たな予測手法を提案する．
また，地殻活動のモニタリングデータと物理モデルや統
計モデルに基づく中短期的な地震発生予測手法を開発
する．さらに，地震発生に先行する現象の発現メカニズ
ムを解明するとともに，先行現象の統計的評価に基づい
て大地震の発生確率を推定する手法を開発する．火山噴
火予測では，多項目観測の継続を通じて，数ヶ月から数
年スケールの火山活動の特性を明らかにすることで中期
的な活動推移に対する定量的評価手法の研究を行う．噴
火履歴データベースの活用や活火山下のマグマ生成率
の推定により長期的な噴火ポテンシャルを評価する．ま
た，噴火の準備段階，噴火，噴火の終息までの火山活動
全体をそれぞれ独立した現象ではなく，相互に密接に関
連する一連の活動と捉える火山活動推移モデルを構築
する．推移モデルに現れる各事象の分岐条件をデータや
理論に基づき明らかにすることにより，火山噴火の規模，
推移，様式の予測精度の向上を目指す．

（1）地震発生の新たな長期予測
海域のプレート境界で発生する巨大地震に関しては，

史料・考古データ，地質データで得られる過去の地震の
発生履歴や，陸域及び海域で得られている測地データに
基づいて，プレート境界での滑りの時空間変化を定量的
に把握することで，長期間の滑り遅れや地震モーメント
蓄積量を推定し，数値シミュレーション等に基づいて巨
大地震の発生予測手法を新たに構築する．内陸地震に関
しては，測地データや地震活動データ，数値シミュレー
ション等に基づく新たな長期予測手法を開発し，現行の
活断層の活動履歴に基づく長期評価手法と組み合わせる
ことで長期予測手法の高度化のための研究を進める．ま
た，従来の活断層評価などで想定されてきた内陸地震の
震源断層モデルを近年の観測例に基づいて検証する．さ
らに，物理モデルに立脚した長期予測に向け，プレート
境界とプレート内部を一つの力学的システムとして統合
し，観測された地殻変動・応力状態を説明可能なレオロ
ジー構造モデルを構築する．

ア．海溝型巨大地震の長期予測
〇大学は，史料に記述された数百年間の有感地震の記録

を活用して，大地震の発生前後の中・小規模の地震活
動を抽出する．また，史料から推定された有感地震記
録と，近代的な機器観測による中・小地震データとの
比較を通して，大地震発生後の地震活動の特徴から
大地震の規模推定を試みる．

〇大学及び海洋研究開発機構は，日本列島を含む広範な
領域を対象とした 3 次元のレオロジー構造モデルを構
築し，観測された地殻変動・応力状態を最も良く説明
するプレート間の固着状態の時空間変化を推定する．

〇海上保安庁，大学及び海洋研究開発機構は，海溝
沿いの巨大地震想定震源域や海溝軸近傍において，
GNSS- 音響測距結合方式等による海底地殻変動観測
を実施し，プレート境界の固着状態を推定する．

〇防災科学技術研究所及び海洋研究開発機構は，室内
実験及び大規模シミュレーション等の成果に基づき，
海溝型巨大地震の長期予測手法の高度化に資する地
震発生モデルを構築する．

〇大学及び海洋研究開発機構は，測地データや地震活
動データ，大規模数値シミュレーション等に基づく新
たな海溝型巨大地震の長期予測手法を開発する．

イ．内陸地震の長期予測
〇大学は，測地データに基づいてひずみ集中域を特定

することにより新たな内陸地震の長期予測手法を開発
し，予測モデルを試作する．その際，定常的地震活動
度や地震の規模別頻度分布などの地震活動データも
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予測モデルに取り込む．
〇大学は，従来の活断層評価などで想定されてきた内陸

地震の震源断層モデルを，地表地震断層の調査や地
震波解析等から推定される震源過程の特徴に基づき
検証する．また，プレート境界の固着状態や，断層セ
グメントの連鎖的破壊などの観測結果を取り入れた内
陸地震の発生モデルを提案し，内陸地震の長期予測手
法の高度化を図る．

〇大学は，大地震発生前に取得可能な広域応力場や断
層の幾何学的形状，古地震履歴，応力蓄積率などを考
慮した物理モデルを構築し，数値シミュレーションを
実行することで，動的破壊過程を含む地震の規模や発
生時期及びそのばらつきを予測する手法を検討する．

〇防災科学技術研究所及び海洋研究開発機構は，室内
実験及び大規模数値シミュレーション等の成果に基づ
き，内陸地震の長期予測手法の高度化に資する地震発
生モデルを構築する．

（2）地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測
陸域及び海域における地震・地殻変動等の観測デー

タと，物理モデルに基づく数値シミュレーションや数
理モデルとを比較することにより，様々な時定数で特
徴づけられるプレート境界滑りの時空間変化を推定し，
その予測に基づいて大地震の発生確率や地震発生可能
性の相対的な高まりを評価する手法の構築を目指す．
また，地震活動の時空間変化を高精度かつ迅速に把握
する手法を高度化するととともに，地震活動データを
用いた統計モデルに基づいて地震活動の予測実験を行
い，その予測性能を統計的に評価する．さらに，過去
の多様な地震活動や地殻変動等の履歴を整理して地震
活動事象系統樹を作成することで，地震活動予測の新
たな手法の開発を進める．

ア．プレート境界滑りの時空間変化の把握に基づく予測
〇大学，防災科学技術研究所，海洋研究開発機構，産

業技術総合研究所，気象庁及び国土地理院は，日本
各地で発生する様々なスロー地震活動を観測し，それ
らの時空間変化を明らかにすることで，滑り現象の多
様性と相互作用の理解を深める．さらに，繰り返し地
震・微小地震の検出や海底地殻変動観測などプレート
境界滑り現象の時空間変化をモニタリングする手法を
高度化し，滑り速度が異なる現象間の相互作用を明ら
かにする．そして，これらの滑り現象のモニタリング
と数値シミュレーション等に基づいて，プレート境界
大地震の発生可能性の時間的変化を評価する手法を
開発する．

〇大学及び海洋研究開発機構は，測地データや地震活

動データ等を用いて，プレート間の固着状態を逐次的
にモニターする手法を開発し，固着状態の時空間変化
に基づく地震発生予測手法の構築を目指す．

〇大学及び海洋研究開発機構は，データ同化手法を地
殻変動観測データに適用することで，ゆっくり滑りの
時空間発展を予測する手法を開発する．

〇気象庁，国土地理院，防災科学技術研究所，産業技
術総合研究所及び海洋研究開発機構は，陸域及び海
域の地震観測網等から得られるデータを逐次的に解析
することで，プレート境界滑りを評価する指標を見い
だし地殻活動の監視技術を高度化する．

イ．地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験
〇大学は，地震活動の時空間変化を高精度かつ迅速に

把握するための手法を開発する．逐次的に更新される
地震活動データに地震活動の統計モデルを適用する
ことで，地震発生確率の時空間変化を評価する手法を
開発する．また，地表の荷重変化や潮汐等の応力擾乱
に対する地震活動の応答を評価する．

〇大学は，地球規模の広域な地震活動や，世界の様々な
地域の地震活動の予測・検証実験を行うために，国際
的な地震活動予測可能性共同実験（CSEP）に継続し
て参加する．世界標準の地震発生予測モデルや検証
方法の改善，実験方法の改良にも貢献する．

〇大学は，過去の観測データ・地震の発生履歴・文献資
料等を収集し，海溝型巨大地震や内陸大地震の発生
前・発生後の地殻活動等を整理することで，地震活動
事象系統樹を作成する．さらに，大地震発生前後の特
徴的な地震活動等の発現頻度等を把握し，地震発生
予測手法の高度化に資する．

（3）先行現象に基づく地震発生の確率予測
地震活動や電磁気現象などの中短期の地震先行現象

の統計的評価に基づき，大地震の発生確率を推定する手
法を開発する．また，地震先行現象のうち，統計的評価
がなされていないものについては事例を蓄積しつつ統計
的評価に着手する．さらに，機械学習等のデータ駆動科
学の最新手法を取り入れることで，新たな先行現象の抽
出及び統計的評価を行う．理論や室内実験等により，先
行現象の発現メカニズムの解明も進める．
〇大学は，従来から地震発生に先行する傾向があると示

唆されている地震活動や電磁気現象などの現象に対し
て，過去のデータを用いて機械学習等のデータ駆動科
学の最新手法を含む客観的手法で予測を行い，予測
性能を統計的に評価する．

〇大学及び海洋研究開発機構は，地震先行現象のうち
物理的なメカニズムが推察されている現象について，
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理論や室内実験に基づき，そのメカニズムから期待さ
れる予測能力向上への効果について検討する．

〇大学は，各種先行現象候補による客観的な手法に基づ
いた地震発生予測マップの作成と予測能力の定量的
評価，類似する時間空間スケールをもつ先行現象によ
る予測の合致度合の調査を実施する．また，海外の関
連機関のデータも活用して国際共同研究を推進する．

〇大学は，地震波形データの解析と室内の岩石破壊実験
等を活用して，主破壊に先行する微小破壊の活動様式
や発生機構を明らかにし，大地震の発生確率評価への
適用可能性について検討する．

（4）中長期的な火山活動の評価
火山噴火の予測を高度化するためには，多項目の調査・

観測によって噴火履歴や火山活動の状態を把握し，噴火
発生のポテンシャルやマグマの蓄積状態などを評価する
必要がある．過去の長期的な活動の評価に関しては，史
料・地質データ等に基づいて作成される噴火履歴データ
ベースを活用して，噴火様式や規模，マグマの種類を明
らかにするとともに，マグマ供給系の長期的な時間変化
を検討する．さらに，物質科学的解析に基づいて，マグ
マ供給系の長期的な時間変化を推定し噴火活動のポテン
シャル評価に活用する．また，数ヶ月から数年の中期的
時間スケールの評価に関しては，地表観測や衛星観測な
ど様々な手法を駆使して火山性地震，山体・地殻変形，
地震波速度，地磁気，熱，火山ガス等のモニタリングを
行い，火山の状態を把握する．さらに，新たなモニタリ
ング技術及び解析手法の開発も進める．得られた多項目
データの解析結果を用いて，中期的時間スケールの様々
な火山現象と噴火発生の関係を定量的に評価する．

ア．火山噴火の長期活動の評価
〇大学及び産業技術総合研究所は，長期的な噴火活動

のポテンシャル評価を実施するために，火山に関する
地質データベース等を活用しつつ，各噴火の様式，規
模，噴出物に対する物質科学的検討及びマグマ供給
系の長期的な時間変化の検討を行う．

〇山梨県富士山科学研究所は，富士山を対象としてトレ
ンチ調査を含む地質調査等を実施し，噴火年代，噴火
推移，噴出量等の詳細な噴火データを収集する．それ
らの結果を基に噴火履歴の解明を進めることで，噴火
事象系統樹の精緻化に取り組む．

〇大学及び海洋研究開発機構は，南海トラフや九州南
方などの海域において地球物理・地球化学的観測を
実施し，海底で発生する火山噴火，地震や海底地滑り
など，海底で起こる現象に起因する災害の発生ポテン
シャル・発生リスクの評価を行う．

イ．モニタリングによる火山活動の評価
〇大学は，有珠山，十勝岳，吾妻山，阿蘇山等，数年

から 20 年程度の間に噴火を含む火山活動の活発化が
見られた国内外の火山を対象として，地震活動・地
殻変動・比抵抗・地磁気・重力・熱・応力場等のモ
ニタリングを行う．衛星画像によるリアルタイム火
山観測システム等を活用し，観測網が十分に整備さ
れていない火山も対象とする．各火山で得られた観
測量の特性とその変化を抽出して火山同士の比較研
究を進め，異常現象の検知手法を含む火山活動の評
価手法を開発する．

〇大学は，火山ガスによる火山活動モニタリング技術の
高度化として，二酸化硫黄などの火山ガス放出量の測
定に加え，ガス組成の測定を進め，火山内部の火山性
流体挙動の解明を行う．また，アプローチの難しい離
島火山や遠隔地の火山にも展開可能な火山ガスモニタ
リング技術の開発を行う．

〇気象庁は，全国の常時観測火山を中心に地震観測，
GNSS・傾斜計・SAR 干渉解析等による地殻変動観測，
全磁力観測，火山ガス・噴気温度観測を実施すると共
に，過去の観測データも含めた解析を行う．これらに
より，火山の地殻変動や火山ガス放出のモデル化など
火山体内の物理・化学過程，火山活動の活発化や噴
火に至る過程の解明を進め，観測データを用いた火山
活動評価の高度化を図る．特に伊豆大島については，
地殻変動観測に加え，重力観測，地表放熱量観測を
実施し，地下のマグマ・揮発性成分収支モデルを構
築することで，火山活動評価手法の高度化を進める．

〇国土地理院は，GNSS・SAR 干渉解析等の地殻変動観
測を実施すると共に，火山活動評価の高度化のために，
地殻変動源の詳細なモデル化を行い，その時間変化の
推移も高精度に把握する．

〇北海道立総合研究機構は，雌阿寒岳や十勝岳等を対
象として，地殻変動や重力観測，噴気や温泉に対する
地球化学的モニタリングを行う．また，過去の観測デー
タの再解析も含めて，地殻変動や地震活動のメカニズ
ムを総合的に検討することにより，火山体に発達する
熱水系構造を把握する．

（5）火山活動推移モデルの構築による火山噴火予測
先行現象の発現，噴火の発生，噴火規模の拡大・様

式の変化などの推移，終息までを一連の火山活動推移と
するモデルを構築する．推移モデルの構築にあたっては，
噴火事象系統樹をさらに発展させ，各事象に先行して現
れる物質科学的・地球物理学的データの相違点や共通点
の整理，数理モデルの高度化を進める．また，次の事象
に至るまでの時間や観測事象の時間変化率などを新たな
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指標として加える．さらに，地震活動の活発化や山体膨
張等の先行現象が発現したにもかかわらず噴火に至らな
い噴火未遂現象や火山体から離れたやや広域の地殻活
動変化にも着目し，過去の観測記録や文献調査等も活用
する．火山活動推移モデルの基礎となる噴火事象系統樹
については，その作成を継続すると共に作成手法の高度
化と標準化を進める．
〇大学は，火山活動推移モデルの構築を目指し，地球物

理学的観測や物質科学的分析から得られる各種パラ
メータに基づいて噴火現象の分岐指標を整理し，分岐
判定に対する論理的評価方法を開発するとともに，噴
火準備過程から噴火終了までの火山活動推移の類型
化を行う．特に，水蒸気噴火に対しては，浅部熱水系
の時間発展に着目した数値シミュレーションと多項目
観測データとを比較し，モデルの構築に活かす．

〇大学は，桜島火山を対象として，火山ガス・マグマな
どの火山性流体の貫入・噴出の量やその時間変化率な
どに着目し，噴火先行現象，噴火発生，噴火規模・様
式の変化など，先行現象から噴火終息までの一連の活
動推移をモデル化する．過去 20 年間の観測データ及
び新たに取得する観測データの解析，過去の観測記録
や文献調査による大正噴火・昭和噴火及び南岳活動期
の物理量評価，噴出物の岩石・鉱物学的解析等を基に，
大正噴火クラス（VEI=5）の大規模噴火の事象分岐条
件も含め，火山活動推移モデルの構築を進め，火山噴
火予測手法の高度化を進める．

〇大学，産業技術総合研究所，山梨県富士山科学研究
所及び防災科学技術研究所は，全国の主要な活火山
を対象として，最新の調査結果及び先行研究の成果を
基に，火山・噴火活動に関する事象系統樹を作成する
とともに，山体構造や地質学的環境が火山活動に及ぼ
す影響のモデル化を行う．火山活動の活発化や噴火発
生時には，現象の科学的解釈や今後進展しうる事象の
分岐予測にこれらの成果を活用する．

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究
災害の発生は，地震・火山噴火という自然現象が引き

起こす地震動，津波，火山噴出物，斜面崩壊などの災害
誘因が，自然や社会に潜在的に存在する脆弱性などの災
害素因に働きかけることで引き起こされる．そのため，
災害誘因を正確に予測することは，災害の軽減にとって
重要である．災害誘因を事前に評価する手法及び大地震
による災害リスク評価手法の高度化を進める．災害誘因
のうち，地震動，津波，火山噴出物については発生後即
時的かつ高精度に予測する手法を高度化する．災害誘因
情報が情報の受け手側に配慮した災害情報として発信さ
れない場合には，必ずしも防災対策に効果的に活用され

ない場合があるため，災害誘因情報を効果的に発信する
ために必要な研究を開始する．

（1）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化
断層運動の不確定性や，破壊の伝播効果などによる強

震動の特性，断層のずれが地表に到達する場合に生成
される強震動の特徴などを従来の強震動評価手法に取り
込むことで，強震動の事前評価手法の高度化を行う．過
去の巨大津波の知見とプレート境界の固着状態に関する
情報を統合することで，津波の事前予測手法の高度化を
進める．また，強震動，津波，地滑りなどに起因する災
害リスクの評価手法の高度化に関する研究を実施する．
地震動や火山活動に伴い発生する斜面崩壊については，
地球物理的観測や地質調査，数値シミュレーション等に
より，その発生ポテンシャルの評価手法を開発する．さ
らに，噴火に先行する事象に基づいて火砕流の発生を事
前に予測する手法や，火山灰堆積分布量から火山泥流（土
石流）発生ポテンシャルを評価する手法を開発する．

ア．強震動の事前評価手法
〇大学は，短周期から長周期までの広帯域強震動予測の

高度化のために，強震動の成因と影響を強震観測デー
タに基づき把握し，プレート境界地震や地殻内・プレー
ト内地震を対象に，断層運動の不確定性を考慮した震
源断層モデル化手法に関する研究を行う．同時に，強
震動の事前評価に使用されている既往の地下構造モ
デルに対して，中～大規模地震の実地震記録を対象と
した地震動シミュレーションを行い，地下構造モデル
の妥当性の検証と改善を進める．

〇大学は，兵庫県南部地震時に確認された破壊伝播によ
る大振幅地震波や，熊本地震時に観測された地震断
層近傍における特異な長周期パルス波など，建物被害
に直結する震源域での強震動特性を理解することで，
将来発生する強震動の評価手法の高度化に向けた研
究を進める．

〇大学は，地表地震断層の滑り量・形状と浅部地盤構造
を調査し，強震動の分布と被害分布との対応関係を明
らかにすることで，断層のずれが地表に到達する場合
の強震動生成モデルに関する研究を実施する．

イ．津波の事前評価手法
〇大学，産業技術総合研究所及び海洋研究開発機構は，

津波堆積物等に基づく過去の超巨大津波の知見とプ
レート境界の固着状態を統合した津波の事前評価手
法を開発する．
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ウ．大地震による災害リスク評価手法
〇大学及び海洋研究開発機構は，震源・深部地下構造・

浅部地盤構造・強震動予測・構造物被害・リスク評価・
情報伝達までを一貫して扱った研究を推進し，地滑り，
津波，火災などの二次災害も含めた災害リスク評価手
法の高度化に関する研究を行う．また，断層運動の不
確定性を考慮することで，評価結果に幅をもたせた災
害リスク評価手法を確立する．

〇大学は，人口密度が高く災害リスク評価において脆弱
と捉えられている堆積平野・堆積盆地などを対象に，
地震災害の素因と誘因の関係や災害発生機構を多面
的に分析し，災害を軽減するための要件を明らかにす
る．

〇大学は，地震被害想定の不確実性を低減するために，
震源断層モデルや地下構造モデルの精緻化，地域固
有の構造物被害・リスク評価の高度化を地域の自治体
と連携して進める．また，想定結果を広く住民に伝え
る手法についても地域の自治体と共に検討する．

〇北海道立総合研究機構は，積雪寒冷や暗夜条件下で
の津波による最大リスク評価手法に加えて，地域の人
口や土地利用の経年変化を考慮した津波防災対策効
果の評価手法を開発する．また，モデル地域において，
住民や自治体と共に津波避難計画や津波防災地域づ
くり計画の作成に参画する．

エ．地震動や火山活動による斜面崩壊の事前評価手法
〇大学は，大規模数値シミュレーションを活用し，短周

期から長周期までの広帯域強震動による斜面崩壊等
の自然環境への影響の事前評価手法を検討する．

〇大学は，火山灰層内部に滑り面を持つ斜面崩壊が近年
の地震で多く見られたことを踏まえ，既往崩壊地及び
近傍未崩壊斜面において，物理探査，掘削試料の土
質試験，掘削坑内での物理観測を実施する．

〇大学は，地震動や火山活動などによる地滑り現象と地
形・地質的要因の関連を，現地調査や室内試験，地
震動観測などに基づいて明らかにし，地震動に伴う地
滑り発生ポテンシャル評価と事前評価手法の高度化に
関する研究を行う．

オ．火山噴出物による災害誘因の事前評価手法
〇大学は，桜島等を対象として，噴火に前駆する地震

及び地盤変動から火砕流発生予測，ならびにその規
模を事前に評価する手法を開発する．また，遠隔観
測及び地上観測から火山灰堆積分布量を推定して火
山泥流（土石流）発生ポテンシャルを評価する手法
を構築する．

（2）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化
大地震によって引き起こされる強震動・津波・長周期

地震動などを，地震・測地・津波等の陸域及び海域にお
ける単独もしくは複数の観測量に基づいて，即時的かつ
高精度に推定する手法を開発する．さらに，地震・火山
噴火による斜面崩壊や山体崩壊による津波の即時予測手
法の開発に向けた研究に着手する．また，火山の遠隔観
測及び地上観測により，火山灰・火砕流・溶岩流・火山
泥流・土石流を即時的に予測する技術を開発する．

ア．地震動の即時予測手法
〇大学は，高密度に配置された自治体震度計のデータを

用いて地震動即時予測手法を高度化し，防災実務で
の利活用方法について検討する．

〇気象庁は，地震動の実況把握から地震動予測を行う時
間発展型の手法の高度化を図り，強震動及び長周期地
震動の即時予測の迅速化や精度向上のための研究を
行う．

イ．津波の即時予測手法
〇大学は，リアルタイム GNSS を用いて，断層滑りの不

確実性を定量的に評価する断層即時推定手法の開発
を行い，津波即時推定手法の高度化を進める．

〇大学は，震源過程など地震学的描像を必要としない
データ同化手法に基づく津波伝播の状況把握から，地
震やそれ以外の災害誘因による津波を，可能な限り即
時的かつ高精度に推定する手法の開発を行う．

〇気象庁及び海洋研究開発機構は，津波波源推定方法
や海底・沿岸地形等のモデルの改良により，津波の発
生・伝播・減衰に至る全過程を再現する津波モデルの
高精度化を図るとともに，津波の実況監視に寄与する
ため，津波の発生・伝播の状況を迅速に把握する手法
の開発を進める．

ウ．火山噴出物による災害誘因の即時予測手法
〇大学は，火山噴火に伴う溶岩流出や火山灰噴出などの

地表現象を即時的に把握し，事象分岐判断に必要とな
る噴出量・噴出率などの物理パラメータを迅速かつ高
精度に推定するための手法開発を行う．噴火が切迫し
ている火山については，噴火現象の即時把握や噴出物
データの迅速な取得を可能とする機動的観測手法を
検討し，実際の噴火発生の際には適用を試みる．

〇大学は，桜島等を対象として，火山地形と局所的気象
要素を考慮することで，火山灰の堆積分布をより迅速
かつ高精度に予測する手法を開発する．また，河川近
傍の地球物理・水文観測に基づき，土石流量を即時
的に把握する技術を開発する．
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〇気象庁は，気象レーダーや衛星観測の高度利用に基づ
いて，大気中への火山灰供給源モデルの改善や火山
灰輸送予測の精度向上，噴煙の構造や火山灰などの
物理パラメータを活用した火山灰データ同化システム
と移流拡散モデルに基づく解析・予報サイクルのシス
テム導入のための研究を行う．

〇防災科学技術研究所は，関係機関と協力し，噴火時の
火山灰分布・噴出量を現地調査により迅速に把握し，
降灰の各種インフラへの影響に関する実験結果等と組
み合わせることで，事前評価と即時把握結果を災害情
報として活用する方策の研究を実施する．

（3）�地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につな
げる研究

大地震や火山噴火の予測結果は確率で表されるが，
往々にして誤差が大きく数値自体が小さいためにリスク
が小さいという印象を与えがちである．また，大地震に
先行する地殻活動の発現など，大地震の発生可能性が
相対的に高まっていることを示す情報が得られたとして
も，災害発生の切迫性を社会に的確に伝える方法はいま
だ確立していない．一方，噴火の危険性が十分に理解
されないまま火口や噴気地帯に観光客が近付くことによ
り，小規模な噴火が大きな被害に繋がりかねない観光地
も少なくない．本質的に不確実性を含む災害誘因予測が，
気象庁の防災情報等として適切に伝えられることで少し
でも災害の軽減に生かされるよう，受け手側に配慮した
地震・火山噴火情報のあり方を検討すると共に，防災担
当者による火山噴火情報の活用を支援する方法に関する
研究も進める．
〇大学は，地震・火山噴火の予測情報に対する，住民・

企業・地方公共団体などのユーザのニーズや活用実態
の調査を通じて，被害軽減に繋がる地震・火山噴火情
報のあり方に関する研究を行う．

〇大学は，火山噴火活動について，火山噴火が切迫した
段階や噴火中に刻々と変化する地殻変動をリアルタイ
ムで把握するための自動処理システムを開発し，そこ
から得られる情報を準リアルタイム火山情報表示シス
テムに組み込むための開発研究を行う．また，これら
の情報を，地元の自治体や防災担当者が活用するため
の方策を検討する．

〇大学は，火山噴火に関連して発生する土石流について，
事前評価と即時予測結果を災害情報として活用する
方策を検討する．さらに，災害情報に基づく避難行動
や災害復旧に関する意思決定を支援するシステムを試
作し，地域への効果的な情報伝達方法を検討する．

４．�地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のため
の研究

地震・火山現象の理解・予測を災害の軽減につなげる
ためには，地震・火山現象に関する科学的な理解を深め，
現象を予測するだけでは必ずしも十分ではなく，地震・
火山現象の理解・予測の研究成果を社会に適切に還元
する必要がある．そのために，過去から近年までに発生
した地震・火山災害の事例に対して，地震・火山噴火に
よって引き起こされる地震動や津波，降灰などの災害誘
因が建物の脆弱性や暴露人口等の社会素因へ与える作
用に焦点を当てながら，災害が発生した仕組みや要因を
解明する．さらに，社会における防災リテラシーの実態
調査等を通して，社会が被害の発生を抑止，あるいは軽
減する対策を考えるために必要な知識体系を解明する．
それに基づいて，災害の軽減に結びつく効果的な知識要
素を特定し，防災リテラシー向上に資する実践的な研修
プログラムを開発する．

（1）�地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の
解明

史料・考古データ，地質データ等に基づく先史時代か
ら現代に至るまでの災害事例のデータベースを活用する
とともに，近年発生した地震・津波・火山災害の事例検
証を通して，地震動・津波・火山噴出物などの災害誘因
が，居住地の空間構造，コミュニティ構造，社会的脆弱
性などの社会素因とどのように関連し被害をもたらすの
か，その発生過程の解明に向けた文理融合による研究を
行う．また，過去に起きた地震・津波・火山災害事例を
対象に，災害からの復旧・復興過程に関して社会の回復
力に焦点を当てた研究を進める．さらに，地震・火山研
究で得られた知見の社会への発信に関しては，地域の行
政機関やステークホルダーと連携する．
〇大学は，過去に起きた地震・津波・火山災害事例を対

象に，当時の社会情勢や周辺環境との関係を検討して
被害の実態や人々の対応，復旧・復興過程を明らかに
し，時代的・地域的な特性を導き出す．

〇大学は，明治時代や江戸時代の史料をもとに古地形等
を復元・可視化し，地形と災害被害の関連性を明らか
にする．加えて，歴史的な地形変遷から将来の災害を
予測し，災害予防と防災意識の啓発等への活用を図る．

〇大学は，近年の地震災害に注目して，被害の地理的・
社会的分布の分析と，コミュニティの社会的脆弱性や
防災対策，リスク認知や防災意識などの検討を通して，
地域的な災害発生機構を解明する．また，災害発生機
構と防災リテラシーとの関連性を調査し，防災リテラ
シーを向上させるための方策を提案する．

〇大学は，火山地域における災害軽減策に寄与するた
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め，地域の行政機関やステークホルダーと連携して
地震・火山研究の知見を整理し，社会へ適切に発信
する手法について検討する．

〇気象庁は，地震・津波・火山噴火に関する地域の災
害特性や過去の災害履歴等の把握に資するデータ
ベースの整理を進めることで，地域の特性や災害リ
スクの認知，防災リテラシーの向上を図る．

（2）�地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成
のための研究

社会が地震・火山噴火災害による被害の発生を抑止，
あるいは軽減する対策を考えるために必要な知識体系を
明らかにすることを目的として，活動的な火山や想定巨
大地震などを対象に社会の防災リテラシーの実態やニー
ズ調査を実施する．知識体系を明らかにする過程で，実
効性のある防災対策に必要な知識要素を特定する．さら
に，それらの知識要素を組み合わせることで構築した実
践的な防災リテラシーの研修プログラムを，特定の地域
において開発し，その効果を検証することで実効性を高
める．また，マイクロジオデータやオープンサイエンス
の手法を活用することで，社会の共通理解の醸成と防災
リテラシーの向上を図る．
〇大学及び防災科学技術研究所は，活動的な火山や想

定巨大地震に着目し，住民や行政に対し防災リテラ
シーの実態やニーズ調査を実施する．自然災害事例
マップやモニタリング情報等を積極的に活用しなが
ら，実効性のある防災対策に必要な知識体系を明らか
にし，それに基づいて知識体系を構成する要素を特定
する．それらの知識要素を組み合わせることで，実践
的な研修プログラムを開発し，その効果を検証する．

〇大学は，地理空間情報，GIS，衛星測位データを統
合して時空間データベースを構築し，避難行動に関
するマイクロジオデータ等を収集して，防災・減災
に関して社会的有効性の高い統合的な情報活用法を
開発する．

〇大学は，一般市民と研究者とが共同して観測研究や
災害軽減の取り組みを進める「オープンサイエンス」
の手法により，防災リテラシーの向上に向けた研究
を進める．

５．研究を推進するための体制の整備
観測研究の成果を災害軽減に効果的に活かすために

は，関連する諸機関との強い連携の下に適切に研究を実
施する体制を整備することが不可欠である．また，計画
を災害科学の一部として推進することによって災害軽減
という大きな目標を達成するためには，研究項目間の連
携を強化し，分野を横断する総合的な研究の実施が効

果的である．地震・火山現象を解明して予測につなげる
ためには長期的視点に立った継続的な観測，観測対象を
広げるための技術開発，得られたデータを蓄積し将来に
わたって活用するためのデータベース構築が不可欠であ
る．また，災害科学は総合科学であり，理学，工学，人文・
社会科学，歴史学，考古学，数理科学，情報科学等と
の連携を強化し学際的に研究を進める必要がある．地震・
火山噴火災害は地球規模の課題であり，国際的な視点に
立って研究を実施することが肝要である．研究成果を効
果的に災害軽減に活かすため，情報の受け手である社会
における地震・火山災害の共通理解の醸成にも取り組む
必要がある．これら多様な要求を満たすため，幅広い分
野において，地震・火山災害の軽減を志す若手研究者や
技術者を育成し，社会の様々な関連分野に地震・火山の
専門教育を受けた人材を供給することが重要である．

（1）推進体制の整備
本計画は，地震学・火山学の成果を災害軽減に活用す

る観点から，地震学と火山学を中核とし，災害や防災に
関連する理学，工学，人文・社会科学などの分野を含ん
だ，総合的な学際研究として推進する．そのために，測
地学分科会は行政や社会のニーズを踏まえた計画の推
進に努め，計画の進捗状況を把握し，研究成果を取りま
とめて研究者及び社会に還元する．本計画を効率的に推
進するため，予知研究協議会は計画に参加する機関によ
る情報交換等を通じて連携の強化を図る．また，東京大
学地震研究所と京都大学防災研究所による拠点間連携
共同研究をさらに発展させ，地震学・火山学の成果の活
用方法について組織的な研究を推進する．
〇測地学分科会は，学術的な研究の動向にも配慮しつつ，

各年次の全体計画の立案，進捗の把握，取りまとめを
行い，毎年の研究成果を公表するとともに，3 年次に
計画全体の自己点検を行い，外部評価等を行う．また，
計画進捗，成果についても地震本部と情報交換し，地
震本部による地震調査研究の基本施策との整合性を
確認する．なお，各年次の全体計画の立案にあっては，
地震・火山防災行政，防災研究全体，特に地震本部
の施策に本計画がどのように貢献すべきかを十分に踏
まえるとともに，本計画の実施項目をそれぞれ独立し
て推進するのではなく，項目間の連携を強化し，総体
的に計画を推進するように留意する．

〇測地学分科会は，行政機関や地震本部等の関係機関
との技術的・制度的な連携を進め，本計画による研究
成果や観測・解析技術が災害軽減に貢献できるよう，
災害・防災対策に係る行政や社会のニーズを踏まえた
計画の推進に努める．

〇活動火山対策特別措置法で火山専門家が各地の火山
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防災協議会に参加する仕組みが定められ，科学的な知
見が現場の火山防災に実践的に活用されるようになっ
てきている一方で，火山研究分野には地震研究分野に
おける地震本部のような基礎研究と社会ニーズを組織
的・計画的に結びつける機関がない．測地学分科会は，
火山調査研究及びそれを支える研究基盤の整備を国
全体として一元的に進める仕組みが，関係機関の協力
のもと構築されることを期待する．

〇予知研究協議会は，関係機関と緊密に連携して観測研
究計画を協議し，計画の有効な推進を図る．そのため，
予知研究協議会企画部を中心に観測研究計画を立案
して測地学分科会に提案し，観測研究計画参加機関
間での調整を行って観測研究の実施を推進する．

〇各実施機関は，それぞれの機関の実施計画及びその進
捗について，予知研究協議会において情報交換を行う
など，計画の実施項目間及び研究分野間の連携を強化
して，効率的に計画を実施する．

〇「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である
東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災
学の共同利用・共同研究拠点」である京都大学防災
研究所は，地震発生・火山噴火が災害誘因となる事象
に関して共同研究を推進し，複合学術領域としての地
震・火山噴火に関する災害科学の発展のために，拠点
間連携を継続する．

〇地震予知連絡会は，地震活動・地殻変動などに関する
モニタリング結果や地震の予知・予測のための研究成
果などに関する情報交換を行うことにより，モニタリ
ング手法の高度化に資する役割を担う．

〇火山噴火予知連絡会は，火山活動の総合評価や，噴
火警報・火山情報の質の向上に向けた技術的検討を
通じて火山防災に資するとともに，研究成果・観測結
果の情報交換，火山観測データの流通・共有の促進，
活発化した火山における臨時観測に関する総合的な調
整，研究成果の社会への発信などを通じて，火山噴火
予知研究の推進に寄与する．

（2）分野横断で取り組む総合的研究を推進する体制
本計画における 1．～ 5．の複数の項目間の連携を強

化して，災害科学として重要な以下の対象について分野
横断で総合的研究を実施する．なお，本計画実施中に地
震・火山噴火による大きな災害が発生した場合は，必要
に応じて測地学分科会での検討に基づき総合的研究の
対象とする．予知研究協議会は，関連研究分野の連携を
より一層促し総合的研究の円滑な推進のための体制を整
える．

ア．南海トラフ沿いの巨大地震
過去の大地震の発生履歴に加えて，測地データや地

震活動データ，数値シミュレーション等に基づいて南海
トラフ沿いの巨大地震の新たな長期予測手法を開発す
る．また，陸域及び海域における観測データ等を用いて
地殻活動をモニタリングし，中短期における巨大地震の
発生可能性の相対的な高まりを評価する手法の構築を目
指す．さらに，巨大地震発生の切迫度に対する社会の認
知等に着目した地震情報の内容や発信方法に関する検
討を行う．災害軽減に向けて，地震発生から災害誘因予
測，被害予測，リスク評価に至るまでをそれぞれ関係の
深い研究領域において実施し，目的に応じて必要な情報
が社会に向かって発信される構図の形成を目指すととも
に，各研究領域間の連携を強化するために活発な情報交
換を行う．また，拠点間連携共同研究や委託研究プロジェ
クト等との連携も考慮する．

イ．首都直下地震
首都直下地震は，一旦発生すれば首都機能や我が国

の経済活動全体に深刻なダメージを与える可能性が高
い．想定される多様な震源について，発生メカニズムや
発生可能性を評価する研究を進める．詳細な地盤構造や
多様な震源モデルによる揺れの予測に，稠密観測データ
や地震史料の情報を反映し，新たな地震動予測手法の開
発を目指す．また，複雑な地殻構造を用いた大規模数値
シミュレーションに基づいて，地震動を高精度に予測す
る手法を高度化する．さらに，各項目の研究成果を有機
的に結び付け，高度に集約化された社会環境下での防災
リテラシー向上に資する総合的研究を実施する．

ウ．千島海溝沿いの巨大地震
千島海溝沿いでは，東北地方太平洋沖地震と類似性

した巨大地震が繰り返し発生しており，その発生の切迫
性が地震本部により指摘されている．津波による大きな
被害も予想されているところであり，これまでの研究成
果を最大限に活用し，津波堆積物の調査や，地殻活動の
現況把握に関する手法の高度化，強震動・津波の事前評
価手法及び即時予測手法の高度化，地域防災力の向上
を目指した総合的研究を実施する．

エ．桜島大規模火山噴火
活発な噴火活動を 60 年以上続け，今後，大規模噴火

の発生が予想される桜島を対象に，各研究項目間で緊密
な連携と成果の共有を図り，住民避難を視野に入れた総
合的研究を推進する．観測研究を通じて，マグマの動き
とマグマ供給系への理解を深め火山活動推移モデルを
高度化することで，噴火発生予測研究を進展させる．噴



400 地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　第 4 部　参 考 資 料  地震予知連絡会 50 年のあゆみ　　３．科学技術・学術審議会（旧：測地学審議会）関係資料 401

火発生前の規模の予測と，噴火発生直後の噴出物の把
握を即時的に行うことで災害予測研究を進める．災害予
測に基づき，住民への情報伝達などの火山災害情報に関
する研究と，避難や交通網の復旧などの対策に資する研
究を行う．他の火山における類似研究と連携し，都市，
中山間地域，離島などの地理的，社会的環境による対策
の違いなど幅広い研究を目指す．

オ．高リスク小規模火山噴火
火山では，噴気地帯や山頂火口近傍に，多くの観光客

や登山客が訪れたり，観光施設が設けられていることが
多く，平成 26 年の御嶽山噴火や平成 30 年の草津本白根
山噴火のように，規模が小さくても人的・物的被害等が
生ずる場合がある．また，小規模な噴火は発生頻度が相
対的に高いことから，観光客や登山客等の災害リスクの
低減という観点から重要な研究対象である．そこで，噴
火災害に関する史料の収集，地質調査による水蒸気噴火
等の噴火履歴調査，各種観測による活動把握，災害誘因
である噴石や土石流などの予測研究，災害情報の発信に
関する研究等を実施する．これらの成果を総合的に検討
し，研究の課題や方向性を明らかにする．

（3）研究基盤の開発・整備
地震・火山研究の推進，高度化にとって不可欠である

観測データを安定的・継続的に取得するために，日本全
国に展開されている陸域及び海域の地震，地殻変動，津
波，潮位，電磁気等の観測基盤を維持するとともに，関
連機関が連携して効率的に多項目観測や機動観測等を
行う体制を整備・強化する．観測・解析技術の高度化と
して，地上観測が困難な地域での有人・無人航空機や宇
宙技術による観測技術開発及び海域の地殻変動観測技
術の高度化を進めるとともに，新たな通信手段の導入な
どを図り，これまで取得困難であったデータや従来と比
べ高精度なデータを取得する．

観測データや解析結果等を有効に活用し研究を加速
させるためには，それらの流通，データベース化，公開
を進める必要がある．観測網によって取得された大量の
地震・火山観測データを効率的に流通させるためのシス
テムを構築する．さらに，観測データ等の基礎的資料や，
構造共通モデル・解析ソフトウェアを含む研究成果を
データベース化し，これらを共有することにより効率的
に研究を進める．

地震分野においては，地震本部の調査観測計画に基
づき関係機関によって整備・運用されている基盤的調査
観測等による観測データも活用して，本計画による研究
を進めるとともに，その成果を通して地震本部の調査研
究の推進に貢献する．火山分野においては，次世代火山

研究・人材育成総合プロジェクトと連携し，同プロジェ
クトで構築が進められているデータネットワークも活用
してデータの共有化を進め，火山研究の推進に貢献する．

ア．観測基盤の整備
〇防災科学技術研究所は，陸海統合地震津波火山観測

網の安定的運用を行うとともに，関連施設の更新を図
る．また，重点的に強化すべき火山について観測施設
の整備・運用を推進する．関係機関との観測データの
共有や利用促進を図り，国内外の関係機関における研
究，業務遂行や我が国の地震・津波及び火山に関する
調査研究の進展に貢献する．

〇気象庁は，津波警報や地震情報等を適切に発表する
ため全国に展開している地震計及び震度計，東海地域
を中心に展開しているひずみ計などの観測を継続する
とともに，文部科学省と協力して，大学，防災科学技
術研究所，海洋研究開発機構など関係機関の地震観
測データを合わせて一元的に処理し，その結果を大学，
関係機関に提供することにより，研究の推進に資する．

〇国土地理院は，全国の GNSS 連続観測点を平均 20 キ
ロメートル間隔の配置として維持し，観測を継続する．
重点的な観測地域において観測点密度を考慮した観
測体制の充実を目指す．また，GNSS の発展・最新の
ITRF 座標系の実現等に伴い GEONET の解析手法の
高度化を図る．

〇国土地理院は，衛星 SAR データを使用して日本全国
の SAR 干渉解析を定常的に実施し，日本国内におけ
る火山，地盤沈下，斜面変動等による地殻・地盤変動
を検出する．地震発生や火山活動活発化の際には臨時
解析を実施する．打ち上げに向けて現在開発が進めら
れている先進レーダー衛星（ALOS-4）に対応するため，
解析手法やシステム構成の検討を進め，切れ目なく地
殻・地盤変動の監視を継続する．

〇大学は，全国の陸域，海域及び火山周辺に設置された
地震・地殻変動などの各種観測網から得られるデータ
を即時的に流通させるシステムを運用するとともに，
大容量かつ多項目の観測データを確実に，かつ効率的
に流通させるための通信方式等の開発を行う．また，
長期的な観測の継続性を保つため，観測データの品質
を評価するための基準作成を進める．

〇大学は，大地震や火山噴火の発生時の迅速な機動的
観測や，構造探査等の調査研究観測を実施できるよう
に，必要な観測機材や人的資源を共有できる体制を整
備する．

〇気象庁 , 国土地理院及び海上保安庁は , 潮位連続観測
を継続し , 地殻変動に伴う地盤の上下動を連続的に検
知するとともに , 津波の発生状況を把握・公表する．
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また , 国土交通省の関係機関が所有する潮位データを
集約して即時的に共有し , 国土交通省防災情報提供セ
ンター等において公開する．

〇産業技術総合研究所は，南海トラフ沿いの巨大地震発
生予測のため，東海～紀伊半島～四国周辺で地下水
等総合観測網を整備・運用する．また，気象庁にリア
ルタイムで観測データを提供する．さらに，観測デー
タのグラフを公開して毎日更新する．

〇気象庁は，地球電磁気学的観測による地殻活動及び火
山活動の研究に資するため，精密な地磁気観測データ
を提供する．地磁気基準点において，数十年～ 100 年
スケールにわたる安定した地磁気観測を実施し，精密
な磁場データを毎日リアルタイムで提供する．あわせ
て観測データの精度向上及び編集・解析作業の効率
化を図る．

〇国土地理院は，航空重力測量により全国を網羅する標
高基準の精度を上げ，GNSS 測位によって容易に信頼
性の高い標高が得られる環境を整備する．また，地上
における重力の繰り返し観測及び地磁気の連続観測を
行い，地震や火山活動の監視，現象の理解に資する基
礎資料を整備する．

〇国土地理院は，航空機 SAR を利用して全国の活動的
な火山における火口等の観測を実施し，地形の情報を
蓄積する．また，火山活動活発化の際には迅速に観測
を行い，地形の変化を明らかにする．

〇山梨県富士山科学研究所は，富士山における火山性地
震のモニタリングを進めて火山性地震の発生状況を明
らかにするとともに，重力の多点連続観測及び地下水
観測の継続を通して，地殻流体の移動検出を目指す．

〇北海道立総合研究機構は，雌阿寒岳，十勝岳等の火
山において，熱観測，噴気や温泉水に対する地球化学
的観測，地殻変動観測，重力観測及び地下水位観測
を継続し，火山活動の変化を把握する．観測データは，
気象庁や大学などと共有する．

〇国土地理院は，国際 VLBI 事業と連携して VLBI 測量
を，海上保安庁は，国際レーザー測距事業（ILRS）
と連携して SLR 観測を実施することで，国際測地基
準座標系の構築に貢献し，測量の基準となる基準座標
系を維持する．

〇国土地理院は，地殻変動連続観測を継続すると共に，
観測設備の安定的・継続的な運用を行う．また，防災
情報の発信への活用のため引き続き関係機関と潮位
データの共有化を行う．活動的な火山においては，電
子基準点を補完する GNSS 連続観測を実施する．南
海トラフ沿いの地震に関しては水準測量を継続し，地
震サイクル全過程の地殻変動データの収集を目指す．
また，ひずみ集中帯などにおいて水準測量を実施する．

〇気象庁は，大学や防災科学技術研究所等関係機関の
協力の下，火山噴火予知連絡会で監視・観測体制の
充実等が必要とされた 50 火山において，常時観測を
継続する．また，機動観測として，GNSS 繰り返し観測，
熱観測，火山ガス観測等の調査観測を計画的に実施
するとともに，火山活動に異常が認められた場合には，
緊急観測を実施して火山活動の詳細を把握する．関係
機関による新規観測点のデータのうち火山監視に必要
と考えられる観測点についてはデータ交換の対象に追
加する．

イ．観測・解析技術の開発
〇大学及び海洋研究開発機構は，海域での地震・地殻

変動観測の高度化のため，超深海を含む海域で，陸上
と同等な広帯域地震観測を機動的に行う技術の開発，
海底面での水圧測定による上下変動観測と傾斜観測
技術の実用化及び定常的な海域観測網の高度化等に
引き続き取り組む．

〇大学は，火口域での連続多点地震観測手法の高度化
や，精密に制御された人工電磁信号を利用した火山の
3 次元比抵抗構造を常時モニターするシステム，宇宙
線を用いた観測手法などの新たな火山活動モニタリン
グ手法の開発を進める．

〇大学は，新たな無線通信帯域・技術を活用したデータ
伝送システムの開発及びこれを利用した地震・火山活
動状況を高精度かつ迅速に把握可能なシステムの開
発を進める．

〇大学は関連機関と協力し，火口近傍や離島など観測困
難域での観測技術の高度化を進めるために，衛星技術
やドローンなどの飛行体を用いた観測手法・観測装置
を開発する．また，海域での観測手法の開発や，携帯
電話通信網を利用した機動観測に適するテレメータ装
置の開発，光技術の応用等を進める．

〇気象庁は，地震動・津波の即時予測の高精度化のため，
地震動のデータ同化，津波予測における津波波源推定
や海底・沿岸地形等のモデル要素の改良等，解析技
術の高度化を進める．

〇国土地理院は，地殻変動を即時的・高時間分解能で
把握可能な，電子基準点リアルタイム解析システムの
高度化を行うとともに，地殻変動を高時間分解能で把
握するための電子基準点キネマティック解析システム
について，解析結果の信頼性及び精度を向上させるた
めの技術開発を行う．また，汎用低価格受信機を用い
た地殻変動観測システムの開発を行う．さらに，得ら
れた解析結果の精度向上や異常値を判定する仕組み
を構築することで，より信頼性の高い災害関連情報の
発信を図る．
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〇海上保安庁，大学及び海洋研究開発機構は，日本近
海の海溝型巨大地震の発生が想定される海域におい
て GNSS －音響測距結合方式や海底間音響測距，海
底圧力観測による海底地殻変動観測を継続するととも
に，観測・解析技術の高度化のための研究開発を行う．

〇防災科学技術研究所及び海洋研究開発機構は，海域
における地震・地殻変動観測データの解析を高度化す
るために，海域の不均質な地下構造を考慮した新たな
解析手法を開発する．

〇情報通信研究機構は，地震や火山等の自然災害発生
時における被災地の状況把握を詳細かつ迅速に行うた
めの次世代航空機搭載 SAR の開発を行う．

ウ．地震・火山現象のデータ流通
〇大学は，GNSS や地殻変動連続観測など多項目観測

データを全国に流通させるシステムを運用・高度化す
る．地殻変動研究の基盤となるデータの収集や共有の
みならず，解析システムの構築・運用・高度化を行う．

〇大学は，全国規模のデータ流通及びデータ処理で広く
用いられているプログラムの機能向上を図る．

〇防災科学技術研究所は，共同研究の促進，研究分野・
組織間の連携強化，データの活用促進等に資するこ
とを目的として，大学や研究機関等が多項目の火山
観測データを迅速に共有・利活用できるシステムを
開発する．

エ．�地震・火山現象のデータベースの構築と利活用・
公開

〇大学は，データの効率的な公開と利用の促進をはかる
ため，観測で得られたデータについて，適切な引用や
引用履歴の追跡を可能とする DOI 等の永続的な識別
子をつけて公開することを検討し，実際に公開を進め
る．

〇気象庁は，総合的な地震カタログの作成と発震機構解
析及び大地震時の震源過程解析を進め，それらの成
果を公表する．海域観測網の地震波形データを一元
化処理へ取り込み，地震波形の分析や震源決定等の
処理の改善を進める．また，大学等の検測値を取り込
んで過去にさかのぼった震源決定を行い，総合的な地
震カタログに反映させる．

〇気象庁は，定常観測点及び調査観測点における地磁気
4 成分連続観測データを，継続して地磁気観測所デー
タベースに登録，公開するとともに，定常観測点のデー
タを国際的なデータセンターに提供する．また，地磁
気アナログデータのデジタルデータへの変換を継続し
て実施し，過去に遡ってより長期間のデータ解析が可
能な環境を整備する．

〇気象庁は，常時観測を行っている 50 火山について常
時観測データの収集，解析を行い，蓄積する．また，
繰り返し観測などの機動観測により得られたデータ
や , 火山活動に異常が認められた場合の緊急観測デー
タも解析し，蓄積する．観測データの蓄積にあたって
は活火山総覧改訂に活用できるようにデータベース化
する．各種観測で得られた成果は，防災情報や防災資
料の作成に利用するほか，気象庁 HP 等で公表する．
地元自治体による災害対策の意志決定を支援するた
め，火山防災協議会に対する観測成果の共有を進める．

〇産業技術総合研究所は，日本国内の活断層・津波・火
山に関する最新の知見に基づく地質情報の整備を行
い，火山地質図やデータベースとして公表する．また，
東・東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）等，
アジア - 太平洋地域の大学・研究機関等と連携を進め
ることで，複数国に影響を及ぼすような規模の大きな
地震・津波・火山ハザード情報の共有化を進める．ま
た，微小地震の解析に基づき，高い空間分解能を有す
る全国規模の地殻応力データベースの整備を進める．

〇国土地理院は，GNSS データの利活用のため，GNSS
データクリアリングハウスに登録されている GNSS 連
続観測局の所在変更が生じた場合，あるいは，GNSS
連続観測局が追加された場合には，データベースを随
時更新する．また，現在公開している国土地理院と海
上保安庁以外の機関が管理する GNSS 連続観測デー
タの所在情報データベースについても整備する．

〇国土地理院は，観測データをホームページで公開する
とともに，地震予知連絡会，南海トラフ沿いの地震に
関する評価検討会及び南海トラフ沿い地震防災対策
強化地域判定会に適宜報告する．

〇国土地理院は，監視・観測体制の充実などが必要とさ
れた火山を優先して，火山防災に資する基礎的な地理
空間情報を整備する．また，地震災害の軽減に資する
ため，地形分類情報の整備を進めるほか，全国活断層
帯情報（活断層図）を整備する．

〇海上保安庁は，火山噴火現象の把握及び船舶の航行
安全確保のため，日本周辺の海域火山の航空機による
定期巡回監視及び測量船による海域火山基礎情報の
整備，海域火山データベースの整備及び公表を実施す
る．

（4）関連研究分野との連携強化
理学にとどまらず，工学，人文・社会科学などの関連

研究分野との相互理解に努め，それらの分野間の連携を
より一層強化することは，地震・火山研究の成果を災害
軽減に役立てるために不可欠な要素である．低頻度大規
模地震・火山噴火現象の規模，発生頻度，発生機構等
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を明らかにするためには，近代的な観測データが取得さ
れていない期間のデータが必要である．そのために，歴
史学・考古学等との連携をさらに進める．さらに，災害
誘因予測と災害素因との相互作用に着目し，災害や防災
に関連する理学，工学，人文・社会科学との連携を一層
進展させる．進展の著しい数理科学，情報科学，計算機・
計算科学等の研究分野の成果を取り入れつつ，これらの
研究分野との連携を強化する．
〇低頻度大規模な地震や火山噴火現象を理解するため

に，歴史学，考古学，地質学との学際研究を通じて，
過去の地震と火山災害の史料・考古データ，地質デー
タ等の収集・拡充を継続して進める．史料の収集・解
析に関しては平成 29 年に東京大学に設置された地震
火山史料連携機構の機能も活用するなど，全国の関係
機関と連携して効率的に研究を推進する．

〇地震・火山噴火現象による災害誘因と社会や自然に内
在する災害素因との相互作用に着目した研究のため，
理学だけではなく，情報科学や計算機・計算科学，工
学，人文・社会科学などの関連研究分野との連携を図
り，地震・火山災害軽減の課題を解決するための学際
研究を進める．

〇地震発生，火山噴火，地震動，津波伝播などの大規
模数値シミュレーションの更なる高度化のため，情報
科学や計算機・計算科学との連携を図る．

（5）国際共同研究・国際協力
国内だけでなく海外で発生する地震・火山噴火やそ

れらによる災害の知見を幅広く集約し比較検討すること
は，低頻度の地震・火山噴火現象の特徴・多様性の把握や，
災害研究を進める上で極めて重要である．そこで，国際
的な防災・研究機関と連携して共同研究を進め，より多
くの事例研究を実施する．特に，欧米や地震・火山噴火
の発生頻度の高い諸外国との共同研究やデータ交換を
進め，国際的なデータベースの構築に協力し，それを用
いた研究も推進する．さらに，開発途上国における地震・
火山災害の軽減に貢献するための体制の維持・整備を行
い，国際的な科学技術協力プログラム等も利用して国際
貢献を推進する．
〇大学は，低頻度で大規模な大地震の発生履歴・様式

を理解するために，海外における津波堆積物調査を実
施する．また，複雑な断層系の相互作用や断層端の特
性を理解するために，複数の活断層で連鎖的に破壊が
起きた海外の地震を対象にして国際共同研究を行う．
さらに，地震発生過程の理解を深めるために，海外の
鉱山等で発生する地震を対象に，震源域における掘削
調査及び至近距離における地震観測等を実施する．

〇大学及び海洋研究開発機構は，プレート境界浅部で発

生する津波地震とゆっくり滑りの特徴や発生場の解明
を目指して，同様の現象が観測される海外の沈み込み
帯において国際共同研究を実施する．

〇大学は，近代の日本では未経験な，大規模火山噴火災
害が発生している海外の火山を対象として，火山活動
推移モデル構築及び事象分岐条件設定のための調査
観測研究を行う．

〇気象庁は，国際地震センター，米国地質調査所，包括
的核実験禁止条約機構，米国大学間地震学研究連合

（IRIS）及び近隣国との地震観測データの交換などの
組織的な連携・協力を通じて，また，航空路火山灰情
報センター及び北西太平洋津波情報センターの国際
協力業務や開発途上国における地震・火山の観測や津
波警報の発表などの体制整備に必要な技術的な支援
を通じて，国際的な研究活動の進展に寄与する．

〇国土地理院は，SAR 干渉解析を実施することで，世
界で発生する主な地震・火山噴火などに関連する地殻
変動を検出する．また，VLBI による国際共同観測を
通して，地殻変動やプレート運動の監視基準となる国
際測地基準座標系の構築に協力する．

〇海上保安庁は，国際レーザー測距事業（ILRS）に参
加し，レーザー測距データの提供を継続することによ
り，日本周辺を含めた広域のプレート間相対運動の把
握に資するデータを取得する．

〇産業技術総合研究所は，アジア太平洋地域の研究機
関と連携し，地震火山総合データベースとして，地震・
活断層・津波・火山関連データの整備・更新を行うと
ともに，地震・火山現象に関する地質情報の国際的な
共有化を進める．

〇大学は，海外の卓越した地震・火山研究者や地震・火
山噴火が多発する国の研究者を招聘する取組を行い，
本計画の成果を積極的に海外に普及させるとともに，
海外の優れた成果を取り込み，計画の効果的な推進を
図る．

（6）社会との共通理解の醸成と災害教育
社会との共通理解の醸成を図るために，地震・火山噴

火現象及び地震・火山災害に関するアウトリーチ活動を
積極的，かつ組織的に展開する．地震・火山噴火の予測
研究の等身大の現状や，最新の研究成果，地震・火山災
害に関する基本的な知識等を社会に効果的に伝えるため
の情報発信方法について検討する．研究成果の情報発
信にあたっては，研究の進捗や今後の見通しについても
説明を加える．
〇行政機関の防災担当者や国民に，地震・火山現象の科

学的知見や，現在の地震・火山の監視体制，予測情
報の現状を知ってもらうため，関連機関が協力して，
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研究成果を社会に分かりやすく伝えるための取組を強
化する．

〇大学は，住民，報道関係者，行政等の防災担当者など
を対象とした公開講義やセミナーなどを開催し，地震・
火山噴火予測研究の現状や地震・火山噴火の基礎的
な理解を深めてもらうための取り組みを継続的に行
う．予知研究協議会は，本計画の取り組みや成果を広
く理解してもらうため，計画参加機関が連携して，パ
ンフレットの発行等の組織的な取り組みを行う．

〇気象庁は，津波警報，緊急地震速報，長周期地震動
に関する情報，噴火警報等の各種防災情報の改善の
ための検討で得られた知見や成果を広く共有する．

〇気象庁は，地域特性に応じた災害リスクの認知を高め，
緊急時に情報が防災対応に活用されるよう，防災情報
の読み解きに資する取組を行うとともに，地域特性や
過去の災害履歴の関連自治体との認識共有，防災情
報の利活用等のための関連自治体等を対象とした実践
的な勉強会の実施，関連自治体等との緊急時の対応の
振り返り等の取組を進める．また，住民に対するより
わかりやすい情報の提供・伝え方の工夫や周知広報な
ど，地域の防災力向上に向けた取組を関係機関と連携
して行う．

〇地震予知連絡会は，議事内容や重点検討課題，モニ
タリングにより把握された地殻活動の状況等を社会に
発信する．また，地震活動の予測手法の現状を検討し，
かつ報告することで，地震発生の予知・予測に関する
研究の現状を社会に伝える．

〇火山噴火予知連絡会は，火山噴火予知に関する科学的
知見やそれに基づく火山活動の総合評価，噴火警報・
火山情報の質の向上に向けた取組などを，社会に分か
りやすく発信し，各地の火山防災協議会にも提供して
防災・減災に資する．

（7）�次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対
応に携わる人材の育成

地震・火山噴火の現象の理解，被害発生予測手法の

高度化とその検証には，世代を超え継続的な観測研究の
推進を支える人材の育成が極めて重要である．研究者，
技術者，防災・災害対応実務に携わる人材の育成におい
ては，地震学，火山学，地質学，地形学，歴史学，数理
科学などの分野に加えて，それらの進歩を加速させる計
算機科学，観測技術開発・地質調査技術開発，技術を
社会に適応させるための社会科学などの幅広い分野にお
ける研究の進展と，若手研究者や技術者の育成が欠かせ
ない．また，研究分野間の相互連携が必要であり，分野
間連携を推進するための人材も重要である．さらに，地
震・火山・防災の専門教育を受けた人材が防災・科学技
術に係る行政・企業・教育に携わることも大切な点であ
る．
〇大学や研究機関等においては，観測研究に携わる研究

者のキャリアパスを確保するため，若手の准教授，助
教等のポストの確保や，ポストドクターの採用要件の
柔軟な運用，民間企業等との共同研究を通じた就職先
支援等の具体策を講じるよう努力する．また，若手研
究者の研究資金を確保するため，国において，特に若
手研究者を対象とした競争的研究資金制度等の充実
を期待する．

〇地震・火山の専門教育を受けた者が防災行政に携わる
ことは，地震・火山防災を進める上で有効である．全
国の大学や関連する行政機関，自治体などが連携し，
計画の推進による成果を共有し，防災行政に携わる人
材を育成する．

◯火山研究分野においては，次世代火山研究・人材育
成総合プロジェクトとも連携し，次世代の火山研究者
を育成する．

〇本計画による地震や火山噴火の災害科学に関する成
果を公表する成果報告会を毎年開催して，地球科学
の専門家の研究推進や，防災業務の改善，次世代の
研究者育成に資する情報を提供する．
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委　　員 高橋　浩晃 北海道大学大学院理学研究院　教授
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委　　員 篠原　雅尚 東京大学地震研究所　教授
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  地震津波火山ネットワークセンター長

委　　員 堀　　高峰 国立研究開発法人海洋研究開発機構

  海域地震火山部門・地震津波予測研究開発センター長

委　　員 楠　　勝浩 海上保安庁海洋情報部海洋調査課長

委　　員 中村　浩二 気象庁地震火山部地震予知情報課長

委　　員 藤原　　智 国土地理院地理地殻活動研究センター長

事務局
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